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序文

第1編 においては,今 年も昨年 と同 じようにコンピュータの利用

拡大,オ ンライン化の進展の状況等を詳述するとともに,コ ンピュー

タ,情 報処理,通 信産業の動向をとりまとめている。

また,技 術革新の渦巻 く中で,政 府がどのような政策 をとろうと

しているのか,そ の施策の概要と背景を説明している。

なかでも,画 期的なことは,今 まで電電公社の独占下 にあった通

信事業が,臨 調の民営化への強い要請と米国の市場開放 に対する圧

力とを受けて,電 電三法が改正され,こ れによって大きく自由化へ

の道が開かれ,民 間企業のこの分野への参入が可能になったことで

ある。

第H編 においては,ま ず,国 際的にも大きな関心と注目を浴びて

いる第5世 代コンピュータと呼ばれる知識情報処理コンピュータを

テーマにとりあげ,そ の研究開発状況の解説を行っている。

つづいて,新 しい光情報処理技術の研究 と光通信技術である光

LANの 説明を行い,次 に,情 報社会の発展には,い うまでもなく

情報のデータベースの効率的活用が前提条件であるが,わ が国では,

欧米に比べて,デ ータベースの構築 ・サービス ・利用が著 しく遅れ

ている現況を踏まえて,そ の動向と問題点を探っている。

更に,ま た,情 報処理と通信の結合によるネットワークである

VANは 高度情報化社会の構築 の基盤を形成するものであり,そ の

機能は,ま すます拡大 し,そ の重要性 を増 していくであろうが,そ

のVANに ついての概況と利用例の紹介がなされている。

ここで特筆すべきことは,急 速 に発展 しつつあるコンピュータリ

ゼーションの波の中で,中 小企業がいかに対応 しようとしているか,

その現状と課題 をとりあげ,大 きく頁をさいていることであり,こ

れは,今 回の大きな特色といえるであろう。

また,ク レジット・ネットワークとして,CAFIS,CATNETや

国際的ネッ トワークにおけるコンピュータとコミュニケーションの

結合 したSWARD等,数 個の実例をと りあげてユーザーの参考に

供 している。

終 りに臨んで,特 に強調 したいことは,情 報社会が高度化し,ネ ッ



トワーク化が進めば進むほど事故や犯罪によって起 こる経済的,社

会的混乱が計 り知れないほど大きなものであることは,昨 年11月,

東京の世田谷で発生 した通信ケーブル火災事故が如実に示 している

通 りである。

本書でも,安 全対策の必要性や施策については,所 々で触れてい

るが,効 率性 を優先する技術進歩に安全対策がとり残されてしまう

ことは由々しき問題である。

今後,安 全対策やプライバ シー保護の対策について,産 業活動,

行政,立 法の各側面か ら本書で一層大きくとりあげることを切に要

望 したい。

なお,白 書の性格からいっても国民各層の理解を得るため,多 く

の人々に読んでいただくべきであり,ま た,読 んでいただきたい。

このような観点から,本 書の販売価格 をできるだけ低廉にする努

力を今後も続 けたいと考えていますので関係各位のご協力をお願い

する次第であります。

本書の作成のために,ご 多忙の中をご尽力いただいた編集委員長

は じめ編集委員の諸先生および執筆者の方々,並 びに,貴 重な資料

をご提供いただいた関係各位に対 し深 く感謝の意を表します。

昭和60年1月

財団法人 日本情報処理開発協会

会長 島田喜仁
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1編1部 コ ンピュー タ実動状況

1 第1章

わが国のコンピュータ実動状況

1.は じめ に

通商産業省では1973年度から 「電子計算機

納入下取調査」を実施 している。これは電子

計算機の納入および下取りの実態を調査 し,

市場動向,市 場構造の変化などを把握 し,電

子計算機産業の振興および健全な情報化を図

るための基礎統計とすることを目的として,

電子計算機の製造業者,輸 入業者などを対象

として行っているものである。

1.1本 調査の概要

田 調査の範囲

この調査では電子計算機とは次の基準に該

当する汎用電子計算機をいう。ただし,展 示

用のもの,製 造計画のためのサンプル,プ ロ

トタイプのもの,お よびプロセス制御用等の

専用機 と して設計 されたものは対象 としな

い 。

① ディジタル型であること。

② プログラムの蓄積方式で重要な命令 を

内部記憶装置に記憶 しているか,ま たは相

当性能を有すること。

③ 内部記憶容量 が2,000ビ ッ ト以上であ

ることQた だし,サ イン,パ リティ ・チェッ

クのために有するビットは含まない。

④ 電子論理演算 により行われる演算機構

を有すること。

回 電子計算機型別分類基準

電子計算機(本 体+周 辺装置)設 置規模の

分類は,金 額(レ ンタルのものは売価に換算)

により次のように行った。なお,本 統計の金

額はすべて売価換算金額である。

大型A… …5億 円以上

大型B… …2億5,000万 円以上5億 円未満

中型A… …1億 円以上2億5,000万 円未満

中型B… …4,000万 円以上1億 円未満

小 型……1,000万 円以上4,000万 円未満

超小型……1,000万 円未満

現在の電子計算機は,シ ステム規模の上限

と下限の間がかなり広いため,同 一モデルで

もユーザーの使用態様次第でシステム規模が

異なる。したがって,同 一モデルで分類する

と,あ るシステムは大型に属 し,あ るシステ

ムは中型に属するということになる。また,

ここでいう型別とは,物 理的な大きさという

よりも,む しろユーザーの投資(レ ンタル料

支出または買い取 り)と ニーズの水準を表 し

ている。電子計算機のシステム規模は,お の

ずとユーザー(bニ ーズと投資力によって決ま
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るからである。

団 システム増設による型別移動の考慮

ユーザーにおける現実の電子計算機の使用

形態をみると,ア プリケーションの適用段階

に合わせて,適 当なシステム規模を選択 し,

後日,経 験を積むにしたがってメモ リー増設

や周辺機器の増設をすることが多い。その場

合は,以 前には小型もしくは中型であったも

のが,増 設の結果,中 型 もしくは大型に昇格

しているわけである。本統計中,実 動状況に

関するものは,こ の型別移動を考慮に入れて

集計 してある。

回 調査の時点

ハー ドウェアをユーザーへ納入 した時点で

集計 してある。

1.21983年6月 末現在における汎用電子

計算機実動状況お よび1983年 度第1・

四半期(1983年4月 ～6月)に お ける

納入状況

1-1-1表 は 「1983年6月 末現在汎用電

子計算機実動状況および1983年度第1・ 四半

1-1-1表

1983年6月 末現在汎用電子

計算機実動状況および1983

年度第1・ 四半期納入状況

(上列:セ ッ ト数,

下列:金 額 ・百万円)

1983年6月 末

実 動 状 況

1983年 度

第1・ 四 半期 納 入状 況

規模別
実 動 台 数

および金額

型 別

シ ェア

納 入 台 数

および金額

型 別

シェア

大 型A
2,099

2,319,110

1.6

43.2

86

89,458

1.6

33.0

大 型B
1,817

665,754

1.4

12.4

67

25,514

1.3

9.4

大型(計)
3,916

2,984,864

3.0

55.7

153

114,973

2.9

42.4

中 型A
4,438

716,499

3.4

13.4

154

25,332

2.9

9.3

中 型B
8,243

524,215

6.3

9.8

237

15,427

4.5

5.7

中型(計)
12,681

1,240,714

9.7

23.1

391

40,759

7.4

15.0

小 型
39,263

708,298

30.1

13.2

1,265

22,937

24.1

8.5

超 小 型
74,750

428,468

57.2

8.0

3,450

16,898

65.6

6.2

増 設 = =
一

75,611

一

27.9

合 計
130,610

5,362,344

100.0

100.0

5,259

271,177

100.0

100.0
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期納 入状 況」 を示 した ものであ る。

1-1-1表 に よれば,1983年6月 末現在,

わ が国 において実 動 してい る汎用電子計算機

は,総 数 が130,610セ ッ トで,金 額 で は5兆

3,623億 円 となって い る。1983年3月 末 に対

する実 動状況 をみる と,総 実動金額 で2.6%,

総 セ ッ ト数 で3,8%増 加 してい る。 また,実

動状 況 の型 別 シェ アをみ る と金額 ベ ー スで

は,大 型機 が55.7%,中 型 機 が23.1%,小 型

機 が13.2%,超 小 型 機 が8.0%と な っ て いる

が,台 数ベー スでは超 小型 機が57.2%と 最 大

の シェアを有 して いる。

さらに,1983年 度 第1・ 四半期 の納入 状況

をみ る と,総 数 で5.259セ ッ ト,金 額 に して

2,711億 円 となって お り,型 別 シェ アを み る

と,金 額 ベースで は大型機 が42.4%と 最 も大

き く,台 数ベ ースでは超小型機 が65.5%と 最

も大 きな シェアを占めている。一
2.産 業別汎用電子計算機実動状況

1-1-2表 は,1983年6月 末現在におけ

る 「産業別汎用電子計算機実動状況」を示 し

たものである。

田 設置台数での上位業種

1業 種で2,000セ ッ ト以上の設置規模 をも

つ業種は次の18業種である。

卸 ・小売 ・商事58,285セ ット44.6% .

サービス業

(一般サービス)

(情報サービス)

金 融

電気機械

法人団体農協

その他製造

10,928セ ッ ト8.3%

5,650セ ッ ト4.3%

5,278セ ッ ト4.0%

6,702セ ッ ト5.1%

5,384セ ッ ト4.1%

4,453セ ッ ト3.4%

4,399セ ッ ト3.3%

28

化学 ・石油

運輸 通信報道

食 品

建設業

機 械

繊 維

金属製品製造

輸送用機械製造

4,350セ ッ ト3.3%

4,120セ ッ ト3.1%

4,051セ ッ ト3.1%

3,102セ ッ ト2.3%

2,637セ ッ ト2.0%

2,484セ ッ ト1.9%

2,122セ ッ ト1.6%

2,097セ ッ ト1.6%

回 設置金額での上位業種

①1業 種で1,000億 円以上の設置規模 を

もつ業種 は次の15業種である。

卸 ・小売 ・商事

金 融

電気機械

サービス業

(一般サービス)

(情報サービス)

政府関係機関

輸送用機械製造

化学 ・石油

保 険

政 府

大 学

鉄 鋼

運輸・通信・報道

法人団体農協

8,216億 円15.3%

7,504億 円13.9%

6,150億 円11.4%

4,526億 円8.4%

1,312億 円2.4%

3,213億 円5.9%

3,913億 円7.2%

2,152億 円4.0%

1,973億 円3.6%

1,571億 円2.9%

1,544億 円2.8%

1,531億 円2.8%

1,507億 円2.8%

1,417億 円2.6%

1,396億 円2.6%

②1業 種で1セ ッ ト平均1億 円以上の設

置規模 をもつ業種は次の10業種である。

政府関係機関

証 券

保 険

政 府

電気 ・ガス

鉄 鋼

大 学

3億890万 円

2億490万 円

2億490万 円

1億8,610万 円

1億3,120万 円

1億2,450万 円

1億2,400万 円
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電気機械

金 融

1億1,980万 円

1億1,200万 円

輸送用機械製造1億260万 円

1-1-2表

産業別汎用電子計算機実動

状況(1983年6月 末現在)

(単位:金 額 ・百万円〉

産 業 別 台 数 金 額 1セ ッ ト平均

農 業 118 2,796 23.7

林 ・ 狩 猟 業 62 624 10.1

漁 ・水 産 ・養 殖 207 3,931 19.0

鉱 業 170 4,862 28.6

建 設 業 3,102 74,525 24.0

食 品 4,051 91,683 22.6

繊 維 2,484 57,778 23.3

紙 ・ パ ル プ 973 19,422 20.0

出 版 ・ 印 刷 1,206 48,946 40.6

化 学 ・ 石 油 4,350 197,336 45.4

ガラ ス ・セ メ ン ト 1,027 32,973 32.1

鉄 鋼 1,211 150,759 124.5

金 属 製 品 製 造 2,122 70,555 33.2

機 械 2,637 97,067 36.8

電 気 機 械 5,384 645,062 119.8

輸送用機 械製造 2,097 215,201 102.6

精 密 機 械 1,055 53,357 50.6

そ の 他 製 造 4,399 88,777 20.2

卸 ・小 売 ・商 事 58,285 821,693 14.1

金 融 6,702 750,447 112.0

証 券 313 80,343 256.7

保 険 767 157,147 204.9

不 動 産 379 6,013 15.9

運輸 ・通 信 ・報 道 4,120 141,751 34.4

電 気 ・ ガ ス 583 76,515 131.2

サ ー ビ ス 業 10,928 452,664 41.4

(一 般 サ ー ビス) 5,650 131,276 23.2

(情 報 サ ー ビス) 5,278 321,388 60.9

病 院 1,153 32,665 28.3

大 学 1,235 153,114 124.0

高 校 565 11,621 20.6

そ の 他 学 校 425 12,903 30.4

地 方 公 共 体 1,777 117,903 66.3

政 府 830 154,470 186.1

政 府関 係 機 関 1,267 391,378 308.9

法 人 団 体 農 協 4,453 139,698 31.4

宗 教 法 人 62 1,503 24.2

分 類 不 能 111 4,861 43.8

合 計 130,610 5,362,344 41.1
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3.地 域別実動状況

1-1-3表 は,1983年6月 末現在 におけ

る 「地 域別(都 道府 県別)汎 用電子計算機実

動状況」 を示 した ものである。

口 設 置台数 での上位地域

1地 域 で2,000セ ッ ト以上 の設置 規模 を も

つ と ころは,次 の12地 域 である。

東 京43,440セ ッ ト33.2%

大 阪19,212セ ッ ト10.1%

愛 知7,581セ ッ ト5.8%

神 奈 川4,687セ ッ ト3.5%

福 岡4,635セ ッ ト3.5%

北 海 道4,616セ ッ ト3.5%

広 島3,372セ ッ ト2.5%

兵 庫3,023セ ッ ト2.3%

埼 玉2,902セ ッ ト2.2%

静 岡2,574セ ッ ト1.9%

京 都2,373セ ッ ト1.9%

宮 城2,048セ ッ ト1.5%

回 設置金額での上位地域

1-1-3表 地域別汎用電子計算機実動状況(1983年6月 末現在)

①1地 域 で1,000億 円 以上 の設置規 模 を

もつ ところは,次 の9地 域 である。

東 京2兆931億 円39.0%

大 阪6,701億 円12.4%

(一単位:金 額 ・百 万 円)

項 目

地域別
セ ッ ト数 金 額

項 目

地域別
セ ッ ト数 金 額

北 海 道 4,616 126,162 京 都 2,373 83,306

青 森 768 17,259 大 阪 19,212 670,149

岩 手 646 17,294 兵 庫 3,023 141,227

宮 城 2,048 65,304 奈 良 404 11,011

秋 田 797 17,099 和 歌 山 536 13,758

山 形 1,103 23,585 鳥 取 280 6,524

福 島 841 20,663 島 根 271 9,120

茨 城 1,205 127,344 岡 山 1,211 44,197

栃 木 1,077 37,113 広 島 3,372 112,156

群 馬 1,131 39,387 山 口 871 28,980

埼 玉 2,902 91,774 徳 島 344 8,968

千 葉 1,999 85,158 香 川 1,208 27,313

東 京 43,440 2,093,ll4 愛 媛 858 24,810

神 奈 川 4,687 450,246 高 知 367 11,060

新 潟 1,707 43,699 福 岡 4,635 146,177

富 山 937 30,782 佐 賀 368 10,523

石 川 1,691 33,245 長 崎 772 17ほ57

福 井 641 13,666 熊 本 689 24,783

山 梨 440 11,738 大 分 730 17,625

長 野 1,427 48,956 宮 崎 478 9,848

岐 阜 1,237 37,054 鹿 児 島 802 19,977

静 岡 2,574 95,078 沖 縄 604 13,633

愛 知 7,581 307,754

三 重 775 26,576 不 明 293 9,088

滋 賀 639 40,905 合 計 130,610 5,362,344
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神奈川

愛 知

福 岡

兵 庫

4,502億 円

3,078億 円

1,461億 円

1,412億 円

8.3%

5.7%

2.7%

2.6%

i茨 城

北海道

広 島

1章 わが国のコ ンピュー タ実動状況

1,273億 円2.3%

1,262億 円2.3%

1,122億 円2.0%

31



1編1部 コ ンピュー タ実動状況

1 第2章

=1ンピュ一夕利用状況調査

今回の調査においては,第18回 目の 「コン

ピュータ利用状況調査」として従来からの基

本的調査項 目を踏襲 し,本 章に掲げるととも

に,通 信回線開放の実現に対処 して,1973年

版 より継続 して 「オンライン化調査」を実施

し,そ の第12回 の調査結果を,次 の第3章 に

掲げる.

〔調査項 目〕

調査項目は次のとおりである。

① ハー ドウェア関係

5年 後の予想規模,グ レー ド・アップの

予定,保 有セッ ト数,使 用時間,入 力シス

テム,周 辺記憶装置台数

② コンピュータ部門の月間運用経費

③ コンピュータ要員および教育問題

勤務制度,要 員数,平 均残業時間,平 均

年齢,平 均給与,職 務手当額,要 員教育上

の問題点

④ 被派遣要員数 ・費用,外 注パンチ単価

⑤ 業務部門別 コンピュータ化状況および

予定

⑥ 平均ジョブ数

⑦ 使用言語

⑧ システム事故 ・障害対策 安全性対策,

信頼性対策,合 目的性 レベル

〔調査時点,対 象〕

本調 査 は,1983年9月30日 現 在 を調査 時点

と し,調 査票 を同年10月20日 発 送,1983年12

月20日 に 回収 を締 め切 った(1-2-1表)。

1-2-1表 コン ピュ ーータ利 用 状況 調 査

発 送 数 回 収 数 回 収 率

4,000 1,291 32.3%

なお,発 送対象 は,1983年 版 『ユーザ ー調

査年報』(情 報処理学会編)に よった。

〔回答事業体の規模〕

資 本 金 平 均;78億2,520万 円,年 商 平 均;

1,254億3,460万 円,従 業員 数平均;2,262 .7人

1.自 社 コンピュータ ・システムの5年

後の予想規模分布

5年 後に自社のコンピュータ ・システムは

規模を拡大すると予想する企業の比率は漸減

してきたが,1977年 度以降60%前 後で保合い

気味となっている(1-2-2表)。

拡大を予想する各社の拡大率について,「わ

か らない」という回答を除き,「減少」を 「マ

イナス1倍 」,「5倍 以上」 を 「6倍」として
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2章 コ ンピュー タ利用状況調査

1-2-2表 拡 大 を予想 す る事 業体

調 査 年 度 拡大を予想する事業体

1983 61.9%

1982 62.2%

1981 60.4%

1980 62.6%

1979 59.5%

1-2-3表5年 後 の 規模

調 査 年 度 5年 後の規模

1983 1.9倍

1982 1.9倍

1981 1.9倍

1980 1.9倍

1979 1.8倍

1-2-4表5年 後 の 予想 規模 (単位:%)

5年 後規模

調査年度

回

答

合

計

減

少

変
わ

ら
な
い

2

倍

3

倍

4

倍

5

倍

5

倍

以

上

わ

か
ら
な
い

1983 1,283(100.0%) 1.6 22.6 50.0 9.1 1.2 0.9 0.7 13.9

1982 1,214(100.0%) LO 25.0 51.6 7.7 1.2 0.3 1.3 11.8

1981 1,130(100.0%) 1.2 25.3 49.5 8.2 1.2 0.5 1.1 13.1

1980 1,258(100.0%) 0.7 22.6 50.7 9.1 1.4 0.5 0.9 14.1

1979 1,258(100.0%') 1.0 26.8 49.0 8.7 0.2 0.5 1.0 12.7

1-2-5表 拡大率の高い業種 ・拡大率の低い業種

拡大率の高い業種 5年 後の平均予想拡大率 拡大率の低い業種 5年後の平均予想拡大率

証券業 ・商品取引業 3.5倍 政 府 1.0倍

鉱 業 2.5倍

1

大 学 1,3倍

高 校 2。4倍

1

損害保険業 1.5倍

地方公共団体 2.3倍 不動産業 1.5倍

電気機械器具製造業 2.2倍

1

その他 ・サー ビス業 1.5倍

平均 をとると,全 産業平均 で5年 後 に,現 シ

ステム規模 の1.9倍 に な る と予想 され,76年

度 以降変化 がない(1-2-3表,1-2-

4表)。

5年 で1.9倍 と は,平 均年 率12.5%増 の 割

合で ある。

ま た,予 想拡大率 を業種 別 にみ ると,業 種

に よって大 きな差 があ る(1-2-5～1-

2-7表)。

2.コ ン ピュー タ ・セ ッ ト保 有状況,入

力システム

田 コンピュー タ保有状況

1社 当 た りの保有 セ ッ ト数 は,全 産業平均

5.5セ ッ ト(ミ ニ コン,オ フィス ・コンピュー

タ等 を含 む)で,ミ ニ コ ンおよびオ フィス ・

コンピュー タ等 を除 いた汎用機 の保有セ ッ ト

数平均 は4.3セ ッ トとなっている。
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1-2-6表 業種 別 ・5年 後 予 想 規模
(各業種 ごとに上段:社 数,下 段;%)

5年後規模

業 種 別

無

記

入

減

少

変

わ

ら

な

い

2

倍

3

倍

4

倍

5

倍

5

倍

以

上

わ

か

ら

な

い

合

⑪
無
記
入
計)

平

均

倍

率

第 一 次 産 業 計
0 0

0.0

3

37.5

3

37.5

2

25D

0

00

0

α0

0

α0

0

00

8

100.0

1.88

第 二 次 産 業 計
2 7

1.3

124

23.4

285

53.9

50

95

9

1.7

6

1.1

3

0.6

45

85

529

1000

1.90

第 三 次 産 業 計
5 13

20

155

23.3

319

479

59

&9

6

09

3

05

5

08

106

15.9

666

100.0

183

公 務 計
1 0

00

8

10.0

34

42.5

6

75

1

1.3

3

38

1

1.3

27

338

80

1000

2.25

全 産 業 計
8 20

1.6

290

226

641

500

117

9.1

16

1.2

12

α9

9

07

178

13.9

1,283

1000

1.88

主

な

業

種

建 設 業 0 1

2.2

9

20.0

23

51.1

5

1L1

1

22

2

44

0

00

4

89

45

100.0

202

食 品 製 造 業
0 0

0.0

8

235

18

529

4

118

0

00

0

0.0

0

0.0

4

118

34

100.0

1.87

繊 維 工 業
0 1

37

9

333

13

481

2

74

1

3.7

0

0.0

0

00

1

37

27

100.0

1.69

化 学 工 業
0 0

00

14

21.2

41

62.1

5

7.6

1

1.5

1

1.5

0

00

4

61

66

1000

1.94

鉄 鋼 業
0 0

α0

7

41.2

10

5&8

0

00

0

0.0

0

α0

0

α0

0

00

17

10α0

1.59

電気機械器具
製 造 業

0 0

00

7

115

37

6α7

7

115

3

49

1

1.6

1

1.6

5

&2

61

100.0

2.23

輸送用機械器具
製 造 業

0 2

44

8

178

24

533

6

13.3

0

00

0

0.0

0

00

5

11.1

45

100.0

1.80

卸 業 ・商 社 0 4

2.7

46

30.9

81

54.4

9

6D

2

L3

0

α0

1

0.7

6

4.0

149

100.0

1.71

小 売 業
1 0

00

13

22.0

30

5α8

7

119

0

00

0

00

0

00

9

153

59

100.0

1.88

金 融 業
2 1

07

21

154

74

544

13

96

2

1.5

1

0.7

1

α7

23

16.9

136

100.0

200

運 輸 ・通 信
倉 庫 業

1 2

3.6

15

27.3

27

491

5

91

0

σ0

0

00

1

1.8

5

91

55
1000

1.76

電 力 ・ガ ス事業
0 0

00

4

364

6

54.5

1

91

0

0.0

0

α0

0

00

0

00

11

1000

1.73

広 告 ・調査 ・情報

提供 サー ビス業

0 0

α0

3

500

2

33.3

1

167

0

00

0

00

0

00

0

σ0

6

1000

1.67

情報 処理サービス
・ソフトウェア業

1 1

17

8

138

28

483

9

15.5

1

1.7

0

0.0

0

0.0

11

19.0

58

1000

200
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1-2-7表 業 種 別 ・グ レー ドア ッ プ予定 分 布

2章 コ ンピュー タ利用状況調査

(各 業種ご とに」二段;社 数,下 段;%)

年 ご との

グレードアップ

業 種 別

回

答

社

数

昭

和

59

年

に

昭

和

6D

年

に

昭

和

61

年

に

昭

和

62

年

に

昭

和

63

年

に

そ

れ

以

降

未

定

第 一 次 産 業 計
8

100.0

3

375

1

125

0

00

1

125

0

00

0

0.0

3

375

第 二 次 産 業 計
525

100D

149

2&4

106

202

47

9.0

25

4.8

7

1.3

3

0.6

188

35.8

第 三 次 産 業 計
661

100.0

149

22.5

96

14.5

68

1α3

27

4.1

16

24

18

27

287

434

公 務 計
79

1000

28

35.4

6

7.6

5

6.3

3

3.8

1

1.3

1

1.3

35

44.3

全 産 業 計
1,273

100.0

329

25.8

209

16.4

120

9.4

56

44

24

1.9

22

1.7

513

40.3

主

な

業

種

建 設 業
45

10α0

14

31.1

10

22.2

7

15.6

3

6.7

0

0.0

0

0.0

11

244

食 品 製 造 業
34

100.0

5

14.7

9

265

5

147

3

88

0

α0

0

0.0

12

353

繊 維 工 業
27

1000

7

259

6

22.2

3

11.1

0

0.0

0

00

0

00

11

40.7

化 学 工 業
66

100.0

16

24.2

15

22.7

5

7.6

6

91

1

1.5

0

0.0

23

34.8

鉄 鋼 業
17

100.0

7

41.2

1

59

3

17.6

1

5.9

0

0.0

0

0.0

5

294

電気機械器 具
製 造 業

61

1000

23

377

12

197

2

33

0

α0

0

0.0

2

33

22

36.1

輸送用機械器具
製 造 業

44

1000

10

22.7

11

25.0

6

13.6

5

114

0

00

0

0.0

12

27.3

卸 業 ・ 商 社
147

100.0

36

245

25

17.0

25

17.0

5

34

2

1.4

5

3.4

49

33.3

小 売 業
60

1000

16

26.7

6

10.0

5

&3

1

1.7

0

0.0

0

0.0

32

53.3

金 融 業
137

100.0

29

21.2

27

19.7

11

&0

4

29

6

4.4

4

2.9

56

409

運 輸 ・通 信

倉 庫 業

54

100.0

9

16.7

7

13.0

2

3.7

7

13.0

1

19

1

1.9

27

50.0

電 力 ・ガス事業
11

100.0

2

1&2

2

182

0

0.0

1

91

1

9.1

0

α0

5

45.5

広 告 ・調査 ・情報

提供 サー ビス業

6

1000

4

66.7

0

00

0

0.0

0

ασ

0

00

0

0.0

2

33.3

情 報 処理サービス
・ソフ トウェア業

57

100.0

14

246

8

140

9

15.8

0

0.0

3

53

3

53

20

35.1
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1-2-8表

イ ンプ ッ ト方 式の 現 状 と

将 来(多 重 回 答)

(上段:社 数,下 段:%)

城 回 ノぐ キ O 0 M そ

答

実

ン

チ

方

1

イ

ン

方

C

R

方

M

R

方

I

C

R

方

の

時期 数 式 式 式 式 式 他

1,277 815 1ρ36 410 66 13 2.9

現 在
10α0 63.8 81ユ 32.1 5.2 1.0 23

1,231 469 1ρ96 609 95 164 68
5年 後

100.0 3&1 890 49.5 7.7 133 5.5

回 インプット方式の現状 と将来

インプッ ト方式について現状と将来計画を

比較すると,明 らかにパンチ方式が減 りキー

イン方式 とOCR方 式が増える傾向がうかが

える。その他には音声入力が上 っている(1

-2-8表)
。

3.コ ンピュータ使用時間

調 査年度別 の ラン時間 を1-2-9表 に,

1セ ッ ト当 た り月 間 ラン時間 を1-2-10表

に掲 げる。

1-2-9表 ラ ン時 間

調査年度

回

答

社

数

総

平

均

時

間

83 630 1470

82 1,127 193.5

81 1,067 206.8

80 1,206 202.3

79 1,271 1964

4.コ ンピュータ部門の運用経費

田 業種別集計

周辺記憶装置あるいは端末機器の増加傾向

に対 し,そ の実態 を把握するため,1973年 度

調査から機械設備関係費をレンタル使用,買

い取 り使用のおのおのにつき,CPU費,周

辺装置費(除 記憶装置),周 辺記憶装置費,

端末装置費の4項 目に細分 して調査 してい

る。

運用経費中,機 械設備費合計は全経費に対

し,全 産業平均45.6%(1982年 度調査では

46.5%)で,こ れに人件費25 .8%(1982年 度

調査 では26.3%)を 加えると71.4%に 達 し,

全経費の大半を占める。

機械設備を100と するとき,CPU費 は全産
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1-2-10表

コ ン ピュー タ使 用 時 間
＼
ラン・ 回 集 回 } 一 一 一 二 二 三 三 四 四 五 五 総

タイム

収

計
対

象
セ

答

○
O
H

〇 五
〇 〇
以H
上

五
〇

1

○
○

1

五
〇

1

○
O

l

五
〇

|

○
○

|

五
〇

|

○
O

l

五
〇
H
以
上

平

均

社 ツ 社
未 未

二
〇
二
五
三
〇
三
五
四
〇
四
五
五
〇
五
五 時

ト ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
数 数 数 満 満 H H H H H H H H 間

1,291 1,608 630 社数 175 131 118 91 49 19 16 7 13 4 7

147.0

100.0 % 27.8 20.8 18.7 144 7.8 3.0 25 1.1 21 0.6 1.1

〈注>1セ ッ ト当 た り月 間 ラ ン時 間

1-2-11表 コ ン ピュ ー タ部 門の 運用 経 費 (上段;月 額1社 当た り金額、 単位;千 円,下 段;構 成比)

＼
調査年度＼ 回 答 数

人 件 費 機械設備費 消 耗 品費 外 注 費 そ の 他 総 計

83 1,163
9,944.7

(258%)

17.6930

(456%)

2,844.6

(7.3%)

5,634.9

(145%)

6,606.4

(67%)

38,776.2

(100%)

82 1,066
10.61&7

(26.3%)

18,766.3

(465%)

3.2877

(82%)

5,229.2

(13.0%)

2,425.3

(6.0%)

40,327.2

(100%)

81 1,007
9,877.9

(262%)

17,151.5

(45.5%)

3,291.1

(&7%)

5,240.0

(139%)

2.1080

(56%)

37.6686

(100%)

80 1,135
10.0938

(27.5%)

16.3751

(447%)

3.4309

(94%)

4,882.7

(133%)

1,860.2

(5.1%)

36,642.6

(100%)

79 1,150
9,631.5

(257%)

17,899.7

(47.7%)

2.8841

(7.7%)

4.79α2

(12.8%)

2,295.0

(6.1%)

37.8005

(100%)

業平均 で22.4%で あ り,周 辺装置,周 辺記憶

装置,オ ンライン端末装置 はおのおの14.7%,

8.2%,33.1%を 占 める。

月 間経費 対月 商比 率 は全 産業 平均1,000分

の2.89(1982年 度調査で1,0α扮 の3.63)で ある。

従業員1人 当 た りの月 間 コンピュー タ経 費

は,公 務 を除 く全 産業平均19,200円 で1982年

度 調査1,000円 を上回 る。

回 調査年別集計

各年 の金額値 その もの は,サ ンプルの構成

差 のため,単 純 に比較す ることはできない点

に注意 されたい(1-2-11表,

表)。

1-2-12

5.コ ンピュータ運用経費指標の企業規

模別水準

月間コ ンピュータ経費の月商 に対する比

と,従 業員1人 当たり月間コンピュータ経費

が,企 業の従業員数規模の大小によりどのよ

うに変化 しているかを示 したのが1-2-13

表である。
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1編1部 コンピュータ実動状 況

仁2-12① 表 業 種 別 ・コ ン ピュ三 夕経 費 月額平 均(各 聯Eご とにL段;1社 当た 弾 均 金砥 下段
;%単 位;臼q}

経 費 名

薬 種 別

回

答

数

人

件

費

機 械 設 備 関 係 総

計

再

掲

レ ン タ ル 料

置主C)記P

劉

離
装 【|子

周
(

除辺記

憶
装装
置)置

周

辺

記

憶

装

置

端

(

オ末

ど

フ装

z置

(

小機
械

:

z
計費
)

第 一 次 産 業 計 8 3β838

227

37830

234

2354

15

3453

2ユ

15844

98

59480

367

16ユ995

100D

第 二 次 産 業 計 497 104536

282

3ρ902

83

2,528.8

6.8

1.3342

3.6

4ρ71ρ

110

11ρ24ユ

298

37,040.2

100.0

第 三 次 産 業 計 590 10284.1

244

37595

89

1β115

43

12690

3D

4392ユ

104

113488

269

42,183.5

100.0

公 務 計 68 4β726

198

3β104

135

6ρ020

244

15389

63

18395

75

12β907

517

245574

1000

全 産 業 計 1,163 99947

258

34473

89

2β522

6ユ

13063

34

4ρ863

105

112513

29D

38,776.2

100D

1
種

建 設 業 44 49695

315

2288.1

145

8279

52

7655

49

9826

62

4β64ユ

308

15,775.8

100.0

食 品 製 造 業 31 5,655.9

304

27945

15D

6587

35

7204

39

1β673

100

6C410

324

18β220

100D

繊 維 工 業 23 9,527.5

312

3β746

127

1767D

58

2ρ857

68

4β252

158

12β52β

412

30,501.8

100.0

化 学 工 業 62 12ρ998

360

27857

83

1ユ728

35

9566

2.8

37987

113

87137

259

33β05D

1000

鉄 鋼 業 16 554308

27D

11DO26

54

27.1428

132

4β503

23

20707ユ

10ユ

63.5028

31D

205,048.9

10α0

電気機械器具製造業 59 18,114.2

22.6

5217.1

6.5

5β319

6.7

19732

2.5

7ユ327

8.9

19β54.8

24.5'

80ユ49.8

1000

輸送用機械器具製造業 43 14764β

25.9

2ユ996

3.9

12593

22

2933D

5.2

9β47.1

16.8

15939D

28.0

56.9162

1000

卸 業 ・ 商 社 143 4ρ218

17D

1β413

69

7357

3ユ

733ユ

3ユ

23014

97

54114

229

23,625.8

100.0

小 売 業 58 72783

300

2A20ユ

83

9063

37

6146

25

44356

18.3

79766

329

24,229.5

100.0

金 融 業 117 18544.1

21ユ

84914

97

3β06D

43

1550D

18

11,378.9

13D

252264

287

87,836.8

100.0

運 輸 ・通信 ・倉庫業
54 8ρ804

309

2β244

100

7228

28

7281

28

17912

68

5β665

224

26,169.5

100.0

電 力 ・ガ ス 事 業
10 193906

199

147951

15ユ

6β468

68

108007

11ユ

2434D

25

34β766

355

97,662.2

100D

広 告 ・調 査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 業
5 92052

184

65286

13ユ

2ユ952

44

2β138

52

6ユ908

12.4

175284

35ユ

50ρ020

1000

情 報処理 サー ビス ニ

ソ フ ト ウ ェ ア 業

52 22434.2

364
36503

59

18837

3」

15984

26

49584

80

12,090.9

19.6

61β477

100.0
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2章 コンピュータ利 用状況調査

1-2-12② 家 業 種別 ・コ ン ピュ ー タ経 費 月額平 均(各 業 種 ごとに上段;1祉 当た}坪 均金額・下段;%,単 位;千 円)

経 費 名

楽 種 別

機 械 設 備 関 係 総

計

毎

週

償 却 費 保

守

費
●

保

険

費

機

械

設

備

合

計

置土C)記P

墨

継

(

熟

墨袋

篭

周

辺

記

憶

装

置

端

(

オ末
ど

フ装

と置

(

小機

械

f賞

却

計費
)

第 一 次 産 業 計
107.6

07

13.9

0.1

14.6

0ユ

25

0.0

1386

0.9

154.8

1.0

6241.4
3&5
16.1995

1000

第 二 次 産 業 計
2797

0.8

272.9

07

920

0.2

4834

1.3

1.1281

3.0

4407.1
11.9
165593
44.7
37.04α2

100.0

第 三 次 産 業 計
755.1

1.8

267.4

06

199.7

05

3.0683

7.3

4314.3
10.2
3,512.4

&3

191909
45.5
4a183.5
1000

公 務 計
232.0

0.9

20.9

0.1

11.4

0.0

454

02

309.7

1.3

1,329.9

5.4

143303
584
245574
1000

全 産 業 計
5169

1.3

253.6

0.7

1414

0.4

1,765.9

46

a6898
6.9
3,744.0

97

17.6930

45.6

387762

10α0

主

な

業

種

建 設 業
443.9

2.8

212.6

1.3

600

04

304.7

19

1,021.3

6.5

1.0626

6.7

6.9480

44.0

15.7758

10α0

食 品 製 造 業
39.9

02

5.8

0.0

3.2

0.0

424

0.2

913

0.5

2,583.3

139
87155
46.8
18622.0
1000

繊 維 工 業
3293

1.1

5580

1.8

134.7

04

136.6

04

1,158.6

3.8

1,231.0

4.0

149421
490
30501.8
100.0

化 学 工 業
163.1

05

23.4

0.1

31.8

0.1

313.9

09

5322

1.6

4,422.8

132

136687
40.7
33605.0
100.0

鉄 鋼 業
25&0

0.1

1,341.7

07

72.1

0.0

933.1

05

a604.8
1.3
54071
124
91,514.6

446

205ρ489

1000

電気機械器具製造業
1,106.5

1.4

1,24&5

1β

48α1

06

2,136.0

27

4971.1
6.2
805&9
101
32,694.7

4α8

801498
100.0

輸送用機械器具製造業
141.9

α2

67.7

0.1

36.7

01

3814

0.7

627.7

1.1

12,695.8

223

29262.5
51.4
56916.2

1000

卸 業 ・ 商 社
271.4

1.1

91.1

04

63.8

α3

332.5

1.4

7588

32
30482
129
921&4
390
2a625.8
100.0

小 売 業
92.0

0.4

44.3

02

20.1

01

122.8

05

2791

1.2

8823

3.6

9.13&0

37.7

242295
100.0

金 融 業
2,115.3

24

7825

09

543.1

0.6

1aoO6.2
148
16,447.1

187

7,563.5

&6

49237.0
56.1
87β368

100.0

運輸 ・通信 ・倉庫業
302.1

1.2

33.6

0.1

653

02

736.7

2.8

1.1378
4.3
4.0122

15.3

11,016.5

42.1

26169.5
100.0

電 力 ・ガ ス 事 業
00

00

266.7

0.3

00

00

1.9490

20

2,215.7

2.3

9508

1.0

3τ843.1

387

97,662.2

10α0

広 告 ・調 査 ・情報

提 供 サ ー ビ ス 業

0.0

0.0

0.0

00

0.0

0.0

204

0.0

204

0.0

1,391.8

28

18940.6
37.9
50002.0
10(10

情 報処理 サー ビス ・

ソ フ ト ウ ェ ア 業

921.4

1.5

3860

0.6

478.1

0.8

334.5

05

2.12α1

3.4

a615.7
59
17.8266

289

61.6477

100.0
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1編1部 コンピュー タ実動状況

1-2-12③ 襲 業種 別 ・コ ン ピュー タ経 費 月額平 均(各 業 種ご とに上段;1社 当た り平均 金額 下段:%単 位:千 円)

経 費 名

業 種 別

消 耗 品 な ど 総

計

声

道

7

ご
紙

z
プ
費

(磁
力 后

に
τ1

うプ)費

プ

リ

ン

ト

用

紙

費

電

力
●

冷

暖

房

費

消

耗

品

合

計

第 一 次 産 業 計 5.3

00

440

03

433.9

27

673

0.4

5504

3.4

161995
100D

第 二 次 産 業 計
669

02

617.5

1.7

9781

26

861.5

23

2,524.0

68

3τ0402

1000

第 三 次 産 業 計
113.1

α3

2629

06

1.5220

36

1,441.5

3.4

33493
7.9
42183.5
1000

公 務 計 8&9

04

11a5

05

656.3

27

2205

09

1.0792

4.4

24557.4
10(10

全 産 業 計 91.2

α2

4042

1.0

1,231.5

3.2

1.1128

29

2844.6
73
38776.2
1000

建 設 業 321

02

885

α6

4876

31

2393

1.5

8475

54

15.7758

1000

食 品 製 造 業 238

α1

147.7

08

832.0

4.5

4506

24

1.4541

7.8

186220

10α0

繊 維 工 業 598

0.2

1653

05

1.1461

38

555.7

1.8

1.9270

63

30501.8
1000

化 学 工 業 32.3

0.1

1858

06

1,110.9

3.3

834.6

25

2,163.5

64

3a6050
10(10

鉄 鋼 業
170.8

01

941.1

05
34559
1.7
5596.9
2.7
101647
50
20504&9
1000

電気機械器具製造業
1181

01
a8540
48

1,671.5

2.1

2,018.9

25
τ6625

a6

801498
100D

輸送用機械器具製造業
2264

04

347.3

06

1.3962

25

1.1428

20

31127
5.5
56,916.2

1000

主

な

業

種

卸 業 ・ 商 社
493

02

1206
.

05

1.0640

45

5084

22

1.7423

74

2a6258
1000

小 売 業
286

01

150.4

06

89&1

37

4796

2.0

1,556.7

64

242295
1000

金 融 業 2547

03

6076

07

1,963.4

22

a355.1
38
6180.8
70
87,836.8

1000

運 輸 ・通信 ・倉庫業
61.8

02

1361

05

6240

2.4

65&9

25

1.4807

57

261695

10α0

電 力 ・ ガ ス 事 業
533

01

4810

0.5
8776.0
90
1,976.4

20

11,286.7

11β

97662.2
1000

広 告 ・調 査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス業

188

00

258

01

2,211.6

44

1,121.4

22
a377.6
68
500020
100.0

情 報処理 サー ビス ・

ソ フ ト ウ ェ ア 業

1229

02

3996

06
32635
53
2,155.0

35
59409
96
61,647.7

1000

40



　

2章 コンピュータ利用状 況調査

1-2-12④ 家 業種 別 ・コ ン ピュー タ経 費 月額 平 均(各 業種 ご とに上段;1社 当た り平均 金額、下段;%,単 位;千 円)

経 費 名

業 種 別

外 注 費 総

計

(

再

掲
)

委

託

計

算

費

さ

ん

孔
費
●

検
孔
費

プ

;
ラ
ム
作成

委託

費

プ
ロ

グ
ラ
ム

購
入

費

そ

の

他

外

注

費

合
.

計

第 一 次 産 業 計
141.0

0.9

131.1

0.8

268.9

1.7

36.3

0.2

135.3

0.8

712.5

4.4

16,199.5

100.0

第 二 次 産 業 計
654.5

1.8

557.2

1.5

2,517.4

6.8

305.0

0.8

1,454.6

3.9

5,488.8

14.8

37,04.02

100.0

第 三 次 産 業 計
1,038.7

2.5

1,449.7

34

997.9

2.4

205.2

0.5

2,353.5

5.6

6,050.8

14.3

42,183.5

100.0

公 務 計
619.6

2.5

1,704.6

6.9

705.1

2.9

46.0

0.2

599.5

2.4

3,674.7

15.0

24,557.4

100.0

全 産 業 計
843.8

2.2

1,074.1

2.8

1,625.1

4.2

237.4

0.6

1,851.6

48

5,634.9

14.5

38.7762

100.0

主

な

業

種

建 設 業
3098

2.0

376.4

2.4

1,325.4

8.4

120.5

0.8

239.7

1.5

2,371.8

15.0

15,775.8

100.0

食 品 製 造 業
83.2

0.4

211.4

1.1

854.5

4.6

26.0

0.1

227.6

1.2

1,402.7

7.5

18,622.0

100.0

繊 維 工 業
65.3

0.2

265.9

0.9

1,255.7

4.1

22.3

0.1

369.9

1.2

1,979.2

6.5

30.5018

100.0

化 学 工 業
430.0

1.3

518.2

1.5

1,195.7

3.6

326.9

1.0

831ユ

2.5

3,301.9

9.8

33,605.O

lOO.0

鉄 鋼 業
143.3

0.1

2,621.9

1.3

26,020.3

12.7

1,074.4

0.5

14,529.0

7.1

44,388.9

21.6

205,048.9

100.0

電気機械器具製造業
2,765.4

3.5

1224.6
1.5
8,698.6

10.9

1,304.7

1.6

2,809.0

3.5

16,802.4

21.0

80,149.8

100.0

輸送用機械器具製造業
233.5

0.4

799.2

1.4

603.1

1.1

270.7

0.5

3.9435

6.9

5.850ユ

103

56,916.2

100.0

卸 業 ・ 商 社
192.5

0.8

1,786.1

7.6

675.0

2.9

121.8

0.5

2,801.6

11.9

5,577.0

23.6

23,625.8

100.0

小 売 業
296.8

1.2

2,618.7

10.8

799.3

3.3

48.0

0.2

692.0

2.9

4,454.8

18.4

24,229.5

100.0

金 融 業
2,283.4

2.6

658.2

0.7

1,158.4

1.3

409.8

0.5

3,439.6

3.9

7,949.4

9.1

87.836⑧

100.0

運輸 ・通信 ・倉庫業
269.3

1.0

321.0

1.2

420.5

1.6

144.1

0.6

1,558.1

6.0

2,712.9

10.4

26,169.5

100.0

電 力 ・ ガ ス 事 業
6.6739

6.8

10,238.8

10.5

5,015.6

5.1

355.0

0.4

1,466.4

L5

23,749.7

243

97,662.2

100.0

広 告 ・調 査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 業

4,451.2

8.9

a470.0
49
7,936.4

15.9

801.8

1.6

1,932.2

3.9

17,591.6

35.2

50,002.0

100.0

情 報 処理サ ー ビス ・

ソ フ ト ウ ェ ア 業

1,771.5

2.9

2,306.6

3.7

1,827.2

3.0

304.3

0.5

4935.7
8.0

11,145.3

18.1

61,647.7

100.0
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1編1部 コ ンピュー タ実動状況

1-2-12⑤ 表 黎種 別 ・コ ン ピュー タ経 費 月額 平 均 俊 業 種 ごとに上段;1社 当たO平 均金額,下 段;%,単 位;千 円)

経 費 名

・

業 種 別

そ の 他 総

計

禦

身墓

2莞

§

通

信

回

線

使

用

料

デ

1

タ

輸

送

費

そ
の
他
連
絡
費
な
ど

そ

の

他

合

計

第 一 次 産 業 計
4929

3.0

5498

a4

ag6&9
245

5,011.5

309

161995
1000

00

00

第 二 次 産 業 計
1,081.1

2.9

1699

05

763.6

2.1

2,014.6

54

37.0402

1000

153.7

04

第 三 次 産 業 計
2,105.9

50

303.4

07

8942

21

a3035
78

42,183.5

1000

452.6

1.1

公 務 計
387.1

1.6

23.1

0.1

1904

α8

6006

2.4

245574
1000

824

03

全 産 業 計
15564
4.0

231.6

06

81&4

21

2,606.4

6.7

387762
1000

3001

0.8

主

な

業

種

建 設 業
4625

29

843

05

92.1

06

6390

4ユ

15,775.8

1000

11(18

07

食 品 製 造 業
1,171.7

6.3

889

05

1330

α7

1.3937

75

1a6220
1000

7.6

0.0

繊 維 工 業
1,400.1

46

756

α2

650.3

2.1

2,126.0

70

305018
100.0

3581

1.2

化 学 工 業 1.2962

3.9

197.6

06

877.3

26

2,371.1

71

3a6050
1000

15&9

05

鉄 鋼 業
1,279.8

06

279.7

01

10904
1.0
35499
1:7
2田0489

100.0

444

0.0

電気機械器具製造業 2621.8
3.3

561.2

07

1.6930

2.1
487邸

6.1

801498
1000

33&8

04

輸送用機械器具製造業
1.0277

1.8

3407

06
255&0
45
ag263
6.9
5qg162
100.0

105.4

02

卸 業 ・ 商 社
8485

3.6

1937

08

2,024.1

&6
ao663
130
2a6258
1000

1404

06

小 売 業
1,145.0

47

214

01

635.3

26

1,801.7

74

242295
1000

203.9

08

金 融 業 51602
59

3093

0.4

456.0

05

5925.5
67
8τ8368

1000

2358

0.3

運輸 ・通信 ・倉庫業
1,312.1

50

21&7

08

1.34&1

5.2

2,879.0

11.0

2616%
1000

2590

1.0

電 力 ・ガ ス 事 業 2997

03

50824
52

1α0

00
53921
55
976622
1000

2,320.0

24

広 告 ・調 査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 業

781.0

16

700

01

36.0

0.1

8870

18

5α0020

1000

00

0.0

情 報 処理 サー ビス ・

ソ フ ト ウ ェ ア 業
28738
47

823.7

1.3

603.1

1.0
43007
7.0
61β4η

100.0

31034
50
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2章 コンピュータ利 用状況調査

1-2-13表 従 業 員 数 規模 別 ・コ ン ピ ュー タ経 費

従業員数規模

(人)

一

〇

〇

人

一

〇

〇

～

三

三

〇

〇

～

五

五

〇

〇

～

二

二

〇
〇

9
ミ

三

〇
〇

?
五

真

§
⊥

q

一

⊂～

○

⊆)
○

総

平

未

満

○

○

○

○

○
○
○

○
○
○

○
○
○ §

人

以
上 均

〔従業員1人 当た り月間経費〕
'

社 数 69 99 56 84 48 13 6 3 378
バ ッ チ ユ ー ザ ー

平 均 千 円 1163 462 17.6 10β 85 &6 29 20 105

オ ン ライ ン 社 数 40 101 91 156 199 57 67 37 742

ユ ー ザ ー 平 均 千 円 707.6 9&7 420 23.0 256 149 23.1 14.1 207

*

全 ユ ー ザ ー

社 数 113 214 157 247 253 70 67 41 1,162

平 均 千 円 3587 704 322 194 221 13.7 21.1 131 192

〈注〉*全 ユ ーザー には ・バ ッチユーザー,オ ンラインユーザー の他 にオフ ラインユーザー を含む(オ フラインユーザーのみ

の集計は繁 をさけるため表示 していない)

1-2-14表 年 商 規 模別 ・コ ン ピュー タ経 費

年 商 規 模
一 一 三 五 一 三 五 二 ミ 五 総

(億円) ○

億

○ ○ ○

～

○

○

○

○

○

○

～

○
○

円

未

満

～

三

〇

～

五

〇

一

〇

〇

～

三

〇

〇

～

五

〇

〇

二

〇
〇
〇

ミ

§

真

§

○
億
円
以
上

平

均

〔月間経費対月商費〕

社 数 20 27 27 45 103 25 12 7 3 0 269
パ ンチ ユ ーザ ー

平均比 レユ000 236.28 54.81 5543 6.09 424 3.04 1.79 1.37 041 一 405

オ ン ライ ン 社 数 22 28 18 54 145 73 77 88 22 45 572

ユ ー ザ ー 平均比 1/ユ000 771.06 30184 102.00 20.89 664 464 4.47 3.64 3.47 188 281

杢 ユ ー ザ ー
社 数 43 57 49 107 259 108 91 96 25 45 880

平均比 1/1000 559.83 175.38 70.38 1539 5.67 410 403 3.49 305 1.88 2.89

〈注〉*全 ユーザー には,バ ッチユーザー オンラインユーザーの他 に オフラインユーザー を含む(オ フラインユ ーザー のみ

の 集計は繁 をさけ るため表示 してい ない)
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1編1部 コ ンピュー タ実 動状況

1-2-15表

コ ン ピュー タ部 門運 用経 費

月額 の 月商 に対 す る比 率

調査年度

回

答

社

数

1月

社

当 間

り緩 手

平 円

均 費)

1月

社

ヲ §
平 円

均 商)

月
間
経
費 一
/⊥
月1000
商)

1983 880 35,071 12,138 2.89

1982 823 38,510 10,611 3.63

1981 766 33,692 8,566 3.93

1980 895 32,742 10,946 2.99

1979 892 31β82 8,565 3.66

〈注〉 コン ピュー タ経費合計 と月商の双方 とも記入のあ った回答についての集計 である

従業員数300人 未満の例は,情 報処理サー

ビス業が多く,一 般企業の経費水準の参考と

はならない。

上と同 じ経費水準指標が,企 業の年商規模

の大小によりどのように変化 しているかを示

したのが1-2-14表 である。

月間経費対月商比と,従 業員数規模の大小

の間には直接明瞭な関係は認められない。

しかし,従 業員1人 当たり経費は,明 らか

に従業員数規模が大きい企業ほど低 くなって

いる。

年商50億 円未満の例は,情 報処理サービス

業,ソ フ トウェア業が多 く,一 般企業の経費

水準の参考とはならない。

前表 と同様に,月 間経費対月商比は,年 商

規模が大きい企業ほど低 くなる傾向がみられ

る。

しかし,従 業員1人 当たり経費と,年 商規

模の大小との間には,直 接明瞭な関係を認め

がたい。

バッチ ・システム ・ユーザーとオ ンライ

ン ・システム ・ユーザーとを比較すると,従

業員1人 当たりの経費は両システムで大差が

あり,オ ンライン ・システムのほうが単位経

費は高 いが(全 産業総平均でバ ッチ ・ユー

o

ザー10,500円/1人,オ ンライ ン ・ユーザー

20,700円/1人)

6.コ ン ピ ュー タ運 用 経 費 指 標 の年 次 変

化

参考 のため,全 ユーザーにつ いて の経費指

標 が最近5年 間で,ど の ように推移 している

かを示 したのが1-2-15表 で ある。

また,従 業員1人 当 た りコン ピュータ経費

の推移 を1-2-16表 に示 す。

7.コ ン ピュータ部門 の勤務制度

コンピュータ部門の勤務制度の集計結果を

調査年度ごとにまとめれば1-2-17表 のよ

うになる。

全産業別で比べれば,オ ンライン・ユー

ザーとバ ッチ ・ユーザーで大差のある項目の

ひとつである(1-2-18表)。 また,調 査

年度別1社 当たりのコンピュータ社内要員数

を1-2-19表 に,職 務手当の平均を1-2

-20表 に掲げる。コンピュータ部門の職種別

にみた平均の給与 を5年 間の年度別推移で示

したものが1-2-21表 である。
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2章 コンピュータ利用状 況調査

1-2-16表

従 業 員1人 当た りコン ピュー

タ部 門運 用 経 費 月額

(公 務 を除 く全産 業平 均)

調査年度

回

答

杜

数

1月

社

当 間

り緩 手

平 人

均 費)

1従

社'

当 業

り 員 _平

人

均 数)

月
間
経
費_
/千
1円
人)

1983 1,162 38,523.8 2,010.9 19.2

1982 1,066 40,327 2,214 18.2

1981 1,002 37,816 ・2
,151 17.6

1980 1,133 36,692 2,378 15.4

1979 1,073 38,499 2,286 16.8

〈注〉 コンピュー タ経 費合計 と従業員の双方 とも記入のあ った回答につ いての集計 である

1-2-17表

コンピュー タ部門の調 査年度

別 勤務制度

勤務制度 一 二 三 時 延
差

直 直 直 出 べ

勤
調査年度 制 制 制 制 計

社 数 967 148 108 172 1,395

83

% 6a3 106 77 123 1000

社 数 927 125 110 162 1,324

82

% 7α0 94 &3 12.2 1000

社 数 860 138 97 140 1,235

81

% 69.6 11.2 7.9 11.3 1000

社 数 960 130 122 153 1,365

80

% 703 95 90 11.2 1000

社 数 966 148 124 138 1β76

79

% 7α2 10.8 90 100 1000

1-2-18表

コン ピュータ部門の 全産 業別

勤務制 度

勤務制度 一

直

制

二

直

制

三

直

制

時差

出
勤
制

オ ン ライ ンユ ー ザー 595% 14.4% 108% 153%

バ ッ チ ユ ー ザ ー 9α3% 27% 1.5% 55%
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1編1部 コ ンピュー タ実動状況

1-2-19表

調査 年度別1社 当 た りコン ピ

ュー タ社 内要 員数

職 種

調査年度

庶務

そ
の
他

ノぐ

ン

チ

ヤ

1

オ

㌃

↓
「

プ

易
ラ
マ

「

S

E

管

理

職

合

計

人

数

回

答

社

数

83
3.6
(1.1)

3.6
(1.1)

3.1
(1.0)

10.5
(33)

62
(1.9)

3.2 30.2 1,228

82
44
(13)

4.1

(1.2)

3.3

(1.0)

1L4

(33)
6.4
(1.9)

35 33.1 1,177

81
4.7
(1.3)

4.1
(1.2)

4.3
(1.2)

118

(3.3)
6.3
(1.8)

3.5 34.8 1ρ88

80
4.6
(1.3)

48
(L4)

45
(13)

10.6
(3.0)

6.5
(1.9)

3.5 346 1,223

79
5.0
(L4)

59
(1.6)

42
(12)

11.4
(3.1)

6.9
(1.9)

3.6 37.1 1,221

〈注〉 下段()内 は管理職1人 に対す る他職 種人数 割合の平均値 を示す

1-2-20表

職 務 手 当 の平 均

(単位:千 円)

調査年度 回答社数 職務手当記入数 パ ン チ ャー オペ レー ター プロ グラマー SE

1983 1,291 216(16.7%) 4.7 12.4 12.0 21.1

1982 1,220 217(17.7%) 4.8 12.7 8.8 16.3

1981 1,133 200(17.6%) 4.4 12.2 9.3 15.1

1980 1,276 255(20.0%) 4.6 11.5 9.1 12.4

1979 1,271 260(20.5%) 3.8 12.9 7.7 15.2

1-2-21表

平均の給与の年度別推移

(単位:千 円)

職 種

調査年度

パ ンチ ャ ー オ ペ レ ー ター プ ロ グ ラマ ー SE

給 与 対前年比 給 与 対前年比 給 与 対前年比 給 与 対前年比

83
127.0 +3.1
(+25%)

159.4 +6.5
(+43%)

192.5 +7.4

(+40%)

243.2 +9.8

(+42%)

82
123.9 +65
(+5.5%)

152.9 +9.7

(+68%)

185.1 +8.6

(+49%)

233.4 +12.3

(+56%)

81
117.4 +3.3
(+29%)

143.2 +3.9
(+28%)

176.5 +97
(+58%)

22L1 +103

(+49%)

80
114.1 +7.0

(+65%)
139.3 +49

(+36%)

1668 +&2

(+52%)

21α8 +104

(+52%)

79
107.1 +58

(+57%)

134.4 +9.0
(+7.2%)

15&6 +87

(+58%)

200.4 +1α9

(+58%)

8.コ ンピュータ要員 と待 遇

要員数 は1事 業体 当た り総平均30.2人 で,

管理 職1人 当 た りの人員構成 は,庶 務 その他

1.1人,パ ンチャー1.1人,オ ペ レーター1.0人,
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2章 コ ンピュー タ利用状況調 査

1-2-22表 業種別 ・職種別 ・年齢平均および月額給与平均

職 種

業 種 別

づ

ζ
|

ズ

7

7

喜

多

了

S

E

回

答

社

数

年
齢
手給

巴与

年
齢
手給

巴与

年
齢
手給

巴与

年
齢
手絡

巴与

第 一 次 産 業 計 227 105.0 200 1223 2&3 1647 30.0 175.7 7

第 二 次 産 業 計 23.0 1282 266 1608 285 1929 33.7 246.1 442

第 三 次 産 業 計 23.2 126.1 261 15a2 290 195.0 33.8 2450 552

公 務 計 23.5 126.7 263 1407 299 1739 321 1761 69

全 産 業 計 23.1 127.0 26.3 1594 288 192.5 33.7 2432 1,070

主

な

業

・種

建 設 業 229 1303 28.4 169.1 2&7 196.7 32.4 2563 36

食 品 製 造 業 217 113.7 25.0 145.6 27.6 187.7 343 245.0 30

繊 維 工 業 23.9 1135 23.6 140.3 27.8 17&5 335 2551 22

化 学 工 業 235 1425 277 1495 285 1944 339 2532 54

鉄 鋼 業 24.4 146.7 27.7 209.4 298 2228 34.3 2714 13

電気機械器具製造業 238 124.4 295 147.0 27.5 1728 33.6 2331 49

輸送用機械器具製造業 223 129.8 27.0 166.8 27.5 182.2 33.1 2258 38

卸 業 ・ 商 社 23.0 129.1 242 146.0 2&4 19&5 341 251.5 128

小 売 業 22.6 121.7 242 1423 280 1722 33.1 2197 52

金 融 業 224 125.1 274 1747 2&9 1974 33.6 257.6 117

運 輸 ・通信 ・倉庫業 235 1249 268 1729 29.5 197.2 359 2656 50

電 力 ・ガ ス 事 業 21.6 117.8 24.4 142.5 27.8 176.5 341 2469 11

広 告 ・調 査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 業
22.7 168.3 40.0 249.0 297 295.0 36.0 50.0 5

情 報処 理サー ビス ・

ソ フ ト ウ ェ ア 業
23.1 121.1 256 14a8 264 1644 31.1 210.7 48

〈注〉 「月額給与」は,毎 月定 額を支 給せ られる賃金の合計 で,賞 与,超 過勤務手 当を含 まない
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1編1部 コンピュータ実動状 況

1-2-23表 業 種 別 ・社 内 要 員職 務 手 当平 均

職 種

業 種 別

回

答

数

無

記

人

数

記

入

数

ノぐ

ン

チ

手 や

巴1

オ

ペ

レ

|

手タ

巴1

プ

ロ

グ

ラ

手マ

巴1

S

手

巴E

第 一 次 産 業 計 8 7 1 α0 00 11.0 15.0

第 二 次 産 業 計 531 468 63 3.7 20.8 15.9 25.8

第 三 次 産 業 計 671 543 128 6.0 10.9 129 205

公 務 計 81 57 24 24 2.7 2.8 2.0

全 産 業 計 1,291 1ρ75 216 47 12.4 120 21.1

主

な

業

種

建 設 業 45 34 11 33 40 260 0.0

食 品 製 造 業 34 30 4 11.0 0.0 147 280

繊 維 工 業 27 24 3 22.0 150 21.3 365

化 学 工 業 66 60 6 1.7 0.0 00 73

鉄 鋼 業 17 13 4 10.5 20.0 200 13.0

電気機 械器具
製 造 業

61 54 7 23 67.3 3&0 200.0

輸送用機械器具
製 造 業

45 37 8 2.5 30 3.5 5.5

卸 業 ・ 商 社 149 119 30 3.1 5.0 9.0 141

小 売 業 60 46 14 24 1α3 67 1&0

金 融 業 138 109 29 23 168 57 98

運 輸 ・通 信
倉 庫 業

56 51 5 20 1.0 37 5.0

電 力 ・ガス事業 11 9 2 1.0 40 0.0 00

広告・調査・情報
提供 サービス業

6 5 1 LO 1.0 1.0 1.0

情 報 処理サービス
・ソフトウェア業 59 39 20 139 15.5 30.3 32.3
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1-2-24表 業 種別 ・職 種別 ・残 業 時 間平 均

2章 コンピュータ利用状 況調査

(単位:時 間)

職 種

業 種 別

庶
務
そ
の
他

づ

ζ
|

真

7

7

ご

多

了

S

E

管

理

職

回

答

社

数男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

第 一 次 産 業 計 10.0 100 10.0 10.0 100 3.5 11.8 00 250 0.0 0.0 00 6

第 二 次 産 業 計 162 60 5.0 6.9 22.0 92 243 104 25.2 194 26.2 58 455

第 三 次 産 業 計 165 6.8 20.0 6.9 190 6.8 22.5 108 255 13.9 240 15.3 517

公 務 計 13.5 105 0.0 3.5 80 7.0 135 11.0 17.2 265 15.4 00 56

全 産 業 計 16.0 6.8 175 69 20.0 79 228 1(16 25.2 17.0 246 121 1,034

主

な

業

種

建 設 業 190 46 00 &0 306 7.8 235 105 200 &0 21.8 00 40

食 品 製 造 業 10.5 7.7 0.0 7.9 179 50 20.1 133 234 00 17.0 00 33

繊 維 工 業 5.0 4.7 00 45 165 6.5 17.6 5.2 17.5 7.5 22.5 00 24

化 学 工 業 6.5 5.1 00 5.2 180 97 22.1 ⑨3 216 16.5 184 0.0 58

鉄 鋼 業 0.0 9.0 0.0 145 16.3 100 179 150 191 15.0 300 00 11

電気機械器具製造業 15.0 63 00 7.8 257 9.6 26.3 11B 27.6 22.3 304 100 53

輸送用機械器具製造業 213 5.7 0.0 69 206 11.1 322 90 3L3 120 356 00 37

卸 業 ・ 商 社 23.4 79 21.0 89 22.7 7.9 21.1 &2 245 60 235 170 126

小 売 業 98 66 0.0 61 2&4 59 237 13.5 24.4 15.0 220 00 48

金 融 業 129 52 17.5 4.9 16.0 6.1 255 115 26.1 1α0 23.8 &0 110

運輸 ・通信 ・倉庫業 257 &0 100 65 15.6 48 19.5 9.1 230 0.0 2&5 250 44

電 力 ・ガ ス事 業 145 7.2 0.0 2.3 167 0.0 197 7.5 16.9 0.0 125 00 9

広 告 ・調 査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 業
100 50 0.0 60 0.0 400 100 &5 450 00 20.0 00 5

情 報 処理サ ー ビス ・

ソ フ ト ウ ェ ア 業
178 70 25.0 81 223 5.0 276 103 3α6 10.7 274 200 49
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1編1部 コンピュー タ実動状 況

1-2-25表 月残 業 時間 の 平 均
(単位:時 間)

調査年度
庶務その他 パ ン チ ャー オ ペ レー タ ー プ ロ グ ラマー SE 管 理 職

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

1983 16.0 6.8 17.5 6.9 20.0' 7.9 22.8 10.6 25.2 17.0 24.6 12.1

1982 16.0 6.2 12.7 6.7 19.1 8.0 22.3 9.9 24.1 14.8 22.0 16.0

1981 15.6 6.9 13.4 6.9 19.4 7.6 22.1 10.4 22.9 12.9 21.5 14.5

1980 14.4 6.4 14.6 6.8 18.8 8.0 2L5 10.0 23.0 17.3 20.9 8.9

1979 13.9 6.0 22.3 6.6 18.5 8.1 20.8 8.1 22.8 12.0 21.3 22.1

プ ロ グ ラ マ ー一'3.3人,SE1.9人 と な っ て い る

(ま た,待 遇 に つ い て は,1-2-22～1-

2-25表 参 照)。

9.被 派遣要員と費用,外 注パンチ単価

ア ンケー ト回収社総 数1,233社 中478社 が,

外 部 か らの派遣要員 を受 け入れ ている。全産

業平均 で,被 派遣要員 の1社 当 たり平均人数

はパ ンチ ャー4.3人,オ ペ レー ター5.7人,プ

ログ ラマー5.5人,SE1.9人 で あっ て1社 当

た り平 均の被派遣要員 総人数 は18.4人 と なる

(1・-2-26表)。

派遣 元への支払 いは1日 当た り,パ ンチ ャ

ー13 .6千 円,オ ペ レー ター16.7千 円,プ ログ ラ

マー19.9千 円,SE26.1千 円 とな っている。

外注 パ ンチ の1字 当 た り単価平均 は,全 産

業 平 均 で数字 が31.8銭(前 年32.2銭),英 字

が41.7銭(前 年41.5銭),カ ナ が55.0銭(前

年55.4銭)と なってい る(1-2-28表,1

-2-29表)
。

均 で 年 間887.3千 円(前 年1,103.4千 円),要

員1人 当 た りに引 き直 す と26.5千 円(前 年

30.8千 円)と なる(1-2-30表)。

一 般社員の コ ンピュータ教育費用 は
,全 産

業 平均 で年間1,886.3千 円(前 年2,306千 円),

従 業 員1人 当 た りに引 き 直すと800円 程 度 と

なってい る。

また,業 種別 にみた コンピュータ教育費用

を1-2-31表 に示す。

11.適 用業務

10.コ ン ピュータ教育費用

コンピュータ要員の教育費用 は,全 産業平

1-2-32表 に示す ように,適 用業務 の各

分野 につ いて,1983年 ま でにそれ らの業務 を

コ ンピュータ化 した企業 の総 数 を100%と す

るとき,計 算 ・集 計業務 をコンピュー タ化 し

た社数 は78.7%で,解 析 ・予測 ・計画業務 を

コ ンピュー タ化 した社数 は21.3%と な ってい

る。

これに対 し,今 後3年 間 に計画中の業務 に

つ いて は,計 算 ・集計業務 を コンピュー タ化

しようとする回答 は全 計画 回答社の41.7%,

解 析 ・予 測 ・計画業務の コ ンピュー タ化計画

社数 は58.3%で,適 用業務 の高度化 を示唆 し

ている。
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2章 コンピュー タ利用状況調査

1-2-26表 業 種別 ・ 1社 当たり社内要員数平均と被派遣要員数平均

(各業種ごとに上段:1社 当たり平均要員数,下 段: 1社 当た り平均派遣 要員数)

職 種

業 種 別

庶
務
そ
の
他

ノ寸

ン

チ

ヤ

1

オ
ペ

イ
タ

|

プ
ロ

グ
ラ
マ

1

S

E

管

理

職

合

計

回

答

社

数男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計

第 一 次 産 業 計
0.1 0.1 0.3 0.1 1.5 1.6 0.6 08 1.4 1.1 0.1 1.3 2.4 0.0 2.4 0.9 0.0 0.9 5.3 25 7.8 8

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0

第 二 次 産 業 計
0.8 1.9 27 0.1 2.8 29 21 0.9 3.0 6.3 3.1 9.4 7.2 0.5 7.8 3.3 0.1 3.4 199 9.4 292 515

0.3 0.4 0.7 0.1 5.7 5.8 4.6 0.3 4.9 5.8 0.5 63 1.0 0.0 1.1 0.1 0.0 0ユ 12D 7.0 19D 195

第 三 次 産 業 計
1.8 27 4.5 0.0 4.4 44 25 1.1 3.6 9.0 2.4 lL3 5.4 0.1 5.6 3.3 0.1 3.3 22D 108 32.7 634

0.3 0.7 !0 0.0 3.1 3.1 6.3 0.8 7.1 5.0 0.7 5.6 2.9 0.0 2.9 02 0.1 0.3 147 5.4 20」 238

公 務 計
1.7 09 2.6 0.0 1.4 1.4 1.0 0.1 1.0 10.7 0.9 11.7 1.6 0.4 2.0 1.6 0.0 1.6 165 3.8 203 76

0.0 0.0 0.0 0.2 3.4 3.5 1.5 0.5 2.0 0.6 0.2 0.8 0.1 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 2.4 41 6.5 45

全 産 業 計
1.3 2.2 3.6 0.0 3.5 3.6 2.2 1.0 3.2 7.9 2.6 105 5.9 0.3 6.2 3.2 0.1 3.2 206 9.7 303 1,233

0.2 0.5 0.8 0.1 4.2 4.3 5.2 0.6 5.7 4.9 0.5 5.5 1.9 0.0 1.9 0.2 0.0 0.2 124 5.9 184 478

主

な

業

種

建 設 業
0.4 0.8 1.10.0 1.8 1.80.4 0.6 1.0 6.3 1.8 8.1 3.2 0.2 3.4 2.3 0.0 2.3 126 5.1 17.7 45

0.0 0.0 0.0 0.0 3.7 3.7 2.4 0.1 2.5 6.4 0.0 6.4 0.7 0.0 0.7 0.8 0.0 0.8 103 3.8 14ユ 12

食 品 製 造 業
05 1.7 2.2 0.0 1.6 1.60.9 0.5 1.4 4.8 1.5 6.3 2.4 0.0 2.4 1.4 0.1 1.5 100 5.4 15.4 34

0.0 0.3 0.3 0.0 3.0 3.0 3.8 0.6 4.4 09 0.4 1.3 0.9 0.0 0.9 0ユ 0.0 0.1 5.6 4.3 9.9 8

繊 維 工 業
0.4 0.7 1.2 0.0 3.7 3.7 1.2 1.0 2.2 5.3 2.3 7.6 4.0 0.2 4.2 L9 0.0 19 128 8.0 208 26

0.0 0.0 0.0 0.0 3.4 3.4 1.4 0.0 1.4 1.2 1.0 22 0.3 0.0 0.3 0.0 0.0 0.0 2.9 4.4 7.3 10

化 学 工 業
03 1.3 1.7 0.0 1.1 1.1 0.9 09 1.8 41 3.0 7.1 4.7 09 5.7 2.3 0.4 2.7 123 78 20ユ 63

0.0 0.4 0.4 0.0 1.0 1.02.4 0.1 2.5 0.8 0.3 1.1 0.8 0.0 0.8 0.0 α0 0.0 4.0 1.8 5.8 28

鉄 鋼 業
3.5 8.4 1190.1 4.0 4.1 208 0.6 214 214 1.7ユ 384 52£ 2.8 55.7 16ユ 0.0 16.1 1149 328 147.7 16

0.0 0.0 0.0 0.3 198 2029.8 1.0 108 715 2.2 737 0.7 0.0 0.7 0.2 0.0 0.2 825 230 1055 6

電気機械器具
製 造 業

12 4.0 5.1 0.2 5.3 5.5 4.7 1.9 6.6 114 6.7 18ユ188 1.6 203 8.4 0.1 8.5 447 195 642 60

0.2 2.3 2.5 05 107 1113128 0.6 134 133 1.3 145 3.2 0.1 3.3 0.0 0.0 0.0 30ユ 149 45D 31

3.2 4.0 7.2 0.0 5.6 5.63.2 1.2 4.4 6.3 3.0 9.4 7.3 1ユ 8.4 5.3 0.1 5.4 253 15D 404 45

3.1 0.0 3ユ 0.0 177 17710.4 0.1 105 5.7 0.0 5.7 0.6 0.0 0.6 03 0.0 0.3 200 178 378 17

卸 業 ・ 商 社
0.4 0.9 1.30.0 2.7 2.70.5 1.3 1.8 2.8 1.0 3.8 2.3 0.0 2.3 1.4 0.0 1.4 7.4 6.0 134 142

0.5 1.9 2.40.0 2.4 2.44.5 0.5 5.1 2.2 0.2 2.4 6.0 0.0 6.0 0.8 0.0 0.8 14ユ 4.9 19ユ 39

小 売 業
0.4 2.0 2.4 0.0 4.4 4.40.4 1.5 1.9 3.7 1.2 4.8 3.0 0.1 3.0 1.6 0.0 1.6 9.0 9.1 18ユ 56

0.0 L5 1.5 0.0 4.5 4.55.4 2.2 7.5 1.3 0.4 1.7 1.4 0.0 1.4 0.2 0.0 0.2 8.1 8.5 16β 20

金 融 業
2.7 4.5 7.2 0.1 3.2 3.3 5.1 1.2 6.3 153 29 18ユ6.4 0.2 6.6 4.4 0.0 4.4 339 12ユ 46D 135

0.0 0.7 0.7 0.0 1.2 1.26.2 0.3 6.6 7.5 0.7 8.2 2.6 0.0 2.6 0.1 0.0 0.1 164 3.0 194 73

運 輸 ・通 信 ・

倉 庫 業

0.8 0.9 1.70.0 3.6 36 1.3 0.7 2.0 6.7 1.5 8.2 2.7 0.0 2.7 2.7 0.0 2.7 143 6.7 209 52

0.9 0.3 1.20.0 3.5

1

3.56.3 0.3 6.6 0.8 0.3 L1 1.8 0.0 1.8 0.1 0.0 0.1 9.8 4.3 14ユ 16

電 力 ・ガス事業
4.9 5.1

1

1000.0 3.5

1

3.53.6 0.3 3.9 188 1.2 20ρ 7.3 0.1 7.4 1旺 0.0 105 452 10ユ 553 11

0.0 0.0 0.00.0 2.0 2.02.3 0.9 3.1 3.9 0.7 4.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 6.1 3.6 9.7 7

広告 ・調査・情報

提供サー ビス業

L2 3.7

1

4.80.0 0.8

1

080.2 0.2 0.3 2.3 0.8 3.2 6.3 0.0 6.3 18 1.0 28 118 6.5 183 6

0.0 1.5 1.50.0 6.0 6.05.8 1.3 7.0 2.3 0.5 2.8 23 0.3 2.5 2.3 3.5 5.8 125 130 255 4

6.4 8.5 14.90.1 22.6

1

22.79.8 2.8 126 268 9.0 358 21コ 0.5 222 102 0.2 104 752 436 118.7 58

0.4 0.4 0.80.0 3.6 3.69.3 0.3 9.6 104 0.8 U3 4.0 0.0 4.0 0.2 0.0 0.2 243 5.2 295 26
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1編1部 コンピュータ実動状況

1-2-27表 派遣元に対する派遣要員1人 当たり日額換算支払費用平均 (単位:千 円)

職'種

業 種 別

ノぐ

ン

チ

ヤ

|

オ

ペ

レ

1

タ

1

プ

ロ

グ

ラ

マ

1

S

E

第 一 次 産 業 計 00 00 α0 00

第 二 次 産 業 計 154 173 22.1 305

第 三 次 産 業 計 121 169 1&6 23.8

公 務 計 12.0 13.0 16.4 225

全 産 業 計 13.6 16.7 199 26.1

主

な

業

種

建 設 業 17.5 1&5 16.0 0.0

食 品 製 造 業 207 13.7 150 22.5

繊 維 工 業 11.0 14.7 1&2 400

化 学 工 業 33.0 17.2 21.4 245

鉄 鋼 業 123 15.5 227 2&0

電 気 機 械 器 具 製 造 業 12.0 17.4 22.3 31.1

輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業 10.6 17.1 2α3 3&0

卸 業 ・ 商 社 11.9 223 17.8 240

小 売 業 108 13.4 193 26.2

金 融 業 106 151 192 257

運 輸 ・ 通 信 ・ 倉 庫 業 11.5 199 21.3 30.0

電 力 ・ ガ ス 事 業 97 15.8 198 0.0

広告 ・調査 ・情報提供サ ービス業 107 147 17.0 223

情 報 処 理 サ ービス ・ソフトウェア業 10.5 172 154 189
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1-2-28表 業種 別 外注 パ ンチ単 価 平均

2章 コ ンピュータ利 用状況調査

(単位:銭)

文 字 種別

業 種 別

数

字

(A)

英

字

(B)

カ

ナ

(C)

左

の

;

ド聞

単 数
価 字
で ・

外 薬
注 字
し ・
て カ
い ナ

る の
と平

ぎ均

漢

字

第 一 次 産 業 計 0.0 0.0 0.0 00 25.0 70.0

第 二 次 産 業 計 31.5 40.3 541 420 406 233.5

第 三 次 産 業 計 31.5 42.7 55.4 432 3&2 170.3

公 務 計 345 42.3 567 44.5 32.5 171.6

全 産 業 計 31.8 41.7 550 42.8 3&4 192.3

主

な

業

種

建 設 業 342 50.0 6&4 50.9 27.5 1589

食 品 製 造 業 30.4 393 53.5 41.1 300 190.0

繊 維 工 業 31.7 43.7 593 449 35.0 120.0

化 学 工 業 294 350 49.2 37.9 541 184.2

鉄 鋼 業 33.5 39.0 47.5 40.0 54.5 1745

電気機械器具製造業 33.2 4a7 57ユ 44.7 39.1 430.0

輸送用機械器具製造業 33.5 41.4 56.1 43.7 3&6 176.7

卸 業 ・ 商 社 31.0 39.7 52.6 41.1 41.2 176.7

小 売 業 30.6 37.9 540 40B 36.9 205.0

金 融 業 325 45.6 569 45.0 31.7 1473

運輸 ・通信 ・倉庫業 335 47.0 647 4&4 370 155.0

電 力 ・ガ ス 事 業 328 470 60.3 46.7 33.0 0.0

広 告 ・調査 ・情報

提 供 サ ー ビ ス業
350 45.0 430 41.0 35.0 166.7

情 報 処 理 サ ー ビ ス ・

ソ フ ト ウ ェ ア 業
30.9 40.6 532 41.6 357 175.5
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1編1部 コンピュータ実動状況

1-2-29表

業務別外注パンチ単価平均

(単 位:銭)

調査年度
数 字

(A)

英 字

(B)

カ ナ

(C)

算術平均

lA+;+c|
平均単価で

外注のとき
漢 字

1983 31.8 41.7 55.0 42.8 38.4 192.3

1982 32.2 41.5 55.4 43.0 36.2 一

1981 31.3 41.5 54.3 42.4 34.4 一

1980 31.0 41.0 53.9 42.0 34.8 一

1979 30.8 40.6 52.9 41.4 36.0 一

1-2-30表 コ ン ピュー タ関 連 教育 費 用

調査年度

コ ン ピュー タ部 門 要 員 一 般 社 員

要員教育

費記入数

1社 当た
り平均額

(千円)

教育費,
要 員 数
双記入数

1人 当た
り平均額

(千円)

社員教育

費記入数

1社 当た
り平均額

(千円)

教育費,
従業員数
双記入数

1人 当た
り教育費

(千円)

1983 548 887.3 541 26.5 289 1,886.3 289 0.8

1982 548 1,103.0 546 30.8 301 2,306.0 301 0.8

1981 518 1,076.9 514 32.3 275 1,859.2 273 0.6

1980 564 959.7 561 24.9 275 1,481.1 275 0.6

1979 543 1,078.6 537 24.9 258 1,249.1 257 0.3

12.ス ループ ッ ト・タイム と平均 ジョブ

敷

金産業平均 では,1社1日 の平均 ジ ョブ数

は179.6(1982年 度 調 査 で186 .3)で,ス ルー

プッ ト・タイムは1分 以 内,3分 以 内,5分

以 内,10分 以 内,30分 以 内の5段 階 にほぼ集

中 している(1-2-33表)。

1日 平均 ジ ョブ数の多 い業種 と しては ,生

命保険業(1,025.3),石 油 製品製造業(958.2),

鉄 鋼 業(641.1),損 害 保 険業(614.0)な ど

をあ げることがで きる(1-2-34表)。

13.使 用言 語

ア セ ンブ リ言 語 使 用 比率 が 漸 減 し,

COBOL,機 械 語 および特 殊言語 の使用 割合

が漸増 してい る(1-2-35表)。

オ ンライン ・ユ ーザ ーとバ ッチ ・ユ ーザ ー

を比較 す ると1-2-36表 の とお りで,ア セ

ンブ リ言語 とPL/1の 使 い方 に大差がある。

14.シ ステ ム事故 ・障害,安 全性 対策状

況

ロ システム事故 ・障害状況

システムの全部または,一 部のダウン(運

営中断 ・停止)を きたした程度の事故 ・障害

経験は,予 想以上に多いことがわかる(1-

2-37表)。

回 システム保護対策

システム保護対策について,対 策のレベル

に従い,1-2-38表 のように重みづけ配点
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2章 コンピュータ利用状 況調査

1-2-31表 業 種 別 ・コ ン ピュ ータ関 連 教 育費 用

対 象

業 種 別

コ ンピュータ部門要 員用 一 般 社 員 用

要

員

教

育

費

回

答

社

豆
当
た

り
平

均

墾
千

旦

教
育

費

要
員
数
回
答
社
数

天
当
た
り

平

均

墾
千

里

社

員

教

育

費

記

入

数

豆
当
た

り

平
均

墾
千

里

教育

費
従
業
員
数
回答

杜
数

天
当
た

り

教
育

費
千
,巴

第 一 次 産 業 計 5 195.0 5 207 2 200.0 2 04

第 二 次 産 業 計 244 7302 238 26.8 147 a122.3 147 1.0

第 三 次 産 業 計 252 1.0095 251 241 120 1,766.9 120 07

公 務 計 47 1,121.8 47 50.3 20 1,037.4 20 02

全 産 業 計 548 8873 541 26.5 289 1,886.3 289 0.8

主

な

業

種

建 設 業 21 9224 21 56.1 15 292&7 15 1.3

食 品 製 造 業 27 4141 27 259 8 a8124 8 49

繊 維 工 業 9 376.3 8 158 10 1,250.9 10 05

化 学 工 業 27 813.2 26 40.1 14 1.3756 14 09

鉄 鋼 業 8 2189.9 8 21.7 4 1.9500 4 03

電気機械器具製造業 34 9165 34 165 21 2569.5 21 1.8

輸'1" 22 2723 22 124 12 40&3 12 01

卸 業 ・ 商 社 51 505.2 51 342 25 5852 25 α2

小 売 業 24 680.0 24 251 8 233.8 8 α1

金 融 業 55 1,091.1 55 205 28 1,525.5 28 1.2

運輸 ・通信 ・倉庫業 28 9731 28 444 13 33300 13 α4

電 力 ・ガ ス事 業 5 1,230.0 5 22.5 7 577a1 7 L4

広 告 ・調 査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 業
3 1937 3 66 2 9155 2 α3

情 報 処理 サ ー ビス ・

ソ フ ト ウ ェ ア業
31 226L8 31 1η 12 1.7658 12 98
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1編1部 コンピュータ実動状況

1-2-32表 適 用 業 務項 目の 傾 向

現 在 まで に コ ン ピュー タ化 した業務 項 目 今後3年 間に計画中の業務項 目
調査年度

計 算 ・集 計 解 析 ・予 測 ・計 画 合 計 計 算 ・集 計 解析 ・予 測 ・計 画 合 計

1983 78.7 21.3 100% 41.7 58.3 100%

1982 78.6 21.4 100% 40.6 59.4 100%

1981 78.4 21.6 100% 29.3 70.7 100%

1980 79.1 20.9 100% 30.7 69.3 100%

1979 78.5 21.5 100% 42.9 57.1 100%

1-2-33表 スル ー プ ッ ト ・タイム 別,1社1日 当 た りジ ョブ数平 均

調査年度 1分 以内 3分 以内 5分 以内 10分 以 内 30分 以 内 1時間以内 3時 間以内 5時間以内 5時間以上 合 計

1983

%

57.0

(31.7)

35.4

(19.7)

25.1

(14.0)

25.6

(14.3)

24.3

(13.5)

6.8

(3。8)

3.0

(1.7)

0.9

(0.5)

1.5

(0.8)

179.6

(100.0)

1982

%

57.9

(31.1)

37.5

(20.1)

28.5

(15,3)

27.2

(14.6)

23.7

(12。7)

6.4

(3.4)

2.9

(1.6)

0.8

(0.4)

L3

(0.7)

186.3

(100.0)

1981

%

42.8

(27.6)

31.6

(20.3)

22.5

(14.5)

24.8

(16.0)

23.3

(15.0)

5.8

(3.8)

2.6

(1.7)

0.9

(0.6)

1.0

(0.6)

155.2

(100.0)

1980

%

44.4

(29.6)

30.7

(20.5)

22.2

(14.8)

22.4

(15.0)

20.4

(13.6)

5.6

(3の

2.4

(1.6)

0.6

(0.4)

1.0

(0.6)

149.8

(100.0)

1979

%

36.7

(29.3)

24.0

(19.2)

18.4

(14.7)

19.5

(15.5)

17.8

(14.2)

5.5

(4.4)

2.4

(1.9)

0.5

(0.4)

0.5

(0.4)

125.3

(100.0)

を行うとき,全 産業平均の対策 レベルは同表

の右のようなものである。

前年度調査 よりも0.1ポ イン ト程度上昇 し

ているものの,保 護対策 レベルはいまだ低い

ということができる。ただし,業 種によって

さまさまで,こ の事情は以下のすべてに通 じ

て同様である。

團 システム建屋の不可侵性対策

本項 目の対策 レベルに従い,1-2-39表

のように重みづけ配点を行うとき,全 産業平

均の対策 レベルは,同 表の右のようなもので

ある。

回 コンピュータ ・ルームの不可侵性対策

本項 目の対策 レベルに従い,1-2-40表

q)よ うに重みづけ配点を行うとき,全 産業平

均の対策 レベルは,同 表の右のようなもので

ある。

固 地震対策

本項目の対策レベルに従い,1-2-41表

のように重みづけ配点を行うとき,全 産業平

均 レベルは,同 表の右のようなものである。

固 火災対策

本項目の対策 レベルに従い,1-2-42表

のように重みづけ配点を行うとき,全 産業平

均レベルは,同 表の右のようなものである。

回 停電対策

本項 目の対策 レベルに従い,1-2--43表

のように重みづけ配点を行うとき,全 産業平

均 レベルは,同 表の右のようなものである。

回 漏水対策
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L2-34表 ス ル ープ ッ ト・タイム別,1社1日 当た り平 均 ジ ョブ数 分 布(各 業種 ごとに上段:平 均 ジ ョブ数 下段:%)

スル ープ ット

タイム

業 種 別

回

収

総

数

ζ
ブ
無
記
入
数

ζ
ブ
記
入
社
数

一

分

以

内

三

分

以

内

五

分

以

内

一

〇

分

以

内

三

〇

分

以

内

一

時

間

以

内

三

時

間

以

内

五

時

間

以

内

五

時

間

以

上

合

計

第 一 次 産 業 計 8 2 6
12.2

3&4

102

32.1

2.3

7.4

2.5

7.9

3つ

9.5

1.0

3.2

α5

1.6

00

0.0

0.0

00

317

10α0

第 二 次 産 業 計 531 148 383
51.2

27.0

39.3

20.7

2&2

149

297

15.7

27.9

14.7

6.9

3.7

3.5

1.9

1.4

0.7

1.3

07

1893

100.0

第 三 次 産 業 計 671 208 463
648

35.7

343

1&9

24.3

13.4

24.3

13.3

23.0

12.6

6.7

3.7

25

1.4

0.5

0.3

1.4

08

181.9

100.0

公 務 計 81 22 59
3&1

333

22.0

19.2

13.2

11.5

12.0

10.5

140

122

6.6

58

4.0

3.5

0.7

0.7

3.7

3.2

1144

100.0

全 産 業 計 1,291 380 911
57.0

31.7

35.4

19.7

25.1

14.0

25.6

143

24.3

13.5

6.8

3.8

3.0

1.7

09

05

1.5

0.8

1796

100.0

主

な

業

種

建 設 業 45 9 36
93.0

48.6

26.8

14.0

12.6

6.6

9.4

49

348

1&2

7.3

3.8

4.8

2.5

2.3

1.2

α5

03

191.4

100.0

食 品 製 造 業 34 10 24
16.8

14.3

11.0

93

13.0

11.1

31.1

266

320

27.3

7.7

6.5

09

07

3.5

3.0

1.3

1ユ

117.2

100.0

繊 維 工 業 27 6 21
61.5

25.9

46.9

19.8

564

23.8

31.6

13.3

27.8

11.7

8.4

3.5

3.4

1.4

0.6

03

0.8

03

237.4

100.0

化 学 工 業 66 24 42
55.8

30.2

57.1

30.9

23.7

128

23.5

127

163
&8
5.1

2.8

2.6

1.4

02

0.1

0.5

0.3

1848

100.0

鉄 鋼 業 17 5 12
1788

27.9

122.7

19.1

102.5

16.0

100.3

15.6

959

15.0

133

2.1

10.6

1.7

&7

1.4

&4

1.3

641ユ

1000

電気機械器具
製 造 業

61 19 42
71.0

211

72.0

21.4

38.3

11.4

69.6

2α7

53.9

16.0

12.7

3.8

10.0

3.0

4.5

1.3

4.1

1.2

336.2

100.0

輸送用機械器具
製 造 業

45 15 30
391

23.3

30.4

18.1

20.2

12.0

23.1

13.7

37.2

22.2

84

5.0

53

3.2

07

0.4

3.3

2.0

167.8

100.0

卸 業 ・商 社 149 43 106
21.9

25.3

165

19.0

15.1

17.5

149

17.2

11.3

13.0

4.7

5.4

1.6

1.8

02

0.2

0.5

0.6

86.7

100.0

小 売 業 60 17 43
197

185

14.5

13.6

15.0

14.1

33.7

31.7

185

17.3

3.3

3.1

1.6

1.5

α1

0.1

0.2

0.2

106β

100.0

金 融 業 138 42 96
893

354

524

20.8

30.1

11.9

34.0

135

33.2

13.2

7.9

3.1

2.9

1.2

0.4

0.2

2.0

0.8

252.1

100.0

運 輸 ・通 信 ・

倉 庫 業
56 13 43

45.8

33.7

29.4

21β

155

114

164

12.0

17.8

13.1

81

6.0

2D

1.5

0.1

0.1

09

0.7

136.1

10α0

電 力 ・ガス事業 11 2 9
217.8

52.6

83.3

20ユ

26.2

63

25.4

61

37.9

9.1

149

3.6

58

1.4

1.1

03

1.7

0.4

414.1

100.0

広 告 ・調査 ・情報

提供 サ ー ビス業
6 3 3

240.7

70.4

36.7

10.7

17.7

5.2

163

48

14.0

4.1

7.3

2.1

6.7

20

1.7

0.5

0マ

0.2

341.7

100.0

.

情報処理 サービス
・ソフ トウェア業 59 18 41

754

23.7

60.6

19.0

49.7

15.6

499

157

5'6.6

178

13.5

42

6.7

2.1

1.7

0.5

4.6

1.4

31&6

100.0
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1編1部 コンピュー タ実動状況

1-2-35表 使用 書 簡比 率 平 均

使用言語

調査年度

シ ンボ リッ ク言語

(%)

コ ン パ イ ラ 言 語

(%)
機
械
語
お

よ
ぴ
特
殊(
言%
薮五)口口

回

答_

三
者 ○
○
%
数)

ア
セ

チ
リ
言
語

ジ

エ

ネ

レ

|

タ

A

L

G

O

L

F

O

R

T

R
A

N

C

O

B

O

L

P

L

/

1

そ

の

他

1983 8.2 1.1 0.1 6.9 65.8 4.1 9.6 4.1 1,227

1982 9.0 1.3 0.2 6.8 64.3 4.6 8.6 5.2 1,151

1981 10.7 1.3 0.1 6.9 63.4 4.0 10.3 3.3 1,105

1980 12.7 1.9 0.3 7.3 61.9 4.0 8.7 3.2 1,229

1979 15.6 2.1 1.1 7.2 59.9 4.3 8.1 2.7 1,222

1-2-36表 オ ン ライ ン ・ユ ーザ ー/バ ッチ ・ユ ーザ ー別 使 用 言語 比 率平 均

使用言語 シ ンボ リ ック言語

(%)

コ ン パ イ ラ 言 語

(%)
機
械
語
お

よ
び
特
殊_
言%
§五)口口

ア

セ

ン

ブ

リ

言

語

ジ

エ

ネ

レ

1

タ

A

L

G

O

L

F
O

R

T

R

A

N

C

O

B

O

L

P

L

/

1

そ

の

他

オ ン ラ イ ン ・ユ ー ザ ー 10.5 1.2 0.1 7.1 63.9 5.3 8.5 3.4

パ ッ チ ・ ユ ー ザ ー 3.6 0.9 0.0 72 69.4 1.6 12.2 5.0

本項目の対策 レベルに従い,1-2-44表

のように重みづけ配点を行うとき,全 産業 レ

ベルは,同 義の右のようなものである。

15.シ ステム信頼性対策

本項目につき,1-2-45表 の対策のどれ

か1対 策 をもつときレベル1,2対 策をもつ

ときレベル2,以 下5対 策をもつときレベル

5と いうように重みづけ配点を行 うとき,全

産業平均 レベルは同表の右のようなものであ

る。

16.シ ステム合 目的性 レベル

国 社の基本ニーズへの対応

本項目の対応度に関し,1-2--46表 のよ

うに重みづけ配点を行 うとき,全 産業平均 レ

ベルは同義の右のようなものである。

回 個別部門ニーズへの対応

本項 目の対応度に関 し,1-2-47表 のよ

うに重みづけ配点を行うとき,全 産業平均 レ

ベルは同義の右のようなものである。

回 新規ニーズへの対応

本項 目の対応度に関 し,1-2-48表 のよ

うに重みづけ配点を行 うとき,全 産業平均レ

ベルは同義の右のようなものである。

回 システム更新への対応

本項目の対応度に関 し,1-2-49表 のよ
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2章 コ ンピュー タ利用状況調査

1-2-37表

システ ム 事故 ・障害 状 況 現在までの総経験 過去1年 の経験

回答社数
1,146
(1000)

1,040

(10α0)

ハ ー ドウエ ア障害 1,058
(923)

867
(8a4)

ソフ トウェ ア障害
798
(696)

608
(5&5)

空調故障
529
(462)

259
(249)

電源故障
314
(274)

143
(138)

回線故障
523
(456)

406
(390)

配線破損
75
(65)

20
(1.9)

漏水による事故 ・障害
108
(94)

24
(23)

自然水害による事故 ・障害
38
(3.3)

21
(20)

火災による事故 ・障害
21
(1.8)

7
(07)

煙害による事故 ・障害
4

(03)
0

(00)

地震による事故 ・障害
39
(34)

19
(1.8)

人の過失による事故 ・障害
382
(333)

243
(2a4)

人の悪意による事故・障害
4

(03)
3

(03)

その他
29

(25)
25
(24)

〈注〉()内 は%

1-2-38表 シス テ ム保 護対 策

シ ス テ ム 保 護 対 策 レベ ル

特に対策なし 1

パスワー ド制,権 限規定明確 ・徹底化(ま たは同等対策) 2

パ ス ワー ド制,権 限規 定 明確 ・徹 底化,(ま たは 同等 対 策)

コ ピー分 散
3

重 層 パ ス ワー ド制',権 限 規 定 明確 ・徹底 化,(ま たは 同等 対 策)

コピー分 散
4

重 層 パ ス ワー ド制,権 限規 定 明 確 ・徹 底 化,(ま たは 同等 対 策)

コピー 分散,暗 号 制
5

全産業平均レベル

セ ン ター側

1.57

端 末 側

1.66

〈注〉*権 限の上下に伴い,複 数のパ スワー ドが重な るとき初めて システムが動 く場 合

うに重みづ け配点を行うとき,全 産業平均 レ

ベルは同表の右のようなものである。

以上,合 目的性4項 目は前年度調査とほぼ

同 じレベルを示 している。
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1-2-39表 シス テ ム建 屋 の 不可 侵 性対 策

入 館 監 視 対 策 レベル

特に対策なし 1

受付者,来 訪者名簿 (または同等対策) 2

受 付 者,来 訪 者 名 簿,パ ッジ (または同等対策) 3

受 付 者,来 訪 者 名簿,

バ ッ ジand/orIDカ ー ド (または同等対策) 4

受 付 者,来 訪 者名 簿,

バ ッジand/orIDカ ー ド, 監視装置
(または同等対策) 5

1-2-40表 コン ピ ュー タ ・ル ーム の不 可慢 性 対 策

入 室 監 視 対 策 レベ ル

特に対策なし 1

受付者,来 訪者名簿(ま たは同等対策) 2

受 付 者,来 訪 者 名 簿,バ ッ ジ(ま た は 同等 対策) 3

受 付 者,来 訪 者 名簿,

バ ッジand/orIDカ_ド(ま た は同 等対 策) 4

受 付 者,来 訪 者名 簿,(
または 同 等対 策)バ ッ ジand/o

rIDカ ー ド,監 視装 置 5

1-2-41表 地 震 対策

地 震 対 策 レベ ル

特になし 1

転倒防止装置(ま たは同等対策) 2

転倒防止装置,す べり止め(ま たは同等対策) 3

転倒 防 止装 置,す べ り止 め,

ブ リ_ア クセ ス.フ ロア(ま た は同 等 対策) 4

転 倒 防 止装 置,す べ り止 め,フ リー ア クセ ス

フ ・ア,予 報 機 関 との 連絡 ネ 。 トワ_ク(ま た は同 等対 策) 5
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1.71

全産業平均レベル

1.86

全産業平均レベル

セ ン ター側

1.99

端 末 側
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1-2-42表 火 災対 策

火 災 対 策 レベ ル

特になし 1

消火器具(ま たは同等対策) 2

消火器具,消 火装置(ま たは同等対策) 3

消 火器具,消 火装 置,避 難 シス テム 寧(ま た は同 等対 策) 4

消 火器具,消 火装 置,避 難 シス テ ム',(ま た は 同等 対策)

外部 防 災機 関 との連 絡 ネ ッ トワ ー ク

5

全産業平均レベル

〈注 〉*誘 導灯,防 煙具,持 出対策,そ の他 を含 む

1-2-43衷 停 電対 策

停 電 対 策 レベ ル

特になし 1

バ ッテ リー 用 意(ま たは 同 等対 策) 2

バ ッテ リー 用 意,自 家発 電 装 置(ま た は同 等対 策) 3

バ ッテ リー 用 意,自 家 発電 装 置,定 周 波装 置(ま た は 同等 対 策) 4

バ ッテ リー用 意,自 家 発電 装 置,定 周 波 装 置,(ま た は 同等 対 策)

業 者供 給 電源 の2系 統 化

5

全産業平均レベル

セ ンター 側

1.57

端 末 側

1.20

1-2-44表 漏 水対 策

漏 水 対 策 レベ ル

特になし 1

防水カバー(ま たは同等対策)
2

防 水 カバ ー,マ シン上 ダ ク ト(ま たは 同等 対 策) 3

防 水 カバ ー,マ シン上 ダ ク ト,感 知 装 置(ま たは 同等 対 策) 4

防 水 カバ ー ・ マ シ ン上 ダ ク ト・ 感 熾 置 ・(ま たは 同 等糠)

室 の 防水 装 置

5

全産業平均レベル

セ ン ター側

1.41

端 末 側

1.11
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1-2-45表 信 頼 性 対策

信 頼 性 対 策

自己診断システム保有

定期診断システム制

バ ッ クア ップ体 制

回線の二重化

CPUデ ュア ル ・シス テ ム等

1-2-46表 社 の基 本 ニ ー ズ への 対応

社の基本ニーズに対応 しているか レベ ル

必ずしも十分でない 1

おおむね対応している 2

現状に対しては十分に対応している 3

将来も含め,十 分に対応している 4

完全な将来計画を常にもち,十 二分に対応している 5

1-2-47表 個 別 部 門の ニ ー ズ への 対 応

個別部門のニーズに対応 しているか レベ ル

必ずしも十分でない 1

おおむね対応している 2

現状に対 しては十分に対応 している 3

将来も含め,十 分に対応 している 4

完全な将来計画を常にもち,十 二分に対応している 5

1-2-48表 新規 ニ ー ズ へ の対 応

新 規 ニ ー ズに対 応 して い るか レベ ル

必ずしも十分でない 1

おおむね対応している 2

現状に対しては十分に対応している 3

将来も含め,十 分に対応している 4

完全な将来計画を常にもち,十 二分に対応している 5

1-2-49表 シス テム 更 新 への 対応

システムの更新は合理的に行われているか レベ ル

必ずしも十分でない 1

おおむね対応している 2

現状に対しては十分に対応している 3

将来も含め,十 分に対応している 4

完全な将来計画を常にもち,十 二分に対応している 5
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2.O

全産業平均レベル

2.30

全産業平均レベル

2,18

全産業平均レベル

1.96

全産業平均レベル
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3章 オ ンライン化 調査

1 第3章

オンライン化調査

1973年版 より新設 したオンライン化調査に

おいては,

① センターCPUが 自社内に所在するの

か,あ るいは他の事業体に所在するCPU

に自己の端末機を接続するのか,CPUと

端末機の所在,接 続関係を調査 して興味あ

る結果を得 た。

② 諸種の端末機使用の現況と将来の使用

予定を調査 して,端 末機の利用傾向を明ら

かにした。

③ 各種通信回線使用の現況と将来の使用

予定を調査 して,オ ンライン化動向の基礎

資料を得た。

④ データ伝送方式,回 線制御方式等を調

査 して,オ ンライン化の技術的側面 を観察

した。

また1980年度調査より,

⑤ オンライン ・システムの形態,ネ ット

ワークのあり方の現況と将来

⑥ データベース ・サービスの利用状況,

参入動向の現況と将来

を調査 し,新 しい情報ネッ トワーク化の大

勢を知る手がかりとした。

〔調査項目〕

オンライン化調査における調査項目は次の

とおりである。

① オンライン ・システムの形態の現況と

予定

② コンピュータ/コ ンピュータ ・ネッ ト

ワークの現況と予定

③ 使用通信回線数の現況と予定

④ 特定通信回線利用の態様

⑤ 各種端末機利用の現況と予定

⑥ 速度別音響カプラ使用の現況と予定

⑦ オ ンライン方式－CPU構 成 ファ

イル構成,デ ータ方式,通 信制御方式

⑧ トランザクション量の現状と将来の増

加予想

⑨ 記録通信設備利用の現況 と予定

⑩ データベース ・サービス利用の現状と

予定

⑪ データベース提供可能性の現状と予定

〔調査対象〕

当協会調査による,1983年9月 現在で外部

通信回線(日 本電信電話公社の回線または私

設回線をいう。構内回線を除 く)を 利用 し,

かつ自己のコンピュータを保有 してオンライ

ン ・システムを実施 している事業体のみを調

査対象とする。

発送数2,486社,回 収数735社,回 収率29.5%
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1編1部 コンピュー タ実動状況

で あった。

〔調査時点〕

本 調査 は,1983年 の9月30日 を調査 時点 と

し,調 査票 を同年11月25日 発 送,1984年2月

8日 に回収 を締 め切 った。

〔回答事業体の規模〕

資 本金 平 均;108億9,860万 円,年 商平 均;

1,847億9,040万 円,従 業員 数平均;3,048.5人

〔集計表〕

1.オ ンライン ・システ ム形態 の現 況 と

予定

どの ような形 態の オ ンライ ン ・システムが

採用 され ているかの問い に対す る答 えの総括

が1-3-1表 で あ る。形態の分類 は,通 常

行 われて いる分類 に従 ってお り,厳 密 に論理

的な もの ではない。

特徴 と しては,メ ッセージ交換 シス テム,

取 引処理 システム,リ モー ト・バ ッチ ・シス

テム,TSSシ ステムが将来増えるであろう

と予定 されている。

2.コ ン ピュー タ/コ ン ピュー タ ・ネ ッ

トワークの現 況 と将来

現 在,他 社 を も含 む コ ン ピュー タ/コ ン

ピュー タ ・ネッ トワークは制度的 に諸種の制

限 を伴 う。

自社 内 コ ンピュー タ/コ ンピュー タ ・ネ ッ

トワークの みな らず,他 社の コ ンピュータも

含 む コ ン ピュー タ/コ ン ピュー タ ・ネッ ト

ワー ク を もと うとす る予 定 は そ うと う高 く

な っている(1-3-2表)。

3.保 有回線の現況 と5年 後の予定

DDXの 出 現 によって,回 線 調査 を全 面改

訂 し,す べ てのサー ビス ・メニ ューにつ いて

の細 表を掲 げるとともに,冒 頭 に,全 総括表,

1-3-1表

全産 業 ・オ ンラ イ ン ・システ

ム形 態の 現況 と5年 後 の予 定

(多重回答)

システム形態

現 在 5年 後

社 数 % 社 数 %

実 回 答 社 数 792 100.0 717 100.0

デ ー タ 収 集 シ ス テ ム 537 67.8
・

470 65.6

メ ッ セ ー ジ 交 換 シ ス テ ム 244 30.8 401 55.9

照 合 応 答 シ ス テ ム

(フ ァ イ ル 更 新 な し) 540 68.2 520 72.5

取 引 処 理 シ ス テ ム

(フ ァ イ ル 更 新 あ り) 顕 68.9 559 78.0

リ モ ー ト ・ ジ ョ ブ ・エ ン ト リ ー

(リ モ ー ト ・バ ッ チ ・ シ ス テ ム)
323 40.8 450 62.8

タイ ム ・シェ ア リン グ ・シス テ ム 335 42.3 418 58.3

そ の 他 9 1.1 12 1.7

延 べ 回 答 社 数 2,534 319.9 2,830 394.7
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1-3-2表 コ ン ピュー タ/コ ンピ ュ ー タ ・ネ ッ トワ ー クの 現況 と5年 後 の 予定

C/Cネ ッ ト

ワ ー クの

有 無

現 在 5年 後

もっている もって いない 計 もつ予定 もた ない 未 定 計

自社 のみ の

コ ン ピュー タ ・

ネ ッ トワー クを

社 数 275 437 712 300 65 223 588

% 38.6 61.4 100.0 51.0 11.1 37.9 100.0

他 社 も含 む
コ ン ピュー タ ・

ネ ッ トワー クを

杜 数 173 437 610 293 58 268 619

% 28.4 71.6 100.0 47.3 9.4 43.3 100.0

計

社 数 448 874 1,322 593 123 491 1,207

% 33.9 66.1 100.0 49.1 10.2 40.7 100.0

実社数 371 544 432 99 334

1-3-3表

全産業 ・特定通信回線帯域

品目の使用現況と5年後予定

回線種別 特 定 通 信 回 線

の特

実定

回通

答信
社回

数線

帯 域 品 目

実帯
同域

答品
社日
数の

D

1

D
l

S

D

5

D
7

D

9

D

13

1

1

1

3
J
1
計

現 在

各記入社数 697 597 490 36 36 67 35 21 32 2 5

合計回線数 12,116 窃 集7 1,488 382 60 田 8 18 15,346

1社 当た り

回線数平均
24.7 6.4 26.6 22.2 10.9 2.9 2.8 4.0 3.6 25.7

5年 後

各記入社数 497 嶋 蹴 35 14 31 27 22 44 8 8

合計回線数 12,479 393 532 L741 569 螂 146 15 34 16,352

1社 当た り

回線数平均
37.1 11.2 38.0 56.2 21.1 20.1 3.3 1.9 4.3 38.7

1-3-4表

全産業 ・全回線の使用現況

と5年 後予定全総括表

回 線 種 別 実

回

答

社

数

特定回線 公衆回線 DDX 合

計

私

設

回

線

総

計

帯

域

品

目

符

号

品

目

電

話

型

電

信

型

回

線

交

換

ノ{

ケ

ッ

ト

交

換

現 在

各 回 答 実 数 807 597 勿 369 51 48 44 124

合 計 回 線 数 15,346 8.6鈎 9,792 諭 429 410 35,171 3,632 38.8(B

同 上百 分 比 43.6 刎.5 27.8 1.6 1.2 1.2 100.0 100.0

1社 当 た り

回 線 数 平 均
田.7 3L7 26.5 1LO 8.9 9.3 43.6 四.3 48.1

5年 後

各 回 答 実 数 600 4田 159 批 29 106 120 71

合計 回 線 数 16,352 5田5 10,147 ㈱ 2,0田 3,110 37,361 2,064 39,425

同 上 百 分 比 43.8 14.1 27.2 LO 5.6 8.3 100.0 100.0

1杜 当 た り

回 線 数 平 均
38.7 33.2 403 12.7 19.8 25.9 62.3 29.1 65.7

65



1編1部 コン ピュー タ実動状況

公衆回線 ・私設回線総合表,特 定回線総合表,

DDX総 合表 を掲 げ,い ずれも現状(1983年

9月)と5年 後計画を対比 して,わ が国回線

利用動向を大観するための便を図った。

以上は,1-3-3～1-3-11表 を参照

されたい。

全総括表によれば,現 状と5年 後の全体平

均でみるとき,1社 当たりの特定回線帯域品

目はやや増加,符 号品目はやや減,公 衆回線

電話型 はまだそ うとう伸 びていき,DDXは

かなり著 しい伸びが見込まれる。

4.国 際通信サービスの利用状況と将来

今年版 も,国 際通信利用動向について,大

まかな調査を継続 して行 うこととした(ま た,

業種別 ・国際通信回線5年 後使用予定を1-

3-12表 に示す)。1-2-13表 の総括表に

みるように,ICAS・VENUSへ の大きな期

待がうかがわれる。

1-3-5表

全産業 ・特定通信回線符号

品目の使用現況と5年後予定

回線種別 特 定 通 信 回 線

符 号 品 目

き

嚢
§

実符
回号

答品
社目
数の

邑

b/s

;
o

b/s

三
〇

b/s

二
〇

b/s

三

二

b/s

三

二

b/s

さ

:

ヒ/s

さ

:

b/s

三
K

b/s

計

現 在

各記入社数 272 10 5 37 4 93 124 126 81 10 697

合計回線数 211 144 991 6 2,753 3,248 857 ㈱ 55 8,634 田,980

1社 当た り

回線数平均
21.1 田.8 答.8 1.5 四.6 26.2 6.8 4.6 5.5 31.7 34.4

5年 後

各記入社数 159 1 1 2 2 30 71 61 66 11 497

合計回線数 10 ω 12 32 910 2,545 716 918 102 5.25 21,637

1社 当た り

回線数平均
10.0 40.0 6.0 16.0 30.3 35.8 11.7 13.9 9.3 33.2 43.5

1-3-6表

全産業 ・公衆通信回線および

私設回線使用現況と5年 後予

定

回 線 種 別 公 衆 通 信 回 線 私

設

回

線

回公

鴫
実 信

社2
数 の

電

話

型

電

信

型

計

現 在

記 入 社 数 391 369 51 124

合 計 回 線 数 9,792 560 10,352 3,632

1社当たり回線数平均 26.5 1LO 26.5 29.3

5年 後

記 入 社 轍 267 252 29 71

合 計 回 線 数 10,147 369 10,516 2,064

1杜当たリ回線数平均 40.3 12.7 39.4 29.1
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1-3-7表 業種別 ・通信回線数 ・特定回線 ・帯域品目5年 後予定/オ ンライン

(各業種ごとに,上 段;記 入社数,中 段;合 計回線数,下 段;1社 当たり平均回線数)

特 定 通 信 回 線
回線種別

実特 帯 減 品 目

同定 実帯 D D D D D D 1 1 J

答回 回域 1 1
S

5 7 9 13 1 3 1

社線 答品
計

業 種 社目
数の 数の

1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0

第 一 次 産 業 計 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1

1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.0

203 180 155 10 2 4 10 5 25 4 6

第 二 次 産 業 計 3,863 66 20 16 59 13 88 6 32 4,163
24.9 6.6 10.0 4.0 5.9 2.6 3.5 1.5 5.3 23.1

277 229 170 23 12 26 16 14 19 4 2

第 三 次 産 業 計 8,445 317 512 1,724 509 397 58 9 2 11,973
49.7 13.8 42.7 66.3 31.8 28.4 3.1 2.3 1.0 52.3

16 13 10 2 0 1 1 3 0 0 0

公 務 計 170 10 0 1 1 33 0 0 0 215

17.0 5.0 0.0 1.0 1.0 11.0 0.0 0.0 0.0 16.5

497 423 336 35 14 31 27 22 44 8 8

全 産 業 計 12,479 393 532 1,741 569 443 146 15 34 16,352

37.1 11.2 38.0 56.2 21.1 20.1 3.3 1.9 4.3 38.7

17 15 12 0 0 0 1 0 2 2 0

建 設 業 73 0 0 0 1 0 3 4 0 81
6.1 0.0 0.0 0.0 1.0 0.0 1.5 2.0 0.0 5.4

15 14 13 1 0 0 1 0 0 0 0

食 品 製 造 業 143 10 0 0 20 0 0 0 0 173

11.0 10.0 0.0 0.0 20.0 0.0 0.0 0.0 0.0 12.4

16 15 15 0 0 0 0 0 4 0 0

繊 維 工 業 195 0 0 0 0 0 7 0 0 202
13.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.8 0.0 0.0 13.5

24 22 20 2 0 1 0 1 5 0 0

化 学 工 業 285 3 0 2 0 2 8 0 0 300

14.3 1.5 0.0 2.0 0.0 2.0 L6 0.0 0.0
ぺ13
.6

主
5 5 2 1 0 0 2 0 1 0 2

鉄 鋼 業 202 11 0 0 14 0 5 0 3 235
101.0 11.0 0.0 0.0 7.0 0.0 5.0 0.0 1.5 47.0

電 気 機 械 器 具
製 造 業

32 28 26
2,156

82.9

2
31

15.5

1
5

5.0

0
0

0.0

1
15

15.0

2
2

1.0

6
50

8.3

0
0

0.0

3
28

9.3

2,287

81.7
な
輸送用機械器具
製 造 業

15 13 12

162

13.5

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0
0.0

1

2
2.0

0

0

0.0

3
7

2.3

1
1

1.0

1
1

1.0

173

13.3

60 51 36 5 1 4 2 4 6 2 2

卸 業 ・ 商 社 319 35 2 11 5 308 11 3 2 696

8.9 7.0 2.0 2.8 2.5 77.0 1.8 1.5 1.0 13.6
業

25 21 16 1 0 1 3 3 1 0 0

小 売 業 206 7 0 4 11 13 3 0 0 244

12.9 7.0 0.0 4.0 3.7 4.3 3.0 0.0 0.0 11.6

94 80 59 8 9 18 7 5 2 1 0

金 融 業 4,579 144 497 1,700 480 68 8 3 0 7,479

77.6 18.0 55.2 94.4 68.6 13.6 4.0 3.0 0.0 93.5
種

17 15 15 2 0 0 0 0 3 1 0

運輸 ・通信 ・倉庫 業 LO21 65 0 0 0 0 15 3 0 1,104

68.1 32.5 0.0 0.0 0.0 0.0 5.0 3.0 0.0 73.6

4 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0

電 ガ ・ガ ス事 業 15 0 0 0 0 0 0 0 0 15
7.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 7.5

広 告 ・調 査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 業

2 2 0
0

0.0

1
1

1.0,

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

1
1

1.0

0
0

0.0

0

0
0.0

2
1.0

情 報 処理 サ ー ビス ・

ソ フ ト ウ ェ ア 業

24 19 16

542
33.9

2

20
10.0

0

0
0.0

0

0

0.0

0

0
0.0

2

8
4.0

2

3
1.5

0
0

0.0

0
0

0.0

573

30.2

67



1編1部 コンピュー タ実動状況

1-3-8表 業種別 ・通信回線数 ・特定通信回線 ・符号品目5年 後予定/オ ンライン

(各業種ごとに,上 段;記 入社数,中 段;合 計回線数,下 段;1社 当たり平均回線数)'

特 定 通 信 回 線
回線種別

符 号 品 目 合特

実符 五 一 二 三 一 二 四 九 四
定
通

回号

答品

○ ○○ ○○ ○
○ 三
〇
口
○

、ミ

○
芙
○

八
K
計

信
回

社日 ○ ○ ○ ○ 線
業 種 数の b/s b/s b/s b/s b/s b/s b/s b/s b/s 計 の

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

第 一 次 産 業 計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.0

55 0 0 1 0 6 18 28 28 6 203
第 二 次 産 業 計 0 0 2 0 123 196 222 372 71 986 5,149

0.0 0.0 2.0 0.0 20.5 10.9 7.9 13.3 11.8 17.9 25.4

100 1 1 1 2 24 51 32 35 5 277
第 三 次 産 業 計 10 40 10 32 787 2,283 483 523 31 4,199 16,172

10.0 40.0 10.0 16.0 32.8 44.8 15.1 14.9 6.2 42.0 58.4

4 0 0 0 0 0 2 1 3 0 16

公 務 計 0 0 0 0 0 66 11 23 0 100 315
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 33.0 11.0 7.7 0.0 25.0 19.7

159 1 1 2 2 30 71 61 66 11 497
全 産 業 計 10 40 12 32 910 2,545 716 918 102 5,285 21,637

10.0 40.0 6.0 16.0 30.3 35.8 11.7 13.9 9.3 33.2 43.5

5 0 0 0 0 0 1 0 4 1 17
建 設 業 0 0 0 0 0 8 0 16 2 26 107

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 8.0 0.0 4.0 2.0 5.2 6.3

2 0 0 0 0 0 1 1 0 0 15

食 品 製 造 業 0 0 0 0 0 3 8 0 0 11 184
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 3.0 8.0 0.0 0.0 5.5 12.3

6 0 0 0 0 1 2 5 4 0 16

繊 維 工 業 0 0 0 0 5 12 28 18 0 63 265
0.0 0.0 0.0 0.0 5.0 6.0 5.6 4.5 0.0 10.5 16.6

3 0 0 0 0 0 1 3 2 0 24
化 学 工 業 0 0 0 0 0 2 9 4 0 15 315

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.0 3.0 2.0 0.0 5.0 13.1
主

2 0 0 0 0 0 1 1 1 1 5
鉄 鋼 業 0 0 0 0 0 25 23 8 5 61 296

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0 23.0 8.0 5.0 30.5 59.2

な

電 気 機 械 器 具
製 造 業

8 0

0

0.0

0
0

0.0

8
0.0

8
0.0

2
101

50.5

3
53

17.7

3
53

17.7

11;
22.4

5;
50.0

369

46.1

32
2,656

83.0

輸 送用機械器具
製 造 業

7 0

0
0.0
⑪
0.0

0

。.1

0

0
0.0
11
10.0

3

28

9.3

4

49

12.3

3

185

61.7

1

2

2.0

274

39.1

15
447

29.8

14 0 0 1 0 0 4 6 8 2 60

卸 業 ・ 商 社 0 0 10 0 0 22 23 37 15 107 803
0.0 0.0 10.0 0.0 0.0 5.5 3.8 4.6 7.5 7.6 13.4

業 11 0 0 0 2 1 4 6 2 0 25
小 売 業 0 0 0 32 10 117 32 10 0 201 445

0.0 0.0 0.0 16.0 10.0 29.3 5.3 5.0 0.0 18.3 17.8

39 1 0 0 0 14 31 6 7 2 94
金 融 業 10 0 0 0 493 1,874 100 355 15 2,847 10,326

種
10.0 0.0 0.0 0.0 35.2 60.5 16.7 50.7 7.5 73.0 109.9

4 0 1 0 0 0 1 1 3 0 17

運輸 ・通 信 ・倉庫 業 0 40 0 0 0 9 2 12 0 63 1,167
0.0 40.0 0.0 0.0 0.0 9.0 2.0 4.0 0.0 15.8 68.6

2 0 0 0 0 0 2 2 1 0 4
電 力 ・ガ ス 事 業 0 0 0 0 0 21 14 5 0 40 55

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 10.5 7.0 5.0 0.0 20.0 13.8

広 告 ・調 査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 業

1 0
0

0.0

0

0
0.0

0

。.1

0

。.8

0

。.1
8
0.0

0

。.8

1

20
20.0

0

0
0.0

20
20.0

2

22
11.0

情報 処理 サ ー ビス ・
ソ フ ト ウ ェ ア 業

11 0

。.6

0
0

0.0

⑪
0.0

0
0
0.0
16i
32.2

111
29.5

7

261

37.3

7

68

9.7

0
0

0.0

608

55.3

24
L181

49.2

68



3章 オ ンライン化調査

1-3-9表

業種別 ・通信回線数 ・公衆通

信回線 ・私設回線5年 後予定

/オ ンライン

(各業種ごとに,上 段;記 入

社数,中 段;合 計回線数,下

段;1社 当たり平均回線数)

公 衆 通 信 回 線 私
回線種別

実公 電 電

同衆
設

通
答信 話 信 計 回

螺
業 種 数の 型 型 線

3 3 0 0

第 一 次 産 業 計 19 0 19 0

6.3 0.0 6.3 0.0

145 134 15 38

第 二 次 産 業 計 3,908 162 4,070 618
29.2 10.8 28.1 16.3

115 111 14 29

第 三 次 産 業 計 6,092 207 6,299 1,394
54.9 14.8 54.8 48.1

4 4 0 4

公 務 計 128 0 128 52

32.0 0.0 32.0 13.0

267 252 29 71

全 産 業 計 10,147 369 10,516 2,064

' 40.3 12.7 39.4 29.1

14 13 2 2

建 設 業 117 6 123 22
9.0 3.0 8.8 11.0

13 13 0 3

食 品 製 造 業 848 0 848 14

65.2 0.0 65.2 4.7

10 10 0 3

繊 維 工 業 88 0 88 71

8.8 0.0 8.8 23.7

20 18 3 8

化 学 工 業 112 60 172 59

6.2 20.0 8.6 7.4
主

5 4 1 2

鉄 鋼 業 23 2 25 25
5.8 2.0 5.0 12.5

電 気 機 械 器 具
製 造 業

19 18
1,829
101.6

1
9
9.0

1,838
96.7

4
88
22.0

な

輸 送 用 機械器 具
製 造 業

9 9
89
9.9

1
10
10.0

99

11.0

3
95
31.7

36 35 3 2

卸 業 ・ 商 社 613 42 655 6
17.5 14.0 18.2 3.0

業
17 17 0 1

小 売 業 2,366 0 2,366 4

139.2 0.0 139.2 4.0
23 22 4 9

金 融 業 1,894 131 2,025 72

86.1 32.8 88.0 8.0
種 11 9 3 3

運輸 ・通信 ・倉庫業 86 16 102 53
9.6 5.3 9.3 17.7

0 0 0 3

電 力 ・ガ ス 事 業 0 0 0 400
0.0 0.0 0.0 133.3

広 告 ・調査 ・情 報

提 供 サ ー ビス 業

1
51
50.0

0

0

0.0、

50
50.0

0
0
0.0

情 報 処 理 サ ー ビス ・

ソ フ ト ウ ェ ア 業

11 11
268
24.4

2
2
1.0

270

24.5

3
72

24.0

69



1編1部 コンピュー タ実動状況

1-3-10表 業種別 ・通信回線数 ・DDX・ 回線交換5年 後予定/オ ンライン

(各業種ごとに,'上 段:記 入社数,中 段;合 計回線数,下 段:1社 当たり平均回線数)

DDX

速度クラス
実D CS

回 実C 二 三 一 二 四 九 四 C

業 種

答D

社

回S

答 の

社 み

○○ ○
○ 三
〇〇
口
○
○

,{

○
○

芙
○
○

八
K

S

合

数X 数 の b/s b/s b/s b/s b/s b/s b/s 計
0 0 0 0 0 0 0 0 0

第 一 次 産 業 計 0 0 0 0 0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

94 43 0 1 2 13 12 20 7
第 二 次 産 業 計 0 3 6 234 238 324 66 871

0.0 3.0 3.0 18.0 19.8 16.2 9.4 20.3
82 62 0 3 10 15 15 39 8

第 三 次 産 業 計 0 111 220 144 233 479 23 1,210
0.0 37.0 22.0 9.6 15.5 12.3 2.9 19.5

1 1 0 0 0 1 1 1 0
公 務 計 0 0 0 5 8 4 0 17

0.0 0.0 0.0 5.0 8.0 4.0 0.0 17.0
177 106 0 4 12 29 28 60 15

全 産 業 計 0 114 226 383 479 807 89 2,098
0.0 28.5 18.8 13.2 17.1 13.5 5.9 19.8

6 4 0 0 1 1 1 0 1
建 設 業 0 0 5 41 7 0 2 55

0.0 0.0 5.0 41.0 7:0 0.0 2.0 13.8
4 2 0 0 0 1 0 1 0

食 品 製 造 業 0 0 0 6 0 10 0 16
0.0 0.0 0.0 6.0 0.0 10.0 0.0 8.0

3 3 0 0 0 0 2 1 0
繊 維 工 業 0 0 0 0 12 5 0 17

0.0 0.0 0.0 0.0 6.0 5.0 0.0 5.7
22 8 0 1 0 2 4 4 2

化 学 工 業 0 3 0 6 12 13 7 41

主
0.0 3.0 0.0 3.0 3.0 3.3 3.5 5.1

4 3 0 0 0 2 0 0 1
鉄 鋼 業 0 0 0 51 0 0 2 53

0.0 0.0 0.0 25.5 0.0 0.0 2.0 17.7

な

電 気 機 械 器 具
製 造 業

14 6 0

0
0.0
8
0.0

0

。.1

2
102

51.0

3
204

68.0

5

232
46.4

1

50

50.0

588

98.0

輸送用機械器具
製 造 業

5 2 0

0
0.0

0

0
0.0

0
0
0.0

2
15
7.5

0
0

0.0

0
0

0.0

8
0.0

15
7.5

22 18 0 1 2 4 5 10 3
卸 業 ・ 商 社 0 1 12 17 21 151 3 205

業
0.0 1ダ0 6.0 4.3 4.2 15.1 1.0 11.4

小 売 業
5 4 0

0
0.
0

0
0 11 ; {

0

0 23
0.0 0.0 0.0' 5.7 5.0 1.0 0.0 5.8

22 21 0 0 5 4 7 14 2
金 融 業 0 0 175 66 157 245 8 648

0.0 0.0 34.4 16.5 22.4 17.5 4.0 30.9種
6 3 0 0 0 2 0 1 0

運輸 ・通 信 ・倉庫 業 0 0 0 5 0 5 0 10
0.0 0.0 0.0 2.5 0.0 5.0 0.0 3.3

0 0 0 0 0 0 0 0 0
電 力 ・ ガ ス 事 業 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

広告 ・調 査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 業

1 0
8
0.0

8
0.0

0

0
0.0

0

0
0.0

0

0

0.0

6
0.0

0
0

0.0

0

0.0

情 報処 理 サ ー ビス ・
ソ フ ト ウ ェ ア 業

8 6 0

0
0.0
11
10.0

2;
20.0

8
0.0

4;
40.0

1§
3.6

2

11
5.5

99

16.5

70

4



3章 オンライ ン化調査

1_3-11表 業 種 別 ・通 信 回 線数 ・DDX・ パ ケ ッ ト交 換5年 後 予 定/オ ンラ イ ン

(各業 種 ご とに,上 段;記 入社 数,中 段;合 計 回線数 下段;1社 当 た り平均 回線数)

DDX

速 度 ク ラス
PS D

実P 二 三 一 二 四 九 四 P D

回S

答 の

○
○
○
○ 三
〇
匝
○

,{

○
;
○

八
K S

△

X

A
社 み ○ ○ ○ ○ 口 口

業 種 数 の b/s b/s b/s b/s b/s b/s b/s 計 計

0
L

O 0 0 0 0 0 0 0

第 一 次 産 業 計 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

76 1 0 1 16 35 43 18 94

第 二 次 産 業 計 10 0 5 293 545 881 76 L810 2,681
10.0 0.0 5.0 18.3 15.6 20.5 4.2 23.8 28.5

44 0 0 2 10 11 30 6 82

第 三 次 産 業 計 0 0 25 547 85 632 11 L300 2,510

0.0 0.0 12.5 54.7 7.7 21.1 1.8 29.5 30.6

0 0 0 0 0 0 0 0 1

公 務 計 0 0 0 0 0 0 0 0 17

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 17.0

120 1 0 3 26 46 73 24 177

全 産 業 計 10 0 30 840 630 1,513 87 3,110 5,208

10.0 0.0 10.0 32.3 13.7 20.7 3.6 25.9 29.4

4 0 0 1 0 0 3 0 6

建 設 業 0 0 5 0 0 28 0 33 88

0.0 0.0 5.0 0.0 0.0 9.3 0.0 8.3 14.7

3 0 0 0 1 2 2 1 4

食 品 製 造 業 0 0 0 50 26 10 2 88 104

0.0 0.0 0.0 50.0 13.0 5.0 2.0 29.3 26.0

2 0 0 0 1 1 1 0 3

繊 維 工 業 0 0 0 2 5 5 0 12 29

0.0 0.0 0.0 2.0 5.0 5.0 0.0 6.0 9.7

17 0 0 0 6 7 9 1 22

化 学 工 業 0 0 0 47 88 169 1 305 346

0.0 0.0 0.0 7.8 12.6 18.8 1.0 17.9 15.7
主 3 0 0 0 1 3 2 2 4

鉄 鋼 業 0 0 0 31 56 51 12 150 203

0.0 0.0 0.0 31.0 18.7 25.5 6.0 50.0 50.8

電 気 機 械 器 具
製 造 業

12 0

0

0.0

0

0

0.0

0
0

0.0

2

15
7.5

5
166

33.2

9
359

39.9

4
23

5.8

563

46.9

14
1,151

82.2
な
輸 送 用 機械 器 具

製 造 業

5 0
0

0.0

0
0

0.0

0
0

0.0

1

10
10.0

2
6
3.0

2

10
5.0

1

1
1.0

27
5.4

5
42
8.4

13 0 0 0 2 3 10 2
"

22

卸 業 ・ 商 社 0 0 0 25 10 374 3 412 617

業
0.0 0.0 0.0 12.5 3.3 37.4 1.5 31.7 28.0

2 0 0 0 0 0 2 0 5

小 売 業 0 0 0 0 0 8 0 8 31

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 4.0 0.0 4.0 6.2

10 0 0 2 3 4 5 0 22

金 融 業 0 0 25 75 24 144 0 268 916

0.0 0.0 12.5 25.0 6.0 28.8 0.0 26.8 41.6
種

4 0 0 0 1 1 2 0 6

運輸 ・通 信 ・倉 庫 業 0 0 0 1 1 12 0 14 24

0.0 0.0 0.0 1.0 1.0 6.0 0.0 3.5 4.0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

電 力 ・ガ ス 事 業 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

広 告 ・調 査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 業

1 0

0

0.0

0

0
0.0

0

0

0・.0

0
0

0.0

0
0

0.0

1
25

25.0

1
1

1.0

26

26.0

1
26

26.0

情報 処 理サ ー ビス ・

ソ フ ト ウ ェ ア 業

4 0
0

0.0

0
0

0.0

0

0

0.0

0

0

0.0

0

0

0.0

4

20
5.0

0

0
0.0

20
5.0

8

119
14.9

71



1編1部 コン ピュー タ実動状況

1-3-12表 業種 別 ・国際 通 信 回線5年 後 使 用 予定
(各 楽 毛∬ご とに,」 二唇生:祖 三歎,一 ド段:%)

回線種別 回 特定通信回線 公衆通信回線 デ オ 1 V 延

答
1 C E べ

音 電 音 電 1 ト A N
実 メ S u

回

声 信 声 信 テ ツ S 答
社

ク 社
業 種 数 級 級 級 級 ル ス 数

第 一 次 産 業 計
0 0 0 0 0 0 0 0 一 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

第 二 次 産 業 計
69 91 11 34 31 2 3 24 一 114

100.0 13.0 15.9 49.3 44.9 2.9 4.3 34.8 165.2

第 三 次 産 業 計
46 17 18 19 14 2 1 16 一 87

100.0 37.0 39.1 41.3 30.4 4.3 2.2 34.8 189.1

公 務 計
2 0 1 1 0 0 0 0 一 2

100.0 0.0 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

全 産 業 計
117 26 30 54 45 4 4 40 一 203

100.0 22.2 25.6 46.2 38.5 3.4 3.4 34.2 173.5

建 設 業
3 0 0 2 1 0 0 0 『 3

100.0 0.0 0.0 66.7 33.3 0.0 0.0 0.0 100.0

食 品 製 造 業
4 0 1 1 1 0 0 1 一 4

100.0 0.0 25.0 25.0 25.0 0.0 0.0 25.0 100.0

繊 維 工 業
3 0 0 1 2 0 0 1 一 4

100.0 0.0 0.0 33.3 66.7 .0.0 0.0 33.3 133.3

化 学 工 業
12 0 0 5 6 0 0 4 一 15

100.0 0.0 0.0 41.7 50.0 0.0 0.0 33.3 125.0
、

王
鉄 鋼 業

3 1 1 2 2 1 1 1 一 9

100.0 33.3 33.3 66.7 66.7 33.3 33.3 33.3 300.0

電 気 機 械 器 具 14 4 3 8 6 1 2 1 32一
製 造 業 100.0 28.6 21.4 57.1 42.9 7.1 14.3 57.1 228.6

な
輸 送 用 機 械 器 具 6 1 0 2 0 0 0 4 7

製 造 業 100.0 16.7 0.0 33.3 0.0 0.0 0.0 66.7
一

116.7

卸 業 ・ 商 社
14 5 7 6 8 1 0 8 一 33

業
100.0 35.7 50.0 42.9 57.1 7.1 0.0 42.9 235.7

小 売 業
0 0 0 0 0 0 0 0 一 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

金 融 業
12 6 6 4 4 1 0 3 一 24

種 100.0 50.0 50.0 33.3 33.3 8.3 0.0 25.0 200.0

運 輸 ・通 信 ・倉庫 業
4 2 1 3 0 0 1 2 一 9

100.0 50.0 25.0 75.0 0.0 0.0 25.0 50.0 225.0

電 力 ・ガ ス事 業
1 0 0 1 0 0 0 0 一 1

100.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

広 告 ・調 査 ・情 報 0 0 0 0 0 0 0 0 o一
提 供 サ ー ビス 業 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

情 報処 理 サ ー ビス ・ 7 3 2 1 1 0 0 4 11一
ソ フ ト ウ ェ ア 業 100.0 42.9 28.6 14.3 14.3 0.0 0.0 57.1 157.1
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1-3-13表 全産業 ・国際回線使用現況と5年 後の予定

サ ー ビス種 別 回

答

実

社

数

特定通信回線 公衆通信回線 デ

|

テ

ル

オ

|

ト

ζ
ク
ス

I

C

A

S

V

E

N

u

S

延
べ

回

答

社

数

音

声

級

電

信

級

電

話

電

信

現 在
社 数 107 17 33 51 49 3 2 6 161

% 100.0 15.9 30.8 47.7 45.8 2.8 1.9 5.6 150.5

5年 後

社 数 117 26. 30 54 45 4 4 40 203

% 100.0 22.2 25.6 46.2 38.5 3.4 3.4 34.2 173.5

1-3-14表 セ ン ターCPUの 所在(現 在)

調査年度

回 答 実 数

オ ン ラ イ ン 化 社

端末機が自社の

CPUに 接続す'
るシステム

端末機が他社の

CPUに 接続す
るシステム

端末機が電電公

社のCPUに 接
続するシステム

延 べ 合 計

1983 780(100,0%) 98.2 10.8 5.4 114.4

1982 711(100.0%) 98.5 9.4 5.1 ll2.9

1981 595(100.0%) 98.2 10.8 5.0 113.9

1980 617(100.0%) 97.1 10.4 6.5 113.9

1979 541(100.0%) 97.2 10.7 3.9 111.8

5.セ ン ターCPUと 端 末機 の設 置 ・接

続関係

わが国のオンライン化方式 を,機 器の設

置 ・接続関係によって分類すれば,次 の3方

式に分かれる。

① 自社設置のCPUと 自社設置の端末機

を回線で接続 してオンライン処理 を行う場

合

② 他社(親 会社,子 会社,共 同センター,

民間計算センターを含む)設 置のCPUと

自社設置の端末機 を回線で接続 してオンラ

イン処理を行う場合

③ 電電公社設置のCPUと 自社設置の端

末機を回線で接続 してオンライン処理を行

う場合

〈注〉 設置には,買い取り,レ ンタルまたはリー

ス使用を含む。

なお①,②,③ の各ケースはある1事 業体

で重複 して採用 されることがあるか ら,オ ン

ライン化方式の可能な組み合わせば7種 類と

なる。

基本的な3方 式(他 の方式の重複使用の有

無を問わないとき)の 採用状態 をみると,全

産 業 平 均 で上 記 ① 方 式 が98.2%(前 年

98.5%),② 方式 が10.8%(前 年9.4%),③

方式が5.4%(前 年5.1%)と なっている。

センターCPUの 所在のここ5年 間の推移

を1-3-14表 に示す。
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田 接続 する他のセン ター(自 社,公 社以外)

の種別

全 産業 平均 で 自社 の端 末 を接続 す るセ ン

ター種 別 は,現 在 で は子 会社(38.2%),同

業 共 同 セ ンター(15.4%),親 会社(14.0%),

独 立 営業 セ ンター(13.0%)の 順 で あるが,

5年 後 には子会 社(44.1%),同 業 共 同 セ ン

ター(22.1%),系 列 共 同セ ンター(20.0%),

独 立 営業 セ ンター(18.8%),親 会 社(14.7%)

に な る と 予 想 さ れ て い る。 ま た そ の 他

(25。0%)で は,"顧 客""得 意 先"等 の商取

引関係 に重点 を置 い た異業種事業体 がのぼっ

ている(1-3-15表)。

6.端 末機の利用現況と5年 後の利用予

定

CPU)と に分類 し,現 在の利用台数と5年

後の利用予定台数を調査 した。なおノンイン

テリジェン ト端末とインテリジェン ト端末と

に分けて調査 している。

全産業の全CPUに 対する全端末機利用状

況の現在と5年 後の利用予定を比較すると,

総台数において1社 当たり183台から287台 と

増加する。それに加えてその質が向上するこ

ともいうまでもない。

端末機合計台数でみて,ノ ンインテリジェ

ン ト端末とインテリジェント端末の比は,現

在58:42で ある。5年 後にこの比は48:52と

インテリジェン ト端末の割合が多くなると予

想される。前年度調査では54:46で あったが,

今年度調査の結果から,イ ンテリジェン ト化

の傾向を示している(1-3-16表)。

各種の端末機を,自 社のCPUに 接続する

もの,他 社のCPUに 接続するもの,電 電公

社 のCPUに 接続 するもの,そ の合 計(全

7.音 響カプラの使用現況と将来

わが国における音響 力、プラの使用現況につ

1-3-15表 接 続 す る他 の セ ン ター(自 社,公 社 以 外)の 細 分 類
(多重回答)

調査年度

・

親

会

社

子

会

社

系

列
共
同

㌻
タ

1

同
業
共
同

㌻
タ

1

独
立
営
業

㌻
タ

1

そ

の

他

延

べ

合

計

回

答

実

数

1983
現 在%

5年 後%

14.0

14.7

38.2

44.1

11.3

20.0

15.4

22.1

13.0

18.8

22.5

25.0

1143

144.7

293(100.0%)

340(100.0%)

1982
現 在%
5年後%

15.6

17.9

30.2

42.6

10.7

173

17.9

20.5

18.3

18.6

23.3

23.7

116.0

140.7

262(100.0%)

312(100.0%)

1981
現 在%
5年後%

14.3

17.1

33.0

42.2

8.5

16.7

13.8

16.3

18.3

17.5

28.1

25.5

116.1

135.5

224(100.0%)

251(100.0%)

1980
現 在%

5年 後%

15.7

12.4

30.4

40.1

10.3

14.0

14.7

19.0

16.2

14.9

27.9

22.3

115.2

122.7

204(100.0%)

242(100.0%)

1979
現 在%

5年 後%

13.9

13.3

33.7

44.9

8.0

13.3

15.0

21.4

15.5

11.2

32.1

29.6

118.2

133.7

187(100.0%)
196(100.0%)
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いては,他 に資料がないので,本 調査がたぶ

ん唯一の調査であろうと思 われる。827社 の

オ ンライン回答社中,現 在では247社 がカプ

ラを使用中であり,5分 の4(81。8%)の 社

は10台未満を使用するにすぎない。5年 後に

は回答社が327社 と増 し(将 来 に関する予想

を尋ねるアンケー ト回答数のほうが現状回答

社よりも多いのは珍 しい例で,カ プラに対す

る回答者の真剣な注目度が うかがわれる),

10台未満の社数は半数以下にまで減 り,多 台

数使用へとシフ トしている(1-3-17表)。

また,現 状回答247社 の保有 カプラは合計

4,535台 で300b/s以 下が多いが,5年 後には

327回 答 社 合計12,885台 と 増 し,し か も1,200

b/s超 へ と高速度機 のほ うへと シフ トして い

る(全 産業 は1-3-18表 に,業 種別 は1-

3-19表 と1-3-20表 に示す)。

8.CPUと ファイルの構成方 式

CPU構 成 は72.6%がSimplex方 式 で あ り,

マ スター ・フ ァイルのア クセス方式 と しては

Random方 式 が68.5%で 最 も多 い。

ま た伝送方式 と して は半二重式 が68.0%と

多 く,通 信制御方式 は80.4%が ポ ー リング方

式 である。

1-3-16表 端 末 機 の イ ンテ リジ ェ ン ト化

機 種

実

回

答

社

数

リK

猪
倉鼻

詰
zテ

プC
R
T
そ
のレ
他
の

言
イ ス

金

融

機

関

用

端

末

パ 紙

テ

|

プ

ン'

リ

1

ダ

チ/

ス キ

ク!
(ツ
カ1

セ テ

ツ1

トプ

皇/
雷
)

イ 出
ンカ
プ専
リ用
ンプ

タ リ
も ン
含 タ
む()ラ

P

O

S

端

末

予

約

用

特

殊

端

末

漢

字

端

末

F

A

X

端

末

複
合

端
末

制
御

装

置

そ

の

他

合

計

構

成

比

%

現

在

ンテ ノ

トリ ン

ジ イ
エン

記 入 社 数 615 a)6 494 66 67 誕 ぷ 15 4 86 5 43 76

業 種 毎 合計 台 数 8,667 31,146 19,194 611 424 12,670 1,666 1,389 1,791 91 2,112 2,377 毘.141 57.5

機種毎1社 当平均台数 42.1 63.0 290.8 9.1 125 37.9
'

111.1 347.3 田9 18.2 49」 31.3 133.6

ジ イ
エ ン

ン テ

ト リ

記 入 社 数 470 108 256 98 12 31 69 14 4 " 0 89 39

業 種 毎 合 計 台 数 7,262 10,061 22,762, 田 1,419 5,985 1,637 4,281 984 0 3,251 3,044 60,714 42.5

機種毎1社 当平均台数 67.2 憩.3 2323 23 45.8 86.7 116.9 1.0733 Z2.4 0.0 36.5 78.1 129.2

計

記 入 社 数 780 285 628 139 79 61 鰯 η 6 122 5 127 109

業 種 毎 合 計 台数 15925 41,2〔 η 41,956 ⑰ 1,843 18,655 3,303 5,670 2,778 91 5,363 5,421 142,855 1000

機種毎1社 当平均台数 55.9 65.6 30L8 8.1 36.2 48.7 1223 945.0 2.8 182 422 49.7 183.1

5

年

後

ン テ ノ

トリン

ジ イ
エン

記 入 社 数 403 104 細 38 17 18 201 15 4 77 22 ⑳ 38

業 種 毎 合 計 台数 8,388 33,882 14,980 251 364 11,515 1,965 1,784 3,260 4痴 3,301 1,655 81,780 48.2

機種毎1社 当平均台数 80.7 110.2 3挺.2 14.8 a).2 57.3 131.0 446.0 42.3 2.0 113.8 43.6 202.9

ジ イ
エ ン

ン テ

ト リ

記 入 社 数 451 86 274 鋼 8 30 84 お 4 94 19 85 35

業 種 毎 合 計 台数 6,649 21,007 23之37 52 1,509 5,978 5,841 2,340 9,729 田7 5,201 1,996 87.8缶 51.8

機種毎1社 当平均台数 77.3 76.7 刎7.2 6.5 50.3 118.8 宏3.6 5路.0 103.5 15.1 61.2 57.0 1t㎏.7

計

記 入 社 数 590 165 458 115 ゐ 45 祝 認 6 155 41 109 70

業 種 毎 合 計台 数 15ρ訂 84,839 38,217 3)3 1,873 21,493 7,掻)6 4,124 12田9 772 8,502 3,651 169,606 100

機種毎1社 当平均台数 91.1 119.7 332.3 12.1 41.6 80.2 a)5.4 687.3 83.8 18.8 78.0 5a2 287.5

〈注〉 平均 台数は個別平均,分 母 は各機種 ご との記入数
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1-3-17表

全産業 ・速度別 ・音響カプ

ラ使用現況と5年 後の予定

使用台数範囲

,

愛別

δ

台

未

満

δ
|

三
〇
台

三
〇

|

五
〇
台

五
〇

⊥
○
○
台

δ
O

台

以

上

計

使

用

現

況

300b/s以 下
社 数 100 12 3 1 6 122

% 82.0 9.8 2.5 0.8 4.9 100.0

300-1,200b/s
社 数 68 4 1 3 5 81

% 84.0 4.9 1.2 3.7 6.2 100.0

1,200b/s超
社 数 34 6 0 3 1 44

% 77.3 13.6 0.0 6.8 2.3 100.0

計

社 数 202 22 4 7 12 247

% 81.8 8.9 1.6 2.8 4.9 100.0

実社数 153 21 4 6 9

5

年

後

予

定

300b/s以 下
社 数 56 16 8 10 13 103

% 54.4 15.5 7.8 9.7 12.6 100.0

300-1,200b/s
社 数 50 38 25 14 12 139

% 36.0 27.3 18.0 10.1 8.6 100.0

1,200b/s超
社 数 33 28 7 10 7 85

・% 38.8 32.9 8.2 11.8 8.2 100.0

計

社 数 139 82 40 34 32 327

% 42.5 25.1 12.2 10.4 9.8 100.0

実社数 110 71 38 31 29

1-3-18表

全産業 ・速度別 ・音響カプラ

現有台数および5年 後保有台

数各推定

速 度 別 三

〇

〇

b/s－

以

下

三
〇_
○ ご

v_○

○
ぴ

「

二

〇
〇
b/s
超

合

計

実

社

数

荘

差
り
平
均
台
数

現 有 台 数 推 定
台 数 2,135 1,685 715 4,535 一 一

% 47.1 37.2 15.8 100.0 一 一

.

5年 後保有台数推定
台 数 4,270 5,460 3,155 12,885 一 一

% 33.1 42.4 24.5 100.0 一 一

9.ト ランザクション量

① 全 産業平均 で トランザ クシ ョンの平均

字数 は430.4字 で あ り,平 均1日 の トラ ン

ザ クシ ョン数 は4万3千,ピ ーク時の1日

トラ ンザ クション数 は7万5千 である(1

-3-21表)
。

5年 後 の平均 トラ ンザ クシ ョンの増大予

想 につ いて は,不 明回答 を除 き 「5倍 以上」

を6倍 として平均 をと ると,全 産業平均 で

は2.6倍 に なると予想 されている。

②1976年 度 調査 か ら,字 長,ト ラ ンザ ク

ション数,両 者 の積 の トランザ クシ ョン量

に関 し,お のおの分 布状態 も算 出 した。

字 長 で は,64字 未 満11.0%,64～128字

20.2%,128～256字25.4%と な ってい て,比

較的短 い手長の この3種 だ けで合計56.6%と
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1-3-19表

業種 別 ・速 度 別 ・音 響 カ プ

ラ合 計 現有 台 数 推定.

(各 業種 ご とに,上 段;台 数,

下 段;%)

速 度 別

業 種

三
〇
〇

ヅ
S

以

下

三
〇_

○'
～ 二

〇

〇

ヅ
S

二

二
〇
〇

タ
S

超

合

計

第 一 次 産 業 計
0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

第 二 次 産 業 計
800

41.9

710

37.2

400

20.9

1,910

100.0

第 三 次 産 業 計
L320

50.9

970

37.4

305

11.8

2,595

100.0

公 務 計
15

50.0

5

16.7

10

33.3

30

100.0

全 産 業 計
2,135

47.1

1,685

37.2

715

15.8

4,535

100.0

主

な

業

種

建 設 業
5

12.5

25
62.5

10

25.0

40
100.0

食 品 製 造 業
265

96.4

5

1.8

5

1.8

275

100.0

繊 維 工 業
10

66.7

5
33.3

0

0.0

15
100.0

化 学 工 業
70

37.8

30

16.2

85

45.9

185

100.0

鉄 鋼 業
10

40.0

10

40.0
5

20.0
.25
100.0

電 気 機 械 器 具
製 造 業

320

29.8

500

46.5

255
23.7

1,075

100.0

輸 送 用機 械器 具
製 造 業

15

20.0

55

73.3

5

6.7

75

100.0

卸 業 ・ 商 社
55
47.8

25
21.7

35

30.4

115

100.0

小 売 業
35

29.2

80

66.7

5

4.2

120

100.0

金 融 業 45
11.4

265

67.1

85

21.5

395

100.0

運輸 ・通信 ・倉庫業
55
73.3

10

13.3

10

13.3

75

100.0

電 力 ・ガ ス 事 業
5

100.0

0

0.0

0

0.0

5

100.0

広 告 ・調査 ・情 報

提 供 サ ー ビス 業

5

16.7

5

16.7

20

66.7

30

100.0

情 報 処 理 サ ー ビス ・

ソ フ ト ウ ェ ア 業

80

36.4

40

18.2

100

45.5

220

100.0
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1-3-20表

業種別 ・速度別 ・音響カプ

ラ合計5年 後保有台数推定

(各業種ごとに,上 段;台 数

下段;%)

速 度 別

、

業 種

三
〇
〇

ハ
S

以

下

三

〇_
○ ・
～二

〇
〇

ヅ
S

二

二
〇
〇

ヅ
S

超

合

計

第 一 次 産 業 計 40

88.9
0

0.0

5

11.1

45

100.0

第 二 次 産 業 計 1,000

27.0

L630

43.9
LO80

29.1

3,710

100.0

.第 三 次 産 業 計
3,225
35.6

3,765

41.6

2,065

22.8
9,055

100.0

公 務 計 5

6.7
65
86.7

5

6.7

75

100.0

全 産 業 計
4,270

33.1
5,460

42.4

3,155

24.5
12,885

100.0

主
`

な

業

種

建 設 業 45

23.7

115

60.5
30

15.8

190

100.0

食 品 製 造 業
460

82.1

75

13.4

25

4.5
560

100.0

繊 維 工 業 10

3.4
65
22.0

220
74.6

295

100.0

化 学 工 業 65

、10.6

255

41.5

295

48.0
615
100.0

鉄 鋼 業 0

0.0

50

55.6
40

44.4

90

100.0

電 気 機 械 器 具
製 造 業

320

22.9

765

54.6

315

22.5
L400
100.0

輸 送 用機 械器 具
製 造 業

10
7.7

75

57.7

45

34.6

130

100.0

卸 業 ・ 商 社
125

12.6
465

46.7

405

40.7
995
100.0

小 売 業 450

69.2

170

26.2
30

4.6

650

100.0

金 融 業 1,875

40.7
1,735
37.6

1,000

21.7

4,610

100.0

運輸 ・通信 ・倉庫業 30
24.0

45

36.0

50

40.0

125

100.0

電 力 ・ガ ス 事 業
0

0.0

5

50.0
5

50.0

10

100.0

広 告.・ 調 査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 業

0

0.0
0

0.0

40

100.0
40

100.0

情 報処 理 サ ー ビス ・

ソ フ ト ウ ェ ア 業

250

24.4

530

51.7
245

23.9

1.,025

100.0

78



3章 オンライン化調 査

1-3-21表 トラ ンザ ク シ ョン平 均 字長,平 均 およ び最 繁忙 時 の1日 トラ ンザ ク シ ョン量

調査年度
平 均 字 数 平 均1日 トラ ンザ クシ ョン ピー ク時1日 トラ ンザ ク シ ョン

記入数 記入数 記入数

1983 629 430.4 648 42,958.8 636 75,321.7

1982 577 430.1 586 40,406.9 578 80,141.6

1981 508 339.7 519 41,253.4 516 77,174.7

1980 514 358.1 537 44,246.5 533 80,064.6

1979 451 330.6 472 40,844.3 468 67,405.3

な る。

1日 の トラ ンザ ク シ ョ ン数 で は,1日

3,000ト ラ ンザ ク シ ョン未満 が35.3%を 占 め

る。

1日 の トラ ンザ クシ ョン量 では,1日50万

字 未満が32.7%を 占め る。

10.フ ァク シミ リ ・電信設 備,利 用現状

と5年 後の予定

ファクシミリは,現 在最 も高い増加率を示

すコミュニケーション手段である。国内用で

は,全 産業平均で現在,1社 平均公衆回線利

用16.2台,専 用線利用21.7台 を使用 している

が,5年 後には,全 産業平均で1社 平均公衆

回線利用25.4台,専 用線利用42.5台 の使用の

ほか,デ ィジタル網による使用が45.7台 と予

想されている(1-3-22表)。

国際間ファクシミリについては,同 義に示

されているように,5年 後に公衆回線利用1

社平均10.4台,専 用回線利用で54.8台 が予想

されている。

備の使用率は高い。国内用では,全 産業平均

で現在,1社 平均加入網利用8.8台,専 用線

利用18.1台 を使用 しているが,5年 後には,

全産業平均で1社 平均加入網利用15.8台,専

用線利用20.2台 の使用のほか,デ ィジタル網

利用で8.0台が予想されている。

また,国 際電信設備については,全 産業平

均で現在,1社 平均加入網利用2.7台,専 用

線利用23.2台 を使用 しているが,5年 後には,

全産業平均で1社 平均加入網利用2.7台,専

用線利用36.9台 のほか,デ ィタル網利用で

4.8台の使用が予想されている。

12.ロ ー カ ル ・エ リ ア ・ネ ッ トワー ク

(LAN)の 利 用 意 識

11.電 信設備

コン ピュータ ・ユ ーザ ーにおいて も電信設

企業 内のオフ ィス ・オー トメーシ ョン(OA)

化 の一手段 と して,最 近,ロ ー カル ・エ リア ・

ネ ッ トワー ク(構 内通 信 網:LAN)が 注 目

を集 めている。

LANを 実 際 に導入 して いる所 は728社 の う

ち32社(4.4%)と き わ め て少 な いが,検 討

中は300社(41.2%)と な っている。

5年 後 の利用 予定 で は252社 が 回答 してお

り,ル ー プ式,ス ター式,DPBX(デ ィ ジタ

ル構 内交換機)の 採用予定者が多 い。
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1編1部 コンピュー タ実 動状 況

1-3-22表 フ ァ クシ ミリ使 用 の現 状 と5年 後 の 予 定 (各 業 種 ご とに,上 段;社 数,下 段;1社 当 た り平均 台数)

回線種別

業 種

国 内 用 国際用(国 内共用を含む)

現在使用中の回線 5年 後使用予定回線 現在使用中の回線 5年 後使用予定回線

公
衆
回
線
利
用

利 デ

用 イ
_ジ

Dタ
Dル

X回
)線

専

用

線

利

用

公
衆
回
線
利
用

利 デ
用 イ

(ジ

Dタ

Dル
X回
)線

専

用

線

利

用

公
衆
回
線
利
用

_利 デl

V用 イ

Eジ

Nタ

Uル

s回一 線

専

用

線

利

用

公
衆
回
線
利
用

_利 デ

V用 イ

Eジ

Nタ

Uル

S回
)線

専
用

線

利

用

第 一 次 産 業 計
3

18.3

0

0.0

1

1.0

2

30.0

0

0.0

1

1.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

第 二 次 産 業 計 397

17.4

4

33.5

28

20.4

276

23.3

30

34.4

32

34.5

92

5.9

1

1.0

3

23.3

71

9.7

16

4.9

6

86.3

第 三 次 産 業 計
.

362

15.4

3

5.0

31

25.2

260

28.3

28

57.7

20

59.7

42

11.2

0

0.0

2

20.5

26

12.8

10

10.8

6

23.2

公 務 計
22

8.1

0

0.0

11

16.8

13

11.8

0

0.0

2

18.5

1

3.0

0

0.0

0

0.0

1

3.0

0

0.0

0

0.0

全 産 業 計
784

16.2

7

21.3

71

21.7

551

25.4

58

45.7

55

42.5

135

7.5

1

1.0

5

22.2

98

10.4

26

7.2

12

54.8

主

な

業

種

建 設 業
28

11.8

0

0.0

1

6.0

23

20.8

5

21.8

3

4.3

5

3.6

0

0.0

0

0.0

5

5.2

1

1.0

2

3.0

食 品 製 造 業 23

24.0

0

0.0

0

0.0

19

23.1

1

30.0

0

0.0

3

2.7

0

0.0

0

0.0

2

3.0

1

1.0

0

0.0

繊 維 工 業 24

13.0

1

30.0

0

0.0

20

17.9

0

0.0

2

35.5

5

3.0

0

0.0

0

0.0

2

5.0

0

0.0

1

10.0

化 学 工 業 55

14.1

0

0.0

3

4.7

30

24.4

7

18.0

4

12.5

14

3.2

0

0.0

0

0.0

8

4.1

1

1.0

0

0.0

鉄 鋼 業 15

14.5

0

0.0

2

13.5

9

17.9

1

30.0

3

19.0

5

8.2

0

0.0

0

0.0

3

6.7

1

20.0

0

0.0

電 気 機 械 器 具
製 造 業

47

24.7

3
34.7

7

58.4

36

29.0

6

66.5

7

98.7

13

16.6

1

1.0

2
34.5

11

31.8

4

4.3

3

167.3

輸送 用機械器具
製 造 業

35

8.9

0

0.0

2

10.5

25

14.0

3

30.3

1

1.0

10

3.5

0

0.0

0

0.0

6

3.2

2

10.5

0

0.0

卸 業 ・ 商 社
111

12.2

1

3.0

2

1.0

75

16.8

5

73.0

2

6.5

17

14.9

0

0.0

1

2.0

11

18.9

5

20.0

3

25.0

小 売 業
39

9.0

1

10.0

1

1.0

29

18.3

2

13.0

1

12.0

1

2.0

0

0.0

0

0.0

1

3.0

0

0.0

0

0.0

金 融 業
88

21.9

1

2.0

8

27.0

64

50.7

9

12.3

7

38.4

6

13.3

0

0.0

1

39.0

4

2.5

1

1.0

1

10.0

運輸 ・通信 ・倉 庫 業
34

32.1

0

0.0

5

23.0

27

42.9

3

10.7

3

94.3

7

6.1

0

0.0

0

0.0

4

4.5

2

2.5

2

27.0

電 力 ・ ガ ス 事 業
6

7.5

0

0.0

3

63.0

5

12.4

0

0.0

2

299.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

広 告 ・調 査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 業

4

16.3

0

0.0

0

0.0

3

32.3

0

0.0

0

0.0

2

39.0

0

0.0

0

0.0

2

43.0

0

0.0

0

0.0

情 報 処 理 サ ー ビス ・

ソ フ ト ウ ェ ア 業

25

2.6

0

0.0

1

1.0

24

4.7

5

9.4

1

2.0

3

1.0

0

0.0

0

0.0

2

2.0

2

1.0

0

0.0
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3章 オ ンライ ン化調査

1-3-23表 全産 業 ・デー タ ベ ース 利用 の 現 状 と5年 後 の利 用 予 定

実 文 数 画 映 音 延
利 用 情 報 献 値

情 情 べ
回 報 報 士

像 像 戸

利 用 方 法

答

社

撃

衰
術
分

特

許

分

産 そ

業
.の

§他

社分

撃

技
術

分

産 そ

業
.の

§他
'分

社

情 情 情

回

答

社

数 野 野 会野 野 会野 報 報 報 数

社 数 92 19 25 18 15 49 5 0 2 133

現 % 100.0 20.7 27.2 19.6 16.3 53.3 5.4 0.0 2.2 144.6

在

の 社 数 206 100 87 61 31 88 18 1 5 391

利

用 % 100.0 48.5 42.2 29.6 15.0 42.7 8.7 0.5 2.4 189.8

状
況 社 数 254 109 107 71 37 117 23 1 7 472

実
% 100.0 42.9 42.1 28.0 14.6 46.1 9.1 0.4 2.8 185.8

社 数 88 29 27 33 32 51 11 2 1 186

5 % 100.0 33.0 30.7 37.5 36.4 58.0 12.5 2.3 1.1 211.4

年
後 社 数 278 137 111 140 92 165 84 47 57 833

の

利
用

オ ンライ ン

% 100.0 49.3 39.9 50.4 33.1 59.4 30.2 16.9 20.5 299.6

予
定 社 数

'321
156 131 160 109 197 93 48 58 952

実 計
% 100.0 48.6 40.8 49.8 34.0 61.4 29.0 15.0 18.1 296.6

〈注>1.バ ソチノ)'式の行 でどれか ひとつ で も回答のあった社の計

2.オ ンライン方式の 行につ き同上

3.パ ンチ方式で もオンライン方式 で もどちらかひ とつで も回 答のあ った祉の計、単純 にA-Bで はない

13.外 部デ ータベ ース ・サー ビスの利用

現状 と将来

今回答827社 のうち現在254社 がバ ッチ方式

またはオンライン方式で,な ん らかの外部

データベース ・サービスを利用 している。科

学技術分野,特 許分野での文献情報と,産業 ・

経済 ・社会その他の

分野での数値情報の利用率が高 い(1-3
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1編1部 コンピュータ実 動状況

1-3-24表 業 種 別 ・デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス5年 後利 用 予定

(各 業 種 ご とに,上 段;社 数,下 段;1社 当 た り平均 台数)

利用情報 実 文 数 画 映 音 延
献 値

回
情
報

情
報

士

べ

利

用

業 方

答

社

科

㌘
技
術

分

特

許

分

産 そ
業 の
●

経 他
済
.分

社

科

芋
技

術
分

産 そ

業
.の

§他
'分

社

像

情

像

情

戸

情

回

答

社

種 式 数 野 野 会 野 野 会 野 報 報 報 数

一 バ ッ チ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

次
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

産 オ ンライ ン
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

業
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

計 実 計
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

ニ バ ッ チ
47 25 26 16 22 19 6 0 1 115

100.0 53.2 55.3 34.0 46.8 40.4 12.8 0.0 2.1 244.7
次

産 オ ンライ ン
142 102 99 77 66 79 39 18 12 492

業
100.0 71.8 69.7 54.2 46.5 55.6 27.5 12.7 8.5 346.5

計 実 計
166 120 118 87 78 92 45 18 13 571

100.0 72.3 71.1 52.4 47.0 55.4 27.1 10.8 7.8 344.0

三 バ ッ チ
40 4 1 16 9 31 4 2 0 67

100.0 10.0 2.5 40.0 22.5 77.5 10.0 5.0 0.0 167.5
次

産 オ ン ライ ン
127 34 12 61 23 83 43 29 45 330

100.0 26.8 9.4 48.0 18.1 65.4 33.9 22.8 35.4 259.8
業

計 実 計
145 35 13 70 27 101 45 30 45 366

100.0 24.1 9.0 48.3 18.6 69.7 31.0 20.7 31.0 252.4

公 バ ッ チ
1 0 0 1 1 1 1 0 0 4

100.0 0.0 0.0 100.0 100.0 100.0 100.0 o・9 0.0 400.0

務 オ ンライ ン
9 1 0 2 3 3 2 0 0 11

100.0 11.1 0.0 22.2 33.3 33.3 22.2 0.0 0.0 122.2

計 実 計
10 1 0 3 4 4 3 0 0 15

100.0 10.0 0.0 30.0 40.0 40.0 30.0 0.0 0.0 150.0

全 バ ッ チ
88 29 27 33 32 51 11 2 1 186

100.0 33.0 30.7 37.5 36.4 58.0 12.5 2.3 1.1 211.4

産
オ ンライ ン

278 137 111 140 92 165 84 47 57 833

業 100.0 49.3 39.9 50.4 33.1 59.4 30.2 16.9 20.5 299.6

計 小 計
321 156 131 160 109 197 93 48 58 952

100.0 48.6 40.8 49.8 34.0 61.4 29.0 15.0 18.1 296.6
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3章 オ ンライ ン化調査

1-3-25表 全 産業 ・デ ー タベ ー ス提 供 可能 性 の 現状 と5年 後 見込 み

提 供 情 報 実 文 数 画 映 音 延
献 値
情 情 べ

回 報
士

科 特 産そ 科 産そ
像 像 声

回

答
竺

業
.の
学 業

.の 答

社
技

術
分

許

分
§他

社分

技
術
分

§他
'分

社

情 情 情

社

提供方式 数 野 野 会野 野 会野 報 報 報 数

社 数 工9 4 0 5 3 13 0 0 0 25

現 バ ッ チ
在
で

% 100.0 21.1 0.0 26.3 15.8 68.4 0.0 0.0 0.0 131.7

の 社 数 22 4 1 5 2 12 2 0 0 26

提
供
オ ンライ ン

% 100.0 18.2 4.5 22.7 9.1 54.5 9.1 0.0 0.0 118.2

可
能 社 数 33 7 1 8 4 21 2 0 0 43

性 実 計
% 100.0 21.2 3.0 24.2 12.1 63.4 6.1 0.0 0.0 130.3

5 社 数 30 8 3 10 6 19 1 0 1 48

年 バ ッ チ
後 % 100.0 26.7 10.0 33.3 20.0 63.3 3.3 0.0 3.3 160.0
の

提 社 数 68 14 8 20 13 47 22 14 14 152供
【f オ ンライ ン

能 % 100.0 20.6 11.8 29.4 19.1 69.1 32.4 20.6 20.6 223.5

性
見 社 数 85 20 11 28 16 58 25 14 14 184
込 実 計
み % 100.0 23.5 12.9 32.9 18.8 68.2 27.1 16.5 16.5 216.5

〈注>1,バ ッチ方式の行 でどれか ひとつ でも回答の あった社の計

2.オ ンライン方式の行につ き同上

3.バ ソチ方式 で もオンライン方式 でもどちらか ひとつ で も回答のあった社の計、 単純にA+Bで はない

一23表) 。

また,こ の調査の回答社グループでは,す

でにオンラインでのデータベース ・サービス

利用の多いことが注目される。

5年 後の見込みでは,い ずれの分野におい

ても利用予定数,割 合が増えている。音響カ

プラにおける回答と同じく,現 状に対する回

答者数 よりも,5年 後予定に対する回答社数

のほうが多いというのは珍 しい現象で,カ ブ

ラやデー タベース ・サー ビスがいかに注 目さ

れ,関 心 を もたれ ているかがわかる(1-3

-24表)
。

14.自 社 デー タ に よ る外 部 へ の デ ー タ

ベース提供の可能性

数こそ少ないが,自 社蓄積データを,外 部

にデータベースとして提供 する可能性を積極



1編1部 コンピュー タ実動状況

1-3-26表 業種 別 ・デ ー タベ ー ス提 供 可能 性 の現 況 (各業 種,利 用方式 ごとに,上 段;社 数,下 段;%)

利用情報 実 文 数 画 映 音 延
献 値
情 情 べ

回 報 報
士

科 特 産 そ 科 産 そ
像 像 戸 回

利
答
㌘ 許

業
.の ㌘

業
.の 答

用

業 方

社 技
術

分

分
§他
・分

社

技
術

分

勤
'分

社

情 情 情

社

種 式 数 野 野 会 野 野 会 野 報 報 報 数

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
一 バ ッ チ

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
次 1

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
産 オ ンライ ン

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
業 1

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
計 実 計

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

2 1 0 1 1 0 0 0 0 3
二 バ ッ チ

100.0 50.0 0.0 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 150.0
次

3 1 0 1 1 0 0 0 0 3
産 オ ンライン

100.0 33.3 0.0 33.3 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0
業

4 2 0 1 2 0 0 0 0 5
計 実 計

100.0 50.0 0.0 25.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 125.0

13 3 0 2 2 9 0 0 0 16
三 バ ッ チ

100.0 23.1 0.0 15.4 15.4 69.2 0.0 0.0 0.0 123.1
次

16 3 1 4 1 9 2 0 0 20
産 オ ンライン

100.0 18.8 6.3 25.0 6.3 56.3 12.5 0.0 0.0 125.0
業

23 5 1 5 2 15 2 0 0 30
計 実 計

100.0 21.7 4.3 21.7 8.7 65.2 8.7 0.0 0.0 130.4

4 0 0 2 0 4 0 0 0 6
公 バ ッ チ

100.0 0.0 0.0 50.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 150.0

3 0 0 0 0 3 0 0 0 6
務 オンライ ン

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 100.0

6 0 0 2 0 6 0 0 0 8
計 実 計

100.0 0.0 0.0 33.3 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 133.3

19 4 0 5 3 13 0 0 0 25
全 バ ッ チ

100.0 21.1 0.0 26.3 15.8 68.4 0.0 0.0 0.0 131.6

産 22 4 1 5 2 12 2 0 0 26
オ ン ライ ン

業 100.0 18.2 4.5 22.7 9.1 54.5 9.1 0.0 0.0 118.2

33 7 1 8 4 21 2 0 0 43
計 実 計

100.0 21.2 3.0 24.2 12.1 63.6 6.1 0.0 0.0 130.3
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1-3-27表 業 種別 ・デ ー タ ベー ス提 供 可能 性 の5年 後 予 想(各 業種.利 用方式 ごとに・上段;杜 数 下段:%)

提供情報 実 文 数 画 映 音 延
献 値
情 情 べ

回 報 報
士

科 特 産 そ 科 産 そ
像 像 戸 回

提

供
業 方

答

社

学

技
術

分

許

分

業
.の

§他
・分

社

堂
技
術
分

業
.の

鄭
・ 分

社

情 情 情
答

社

種 式 数 野 野 会 野 野 会 野 報 報 報 数

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
一 バ ッ チ

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
次

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

産 オ ンライ ン
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

業
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 実 計
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

7 3 3 3 1 3 0 0 0 13
二 バ ッ チ

100.0 42.9 42.9 42.9 14.3 42.9 0.0 0.0 0.0 185.7
次

17 7 7 3 6 9 4 4 2 42
産 オ ンライ ン

100.0 41.2 41.2 17.6 35.3 52.9 23.5 23.5 11.8 247.1
業

22 10 10 5 7 11 4 4 2 53
計 実 計

100.0 45.5 45.5 22.7 31.8 50.0 18.2 18.2 9.1 240.9

16 5 0 4 4 11 1 0 1 26
三 バ ッ チ

100.0 31.3 0.0 25.0 25.0 68.8 6.3 0.0 6.3 162.5
次

40 7 1 13 5 30 17 10 12 95
産 オ ンライ ン

100.0 17.5 2.5 32.5 12.5 75.0 42.5 25.0 30.0 237.5
業

48 10 1 16 6 35 18 10 12 108
計 実 計

100.0 20.8 2.1 33.3 12.5 72.9 37.5 20.8 25.0 225.0

7 0 0 3 1 5 0 0 0 9
公 バ ッ チ

100.0 0.0 0.0 42.9 14.3 71.4 0.0 0.0 0.0 128.6

11 0 0 4 2 8 1 0 0 15
務 オンライ ン

100.0 0.0 0.0 36.4 18.2 72.7 9.1 0.0 0.0 136.4

15 0 0 7 3 12 1 0 0 23
計 実 計

100.0 0.0 0.0 46.7 20.0 80.0 6.7 0.0 0.0 153.3

30 8 3 10 6 19 1 0 1 48
全 バ ッ チ

100.0 26.7 10.0 33.3 20.0 63.3 3.3 0.0 3.3 160.0

産 68 14 8 20 13 47 22 14 14 152
オ ンライ ン

業 100.0 20.6 11.8 29.4 19.1 69.1 32.4 20.6 20.6 223.5

85 20 11 28 16 58 23 14 14 184
計 実 計

100.0 23.5 12.9 32.9 18.8 68.2 27.1 16.5 16.5 216.5
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的に回答 された社が,1-3-25表 にみるよ

うにこれまた現状より5年 後予定について回

答者が増えている。

業種別 ・データベース提供可能性の現況と

5年 後の予想を,そ れぞれ1-3-26表 と1

-3-27表 に示す。

自社データのデータベース化提供であるか

ら,数 値情報に重点があることが明瞭に読み

取れ,論 理的にも,実 態からしても首肯でき

るところであろう。

15.シ ステム事故 ・障害状況

田 システム事故 ・障害状況

システムの全部または一部ダウン(運 営中

断 ・停止)を きたした程度の事故 ・障害経験

は,予 想以上に多いことがわかる。

システム事故 ・障害の状況 を1-3-28表

に示す。

回 システム安全対策

システム保護対策について,対 策のレベル

に従い,1-3-29表 のように重みづけ配点

を行 うとき,全 産業平均の対策 レベルは同表

の右のようなものである。

要するに,安 全対策 レベルはいまだ低いと

1-3-28表

シ ステ ム 事故 ・障害 状 況 現在までの総経験 過去1年 の経験

回 答 者 数 768 721
(%) (100.0) (100.0)

ハ ー ド ウ ェ ア 障 害 718 615
(93.5) (85.3)

ソ フ ト ウ ェ ア 障 害 596 477

(77.6) (66.2)

空 調 故 障 382 187
(49.7) (25.9)

電 源 故 障 239 111
(31.1) (15.4)

回 線 故 障 492 386

(64.1) (53.5)

配 線 破 損 64 18
(8.3) (2.5)

漏 水 による事故 ・障害 94 17
(12.2) (2,4)

自然水害による事故 ・障害 31 17
(4.0) (2.4)

火 災 に よる事故 ・障害 15 4
(2.0) (0.6)

煙 害 に よる事故 ・障害 2 0
(0.3) (0.0)

地 震 に よる事故 ・障害 29 i5

(3.8) (2.1)

人の過失による事故 ・障害 292 185
(38.0) (25.7)

人の悪意による事故・侵害 3 2
(0.4) (0.3)

そ の 他 20 16
(2.6) (2.2)

〈注〉 「その 他」では,落 雷 ・ハム無線 の混信 などが上 ってい る
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1-3-29表 シ ステ ム安 全 対 策

シ ス テ ム 保 護 対 策 レベ ル

特に対策なし 1

パスワー ド制,権 限規定明確 ・徹底化(ま たは同等対策) 2

パ スワー ド制,権 限 規定 明確 ・徹 底 化,(
ま たは 同 等対 策)コ ピー分 散 3

重 層 パ ス ワー ド制r権 限規 定 明確 ・徹 底化,(ま たは 同等 対 策)

コ ピー分散
4

重 層 パ スワ ー ド制,権 限規 定 明確 ・徹 底化,(ま た は 同等 対 策)

コ ピー分散,暗 号 制
5

全産業平均レベル

セ ンター 側

1.70

端 末 側

1.68

〈注〉*権 限の上下に伴 い,複 数 のパスワー ドが重 なる とき初 めて システムが動 く場合

1-3-30表 システム建屋の不可侵性対策

ト 入 館 監 視 対 策 レベ ル

特に対策なし 1

受付者, 来訪者名簿 (または同等対策) 2

受付者, 来訪 者 名 簿,バ ッ ジ (または同等対策) 3

受付者, 来訪 者 名 簿,バ ッ ジand/orIDカ ー ド (または同等対策) 4

受付者,

監視装置

来訪 者 名簿,バ ッ ジand/orIDカ ー ド
(または同等対策) 5

全産業平均レベル

1.94

いうことができる。ただし,業 種によってさ

まざまで,こ の事情は以下のすべてに通 じて

同様である。

團 システム建屋の不可侵性対策

本項目の対策 レベルに従い,1-3-30表

のように重みづけ配点 を行 うとき,全 産業平

均の対策 レベルは,同 表の右のようなもので

ある。

回 コンピュータ ・ルームの不可優性対策

本項目の対策 レベルに従い,1-3-31表

のように重みづけ配点を行 うとき,全 産業平

87

均の対策 レベルは,同 表の右のようなもので

ある。

固 地震対策

本項目の対策 レベルに従い,1-3-32表

のように重みづけ配点を行うとき,全 産業平

均 レベルは,同 表の右のようなものである。

固 火災対策

本項目の対策 レベルに従い,1-3-33表

のように重みづ け配点を行うとき,全 産業平

均 レベルは,同 義の右のようなものである。

回 停電対策
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1-3-3懐 コ ン ピュー タ ・ル ー ムの 不 可優 性 対 策

入 室 監 視 対 策 レベ ル

特に対策なし 1

受付者,来 訪者名簿(ま たは同等対策) 2

受 付 者,来 訪 者 名簿,バ ッ ジ(ま た は同 等対 策) 3

受 付 者,来 訪 者 名簿,バ ッ ジand/orIDカ ー ド(ま た は同等 対 策) 4

受 付 者,来 訪 者 名簿,バ ッ ジand/orIDカ ー ド,(ま た は同等 対 策)

監 視 装 置
5

全産業平均レベル

2.13

1-3-32表 地震 対 策

地 震 対 策 レベ ル

特になし 1

転倒防止装置(ま たは同等対策) 2

転倒防止装置,す べり止め(ま たは同等対策) 3

転 倒 防止 装 置,す べ り止 め,(ま たは 同等 対 策)

フ リー ア クセ ス ・フ ロア
4

転 倒 防 止装 置,す べ り止 め,フ リー ア クセ ス ・(または 同等 対 策)

フ ロア,予 報 機関 との連 絡 ネ ッ トワー ク
5

全産業平均レベル

セ ン ター 側

2.24

端 末 側

1.29

1-3-33表 火災 対策

火 災 対 策 レベ ル

特になし 1

消火器具(ま たは同等対策) 2

消火器具,消 火装置(ま たは同等対策) 3

消 火 器具,消 火装 置,避 難 シス テ ム寧(ま たは 同 等対 策) 4

消 火 器具,消 火装 置,避 難 シス テ ム*(ま たは 同 等対 策)

外 部 防 災機 関 との連 絡 ネ ッ トワー ク
5

全産業平均レベル

セ ン ター側

3.04

端 末 側

2.23

〈注〉*誘 導灯,防 煙具,避 難具,持 出対策,そ の他 を含む。
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本項目の対策 レベルに従い,1-3-34表

のように重みづけ配点を行うとき,全 産業平

均 レベルは,同 義の右のようなものである。

回 漏水対策

本項 目の対策 レベルに従 い,1-3-35表

のように重みづけ配点を行 うとき,全 産業平

均 レベルは,同 義の右のようなものである。

16.信 頼性 対策

本項 目につ き,1-3-36表 の 対策 のどれ

か1対 策 を もつ とき レベ ル1,2対 策 をもつ

ときレベル2,以 下5対 策をもつ ときレベル

5と いうように重みづけ配点を行 うとき,全

産業平均 レベルは同表の右のようなものであ

る。

17.合 目的性 レベル

国 社の基本ニーズへの対応

本項 目の対応度 に関 し,1-3-37表 のよ

うに重みづけ配点を行うとき,全 産業平均 レ

ベルは同義の右のようなものである。

L

1-3-34表 停 電対 策

停 電 対 策 レベ ル

特になし 1

バ ッテ リー 用 意(ま た は同 等対 策) 2

バ ッテ リー用 意,自 家 発電 装 置(ま た は同 等 対策) 3

バ ッテ リー用 意,自 家 発 電装 置,定 周 波装 置(ま た は 同等 対 策) 4

バッテリー臆 自家発離 置淀 周波装置・(または同軸 策)

業者供給電源の2系 統化
5

1-3-35表 漏 水対 策

漏 水 対 策 レベ ル

特になし 1

防水カバー(ま たは同等対策) 2

防 水 カバ ー,マ シ ン上 ダ ク ト(ま た は同 等対 策) 3

防水 カバ ー,マ シ ン上 ダ ク ト,感 知装 置(ま た は同 等対 策) 4

防水 カバ ー,マ シ ン上 ダク ト,感 知 装 置,(ま た は同 等 対 策)

室 内防 水装 置
5

全産業平均レベル

セ ン ター側

1.56

端 末 側

1.12
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1-3-36表 信 頼 性対 策

信 頼 性 対 策

自己診断システム保有

定期診断システム制

バ ックア ップ体 制

回線の二重化

CPUデ ュア ル ・シ ステ ム等

全産業平均レベル

2.14.

1-3-37衷 社 の基 本 ニ ー ズへ の対 応

社の基本ニーズに対応しているか レベ ル

必ずしも十分でない 1

おおむね対応している 2

現状に対しては十分に対応している 3

将来も含め,十 分に対応している 4

完全な将来計画を常にもち,十 二分に対応している 5

全産業平均レベル

2.40

1-3-38表 個 別 部 門 ニ ーズ への 対応

個別部門のニーズに対応しているか レベ ル

必ずしも十分でない
1

おおむね対応 している
2

現状に対しては十分に対応している 3

将来も含め,十 分に対応している
4

完全な将来計画を常にもち,十 二分に対応している 5

全産業平均レベル

2.25

1-3-39表 新規 ニー ズ への 対応

新規ニーズに対応 しているか レベ ル

必ずしも+分 でない 1

おおむね対応している 2

現状に対しては十分に対応している 3

将来も含め,十 分に対応している 4

完全な将来計画を常にもち,十 二分に対応している 5

全産業平均レベル

2.05

回 個別部門ニーズへの対応

本項目の対応度に関し,1-3-38表 のよ

うに重みづけ配点を行 うとき,全 産業平均 レ

ベルは同表の右のようなものである。

團 新規ニーズへの対応

本項目の対応度 に関 し,1-3-39表 のよ
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1-3-40表 システ ム 更 新 への対 応

システムの更新は合理的に行われているか レベ ル

必ずしも十分でない 1

おおむね対応している 2

現状に対しては十分に対応している 3

将来も含め,十 分に対応している 4

完全な将来計画を常にもち,十 二分に対応している 5

うに重みづけ配点を行うとき,全 産業平均 レ

ベルは同表の右のようなものである。

回 システム更新への対応

本項目の対応度に関 し,1-3-40表 のよ

うに重みづけ配点を行 うとき,全 産業平均 レ

ベルは同表の右のようなものである。
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1 第4章

行政における

コンピュータ利用と政策

1.行 政 における コンピュー タ利用の現

状

わが国の公的部 門にお けるコンピュータの

利 用 台数 は,1983年 度 末 現在,合 計2,681台

で あ り,前 年度 に比 して12.0%の 伸 び とな っ

ている。利 用台数(1983年 度 末現在)の 内訳

は,国 の行政機 関:371台,特 殊法 人:838台,

地 方公共団体:1,472台 と なっている。

〈注〉 本章でいうコンピュータは,買 取価格ま

たは買取換算価格 が1,000万 円以上の汎用

ディジタル型のものをいう。

1.1国 の行政機関におけるコン ピュータ

利用の現状

回 設置台数の増大と適用業務の拡大

国の行政機関におけるコンピュータの利用

は,1958年 度に開始 され(気 象庁がIBM704

を1セ ッ ト導入し,気象分析に利用),そ の後,

行政事務処理の効率化,行 政サービスの向上

等を図る観点か ら,そ の設置台数 は年々増大

し,1983年 度末には,371台 に達 している。

コンピュータの設置台数は,1967年 度に初

めて100台 を越 え,そ の後毎年10--20台 前後

の増加 を続け,1979お よび1980年 度において

伸 び率が鈍化 したが,最 近,OA化 の進展等

により,再 び増加傾向を示 している。1983年

度は,前 年度比で26台(7.5%)増 である(1

-4-1図) 。

また,コ ンピュータの適用業務は,給 与,

共済,会 計,物 品管理等の管理業務のほか,

各種の登録,照 会,予 測分析など広範多岐に

わたっており,最 近では,情 報のデータベー

ス化等,利 用技術の進展 に伴 い,行 政施策の

企画,立 案,決 定のための支援業務の分野 に

拡大 している(1-4-1表)。

回 システムの大型化と処理方式の高度化

コンピュータ ・システムは,処 理需要の増

大,高 度化等に伴い,大 型化の傾向がみられ,

国の行政機関の場合,大 型機は,全 設置台数

の52.0%に 達 しており,特 殊法人 ,地 方公共

団体等に比 してきわめて高い割合となってい

る(1-4-2図)。

これは,為 替,貯 金,簡 易保険,社 会保険,

車検登録等の全国的規模のオンライン ・シス

テムが多数運用されていることによる。

また,国 の行政機関においては,オ ンライ

ン化が進んでおり,オ ンライン機が占める割

合は,全 体の72.0%に 及んでお り,他 の部門

(1983年度現在 のオ ンライン化率:全 産業
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4章 行政 におけるコ ンピュー タ利 用 と政策

1-4-1図 コ ン ピュ ー タ利用 の 推 移

台数(台)運 用経 費(億 円)

設置金額(億 円)
2,400

/・,・31人』 ㎡

/刷 イ

戸}

唾 §
億。/

/

_=蝿 弍裟 ζも醐 晶言言『 ≠

要 員(人)

8,000

49.3%,都 道 府 県56.2%,市 区 町村47.0%)

に比 して著 しく高い(1-4-3図)。

團 運用要 員の増大 と外部要 員の活用

コ ンピュー タ ・シ ステ ム の運 用 要員 は,

1974年 度 まで毎年10%を 越 え る増加率 であっ

たが,そ の後伸 び率 が鈍化 し,1980年 度 まで

1～7%程 度 の増 となってお り,1983年 度 は,

対 前年度比 で約2%の 増 加 とな っている(1

-4-1図)
。

また,外 部委託要員 および メー カー派遣要

員 は,1983年4月1日 現在,862人(外 部委

託要 員S95人,メ ー カー派遣要員267人)が 配

置 されて お り,そ の50%は,SEお よ び プロ

グラマーが占めている(1-474図)。

外部要員 の推移 をみ ると,1980年 度 までは

毎年急増 して いたが,1981年 度 以降,財 政事

情 の悪 化 に伴 うゼ ロベ ース予 算,マ イナ ス

シー リン グ等 の実施 に よ り,SE,プ ロ グラ

マーを中心 に減少傾 向に あったが,1983年 度

は,対 前 年度 比5.6%の 増 となって い る(1

-4-4図) 。

回 運用経 費の増 大

93



e

1編1部 コ ンピュー タ実動状況

1-4-1表 省庁別電子計算機設置台数および主要適用業務(1983年3月 末現在)

省 庁 名 台 数 主 要 適 用 業 務

総 理 府 本 府 2 統計

警 察 庁 5 統計 指名手配等照会 車両照会 運転者管理

行 政 管 理 庁 1 法令検索 給与共済

北 海道 開 発庁 3 技術計算 工事費積算 給与共済

防 衛 庁 50 補給管理 技術計算 通信交換 気象

経 済 企 画 庁 1 統計 経済分析計算

科 学 技 術 庁 13 科学技術計算 給与共済

環 境 庁 3 情報検索 技術計算 統計 給与共済

沖 縄 開 発 庁 3 給与 人事管理 技術計算 海技従事者免許登録

国 土 庁 2 給与 情報検索

法 務 省 11 犯歴票管理 出入国記録管理 供託金計算 入国審査 不動産登記

外 務 省 7 情報検索 会計予算管理 旅券発給 電信メッセージ交換 写植

大 蔵 省 22 統計 情報検索 予算 ・会計 資金管理 徴税

文 部 省 9 統計 情報検索 分析計算 技術計算

厚 生 省 17 統計 情報検索 社会保険 年金

農 林 水 産 省 16 統計 在庫管理 技術計算 情報検索

通 商 産 業 省 19 統計 分析予測計算 情報検索 技術計算 特許事務 輸出保険

JIS管 理 機械類信用保険 鉱業権出願事務

運 輸 省 71 統計 分析予測計算 情報検索 技術計算 車検登録 気象 航空管制

海技従事者免許登録

郵 政 省 89 貯金 簡易保険 数理統計 電波監理 固定資産計理

労 働 省 6 統計 雇用保険 労災保険 労働保険徴収 職業紹介

建 設 省 20 統計 技術計算 工事費積算 河川 ・道路管理 国土数値情報

会計予算管理

自 治 省 1 統計

計 371

q

〈資料〉 行政管理庁 「電子計算機利用基本調査報告書」

運用経 費 は,シ ス テムの大型 化,処 理の高

度化等 に伴 って,年 々増加 してお り,1983年

度(予 算 額)は,1,523億5,000万 円 に達 して

い る。 これ は,前 年 度 に比 べ5.2%の 増,5

年 前 の1978年 度 に比 して1.8倍 の 伸 び とな っ

ている(1-4-1図)。

また,運 用経 費(1983年 度)の 内訳 をみる

と,機 器 調 達費 が830億 円(全 体 の54.5%)

が 最 も多 く,次 い で 通 信 回線 費:187億 円

(12.3%),備 品 消 耗 品:170億 円(11.2%),

外 注 費:111億 円(7.3%)と な っている(1

-4-2表)
。

さ らに,運 用 経費 の費 目別推移 は,保 守費

が前年比 で21.1%の 伸 びとなっているの をは

じめ,通 信 回線費(前 年度比14.7%増) ,デ ー

タ通信 設備 サ ー ビス費(5.0%増)等 が著 し
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い増加傾向を示 している。また,金 額的には,

オンライン化の進展等により,通 信回線費お

よびデータ通信設備サービスが,そ れぞれ24

億円,10億 円と大きな増加額となっている(1

-4-2表)
。

1.2特 殊法人におけるコンピュータ利用

の現状

田 設置台数および設置金額の増大

公社,公 団,公 庫,事 業団等の特殊法人に

おけるコンピュータ利用は,年 々増大 してお

り,1983年 度末現在,全 法人(99法 人)の う

ち61法人に838台 が導入 されている。

1-4-3図 オンライン処理機設置台数の推移

400

350

300

250・

200

150

100

5033

4章 行政におけるコンピュータ利用と政策

このほか,超 小型 コン ピュー タ(買 取価格

1-4-2図 規 模 別設 置 状 況の 比 較

国の行政機関

(大型)(中 型)(小 型)

52.0%(193台) 35・3%(131台)}㌶

特殊法・//
29.2(245) 42.2(354) 28.5(239)

都道府・/
19.9

α09)
45.4(249)

371台

(1983年 度

838台

(1983年 度

548台34
・7(190)(1殴 年4

924台

(1983年4

55,404台

(1983年3

・町村/

(謬)・3.・(399) 43.3(400)

全産業/
`9、1㌘61、 、1・ ・.3・38,949・

1

(1983年4月1日 現在)

(1983年4月1日 現在)

(3.847)

〈資料〉 行政管理 庁「電子計算機 利用 基本調査報告 書」

オ ンライン

端 末装 置

L-＼}87

23,983

205233

45,529
45,000

267

40,000

35,000

30,000

25、OOO

20,000

15,000

10,000

5,000

4,603

事項 年度
'70
71

'72 '73 '74 '75
76

'77
78 79

'80 '81 '82 '83

全 設 置 セ ッ ト数(A) 171 182 205 222 230 246 263 280 291 305 307 331 345 371

(A)に 占めるオンライン機の割合 19.3 22.5 24.4 28.8 4L7 42.3 47.5 543 54.6 61.3 66.8 67.4 69.9 72.0

オンライン端末装置セッ ト数 4,603 5,651 6,424 9,858 16ユ78 23,983 35,051 45,529

〈資料〉 行政管理庁 「電子計算機利用基本調査報告書」

95
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が1,000万 円 以下 の もの)の み を設置 してい

1-4-4図 職能別外部要員の推移

㌣昊ト
1,㎜

900

800

700

600

500

400

300

200

100

19757677787980818283年 度

〈資 料 〉 行 政 管 理 庁 「電 子 計 算 機 利 用 基 本 調 査 報 告 書 」

るもの9法 人,外 部業者等 に委 託 して処理 し

てい るもの20法 人 が あ り,こ れを合 わせ ると,

全 法人 の90.9%(90法 人)が コン ピュータを

利用 している。

コンピュー タの設置台数 は,適 用業務 の拡

大等 に より,年 々増大 してお り,1973～1983

年 度 の10年 間 に3.2倍 と な ってお り,こ の間

にお ける国の行 政機 関の伸 び率(1.7倍)を

大き く上回 ってい る(1-4-5図)。

しか し,設 置金額 につ いては,こ の10年 間

に3.3倍 と なってお り,国 の行政機 関 の場合

(4.0倍)を 下回 って いる。

回 天法人への集中傾向

法人別 のコン ピュータの設置 台数は,日 本

中央競 馬会:162台,日 本国有鉄道:148台,

国 際電信電 話公社:114台,日 本電 信電話 公

社:105台,日 本放 送協 会:51台 と,こ の5

法人 で全体の69.2%を 占 めている。

1-4-2表 運 用 経 費 の推 移

(単 位:億 円)

＼

＼ 1976 77 78 79 80 81 82 83 伸 び率
83/82

機

器

調

達

費

レ ン タル 費 250 297 344 344 374 380 396 403
%

101.8

買 取 費 9 25 178 271 326 300 225 218 96.9

データ通信設備

サ ー ビ ス 費
30 41 49 67 99 168 199 209 105.0

小 計 289 363 571 682 799 848 820 830 101.2

通 信 回 線 費 38 43 60 62 98 131 163 187 114.7

備 品消 耗品費 63 90 101 115 116 149 155 170 109.7

保 守 費 10 10 15 26 39 47 76 92 12L1

外 注 費 45 43 54 72 92 99 109 111 101.8

そ の 他 46 49 48 43 65 105 126 131 104.0

合 計 491 598 849 1,000 1,209 1,379 1,449 1,523 105.1

〈資料〉 行政管理庁 「電子 計算機 利用基本調査報告書」
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4章 行政にお けるコ ンピュー タ利用 と政 策

1-4-5図 特 殊 法人 に おけ るコ ン ピュ ータ 利用 の 推 移

1,000

設置金額

運用経費

1973

724億 円

263台

74 75 76

迦

77 78 79 80 81 82 83 年度

〈注>1.1976年 度,1977年 度の設批金額 、要員数お よび1975年 度,11976年 度の運 用経 費につ いては,調 査 を行っていない

ため不 明である

2.運 用経費は,レ ン タル費,通 信回線費,消 耗品費,外 注 費等 の経 費であ り、 人件費.設 備費等の経費は含 まない

また,運 用経費は決算 額である ・

3.設 置金額は,電 子 計算機買取金額(レ ン タル ・リース契約に よるもの は,買 取換算 額)で ある

〈資料 〉 行政管理 庁 「電子 計算機 利用・基本調査 報告書」

97



1編1部 コ ンピュータ実動状 況

また,コ ンピュータ ・システムの運用要員

は,1983年4月 現在,全 法人で7,208人 が配

置されているが,日 本電信電話公社:2,464

人,日 本国有鉄道:1,839人 と,こ の2法 人

で全体の59.7%を 占めている。

団 その他の傾向

① 中型機の占める割合が高 く(中 型機:

345台,42.3%,大 型機245台,29 .2%,小

型機:239台,28.5%),ま た,買 取費(554

台)が 全体の66.1%(国 の行政機関:21%)

を占めている。

② データベース化の進展,情 報検索の高

度化等に伴い,大 容量の記憶装置の需要が

増大している。

③ オンライ ン処理が急速に増大 してお

り,オ ンライン化率は,全 設置台数の81%

(679台)に 達 している。

④ 漢字処理の進展,図 形処理,音 声処理

の普及等情報処理が高度化 している。

⑤ オペレーション業務 パ ンチ業務等の

外注化が進んでおり,こ れらの要員 は減少

傾向にある。

⑥ 適用業務 は,給 与計算,統 計等の管理

業務のほか,各 法人の事業運営等広範多岐

にわたってお り,最 近の傾向として,デ ー

タベースを利用 した情報検索,各 種分析等

の利用が増大 している。

1.3地 方 公 共団 体 にお け るコ ン ピュー タ

利用 の現 状

地方公共 団体 の コンピュータ利 用 は,1960

年 度 に開始 され,そ の後,事 務処理 の合理化,

住 民 サ ー ビスの向上 等 を図 る観点か ら年 々増

大 して いる。1983年4月 現在,全 都道府 県 お

よび市 区町村(3,278団 体)の94.4%の3,096

団 体(委 託 お よび超小型 コンピュー タの利用

団体 を含 む)が コン ピュータを利用 している

状態にあ る。

田 設 置台数 と運用経 費の増大

都 道府県 において は,1978年 度 か ら全団体

に コ ン ピュー タが導 入 され て お り,1978～

1983年 度 の5年 間 において,設 置 台数 は(超

小型 コン ピュータを除 く。以 下同 じ),326台

か ら548台(1.7倍),運 用 経費 は,319億 円 か

ら500億 円(1.6倍),要 員 数 は,2,654人 か ら

2,934人(1.1倍)と それぞれ増大 している(1

-4-3表)
。

ま た,市 町村 においては,こ の5年 間にお

いて,設 置 台数が436台 か ら924台(2 .1倍),

運 用 経費 が628億 円 か ら1,170億 円(1.9倍),

要 員 数 は4,896人 か ら6,118人(1.3倍)と い

ずれ も大 幅な伸 びとなっている(1-4-3

1-4-3表

地 方 公共 団 体 に お け る コン ピ

ュー タ利 用 の 推移

区分

区分

1983年4月 1978年4月 増 加 率(%)

設置台数
A
運用経費
B
要 員
C
設置台数
D
運用経費
E
要 員
F
A/D BIE C/F

都道府県
台

548
億円
500

人
2,934

台

326

億円

319

人

2,654 168 157 111

市 町 村 924 1,170 6,118 436 628 4,896 212 186 125

計 1,472 1,670 9,052 762 947 7,550 193 176 120

〈資料〉 自治大 臣官房情報管理宮室 「地方 公共団体における コン ピュー タの利用状 況」(昭 和

58年11月)
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表)。

回 適用業務の拡大と処理の高度化

コンピュータの適用業務は,給 与,統 計,

税務等の大量定型業務から財務管理,公 営住

宅管理,住 民登録,各 種証明書作成等の業務

へ拡大 しており,さ らに,近 年では,各 種情

報を一元的に管理 し,多 目的に利用すること

により,計 画決定等のための判断情報を提供

する情報検索業務が拡大 している。

團 その他の傾向

① 地方公共団体 においては,最 近のOA

化の進展により,パ ソコン等の超小型のコ

ンピュータが急増 しており,対 前年度比で

3.3倍 にも達 している(1982年 度:685台,

1983年度:2,268台)。

② オンライン処理が進展(オ ンライン ・

4章 行政 におけるコ ンピュー タ利用 と政策

シス テムの利用 団体 数 は,対 前年比13%増)

して いるが,オ ンライン化 の割 合は,国 の

行政機 関,特 殊法人 に比較 すると,ま だ低

い状 況 にある(1983年 度 のオ ンライン化率

は,国 の 行 政 機 関:72.0%,特 殊 法人:

81.0%,都 道 府 県:56.2%,市 区 町 村:

47.0%)。

③ 漢字情報処理 が進展 して お り,都 道府

県 で は42団 体(対 前 年比13.5%増),市 町

村で は1,911団 体(同26.1%増)が 利用 し

てい る。

④ デー タベースの利用が進 んでお り,都

道 府県 では25団 体(対 前年度比19.9%増),

市 町 村 では207団 体(同38.9%増)が 統 計,

税 務,病 院等の関係事務 にデー タベース を

利用 している。
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1編1部 コンピュータ実 動状 況

1 第5章

オフィス・コンピュータおよび

パーソナル ・=】ンピュ一夕の

出荷状況

1.オ フィス ・コン ピュータの出荷状況

1.1は じめに

社団法人 日本電子工業振興協会,オ フィ

ス ・コンピュータ業務委員会,市 場専門委員

会では,わ が国のオフィス ・コンピュータに

関する市場動向を毎年関係メーカーの出荷状

況調査報告書(59-C-489,昭 和59年3月)

としてまとめた。

1.2昭 和58年 度出荷実績調査の概要

口 調査の目的

オフィス ・コンピュータの出荷 ・納入およ

び稼動の実態 を調査 して,そ の市場動向を的

確に把握するための基礎資料を得ることを目

的とする。

回 調査の対象

オフィス ・コンピュータの製造業者および

主たる販売業者を対象とする。なお,複 数の

対象者が同一のオフィス ・コンピュータに係

る場合 は,調 査データの重複を避けるため,

その対象者間で調整することにした。

団 調査の対象機種

次の定義のすべてを満足する小型もしくは

超小型電子計算機で,最 終ユーザーの買い取

り価格が標準構成で4,000万 円未満の機種 を

対象とする。

回 オフィス ・コンピュータの定義

オフィス ・コンピュータとは,次 の内容を

もつ電子計算機である。

(1)事 務処理を主業務とする小型あるいは

超小型コンピュータである。

(2)オ ペ レーターが直接操作 し,伝票発行か

ら元帳処理,作 表などのあと処理までできる。

(3)基 本構成として,入 出力機器,フ ァイ

ル装置を有 し,必 要に応 じて,オ ンラインま

たはインライン処理を行うことができる。

(4)コ ンピュータ要員不在でも利用でき,

また,必 要に応 じて容易に業務処理プログラ

ムの作成ができるように事務処理用言語を装

備している。

(5)運 用条件として,通 常の事務室で一般

の事務機と同様に利用でき,必 ずしも専門の

オペ レーターを置 く必要はない。また,デザイ

ンやスペース(占 有面積)に ついても利用環

境を十分に配慮 している。

(6)価 格条件 としては,標 準構成で4,000

万円未満とする。
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5章 オフ ィス ・コンピュータお よびパ ーソナル ・コンピュー タの出荷状 況

1-5-1表 オ フ ィス ・コ ンピ ュー タ出荷 状 況 鯛 査対

象 会社 数

ク ラ ス メー カー数 対象機種総数

300万 円未満 18社 61

500万 円未満 20社 55

750万 円 未満 16社 43

1,000万 円未満 13社 16

2,000万 円未満 14社 26
一

3,000万 円未 満 6社 11

4,000万 円未 満 7社 11

増設装置 12社

全 体 24社 223

固 定義 に関す る解説

(1)こ の 定義 は,用 途面 か らオ フィス ・コ

ンピュータの定義 を行 った もので あり,通 常

汎用 コンピュー タ,ミ ニ ・コンピュー タおよ

びパ ー ソナル ・コンピュー タと呼 ばれるもの

は除 くこととす る。

(2)「 小 型」 「超 小型」 の 分類 は,通 産 省

の分 類(価 格分類)に よる。

(3)「 事 務 処 理 用 言 語」 とは簡 易 言 語,

COBOL,RPGな ど事務 処 理 を対 象 に設 計

され た言 語 であ り,FORTRANや ア セ ンブ

ラ言語 などは,こ の範 ちゅ うに属 さない。

1.3調 査対象の会社数

最終的に調査対象機種は前述の定義を満た

し,基 本 システムの価格を金額ベースで分類

した(1-5-1表)。

1.4昭 和58年 度 の 出荷

昭和58年 度 の オフ ィス ・コンピュータ(オ

フコン)の 出荷規 模 は,出 荷 台数で73,280台

伸 び率 は前年 度比12.2%増,出 荷 金額 は3,828

億 円,同7.8%増 を示 した。 そ のなか で も小

規模 オフコ ンは出荷台数 で30,412台(前 年度

比25.4%増),出 荷 金額 では598億 円(同29.5%

増)と,昨 年 に引 き続 き高 い伸 び を示 したう

え,中 ・大規 模 オフ コンも出荷 台数で それ ぞ

れ25,944台,16,924台,出 荷 金額 では同986億

円,1,978億 円 と安定 した伸び を示 した。

この傾 向は,OA化 促 進 にお けるオ フコ ン

への根強 い需要 に支え られ,今 後 とも安定 し

た成長 が見込 まれ る。

一 方
,58年 度 の平均 単価 は522万 円 と,前

年度 の平 均単価543万 円 に比べ わずか な低 下

に留 まった。平均 単価 は56年,57年 度 と10%

台 の低下 傾向 を示 してきたの に対 し,58年 度

は3.9%減 と なった。 これ は58年 度 か ら新 た

に加 わ った4,000万 円未 満 ク ラスの影響 に も

よるが,そ の他300万 円未満 ク ラス で も昨年

に引 き続 き平 均単価 を高 めたの をは じめ,他

のク ラスにおいて も平均単価の低下 は比較的

小 幅 に留 まった ためで ある(4,000万 円 未満

を除 くと7.9%減)。

1.5ク ラ ス別 出荷

オ フィス ・コン ピュータを1-5-3表 に

示す。

1-5-2表

最近 の オ フ ィス ・コ ン ピュ

ータの 出荷 状 況

年度
項 目 54 55 56 57 58

出 荷 台 数
前 年 度 比%

20,828

64.4

32,831

57.6

50,073

52.5

65,321

30.5

73,280

12.2

出荷金額(億 円)

前 年 度 比(%

1,463

69.8

2,296

57.0

3,067

33.6

3,550

15.8

3,828

7.8
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t-5-1図 オ フ ィス ・コ ン ピュ ー タの 出荷 台数 ・金額 推 移
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5章 オフ ィス ・コ ンピュータおよびパー ソナ ル ・コ ンピュー タの出荷状況

1-5-3表 オフ ィス ・コ ン ピュー タの 規模 別 分類

規 模 標準構成の価格範囲 クラス別の表示

ノ1・規 模

オ フ コ ン 300万 円未満 300万 円未満

中 規 模
オフコン

300万 円以上

750万 円 未満

500万 円未満

750万 円未満

大 規 模
オフコン

750万 円 以上

4,000万 円未満

1,000万 円 未 満

2,000万 円 未 満

3,000万 円 未 満

4,000万 円 未 満

〈注>1.増 設装 置の金額は,大 規模 オフコンの金額に加

算 して分析す る場合があ る

2.1,000万 円未満の クラスは,大 容 量デ ィス クや入

出力装置 の拡 張性 が大 きいため大規模に分類 した

58年 度 の オフコ ン出荷規 模 は,台 数 で前年

度比12.2%増(73,280台),金 額 で同7.8%増

(3,828億 円)と,57年 度 に行 っ た58年 度 予

測(84,000台,4,300億 円)を 下 回 った。

これ をクラス別 に見 た場 合,小 規模 オフ コ

ンが,台 数で前年 度比25.4%増(30,412台),

金 額 で29.5%増(598億 円)を 示 した。中規

模 オ フ コ ンは,台 数 で4.4%増(25,944台)

金 額 で同2.3%減(986億 円)で あ った。大規

模 オ フ コ ン は,台 数 で 前 年 度 比4.3%増

(16,924台),金 額 で同6.8%増(1,978億 円)

を示 した。

58年度は,小 規模オフコンの出荷台数が中

規模オフコンを上回 り,ク ラス別出荷台数構

成比は,小 規模 オフコンを底辺にした,ピ ラ

ミッド型を示 し始めた。

2.パ ー ソナル ・コン ピュー タの出荷状

況

2.1は じめに

日本電子工業振興協会のパーソナル ・コン

ピュータ業務委員会では,1980年 からパーソ

ナル ・コンピュータとその関連装置の業界動

向,技 術動向,ソ フ トウェア動向および業界

出荷実績調査を行っている。

58年 度調査研究の成果 については,「パー

ソナル ・コンピュータに関する調査報告書

(59-A-212)」 に詳細をとりまとめたので

参照されたい。

わが国におけるパーソナル ・コンピュータ

の統計 として,'唯 一の評価をうけている出荷

統計は,年 々時の流れと対応を図るため,見

直しと内容の充実を高めている。57年 度か ら

1-5-4表 オ フ ィス ・コ ン ピュ ー タの ク ラス別 出 荷 台数 ・金額 推 移

54年 度 55年 度 56年度 57年 度 58年 度 57-58年 度伸 び率

台 数

(台)

金 額

(百万円)

台 数

(台)

金 額

(百万円)

台 数

(台)

金 額

(百万円)

台 数

(台)

金 額

(百万円)

台 数

(台)

金 額

(百万円)

台 数

伸び率

(%)

金 額

伸び率

(%)

小規 模
オフ コン

300万 円未満 1,785 4,050 4,462 10,310 14,832 23,294 24,250 46,148 30,412 59,775 25.4 29.5

中規模

オフ コン

500万 円未満 4,448 16,918 9,138 33,954 10,430 35,019 13,075 44,532 13,792 45,615 55 2.4

750万 円未 満 8,694 49,585 9399 51,756 11,482 63,538 1L769 56,443 12,152 53,022 3.3 一6 .1

大規模

オ フコン

1,000万 円未 満 2,503 20,751 3,929 32,994 4,834 41,606 6,305 47,029 7,277 53,328 15.4 13.4

2.000万 円 未満 3,231 47,007 5,002 68,947 7,126 91,839 7,730 92,820 6,400 76,376
一17 .2 一17 .7

3,000万 円未満 167 4,086 go1 21,317 1,369 3L817 2,192 45,453 2,577 48,902 17.6 7.6

4,000万 円未満 670 19,231

増 設 装 置 3,870 10,312 19,541 22,559 26,573 17.8

合 計 20,828 146267 32,831 229,590 50,073 306,654 65,321 354,984 73,280 382,822 12.2 7.8
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は月 ごとの調 査 に踏み切 り,さ らに58年 度 か

らは,パ ーソナル ・コンピュータの 多様 化,

周 辺 装置 の比重増 大 に対応 して,CPUを 卓

上型 とハ ン ドヘル ド型 にわ け,ま た,代 表的

な周辺 装 置 と して,デ ィス プ レイ,プ リン

ター ・プ ロッタ,デ ィス クユ ニ ッ ト,そ の他

にわ けて,い っそ うの充実 を図 ってい る。

2.2昭 和58年 度出荷実績調査の概要

口 調査対象

パーソナル ・コンピュータのメーカーを対

象として,パ ーソナル ・コンピュータの定義

を次のとおり決め調査 を行 った。

① 事務用 ・科学技術用 ・計測制御用 ・教

育用および趣味用など多目的に使用 される

小型の電子計算機である。

② マ イクロ ・プロセッサー ・ベースで

ディスプレイ等の出力装置,キ ーボー ド等

の入力装置および入出カインタフエースを

基本構成とし,必要に応 じて補助記憶装置,

その他の周辺装置などを付加 したものであ

る。

③BASIC,COBOL,PASCAL等 の高級

言語が使用でき,ユ ーザーが自力でプログ

ラミングできるものである。

④ 価格の目安としては,シ ステムとして

1-5-5表 パ ー ソナル ・コン ピ ュー タの 出 荷 実績

300万円以下である。

⑤MSXに ついては,11月 からの出荷実

績を対象とした。

回 出荷台数および金額

台数は内外に出荷されたもので,国 内メー

カーが本体(CPU)を 出荷 した数量である。

出荷金額は,出 荷時の全金額(本 体および

周辺装置)で ある。ただし,次 の項 目は金額

から除かれている。

① 特定ユーザー向けの特別な周辺 ・端末

機器

② 家庭用テープレコーダー ・テレビ

③ 応用プログラム,ア プリケーション ・

パ ッケージ ・プログラム

④ システム分析 ・教育などのユーザー ・

サポー ト

⑤ 運搬,据 付け,保 守,そ の他

国 調査対象会社

昭和58年 度の出荷実績調査対象会社は,次

のとおりである(順 不同)。

安立電気㈱,沖 電気工業㈱,カ シオ計算機

㈱,キ ヤノン㈱,三 洋電機㈱,シ ャープ㈱,

㈱精工舎,㈱ ソー ド,㈱ 東芝,日 本電気㈱,

パナファコム㈱,㈱ 日立製作所,富 士通㈱,

松下電器産業㈱,松 下通信工業㈱,三 菱電機

㈱,横 河 ヒューレットパ ッカー ド㈱,ソ ニー

●

55年 度 56年 度 57年 度 58年 度

台 数 金 額 台 数 金 額 台 数 金 額 台 数 金 額

総 出 荷 llO,610(一) 33,697(一) 282,759(鰯.6) 1〔η,Ol9(317.8) 762,166〔269.5) 231β52(216.2) 1,141,079(149.8)341,6(毘(147.7)

国内出荷 93,774(一) 一
229β34(244.6) 一 683,051(297.8) 一 884,967(129.6) 一

海外出荷 16,{B9(一} 一
臼,4お(31Z.3) 一

79,115(1胡 」) 一 256,112(323.7) 一

〈注〉 台数 ・台,金 額 ・百万円,()前 年度比%
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1-5-2図500

パ ー ソナ ル ・コ ン ピュー タの

出荷 予測 総

裏…

裏
書300

邑

200

100

叫 昭53
54555657585960

100

総

75出荷

金

頻

50百億

円

25

0

65(年 度)

㈱,リ コ ー ㈱ 。

2.3調 査結果

昭和58年 度の総出荷実績および国内,海 外

の内訳は1-5-5表 のとおりである。今後,

このような調査結果 を年に2回,(上 半期,

下半期)発 表す ることと している。

なお,ハ ン ドヘル ド型 について は除かれて

いる。

パ ー ソナル ・コン ピュー タの総 出荷台数 お

よび総 出荷金額 の予測 は1-5-2図 の とお

りである。
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1 第6章

'コンピュータ産業・情報処理産業・

情報通信産業

1.コ ンピュータ産業の現状 急激な伸びを示 している。

1.1コ ン ピュー タ実動状 況,出 荷状 況

口 汎用 コンピュータ

わが国 にお ける汎用 コンピュー タの導入 は

着 実 に進 んで お り,1970年 以 降 も年率10%以

上 の高 い伸 びを示 している(1-6-1図)。

また,こ れを受 けて,わ が国の汎用 コンピュー

タ納入 台数(フ ロー)も 着 実に伸びている(1

-6-2図)
。

匡】 オフィス ・コンピュータ

オ フ ィス ・コ ンピュー タは,OAの 進 展 に

伴 い着実 な成長 を維持 し,1-6-1表 に示

す ように,1979年 度 以来 連続 して50%以 上 の

高 い伸 びを示 して きた。 しか し1982年 度 にお

いて,出 荷台数の対前年比 は30 .5%と 鈍 化 し,

1983年 度 では,出 荷台数 は70,000台 を超 えた

が,伸 び率 は同12.2%増 に とどまった。

団 パ ーソナル ・コンピュー タ

パ ー ソナル ・コ ンピュー タの年度別の 出荷

数 は1-6-1表 の とお りで,1984年 度 の総

出 荷 台 数 は,1,837,000台,金 額 で4,190億

6,700万 円 と予測 され て いる。 ちなみ に1983

年 度 には台数,金 額 はそれぞれ,1,141,079台,

3,416億200万 円 で,前 年 に比 して約50%増 の

1.2コ ン ピュ ータ生産状 況

[コ コンピュータ本体

1-6-1図 コン ピュ ー タ設置状 況 の 推移

(1983年3月 末 現 在)

設置台数(千台)

120

llO

100

go

〔12&}

〔lcm2}6

(S&2)

設置金額:5,290,916百 万円

:128,410セ ッ ト

設置金額

(千億円}

50

40

30

20

10

19656667686970717273747576777879808182(年 度末}

〈出 所 〉 通 商産 業 省 「納 入下 取 調 査 」
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わが国内のコンピュータ ・メーカーによる

コンピュータ ・システムの生産状況は,1-

6-2表 のとおりである。生産高は,1983年

で1兆9,565億 円であり,対 前年比20.5%増

と急速な伸びを示 している。民生用電子機器,

産業用電子機器,電 子部品からなる電子工業

全体の生産額が,12兆6,848億 円であるから,

コンピュー タはこの うち15.4%を 占めてお

り,日 本の主要な工業製品のひとつになりつ

つある。

回 周辺端末装置

周辺端末装置の装置別出荷金額構成をみる

と,記 憶装置約43%(昭 和57年 度約46%),

印刷装置約41%(同 約37%),表 示装置約13%

(同約12%)と いう構成になっており,印 刷

装置の占める割合が若干増加 している。

これら3つ の装置で出荷の約97%を 占めて

おり,い ずれも出荷台数の伸びが出荷金額の

伸びを上回っている。

これは,技 術革新による高性能,小 型の周

辺装置がオフィス ・コンピュータ,パ ーソナ

ル ・コンピュータ,ワ ー ドプロセ ッサー等の

6章 コンピュー タ産業 ・情報処理 産業 ・情報通信産業

急速な流通に伴い,こ れらの周辺装置として

多数出荷 されているためと考えられる(1-

6-3表)。

1-6-2図
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納入台数
18(千台}
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2

(0.5)

コ ン ピュ ー タ納入 状況 の 推 移

24.2

1982年 度納 入金額:1,153,081百 万円

納 入台数:24229台15.

1.
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.5)

2・㌧3.3

(1.6)。(2ユ)

冨1.6

(1.1)
.7)

納入金額

(千億円)

12

正o

8

6

4

2

1965α}7686970717273747576777879808182(年 度末}

〈出 所 〉 通 商産 業 省 「納 入 下 取 調 査 」

1-6-1表 オ フィス・コン ピュータ,パ ー ソナ ル ・コン ピュー タ出荷 動 向

年度項目 52 53 54 55 56 57 58 58予 測

金 額

(億円)

668

(129.0)

861

(128.9)

1,463

(169.8)

2,296

(157.0)

3,067

(133.6)

3,550

(115.8)

3,828

(107.8)オ フ ィ ス

コ ン ピ ュ ー タ 数 量

(台)

9,607

(126.2)

12,668

(131.9)

20,828

(164.4)

32,831

(157.6)

50,073

(152.5)

65,321

(130.5)

73,280

(1122)

金 額

(億円)

60

()

159

(266,8)

337

(211.2)

1,070

(317.8)

2,314

(216.3)

3,416

(147.6)

4,191
パ ー ソナ ル

コン ピュー タ 数 量

(台)

9,976 46,402

(465.1)

110,610

(238.4)

282,759

(255.6)

762,166

(269.5)

1,141,079

(149.7)

1,837,000

()

金 額

(億円)

921

()

1,622

(176.1>

2,633

(162.3)

4,137

(157.1)

5,738

(138.7)

7,2.44

(128.0)
合 計

数 量

(台)

22,644

()

67,230

(296.9)

143,441

(213.4)

332,832

(232.0)

818,000

(245.8)

1,214,359

(147.9)

〈注>L()内 対 前年比伸び率%

2.上 記調査は,日 本電子工業振興協 会が加 盟主要 各社 を対 象に行った もので公式統計 ではない

107



1編1部 コ ンピュー タ実動状況

1-6-2表

電子計算機および関連装置生

産推移

(単位:億 円)

歴年項目 1978 1979 1980 1981 1982 1983

デ

イ

ジ

タ

ノレ

型

電

子

計

算

機

一 般 用 3,667

(131.6)

4,470
(121.9)

4,616

(103.3)

5,385

(116.7)

6,449

(119.8)

7,004

(108.7)

制 御 用
132

(83.0)

115

(87.1)

275

(239.1)

282

(102.5)

254

(90.1)

2]8

(85.7)

計 算 機 本 体
3,799

(129.0)

4,585
(120.7)

4,891

(106.7)

5,667

(115.9)

6,703
(118.3)

7,218

(107.7)

外部記憶装{置
1,746

(124.8)

1,958

(112。1)

2,309
(117.9)

2,703

(ll7.1)

3,302

(122.2)

4,329

(131.1)

入 出 力 装 置
882
(124.6)

1,008

(114.3)

1,201

(119.1)

1,554

(129.4)

2,034

(130.9)

2,896
(142.4)

周 辺 装 置、

2,628

(124.7)

2,966

(112.9)

3,510

(118.3)

4,257

(121.3)

5,336
(125.3)

7,225

(135.4)

通信制御装置
133

(109.9)

152

(114.3)

181

(119.1)

224

(123.8)

274

(122.3)

409
(149.4)

端 末 装 置
1,637

(115.9)

2,353

(143.7)

2,792

(118.7)

3,005

(107.6)

3,497

(116.4)

4,166

(119.1)

計
8,197
(124.5)

10,056
(122.7)

11,374

(113.1)

13,153

(115.6)

15,810

(120.2)

19,018

(120.3)

補 助 装 置
380

(152.0)

452
(118.9)

404

(89.4)

364

(90.1)

432
(118.7)

547

(126.8)

合 計
8,577

(一)

10,508

(122.5)

11,778
(112.1)

13,517

(114.8)

16,237

(120.1)

19,565

(120.5)

〈注〉()内 対前年比伸 び率%

〈出所 〉 通産 省生産動態統計

1.3輸 出 入動 向

1983年 の コ ン ピュー タ ・シス テム の輸 出

は,対 世界 でみると6,755億 円(対 前年比99%

増)と 大幅な伸 びを示 している。 また対米 国

のみをみてみると,3,859億 円(同143.8%増)

で あ り,1982年 に初 めて輸 出と輸入が逆転 し

た コンピュータの対米 貿易 は,1983年 は さら

に大 幅な輸出超過 とな った(1-6-3図,

1-6-4図)。

コ ンピュー タ産業が世界市場 のなかで激 し

く競争 していること,米 国系企業 が 日本市場

にさ らに積極 的に拡販 しようと してい ること

な どを考え あわせる と,今 後 とも当業界 では,

活 発 な動 きが続 くと考 え られる。

1.4日 本電子計算機株式会社(JECC)

の活動状況

コンピュータ販売の主流であるレンタル制

度に伴う販売資金の負担を緩和 し,国 産メー

カーの販売体質を強化 し,市 場における公正

な競争を確保するため,日 本電子計算機(株)

(JECC)が,1961年8月 にレンタルに伴う

資金需要を補うという目的で設立 された。

以後,JECCの コンピュータ購入⑱ および

稼動資金残高の推移 は1-6-5図 のとおり

である。

2.わ が国の情報処理産業

2.1情 報処理産業の位置づけ
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6章 コ ンピュー タ産業 ・情報 処理 産業 ・情報通信産業

1-6-3表

周辺装置年度別出荷推移

(単位:百 万 円)

年度
装置 53 54 55 56 57 58

記 憶装置

台数 142,117 216,265 310,090 489,794 1,159,551・ 7,373,776

金額

(%)

197,904

(120.7)

231,566

(117,0)

281,943

(121.8)

307,310

(109.0)

439,765

(143.1)

725,398

(165.0)

印 刷 装置

台数 66,857

・

126,497 420,928 760,831 1,242,488 5,217,480

金額

(%)

93,818

(124.1)

128,681

(137.2)

193,807

(150.6)

254,395

(131.3)

352,551

(138.6)

688,374

(195.3)

図形入力装置

台数 7 259 970 1,279 4,293 12,280

金額

(%)

18

(14.0)

582

(3,233,3)

1,910

(328.2)

2,248

(117.7)

3,378

(150.3)

2,404

(71.2)

作 図 装置

台数 640 2,895 2,696 3β55 12,394 65,243

金額

(%)

961

(172.2)

4,682

(487.2)

7,589

(162.1)

10,735

(141.5)

14,080

(131.2)

20,233

(143.7)

読取 ・せ ん

孔 ・記 録

装 置

台数 27,154 40,101 91,423 35,694 28,801 350,910

金額

(%)

16,647

(108,8)

17,050

(102.4)

15,305

(89.8)

12,295

(80.3)

11,276

(91.7)

14,677

(130.2)

認 識装 置

台数 2,471 4,077 3,148 4,654 4,411 4,916

金額

(%)

12,108

(92.8)

17,910

(147.3)

15,073

(84.2)

14,958

(99.2)

14,503

(97.0)

12.561・

(86.6)

表 示装 置

台数 20,655 109,416 312,824 559,835 865,424 1,859,146

金額

(%)

24,296

(117.2)

36,693

(151.0)

54,796

(149.3)

75,327

(137.5)

115,558

(153,4)

214,217

(185.4)

そ の 他 の

入出力装 置

台数 881 1,702 1,549 1,786 4,661 18,951

金額

(%)

5,165

(124.3)

4,564

(88.4)

5,371

(117.7)

1,861

(34.6)

6,308

(339.0)

9,053

(143.5)

合 計

台数 260,782 501,212 1,143,628 1,857,228 3,322,023 14,902,702

金額

(%)

350,917

(119.6)

441,728

(125.9)

575,794

(130.4)

679,129

(117.9)

957,419

(141,0)

1,686,917

(176.2)

〈注〉()内 数字は対前年 度比

〈出所 〉 周辺端 末装置 に関する市場調査報告書

〈(社)日本電子工業振興協会 〉

わが国は,1960年 代後半か ら70年代にかけ

て,産 業界におけるコンピュータ導入 を中心

としたいわゆる第1次 情報化革命 を経験 し,

情報化社会への幕明けを迎えた。そして,現

在情報処理技術 と通信技術との飛躍的発達に

伴い,コ ンピュータ利用の全社会分野への拡

大,コ ンピュータ ・ネッ トワーク化による高

度利用といった新たな側面をもつ第2次 情報

化革命を迎えようと している。以上の状況の

なかにあって,情 報処理産業には増大する情

報処理ニーズに応え,わ が国の情報化を円滑

に進めるという大 きな期待が寄せ られてい

る。このような,大 きな意義をもつ情報処理

産業には,

① 経済活動の広範かつ高度に専門化され

た分野に情報処理技術をサービスするスペ

シャリス トとしての役割

② 優れた技術と生産性向上の努力によっ

てユーザーの情報処理コス トの低減を図る

役割
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1編1部 コ ンピュー タ実動状況

1-6-3図

コ ン ピュー タ輸 出入動 向

(対 世 界全 体)

1←6-4図

コン ピュー タ輸 出入 動 向

(対 米 国)

(億 円)

7,000

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

1,092

400

815

691

197778

〈出所〉 大蔵 省通 関統計

(億 円)

4,000

3,000

2,000

1,000718

128

79 80

1・9331
,5721・600
李,,一 一一 一 』

輸 入1
.452

81 82 83(年 度)

197778

〈出所 〉 大蔵省通関統計

1,583

,一 ← 一一 一一'。

1,1921・285

輸 入

83(年 度)
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1-6-5図JECCコ ン ピュー タ購 入 規模

6,324

(億 、円)

6,000
一 ・・91η

[=コ 稼動資産残高

吻 購入額5,261
5,000 一4 ,837

4,417

4.1994β53

4,000
4,083

一

3,876

3,408

3,002

2,948
3,000 一2 ,822

2,506

2,000
1,935

一

1,842

2̀

1,322

1,014
L264

1

ク1"Z

,342

"

1

,磁

,435 z
,777 %

1,000一
820

571

825
666

922 874 892 狐 ,341 ,3

%
彰

368

1143951%368268 % % 修% 彰修修修彰一132r7〃ogn17・'208'

1961 62636465666768697071727374757677787980
818283

2,020

(年度)

③ 情報処理技術 をテコに,異 企業間,異

業種間の情報処理システムのコーディネー

ターとして,わ が国経済社会の システム化

を促進 していく役割

などを積極的に果たすことが強 く望まれて

いる。

情報処理産業は,情 報産業の一部を構成す

るものと位置づけられ(1-6-6図 参照),

次の3つ の業種に大別 されます。

① コンピュータ ・プログラムの作成 を行

うソフ トウェア業

② コンピュータを利用 して種々の計算を

行う情報処理サービス業(計 算センターな

ど)

③ コンピュータを利用 して情報を検索,

1-6-6図

く.:::情 報 産 業:・:…

コ ンピ ュー タ産 業

情報処理産業

㌧

w

ソ フ トウ ェ ア業 ・≡

一 ー

ーー 一

情報処理サービス業

情報提供サービス業

、 .・P・層

情報処理産業の位置づけ

(業務内容)

一ーコンピュータ,半導体

集積回路の製造 ・販売

一"ソ フ トウ
ェ ア ・ハ ウ ス

ーー一計 算 セ ン ター な ど

… データベース ・サー ビスなど

提供す る情報 提供 サー ビス業(デ ータベー

ス ・サー ビスなど)

2・2情 報処理産業の現状

1983年 におけるわが国情報処理産業全体の

売上高は1兆953億 円,事 業所総数 は2,148事

111



1編1部 コ ンピュー タ実動状 況

業所,企 業数は1,565社 を数え,こ こ5年 間,

年率平均19%程 度の高成長を遂げている。

しか し,1970年 以降に設立 された企業が6

割以上を占めるなど,産 業としての歴史が新

しいことや,ソ フ トウェアの法的位置づけ,

ソフ トウェア流通の遅れ,そ の他もろもろの

本産業を取り巻く環境条件の不備のために,

売上高上位企業でもいまだに年間売上高2--

300億 円程度,約36%の 企業が年間売上高1

億円以下と,ま だまだ未成熟な発展段階にあ

る。

さらに細か くみると,一 概に情報処理産業

といっても,ソ フ トウェアの開発および販売,

計算 その他情報処理サー ビス,デ ータベー

ス ・サービス(情 報提供サービス)な ど多岐

にわたっている。このうちで最 も大きいのは,

ソフ トウェア開発,プ ログラム作成であり約

33%を 占めている。これに対 し,こ れまで最

大の売上げを占めていた計算業務の占める比

率は減少傾向にあり,約29%1と なっている。

また,デ ータベース・サービスの割合は,現在

のところ約7%と かなり低 く,先 進諸国に比

べて著 しく遅れた分野となっている。

ソフ トウェアの開発および販売を主とする

ソフ トウェア業においては,個 別の注文によ

る委託生産がその ほとん どであり,ソ フ ト

ウェア ・プロダク ト(既 製品として販売 され

るソフ トウェア)が 占める割合は,徐 々に増

大 してはいるものの,い まだ5%程 度にすぎ

ない。これは,ソ フ トウェア ・プロダク トの

割合が,全 ソフ トウェアの半額を超えたとい

われるアメリカの場合とは好対照をな してい

る。

計算その他の情報処理サービスを中心とす

る情報処理サービス業においては,オ ンライ

ン情報処理によるサービスが主流となってき

ているが,今 後の高速ディジタル通信回線の

利用の拡大により,い っそうこの傾向は強 く

なるものと予想される。

データベースについては,昭 和58年9月 末

時点でわが国に916の データベースがあるが,

このうち約3/4は 外国製のデータベースであ

る。これらのデータベースで情報提供サービ

スを行うデータベース ・サービス業は,よ う

やくこれか らサービスを開始 し拡大していこ

うとするものが多 く,そ の年間売上高も約

780億 円と,欧 米諸国と比較 してきわめて小

規模であり,未 発達の度合いが強い業種であ

る。

この他,最 近急速な成長を遂げている分野

と してシステムハウスがある。システムハウ

スは,マ イクロ ・コンピュー タ,ミ ニコ ン

ピュータなどのハー ドウェアの低廉化,小 型

化,高 性能化を反映して,ハ ー ドウェアとソ

1-6-4表

最近5カ 年の売上高成長状況
項目

年

企 業 数

売 上 高

(億円)

対前年伸び率

(%)

1企 業 当たり

の年間売上高

(百万円)

1企 業当た り

対前年伸 び率

(%)

1979 1,390 5,966 29.6 429 28.4

1980 1,343 6,698 12.3 499 16.3

1981 1,364 8,057 20.3 591 18.4

1982 1,388 9,119 13.2 657 11.2

1983 1,565 10,953 20.1 700 6.5

〈資料 〉 特定サー ビス業実態調査報告 書
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1-6-5表

従業員規模別売上高

(単 位:百 万円 ・%)

＼ 項 目 年 間 売 上 高 1事 業 当た りの売上高

従業員規模(人 1978年 構成比 1983年 構成比 1978年 1983年

1～4
、

3,687 0.8 5,589 0.5 19 29

5～9 11,653 2.5 17,130 1.6 46 57

10～29 52,654 11.4 93,584 8.5 98 150

30～49 59,988 13.0 98,229 9.0 233 295

50以 上 332,260 72.2 880,769 80.4 769 1,258

計 460,241 100% 1,095,301 100% 275 510

〈資料〉 特定サー ビス業実態調査 報告書

フ トウェアを組み合わせ,各 種制御システム

や,特 定の機能を有 したシステム機器を製作,

販売するものである。この分野 も,マ イコン

利用分野の拡大に伴い,今 後 も順調な伸びを

示すものと予想されている。

(1)売 上高の推移

情報処理産業の1983年 の売上高は,特 定

サービス業実態調査(通 産省)に よれば1兆

953億 円であり,そ の最近5カ 年間の売上高

成長状況は1-6-4表 のとおりであり,年

平均の成長率は19%で ある。

従業員規模別売上高をみると,1-6-5

表のとおり,従 業員50人 以上の事業所の売上

高が全体の約8割 を占めている。

(2)企 業数

特定サービス業実態調査によれば,情 報処

理企業数は1,565社,事 業所数 は2,148と なっ

ている。

(3)企 業規模

資本金規模別でみると,1983年 で2,148事

業所のうち資本金1,000万 円未満が740事 業所

あ り,全 体の34.4%を 占めている。1,000万

円以上1億 円未満の事業所が47.0%,1億 円

以上の事業所はわずか13.6%で ある(1-6

-6表) 。

さらに1983年 における状況を1978年 と比較

1-6-6表 資本金規模別事業所数

項 目

資本金

1978年 1983年
1983年

構成比

5年 間

伸び率

C83〃8)

500万円未満 510 431 20.0 ▲15.5

500万円～1,(㎜万円未満 瑠 珊 14.4 9.2

L〔㎜万円～1億 円未満 625 1,010 47.0 61.6

1億 円～10億円未満 186 捌 11.6 34.4

10億円以上 29 55 2.0 89.7

資本金なし 39 39 1.8 0

計 1,672 2,148 100% 28.5%

〈資料〉 特定サー ビス業実 態調 査報告書

す ると,資 本金500万 円未満が79事 業所減,

資本金500万 円以上1,000万 円未満が26事 業所

増,資 本金1,000万 円以上1億 円未満が385事

業所増,資 本金1億 円以上10億 円未満が64事

業所増,資 本金10億 円以上が26事 業所増 と

なっている。

従業員規模別従業員数を1978年 および1983

年で比較すると,50人 未満の事業所に従事す

る従業 員数 は,1983年 に あって は全体 の

20.7%の26,539人,1978年 にあっては全体の

18.0%の21,599人 であり,従 業員数で4,940の
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(単位:人 ・%)

1-6-7表

従業員規模別従業者数
項 目

従業貝

規模(人)

従 業 者 数
5年 間

伸 び 率

('83/'78)

%

1事 業所当たりの

従 業 貝 数

1978年 構成比 1983年 構成比 1978年 1983年

1～4 566 0.7 555 0.4 ▲2 3 3

5～9 1,745 2.3 2,000 1.6 14.6 7 7

10～29 9,531 12.3 11,258 8.8 18.1 18 18

30～49 9,757 12.7 12,726 9.9 30.4 38 38

50以 上 55,488 72.0 101,439 79.3 82.8 128 145

計 77,087 100% 127,978 100% 66.0 46 60

〈資料〉 特定サービス業実態調査報告書

増加 とな って いる(1-6-7表)。

また,1983年 に おける1事 業所当 た りの売

1-6-8表 情報処理産業の売上高規模

(単位:百 万円)

項 目

年
事業所数 売 上 高

1事業所当

たり売上高

1人 当た り

の 売 上 高

1983 2,148 1,(肪,301 510 8.6

〈資料〉 特定サー ビス業実態調査報告 書

上高 は5億1,000万 円,1人 当 たりの売上高

は860万円となっている(1-6-8表)。

(4)収 益状況

業界の比較的上位企業 を対象として行って

いる,情 報処理振興事業協会の 「情報処理産

業経営実態調査報告書」によると,1982年 度

においてソフ トウェア業では,全 体の売上高

は233社全体で3,271億 円(1社 当たりの売上

高14億390万 円)に 対 し,経 常利 益169億

1-6-9表 損益 状 況
(単位:百 万円 ・%)

業 種 項 目 1981年 度 対売上高比 1982年 度 対売上高比 対前年度比

売 上 高 532,488 100.00 628,749 100.00 18.08

情報処理産業 営 業 費 用 502,652 94.40 595,350 94.69 18.44

(413社) 営 業 利 益 29,836 5.60 33,399 5.31 11.94

経 常 利 益 25,272 4.75 28,606 4.55 13.19

うち
売 上 高 270,896 100.00 327,102 100.00 20.75

ソフ トウ ェア業
営 業 費 用 254,943 94ユ1 308,766 94.39 21.11

(233社)
営 業 利 益

経 常 利 益

15,953

14,143

5.89

5.22

18,336

16,970

5.61

5.19

14.94

19.99

うち
売 上 高 261,592 100.00 301,647 100.00 15.31

情報処理サービス業
営 業 費 用 247,709 9469 286,584 95.01 15.69

(180社)
営 業 利 益 13,883 5.31 15,063 4.99 8.50

経 常 利 益 11,129 4.25 11,636 3.86 4.56

〈資料〉 情報処理振興事業協会 「情報処理産業経営実態調査」
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1-6-10① 表1983年 における都道府県別事業所数,従 業者数,年 間売上高,

従業者1人 当たり年間売上高

1事 業所当たり従業者数・年間売上高,

従業者数

1事 業所当たり
従業者1人 当たり

区 分 事業所数
(人)

年間売上高

(百万円) 従業者数

(人)

年間売上高

(万円)

年 間 売 上 高

(万円)

業 態 別 計 2,148 127,978 LO95,301 60 50,992 856

ソ フ ト ウ ェ ア 業 591 45,188 382,749 76 64,763 847

情報処理サービス業 1,134 70,959 561,318 63 49,499 791

情報提供サービス業 188 5,758 80,672 31 42,910 1,401

その他の情報サービス業 235 6,073 70,562 26 30,027 1,162

従 業 者 規 模 別 計 2,148 127,978 1,095,301 60 50,992 856

1人 ～4人 195 555 5,589 3 2,866 1,007

5人 ～9人 298 2,000 17,130 7 5,748 856

10人 ～29人 622 11,258 93,584 18 15,046 831

30人 ～49人 333 12,726 98,229 38 29,498 772

50人 以 上 700 101,439 880,769 145 125,824 868

都 道 府 県 別 計 2,148 127,978 1,095,301 60 50,992 856

北 海 道 63 2,187 16,512 35 26,209 755

青 森 6 318 1,268 53 21,139 399

岩 手 6 381 2,532 64 42,203 665

宮 城 39 1,643 12,118 42 31,071 738

秋 田 11 319 2,314 29 21,040 726

山 形 7 233 1,355 33 19,359 582

福 島 18 659 3,523 37 19,573 535

茨 城 25 L660 8,761 66 35,045 528

栃 木 27 695 3,809 26 14,107 543

群 馬 17 1,465 7,693 86 45,256 525

埼 玉 63 2,024 10,472 32 16,622 517

千 葉 43 1,361 7,768 32 18,065 571

東 京 725 63,087 610,469 87 84,203 968

神 奈 川 79 7,903 93,332 100 118,142 1,181

新 潟 40 1,200 10,023 30 25,058 835

富 山 13 540 4,975 42 38,267 921

石 川 15 691 4,230 46 28,200 612

福 井 11 534 3,047 49 27,696 571

山 梨 13 348 1,581 27 12,164 454

長 野 24 1,083 7,241 45 30,171 669

岐 阜 13 334 2,247 26 17,286 673

静 岡 20 1,124 5,524 56 27,622 491

愛 知 131 5,703 43,507 44 33,211 763

三 重 4 316 1,934 79 48,352 612

7,000万 円(1社 当 た り7,283万 円),経 常 利

益率 に して5.2%と な って お り,対 前 年度 の

伸 び率 で は,売 上高20.8%の 伸 び,経 常利 益

20.0%の 伸 びとなっている。

情報処理 サー ビス業 では,全 体 の売上 高 は

180社 で3,016億 円(1社 当 た り16億7,555万 円)
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1-6-10② 表1983年 に おけ る都道 府 県別 事 業 所 数,従 業者 数,年 間 売上 高,

従 業 者1人 当 た り年 間売 上 高

1事 業所当たり従業者数 ・年間売上高,

従業者数

1事 業所当たり
従業者1人 当たり

区 分 事業所数
(人)

年間売上高

(百万円) 従業者数

(人)

年間売上高

(万円)

年 間 売 上 高

(万円)

都 道 府 県 別 計 2,148 127,978 1,095,301 60 50,992 856

滋 賀 13 550 3,092 42 23,786 562

京 都 16 787 5,876 49 36,726 747

大 阪 420 19,594 146,273 47 34,827 747

兵 庫 23 1,542 12,443 67 54,100 807

奈 良 1 X X X X X

和 歌 山 2 X X X X X

鳥 取 6 241 1,190 40 19,832 494

島 根 11 156 915 14 8,319 587

岡 山 26 L294 7,451 50 28,658 576

広 島 50 1,950 12,697 39 25,394 651

山 口 23 532 3,563 23 15,493 670

徳 島 6 116 722 19 12,030 622

香 川 8 364 2,763 46 34,533 759

愛 媛 10 295 2,053 30 20,526 696

高 知 8 253 1,362 32 17,023 538

福 岡 51 2,487 16,288 49 31,938 655

佐 賀 10 186 804 19 8,038 432

長 崎 4 227 1,294 57 32,340 570

熊 本 7 385 2,504 55 35,778 651

大 分 11 298 1,761 27 16,009 591

宮 崎 10 426 2,693 43 26,931 632

鹿 児 島 16 320 1,846 20 11,536 577

沖 縄 3 128 1,210 43 40,328 945

11大 都 市 別 計 1,429 99,072 901,246 69

6

63,058 910

札 幌 市 44 1,838 14,470 42 32,885 787

東京都(23区) 708 61,844 599,416 87 84,663 969

川 崎 市 11 1,062 5,472 97 49,743 515

横 浜 市 49 5,809 78,053 119 159,291 1,344

名 古 屋 市 113 5,355 42,005 47 37,172 784

京 都 市 16 787 5,876 49 36,726 747

大 阪 市 387 17,571 125,064 45 32,316 712

神 戸 市 13 889 5,166 68 39,735 581

広 ・ 島 市 39 1,434 9,552 37 24,493 666

北 九 州 市 9 591 2,557 66 28,411 433

福 岡 市 40 1,892 13,617 47 34,041 720

に対 し,経 常利 益116億3,600万 円(1社 当 た

り6,464万 円),経 常 利益 率 に して3.9%で あ

り,対 前 年度 の伸 び率 では,売 上 高で15.3%

の 伸 び,経 常 利益4.6%の 伸 びで あった(1

一6-9表) 。

(5)地 域分布

都道府県別事業所数をみると,圧 倒的に京

浜 ・阪神地区が多く,東 京,大 阪,愛 知,神
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奈川,埼 玉,北 海道 の順 であ り,特 に東京都

へ の集 中が著 しく,東 京都 だ けで全事業所数

の33.8%,全 売 上高の55.7%を 占 めている(1

-6-10表)
。

(6)技 術 者の状 況

情 報 サー ビス業 の従 業 者 数 は,1983年 で

127,978人 で あ り,そ の職種 別構成 比 をみ る

と,プ ロ グ ラマー26.1%,キ ー パ ンチ ャー

18.7%,シ ス テムエ ンジニア18.6%,管 理 部

門11.6%,オ ペ レー ター10.6%で あ る。職種

別構成比の推移 をみると,プ ログラマ ーお よ

び システムエ ンジニアが急増 してお り,ま た

オペ レーターおよびキーパ ンチ ャーの減少が

目立つ(1-6-7図,1-6-11表)。

(7)業 務 内容

業務 内容 は,事 務計算が25.9%,ソ フ トウェ

ア開発 ・プログラム作成 が33.3%,カ ー ドパ

ンチが9.2%を 占 めて い る。業 務全体 に占め

る構成比の年次別推移をみるとソフ トウェア

開発,プ ログラム作成の占める割合が増加 し,

事務計算,カ ー ドパンチ,マ シンタイム販売

の占める比率が減少 している(1-6-12表,

1-6-8図)。

1-6-7図
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1-6-11表 情報サービス業の職種別,男 女別従業者数および構成比(年 次別)

区 分

実 数 構 成 比 ・(%)

1982年 1983年 1979年 1980年 1981年 1982年 1983年

事 業 所 数 1864 2148 一一

ス情

業 報
務 サ
部|
門 ビ
(人)

計 113,414 127,978 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

個 人 事 業 主

家 族 従 業 者
ま た は 有 給 役 員

常 時 雇 用 従 業 者

4,039

109,375

4,408

123,570

5.2

94.8

4.9

95.1

4.2

95.8

4.2

95.8

3.4

96.6

職

種

別

(人)

計 113,414 127,978 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

管 理 部 門

研 究 員

シ ス テ ム エ ン ジニ ア

プ ロ グ ラ マ ー ・

オ ペ レ ー タ ー

キ ー パ ン チ ャ ー

そ の 他

13

3

19

27

13

23

13

029

026

661

371

433

252

642

14

3

23

33

13

23

15

816

160

840

443

550

872

297

12.9

2.8

13.7

20.3

12.0

23.7

14.6

12.8

2.8

14.7

21.4

12.1

23.9

12.3

11.7

2.6

15.8

22.5

1L7

22.3

13.4

11.5

2.7

17.3

24.1

11.8

20.5

12.0

11.6

2.5

18.6

26.1

10.6

18.7

12.0

男
女
別
(人)

計 113,414 127,978 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

男

女

74,488

38,926

84,725

43,253

64.2

35.8

63.8

36.2

64.6

35.4

65.7

34.3

66.2

33.8
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1-6-12表 情報サービス業の業務種類別年間売上高構成比(年 次別)

年 次 計 事務計算
その他の

計 算

ソフ トウェア

開発 ・プ ログ
ラム作成

カー ド

パ ンチ

マ シン

タイ ム

販 売

システム
等管理運
営受託

情報提供

サービス
各種調査 その他

1979年
(596,613)
100.0% 28.3 3.7 29.3 11.7 2.5 7.5 5.3 6.6 5.1

1980年 (669,844)100.0% 27.1 3.4 31.2 11.1 2.3 7.3 6.6 5.8 5.2

1981年 (805,692)100.0% 27.3 4.7 28.3 10.4 1.8 8.9 7.5 6.0 5.1

1982年 (99L907)100.0% 27.7 2.6 32.9 9.2 1.2 9.7 5.8 5.7 5.2

1983年 (1,095,301)100.0% 25.9 2.9 33.3 9.2 1.4 9.4 7.2 5.3 5.4

〈注〉()内 は年 間売上高で,単 位は百万 円

1-6-8図 年 間売 上 高 の推 移
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3.わ が国の情報通信

3.1デ ィ ジタル通信 の動向

[コ 電電公社のサー ビスの概要

電 電 公 社 の 新 デー タ網 サー ビス(通 称

DDX:DigitalDataExchange)は,最 新 の

デ ィジ タル交換 ・伝 送 技術 等 を用い た,高

速 ・高品質 の従量 制料金 による交換網 サー ビ

ス で,「 回 線交換 サ ー ビス」 と 「パ ケ ッ ト交

換サー ビス」 の2種 類が ある。回線交換 サー

ビスは,1979年12月 か ら,パ ケ ッ ト交換 サー

ビスは,1980年7月 か らサー ビスを開始 した。

新データ網サービスでは,端 末の伝送速度

に応 じて,1-6-13表 のとお り,200bps

の低速から,48Kbpsの 高速まで7種 類のサー

ビス品目があり,伝 送品質については,ビ ッ

ト誤 り率で現在の特定通信回線と同等以上の

品質が確保 され,ま た,接 続時間は,公 衆通

信回線の数秒から10数秒に比べ,平 均1秒 程

度に短縮される。新データ網サービスも,ス

ター トしてはや5年 を迎えているが,こ の間,

回線交換サービスにおける 「グルーフ彬 閉域

接続機能」,ま た,パ ケ ット交換サービスに

おける 「着信課金機能」「伝送制御手順の拡

大」,さ らには 「網制御装置(NCU)の 料金

値下 げ」「加入区域の拡大」 など,サ ービス

内容の充実 ・改善が逐次図られている。

(1)回 線交換サービス

回線交換サービスは,デ ータ通信,デ ータ

伝送,フ ァクシミリ伝送等の用に供するため,

時分割交換技術とディジタル伝送技術を用い

て,高 速 ・高品質の符号伝送を行うサービス

であり,本 サービスに加入 した任意の加入者

相互間で従量制料金による通信ができる公衆

ネットワーク ・サービスである。

本サービスの特徴は,通 信のつど回線が設

定され,通 信中の伝送制御手順になんら規定

されない トランスペアレン ト伝送方式である
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1-6-13表

新 データ網 サ ー ビスのサ ー ビ

ス品 目

サー ビス

品 目

内 容

回線交換

サービス

パケット交換サー ビス

一般端末
パケット

形態端末

200bps 200bps(以 下)の 符 号伝 送 が可 能 な もの ○ ○ 一

300bps 300bps(以 下)の 符 号伝 送 が可 能 な もの ○ ○ 一

1,200bps 1,200bps(以 下)の 符 号伝 送 が可 能 な もの ○ ○ 一

2,400bps 2,400bpsの 符号 伝 送 が 可能 な もの ○ ○ ○

4,800bps 4,800bpsの 符号 伝 送 が 可能 な もの ○ ○ ○

9,600bps 9,600bpsの 符号 伝 送 が 可能 な もの ○ ○ ○

48Kbps 48Kbpsの 符号伝送が可能なもの ○ 一 ○

〈注〉()内 の以下は回線交換サー ビスの場合 である。

|-6-14表 回線 交 換 サ ー ビスの 主 要 料金 等 (1回 線 ごとの料金等)

区

サ 分

1
ビ
ス
品
目

新 設 時 毎 月

加

入

料

設

備

料

通 信 料

単
位
料
金

課 金 秒 数

同 －

MA内

隣接MA

～30km
～60km ～120km ～240km ～420km ～750km

750kmを

超 え る

も の

200bps
円

800

千円

140

干円
18

10円

秒

120

⇔

90

秒
65

秒

40

⇔

25

抄
17

秒

13

⇔

11

300bps 800 140 18 100 80 55 35 22 14 11 9

1200bps 800 140 20 60 45 30 18 11 7.5 6 5

2400bps 800 140 22 55 40 27 17 10 7 5.5 4.5

4800bps 800 140 24 50 35 25 15 9 6.5 5 4

9600bps 800 140 26 45 30 20 14 8 6 4.5 3.5

48Kbps 800 140 30 20円 12 8 5.5 4.5 3.5 2.5 1.5 1

ことから,伝 送する電文の形式や符号 に制約

がない。また,回 線保留時間に応 じて通信料

が課金されることか ら,比 較的多量の情報量

を短時間で送るデータ通信やファクシミリ通

信に適 している回線交換サービスの主要な料

金等は,1-6-14表 のとおりである。

② パケット交換サービス

119

パケッ ト交換サービスは,主 としてデータ

通信のための公衆ネッ トワーク ・サービスで

あり,こ れに加入すると任意の相手加入者と

の間で,高 速 ・高品質の符号伝送を行うこと

ができる。

本サービスは,発 信側か ら送 られたデータ

をいったん交換機に蓄積 し,パ ケットと呼ば



1編1部 コンピュータ実 動状況

1-6-15表

パ ケ ッ ト交換 サ ー ビスの 主要

料金 等

(1回 線 ごとの料金等)

1

区

サ

」 分
ス

品
目

新 設 時 毎 月

加入料 設備料 基本料

通信 料(1パ ケ ッ トに つ き128オ クテ
ッ トまでご とに)

～100km ～500km 500kmを

超 えるもの

200bps 800円 110千 円 16千 円

0.4円 0.5円 0.6円

300bps 800 110 16

1,200bps 800 140 22

2,400bps 800 140 26

4,800bps 800 140 28

9,600bps 800 140 30

48Kbps 800 140 75

れる一定の長 さの電文に分割 して伝送する蓄

積交換方式を用いており,伝 送路の使用効率

が高まり,通 信の品質が向上する。

本サービスの特徴は,異 速度端末間でも通

信ができ,ま た,パ ケット多重化機能を利用

すれば1本 の加入回線で複数の通信相手と,

同時に通信ができる。 さらに,通 信料につい

ては,情 報量に応 じた料金となっていること

から,一 度に送る情報量が比較的少なく散発

的なデータ通信に適 している。

パケッ ト交換サービスの主要な料金等は,

1-6-15表 のとおりである。

(3)付 加サービス

新データ網サービスは,デ ータ伝送という

基本的な機能のほか,サ ービスの効用を高め

るため 「閉域接続機能」など,8つ の付加サー

ビスを提供 している。

付加サービスの概要,料 金等 は,1-6

-16表 のとおりである。

(4)加 入区域

サービス開始時には,回 線交換サービスは,

東京,横 浜,名 古屋,大 阪の4加 入区域,パ

ケッ ト交換サービスは,前 述の4加 入区域に

福岡,仙 台,札 幌を加え7加 入区域でスター

トしたが,1984年9月 末における加入区域は,

1-6-17表 のとおりである。回線交換サー

ビスは137加 入区域,パ ケット交換サービス

は274加 入区域 に,そ れぞれ拡大が図 られて

いる。

回 国際電電のサービスの概要

「国際 公衆 デー タ伝 送 サー ビス(略 称

VENUS-P)」 は,1982年4月1日 か らサー

ビスを開始 したCCITT標 準の公衆パケッ ト

交換サービスであり,コ ンピュータ間通信,

端末間通信など広範囲のディジタル ・データ

伝送を可能とするサービスである。1983年7

月,日 本国内の端末と外国のコンピュータと

の間で情報検索などのための符号伝送サービ

スを提供 していた 「国際コンピュータ ・アク

セス ・サービス(ICAS)」 を統合 した。

本サービスの概要は次のとおりである。

(1)契 約種別 として,次 の3種 類がある。
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1-6-16表 付 加 サ ー ビスの 概 要 ・料金 等
(1回 線 ごとの料金等)

区 分

サ ー ビス名

サ ー ビ ス の 概 要

料 金

新設時 毎 月

取付料 付 加
使用料

閉域 接 続機 能

ペ

ア

形

交換機が,あ らか じめ登録 してある端末間の通信のみに制限し

て接続し,悪 意呼や誤ダイヤル等による妨害を防ぐためのサー

ビスで次の2種 類がある

ア.ペ ア形閉域機能

希望する相手端末と1対1で のみ通信を行い,そ の他の端

末からの着信については網で接続を拒否するという機能

イ.グ ループ形閉域機能

特定の端末群が1つ のグループを組み,同 一グループ内の

端末相互間に限り接続を行う機能

円

500

円

550

グ

ル

1

プ

形

500 550

ダイレ ク ト・コー ル機能

通信相手が1つ に固定されている場合,そ の相手番号を1度 交

換機に登録しておけば、あとはダイヤル操作なしで発信できる

機能

500

相 手 通 知 機 能
通信開始に先立ち,こ の機能を利用する加入回線に,局 交換設

備から通信相手の加入回線番号 を通知する機能
500 一

短 縮 ダ イヤ ル機 能
通信相手の番号を2桁 の番号に短縮して登録しておけば,あ と

はこの短縮番号を使って通信できる機能
500 450

通信料一括課金機能

あ る特 定 の端 末(例 えば,本 店 に置 か れ た オ ンラ イ ン ・シ ステ

ム の セ ン ター 等)に 着 信 す るすべ て の呼 の料 金 が,そ の端 末 側

の 支払 い とな る機 能

500

着 信 課 金 機 自i
発信側から着信課金による通信の要求があり着信側が応諾した

場合,そ の通信にかかる通信料が着信側に課金される機能
1,000 一

右

パケッ ト多重化機能 端末機器が電子計算機などの場合,1の 加入回線で複数の相手

と同時に通信するために,複 数の論理チャネルを設定する機能

寧 寧

500

**

300

■

相手 固定接続機能
常に通信相手が特定の1の 加入回線または論理チャネルに固定

され,発 呼,切 断の操作なしで接続できる機能
500 一

〈注>1,*バ ケ ッ ト交換サー ビスに限 り提供す る

2,**加 入回線1回 線につ き1の 論理チ ャネルを除 く他の論理チ ャネル1チ ャネル ごとの料金 である

① 加入契約

加入者線 によりVENUS-Pの 提供 を受 け

るための契約

② パケット交換サービスによる利用契約

電電公社のパケッ ト交換サービス加入者

がパケッ ト形態端末機器,ま たは調歩式標

準一般端末機器 を使用 してVENUS-Pの

提供を受 けるための契約

③ 加入電話による利用契約

加入電話により,調 歩式一般端末機器を使

用 してVENUS-Pの 提供 を受けるための

契約

(2)端 末機器は利用者が自営する。網に接

続 できる端末機器 はCCITT勧 告X.25に よ

るパ ケッ ト形態端末機器,同 期式ハ イレベ

ル ・データリンク制御手順(且DLC)ま たは

同期式基本形データ伝送制御手順(BSC)に

よる同期式一般端末機器,な らびにCCITT

勧告X.28に よる調歩式一般端末機である。

(3)サ ー ビス対象地域は,1984年11月 末現
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1-6-17表 新 デ ー タ網 サ ー ビスの加 入 区域(1984年9月 末 現 在)

回線交換サ ー ビス

東 京,相 模 原,八 王 子,国 立,武 蔵 野 三 鷹,町 田,立jll,調

布,田 無,武 蔵 府 中,福 生

水 戸,宇 都 宮,前 橋,浦 和,川 口,千 葉,横 浜,川 崎,甲 府,

日立,高 崎,所 沢,柏,松 戸,市 原,平 塚,厚 木,横 須 賀,

川 越,大 宮,市 川,船 橋,藤 沢,足 利,土 浦,熊 谷,筑 波 学

園,上 尾,越 谷,草 加,成 田,小 田 原,松 田

新 潟,長 野,長 岡,松 本

静 岡,浜 松,名 古 屋,沼 津,豊 橋,富 士,清 水,岡 崎,一 宮,

岐 阜,四 日市.津,春 日井,豊 田,刈 谷,大 垣,金 沢,富 山,

福 井,高 岡

京 都,大 阪,神 戸,千 里,堺,和 歌 山,大 津,奈 良,姫 路,

豊 中,八 尾,河 内 枚 岡,西 宮,明 石,加 古 川,高 槻,茨 木,

枚 方,寝 屋 川,宇 治,大 和 田,野 洲,岸 和 田 貝塚

岡 山,倉 敷,広 島,福 山,鳥 取,松 江,下 関,山 口,呉,小
'郡
,宇 部

高 松,徳 島,松 山,高 知

北 九 州,福 岡,久 留 米,佐 賀,長 崎,大 分,熊 本,宮 崎,鹿

児島,那 覇,佐 世 保

青 森,仙 台.秋 田,盛 岡,山 形,福 島,郡 山,八 戸,い わ き,

弘 前

札 幌,旭 川,函 館,釧 路,苫 小 牧,帯 広,小 樽,室 蘭,北 見,

岩 見 沢

(137加 入区域)

パケ ッ ト交換サー ビス

東 京,八 王 子,武 蔵 野 三 鷹,田 無,立 川,国 分 寺,相 模 原,

青 梅,東 村 山,小 平,日 野,国 立,調 布,式 蔵 府 中,町 田,

小 金井,村 山 大 和

宇 都 宮,足 利,日 立,水 戸,筑 波 学 園,前 橋,高 崎,浦 和,

大 宮,川 口,草 加,所 沢,上 尾,川 越,千 葉,松 戸,柏,市

川,船 橋,横 浜,川 崎,登 戸,横 須 賀,藤 沢,平 塚,小 田原,

厚 木.甲 府,大 穂,小 山,桐 生,太 田,伊 勢 崎,熊 谷,久 喜,

狭 山,春 日部,入 間,志 木,越 谷,我 孫子,八 千 代,成 田,

佐 倉,市 原,木 更 津,大 和,鎌 倉,茅 ヶ崎 、 土 浦,谷 田 部,

朝 霞,流 山,習 志 野,秦 野,日 吉,栃 木,鹿 沼,佐 野,取 手,

館 林,行 田,三 郷,大 井,銚 子,茂 原,富 津,袖 ヶ浦,松 田,

新 潟.長 野,長 岡,上 越,松 本,諏 訪,二 田,新 発 田,三 条,

柏 崎,燕,飯 田,岡 谷,加 茂,塩 尻,静 岡,浜 松,名 古 屋,

沼津,富 士,焼 津,清 水 、 豊 橋,豊 田,岡 崎,一 宮,岐 阜,

大 垣,津,四 日市,富 士 宮,藤 枝,各 務 原,小 牧,春 日井,

瀬 戸,刈 谷,安 城,半 田,鈴 鹿,松 阪,伊 勢,豊 川,御 殿 場,

三 島,伊 東,修 善 寺,大 仁,島 田,浜 北,江 南,稲 沢,西 尾,

尾 張 横 須 賀,犬 山,尾 張 旭,多 治見,桑 名,金 沢,富 山,高

岡,福 井,小 松

京 都,大 阪,神 戸,姫 路,大 津,茨 木,枚 方,池 田,宇 治 、

千 里,寝 屋 川,八 尾,堺,豊 中,奈 良,和 歌 山,西 富,加 古

川,河 内 枚 岡,大 東,阪 南,大 和 田,和 泉,宝 塚,明 石,兵

庫 川 西,高 槻,箕 面,松 原,岸 和 田 貝塚,大 和橿 原,伊 丹,

草 津,亀 岡,城 陽,富 田 林,泉 大 津,田 辺,芦 屋,高 砂,野

洲

岡 山,福 山,広 島,鳥 取,米 子,倉 敷,尾 道,松 江,呉,宇

部,下 関,山 口,岩 国,徳 山,防 府,小 郡,津 山,玉 野,出

雲,東 広 島,三 原

高 松,松 山,徳 島,今 治,高 知,新 居 浜,宇 和 島

北 九 州,福 岡,久 留 米,佐 賀,長 崎,佐 世 保 、 大分,熊 本,

八 代,宮 崎,延 岡,鹿 児 島,那 覇,大 牟 田,別 府,都 城,飯

塚,唐 津,諌 早,鹿 屋,コ ザ

青 森,仙 台,八 戸,秋 田,盛 岡,酒 田,弘 前,山 形,福 島,

郡 山,い わ き,会 津 若 松,鶴 岡,石 巻,七 北 田,大 館,米 沢

旭 川,札 幌,北 見,釧 路,帯 広,小 樽,苫 小 牧,室 蘭,函 館 ,

岩 見 沢,江 別,千 歳,恵 庭,滝 川,留 萌,稚 内,網 走,名 寄

(274加 入区域)

在 で,ア メ リカ,カ ナ ダ,イ ギ リス,フ ラン

ス,西 ドイツ,ス イス,オ ース トリア
,ベ ル

ギー,ス ペ イン,ス ウェーデ ン,韓 国,シ ン

ガポ ール,南 アフ リカ共和国 ,グ ァデルー プ,

マ ル ティニ ク,ブ ラジル,オ ース トラリア,

台 湾,バ ー レー ン,イ ス ラエ ル,デ ンマーク,

フ ィンラン ド,ル クセ ンブル グ,ギ リシア,

ギアナ,ガ ボン,レ ユニオン,ノ ルウェーの

計28地域である。

(4)サ ービスには,契 約種別に従い,1-

6-19表 に示す品目がある。

(5)国 内利用可能地域は,加 入契約の場合,

東京23区 内,大 阪市内,横 浜市内,名 古屋市

内,神 戸市内および那覇市内であるが,加 入
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1-6-18表 新 デ ー タ網 サ ー ビスの 加 入 区域(1983年3月 末現 在)

回 線 交 換 サ ー ビ ス

札 幌,旭 川,函 館,青 森,仙 台,秋 田,盛 岡,山 形,

福 島,郡 山,東 京,相 模 原,八 王子,水 戸,宇 都 宮,

前 橋,浦 和,川 口,千 葉,横 浜,川 崎,甲 府,新 潟,

.長野,長 岡,金 沢,富 山,福 井,静 岡,浜 松,名 古屋,

沼 津,豊 橋,岡 崎,一 宮,岐 阜,四 日市,津,京 都,

大 阪,神 戸,千 里,堺,和 歌 山,大 津,奈 良、 姫 路,

岡 山,倉 敷,広 島,福 山,鳥 取,松 江,下 関,山 口,

高 松,徳 島,松 山,高 知,北 九州,福 岡,久 留 米,佐

賀,長 崎,大 分,熊 本,宮 崎,鹿 児島,那 覇

(69加 入区域)

パ ケ ッ ト交 換 サ ー ビ ス

札 幌,旭 川,北 見,釧 路,帯 広,小 樽,苫 小 牧,室 蘭,

函 館,青 森,仙 台,八 戸,秋 田,盛 岡,酒 田,山 形,

福 島,郡 山,い わ き,会 津 若 松,東 京,八 王子,武 蔵

野 三 鷹,田 無,福 生,立 川,国 分 寺,相 模 原,宇

都 宮,足 利,日 立,水 戸,筑 波 学 園,前 橋,高 崎,

浦和,大 宮,川 口,草 加,所 沢,上 尾,川 越,千 葉,

松 戸,柏,市 川,船 橋,横 浜,川 崎,登 戸,横 須 賀,

藤 沢,平 塚,小 田原,厚 木,甲 府,新 潟,長 野,長 岡,

上 越,松 本,諏 訪,金 沢、 富 山,高 岡,福 井,静 岡,

浜 松,名 古 屋,沼 津,富 士,焼 津,清 水,豊 橋,豊 田,

岡崎,一 宮,岐 阜,大 垣,津,四 日市,京 都,大 阪,

神 戸,姫 路,大 津,茨 木,枚 方,池 田,宇 治,千 里,

寝 屋 川,八 尾,堺,豊 中,奈 良,和 歌 山,西 宮,加 古

川,河 内枚 岡(東 大 阪 市),岡 山,福 山,広 島,鳥 取,

米 子,倉 敷,松 江,呉,宇 部,下 関,山 口,高 松,松

山,徳 島,今 治,高 知,北 九州,福 岡,久 留 米,佐 賀,

長 崎,佐 世 保,大 分,熊 本,八 代,宮 崎,延 岡,鹿 児

島,那 覇

(129加 入 区域)

区域外でも利用できる場合がある。その他の

地域についても拡張を予定 している。

また,パ ケッ ト交換サービスによる利用契

約の場合,DDX-Pの 利用可能地域か ら,な

らびに加入電話 による利用契約の場合,日 本

全国か ら利用可能である。

(6)通 信料金は情報量 に応 じた従量制であ

り,料 金の詳細を1-6-20表 に示す。

(7)異 種端末間通信 については,1-6

-21表 のとおりである。

固 欧米諸国におけるディジタル ・データ網

の動向

アメリカでは,国 防総省によるパケット交

換技術の開発 を土台に して,1970年 代か ら

VAN(ValueAddedNetwork:付 加価値通信

網)と 呼ばれるデ ィジタル ・データ網が構築

されており,現 在このサービス分野では,20

数社 が競合 している。また,最 近,ATTお

よびIBMと いう電気通信 ・コンピュータ部

門の両巨頭がデータ通信分野への参入を企図

し,AIS/Net1000,Info頂ationNetwork構 想

を打 ち出 し,デ ータ通信分野 への参入 を果 た

して いる。 このうち,AIS/Net1000は,ア プ

リケー シ ョン レベ ルでの交換 機能 を有 し,シ

ス テム間接続 に必要 なすべての問題 をネ ッ ト

ワー ク側 でカバ ー しよ うと してい る点で注 目

され る。
ノ

ー方
,ヨ ー ロッパ 各 国で はPTT(郵 電 省

または郵電庁:MinistryofPosts,Telegraphs

andTelephones)ま た は公社 に よって,各 国

ごとに国内公衆 データ網 の構築 ・整 備が行わ

れてい る。 これ らは,国 際電信 電話諮問委員

会(CCITT)の 勧 告 に基 づ く トラ ンスペ ア

レン トなネ ッ トワー クで ある。 ま た,EC9

カ 国 は ヨー ロッ パ 域 内 デー タ 網 で あ る

"E
uronet"を 建 設 し,加 盟 各国のデー タベー

スの共 同利用促進 を図 ってい る。

主要国 にお ける導入状況等 は,1-6-22

表 の とお りで ある。
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1編1部 コンピュー タ実動状況

1-6-19表

VENUS-Pに おけ る品 目
① 加入契約

品 目 内 容 備'考

300bps
100bps,110bbs150bps,200bps,お よ

び300bpsに よ る符号 伝 送が 可 能 な もの

調歩式一般端末機器に限る

1,200bps

100bps,110bps,150bps,200bps,300bps

お よ び1,200bpsに よ る 符 号 伝 送 が 可 能 な

もの

2,400bps 2,400bpsに よ る符 号伝 送 が可 能 な もの 同期式一般端末機器およびパ

ケット形態端末機器に限る

4,800bps 4,800bpsに よ る符号 伝 送 が可 能 な もの

9,600bps 9,600bpsに よ る符号 伝 送 が可 能 な もの

② パケット交換サービスによる利用契約

品 目 内 容 備 考

200bps 200bpsに よる符 号 伝送 が 可能 な もの 調歩式標準一般端末機器に限

る
300bps 300bpsに よ る符 号伝 送 が可 能 な もの

1,200bps 1,200bpsに よ る符号 伝送 が 可 能 な もの

2,400bps 2,400bpsに よる 符号伝 送 が 可能 な もの パケット形態端末機器に限る

4,800bps 4,800bpsに よ る符 号伝 送 が 可能 な もの

9,600bps 9,600bpsに よ る符 号伝 送 が可 能 な もの

〈備考>NTTの パケット交換サー ビスで48Kbpsを 利用の場合 も,最高速度は9.600bpsと なる

③ 加入電話による利用契約

品 目 内 容 備 考

300bps
100bps,110bps,150bps,200bpsお よび

300bpsに よ る符号 伝 送が 可 能 な もの

1.調 歩 式一 般 端 末機 器 に 限

る

2.着 信 の取 扱 い は で きな い
200bps

100bps,110bps,150bps,200bps,300bps

お よ び1,200bpsに よ る 符 号 伝 送 が 可 能 な

も の

4.情 報通信事業

4.1概 説

124

電子計算機等 を電気通信回線に接続 して,

データの伝送と処理 とを一体的に行うデータ

通信は,20年 前に出現 して以来,順 調な発展

を遂 げてきている(1983年 度末8,468シ ステ



6章 コンピュー タ産業 ・情報処理産業 ・情報通信 産業

1-6-20表VENUS-Pの 料金

パ ケ ッ ト交 換 加入電話

料 金 種 別 単 位 加 入 契 約 サ ー ビ スに よ に よ る

る利用契約 利用契約

契
約

契 約 料 1の 契約 ご とに 300円 300円 300円

時
1
回

〈注1>

設 備 料 加入者線ごとに
300bps80,000円

1,200bps以 上110,000円

限
り 取 付 料 DCE設 置時 実費

の
料
金

付加機能
設 定 料

実費

基 本 料 1の 加入者線ごとに 300bps21,400円

1,200bps28,200円

月 2,400bps48,000円

額 4,800bps75,000円

で 9,600bps114,000円

毎 定

め
付加機能
使 用 料

パ ケ ッ ト多重 機 能:

1論 理 チ ャ ネル ご とに
90円

月 る
短縮ダイヤル機能: 300bps,1,200bps270円 270円

料 1回 線 ご とに 2,400bps以 上1,080円

の 金
ダ イ レ ク ト ・コー ル機 能:

620円
1回 線 ご とに

料

呼 通 信 料 〔時分料〕
(

金 ア
一 一

ク 有料時分1分 までごとに 45円 45円 45円

セ

定 ス 〔伝 送料 〕 〈注2>

め'二

る ど

蓼・

1有 料 パ ケ ッ トにつ き

1セ グメン ト(64オ クテ ッ ト

ま で)ご とに 3円 3円 3円

〈注>1日 本電信電話公社が定め る国内専用 回線設備料 と同額である。

2有 料パ ケッ トの種類はつ ぎの とお りである。

① デー タパ ケッ ト

② 発呼要求 パケッ トまたは着呼パ ケ ・ソト

③ リセ ッ ト要求パ ケッ トまたは リセ ッ ト指示パ ケッ ト(リ セ ッ ト原 因力{,DTEリ セ ット.リ モー ト手)11頁#oま たは

ロー カル手順誤 りである場合 に限る。

④ 割込パ ケッ ト1

上記 の他,同 期式ハ イレベ ル ・デー タ ・リンク制御手順一般端 末機器 および同期式 基本形デー タ伝送制御手順一般端末

機器 においては,国 際電電 の交 換設備が上記① か ら④ に掲 げる種類 のパケ ットによ り符号の伝送 を行 う場合には有料 と

なる。

ム)。

他人の需要に応 じて,デ ータ通信により通

信処理,情 報処理,情 報提供 を行う情報通信

事業 もまた順調 に発展 してお り,ア メリカに

次ぐ市場規模をもつに至っている。

しか しなが ら,そ の市場構造,事 業基盤等

については,多 くの問題を内包 しており,ア

メリカに比 し,未 成熟な段階にある。

すなわち,

① 事業規模が小さく,経 営基盤 もぜい弱

であり,新 規サービスの開発費などの負担

が困難であること。
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1-6-21表VENUS-Pの 異 種 端 末 間通信

外国側

日本側
X.25 HDLC BSC X.28

X25 ○ ○ △1 03

HDLC ○ ○ △2 △4

BSC △1 △2 ○ ×

X28 ○ ○ × △

○印 は相互通信 が可能

△印は接続の規制 はないが制約条件が 多くな る

×印は通信不可

〈注>1.X.25端 末にBSC・PAD機 能 を内蔵すれば通信

可能

2.HDLC端 末側 にBSC・PAD機 能 を内蔵すれば

通信可能

3.X.25端 末側 にX.29機 能 を内蔵すれば通信可 能

4.HDLC端 末にX29機 能 を内蔵すれば通信可能

しつつあることなどから,近 い将来,ア メリ

カと同 じく,ネ ットワーク機能 を活用 した多

様かつ高度なユーティリティの提供が進むも

のと期待されている。

情報通信事業は,単 独には電子計算機 をも

つことの困難な企業や個人に,デ ータ通信

サービスを提供することにより,情 報の格差

を解消 し,デ ータ通信の普及を促進するもの

であるとともに,情 報通信事業それ自体が知

識集約的な戦略産業として,そ の発展が期待

されているものであり,上 に述べたような問

題点,発 展動向を踏まえ,中 ・長期的視野に

立った振興策を講 じていく必要がある。

② 大企業等では一般に自社でシステムを

構築する傾向があり,ま た,全 般的にサー

ビスレベルが低 いことから,潜 在市場の開

拓も不十分なこと。

③ アメリカ系企業 は,ネ ットワークを全

世界的規模に拡大 し,高度なソフ トウェア,

豊富なデータベースを有 し,終 日サービス

体制を整えているが,わ が国の情報通信事

業者は,資 金面,技 術面で立ち遅れている

のみならず,技 術の進歩などに即応 した諸

制度の整備が十分でないため,事 業活動の

広範かつ自由な展開に欠けるきらいのある

こと。

などが,主 な問題点として指摘できる。

しか し,競 争原理の導入による電気通信の

高度化をねらいとする電気通信改革法案が成

立すれば,事 業者間の切磋琢磨によりいっそ

う積極的な事業展開が予想されること,ま た,

最近,一 般企業が情報処理 コス トの増加や保

守 ・要員管理の困難さに対する認識から,情

報通信事業者のシステムを利用する意向を示

4.2情 報通信事業のサービス概況

田 電電公社

電電公社は,デ ータ通信設備サービスとし

て,通 信回線,セ ンター設備,端 末機 ,ソ フ

トウェア等を一体的に提供 しており,サ ービ

スの種類 としては,「公衆データ通信 システ

ム ・サービス」と 「各種システム ・サービス」

の2つ に分けられる。

(1)公 衆データ通信システム ・サービス

公衆データ通信 システム ・サービスは,電

電公社があらか じめ用意 したシステムを利用

す るサー ビスであ り,全 国に広 が る コン

ピュータネッ トワークを使用 して,多 様な情

報処理サービスを手軽に,し かも経済的に利

用することを可能とするものである。

公衆データ通信 システム ・サービスには,

第1種 サービス(DEMOS)と 第2種 サービ

ス(DRESS)が ある。

第1種 サービスは,ラ イブラリプログラム

による高度な技術計算,経 済的なデータベー

ス構築機能,ソ フ トウェアの効率的利用を可
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6章 コンピュータ産業 ・情報処理産業 ・情報通信産 業

1-6-22① 褒 主 要 国 に お け るデ ィ ジ タル ・デ ー タ網 導 入 の動 向

国名 サ ービス名 会 社 名 等
交 換

方 式

サー ビス

開始時期
備 考

Telenet GTETelenet P 1975年8月 1979年GTEと 合併

1980年Telemai1

290交 換局、市内ア クセ ス可能都市

約325、 海 外50カ 国

Tymnet TymnetInc. P 1977年 1980年OnTymeII,TymeGram

ア クセ ス 都 市 数 約1,400(ノ ー ド数 約1,000)

Graphnet GraphnetInc. P 1975年1月 1975年 フ ァ ク シ ミ リ蓄積 ・交 換 サ ー ビ ス

1976年 デ ー タ伝 送 サ ー ビ ス

1977年 国際サー ビス

COM・PAK ITTWorld P/C 1979年12月 1979年FAXPAK(異 機 種 フ ァクシ ミリ端

CommunicationsInc. 末間の通信サー ビス)

O交 換局10局 、ア クセス都市数24都 市

UNINET UninetInc, P 1981年3月 UnitedTelecomComputerGroupの 内部 利

用のネットワークをVANの ベ ース として利用

ア ○国際キャ リア30カ 国以上 と合意

Pacnet PacificNetwork P 1979年1月 28都 市でサ ー ビス

CommunicationsCorp,

(1-Net社(C&WNorth
メ

Americaグ ルー プ に併 合)

の子会社》

AUTONET AutomaticData P 1982年 AutomaticDateProcessingInc、 の ネ ッ トワ

リ ProcessingInc. 一 クから発展

(ADP) oア クセス都市数280都 市

o約35カ 国の国際 キャ リアと合意

Cylix RLACylix P 1982年 DataCommunications1Corp.のDCCネ ッ ト

カ Communications ワー クをVANに 発展

networkInc, O衛 星 とリン ク

○地上局、 ノー ドを37都 市に設置

0300都 市に提供

AIS/Net AT&TI㎡ormation P 1983年10月 17都 市 に サ ー ビ ス ・ポ イ ン ト

Systems を設置

(κrTの 分離子会社) 1984年 末 予 定100都 市 に サ ー ビ ス ・ポ イ ン

トを設置

米国の端 末の81%が 相互に接

続可能

CNS Compuserve P 1982年 Compuserve社 の 自社 ネ ッ トワー ク をVAN

NetworkServices に利用

○衛星回線 と専用回線で約300都 市を結ぷ

IN IBMInfomationNetwork 一 1982年2月 ノー ド数13

IBMのSNA制 御に よるネッ トワー ク

カ DATAPAK TelecomCanada P 1977年6月 交換局9局 、国内71都 市でサー ビス提供
ナ
ダ INFOSWITCH CNCP P/C 1978年8月 交換局4局 、国内76都 市でサー ビス提供

〈注>P:パ ケ ッ ト交換C

〈資料〉 郵政省調べ

回線交換
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1-6-22② 表 主要 国 に お け るデ ィ ジ タル ・デ ー タ網 導 入の 動 向(2)

国名 サ ービス品 会 社 名 等
交 換

方 式

サー ビス

開始時期
備 考

イ
ギ
リ
ス

PSS BT P 1980年10月 交換局15局 、交換局相互 間は48kbps回 線 で

接続

IPSS BT P 1978年 1978年12月 米国 との 間に開始

1980年1月 カナ ダ との間に開始

1980年9月 スペ インとの問に開始

1981年PSSと 接 続

フ

ラ

ン

ス

TRANSPAC Transpac社

(PTT)

P 1978年12月 交 換 局24局

1979年 テ レネ ッ ト,タ イム ネ ッ トと接 続

1980年 ユ ー ロネ ッ トと接 続

1982年VENUS・P,DDX等 と接 続

西
ド
イ
ツ

DATEX・P DBP P 1980年 1981年8月 商用サー ビス開始

DATEX・L DBP C 1975年 交換局18局

ス
ペ

イ
ン

IBERPAC CTNE P 1971年 交換局6局 、コンセ ン トレー タ局41局

1982年CCITT勧 告X25を 採用

ス

イ
ス

計
画
中

TELEPAC PTT P 1983年

(予定)DATEX・300 PTT C 300bps非 同 期

オ
ラ
ン

ダ

DN・1

(Data

Network1)

PTT P 1982年 交 換 局3局,コ ン セ ン トレー タ局57局

E
C

EURONET EC委 員会

各国PTT

P 1980年2月 交 換 局5局,コ ン セ ン トレー タ局6局

北
欧
4
カ

国

Datex 北欧4カ 国

PTT

C

P

1979年

1981年

1979年 デ ンマ ー ク,ス ウェ ー デ ン が サ ー ビ

ス開 始

1980年 ノル ウ ェ ー,フ ィン ラ ン ドが サ ー ビ

ス 開 始 。 ユ ー ロネ ッ トと も接 続

ス 「

ウ デ
エ ン

TELEPAK PTT P 1981年 1984年 予定 完 全なパケ ット交 換網
角

DATEX・L PTT C (不明) 300bps～9,600bpsを サ ポ ー ト

オ ト

1リ

ス ア

DATEX・P PTT P 1982年 300bps～9,600bpsを サ ポ ー ト

DATEX-L PTT C 1980年

オ
「 ラ
ス リ
トア

計
画
中

AUSTPAC Telecom

Australia

P 1982年 末

(予定)

〈注>P:パ ケ ッ ト交換C:回 線交換

〈資料〉 郵政 省調べ

能 とす るソフ トウェア流通機能等 の豊富 な機

能 を備 えている ほか新 たなサー ビスと して,

ス ーパ ーコ ンピュー タ 「CRAY-1」 と の接続

に よ るSCORE(SuperComputerRemote

Access)サ ー ビス等 が提供 されている。 ,

第2種 サ ー ビスは,全 国 ネ ッ トワーク を利

用す る ことに より経済的 な企業 内お よび企業

間 システムの構築 を可 能にす るもの であ り,

代 表的なサー ビスと しては,「S・NET」(ス ー

パー ・ネ ッ ト),「 総 合店舗管理 シス テム」が

ある。

「S・NET」 は,異 企業間 にお ける入出荷,

請 求,支 払いデー タ等,一 連 の取 引きデー タ

の処理 をDRESSセ ン ターで処理す ることに

128



より,伝 票発行を最小限におさえること等を

ねらった流通業界向けシステムであり,「総

合店舗管理 システム」 は,「S・NET」 で使

用する端末にPOS機 能を付加することによ

り,店 舗管理 と受発注管理を統合的に行うこ

とを可能とするシステムである。

84年3月 末における公衆データ通信 システ

ム ・サービスの利用者数は4,048,端 末数は

10,416で あり,セ ンター数は11,サ ブセンター

数は68と なっている(1-6-23表)。

(2)'各 種システムサービス

各種 システムサービスは,電 電公社が企業

や団体など特定の利用者の注文に応 じ,そ の

対象業務 に適 したシステムを設計し,サ ービ

ス提供を行うサービスである。

電電公社 は,従 来から社会福祉,社 会開発

型の公共的 システム,全 国的なネッ トワー

ク ・システム,先 導的技術開発に資するシス

テムを中心に積極的な取 り組みを行ってきて

おり,84年3月 末 においてサービス提供中の

システムは73に の ぼっている(1-6-24

表)。

このうち,1983年 度中にサービス開始 した

システムを例示すれば,ク レジッ ト情報 シス

6章 コンピュータ産業 ・情報処理 産業 ・情報通信産業

テム(CAFIS:CreditAndFinancelnforma-

tionSystem),岐 阜 県救急医療情報 システム,

国税庁総合 システムなどがある。

回 国際電電

国際電電 は,1973年3月 よ り,国 際電電 が

あ らか じめ用意 した システム をユーザーが共

同利 用する 「国際 オー トメ ックス ・サー ビス」

を提供 している。 このサー ビス は,同 一ユ ー

ザー 内 の メ ッセー ジ交 換 を行 うサー ビス で

あ って,サ ー ビス内容 と して は,メ ッセー ジ

の中継,再 送,速 度変換,多 宛先伝送,優 先

通信,通 信統 計の作成 などを提 供 している。

端末 はポ ーリング,フ リー ラ ンニ ング等 の

使用が可能であ る。

本サ ー ビスにおい て1984年8月 時点 の,利

用 者数 は20,1カ 月 間 に お いて送 受 され る

メ ッセージ通数 は約87万 通,送 受 される文 字

数 は約6億7,000万 字 で ある。

また,1976年9月 か ら,ユ ーザ ーの求め に

応 じて シス テムを設計 し,提 供す る,い わば

オー ダー メー ド型の 「個別 シス テム ・サ ービ

ス」 を提供 している。

この システムは,国 内本支店 と海外支店 間

の メッセー ジ通信 と,国 内 取 引先 へ の メ ッ

1-6-23衷

公衆 デ ータ通信 シ ステム ・サ

ー ビスの提 供状 況(1984年3

月末現 在)

(セ ン タ ー ・・…11,

サ プ セ ン タ ー ・… ・・68)

・

セ ンター 名 サ プ セ ン タ ー 名

第_ 東 京m 釧 路,旭 川,帯 広,室 蘭,札 幌,函 館,青 森,八 戸,秋 田,盛 岡,
1D
種E
サM

東 京IV

東 京V

山形,福 島,郡 山,新 潟,長 野,長 岡,松 本,水 戸,宇 都 宮,
、

前 橋,浦 和,千 葉,甲 府,立 川,国 分 寺,三 鷹,相 模 原,川 崎,

10
ビS

ス)

大 阪IV

福 岡

富 山,福 井,沼 津,静 岡,浜 松,豊 橋,一 宮,四 日市,岐 阜,

京 都,金 沢,堺,八 尾,和 歌 山,神 戸,姫 路,寝 屋 川,西 宮,

鳥取,松 江,岡 山,倉 敷,広 島,福 山,徳 山,高 松,松 山,徳 島,

第_
東 京IV 高知,下 関,北 九州,佐 世 保,久 留 米,佐 賀,長 崎,大 分,熊 本,

2D 横 浜 宮崎,鹿 児 島,那 覇,
種R

サE

lS

名古屋IV

大 阪IV

ビS 福 岡II
ス) 仙 台
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1編1部 コ ンピュー タ実動状況

1-6-24表

各種 システ ム ・サ ー ビスの提

供状況(1984年3月 末現 在)

区 別 シ ス テ ム 名 シ ス テム数

農林水産省生鮮食料品流通情報システム

航空貨物通関情報処理システム
共
同 救急医療情報システム(21)

利
'「神 奈川

,千 葉,愛 知,宮 城,大 阪,奈 良,広^ 23
用
型

島,滋 賀,長 崎,熊 本,新 潟,栃 木,兵 庫,

山 口,高 知,京 都,岩 手,佐 賀,和 歌 山,三

、[重,岐 阜
'

公 共 ・行 政 運輸省自動車登録検査システム

地域気象観測システム

シ ス テ ム 環境情報システム
個
官庁会計事務システム

別 社会保険システム

型
労働省システム 9

東京都工業用水道自動遠隔検針システム

東京都荒川区総合行政情報システム

国税庁総合システム

小 計 32

全国銀行システム

全国信用金庫システム

相銀九州システム

共 東京都信用組合協会システム

共同利用型病院情報システム
同 音声照会通知システム

全国信用組合システム
利
系統決済MT伝 送システム

26

1

用
ク レジ ッ ト情 報 シス テム

系統決済システム

産業 ・経済
型 労働金庫中央システム

信用金庫協会システム(7)

シ ス テ ム
農業協同組合システム(2)

現金 自動支払システム(6)

東亜国内航空システム

個
広島信用金庫システム

日本信販システム
`

別 時事通信社システム 15

型
ダ イヤ モ ン ドク レ ジ ッ トシ ス テム

地方銀行システム(6)

相互銀行システム(4)

小 計 41

合 計 73

〈注 〉()内 は,シ ス テ ム 数 で あ る。

セージ配信等 に利用されている。1983年 度末

現在のシステム数は5で ある。

このほか,国 際間で特定 のアプリケーショ

ン分野において共同で網 を使用する,い わば
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業界共同網型のサービスがあり,国 際電電で

は現在,国 際航空データ通信 システム,な ら

びに国際金融情報伝送サービスを提供 してい

る。

国際航空データ通信 システムは,国 際航空

会社 が共同で設立 した国際航空通信共同体

(SITA)が 構築 した国際民間航空通信網に

組み込まれるもので,座 席予約,旅 客情報,

積荷情報 などのメッセージ通信 を行ってい

る。

1979年9月 に運用 を開始後,ト ラピックは

伸び続けており,1984年8月 現在の国内回線

数は318回線である。

国際金融情報伝送サービス(IFITS)は

6章 コンピュー タ産業 ・情報処理産業 ・情報通信 産業

1981年3月 か ら開始 され たサ ービスで,Soci-

etyforWorldwideInterbankFinancialTele-

communicationsS.C.に 加 盟 す る銀行 間の為

替情 報 な ど を伝 送 す る ための もので あ る。

メッセー ジの安全対策 に厳重 な考慮 が払 われ

たシステムであ り,1984年8月 現在 の加 入者

数 は98,月 間2億5,000万 文 字程 度 が送受 さ

れ ている。

団 民間情報通信事業者

電 電公社,国 際電電 の提供 するデー タ通信

回線 に電子計算機等 を接続 して,デ ー タ通信

サー ビス を提供す る民 間情報通信事業者 は,

郵 政 省が毎年実施 している 「デー タ通信業実

態調査」 によれば,1983年 末 現在,同 調査 に

1-6-9図

情報通信事業者の推移

300
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1973747576

〈資料〉 デー タ通信業実態調査
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(年度)
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1編1部 コ ンピュータ実動状況

回答 を寄せ た企業171社,298シ ス テムに達 し

ている。

業者数,シ ステム数の推移 は1-6-9図

の とお りである。

1983年 末 現在,情 報通信事 業者 の システム

の適 用業 務別分類 は,1-6-25表 の とお り

であるが,こ の うち,複 数のユ ーザ ー を対象

1-6-25表 適 用 業 務 別分 類 (複数 回答)

業 務 名
シス テ ム数

(N=298)

構 成 比

(%)

販 売 在 庫 管 理 136 ①45.6

生 産 管 理 41 13.8

運 送 管 理 25 8.4

人 事 情 報 管 理 33 11.1

経営(行政)情報管理 45 15.1

経 理 財 務 業 務 87 ②29,2

銀 行 業 務 34 1L4

証 券 取 引 業 務 25 8.4

保 険 業 務 16 5.4

科 学 技 術 計 算 36 12.1

給 与 計 算 42 14.1

統 計 計 算 43 14.4

原 価 計 算 27 9.1

情 報 検 索 81 ③27.2

VAN 7 2.3

そ の 他 70 23.5

不 明 16 5.4

計 764 一

〈資料〉 デー タ通 信業実態調査

としてサービス提供 を行 っているシステム

は,222シ ステムであ り,残 り'76システムは

特定の1ユ ーザーのみに対 してサービス提供

を行 う専用 システムである。サービス提供地

域については,東 京地区,大 阪地区,名 古屋

地区などの地域的なものが164シ ステムであ

り,全 国的規模のものは115シ ステムとなっ

ている。

また,実 質的にわが国で初めての民間通信

事業である中小企業のためのVANサ ービス

が57年10月 に制度化 され,届 け出により可能

となったが,58年 度末現在,こ の届け出を行っ

ているのが21社27シ ステム,こ のうち9社11

システムが実際にサービスを提供 している。

4.3デ ータ通信回線利用の現状

データ通信回線には 「特定通信回線」と 「公

衆通信回線」の2種 類があり,公 衆電気通信

法の改正に伴い,1971年9月 に特定通信回線,

1972年11月 に公衆通信回線が,そ れぞれサー

ビスを開始 した。

1983年3月 末現在,特 定通信回線は約13万 ・

1,000回線,公 衆通信回線は約5万8,000回 線,

合計約18万9,000回 線が利用 されている。

なお,公 衆通信網をデータ通信に利用する

方法としては,公 衆通信回線を利用するほか

にも,加 入電話網利用の場合は,加 入電話に

転換器 によりデータ端末装置を接続 して利用

する方法,プ ッシュホンそのものをデータ端

末装置 として利用する方法と,加 入電話など

の送受話器に音響カプラーによりデータ端末

装置 を結合 して利用する方法がある。また,

加入電信網利用の場合は,加 入電信に接続装

置 によりデータ端末装置を接続 して利用する

方法と,加 入電信機そのものをデータ端末装
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6章 コンピュータ産業 ・情報処理産業 ・情報通信産業

1-6-26表 特 定通 信 回 線サ ー ビスの 品 目

区

分

品 名
内 容

規 格 種 別

帯

域

品

目

D規 格

(3.4キ ロヘ ル ツ)

D-1

(帯 域 使 用)

`

通 常0.3キ ロヘ ル ツか ら3.4キ ロヘ ル ツ まで の周波数帯域 を伝送

す るこ とが 可能 な もの

D-1S

(帯 域使 用 ・特)

通 常0.3キ ロヘ ルツか ら3.4キ ロヘ ルツまでの周 波数 帯 域 を伝 送 す

ることが可能 なもの であって,伝 送特性 に 関す る補 正 をした もの

D-5

(1,200bps符 号 伝 送)
1,200bps以 下 の デー タ伝 送 が 可能 な もの

D-7

(2,400bps符 号 伝送)
2,400bpsの デ ー タ伝 送 が可 能 な もの

D-9

(4,800bps符 号 伝送)
4,800bpsの デ ー タ伝 送 が可 能 な もの

D-13

(9,600bps符 号 伝送)
9.600bpsの デ ー タ伝 送 が 可能 な もの

1規 格

(48キ ロヘ ル ツ)

1-1

(帯 域 使 用)

通常60キ ロヘルツから108キロヘルツまでの周波数帯域を伝送

することが可能なもの

1-3

(48Kbps符 号 伝送)
48Kbpsの デー タ伝送 が 可 能 な もの

J規 格

(240キ ロヘ ル ツ)

J-1

(帯 域 使 用)

通 常312キ ロヘ ル ツか ら552キ ロヘ ル ツ までの 周 波数 帯域 を伝

送 す るこ とが 可 能 な もの

符

号

品

目

50bps 50bps以 下の伝送が可能なもの

100bps 100bps以 下 の デー タ伝送 が 可能 な もの

200bps 200bps以 下 の デー タ伝送 が 可 能 な もの

300bps 300bps以 下 の デー タ伝送 が 可 能 な もの

1,200bps 1,200bps以 下 の デー タ伝送 が 可能 な もの

2,400bps 2,400bpsの デ ー タ伝 送 が可 能 な もの

4,800bps 4,800bpsの デ ー タ伝 送 が可 能 な もの

9,600bps 9,600bpsの デ ー タ伝 送 が可 能 な もの

48Kbps 48Kbpsの デ ー タ伝送 が 可能 な もの

〈注>1.D-1S規 格 は,直 営 の変 復調装 置 と同等 の変復調装 置 を用 いた場合,お おむね9,600bps以 下の 符号伝送が可能なも

のである

2.符 号品 目は,も っぱ ら符号伝送に使用す る場合に限 り提供 され,し たがって混合使用は認め られ ない

置として使用する方法がある。

田 データ通信回線サービスの概要

(1)特 定通信回線サービス

特定通信回線サービスは,民 間企業などが

設置する電子計算機と遠隔地の入出力装置を

直結する専用線 タイプの電気通信回線を電電

公社が提供するサービスである。したがって,

電子計算機と入出力装置との間においては,

常に回線設定がなされている。このため特定

通信回線は,入 出力装置を常時電子計算機に

接続 して使用する場合に適 した回線であり,

各銀行の預金オンライン ・システム,製 造業

者 ・販売業者相互間の販売在庫管理 システ

ム,情 報処理業者のTSSシ ステム等 におい
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1編1部 コンピュータ実動状況

て数多く使用されている。

特定通信回線の種類は,1-6-26表 のと

おりであり,電子計算機の利用技術の高度化,

データ通信の普及発展等を展望 して,1978年

4月1日 より,従 来の周波数帯域 により分類

した品目(帯 域品目のほかに,符 号伝送速度

により分類する品目(符 号品目))を 設けた。

さらに,高 速のデータ伝送に利用できる電気

通信回線 としてD-1S(帯 域品目),D-13

(帯域品 目),9,600bps(符 号品目)が それ

ぞれ新たに提供 されることとなった。帯域品

目の回線は,周 波数の分割使用ができ,J-

1は5つ の1-1回 線に,1-1は12のD-

1回 線に分割することができる。

なお,1980年1月18日 より,符 号 品目に

300bpsが 追加 された。

(2)公 衆通信回線

公衆通信回線サービスは,民 間企業などが

設置する電子計算機と遠隔地の入出力装置 を

加入電話または加入電信の回線および交換設

備を介 して結ぶ交換回線タイプの電気通信回

線を電電公社が提供するサービスである。 し

たがって,電 子計算機 と入出力装置 との間に

おいては,常 に回線設定がなされているわけ

ではなく,通 常の加入電話または加入電信利

用の場合と同様,必 要のつどダイヤルによっ

て2回 線設定を行う形態となる。

公衆通信回線の利用は,特 定通信回線のよ

うに常時回線設定をするまでもない,比 較的

データ量の少ない区間に適 している。また,

既成の全国的交換網を利用することができる

ので,広 範囲にわたってデータ通信を経済的

に行 うことができる利点があるが,反 面,通

信速度,信 頼性,接 続時間などの面で,特 定

通信回線に比べて種々の技術的制約がある。

公衆通信回線サービスには,加 入電話網を

利用する電話型公衆通信回線と加入電信網を

利用する電信型通信回線の2つ の品目が設け

られている。電話型公衆通信回線は,交 流符

号伝送用でおおむね1,200bps以 下のデータ伝

送が可能である。なお,規 定周波数帯域は,

O.3キ ロヘルツか ら3.4キ ロヘルツである。電

信型公衆通 信回線 は,直 流符号伝送 用 で

50bps以 下のデー タ伝送が可能である。加入

電信サー ビスにおいては,使 用コー ドはJIS

6単 位に限定 されているが,電 信型公衆通信

回線サービスにおいては,使 用 コー ドは利用

者が自由に選定でき,6単 位以外の符号伝送

も可能である。

回 データ通信回線の利用状況

(1)特 定通信回線

自営データ通信 システムの増加に伴い,特

定通信回線の利用 も過去3年 間を通 じ,年 率

20%弱 の順調な伸びを示 している。

利用状況の全般的な傾向としては,D-1

規格 の伸びが著 しく,1983年3月 末現在で全

回線に占める比率は54.2%に 達 している。

また符号品目では4,800bps,9,600bpsの 伸

び率が高 くなっている。

特定通信回線の利用状況を適用業務によっ

てみると,こ こ数年来,製 造業者,販 売業者

による生産販売在庫管理 システムによる利用

が優位を占めている。また1シ ステム当たり

の回線数は,公 衆通信回線 を含めて1983年3

月末で23.8回線となっている。

(2)公 衆通信回線

公衆通信回線は,デ ータ通信の利用が大企

業だけでなく,ト ラピック量の比較的少ない

中小企業などにまで普及 してきていることを

反映 し,過 去3年 間を通 じ,年 率40%弱 の大
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1-6-27表 デ ー タ通 信 回 線 の 利用 状 況

年 度 末 回 線53 54 55 56 57

区 別 回 線 数
対 前
年度比

回 線 数 対 前
年度比 回 線 数

対 前
年度比

回 線 数
対 前
年度比

回 線 数 対 前
年度比

D-1(帯 域使用) 31,392 122.3% 39,236 125.0% 48,930 124.7% 58,747 120.1% 71,065 121.0%

帯 D-1S(帯 域使用 ・特) 2 一 49 2,450.0 169 344.9 294 174.0 472 160.5

D-5(1,200b/s) 294 一 114 38.8 71 62.3 69 97.2 37 53.6

域 D-7(2,400b/s) 95
一 99 104.2 115 116.2 101 87.8 89 88.1

特 D-9(4,800b/s) 25 一 27 108.0 26 96.3 33 126.9 40 12L2

品 D-13(9,600b/s)
一 一 一 一 3 一 2 66.7

一 一

定 1-1(帯 域使 用) 95 149.4 140 147.4 165 117.9 197 119.4 244 123.9

目 1-3(48kb/s) 1 一 一 一 1
一 1 100.0 1 100.0

通 J-1(帯 域 使用) 4
一 7 175.0 10 142.9 12 120.0 14 116.7

50b/s 12,055 103.4 17,873 148.3 22,768 127.4 26,006 114.2 27,941 107.4

信
符 100b/s 423 87.8 413 97.6 373 90.3 338 90.6 313 92.6

200b/s 5,963 100.0 6,124 102.7 6,540 106.8 7,437 113.7 8,232 110.7

回 一 一 7 一 8 114.3
号 300b/s 一 一 一 一

1,200b/s 10,584 一 11,353 107.3 11,803 104.0 11,201 94.9 10,950 97.8

線
品 2,400b/s 5,788 一 7039, 121.6 7,890 112.1 8,622 109.3 8,417 97.6

4,800b/s 592 一 888 150.0 1,206 135.8 1,970 163.3 2,507 127.3

目 9,600b/s 17 一 49 288.2 98 200.0 251 256.1 784 312.4

48kb/s 92 　 104 113.0 101 97.1 113 111.9 111 98.2

計 67,422 114.3 83,515 123.9 100,269 120.1 115,401 115.1 131,225 113.7

公信
衆回

電話 型(お おむね1,200b/s)

電信 型(50b/s)

12,606

3,611

151.8

94.8

19,738

3,833

156.6

106.1

30,671

3,763

155.4

93.2

40,455

3,593

131.9

95.5

53,977

3,765

133.4

104.8

通線 計 16,217 133.8 23,571 145.3 34,434 146.1 41,048 127.9 57,742 131.1

回 線 数 83,639ζ 117.6 107,086 128.0 134,703 125.8 159,449 118.4 188,967 118.5

合計
伝 送 可 能 ビ ッ ト 数 91,235,800 124.8 116,445,000 127.6 146,683,850 126.0 178,073,650 121.4 217,130,600 12L9

回 線 交 換 サ ー ビ ス
一 一 69 一 106 153.6 391 368.9 770 196.9

パ ケ ッ ト 交 換 サ ー ビ ス 一 一 一 一 59 一 171 289.8 758 443.3

(参考)専 用 回 線 数 289,204 103.9 297,824 103.0 301,861 101.4 308,956 102.4 317,190 102.7

〈注 〉 特 定 通 信 回 線 の 帯 域 品 目及 び 公 衆 通 信 回 の 伝 送 可 能b/sの 算 出 に 際 し て は,次 の とお り推 計 し た。

D-1及 びD-1S=1,200b/s,1-1=14,400b/s,J-1=72,000b/s,そ の 他=区 別 欄()内

〈資 料 〉 「通 信 白書 」
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u

×

氏

P

l



1編1部 コンピュー タ実動状況

幅な伸びを示 している。特に,電 話型公衆通

信回線 は著 しい伸びを示 しており,1983年3

月末の全 回線 に占め る比率 は93 .5%と な って

いる。
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1編2部 政策

2 第1章

通商産業省における政策

1.わ が国の情報化施策 とビジョン

1.1情 報化施策の基本的 スタンス
　

現在,わ が国は,資 源 ・エネルギーの制約,

環境問題等の制約要因のもとで福祉の充実な

ど多くの課題をかかえているが,こ のような

課題 に対処 し,安 定 した経済成長を遂げてい

くためには,産 業 ・社会 ・生活等の各方面で

の情報化をいっそう進展させることが不可欠

である。情報産業は,こ のような情報化を支

える産業分野であり,大 別 して電子計算機産

業 と情報サービス産業に分類される。 さらに

後者 は,ソ フ トウェアを提供するソフ トウェ

ア業,計 算 センターに代表 され る情報処理

サービス業およびデータベース ・サービスに

代表 される情報提供サービス業などか らなっ

ている。

情報産業は,電 子計算機 を供給 し,情 報の

加工 ・流通を担当することによって情報化を

推進 し,経 済 ・社会活動の中枢的機能を支え

る産業 として重要であるのみならず,今 後の

わが国産業構造高度化の中核 を担う戦略産業

として位置づけられる。すなわち,第1に,

情報産業 は,そ れ自身省資源,無 公害,高 付

加価値型産業の典型であり,今 後わが国が知

識集約的産業構造 に移行 していく際の代表的

戦略産業である。第2に,情 報産業は,技 術

先端産業 としての性格をもち,そ こで開発 さ

れる技術は単に電子工業のみならず,機 械産

業をはじめとする広い分野におよぶものであ

る。第3に,情 報産業は代表的成長産業であ

り,今 後とも著 しい成長が期待される。この

ような観点から,わ が国情報産業の健全な発

展は,情 報化の円滑な進展による国民福祉の

向上と安定的成長の維持 を確保する基本的条

件として不可欠のものとなっている。

通産省は,昭 和20年 代後半からすでに電子

計算機の重要性と将来性 を見通 し,ハ ー ド

ウェアの試作,開 発,企 業化に対する技術振

興措置はもちろん,そ の普及促進のための資

金確保,利 用高度化対策などを着実に積み重

ねてきており,電 子計算機メーカーの研鎖の

努力と相侯って,産 業としての基盤固めが醸

成 されつつあり,現 在では,わ が国は米国に

次ぐ電子計算機保有国となっている。

しか しながら,依 然として,情 報産業には

次のような問題点が存在する。すなわち電子

計算機産業についてみると,こ の産業は,技

術集約度が高 く,巨 大な資金調達力を要する

ため市場への参入障壁はきわめて高い。この
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1章 通商産業省における政策

ため,世界市場の約60%をIBMが 占め,か つ,

米国系メーカーで世界市場の80%近 くを占め

るといわれているように典型的な寡占体制が

確立 しており,こ のなかで国産メーカーは世

界市場の約7%程 度を占めているにすぎな

い。

また情報サービス産業分野につ いてみて

も,IBM,AT&Tの 巨大外資の参入の動 き

に伴い,彼 我の技術開発力,資 金調達力の格

差の著しいわが国産業の自立と発展は緊急の

課題となっている。

以上のような状況に鑑み,情 報産業分野の

基盤整備 を情報化施策のひとつの柱としてい

るところであり,後 述のような諸種の施策 を

展開しているところである。

また,一 方で,情 報化の流れのなかにおけ

る供給サイ ドである情報産業に対する需要サ

イ ドとしての広範なユーザーに向けて,情 報

化のもたらす便益を円滑に浸透 させるかとい

う視点も,高 度情報化社会を実現 していくう

えで重要な問題となっている。

そのために解決すべき問題としては,以 下

のようなものが考えられる。

田 ソフトウェア ・クライシスへの対応

ソフ トウェア ・コス トは,増 大の一途 を

辿ってい ると と もに,ソ フ トウェア需給

ギャップはますます拡大する傾向にあり,ソ

フ トウェアの量的質的不足が社会問題化 しつ

つある。現状のままで推移すれば,65年 度に

は,60万 人のプログラマーが不足するとの試

算もあり,現 在,労 働集約的に行われている

ソフ トウェアの生産過程の自動化,技 術者育

成といったソフ トウェアの供給サ イドの課題

とともに,ユ ーザーサイ ドにおける 「ソフ ト

はおまけ」という意識の改善,汎 用的ソフ ト

ウェアの利用マイン ドの醸成等がポイン トに

なってくる。

回 産業の情報化の推進

現状では情報化の流れは,各 企業 ごとの自

社内システムの段階にとどまっている。情報

化の最も重要なポイン トは,企 業間システム

への発展段階において,い かに将来のより大

規模なシステムへの発展性 を考慮 したシステ

ムを構築 していくかということである。

団 情報関連機器 ・システムの相互運用基盤

(インターオペラビリティ)の 確保

今後の情報関連機器,シ ステムは,相 互に

連絡され,シ ステム化,ネ ットワーク化 され

ることが不可欠となっているが,情 報関連機

械等の相互運用性の欠如が大きな問題 となり

つつある。わが国で唯一の国家規格である

JIS(工 業標準化法)を 活用 してこれに対応

するとともに,標 準化が困難な部分について

は,技 術開発を推進 し,標 準化 と変換(コ ン

バーション)の ベス トミックスを追求 してい

く必要がある。

回 地域の情報化基盤の整備

わが国の情報化は,大 都市圏を中心に進展

しつつあり,現 状のままで放置すれば,ま す

ます地域間格差が拡大する恐れがある。情報

化の便益を全国津々浦々まで均窪 させていく

ためには,地 域ニーズに即応 した情報 システ

ムの構築 を促進 し,地 域情報化基盤の整備 を

図る必要がある。

固 情報化の影ともいうべき問題への対応

情報化が,産 業,社 会のさまざまな分野に

進展 しつつある現在,健 全な情報化の進展の

確保,プ ライバ シー保護の観点か ら,コ ン

ピュータ ・セキュリティ対策 を本格的に検討

する必要がある。
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以上のような観点か らも従来より,さ まざ

まな施策 を講 じているところである。

1.2産 業構造審議会情報産業部会 の活動

(1)産 業構造審議会情報産業部会(部 会長

:稲 葉秀三 勧産業研究所理事長)は,昭 和

55年6月18日 に,通 商産業大臣より 「80年代

の情報化及び情報産業の在 り方並びにこれら

に対する施策の在 り方いかん」についての諮

問を受け,部 会のもとに情報化ビジョン小委

員会(故 上野幸七委員長),電 子計算機産業

小委員会(猪 瀬博委員長),情 報処理産業小

委員会(今 井賢一委員長)お よび基本問題小

委員会(稲 葉秀三委員長)の4小 委員会 を設

置 して積極的な審議を行ってきた。この結果,

同年12月8日 に,政 府が当面講すべき課題 と

施策を中心に中間答申を行った。

その後,基 本問題小委員会を中心にさらに

検討 を重ね,昭 和56年6月 本答申を行った。

本答申は,最 近における情報化が第2次 情報

革命 と呼ばれるように急速に進展 し,単 に産

業界のみならず,社 会,生 活の分野にまで浸

透 しつつあること,資 源制約の克服等の80年

代のわが国産業構造の創造的知識集約化を促

進するニューフロンティアであること,な ど

の認識に基づいて,21世 紀 を見通 しなが らと

りまとめを行ったものである。

〔答申のポイント〕

① 産業革命に匹敵する情報化の広が りと

深さ

②80年 代の通産 ビジョンを実現する情報

化

③ 活力ある経済活動,ゆ とりある生活を

もたらす情報化社会の構築

④80年 代をリー ドする情報産業

⑤ 社会基盤投資としての情報化 ・情報産

業施築の強化

⑥ 情報化基盤の整備一 回線規制の撤廃

など

⑦ 世界をリー ドする先進的創造的技術開

発の促進

⑧ 世界の情報化への積極的貢献

(2)産 業構造審議会情報産業部会(部 会長

:稲葉秀三(財)産 業研究所理事長)は,昭

和58年1月19日,通 商産業大臣より 「情報化

の健全かつ円滑な進展を図るための基盤整備

の具体的方策の在 り方いかん」 との諮問を受

けた。

このような諮問がなされた背景は次のとお

りである。

通商産業省は,昭 和56年6月,産 業構造審

議会産業部会から,1980年 代の情報化社会お

よび情報産業を展望 し,政 府の講ずべき施策

の方向を示 した同部会答申を受けた。

同答申は,1980年 代の情報化の進展 を 「第

2次 情報化革命」一一情 報化は,産 業から社

会,個 人生活へ広範囲にかつ深 く浸透 し,も

たらされる便益はいっそう高度化,多 様化 し,

また,情 報へのアクセスは適時選択的にな し

うる段階一 と位置づけ,そ の適切かつ効率

的な進展 を図るために講ぜられるべき政策の

基本的方向を,基 盤の整備,技 術開発の推進,

国際的展開の3点 に集約 した。通商産業省と

しても,以 来,そ こで指摘された方向に沿っ

た施策を講 じてきている。すなわち,技 術開

発については,第5世 代 コンピュータ,ス ー

パーコンピュータ,新 機能素子,ソ フ トウェ

ア保守技術の研究開発のプロジェク トが,す

でに本格的に進捗 しつつある。また,国 際的

展開について も,日 米ハイテク ・ワークグ
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ループの創設 をは じめとする先進国間の投資

交流,技 術交流の促進,発 展途上国への情報

化協力の推進等,官 民協力 して積極的な取り

組みを行ってきている。 しかしながら,第2

次情報化革命の進展 を支える諸々の基盤につ

いては,一 部新たな施策の展開が進捗しては

いるものの,既 存の施策では,十 分に対応 し

きれない面があることも事実である。

これに対応 し,部 会では情報化の基盤整備

のなかで,特 に重要でかつ緊急性の高 い,

ニューメディアの出現 ・発展への対応 ,コ ン

ピュータ ・セキュリティの確保およびソフ ト

ウェアの開発 ・流通における基盤整備という

3つ の課題を取 り上 げ,検 討を行うこととし

た。

部会の下 に,そ れぞ れの課題 に対応 し

「ニューメディア小委員会」「コンピュータ ・

セキュリティ対策小委員会」「ソフ トウェア

基盤整備小委員会」の3つ の小委員会を設け,

検討を重ねてきた結果,58年12月20日,3小

委員会の検討の成果をとりまとめ部会の中間

答申として提出した。

口 基本政策小委員会

産業構造審議会情報産業部会は,58年1月

の 「情報化の健全かつ円滑な進展 を図るため

の基盤整備の具体的方策の在 り方いかん」 と

いう諮問に対 し,同12月 特に重要でかつ緊急

性が高いニューメディアの出現 ・発展への対

応,コ ンピュータ ・セキュリティの確保およ

びソフ トウェアの開発 ・流通における基盤の

整備という3つ の課題 を取 り上げ,中 間答申

を行 ったところである。

同答申では,情 報化を健全かつ円滑に進め

るためには,技 術開発の推進,相 互運用基盤

の整備,イ ンフラス トラクチャーの整備,各
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種制度 の見 直 し,デ ー タベース等ニューメ

ディア関連産業の基盤整備等の課題に対 して

的確な対応を行っていくことが必要である旨

指摘 している。

また,同 答申では,ソ フ トウェアの法的保

護を図るとともに,コ ンピュータ ・セキュリ

ティの確保等所要の対策を講 じていくことが

必要である旨提言 しているほか,需 要構造の

変化,競 争条件の質的変化により産業組織政

策,産 業構造政策の観点からも対応 を必要と

する新たな課題 について取 り組みが不可欠で

ある旨指摘 している。

これらの提言のうち,特 に重要かつ緊急性

の高いものか ら59年度新政策に反映 させ,課

題への対応を図っているところであるが,日

進月歩の技術革新 を背景とした情報化を取 り

巻 く著 しい環境変化に対 し,施 策の効果をよ

り有効なものとするため,過 去の情報化関連

施策を総点検するとともに今後総合的な情報

化関連施策を検討 していくことが不可欠 と

なっている。

かかる認識 に基づき,上 記提言を踏まえ引

き続き,情 報化の健全かつ円滑な進展を図る

ための総合的かつ有機的な情報化関連施策の

あり方について検討を行うことを目的として

新 たに基本政策小委員会を設け,検 討を行う

ものである。

〔検討事項〕

(1)ニ ーズに即応 した情報化産業のあり方

以下の産業について,現 状と課題,将 来展望,

望まれる施策のあり方 を検討する。

① 電子計算機産業

② 電子部品産業

③ 通信機器産業

④ ソフ トウェア産業
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⑤ 情報処理サービス業

⑥ 情報提供サービス業

⑦ その他情報関連産業

(おのおの,業 界団体等か らヒアリングを

行う)

(2)健 全かつ円滑な情報化の進展を確保す

るための産業社会基盤の整備のあり方

① 相互運用基盤整備

② コンピュータ ・セキュリティの確保

③ 各種法制度の見直し等制度的基盤の整

備

・電気通信事業法の今後の運用

・データの適正な権利保護のあり方,

各種業法の見直 し等情報化の進展 に対

応 して必要な法制的事項の洗い出 し

・電子化取引に伴 うルールの確立等

④ リテラシーの確保

⑤ 越境データ流通問題等情報化の国際的

展開に伴う諸問題への対応

(おのおの,有 識者,業 界団体等からヒア

リングを行う)

(3)産 業分野の情報化促進のための施策の

あり方

① 産業における情報化の現状

② ニーズに即 した個別産業政策のあり方

③ 中小企業情報化関連施策のあり方

(おのおの,有 識者,ユ ーザー業界,中 小

企業団体等からヒアリングを実施する)

(4)情 報化の新たな地域展開のあり方

(おのおの,業 界,自 治体,有 識者等か らヒ

アリングを実施する)

〔産業構造審議会情報産業部会基本政策小委

員会の審議経過〕

第1回 昭和59年8月3日

1.基 本政策小委員会の検討事項等 について

2.高 度情報化社会の実現に向けて一 その

現状,施 策,課 題一

3.基 本政策小委員会の今後の進め方につい

て

第2回 昭和59年8月22日

1.情 報処理産業の現状 と課題

2.情 報化の今後と日本電信電話公社

第3回 昭和59年9月11日

1.電 子計算機産業の現状と課題

2.IC産 業の現状と課題

3.通 信機器産業の現状と課題

第4回 昭和59年9月18日

1.金 融か らみた情報化の現状と課題

2.商 社か らみた情報化の現状と課題

第5回 昭和59年10月26日

1.製 造業か らみた情報化の現状と課題

2.流 通業か らみた情報化の現状と課題

第6回 昭和59年10月29日

1.印 刷業か らみた情報化の現状と課題

2.中 小企業からみた情報化の現状と課題

第7回 昭和59年12月5日

1.イ ンターオペラビリティの確保と標準化

について

2.半 導体のチッフ保 護法について

第8回 昭和59年12月7日

1.コ ンピュータ ・セキュリティについて

2.産 業の情報化について

回 情報提供サービス振興小委員会

通商産業大臣の諮問機関である産業構造審

議会情報産業部会は,今 後のデータベースを

はじめとする情報提供サービスの振興のあり

方などについて集中的な検討を行 うため,59

年4月 情報提供サービス振興小委員会を設置

した。

通商産業大臣は,昭 和58年1月,産 業構造
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審議会に対 し 「情報化の健全かつ円滑な進展

を図るための基盤整備のあり方いかん」とい

う諮問を行った。これを受 けて産業構造審議

会情報産業部会では,情 報化の基盤整備のう

ち,特 に重要でかつ緊急性が高いと考えられ

る,ニ ューメディアの出現 ・発展への対応,

コンピュータ ・セキュリティの確保,ソ フ ト

ウェアの開発,流 通における基盤整備という

3つ の課題 をと りあげ,そ れぞれに対応 し

「ニューメディア小委員会」「コンピュータ ・

セキュリティ対策小委員会」「ソフ トウェア

基盤整備小委員会」の3小 委員会を設 け,検

討を重ねてきた。その検討の成果は昭和58年

12月 に中間答申として発表 されている。

このうち,ニ ューメディアの発展のあり方

に関する答申は,双 方向CATV,ビ デオテッ

クスなどのニューメディアを活用 した情報シ

ステム,こ れを用いて提供 される多種多様な

サービスの普及による情報化の進展が,産 業,

社会,生 活の各分野にどのようなインパク ト

をもた らす か を考察 したうえで,ニ ューメ

ディアの健全な発展を促進するための条件お

よび施策について提言を行 っている。

ニューメディアの発展のための条件として

は,

① 技術開発の推進と相互運用基盤の整備

② 高度情報化社会 のインフラス トラク

チャーの整備

③ 制度的基盤の整備

④ ニューメディア関連産業の基盤整備

⑤ ニューメディアへの導入に伴 うインパ

ク トへの対応

⑥ 国際的展開の推進

の6点 があげられている。

ニューメディア関連産業は,情 報化の進展
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を支える産業であり,ま た,省 資源,高 付加

価値産業として,わ が国が産業構造の高度化,

知識集約化を進めていくうえでの中核産業で

あることから,そ の基盤整備が必要であるが,

その際,特 に,ニ ューメディア関連産業を構

成する情報の提供 から利用 にわたる各部門

が,産 業の成長の降路 となることはなくバラ

ンスの とれた発展 を遂げることが重要であ

る。

このような観点から,本 中間答申では,特

に,重 点的に取 り組むべき課題として情報の

収集 ・作成部門の基盤整備があげられてい

る。

ニューメディア自体はあくまでも手段であ

り,ニ ューメディア本来の目的は,利 用者の

必要 とする情報を的確に作成,供 給すること

にある。データベースをはじめとする情報の

収集 ・作成部門の立ち遅れは,ニ ューメディ

アの活用による情報化の進展を著しく阻害する

ことになろう。

また,国 際的な情報化への貢献および自由

な情報流通の観点からも,わ が国において国

際的に提供可能なデータベースの整備の必要

性が強 く主張 されている。

このようにデータベースをは じめとする情

報提供サービスの基盤整備を図るうえで解決

すべき技術面,制 度面等における諸課題につ

いて集中的な検討を行 うため,情 報提供サー

ビス振興小委員会を設置 した。

本小委員会における検討は,情 報提供の基

盤 とな るデー タベース の育成 ・振興 と,

CATVの 番組 等 を中心 とす る情報 ソフ ト

ウェアの供給 ・流通 という2つ の課題 を挙

げ,そ れらのあり方について検討 を進めてい

る。
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主な検討事項は以下のとおりである。

〔データベース〕

(1)デ ータベース ・サービスの動向

① データベース ・サービス業の動向

② データベース ・サービスの利用動向

③ わが国のデータベース関連施策の動向

④ 国際的動向

⑤ データベース ・サービスの将来動向

(2)デ ータベース ・サービスの発展のため

の課題

① データベースの構築面

・データベースの情報源の確保

・データベース構築 ,運 営資金の確保

・新 しい形態分野のデータベースの構

築

② データベース流通面

・流通体制の整備

・データベース ・ディス トリビュータ

の発達

・クリアリング ・代行検索機能の充実

・データベースのネットワーク化の促

進

③ データベースの基盤整備面

・関連法制度の整備

・技術開発の促進

・インターオペラビリティーの確保

・産業基盤の充実 ・強化

・マイナスインパク トへの対応

④ データベース ・サービスの国際展開面

・海外に提供すべきデータベースの構

築

・わが国の所有する情報の海外に対す

るPR

・国際ネットワークの整備

・国際情報流通
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(3)当 面講ずべき施策のあ り方

〔情報ソフ トウェア〕

(1)情 報 ソフ トウェアの動向

① 情報ソフ トウェア提供サービスの動向

② 情報 ソフ トウェアに対するニーズの動

向

③ わが国の情報ソフ トウェア関連施策の

動向

④ 諸外国における情報ソフ トウェアの現

状と今後の国際的展開

⑤ 情報ソフ トウェアの将来像

(2)情 報ソフ トウェアの発展のための課題

① 需要分野の拡大

② 情報ソフ トウェアの供給,流 通体制の

整備

③ 基盤整備面

・関連制度上の課題

・技術開発上の課題

・インターオペラビリティーの確保

・産業基盤の整備

④ 情報 ソフ トウェアの国際的展開

(3)当 面講ずべき施策のあり方

団 半導体チップに関する法制問題小委員会

(1)半 導体チップは高機能化,高 密度化を

はじめ数々の優れた特徴 をもち,「産業の コ

メ」と呼ばれるように,民 生用 ・産業用の各

種機器においてきわめて幅広く用いられてい

る。半導体チップはわが国の情報化の進展を

もたらし,産 業経済の進展,国 民生活の向上

に多大の貢献 をして きている。現代社会に

とってこのように重要な半導体チップ回路の

安定的な供給 を確保するためには,半 導体産

業の健全な発展が不可欠である。

(2)半 導体チップの開発者の権利を適切に

保護することは,半 導体チップの開発に一定



のルールを設けるものであ り,半 導体産業が

今後とも公正な競争を通 じて健全な発展を続

けるためにきわめて重要である。このような

観点から,1983年11月 に出された半導体に関

する日米先端技術産業作業部会提言 におい

て,半 導体チップに関する知的所有権保護の

重要性がうたわれている。今般,米 国におい

て半導体チップの開発者を保護する法律が成

立 したところであるが,同 法律 もこの趣旨に

沿ったものと考えられる。

(3)わ が国としても日米先端技術産業作業

部会の提言を実現すべ く,半 導体チップのレ

イアウ トを開発 した者を適切に保護するため

の法制整備の検討 を早急に行うことが必要で

ある。特に米国とならぶ半導体先進国である

わが国にとって半導体チッフの保護のための

ルールづ くりを行い,併 せて国際的な保護の

あり方を検討することはわが国に課せられた

国際的な責務であるといえる。

(4)以 上を踏まえ,産 業構造審議会情報産

業部会に半導体チ ップに関する法制問題小委

員会を設け,幅 広 い見地からの検討 を行 うこ

ととする。

〔審議事項〕

(1)わ が国における半導体チップの開発者

保護の必要性

(2)米 国における半導体チ ップ保護法制定

の経緯とその具体的内容'

(3)わ が国において半導体チップ法(仮 称)

を制定する場合の具体的内容

① 保護対象

② 権利の享受者

③ 権利内容

④ 保護期間

⑤ 登録
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⑥ 他法との関係

⑦ その他

(4)半 導体チップ開発者の国際的保護のあ

り方

〔審議内容〕

第1回

(1)米 国における半導体チップ保護法制定

の経緯とその具体的内容

(2)半 導体チップ開発の現状

第2回

(1)半 導体チップ開発者保護の必要性

(2)保 護対象

(3)権 利内容

第3回 以降

上記審議事項についておおむね月1-・2回1

のペースで随時審議を進める。

2.通 商産業省の情報化関連施策

2.1先 進的技術開発の推進

田 電子計算機基礎技術開発(第5世 代コン

ピュータの研究開発)《第ll編 第1部 第1章 》

コンピュータはそれに使用 される素子 に

よって,第1世 代(真 空管),第2世 代(ト

ランジスタ),第3世 代(集 積回路),第3.5

世代(大 規模集積回路)と 世代に区分され,

現在 は超LSIを 使用す る第4世 代 のコン

ピュータが出現 しつつある。

コンピュータの利用分野 は,今 後社会の情

報化の進展に伴って飛躍的に拡大 し,ま たそ

の利用方法もますます多様化すると考えられ

るが,そ れとともにより高性能で しかも使い

やすいコンピュータに対する要求は,一 段と

強まるものと考えられる。

しか しながら,こ れまでのコンピュータは,
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1946年 にフォン ・ノイマンが提唱 した理論に

基づ く,い わゆるノイマン型のコンピュータ

であ り,近 年 コンピュータに期待される処理

機能がいっそう複雑になるにつれて,ソ フ ト

ウェアが膨大なものとなるなど機能的な制約

が表面化 しつつある。

第5世 代コンピュータの研究開発は,将 来

の新 しい分野における新 しい利用形態とその

ニーズお よびコンピュータの世代交替周期

(ライフサイクル)等 か ら判断 し,従 来のノ

イマ ン型のコンピュータとは異なった,新 し

い理論,技 術 に基づ く新 コンピュータを1990

年代初頭に実現することを目標に開発するも

のであり,ま ず昭和57年 度から3カ 年計画で,

第5世 代コンピュータのハー ドウェアおよび

ソフ トウェアに関する基本技術の研究開発を

行うこととする。.

研究開発内容としては,

(1)推 論サブシステムでは,並 列に推論を

行う機能メカニズム別モジュールやこれらの

各種試験を行う動作実験用 シミュレータの試

作,試 験,評 価等を行う。

(2)知 識ベース ・サブシステムでは,デ ー

タを知識として蓄積,検 索するための機能メ

カニズム別モジュールやこれらの各種試験を

行う動作実験用シミュレータの試作,試 験,

評価等を行う。

(3)基 礎 ソフ トウェアでは,問 題解決 ・推

論,知 識ベース管理,知 的インタフェース,

知的 プログラミングの各ソフ トウェア ・モ

ジュールについて試作,試 験,評 価等を行う。

(4)第5世 代 コンピュータ用のソフ トウェ

ア開発を効率よく行うためのソフ トウェア開

発用パイロッ ト・モデルの試作,試 験,評 価

等を行 う。

回 科学技術用高速計算システムの開発

(昭和56～64年 度 約230億 円)

人工衛星から送 られる画像 データ(合 成開

口レーダーなど)の ような大量のデータの高

速処理,長 期的気象予報などの予測計算,核

融合炉内のプラズマの挙動や航空機の空力特

性などを模疑する計算機 シミュレーシ.ヨンな

ど,科 学技術の多 くの分野で,大 規模な計算

が強く必要とされている。

このため,従 来の電子計算機では処理 しき

れないこれらの問題を,現 実的な時間内で処

理することを目的とした,「科学技術用高速

計算 システム」の研究開発を進める。

本プロジェク トでは,100億FLOPS以 上

の計算処理能力をもつ システムを開発するこ

とを目標としており,こ のために,シ リコン

素子に代わる新 しい高速演算論理素子および

高速記憶素子 の研究 開発,多 数 の基本 プロ

セッサーによる並列処理方式の研究開発,およ

びこれらを総合的に応用 したシステムの研究開

発を行うことにしている(2-1-1図)。

2-1-1図 科学技術用高速計算システム・システム

構成図

一般入出力

装 置

フ ロ ン トエ

ン ド ・プ ロ

セ ッサ ー

分散処理用
並列 処理
装 置

画像入出力

装 置

大容量 ・高

速記憶装置

高速磁気デ

ィスク装置

(1)高 速論理および記憶素子の研究

コンピュータの処理速度 を高速化するため

には,素 子の高速化が不可欠であり,こ のた
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めには,電 子の移動速度を高める,電 子の移

動距離を短 くするという2つ の方法がある。

しか しながら,現 在,集 積化(電 子の移動距

離の短縮化)は 限界に近づ きつつあるといわ

れている。このため,本 プロジェク トでは,

シリコン素子 に代わる素子 として,ジ ョセブ

ソン接合素子,高 電子移動度 トランジスタ

(HEMT),ガ リウム砒素電界効果 トランジ

スタについて集積化の研究を進めている(2

-1-1表) 。

2-1-1表 高速論理および記憶素子の研究テーマ

研究項目 研 究 内 容

新 素 子

シリコン素子に代わる新 しい高速

論理素子および高速記憶素子の研究

ジョセブソン接合素子(JJ素 子)

高電子移動度 トランジスタ素子

(HEMT素 子)

ガ リウム砒素電界効果 トランジ

スタ素子(GaAs素 子)

並列処理方式
多数の基本プロセッサーを同時に

動作させる方式の研究

総合システム

高速演算用並列処理装置,大 容量

高速記憶装置,分 散処理用並列処

理装置等からなる総合システムの

研究

調 査 活 動

高速論理素子,高 速記憶素子,並

列処理方式等の技術動向の調査

科学技術用高速計算システムの利

用状況調査・

(2)並 列処理方式の研究

新素子の開発による処理速度の向上は数十

倍 と予想されるが,さ らに高速度化するため

には,新 しいコンピュータの構成が必要とな

る。このため,本 プロジェク トでは,基 本プ

ロセッサーを多数台,同 時に動作させる並列

処理,お よびこの並列処理を効率よく行うた

めの新 しいアーキテクチャー,お よびソフ ト

ウェアの研究を行っている。
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(3)主 要な成果

直接結合型 ジョセブソン接合素子8ビ ッ ト

加算器,ジ ョセブソン素子の1キ ロビッ トメ

モリ,HEMTの1キ ロビットSRAM等 を試

作 している。

国 光応用計測制御 システム

(昭和54年 一・61年度,約180億 円)

電子技術と光技術 を組み合わせたオプ ト・

エ レク トロニクス技術 を開発 し,従 来実現で

きなかった新機能を達成 しようとするもの。

またオプ ト・エ レク トロニクスを応用 して,

大量の情報を悪環境下でも計測 し,総合監視,

制御を可能とする,光 を用いた計測制御技術

を開発する(2-1-2図)。

(1)ト ータルシステムの研究

プラン ト分野,事 業所分野および社会 シス

テム分野など,各 種光応用計測システムの適

用形態 ・特性などを比較研究 し,石 油精製業

を対象とした実証システムを構築 し,光 応用

計測制御 システムの実用化に必要な技術を実

証する。

(2)無 継広域伝送サブシステムの研究

プラン ト内で発生する情報を,信 頼性高く

集中管理室へ伝送する技術の開発。

(3)複 合 プロセス情報サブシステムの研究

各種センサーか らの多様な情報を効率 よく

伝送処理することを可能とするシステムの研

究。

(4)広 域監視網制御サブシステムの研究

広域安全監視のための高品質画像をモニタ

リングおよび制御 しうるシステム技術 を開

発。

(5)画 像情報処理サブシステムの研究

パイプ中の異物検出,フ レア画像処理を可

能とするシステム技術の開発。
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(6)高 速情報管理サブシステムの研究

広い地域内から生 じる情報 を超高速で,伝

送処理 を行 うためのシステム技術の研究。

(7)光 要素技術の研究

各種半導体 レーザー,光 スイッチ,各 種セ

ンサー,各 種ファイバーなどを開発 し,さ ら

に光電子集積回路(OEIC)製 作のための技

術を開発。

(8)主 要な成果

要素技術 を中心に世界最高水準の成果が多

数達成 しつつある。可視半導体 レーザー,大

出力半導体 レーザー,集 積型波長制御半導体

レーザーなどの各種半導体 レーザーの開発,

あるいは光電子集積回路(OEIC)の 試作など。

回 診療支援システムの開発

医学の進歩,高 性能医療機器の開発普及,

疾病構造の複雑化等により,医 学知識,診 療

データ等の医療情報が急増 している。しかし,

病院などの医療現場においては,医 師の診療

業務そのものの情報化が遅れているため,こ

れらの大量の知識 ・データを扱 うことができ

ずに,「Knowledgecrisis」 と呼ばれる危機的

状況にある。これを解決するため,医 師の診

療業務 を直接支援する情報 システムの開発が

急がれている。

(1)診 療支援システムの構成

以上のような状態を放置するならば,診 療

効率はますます低下 し,健 全な国民医療の供

給体制の維持が困難になるので早急に対応す

る必要がある。それには,診 療情報のシステ

ムが不可欠であり,そ のための診療支援シス

テムの開発が急務である。

その開発に際 しては,生 命に関わる情報を

取 り扱うため,技 術成熟度の高 いシステム化

を行 うとともに,各 種の技術的課題 を解決 し

1章 通商産業省における政策

なければならず,ま た,医 学 と工学の密接な

連携が不可欠である。

各サブシステムの概略は,以 下のとお りで

ある。

① 電子カルテシステム

問診内容,検 体検査データ,診 断所見,処

置 ・治療内容等のカルテ情報を電子化(デ ー

タベース化)し,診 療の際など医師が必要と

する時に,診 療方法等について判断 しやすい

形に情報を加工 し,即 時に提供するもの。

開発するシステムは,電 子カルテ ・システ

ム,画 像診断 システムおよびコンサルテー

ション ・システムが有機的に統合されたもの

② 画像診断システム

X線 フィルム,CT(コ ンピュータ断層撮

影),核 医学等の各種医用画像をデータベー

ス化し,診 療の際など医師が必要とする時に,

即時に表示するとともに,病 巣 を抽出するな

どの高度画像処理機能も有するもの。

③ コンサルテーション ・システム

検査結果,診 察結果等 をもとに,疑 わ しい

病名,実 施すべき検査項目等が,知 識工学的

手法等を用いて表示され,医 師の意思決定を

支援するもの。

(2)診 療支援システム開発の効果

診療支援システムの開発,普 及により,診

療水準の向上や患者中心の医療の促進など,

診療の高度化が図られる。また,診 療の適正

化や診療関連業務の省力化,効 率化が進むこ

とにより,医 療費の適正化 も図られるような

医療体制が推進される。

さらに,医 学研究や医学教育への寄与,地

域医療体制整備への貢献などの副次効果があ

るほか,他 分野への波及効果も期待できる。

(予算)
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2-1-3図 診療情報のシステム化の概念(現 状とシステム導入後)
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1章 通商産業省における政策

昭和59年 度119百 万円

(委託先)

財団法人医療情報 システム開発センター

2.2情 報処理振興事業協会 を通 じたソフ

トウェア振興施策等の推進

わが国におけるソフ トウェア振興のための

施策は,1970年 に制定 された 「情報処理振興

事業協会等に関する法律」によってスター ト

した。この法律は 「電子計算機の利用および

プログラムの開発 を促進 し,プ ログラムの流

通を円滑にし,な らびに情報処理サービス業

等の育成の ための措置 を講 ずることによっ

て,情 報化社会の要請 に応え,も って国民生

活の向上および国民経済の健全な発展に寄与

ずることを目的とする」という趣旨のとお り,

プログラムの開発 ・利用の促進等,情 報処理

振興のための施策 を体系的に講ずるために制

定 されたものである。

この法律に基づいて,電 子計算機利用の高

度化 など情報処理の振興を図るため,1970年

10月1日 に設立された情報処理振興事業協会

(lnfommation-technologyPromotionAgency

:IPA)は,情 報処理分野における唯一の国

家的機関として,プ ログラムの開発および利

用の促進,情 報処理サービス企業等の助成事

業を行っている。

情報処理振興事業協会の性格は,公 団,事

業団に似ている反面,こ の事業が民間の創意

と自主性とを十分に取り入れて進められるよ

う,そ の設立にあたっては,民 間有力者が設

立発起人となって,政 府の認可によって設立

される 「特別認可法人」の形をとっており,

資本金も政府および民間の共同出資となって

いる。

また,協 会には協会運営全般にわたる諮問

2-1-4図 昭 和59年 度IPA事 業 予算 の し くみ

自己口入等

補 助 金

機 情17.1億

中小7.7億

国

資金運用部

金融債引受

35億

9.7億

IPA

プログラム

委託開発

技 術 セ ン ター

慾 鴇 麟 誌,億・

先進酬 用的保守纏 開発
プログラムの

委託開発

[
(機 構)(中 小)

9.0億4.0億

中小利用技術開発

2.5億

JSD

{
国10.5億

(設 立 時 出資 金)長 期信 用 銀行.3行

民間10.3億

(設 立 時 出 資,出 え ん金)

債務保証

プログラム開発資金等融資

35億

情報処理サービス業 ソ フ トウ ェア業
一 般 企 業
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1編2部 政策

2-1-2表

情報処理振興事業協会の総事

業費と補助金の推移

(単位:億 円)

ぎ 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59

総事業費 3.0 4.6 4.9 9.5 11.8 15.4 19.9 233 26.1 30.5 33.8 33.7 34.6 29.5 26.8

補助金額 3.0 4.0 3.7 7.9 10.0 13.2 17.3 20.5 22.8 25.8 27.8 26.6 26.2 20.8 17.1

機関として,評 議員会が置かれ,さ らに,プ

ログラムの開発および普及業務 に関する諮問

機関としてプログラム専門委員会が,汎 用プ

ログラムの登録に際し,プ ログラムの内容を

審査するための審議機関として汎用 プログラ

ム登録審査委員会が,先 進的情報処理技術の

開発事務に関する重要事項を審議するための

審議機関として,技 術委員会が置かれており,

これ らの機関を通 じて,協 会の事業運営に民

間学識経験者の意見が十分反映 されるところ

となっている。

情報処理振興事業協会の事業運営の基盤は

政府 ・民間からの出資 ・出えんによる基金,

政府補助金および自己収入から成 り立ってお

り事業基盤は2-1-4図 に示すとおりであ

る。なお,同 協会への補助金の推移は2-1

-2表 のとおりである。

以下において,情 報処理振興事業協会を中

心と して行っているソフ トウェア振興施策の

概要を述べる。

[1]プ ログラムの委託開発事業

(1)特 定プログラム委託開発事業

わが国における電子計算機の利用は近年急

速に拡大 しており,こ れに伴って情報処理企

業におけるソフ トウェアの売上高 も,毎 年約

20%ず つ伸びており,昭 和58年 度で約3,6∞

億円に達 している。 しかし,こ のソフ トウェ

ア開発の大部分はユーザーからの受託開発で

あり,ソ フ トウェア業の高度化,生 産性向上

にとってきわめて重要な汎用プログラムの売

上高はわずかに5%程 度にすぎず,欧 米の40

～60%と 比較 して著しく小さな値となってい

る。このため,情 報処理振興事業協会におい

ては,わ が国のプログラム開発の技術水準の

向上と汎用プログラムの流通市場の形成を目

的として,特 定プログラムの委託開発事業を

行っている。

本事業においては,

① 特に開発を行う必要がある(先 進性)

② 開発の成果が事業活動に広 く用いられ

ると認められる(汎 用性)

③ 企業等が自ら開発することが困難であ

る(非 採算性)

の3要 件 を満たすプログラム(特 定プログ

ラム)を 広 く一般から公募 し,民 間企業等に

委託 して開発を行っている(手 続きについて

は2-1-5図 参照)。

公募は原則 として毎年春(4月)と 秋(9

月)の2度 行われ,昭 和58年度の委託開発テー

マとしては2-1-3表 に掲げるものが採用

されている。

本委託事業は,昭 和45年 度から実施されて

おり,昭 和58年 度末 までに190本(下 記の中

小企業向け汎用 プログラムを含 む)の プログ

ラムが完成 している。

(2)中 小企業向け汎用プログラム委託開発

事業

中小企業においては,社 内にコンピュータ

要員を配置 している例 は少なく,ま た,コ ス

ト面から自社業務に合わせた専用ソフ トウェ
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2-1-5図 プ ログラムの民間企業等への委託手続
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2-t-3① 表58年 度特定プログラム委託開発テーマおよび概要一覧

プ ロ グ ラ ム 名 概 要 委 託 先

テスト評価プログラム

DYANA2

計測対象プログラムを静的に分析(モ ジュール構造等)す る

他,計 測 用ルーチンを挿入して動的に分析(実 行回数,テ ス

ト・カバレージ等)し,プ ログラムの完成度を定量的に把握

するための支援プログラムである

㈱ ソフ トウェ ア ・

リサ ーチ ・ア ソシェ イ ツ

マニュアル編集標準化

支援プログラム

FOR↑RAN言 語 で作 成 され た プ ロ グ ラム のユ ー ザ ー ズ ・マ

ニ ュ アル とプ ロ グラマ ー ズ ・マ ニ ュ アル の作 成 お よ び保 守 を

支援 す るプ ロ グ ラム で あ る

セ ンチ ュ リ

リサ ー チ セ ン タ㈱

プログラム設計

自動化ツール

メニ ュー 画面 処 理 機能 を含 ん だユ ーザ ・イン タ フェ イ ス を介

して,オ ンラ イ ン対話 型 式 で ス タテ ィ ックな分 析 を しなが ら

プ ロ グラム 設計 を容 易 に行 う こ とが で きる

㈱ ソ フ トウ ェア ・

リサ ー チ ・ア ソ シェ イ ツ

計画 ・意思決定

支援システム

'

利用者が簡単な言語により意思決定に必要なプログラム群を

容易に作成することができるとともに,条 件ファイルにあら

かじめプログラムの実行条件を登録することにより入力され

た条件又は,各 プログラムの処理結果から次のプログラムを

自動的に実行できる計画 ・管理などの業務における意思決定

を支援するためのシステムである

㈱ 東洋 情報 シス テ ム
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1編2部 政策

2-1-3② 表58年 度特定プログラム委託開発テーマおよび概要一覧

プ ロ グ ラ ム 名 概 要 委 託 先
・一

企業財務情報に関する統計的実証を基盤とし,更 に企業経営
一 ‥

㈱ 東 京 商工 リサ ー チ
新しい企業評価と に複雑に影響を与えている経営者資質等の定性要因,経 営環 ソ ー ド ㈱

経営予測システム 境,経 済社会環境,経 済予測の各要因などを加味し,企 業評 ㈱ 日本 マ ネ ジ メン ト
価と経営予測をするシステムである シス テム

豪雨に伴い発生する地すべり,斜 面崩壊,土 石流等の地盤災

傾斜地開発安定
害の検討を行 うためのもので,比 較的 ミクロな流域地形にお

検討システム

LANDSLIDE

ける"鉄砲水"の発生を把握するために種々の降雨パターンによ

るシミュレーションを行い構造物の被害発生および下流区域 ㈱ 構 造 計 画 研 究所

の浸水の検討,さ らに斜面安定度の追求を可能 とするシミュ

レー タで あ る

建築業向け
2次 元製図に主体をおいた汎用 ドラプディングシステムであ

コンパ ク トCAD

ALPS

る。 グ ラ フ ィ ッ クデ ィス プ レイに よる対 話 を通 じて設 計 ・製

図 用 の図 面 を作 成 し,管 理 す る こ とを 目的 と して い る シス テ 日 本 ン ス テ ム ㈱

ムである

建築主体構造 ・鉄筋

定尺算出システム

建築主体構造物の躯体(RC)の 鉄筋加工組立てに必要な鉄

筋所要数量(鉄 筋の規模,径 別に市場定尺寸法ごとの本数お 目 積 工 務 ㈱
よび重量)を 階別および部位別に算出するシステムである

グ ラフ ィ ックデ ィスプ レイ と入 力 タブ レ ッ トを も とに対 話 し

対話型建築構造躯体

入力システム

ながら建物躯体を入力し,構 造躯体データベースを作成,各
種構造設計システムと接合することを目的とするシステムで ㈱ 構 造計 画 研 究 所

あ る

臨床矯正歯科

総合管理システム

矯正を手がける開業歯科医の診療データを管理,患 者管理,
医院の各種会計を行い,医 院経営をサポー トする給合管理シ シ グ マ シ ス テ ム ズ ㈱

ステムである

病院総合栄養

管理システム

国立病院(200床 以上の病院)を対象とした給食専用システム,
本 システムは食数管理,献 立作成,仕 入管理,栄 養分析,各 日本 情 報サ ー ビス㈱
種管理資料作成の機能を有するシステムである

遺 伝 情報 処 理 シス テ'ム

GENETYX-II

CRT画 面 との 簡単 な対話 形 式 に よ り,核 酸 デー タの検 索 ・
'

解 析 を行 う,〉パ ー ソナ ル コン ピュー タをベ ー ス と した遺 伝 子 ソ フ ト ウ ェ ア 開 発 ㈱

デ ー タ処 理 シス テ ム であ る

バ イオテ クノロジー向 け 入力画像の補正強調等の画像処理のほか,粒 子の計測,変 化

画像解析システム
量の計測および電気泳動パターンの読取機能等をもつ実用的 ㈱ ト ウ ー ル 社

な汎用画像解析システムである

地域行政漢字総合

オンラインシステム(V2)

OASISV2

地方 自治体財務会計事務の電算化による正確性,迅 速性を目

指 して,す でに開発したOASIS(V1)に,新 たに5シ ステム

を追加し,よ り一層地域行政事務の効率化を図る総合システ ㈱沖縄電子計算センター

ムである

グ ラフ ィ ッ クに よ る

地域 デー タ検 索

グラフィック機能を特徴とした対話型の地域データ検索シス

テムであり,特 定地域の地形,地 理,そ の他経済情報等当該 北海道ビジネス

シ ステ ム
地域に関する各種情報が簡単な操作で画面上またはハードコ オー トメー シ ョ ン㈱

ピー と して 出力 され るシ ス テム であ る

有限要素法を用いた汎用の流体解析プログラムである。従来,

流れ解析汎用プログラム
模型による実験や狭い機能の数値解析プログラムで解析が行

われてきたが,本 プログラムはデータの前処理,'解 析,出
日 本 電 子 計 算 ㈱

表示等を一貫して行うものである
A
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1章 通商産業省における政策

2-1-3③ 表58年 度特定プログラム委託開発テーマおよび概要一覧

プ ロ グ ラ ム 名 概 要 委 託 先
'技術計算領域特有

の複雑多様なデータを一元的に管理するデ

技術計算領域を対象とし 一 タベ ー ス 管理 シス テム であ る。

た 多次 元 ・多 目的 デ ー タ リレー シ ョナル 型 デ ー タベ ー ス を中核 と し,様 々 な構造 の デ ㈱ 東 洋情 報 シス テム

ベ ー ス管理 シス テム 一タに効率よく対処するユーザ言語方式とFORTRANに ょ

る親 言 語 方 式の イ ンタ フェー ス を備 えて い る

地方自治体向け 地方自治体における人口予測,経 済構造推計,財 務構造分析,

計画支援システム 地区比較分析評価等を行い,統 計および地図データを日本語 三 井 情 報 開 発 ㈱
P-TOOL で表示するシステムである

情報処理技術者教育のためのシステムである。

情 報 処理 教 育用

CAI-(II)

コー ス ウェ アはCOBOL,FORTRANに っ い て,情 報 処 理 技

術者 試験 第2種 合 格 の レベ ル を カバー し,ホ ス ト ・コン ピュ

ー タ(MULTI16等)お よ び学習 端 末(MULTI16等)の ネ ッ

日 本 電 子 開 発 ㈱

トワー クに よ る分 散 処 理 を行 う

中小金融機関向けの外国為替業務(支 店取引,輸 出入,送 金,

外国為替管理システム 予約,外 貨預金,本 店取引等)を 総合的に管理するシステム 日本情 報 サー ビス㈱

である

引合および積算見積から受注 ・発注書類,債 権書類,為 替管

汎用輸出貿易 理等一連のデータ処理のみならず,各 種の契約書 ・通関船積

業務システム 書類作成編集等の文書処理(WP)も 同時に簡単に行えると 伊藤忠データシステム㈱

EXMACS と もに,既 存 シ ス テム との イン タ フ ェ ー ス お よび,国 際 テ

レックスとの連結機能も具備している

式場・集会業・窓口予約

精算システム

CARESS

式 場 ・集 会 業 に おけ る結 婚 式,宴 会,集 会 の 予約 受 付 か ら手

配,精 算 書 発行 ま での一 連 の 業務 を円 滑 に行 うオ フ ィス ・コ

ン ピュー タ シス テム で あ る

三 谷 コン ピュー タ

シス テ ム㈱

アを開発することは困難であるところから,

汎用プログラムをそのまま入手 し利用する例

が多いが,中 小企業にとって業務に適応 し,

かつ,使 いやすいものは必ずしも多くない。

このような状況に対応 し,中 小企業におけ

る情報化を促進するため,中 小企業者にとっ

て使いやすくニーズを的確に反映 した汎用プ

ログラムの開発を昭和58年 度か ら行ってい

る。

本委託開発事業 は,前 述の特定のプログラ

ム委託開発事業と同様の手続きによって行わ

れている。

昭和59年 度の開発テーマは2-1-4表 に

掲げるとおりである。

(3)ソ フトウェア保守技術開発

わが国の情報化の進展は,近 年目をみはる

ものがあるが,こ の ような情報化の進展に

伴って,ソ フ トウェア資産 も増大を続けてい

る。ソフ トウェアやOSな どの処理環境の変

化や多様なユーザー ・ニーズに対応 した既存

ソフ トウェアの手直し,機 能追加などの保守

作業を必要 とするが,こ れら保守作業は新規

開発作業 より,さ らに複雑な作業 を伴い,ま

た頻繁に行われることが多く,ユ ーザーの保

守ニーズが多岐にわたるなどの理由から,ソ

フ・トウェアの開発段階以上 に手作業で行わ

れ,生 産性 ・信頼性が上が らず,作 業量 は膨

大なものとなっている。そのため,情 報処理

コス ト全体のうち,,保守コス トは7割 程度占

め,ソ フ トウェア ・コス ト上昇の主要因 と
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1編2部 政策

2-t-4① 表58年 度中小企業向け汎用プログラム委託開発テーマおよび概要一覧

プ ロ グ ラ ム 名 概 要 委 託 先

漢字処理による

建築積算システム

建築の積算業務における数量算出から内訳書 ・値入れまでの

トータルシステムであり,数 量算出においては躯体(RC・

鉄骨)・仕上の3種 類を用意し,単 独の処理も可能である

㈱ 二 葉 積 算

生 コンブラント管理 システム

CONPMAN

生コン工場において受注から混線管理,出 荷納品までの事務

処理を一元的に行う総合システムである
㈱沖縄電子計算センター

管工事業積算 ・原価

システム

KAN-KOJI

従来手作業で行われていた管工事業の積算から見積書の作成

までをコンピュータで行うとともに,そ のデータを実行予算

に連結することにより,施 工開始後の実行予算管理,進 捗管

理等を行うシステムである

㈱ 内 田 洋 行

㈱ アプリケー ションウェア

会話型土木構造物設計

支援システム

ISDS

土木業向けの設計計算(橋 梁下部構造物設計,基 礎構造物設

計,土 横物設計,斜 面安定の各計算)に おいて解析から設計

計算書作成までの一連の処理を行 うシステムである

ジ ャ パ ン シ ス テ ム ㈱

硝子工事店向け

事務処理システム

硝子工事店向け積算見積 り,工 事台帳の作成ほか経理,給 与

処理を行う硝子工事店向け総合システムである
㈱ 中国計 算 セ ン ター

簡 易 型NCデ ー タ

作 成 シ ステ ム

NCGS-10

NCボ ー ル盤,プ リン ト基 盤 穴 明,金 型作 成,木 工 加 工,レ ー

ザー 加 工 な どのNCテ ー プ作 成 ・編集 を 目的 と した パ ー ソナ

ル ・コ ンピ ュー タに よ るNCデ ー タ作成 処 理 システ ム であ る

ソフ トウ ェア

コンサ ル タン ト㈱

鋼板勇断工程管理
一

シ スァ ム

コイルセンター業界の勇断工程取 り合わせを中心としたシス

テムに,受 発注,在 庫管理を結合 した総合システムである
コ ア デ ジ タ ル ㈱

織布業における

生産管理システム

WINC

織布業における中小企業者のために受払管理,配 台計画を行
、

っためのシステムである

発注の変更に対して織布計画書の組替が迅速になり,発 注元

の織 り上がり予想の問い合わせに即応することができる

シャープ事務 機福井販売㈱

㈱ 共 栄 コン ピュー ター

サ イエ ン ス

倉庫の効率的利用

管理システム

SPACE200

中小製造業における倉庫管理業務の合理化および的確な管理

情報の提供を目的とし,倉 庫内スペース配分業務,入 出庫時

の搬入出指示業務および在庫管理業務を処理するシステムで

ある

西 日本 シ ン ク タ ン ク㈱

中小企業向プロジェクト

管理会計システム

PROMAS

部門別,プ ロジェクト別の原価の見積 りおよび実績データの

入力によって計画と実績の差異を比較 し,プ ロジェクトの進

行管理と原価管理を支援するプログラムである

㈱総合 システム研究所

組合管理汎用

経理プログラム

事業協同組合,商 工組合等各種協同組合のために開発した経

理処理プログラムで,全 国中小企業団体中央会編の中小企業

等協同組合経理基準に則り作成されている

日 本 電 子 計 算 ㈱

マー ケッ ト・リサ ー チ 業 向

け 調 査企 画 支援 シ ステ ム

CROSTAT

パ ソ コ ンで,ア ンケ ー ト等 の集 計 ・統 計 解析 ・グ ラフ作 成 を

一 貫 して処 理 し
,企 画業 務 をサ ポー トす る シス テム で あ る

㈱ 東 洋情報 シ ステム

サービス業向け

経営管理システム

SMS

サー ビス業向けにその情報の登録 ・検索を行 う。 予約管理

を行うとともにダイレクトメールの発行および財務管理と連

動させ,一 般経費を入力し,総 合経理業務を行 うシステムで

ある

㈱ シ ー ・ シ ー ・ ダ ブ ル

新聞販売店経営合理化

管理システム

JANPS

新聞販売店の経営の合理化を目的としたシステムである

入力はメニュー画面による対話形式のため操作が容易であり,

機能も読者管理,配 達管理,領 収証発行管理,売 上集計管理

等豊富である

日本情 報 サー ビス㈱
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1章 通商産業省における政策

2-1-4② 表58年 度中小企業向け汎用プログラム委託開発テーマおよび概要一覧

プ ロ グ ラ ム 名 概 要 委 託 先

中小卸売業向データ

管理システム

得 意 先 ・仕 入 先 管理,売 上 ・仕 入 ・在庫 管 理 を行 う中 小卸 売 業 向

けの 専 用パ ッケ ー ジで あ るが,会 話 型 独 立 言語 お よび ホス ト

プ ロ グラ ミン グ言語 との イ ン タフ ェー スの両 方 と も備 えた操

作性 の よい リレー シ ョナ ル型 の デ ー タベ ー ス管 理 シス テム を

中心 と した 日本 語 ア プ リケ ー シ ョ ンモニ ター 機能 を有 す る

㈱ テ ィー ・デ ィー ・シー

なっており,わ が国の情報化の進展の大きな

ネックとなっているのが実情である。

情報処理振興事業協会において,1981年 度

か ら5カ 年計画により実施 しているソフ ト

ウェア保守技術開発は,こ のような状況を克

服 し,ソ フ トウェア保守作業の効率化,信 頼

性の向上,保 守費用の低減,保 守ソフ トウェ

アの信頼性 を大幅に改善する技術の確立をめ

ざしたものである。この開発は,ソ フ トウェ

ア生産技術開発(1976-1981年 実施)と 同様

に,ソ フ トウェア専業企業の技術力向上のね

らいも含めて,協 同システム開発㈱を中核と

して情報処理業界の中心的企業の全面的な協

力のもとに行われている。この計画の開発構

想 は ソ フ トウェ ア保 守 支 援 環 境SMEF

(SoftwareMaintenanceEngineeringFaci-

hty)を 構築 し,そ の開発,利 用 および普及

のプロセスを通 して,ソ フ トウェア保守のた

めの正 しい方法論を確立 しようとするもので

あり,そ の重点項目は,

① 単機能の基本的ツール群を統合し,複

合的な保守支援ツールを構築する 「キッ ト

方式」

② 汎用のオペ レーティング ・システム上

に 「仮想オペ レーティング ・システム」を想

定 して構築する

③ パーソナルな保守支援環境を実現する

「保守専用 ワークステー ション向けオペ

レーティング ・システム」

などがある。

開発作業は順調 に進んでおり,全5カ 年計

画の第4年 度である昭和59年 度においては,

本システムの開発作業のほとんどを終了する

見込みである。

(4)中 小企業向け電子計算機利用技術の開

発

近年,ハ ー ドウェアの性能価格化の著 しい

向上がみられ,こ れに伴いパーソナル ・コン

ピュータの高処理能力化,低 コス ト化が急速

に進み,中 小企業におけるパーソナル ・コン

ピュータの普及が著 しい。 しかし,パ ーソナ

ル ・コンピュータで利用できるソフ トウェア

は限 られた機能 しか実現 されていないため,

エン ド・ユ≡ザーが簡単にコンピュータを利

用するめには多 くの制約がある。

特に中小企業では,コ ンピュータの専門要

員を確保するのが困難であり,プ ログラマー

などの専門家でなくとも容易に特定業務向け

アプリケーション ・プログラムの作成,プ ロ

グラムの変更 ・改良などが行えるシステムの

確立が要求されている。また,業 務量の増加

に対応 して必要となるシステム ・アップが低

コス トで行えることが,中 小企業者にとって

はきわめて重要である。

上記の必要性に対応するため,1983年 度か

ら3カ 年計画 によりデータベース ・システ

ム,総 合制御システムからなるシステム ・ソ

フ トウェアを開発する中小企業向け電子計算
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2-1-6図 概 念 図

アプ リケー ション ・プ ログラム

ユ ー ザ ー ・イ ン タ フ ェー ス

応 用 ツー ル

プロ グラマ レス ・

システム

簡 易 デー

タベ ー ス

管理 システム

統合制御システム

(基本制御プログラム)備品㌶)(莞 ケ亮)

機利用技術の開発を,協 同システム開発株式

会社 に委託 して行っている。昭和59年 度にお

いては前年度行った基本設計に基づいて本格

的な開発を行っている。

(5)普 及事業

情報処理振興事業協会においては,前 述の

委託開発 したプログラムの利用 を促進 し汎用

プログラムの流通市場 を形成するため,プ ロ

グラム開発者の協力を得ながら普及活動事業

を行っている。

本事業は,最 初の委託開発が完成 した47年

度か ら引き続 き行っているが,特 に近年 は,

パーソナル ・コンピュータ等の普及,汎 用 プ

ログラムを使用する習慣の定着等により,普

及本数は年々急増している。

回 技術センターにおける技術開発および調

査.

情報処理の分野は,近 年急速な発展を遂げ

つつあるものの,そ の歴史は浅 く,欧 米先進

国と比較するとかなりの技術格差が存在 して

いる。特 に先端的分野および,ソ フ トウェア

基礎技術分野については,こ の傾向が強い。

2-1-7図58年 度 特定 プ ログ ラム 普及 実 績

(昭 和59年3月31日 見込 み)

[=コ 普 及本 数(汎 用機,オ フ コ ン用)1 ,706

吻 普及本数(パ ソコン用)

修

普
及
本
数
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このため情報処理振興事業協会に,昭 和56年

10月技術センターを設置 し,コ ンピュータ ・

メーカー,情 報処理企業,ソ フ トウェア ・ユー

ザーおよび研究機関等か ら,技 術者,研 究者

を招聰 し,プ ロジェク ト・チームを構成 して,

共同研究 を行 い種々の先端的分野,ソ フ ト

ウェア基礎分野の技術開発や調査を行ってい

る。技術センターの事業についてまとめると

以下のとお りである。

(1)先 進的情報処理技術開発促進事業

① ソフ トウェア開発部門を中心とする共

同研究開発により,技 術力の向上,ソ フ ト

ウェアの環境整備などに特に顕著をもたら

すような課題

② 標準化や異機種間の互換性確保 など,

本来商業ベースにのりにくい課題

③ 非常に高度でかつ複合的技術を要する

ア プ リ ケー ショ ン(図 形 認 識 を 含 む

CAD/CAM,CAI,高 度分散型データベー

スなど)や ソフ トウェア自動生産といった,

技術的なフィージビリティが明確でなく,

リスキーな課題

④ 日本語処理,品 質保証など,技 術的に

みて成果が得 られるまでに非常に長時間に

わたる検討 を要する課題 など民間企業が

単独 では着手することが困難 な課題の う

ち,国 民経済的観点などからみて,特 に重

要と考えられる課題

本事業の対象 となった具体的開発,調 査

テーマは2-1-8図 に掲 げるとお りであ

る。

昭和59年 度においては,昭 和56年 度から開

始 した開発テーマのすべてと調査テーマのほ

とんどがほほ終 了するため研究開発分野とし

て 「エキスパー ト・システムのソフ トウェア

開発への応用」「ソフ トウェアの品質評価技

術」 および 「情報処理分野におけるセキュリ

ティ技術の開発」を新 しいテーマとして採用

することとしている。

(2)中 小企業向け設計高度化技術の開発

社会のニーズの多様化に伴い多品種少量生

産への移行,製 品の精密化,高 品質への対応

の必要が叫ばれているが,こ れ らに対応する

ためには,設 計工程の業務量の増大および質

の向上が主要な課題であり,設 計工程の大幅

な合理化,高 度化を図る必要がある。

このような,設 計工程の合理化,高 度化を

行 うためには設計段階におけるコンピュータ

の利用を進める必要があり,大 企業 などでは,

大がかりなコンピュータによる設計支援シス

テムの導入が行われている。

しか し,こ れらの システムは,大 型 コン

ピュータ上で作動 し,か つ高価なものである

うえ,設 計図をコンピュータに入力するため

に多大な労力と専門的知識を有する人材の確

保を必要とするなど,中 小企業における広汎

な利用を図るうえで問題が多い。

また,最 近販売 されているパーソナル ・コ

ンピュータ用の低価格の設計支援システムに

ついても,設 計図の入力に関する同様の問題

点があるうえ,単 なる製図機 と しての機能

一 キーボー ドか ら入力してディスプレイ上

に設計図を描 く機能 しか有 しておらず,

設計工程の大幅な合理化 を行 うためには,は

なはだ不十分である。

以上のような観点か ら,中 小企業が導入可

能な低価格のコンピュータを対象 として,①

コンピュータへの手作業による二次元図の入

力手続きを自動化 し,② 入力 された二次元図

から,三 次元像 をコンピュータの中で自動生
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2-1-8図 遂行 中の テ ーマ と計 画

テーマ名/年 度 56 57 58 59 60

1.ソ フ ト ウ ェ ア ・エ ン ジ

ニ ア リン グ

技法の検討 開 発

(Dソ フ トウェ ア要求 定 モデル 予備実験シス 実用化技術の

義支援技術 の調査 テム設計 検討 評 価 まとめ一 ' ' ,

(2)ソ フ トウ ェア ・ラ イ フ 概 念設 計 ・ システム設計

サイクル統合化技術 調 査 基本設計 ・開 発 評 価
' ' ' ,

開
プ ロ トタイプ

(3)ソ フ トウ ェ ア ・ッ ー 概 念 システム設計

発
ルの最適利用技術 設 計 プロ グラ ミン グ 実験 強化 評 価

'
,, '

II.コ ン ピ ュ ー タ に よ る設 調 査 基 本 設計 ・

テ 計支援技術(装 置系統 分 析 システム設計 開 発 ま とめ

図の自動入力技術)
一 '

,

III.コ ン ピ ュ ー タ に よ る教 概 念 設計 ・

【 育支援技術 調 査 システム設計 開発 テスト 評価 まとめ
,' '

IV.知 識ベ ー ス を応 用 した

ソフ トウェ ア開 発手 法
マ の調査および研究 ・開

発

調 査一 '

V.セ キ ュ リテ ィ関 連 技術 調 査
の開発 実 験

'

W.ソ フ トウ ェア 品質 評価

手法の開発 調 査
' '

Ada言 Adaの 言語処理系

1.新 しい プ ロ グ ラ ミン グ 語仕様 記述性の 作成

言語の実現方法に関す の調査 実 験 ・評 価 ツー ル の調査 実験 ・評価
」

る調査
' ' '

調 イ ンタフ ネ ッ トワ ー ク

II.分 散 デ ー タベ ー ス技 術 エー スの 適合性の 技術調査

査
に関する調査 調査 実 験 ・評 価 VAN・LAN調 査 接続実験

,' ' '

テ IILド キ ュ メン ト作 成の た 調査方針策 基本語辞書
めの日本語辞書に関す 定言語学調査 検討 整理 基本語辞書の試作

」

る調査
' ,

1

W.ソ フ トウ ェ ア ・プ ロ ダ 調 査 ・分 析 ・

クトの評価方法に関す 調査方針策定 評価
マ 」

る調査
'

V.デ ー タベ ー ス運 用 技術

に関する調査 調 査 ・分析 まとめ
,「

成 してユーザーがその形状 を視覚的に確認す

ることを可能とし,か つ,③ 完成 した三次元

像に対応する正確な設計図を生成するシステ

ムに必要な技術を開発することが中小企業の

設計工程の大幅な合理化 ・高度化を図るうえ

でぜひ必要である。

以上の点に鑑み,本 開発計画においては下

記の項目についての技術開発を行っている。
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① 図面認識技術

一定の規則に従って書かれた平面の図面

を光学機械 を用いてコンピュータに入力

し,寸 法線等の図面上の記号をその意味を

含めて自動認識させる技術。

② 立体合成技術

製品の完成状態および設計上の誤りを視

覚的に確認するために,① で入力された図

面情報をもとに立体形状を合成 しディスプ

レイ上に入出力する。 この時,物 体の形状

を確認 しやす くするために,任 意の方向に

回転 させる機能も含む。

③ ユーザー ・インタフェース技術

特に機械(グ ラフィック ・ディスプレイ,

キニボー ド,ブ ロック等)に 関する知識に

習熟しなくとも,本 システムを効率良く操

作できるユーザー ・インタフェース技術を

開発する。まず,設 計図面を本システムに

効率的に入力するための図面記述手法の開

発,次 に完成 した立体形から設計図面を作

成する技術の開発,そ して本 システムにつ

いて,特 に専門知識をもたなくても十分に

使いこなせるようにするためのヘルプ機能

等の開発である。

④ データベース技術

マイクロ ・コンピュータの内部メモリー

や外部記憶装置の容量,処 理速度等の制約

のもとで,図 形処理のための膨大なデータ

の処理を行 うためには,そ のデータを圧縮

して処理あるいは格納する技術およびハ ン

ドリングする技術 を開発する。また①から

③のそれぞれ独立 したプロセスにおいて図

面等設計データの入出力および更新が簡単

にできるデータベースの技術も開発する。

さらに本 システムを用いて設計 した設計
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データをもとに製造 や模擬実験 を行うため

に,デ ータの標準化 ・階層化等の技術 も配慮

する。

回 信用保証事業

コンピュータの普及とその利用分野の拡大

に伴い,情 報処理専業者はもちろんのこと,

一般企業においても
,多 方面にわたるソフ ト

ウェアが開発され,ま た,情 報処理の高度化

のための多 くのプロジェク トが企画 ・実施さ

れている。このため,所 要の資金需要はます

ます増加 しつつあるが,情 報処理専業者の場

合は,一 般に担保力などの面で,こ れらの資

金 を通常の市中金融によって十分に調達する

ことは容易でないのが実情である。このよう

な状況は,情 報化の進展するなかで,情 報処

理専業者の成長およびこれに対する評価の高

まりなどもあって,漸 次改善されつつあるも

のの,基 本的な事情には変わりがない。

(1)情 報処理振興金融措置と債務保証制度

これに対処するため,通 産省は,1970年 度

以降,「情報処理振興金融措置」 により,長

期信用銀行3行 を窓口とした長期かつ安定 し

た資金の確保のための措置を講 じている。こ

の制度は,ソ フ トウェア業,情 報処理サービ

ス業など専業者の業務高度化資金および一般

企業のプログラム開発資金の円滑な供給を確

保することによって,情 報処理専業者の発展

とプログラム開発の促進 を図ることを目的と

するものであり,情 報処理振興事業協会はこ

の制度に基づいて,通 産省の推せん したプロ

ジェク ト資金を企業が長期信用銀行から借 り

入れるにあたり,そ の債務保証を行っている。

この金融措置 ・債務保証の対象 となる借入

資金 は,

① ソフ トウェア業者 または情報処理サー
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2-1-9図 金 融 措置 ・信 用保 証 の し くみ

/ / / /

長 期 信 用 銀 行

(3行)

情報処理サービス業

ソフ トウ ェ ア 業

一 般 企 業

司1③ 融資の申し込み

司■ ⑥借 り入れの手続

一⑦借 り入れ

ヂ ⑧返 済
/

▲

馨

§誉

畿

▲

ミ

▲ ・唖 』 懸樋顯
＼こ ④債務保証の申し込み / ⑤保証の承諾(銀行経由

＼ ⑤保証の承諾
'

ぴ
保証綱 支払い(銀行紬 レ

∩ ▼/▼ 、

、〆

協 会

＼ レ
禰.論
/

通 産 省

機械 情報産業局

(情報処理振興課)

＼ ノ

②推せんの通知 ツ
② 融資の推せん

司 ①情報処理振興金融措置・よるン

●債務保証の条件

保証期間 原則として3年 以内

保証料率 保証額残高に対し年0.7%

保 証 額 融資額の95%

融資限度 所要資金の80%

金 利 年7.2%

(1984年11月30日 現 在)

●推せ ん 申請受 付 期 間 毎 年 度4月,7月,10月,1月 の4回(各 月の1～2週 間)

ビス業者については,電 子計算機の導入,

プログラムの開発,そ の他,業 務または技

術の改善および向上のために必要な資金

② 一般企業については,事 業活動の効率

化に寄与するプログラムの開発のために必

要な資金 となっている。

(2)情 報処理技術者育成債務保証制度

昭和58年 度か ら情報処理サービス業,ま た

は,ソ フ トウェア業 を営む企業が情報処理技

術者の教育研修資金 を市中銀行(長 期信用銀

行,都 市銀行,信 託銀行および商工組合中央

金庫)か ら借 り入れる際に債務保証を行う「情

報処理技術者育成債務保証制劇 を創設 した。

制度の概要は以下のとおりであ・る。

① 受付時期:随 時

② 受付窓口:東 京都内に所在する上記銀

行の本店または支店

③ 融資 ・保証限度額:1社 当た り1年

2,000万 円以下

④ 融資期間:2年 間

⑤ 債務保証手続き:情 報処理振興金融措

置に準ずる。

回 その他の事業

(1)需 要動向 ・経営実態等の調査

わが国の産業や社会が必要としている汎用

プログラムの開発,情 報処理企業の育成 を

図って,情 報化を的確に推進するためには,

広範にわたるユーザー等のプログラムの需要
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動向,情 報処理産業の経営実態を十分に把握

するとともに,欧 米先進諸国のソフ トウェア

開発動向などを把握 しておく必要がある。こ

のため,情 報処理振興事業協会においては,

国内および海外にわたり,各 種調査 を行って

いる。

国内動向調査としては,例 年特定プログラ

ムの需要動向,ソ フ トウェア開発,流 通等に

関する調査分析を行 う 「需要動向調査」,電

子計算機の運用技術の向上を図るための 「電

子計算機利用技術高度化調査」,さ らに,情

報処理産業 における資金需要 ・経営実態を把

握するための 「情報処理産業経営実態調査」,

などを実施 している。

また,海 外動向調査 としては,例 年海外に

おけるプログラムの需要動向 ・開発の方向お

よび体制,プ ログラム流通の実態と方向など

を中心とする調査を実施 している。

(2)中 小企業向けプログラム等の調査

中小企業におけるソフ トウェア利用分野の

うちで,開 発が難 しい先進性の高いプログラ

ム,お よび業務の性格上,個 別アプリケーショ

ンの総合化 をする必要 のあるものについて

は,そ の開発および普及の円滑な促進を図る

ためには,ユ ーザーのニーズ,シ ステム実現

手法など開発すべきテーマに関 し,事 前に調

査研究を行うことが不可欠である。このため,

情報処理振興事業協会においては,昭 和58年

度から,具 体的ニーズをもつ多くの中小企業

者を中心 に,開 発担当者,研 究者 を交えた研

究会方式等により,中 小企業におけるソフ ト

ウェアの利用動向調査および中小企業向けプ

ログラムの効果的な開発促進を行 うために必

要な研究調査を行っている。

また,昭 和59年 度からは,中 小企業におけ
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るLAN,VANの 利用可能性,導 入効果等を

調査するための技術動向調査を行う。

(3)汎 用 プログラム登録(プ ログラム準備

金制度等)

① 汎用プログラムのあらま し

汎用 プログラムの開発および流通の促進

を図る観点か ら,汎 用プログラムの開発に

かかる準備金制度(租 税特別措置法第20条

の2お よび第56条 の9)が1979年 に創設 さ

れた。

本制度は,汎 用プログラムとして情報処

理振興事業協会に登録されたプログラムに

限 り売上高の最高35%(1954～55年 度 は

50%,1956～57年 度 は40%)ま でを汎用プ

ログラム開発の準備金として積み立てるこ

とを認めるものである。

当該準備金 は,そ の積立をして事業年度

終了の日の翌 日から4年 間を限度として積

み立 てることができ,ま た,積 立をした事

業年度終了の日の翌 日から4年 を経過 した

準備金は,そ の後4年 間を限度として均等

に取 り崩すことができる。

また,登 録できるプログラムの内容は,

1)「 情報処理振興事業協会に関する法

律」第3条 第1項 の規定に基づいて定め

られたプログラムの開発にかかる電子計

算機利用高度化計画に列記された種類の

ものであって,高 度なものであること

2)基 本的改変を行わずに,複 数の顧客

に譲渡または提供できるほか,広 く利用

される可能性があるものであること

3)わ が国の国内で開発 されたものであ

ること

の3要 件 を満たしているものである。こ

の制度の適用を受けるには,情 報処理振興
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事業協会に申請 し,登 録簿に登録 し,登 録

証明の交付 を受けることが必要 とされてい

る。

登録申請の受付窓口は,一 般の ソフ ト

ウェア産業振興協会ソフ トウェア流通促進

センター,ま た日本電子計算機㈱出資企業

の場合は,同 社技術部となっている。

② プログラム準備金

1)汎 用プログラム準備金の概要

〔対象企業〕

ソフ トウェア業 を営む個人 または法

人。

〔対象プログラム〕

国内で広く開発され,広 く普及させる

ことが望 ましい汎用プログラムと して

IPAに 登録されたもの。

〔積立限度額〕

対象プログラムおよびそれに付帯する

技術者サービスの取り引きによって得 ら

れる収入金額の35%。

〔取崩 し方法〕

4年 据置,4年 均等取崩 し。

2)同 準備金の必要性

〔ソフ トウェア ・クライシスへの対応〕

ソフ トウェア ・コス トは,増 大の一途

をた どってい ると と もに,そ の需 給

ギャップは,ま すます拡大傾向にあり,

ソフ トウェアの質的量的不足が社会問題

化 しつつある。現状のままで推移すれば,

65年度には,60万 人のソフ トウェア技術

者が不足するものと見込まれている。

このような情勢は,さ らに情報化を進

めてい くためには 「ソフ トウェア ・クラ

イシス」の打破が必要であることを示 し

ている。

2-1-10図 ハ ー ドウ ェア,ソ フ トウ ェア の
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2-1-11図 わ が 国 に おけ る ソ フ トウ ェア

需 給 ギ ャ ッ プの予 測

ソフ トウェア 技術 者数
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このためには,

⑧ソフ トウェアの汎用化

⑤ ソフ トウェアの生産性の向上

◎ハー ドウェアの新技術開発

などが考えられる。

本準備金は,③の観点か ら「ソフ トウェ

ア ・クライシス」 を回避 しようとするも

のである。ちなみに⑤ はIPAで,◎ は

第5世 代コンピュータ開発 プロジェク ト

で対応。

つまり,ソ フ トウェアの汎用化を進め

ることにより,ソ フ トウェアの開発作業
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2-1-5表

汎用 プ ロ グラム シ ェアの 推移

(年 度別)

(単位:億 円,%)

年 度 54 55 56 57 58

ソフトウェア業売上高(A) 1,289 1,959 2,723 3,802 5,421

う ち 汎 用 プ ロ グ ラ ム(B) 50 81 163 313 593

(B/A) 3.9 4.1 6.0 8.2 10.9

を大きく削減できることになり,プ ログ

ラマー不足に対 して即効的な解決 をもた

らすものであり,そ の意義はきわめて大

きい。

3)汎 用化の動向

汎用プログラムは,そ れなりにそのウ

エイ トを高めつつあるものの,欧 米に比

較すると遠 く及ばない状況にある。特 に

アメリカとの比較においては,ア メリカ

はソフ トウェア市場の規模において日本

の5倍 程度である こともさることなが

ら,汎 用プログラム市場規模では25倍程

度にもなっている。

2-1-6表 汎 用 プ ログラム シ ェアの 推 移(国 別)

日 本

(1983)

米 国

(1982)

欧 州

(1982)

`フ トエエア靹
(億 円)

5,421

(億 ドル)
99
(億 ドル)

39

うち(B)

汎用 プ ログ ラム
593 58 18

(B/A) 10.9 58.6 ・46 .2

〈注>1.日 本:「 特 定情報サービス産業実態調査」等

2.米 国:米 国INPUT社 調査

3.欧 州:米 国INPUT社 調査(英,独,仏 計)

また,日 本市場における汎用プログラ

ムの利用状況 も,売 上 げベス ト20の汎用

プログラムのうち,国 産のものは6本 に

すぎない。

4)プ ログラム補修保証準備金の概要

〔対象企業〕

ソフ トウェア業 を営 む個人または法

人。

〔積立限度額〕

1年 以上の無償補修契約を交わしてい

るプログラムの売上げの0.22%。

〔取崩し方法〕

積立後4年 を経過 したものは,4年 間

均等取崩 し。

5)同 準備金の必要性

現在の商慣習として,自 己の作成 した

プログラムを納入 した後に発生するプロ

グラムの補修は,ソ フ トウェア企業自ら

の負担で行うこととなっているため,こ

の補修費の支出はソフ トウェア企業の経

理をきわめて不安定なものとしている。

このような補修 は,明 らかにユーザー

の仕様指図 もれ,あ るいは間違いに原因

があるものを除 き多くの場合,将 来1年

間にわたってソフ トウェア企業が無償補

修義務を負 う旨,契 約に明記されている。

この補償引当てを行 い,企 業経理の健全

化 に資するため同準備金が設けられてい

るところである。

2.3コ ン ピュ ー タ ・セキ ュ リテ ィ対 策 の

推進

165



1編2部 政策

2-1-7表

上 位20汎 用 プ ロ グ ラムの 利 用

ラ ンキ ング

パ ッケ ー ジ名 供 給 者 ユーザー数 機 能

EASYTRIEVE輸
パ ン ソフ ィッ ク シス テ

ム ズ
410

レポー ト,フ ァ イル作

成 の簡 易 言語

TheLIBRARIAN輸 ADR 261
プ ロ グ ラム,ラ イ ブ ラ

リー 保 守検 索

PANVALET輸
パ ン ソフ ィ ッ クシ ステ

ム ズ
251

ソー スプ ロ グ ラムの 管

理

MASP国 日本 ビ ジネ ス コンサ ル

タ ン ト
200 事務処理用簡易言語

A-AUTO国 ソ フ トウ ェア ・エ ー ジ ー

オ プ ・フ ァ ー イ ー ス ト
163 電算機自動運用管理

ADABAS輸 ソ フ トウェ ア ・エ ー ジー

オ プ ・フ ァー イ ー ス ト
139

リレー シ ョナ ル デー タ
ベ ー ス

ADRESSMASTER国 日比谷 コン ピュ ー タシ
ー

ス アム 130 国土行政計画

SyncSort輸 SYNCSORT 125
ソー ト/マ ー ジ プロ グ

ラム

SAS輸 SASイ ン ステ ィチ ュ
ー ト 100 統計 ・計量経済

JARS輸 ジ ョン ソン シス テ ム ズ 90 ジョブ ・ア カウ ンティン

グレ ポー ト・シス テ ム

JASPOL国 日本 システムサイエンス 85
汎用 ハ イ レベ ル プ ロ グ

ラム

NATVRAL輸 ソ フ トウ ェア ・エ ー ジ ー

オ プ ・フ ァ ー イ ー ス ト
81
第4世 代会話型プログ
ラム言語

MARKIV輸 イ ンフ ォマ テ ィ ク スゼ
、 一

不 フル
69

ア プ リケ ー シ ョン開 発
一

シスァ ム

TOTAL輸 シ ンコム シス テム ズ 65
デー タ ・ベ ー ス管 理 シ
ー

ス アム

FOCUS輸 イ ンフ ォ メー シ ョ ンビ
ル ダー ズ 55 対話式情報処理システ

ム

ADAPT国 一 一

ア イー ア イー シ ー 52 シ ステ ム開 発 ・運 用

UFO輸 オ ック スフ ォー ド 50
オ ンラ イ ンプ ロ グ ラム

の開 発

MANTIS輸 シン コム シ ステ ム ズ 50
オンライン業務用対話
ヲ刊」言 ≡五土 目 口口

PRID輸 MBA 43
情報システムの開発と

管理

DCP国 コン ピュー タサー ビ ス 40 デ ー タ圧 縮 プ ロ グラム

〈出所〉 情報産業新聞59.4.9

情 報 化 の進展 に伴 い,す でに経 済 ・社会の

多 くの分野 が コン ピュータ ・システムに依 存

す る状況 に至 ってお り,ま た,コ ンピュー タ ・

システムの磁 気 フ ァイルに個人情報等 の重 要
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データが大量に蓄積 されるなど,国 民生活に

もコンピュータが密接にかかわるようになっ

てきた。その結果,万 一その機能が停止,あ

るいは不完全になった場合には,そ の影響は



単に経済活動にとどまらず,身 体生命への危

害,財 産,プ ライバシー等の侵害を通 じて国

民生活全般にも及ぶおそれがある。

豊 かな高度情報化社会 を構築するために

は,こ のような情報化社会の有する脆弱性を

克服 し,情 報化のもたらす便益が安定的に享

受されるよう情報化を進めていかなければな

らない。このため,コ ンピュータ ・システム

の安全性,信 頼性等のセキュリティを確保す

る対策が各システムにおいて十分講 じられる

よう,そ の基盤の整備を図る必要がある。

以上の認識に立って,昭 和58年12月 の産業

構造審議会情報産業部会の中間答 申におい

て,コ ンピュータ ・セキュリティ対策推進に

当たっての各種の方策が提言された。

通商産業省では,上 記答申を受けて以下の

施策を講ずることとしている。

口 電子計算機 システム安全対策基準の改訂

電子計算機 システム安全対策基準は,電 子

計算機 システムの安全対策に係るガイ ドライ

ンであり,電 子計算機システムの設置 ・運営

者が安全対策を講ずるに当たっての判断項 目

を網羅的に示 したものである。

本基準は,産 業構造審議会情報産業部会の

昭和49年9月 答申における,「情報化に伴う

副次的マイナス効果の除去という観点か らマ

ニュアルの作成等の安全対策面での施策の充

実が必要である」 との提言を受けて,通 商産

業省が 「コンピュータ ・システム安全対策委

員会」(委 員長:尾 島俊雄 早稲田大学理工

学部教授)に おける検討を経て,昭 和52年4

月に策定 ・公表 したものである。

本基準 は,コ ンピュータ ・セキュリテ ィに

係るわが国初のガイ ドラインとして,こ れま

で電子計算機システムの設置 ・運営者はもと

1章 通商産業省における政策

より建設工事業者,セ キュリティ関連機器の

製作 ・販売業者あるいは情報処理サービスの

利用者に至るまで広 く活用されてきた。

しかし,基 準が策定されてからすでに7年

が経過 し,こ の間における電子計算機 システ

ムの技術面,形 態面での変化 には著しいもの

がある。昨年12月 の産業構造審議会情報産業

部会の中間答申においても,本 安全対策基準

についてコンピュータ ・セキュリティ確保の

観点から基準策定後の技術,社 会環境の変化

に即 して早急に改訂を行う必要があると指摘

されている。このため通商産業省は,機 械情

報産業局長の私的諮問機関である 「情報化対

策委員会電子計算機 システム安全対策部会」

(部会長:鵜 沢昌和 青山学院大学学長)に

おける検討結果 を踏 まえて,昭 和59年8月 に

「電子計算機 システム安全対策基準」を全面

的に改訂 した。

改訂基準 は,設 備面の対策内容を示 した設

備基準(152項 目),技 術面の対策内容を示 し

た技術基準(13項 目),運 用管理面の対策内

容を示 した運用基準(63項 目)か ら構成され

ている。今回の基準改訂の要点は以下のとお

りである。

(1)技 術基準の新設

改訂前の基準 は,設 備基準(243項 目)と

運用基準(125項 目)か ら成っている。しか し,

電子計算機 システムの大規模化,ネ ットワー

ク化に伴 い,シ ステムの障害原因も複雑かつ

多岐にわたってきている。このため,電 子計

算機 システムの安全性,信 頼性等の向上をシ

ステム自体においてハー ドウェア的,ソ フ ト

ウェア的に解決するための対策内容を示 した

技術基準 を新設 し,こ の面から必要な対策の

内容を明示 した。
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(2)電 子計算機 システムへのアクセス ・コ

ン トロールの強化

最近のコンピュータ犯罪の事例にも見られ

るように電子計算機 システムへの不正 アクセ

スがコンピュータ ・セキュ リティに関し重要

な問題となっている。このため,技 術基準に

おいて,利 用者の資格確認機能,シ ステム使

用状況のモニタリング機能 を規定 したほか,

運用基準において各種のモニタリングの結果

の分析,パ スワー ド,識 別コー ド等の管理の

徹底,要 員の配置,交 替等の人事管理の適正

化といった対策内容 を追加 し,ア クセス ・コ

ントロールの強化を図った。

(3)そ の他

52年基準の全項 目について全面的な見直し

を行い,技 術進歩等に促 した対策項目の整理,

統合,入 れ替えを行 った。

回 情報処理サービス業電子計算機 システム

安全対策実施事業所認定制度の充実

情報処理サービス企業は,他 人のデータを

預か り,電 子計算機 で処理するという機能を

もっているので,電 子計算機が事故で停止 し

たり,機 密データが漏洩 したりすると,他 人

の財産の喪失や他人の経済活動の停滞をもた

らすとともに電子計算機利用への信頼を損う

結果になる。このため,通 商産業省は,昭 和

56年7月20日 に,情 報処理サービス企業にお

ける安全対策を促進することにより,わ が国

の情報化および情報処理サービス業の健全な

発展 を図ることを目的として,電 子計算機 シ

ステムに関 して一定の安全対策を実施 してい

る事業所を通商産業大臣が認定する 「情報処

理サービス業電子計算機 システム安全対策実

施事業所認定制度」を創設 した。

本制度は,情 報処理サービス事業者が,ま
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ず,指 定検査機関((肋機械電子検査検定協会)

による設備に関する事項の検査 を受け,そ の

検査結果に基づき交付 される検査書 を添付 し

て通商産業局に申請する。通商産業局は,運

用に関する事項について書面審査ならびに必

要に応 じて実施調査を行 う。

通商産業大臣は,こ の申請に基づき,通 商

産業省に設けられた 「情報処理サービス業電

子計算機 システム安全対策認定委員会」の意

見を聴いて認定を行い,認 定証を交付すると

ともに公表する。

認定の際に基準 となる認定基準 は,通 商産

業省に設けられた 「情報処理サービス業電子

計算機システム安全対策委員会」による審議

検討 を経て,電 子計算機システムに関連する

設備に関する事項,事 業所の管理および電子

計算機 システムの運用に関する事項につい

て,昭 和56年11月7日 に通商産業大臣が定め

た。

本制度に基づく認定は第1回 目が昭和59年

9月 に実施され,昭 和59年11月 末現在で計68

事業所が安全対策実施事業所 として認定され

ている。認定制度は,コ ンピュータ ・セキュ

リティ対策を推進するうえできわめて効果的

な手段であることから,今 後さらに本制度の

充実 ・強化を図ることとしている。

団 システム監査制度の導入促進

システム監査は,コ ンピュータ ・システム

の安全性,信 頼性,効 率性等を確保するため,

監査対象 から独立 した監査人が コンピュー

タ ・システムを総合的に点検 ・評価 し,関 係

者に助言,勧 告するものであり,セキュリティ

対策の実効性を担保 し,費 用対効果の高いセ

キュリティ対策を可能にするうえできわめて

効果的な手段であるといえる。また,シ ステ
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2-1-12図 認定 制 度 の フ ロー チ ャー ト

認定委員会

認定に関する審査

⑦認定に関する

意見を聴 く

安全対策委員会

認定基準の検討等

通商産業大臣

認定基準の決定

指定検査機関の指定

⑧竃麟 芒等

認定基準に関する

意見を聴く

変
裏
更新

取
消
し

'⑬

墾

量
の
送
付

9
差
証
の
・送

付

⑥申

請
書
の
送
付

通商産業局

⑪認定の公表

(認定の取消し)

指定検査機関

設備に関する

事項の検査

④認定の申請

鴨撒;慧饗篇)
⑤(事 業所調査)

③
検

査

書

⑩認定証の交付

②
事
業
所
の
検
査

運用に関する事項の調査

書類の受付,交 付等
⑫報 告

変 更,更 新,取 消 し

①検

査
の
申
込
み

申 請 者

(情報処理サービス事業者)

ム監査は,コ ンピュータ ・システムが企業経

営の観点か らみて十分 に効率的に利用されて

いるかを評価する機能 を担 うものである。

しかし,現 在,シ ステム監査 を導入 してい

る企業は全体の一割程度にすぎず,そ の導入

の促進が望まれるところである。このため,

システム監査 に関するガイ ドライン(シ ステ

ム監査基準)を 策定 ・公表することや,シ ス

テム監査 を行 う技術者を養成するための能力

認定試験の実施等について検討 し,可 能なも

のか ら早急に実施 して,シ ステム監査の導入,

定着化を促進する必要がある。この趣旨は,

・昨年12月 の産業構造審議会情報産業部会の中

間答申 「コンピュータ ・セキュリティ対策の

あり方について」において,提 言 されたとこ

ろでもある。

このため,通 商産業省機械情報産業局長の

私的諮問機関である情報化対策委員会 システ

ム監査部会(部 会長:宮 川公男 一橋大学商

学部教授)に おいて,シ ステム監査制度の導

入促進に関する諸事項,特 にシステム監査基

準の内容や情報処理技術者試験に,シ ステム

監査 に関する試験区分を新たに設けることな

どについて検討を進めている。

囚 情報化保険制度の充実

情報化保険は,情報機器 ・情報メディア(磁

気テープ,磁 気ディスク等)の 損害 を総合的

に担保する 「コンピュータ総合保険」および

情報処理業者が負担する賠償責任の危険を担

保する 「情報処理業者賠償責任保険」の総称

であり,昭 和50年9月 大蔵省の許可を得て発

表 された。

本保険は,コ ンピュータ ・セキュリテ ィ対

策の補完措置として有効であるものの,現 在
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利用率は一般に低 く,保 険の内容についての

十分な理解も得 られていない状況にある。

このため,「情報化保険制度研究会」(委員

長:田 口孝弘 日本電子計算機㈱技術部長)

において,保 険の担保範囲や条件の見直しな

ど制度の改討について検討を進めている。

2.4情 報化促進の ための基盤整備

口]コ ンピュータの製造 ・普及の促進

(1)電 子計算機振興

わが国に,コ ンピュータが最初に設置 され

たのは,昭 和32年 度であるが,35年 度以降の

コンピュータの納入実績は,急 速に伸び,58

年12月 末 の総設置金額 は5兆7,147億 円と

なった。成長率は,こ こ10年平均約15%と 世

界でかなり高い水準にある。

このように急速に拡大する需要に応 じるた

めには,巨 額の資金調達が必要である。コン

ピュータの販売は,IBMに よって導入され

た レンタル制度が主流 をなしているが,レ ン

タル制度は,ユ ーザーにとっては,コ ンピュー

タ導入に伴う一時の巨額の出費 と技術革新が

めざましいことか らくる業界の陳腐化を防ぐ

点で,大 きなメリットのある制度である。 し

かしながら,メ ーカーにとっては,費 用はす

でに発生 しているにもかかわらず,収 入はレ

ンタル料 として長期にわたって回収するた

め,市 場の成長性が高い場合には,メ ーカー

の販売資金の負担はきわめて大きい。

このような レンタル制度に伴 う販売資金の

負担 を緩和 し,電 算機 メーカーの販売体質を

強化するとともに,コ ンピュータの利用普及

に資するため,日 本電子計算機㈱(JECC)

が,昭 和36年8月,電 算機 メーカーの共同出

資により設立 され,株 主であるメーカーに代

わってレンタル資金の調達を行うこととなっ

た。

JECCの 電算機購入資金は,日 本開発銀行

経由の財政投融資資金のほか,市 中銀行,信

託銀行,地 方銀行,相 互銀行,保 険会社およ

び外国銀行などか らの借入れと,株 主からの

増資およびレンタル収入などの自己資金であ

る。49年 度には,自 由化に対処 し,国 産メー

カーの販売体質を強化するため,開 銀融資の

金利の実質的引下 げが行われ(最 優遇金利)

59年度も原則最優遇金利による融資(59年 度

情報化促進開銀融資650億 円の内数)が 行わ

れることになっている(第1編1-6-5

図参照)。

(2)新 機種電子計算機製造促進

現在,電 子計算機産業は2兆 円を超える大

きな産業とな り,今 後のわが国のリーディン

グ ・インダス トリーとして,産 業構造の創造

的知識集約化に重要な役割 を担 っている。ま

た,情 報化社会の発展に伴い,経 済活動のみ

ならず,わ が国の社会のナショナル ・セキュ

リティの観点か らも,そ の技術的,経 済的な

自立と健全な発展を促進することがきわめて

重要となってきている。

しかし,わ が国電子計算機産業を取 り巻 く

情勢は厳 しいものがある。世界市場の約6割

という圧倒的なシェアを占めるIBM社 が昭

和55年 に,308Xシ リーズで発表 して以来,

第4世 代コンピュータと呼ばれる機種におい

ても世界をリー ドしている。これに対 して,

わが国メーカーもこれに対抗する第4世 代機

を発表 してお り,わ が国市場における競争は

激化 している。

第4世 代のコンピュータは,従 来の第3世

代と呼ばれるものと比べ,飛 躍的に高度な機
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能 を有 しており,格 段に進歩 したデバ イス技

術,基 本 ソフ トウェア技術等がそれを支えて

いる。 このため,そ の製造に当たっては,き

わめて高度な,製 造,検 査の自動化等が進め

られなければな らない。

しか しながら,わ が国メーカーの企業規模

は米系企業に比 してきわめて小さいうえに,

技術革新の激 しいコンピュータ部門では,他

分野に比べ巨額の研究開発投資を強 いられ

る。以上のような理由に鑑み,政 府と しても

設備投資に対 して低利による助成措置 を行っ

ていくことが必要であり,以 下の制度 を実施

している。

対象企業:わ が国内において電子計算機を

製造する企業

対象設備:新 機種電子計算機(高 集積,高

速の記憶素子(64キ ロビッ ト/チ ップ程

度以上),ま たは論理素子(1000ゲ ー ト

/チ ップ程度以上)を 実装する汎用電子

計算機の試験研究設備,生 産設備,ま た

は検査設備ならびにこれらに必要な建物

および付帯設備。

融資条件:融 資枠 情報化促進枠65,000百

万円の内数

金 利7.6%

融 資 比 率40%

(3)電 子 ・機械工業高度化

昭和31年 の 「機械工業振興臨時措置法」,

32年の 「電子工業振興臨時措置法」以来の,

一連の機械
,電 子 ・情報産業の振興策がとら

れてきており,昭 和53年 以後は 「特定機械情

報産業振興臨時措置法(機 情法)」 が制定 さ

れている。

機情法は,技 術先端的機器分野における技

術水準の引上げ,電 子部品等については品質,

性能の向上等合理化推進などを通 じた産業の

振興 を目的としてお り,こ のための政策手段

として,日 本開発銀行および中小企業金融公

庫による金融上の優遇策を定めている(2-

1-13図)。 ・

これが電子 ・機械高度化融資であり,2-

1-8表 に示す数の事業を対象としている。

2-1-13図

融 資 申込 み の 手 続 き

通産省機械

情報産業局

④開銀分に

ついてヒ

ヤリング

通産局商工
部商工 課

④ 中公分に

ついてヒ

ヤ リング
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なお,機 械情報産業振興臨時措置法 は,7年

間の時限立法であり,昭 和60年3月 にその期

限が到来する。

2-1-8表 高度 化 計画 数

区 分 高度化計画数 対象事業数

電
子
機
器

試験研究促進

工業化促進

合理化促進

1

8

9

15

8

9

機

械

試験研究促進

工業化促進

合理化促進

2(*1)

4

37(*2)

20(*1)

4

32(*1)

ソ フ トウ ェ ア 業 1 1

合 計 62(*3) 89(*2)

〈注〉(*)内 は運輸省所管の もの であ る

(4)電 子計算機買戻損失準備金

電子計算機の導入はレンタルと直売に大別

できるが,レ ンタル制度は,陳 腐化の リスク

を回避でき技術革新に対応 しやすいことなど

多くの利点があり,ユ ーザーにとっては大変

便利な制度である。ところが,電 子計算機メー

カーにとっては,レ ンタル制度は莫大な販売

資金の負担を強いるため,資 金力等 において

劣る後発企業は育ちにくい。このため,わ が

国電子計算機産業の健全な育成 を図る見地か

ら,国 産機の一元的 レンタル機関として,日

本電子計算機㈱(JECC)が 設立 され,メ ー

カーの販売資金負担 を軽減することによっ

て,国 産電子計算機の振興に大 きな役割を果

たしてきた。このJECC制 度により,メーカー

は実質はレンタルでありながら,直 売と同 じ

効果をあげることができる。

ところが,メ ーカーとJECCと の間には,

下取 り契約が結ばれてお り,ユ ーザーからレ

ンタル ・バ ックが生ずるとメーカーは,そ の

と きの残 存簿価 でJECCか ら レンタル ・

バ ック機を買い戻すことになっている。その

場合,残 存簿価のなかにはメーカーにとって

資産価値がない間接経費(販 売費,一 般管理

費)等 のコス トが含まれており,下 取 り機の

2-1-14図 レ ンタ ル制 度 と買戻 損失

ユ ー ザ ー

レ ン タル

JECC

購 入

メー カ ー

頃 く

一〉
レ ンタル 料 代 金

販売価格100%

見掛け上

の利益

原価40%

27.6%

準備金

≒
買戻価格46%*1

買戻代金

損失27.6%

原 価18.4%*2

〈注>1.メ ー カー とJECCと の買戻 特約 に基づいて レンタルバ ック

2.JECC,メ ー カー と も5年 定額償却,3年 後解約 の場合
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残存簿価とそのメーカーの資産価値との間に

は大きな差があり,メ ーカーに下取り損失が

発生することになる。

このような事実およびレンタル ・バックが

経験上ほぼ一定率で起こっていることに着目

して,昭 和43年 度に,JECCに 対する売上高

の10%を 準備金として積み立てることを認め

る電子計算機買戻損失準備金の制度が創設さ

れた。

昭和45年 度には,買 戻損失の実態に即応さ

せるべき準備金の積立限度額が10%か ら15%

に引き上げられた。しか し,そ の後電子計算

機の需要が急激に増大 し,JECCだ けでは調

達が困難となったため,メ ーカーは販売資金

源の多角化が必要となり,一 般の リース会社,

信託会社等を通 じるリース,レ ンタルが増加

したので,昭 和46年 度の税制改正ではJECC

だけではなく,こ れらの機関に販売 した場合

にも,準 備金の積立が認められることになっ

た。昭和47年 度の税制改正では,IBM370シ

リーズの登場による世代交替の動き,電 子計

算機の自由化等による業界環境の変化に伴う

買戻損失の増大を理由に,準 備金の積立限度

額が15%か ら20%に 引き上げられた。さらに,

昭和53年 度改正においては,本 準備金が,実

質的には,負 債性の引当金的性質を有 してい

ることに鑑み,で きるだけ実績に近い積立率

を認めるという方針の下に,算 定率が下記の

ように改正 された。

積率限度額=(買 戻特約付販売額)×

(販売後5年 間の買戻価格)×(1一 当該年度の原価率)

(基準年度における買戻特約付販売額)

〈注〉 「基準年度1… …当該事業年度の開始の 日の

7年 前から2年 を経過する日までの間に開始

1章 通商産業省における政策

した各事業年度(す なわち当該年度が58年 度

の場合は51年度 と52年 度)

なお,昭 和58年 度の税制改正 において,法

定積立率による積立を廃止 し,実 績率による

積立のみに一本化された。

回 情報化促進のための諸制度の促進

(1)中 小企業新技術体化投資促進税制の創

設

情報化の進展は,大 都市,大 企業 を中心 と

した拠点的な展開か ら,いまや地方へ,社 会 ・

生活分野へと面的な広がりをもった展開をみ

せつつある。 しか し豊かな高度情報化社会の

実現に向けて,バ ランスのとれた情報化 を促

進 していくためには,中 小企業分野における

情報化の推進を図ることはきわめてその意義

が大きい。経済社会の情報化の進展のなかで,

中小企業における情報関連機器の導入は大企

業に比べて大幅な遅れをみせている。特 に中

小企業のコンピュータの利用については,大

企業においてほとんどすべてがコンピュータ

を導入,利 用 しているという状況であるのに

比べ,企 業内に独自のコンピュータを導入,

利用 しているのは,中 小企業全体のうち17%

であり,こ のほか外部のコンピュータの利用

を含めた利用割合 は32%の 低水準となってい

る。

コンピュータ等の情報関連機器を導入する

際の中小企業者にとっての問題点は,情 報関

連機器の価格 が高い,機 器導入資金が不足 し

ている,と いうことが最大のものであるが,

このような状況を打開し,わ が国の円滑な情

報化の推進を図っていくため,昭 和59年 度税

制において 「中小企業新技術体化投資促進税

制」を創設 し,情報関連機器等の導入にあたっ
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て特別償却または税額控除を中小企業者に認

めることによって,先 に述べた問題点を解消

し,中 小企業者が情報関連機器等の導入にイ

ンセンチィヴを与えようとするものである。

その概要は次のとおりである。

① 対象者:青 色申告書を提出する中小企

業者または中小企業を対象とするリース業

者

② 対象設備:

・メカ トロニクス機器等(NC工 作機

械,産 業用ロボット,コ ンピュータ制

御による生産 ・流通設備等)

・コンピュータ等の情報関連機器(コ

ンピュータおよび周辺端末装置)

・単価は140万円以上

③ 方法:初 年度は取得価額の30%の 特別

償却または7%の 税額控除(当 期税額の

20%を 限度とし,控 除不足額については1

年の繰 り越 し)

(2)中 小企業情報化促進貸付制度

今後,社 会全体のバランスのとれた情報化

を推進 していくためには,大 企業と比べ経営

基盤,資 金力等が脆弱な中小企業における情

報化の推進を図る必要がある。

現在,大 企業においては,コ ンピュータを

単体 で導入 す るだ けで はな く,他 の コ ン

ピュータ等と接続 しオンライン化を進めてい

る。これにより,生 産販売管理面では,生 産 ・

販売 ・在庫 コス トの削減,生 産性の向上,収

益力の向上を図 り,ま た,情 報収益面では,

顧客情報の効率的な収集 ・管理 ・利用,消 費

者ニーズの迅速 かつ的確 な把握 を行ってい

る。

中小企業におけるオンライン化は,大 企業

に比べ著 しく遅れた状況にあるため,中 小企
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2-1-9表 中小企業情報化促進貸付制度

項 目
59年度

予算額

58年度

予算額
比 較

増△減

中小企業情報化促
進のための

中小公庫融資 その他枠 一 一

1,569億 円

の内数

国民公庫融資 その他枠 一 一

1,645億 円

の内数

業においてもオンライン化の促進を図るとと

もに,中 小情報処理産業の基盤整備を促進す

るため,中 小公庫および国民公庫 において,

中小企業情報化促進貸付制度を創設する。

団 情報処理 ・通信 システム化促進

わが国の情報化は,企 業内システムの進展

にみ られるように,産 業分野を中心 にかなり

の進展をみせてきているが,今 後 はネッ ト

ワーク化による高度化と,多 様化する国民的

ニーズを背景とした社会生活分野への浸透が

予想され,産 業構造の知識集約化,省 資源化,

国民生活の向上のうえで大きな役割 を果たす

ものと期待 される。

今後の情報化を円滑に推進 していくために

は,① 共同オンライン情報処理 システム,②

社会性の高いシステムの構築を推進すること

が必要である。

オンライン情報処理システムの構築につい

ては,銀 行システムや大企業の本支店間業務

において,か なりの進展をみせているが,今

後は,同 一業種の複数企業間,異 業種間のオ

ンライン ・ネッ トワークの共同化の推進によ

り,産 業分野の情報化のいっそうの高度化を

図ることが重要である。

また,人 間生活の基本的な関心事である医

療問題,交 通事故の増大や都市における渋滞

にみられる交通問題,防 災問題等,わ が国に



おいて解決を迫 られている社会問題はきわめ

て多い。このような問題 を解決するため,コ

ンピュータ ・テクノロジーの活用による情報

化の推進 には大きな意義があり,各 種社会環

境の改善 を目指 した社会 システムの開発が強

く望まれている。

こうした状況に対処 し,「情報処理振興事

業協会等に関する法律」第3条 に定める 「電

子計算機利用高度化計画」の方向に適合する

以下の先進的情報処理 システムの構築に必要

な設備を導入するものに対 して,開 銀の融資

を行うこととしている。

〔対象となるシステム〕

① 複数企業間で共同利用するオンライン

情報処理 システム

② 情報処理サービス業界,ま たは情報提

供サービス業者が導入するオンライン情報

処理システム

③ 医療,交 通 防災等社会性の高い情報

処理 システム

〔融資対象設備〕

融資対象設備は,電 子計算機本体,周 辺端

末機器,通 信制御装置,建 物,そ の他情報処

理 システムの構成に必要な設備である。

なお,本 制度は47年度 より設けられたオン

ライン化融資制度が,昭 和49年 に拡充 ・合理

化 されて現在に至っているものであり,昭 和

59年度予算額は次のとおりである。

2-1-10表 情報 処 理 ・通 信 シ ス テム 化促 進 予

算(単 位:百 万円)

項 目
59年 度

予算額

58年 度

予算額
比 較
増△減

情報処理 ・通信
システム化促進

情 報 化

促 進枠

65,000

の 内数

電 算機

振興 枠

55,000

の 内数

一

1章 通商産業省における政策

団 情報処理産業の基盤整備

(1)情 報処理金融措置

本章 「2.2囚(3)汎 用 プログラム登録(プ

ログラム準備金制度等)」 を参照。

(2)情 報処理高度化のための開銀融資

情報処理コス トに占めるソフ トウェアの比

重は,今 後ますますその比率 を高めることが

予想 されてお り,健 全な情報化 を進めていく

うえにおいて,先 進的で良質,か つ安価なソ

フ トウェアの開発の必要性 はきわめて大 き

い。

しか しながら,現 在 わが国と外国,特 に米

国との間における情報化格差のなかで,ソ フ

トウェアの格差が相対的に大きく,こ の面で

の是正が強く望まれている。

また,わ が国においては,現 在情報処理技

術者の不足が著 しく,こ のままではソフ ト

ウェアの開発および情報処理の展開のうえで

大きな陥路となる恐れなしとしない。

このような情勢に対処 し,ソ フ トウェアの

開発を促進 し,情 報処理技術者の育成を図る

ことにより,情 報化の健全な進展に寄与する

ため,45年 度よりソフ トウェア開発等設備融

資制度が創設 されたが,そ の後,対 象に情報

処理サービス業者の業務の自動化 ・省力化等

に係 る設備が加えられたことにより一部制度

の見直しが行われた結果,57年 度より 「情報

処理高度化融資制度」が発足 した。

本制度は,ソ フ トウェア企業 については,

「情報処理振興事業協会等 に関する法律」第

3条 に基づく電子計算機利用高度化計画に開

発目標と して掲げるプログラムの開発および

情報処理技術者の教育研修に係る設備,建 物,

土地およびこれらの付帯設備に対 して,ま た,

情報処理サービス企業については,業 務の自

175



1編2部 政策

動化 ・省力化,共 同化および情報処理技術者

の教育研修に係る設備,建 物,土 地およびこ

れらに付帯する設備に対 して,開 銀融資を行

うもので,通 例で貸付期間は5～10年 である。

固 情報処理関連機器 ・システムの相互運用

基盤の共通化

汎 用 コ ン ピュー タ,パ ー ソナ ル ・コ ン

ピュータ,ワ ー ドプロセッサー等の各種情報

関連機器 は今後の社会の情報化 に伴 って相互

に連結されシステム化され,い っそう広汎に,

かつ深 く社会 に浸透 していくことが期待 され

ている。 しか し,一 方で,情 報関連機器 ・シ

ステムをめぐる問題も各方面から数多く指摘

されてきている。例えば,

・パソコン等の操作方法が機種ごとに

異なり使いにくい。

・異機種のコンピュータ同士は,容 易

に接続できない。

・旧機種で使用 していたソフ トウェア

が,新 機種上では使用できない。

・業種間で業務形態が異なり,帳 票等

が異なるために,容 易にペーパーレス

化できない。

以上のような諸問題 を解決 していくこと

は,今 後のいっそうの情報化の進展 を考える

うえで,欠 くべか らざる基盤整備と位置づけ

られる。

情報機器等の相互運用性 の確保のために

は,

① 標準化(基 本的なインターオペラビリ

ティの確保策)

② 変換(基 本的には標準化されていない

機器 システム間あるいは,標 準化とそれ以

外の方式との間の相互運用に用いられるも

の)
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③ 技術開発(標 準化,変 換をより高度 に,

しかも容易に行うことを可能とするもの)

の3つ の方法が考えられ,こ れらのベス ト

ミックスを達成することが,社 会の情報化の

基盤整備 に必要不可欠と考えられる。

以上の観点から,今 日の急速に変化しつつ

ある現状を的確に把握 し,将 来の情報化社会

の技術動向,発 展動向を展望 し,情 報関連機

器 ・システムの相互運用基盤確保のための方

途の確立を図ることとする。

固 情報処理技術者試験

情報処理技術者試験は,昭 和44年 度に情報

処理技術者認定試験として発足 し,昭 和45年

度か ら 「情報処理振興事業協会等に関する法

律」第6条 に基づく情報処理技術者試験 とし

て毎年1回 通商産業省により実施されている

国家試験である。

この制度の目的は,

① 情報処理技術者 に対 して目標を示 し,

刺激を与えることによってその技術の向上

を図ること

② 情報処理技術者として備えるべき能力

についての水準を示すことにより教育水準

の確保に資すること

③ 情報処理技術者の評価に関 して客観的

な尺度を提供すること

④ 広 く受験の機会 を提供す ることによ

り,国 民各層の情報化に対する意識を酒養

すること

などにある。

この試験は,他 の国家試験 と異なり,合 格

者に対 して資格,免 許等を付与する試験では

ない。すなわち,合 格者でなければ情報処理

の業務 に従事できないといったものではな

く,情 報処理技術者として備えるべき一定水
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2-1-11表 情報処理技術者試験応募者・受験者・合格者等推移表

種別
＼

年度

特 種 第1種 第2種 合 計

応募者数 受験者数 合格者数 応募者数 受験者数 合格者数 応募者数 受験者数 合格者数 応募者数 受験者数 合格者数

44
12,924 10,527
(81.5)

811

(7.7)(22)

29,098 22,057

(75.8)

1,832

(8.3)(177)

42,022 32,584
(77.5)

2,643

(8.1)(199)

45
10,279

(-20.5)

7,179
(69.8)

977
(13.6)(17)

24,200
(-16.8)

16,249

(67.1)

1,649

(10.1)(172)

34,479
(-18.0)

23,428
(67.9)

2,626

(11.2)(189)

46
3,086 2,161

(70.0)

244
(11.3)(1)

7,740
(-24.7)

5,634
(72.8)

568
(10.1)(13)

18,499

(-23.6)

13,499

(73.0)

1,279
(9.5)(174)

29,325
(-14.9)

21,294

(72.6)

2,091

(9.8)(188)

47
2,497

(-19.1)

1,577

(63.2)

236
(15.0)(2)

6,643
(-14.2)

4,469
(67.3)

406
(9.1)(14)

13,821

(-25.3)

9,747

(70.5)

2,280

(23.4)(226)

22,961
(-21.7)

15,793
(68.8)

2,922

(18.5)(242)

48
2,460

(-1.5)
1,479

(60.1)
257

(17.4)(1)
7,914

(19,1)
5,215

(65.9)

631

(12.1)(26)

15,518

(12.3)

10,562
(68.1)

2,304
(21.8)(244)

25,892
(12.8)

17,256
(66.6)

3,192

(18.5)(271)

49
2,409

(-2.1)
1,501

(62.3)
215

(14.3)(2)
8,489

(7.3)
5,600

(66.0)

544

(9.7)(27)

16,230

(4.6)

10,962

(67.5)

2,024
(18.5)(254)

27,128
(4.8)

18,063
(66.6)

2,783
(15.4)(283)

50
2,595

(7.7)
1,756

(67.7)
189

(10.8)(4)
9,239

(8.8)

6,586

(71.3)

495

(7.5)(42)

17,438
(7.4)

12,469
(71.5)

2,636
(21.1)(271)

29,272
(7.9)

20,811
(71.1)

3,320
(16.0)(317)

51
2,912

(12.2)

1,883
(64.7)

244
(13.0)(3)

10,956

(18.・6)

7,711

(70.4)

866

(11.2)(36)

21,193

(21.5)

15,088
(71.2)

3,085
(20.4)(314)

35,061

(19.8)

24,682

(70.4)

4,195

(17.0)(353)

52
3,561

(22.3)

2,339

(65.7)

229

(9,8)(4)

11,767
(7.4)

8,178
(69.5)

881

(10.8)(48)

24,371

(15.0)

17,565

(72.1)

3,417
(19.5)(354)

39,699
(13.2)

28,082

(70.7)

4,527

(16.1)(406)

53
4,866

(36.6)
3,204

(65.8)
295

(9.2)(4)
13,713
(16.5)

9,406
(68.6)

973

(10.3)(43)

29,247

(20.0)

21,112

(72.2)

4,138
(19.6)(403)

47,826
(20.5)

33,722

(70.5)

5,406

(16.0)(450)

54
5,866

(20.6)
3,887

(66.3)
442

(11.4)(4)
16,777
(22.3)

11,461
(68.3)

1,327

(11.6)(78)

35,427

(21.1)

25,407
(71.7)

5,089
(20.0)(459)

58,070
(2L4)

40,755

(70.2)

6,858

(16.8)(541)

55
7,123

(21.4)
4,628

(65.0)
490

(10.6)(14)
19,596
(16.8)

13,206
(67.4)

1,430

(10.8)(59)

42,058
(18.7)

29,940
(71.2)

5,507
(18.4)(678)

68,777
(18.4)

47,774

(69.5)

7,427
(15.5)(751)

56
8,283

(16.3)

4,894
(59.1)

547
(11.2)(11)

23,161
(18.2)

15,008

(64.8)

2,054

(13.7)(114)

53,864

(28.1)

37,842
(70.3)

5,845
(15,4)(707)

85,308
(24.0)

57,744

(67.7)

8,446

(14.6)(832)

57
9,563

(15.5)

5,566
(58.2)

615
(11.0)(14)

27,315
(17.9)

17,636
(64.6)

27671

(15.1)(169)

71,596

(32.9)

49,724
(69.5)

8,066
(16.2)(1178)

108,474

(27.2)

72,926

(67.2)

11,352
(15.6)(1361)

58
11,725

(22.6)

6,750

(57.6)

734
(10.9)(15)

33,641

(23.2)

21,475

(63.8)

3,058

(14.2)(282)

99,513

(39.0)

67,266
(67.6)

10,924
(16.2)(1663)

144,879

(33.6)

95,491

(65.9)

14,716
(15.4)(1960)

59
14,429
(23.1)

8,440
(58.5)

39,559
(17.6)

24,455

(61.8)

120,944
(21.5)

79,651
(65.9)

174,932

(20.7)

112,546

(64.3)

58迄

合計

66,946 41,625
(62.2)

4,737
(11.4)(79)

220,154 149,291

(67.8)

17,692

(11.9)(990)

512,073 359,489
(70,2)

60,075
(16.7)(7274)

799,173 550,405

(68.9)

82,504
(15.0)(8343)

59含

合計

81,375 50,065
(61.5)

259,713 173,746

(66.9)

633,017 439,140
(69.4)'

974,105 662,951
(68.1)

〈注〉 応募者数欄の下段()内 数字 は対 前年 度比増加率(%),受 験者数欄の下段()内 数字は受験率(受 験者数/応 募者数:%),

(合格者数/受 験 者数:%)合.格 者数欄の下段 右()内 数字 は女性 合格者数,た ての合計 は58年 度迄の累計,小 数 点第2位 四捨五 入

合格者数欄の下段左()内 数字は合格率

ピ

帥

懲

六

q
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準の能力,技 術力等について認定することに

より,上 記のような目的を達成 しようとする

ものである。

試験の種類は,特 種,第1種,第2種 の3

種類。特種は,情 報処理技術者のうち,情 報

処理システムの分析,設 計に主として従事す

る者を対象 とし,大 学卒業程度の一般常識を

有 し,3年 程度以上の実務 を経験 し,そ れぞ

れの専門分野と電子計算機についての知識 を

有 し,情 報処理システムの分析と設計を行い

得る者を想定 して試験が行われる。第1種 は,

情報処理技術者のうち,プ ログラムの設計,

高度のプログラムの作成および第2種 情報処

理技術者等の指導に主として従事する者を対

象とし,大 学卒業程度の一般常識を有 し,3

年程度以上のプログラミング経験を有するシ

ニ アプログラマーを想定 して試験が行われ

る。第2種 は,情 報処理技術者のうち,プ ロ

グラム設計書に基づくプログラムの作成に主

として従事する者 を対象とし,高 等学校卒業

程度の一般常識 を有 し,1年 程度以上のプロ

グラミング経験 を有する一般プログラマーを

想定 して試験が行われる。また,合 格者には

大臣名の合格証書が交付される。

過去16回 の応募者,受 験者,合 格者等の推

移は2-3(1)-11表 のとおりである。

以上のように昭和57年 度からは応募者が10

万人を超える規模となり,行 政事務の簡素 ・

合理化の見地か ら昭和59年 度から試験の事務

を民間団体に委譲することとし,財 団法人日

本情報処理開発協会が通商産業大臣の指定試

験機関として指定され,同 協会の情報処理技

術者試験セ ンターが試験事務 を行 うことに

なった。

また,こ れを機に受験者サービスの向上 に

努めることとし,従 来合格者の発表は官報で

合格者の受験番号を公示 していたが,昭 和59

年度か らは別途合格者に書面で通知すること

とした。

なお,今 後は試験回数の増大,受 験地の拡

大,試 験の内容等についても,現 状に照 らし

検討を進めていくこととする。

3.ニ ュー メデ ィアの振興 ・育成

3.1ニ ューメディア ・コミュニテ ィ構想

の推進

口 第2次 情報化革命 とニューメディアの出

現

わが国は,60年 代後半から70年代にかけて

主に産業分野における大型コンピュータの導

入 を中心 とする第1次 情報化革命を経験 し

た。

しかし,そ の後の情報処理技術 と通信技術

の飛躍的発達とその結合によるネッ トワーク

化の進展により,80年 代以降は第1次 情報化

革命とは質的に異なる広がりと内容をもった

第2次 情報化革命とも呼ぶべき新たな段階を

迎えつつある。

今後,情 報化はこれまでの拠点的な展開か

ら面的な展開へ,さ らに産業分野のみならず

社会,生 活といったあらゆる分野へ深 く浸透

していくものと考えられる。

このような情報化革命は,双 方向CATV

やビデオテックス等のいわゆるニューメディ

アを生み出 した。これ らニューメディアの出

現は,今 後,高 度情報化社会を実現 していく

うえで必要なネッ トワーク化,双 方向化(受

け手側の情報の選択範囲の拡大),情 報表現

形態の多様化(映 像,音 声,デ ータ等)な ど
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の要請に応える種々の情報 システムの構築を

可能にしていくものと考えられる。

回 高度情報化社会の実現に向けての課題

今後の急速な情報化の進展 は,産 業,社 会

に多大なインパク トを与えるものと予想 され

る。例えば産業分野における情報化のインパ

ク トとしては,

① 商品やサービスの需要パ ターンの変化

(情報機器,情 報サービスに対する需要の

変化)

② 競争条件の変化(生 産 ・販売管理面の

ネットワーク化,情 報収集面のネットワー

ク化:企 業活動形態の変化)

③ 異業種企業間の競合,連 携の進展

等が考 えられる。このような情報化の直接

的なインパク トを通 じて,さ らに産業構造,

産業組織,就 業構造等の面 においても今後長

期的には大きな変化が生 じていくものと考え

られる。

また,社 会 ・生活分野における情報化は,

従来,産 業分野と比較 して遅れがちであった

が,今 後の進展によって,

① 医療,教 育,行 政等の公共サービスの

向上

② 家庭生活における利便性,快 適性,安

全性等の向上..

③ 地域社会における課題(過 密過疎対策

地域コミュニティの育成,防 犯防災対策等)

の解決

等に対 して大いに貢献するものと考えられ

る。

他方,情 報化の進展 は,管 理社会への危惧,

セキュリティ問題,プ ライバシー問題 雇用

への影響等の"影"の インパク トをもたらす

可能性があることも指摘 されている。

健全でかつバランスのとれた高度情報化社

会を円滑に実現するためには,こ れらの課題

に適切 な対応 を図ってい くことが必要であ

る。

団 ニューメディア ・コミュニティ構想の必

要性

わが国における情報化の現状をみると,例

えば汎用 コンピュータの48%が 東京,大 阪に

集中 している等大都市圏を中心に情報化の進

展がみられるが,高 度情報化社会の円滑な実

現を図るためには,先 に述べた課題に対応す

るとともに,地 域間の情報化格差を是正 しつ

つ,全 国的にバ ランスのとれた情報化を進め

る必要がある。

このため,通 産省では国,地 方自治体,民

間の緊密な協力のもとに,地 域コミュニティ

の産業,社 会,生 活の各分野におけるニーズ

に即応する各種のモデル情報システムを構築

し,技術的,経 済的,社 会的フィージビリティ

の明確化を図りながらその普及を促進 しよう

というニューメディア ・コミュニティ構想を

昭和59年 度か ら積極的に推進 している。

地域の産業,社 会,生 活の各分野において,

構築が期待 されている情報 システムとして

は,2-1-12表 のような多様なものが考え

られるが,こ れらを地域に実際に構築する場

合には,単 にニューメディアの開発のみでは

不十分でありニーズに合わせたニューメディ

アの選択 ・組み合わせ,採 算性,情 報の収集 ・

蓄積 ・提供方法等を十分考慮し,シ ステムの

最適形態 を見定めていくという,い わばソフ

ト面での ノウハウが数多 く必要となる。

しかしながら,地 域においては,こ れまで

この ような ノウハ ウはきわめて蓄積 が少 な

く,参 考となるモデルの提示を期待する声が
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2-1-12表 各分野で構築が期待される情報

システム

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

情 報 シ ス テ ム

研 究 ・ 学 園 都 市 型

社 会 ・ 学 校 教 育 型

農 林 業 型

水 産 業 型

テ ク ノ ポ リ ス 型

既 存 産 業 先 端 化 型

広 域 産 業 振 興 型

電 源 地 域 産 業 育 成 型

中 小 企 業 振 興 型

産 地 振 興 型

卸 団 地 型

商 店 街'振 興 型

広域 流通 ネッ トワー ク型

石油流通 ・物流センター型

スポーツ ・リフレーション型

ベ ッ ド タ ウ ン 型

エ ネ ル ギー シ ス テ ム 型

国 際 会 議 都 市 型

都

防

地

僻

邪

行

市 再 開 発

災

域 福 祉 支 援

地 医 療

市 医 療

政 情 報

型

型

型

型

型

型

高 い。

このため,地 域情 報化 の円滑な促進 を図 る

観点 か ら2-1-15図 の ス テップでニ ューメ

デ ィア ・コ ミュニ ティ構想 を推進す ることが

必要 である。

ニュー メデ ィア ・コ ミュニ テ ィ構想 の具体

的 な進 め方 としては,フ ェーズ1に おいては,

2-1-15図

〔フェーズ1〕(初年度)

モデル地域におけるニーズ調査等を通産省の

委託調査で実施することとしており,こ の結

果を踏まえ,モ デル情報 システムの構築に関

し,設 置主体,運 営主体,費 用負担のあり方

等について関係者の合意が得 られた場合は,

フェーズllに移行することとなる。

フェーズll以 降は,民 間活力を導入 しなが

ら,原 則として地元が中心となって行われる

ことが望ましい。 したがって,地 方自治体,

第3セ クター,民 間企業等が設置 ・運営主体

となってシステム構築することになる。

国としても,積 極的な支援策を講 じていく

とともに,既 存産業の有効な活用を図ってい

くこととしている。

囚 昭和59年 度モデル地域に8地 域が指定

昭和59年 度においては,モ デル地域選定に

当たり,昭 和59年7月30日 に正式 な公募を開

始し,8月20日 に締切ったところ,全 国から

72地域(2-1-13表)の 応募があった。そ

の後,各 地方通産局等および本省での審査を

経て,10月15日,昭 和59年 度ニューメディア ・

コミュニティ構想モデル地域として8地 域の

指定を発表 した。

これら8地 域において計画 されている情報

システム計画の概要は,2-1-14表 のとお

りである。

指定 された地域 にお いて は,財 団法人

ニ ュー メ デ ィア ・コ ミュ ニテ ィ構 想 へ の ス テ ップ

〔フ ェー ズII〕(次 年 度以 降)

モデル情報

システムの

検討

モデル地域

におけるニ
ーズ分析

→

情報システ

ム実証モデ
ルの概念検

討

シス テム 設

計 ・開 発

一

構 築

実 験
◆ 運 用 一 評 価,

モデル地域

の選定
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2-1-13表 昭和59年 度 ニ ューメ ディア ・コ ミュニ ティ構 想 に関 す るモ デル地 域 指定 要望 地 域 につ いて(72地 域)

都道府県 モデル地域指定要望地域 要望地域数 都道府県 モデル地域指定要望地域 要望地域数

北 海 道 函館 市 他,旭 川 市,北 見 市,江 5

1

福 井 県 敦賀市 1

別市,余 市郡余市町 滋 賀 県 県下全域 1

青 森 県 八戸市 1 京 都 府 亀岡市,相 楽郡和束町 2

岩 手 県 盛岡市他 1 大 阪 府 大阪市(2カ 所) 2

宮 城 県 気仙沼市 1 兵 庫 県 神戸市,西 脇市,加 東郡社町 3

秋 田 県 秋田市 1 奈 良 県 奈良市他,北 葛城郡新庄町 2

山 形 県 酒田市,長 井市 2 和歌山県 紀北地域 1

福 島 県 会 津 若松 市,郡 山市,い わ き市, 4 鳥 取 県 米子市 1

原町市 島 根 県 出雲市 1

茨 城 県 0 岡 山 県 県下全域 1

栃 木 県 真岡市 1 広 島 県 広島市 1

群 馬 県 高崎市 1 山 口 県 下関市,徳 山市 2

埼 玉 県 浦和市,深 谷市 2 徳 島 県 徳島市 1

千 葉 県 千葉市,佐 倉市,浦 安市 3 香 川 県 高松市 1

東 京 都 豊島区 ・1 愛 媛 県 八西地域 1

神奈川県 横浜市,川 崎市,相 模原市,厚 4 高 知 県 安芸市 1

木市 福 岡 県 久留米市 1

新 潟 県 長岡市,柏 崎市 2 佐 賀 県 鳥栖市 1

山 梨 県 南巨摩郡身延町 1 長 崎 県 長崎市他 1

長 野 県 長野市,上 田市 2 熊 本 県 熊本 市,八 代 市,人 吉 市,牛 深 4

静 岡 県 浜松 テ クノ ポllス 地 域 1 市

富 山 県 県下全域 1 大 分 県 大 分 市 ・別 府 市 ・県北 国 東 テ ク 1

石 川 県 小松市 1 ノポ リス地 域

岐 阜 県 岐阜市,恵 那郡山岡町 2 宮 崎 県 宮崎市 1

愛 知 県 名古屋市,豊 橋市 2 鹿児島県 鹿屋市 1

三 重 県 0 沖 縄 県 県下全域 1

ニューメディア開発協会およびシンクタンク

等 を通 じ,各 地域の情報化ニーズの調査,分

析および構築すべき情報システムの概念検討

が実施される(委 託調査費等:9,600万 円)。

59年度末には,各 地域のニーズに合致 した

モデル情報 システムのイメージと構築運営の

ための方策についての検討結果が示されるこ

ととなっている。

固 今後の進め方

本年度においては,モ デル地域8地 域のほ

かモデルの独 自性,計 画の熟度,地 元の推進

体制の整備状況等が比較的高い鹿児島県鹿屋

市,長 崎市,お よび山形県酒田市および,ほ

かの28地 域について,「ニューメディア ・コ

ミュニティ構想計画促進地域」 として,財 団

法人ニューメディア開発協会か らの技術指

導,研 修等を通 じた計画の具体化に向けての

協力 を行 うこととなっている(2-1-15

表)。

3.2情 報化関連動向調査

コンピュータ,通 信関連技術等のハー ドの

面での急速な技術革新とともに,情 報処理技

術等のソフ ト面でも急速な技術革新が進んで

いる。このような状況を背景として,例 えば

双方向CATVと いったニュー メディアが出

現 してきており,ま た,こ のようなニューメ

ディアに対する国民のニーズも顕在化 し,増

大,多 様化 しつつある。このような状況にお

いては,国 民のニーズの動向,効 率性の確保
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2-1-14表 ニ ュー メ デ ィア ・コ ミュニ テ ィ構 想 モデ ル地 域の 概 要

地域名 タイプ名 構築主体 関 係 者 シ ス テ ム の 概 要

盛 岡市 ・矢

巾町 ・都 南

村

石 油 流通 ・物

流 セ ン ター 型

第三セクター

方式

県,市 町村

北東公庫

県石油商(協)

岩手流通センター

等

新 たに 情 報 セ ン ター を設 置 し,灯 油 販売 にお け る

共 同配 送 シス テム,ガ ソ リンス タ ン ドに おけ る経

営情 報 ・ドラ イバ ー情 報 シ ステ ムお よ び輸 送 ・倉

庫等 の 物 流 セ ン ターに お け る物 流情 報 シ ステ ム を

構 築

群馬県

高崎市
卸団地型

第三セクター

方式

市

高崎卸商社(協)

商工会議所 等

卸団地内に新たに情報センターを設置し,卸 団地

内の各問屋 ・商社間における受発注 ・取 り引き情

報,市 況 ・商品情報,経 理会計処理情報等を対象

とした情報システムを構築

横浜市

都心地域

(MM21含

む西区 ・中

区)

都市再開発型
第三セクター

方式

県,市

地元企業 等

都市再開発により生まれる新都心部に新たに情報

センターを設置し,再 開発地域の企業等に対する

世界経済 ・技術情報,国 内経済 ・技術情報システ

ムを構築するとともに,再 開発地域内の国際会議

場等公共機関との情報ネットワークを構築

新潟県

長岡市

エ ネ ル ギー シ

ス テ ム型
第三セクター

方式

県,市

北東公庫

ガス会社

地元企業

金融機関 等

新たに情報センターを設置し,天 然ガスの有効利

用の観点から都市ガス事業者と家庭,公 共機関等

の需要家および消防署,警 備保障会社等を結び自

動検針,セ キュリティ情報システムを構築すると

ともに,ガ ス利用融雪システム,ガ ス冷暖房コン

トロールシステムを構築

兵庫県

西脇市
産地振興型

第三セクター

方式

市

播州織業界

商工会議所
金融機関 等

播州織の産地において,新 たに情報センターを設

置し,座 元商社を含めた生産グループにおける工

程管理,生 産 ・出荷 ・在庫管理情報システムおよ

びデザインセンターにおけるCADを 応用した新

デザイン開発システムを構築

愛媛県

八西地域

(八幡浜市

他5町)

電源地域産業

育成型

第三セクター

方式

県,市 町村

地元企業 等

新たに情報センターを設置し,電 源地域における

地域産業育成のため,生 産 ・加工 ・販売の合理化

に必要な気象情報,市 況情報,技 術情報システム

を構築するとともに,CATVを 利用した映像情

報システムを構築

熊本市
広 域 流 通 ネ ッ

トワー ク型

第三セクター

方式

県,市

商工会議所

地元企業 等

新たに情報センターを設置し,消 費財を中心に,

市内にある製造,卸,小 売等の流通関連業者をネ

ットワーク化し,受 発注情報,新 製品 ・売れ筋情

報等の広域流通情報システムを構築

大分 市 ・別

府 市 ・県 北

国東

テ クノ ポ リ

ス地 域

テ ク ノポ リス

型

第三 セ ク ター

方式

県,市 町村

地元企業 等

新たに情報センターを設置し,テ クノポリス地域

内の先端技術企業,ベ ンチャー企業,地 元企業に

対し,中 央技術情報機関,域 内研究機関等からの

先端技術情報を収集,提 供する情報システムを構

築

等を踏まえつつ,情 報の収集 ・作成部門,処

理 ・加工部門,伝 送部門,利 用部門等各部門

間のバ ランスのとれた発展を図ることが必要

である。このため,情 報化の進展が産業,社

会に与える影響調査,お よび今後の普及が予

想 される双方向CATV等 の高度情報処理 シ

ステムの動向調査等を行う。

3.3通 商産業省所管のニューメディア関

連団体の活動

ロ データベース振興センターの設立

データベースの構築,普 及を促進すること
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2-1-15表 ニ ュー メデ ィア ・コミュニ テ ィ構 想

計 画促 進 地域

北海道函館市他

北海道旭川市

北海道江別市

青森県八戸市

宮城県気仙沼市

栃木県真岡市

千葉市

神奈川県川崎市

浜松テクノポリス地域

長野市

富山県下金域

岐阜市

名古屋市

愛知県豊橋市

京都府和束町

大阪市(で んでんタウン)

神戸市(須 磨及び西神ニュータウン)

兵庫県社町

和歌山県紀北地域

鳥取県米子市

岡山県下全域

広島市

山口県下関市

徳島市

高松市

福岡県久留米布

宮崎市

沖縄県下金域

により,デ ータベース ・サービスの基盤の確

立およびその振興を図 り,わ が国情報化社会

の健全な発展 に寄与 し,併 せて国民生活の向

上に資することを目的として,昭 和59年4月

16日,財 団法人データベース振興センター(理

事長:円 城寺次郎 株式会社日本経済新聞社

顧問)が 設立された。

本財団は,デ ータベースをはじめとする情

報提供サービスの充実 ・強化が急務となって

いるなか,政 府のデータベース振興事業の推

進に対応 して,民 間の情報産業とユーザーそ

の他各方面の関係者を結集 して設立されたも

のであり,そ の主な事業の概要は以下のとお
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りである。

(1)デ ータベースの構築支援

国民経済上重要なデータベースで,そ の構

築に多額の資金を要 し,投 資 コス トの回収期

間の長いものについて支援を行う。

(2)デ ータベースの基本技術研究開発支援

データベースの機能,性 能等を向上 させる

ため必要 な基本的 なソフ トウェア,ハ ー ド

ウェア技術について,研 究開発を促進するた

めの支援を行う。

(3)デ ータベースのクリアリング

わが国において浸透 しているデータベース

について,そ の具体的内容等に関する照会に

対 し,ク リア リング ・サービスを行う。また,

データベース化されていない政府機関,研 究

所,大 学,企 業等の保有する各種情報につい

て実態を把握 し,照 会 に対 するク リア リン

グ ・サービスを行う。

(4)デ ータベースに関する調査研究

データベースの実態および権利関係等種々

の問題について調査研究を行う。

(5)デ ータベースに関する啓蒙,普 及およ

び研修

データベースのユーザーに対する啓蒙;普

及促進のための種々の活動を行うほか,デ ー

タベース検索技術等についての研修事業を行

う。

(6)デ ータベースに関する国際交流

わが国のデータベースの諸外国への紹介,

諸外国との共同による国際データベースの構

築の促進等データベース分野における国際交

流促進のための活動を行う。

回 財団法人ニューメディア開発協会の設立

最近の情報処理技術等の著 しい進歩 は,

CATV,ビ デオテックス等のいわゆるニュー
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メディアの実現を可能にした。これらニュー

メディアは,今 後,高 度情報化社会の実現に

向け,産 業,社 会,生 活の各分野において,

おのおのの特徴 を生かした情報 システムとし

て活用されることが見込まれる。

一方 ,財 団法人映像情報 システム開発協会

(財団法人ニューメディア開発協会の旧称)

は,昭 和47年 から今日まで官民協力のもと,

東生駒において一般家庭等を対象にした双方

向映像情報システム 「Hi-OVIs」 の実験 ・運

用 を世界に先駆けて実施するほか,大 阪府箕

面においてはこの成果をさらに発展させ,繊

維関係企業等を対象に,画 像処理の高度化を

図った 「OTCプ ロジェク ト」の開発推進 に

あたるなど幅広い実績 をあげてきた。

今後,ニ ューメディアの社会への定着化が

進むなかで,協 会 はこれまでの成果を引き継

ぐとともに,ニ ューメディアに係る調査,研

究活動等をさらに拡充するとともに,高 度情

報化社会の円滑な実現に不可欠な地域の情報

化 を推進することが強 く期待 されるに至 っ

た。

こうした要請に応えるため,昭 和59年10月

29日,財 団名称 を(財)ニ ューメディア開発

協会(会 長:松 下幸之助)と 変更するととも

に,組 織 ・事業の拡充を図ることとした。

具体的な事業は以下のとおりである。

① ニューメディアに関する調査および研

究

② ニューメディアの普及促進および技術

指導

③ ニューメディアに関する教育,研 修お

よび啓蒙

④ ニューメディアのシステム設計

⑤ ニューメディアに必要な機器の研究お

よび開発

⑥ ニューメディアに必要なソフ トウェア

の研究および開発

⑦ ニューメディアに関する実験 等

団 財団法人医療情報システム開発センター

(設立の目的)

医療情報システムに関する基本的,総 合的

な調査,研 究,開 発および実験を行うことに

より,医 学,医 術の進展に即応 した国民医療

の確保に資 し,国 民福祉の向上と情報化社会

の形成に寄与するために,通 商産業省および

厚生省が昭和48年 度か ら同額予算でそれぞれ

開始 した医療システム開発のプロジェク トを

一本化 して,昭 和49年 に設立されたものであ

る。

(事業)

(1)医 療情報システムに関する基本的かつ

総合的な調査,研 究,開 発および実験

(2)医 療情報システムに関する安全性およ

び信頼性の研究

(3)医 療情報システムの開発成果の普及促

進

(4)医 療情報 システムに関する教育,研 修

および啓蒙

(5)医 療情報 システムに関する資料その他

の情報の収集および提供

(6)医 療情報の収集および提供

(7)医 療情報 システムの研究開発に関する

国際協力

(8)前 各号の事業の実施に伴う内外関係機

関との提携および交流

(9)そ の他
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2 第2章

郵政省における政策

1.わ が国の電気通信政策

1.1電 気通信法制の概要 とデータ通信

わが国の電気通信法制は,2-2-1図 に

示すように,電 気通信の基本を定める 「有線

電気通信法」(1953年7月),「 電波法」(1950

年5月),公 衆電気通信サー ビスの利用条件

等を規定する 「公衆電気通信法」(1953年7

月),公 衆電気通信サー ビスの提供主体 に関

2-2-1図 わが国の電気通信法制

放送法

(日召25.5)

規律関係法

電波法

(日召25.5)

1有 線電気通信法1
(昭28.7)

1有 線放送電話の業務に関する法律1
(日召38.6)

有線ラジオ放送業務の運用の規
正に関する法律

有線。。ビジ.ン放送II261ti

(日召47.7)

利用関係法く1 公衆電気通信法1

(日召28.7)

一{
日本電信電話公社法

(日召27.7)

国際電信電話株式会社法

(日召27.8)

する規定 を行っている組織関係法 としての

「日本電信電話公社法」(1952年7月),「 国

際電信電話株式会社法」(1952年8月)を 中

核に,電気通信に関する規律関係法である「有

線放送電話に関する法律」(1957年6月),「 有

線 ラジオ放送業務 の運用の規正に関する法

律」(1951年4月),「 有線テレビジョン放送法」

(1972年7月),NHKの 組織等を定める 「放

送法」(1950年5月)か ら成 り立っている。

このように,わ が国の電気通信法制の仕組

みの骨格 は,戦 後す ぐに形づくられたもので

あるといえる。

電信電話等のサービスについては,「有線

電気通信法」 により,電 気通信設備の設置は

だれでもが自由に行い,利 用することができ

るが,こ れを用いて業として他人の通信 を媒

介 し,そ のほか,他 人の通信の用に供するこ

と(公 衆電気通信業務)は,電 電公社および

国際電電の独占とされている。

従来,こ の公衆電気通信 は,電 信電話サー

ビスが中心であったが,現 在,電 電公社と国

際電電が提供する公衆電気通信サービスは,

「第1編 第1部 第6章 情報通信事業」のな

かでふれ られているように,単 なる電信電話

サービス以外に,デ ータ通信回線サービス,

185



1編2部 政策

ディジタル ・データ交換網サービス,デ ータ

通信設備サービス等が登場するなど,そ の内

容は著 しく多様化 してきている。

特に,1971年,公 衆電気通信法の改正によ

りデータ通信が法制化され,デ ータ通信回線

サービスが創設 された結果,一 定の制約の下

ではあるが,民 間においてもデータ通信回線

を用いて公衆電気通信業務を提供する情報通

信業を行うことが可能となり,す でに多くの

民間企業が参入 している。また,1982年 の公

衆電気通信法の改正により,デ ータ処理のた

めの利用が自由となった結果,民 間情報通信

業を行 うことのできる業務範囲は,よ り広範

なものとなった。

1.2電 気通信政策の見直 しとデータ通信

回線利用の 自由化

1980年10月,郵 政大臣の私的懇談会として,

電気通信政策懇談会が設 けられ,1980年 代の

課題 と展望を明 らかにするということで検討

が進め られてきたが,1981年8月24日 電気通

信政策懇談会提言として 「80年代の電気通信

政策のあり方」が郵政大臣に提出された。

エ レク トロニクス技術 ,電 気通信およびそ

の関連技術の著 しい発展は,デ ータ通信,画

像通信,CATVな ど多様 なメディアの出現

をもたらした。また,こ れ らのメディアは,

互いに技術的に融合化 してきている。すなわ

ち,電 気通信 と情報処理の融合化,CATV

とデータ通信の結合,衛 星通信 ・光通信の導

入により,電 話 ・画像通信 ・データ通信等の

総合的サービスの実現の可能性が増 した。そ

の結果,放 送と電気通信,郵 便と電気通信等

の境界の入 り込み現象,無 線通信と有線通信

の統一的規律の必要性,公 衆電気通信の概念
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および公衆電気通信業務の範囲の再検討,電

電公社 ・国際電電が提供すべき分野とその他

の分野の調整の必要性等,多 くの問題が生 じ

ている。

このような状況に対 し,電 気通信に対する

現在の行政の基本的枠組み(法 制)は,歴 史

的経緯 もあり,い わゆる有線 ・無線 という伝

送手段の差異に着目し,そ れぞれ別個に切 り

離されて存在 している。さらに子細にみると,

固定通信,移 動通信,放 送,公 衆通信,自 営

通信等,形 態別 ・方式別 ・用途別によっても,

多かれ少なかれ別個の行政が行われており,

総合性 ・統一性に欠けるところがみられると

指摘されており,電 気通信における新秩序の

確立についての提言が行われた。

具体的には,① 総合的電気通信政策の推進,

②データ通信分野 における積極的な競争原理

の導入,③ 市場原理の導入が不適当な分野(電

信 ・電話のような国の基本的電気通信サービ

スとして位置づ けられる必要のある分野)に

おける料金 ・利用制度等の改善,④ 当面の緊

急課題と してデータ通信回線利用の自由化

一 が提言 された。

この提言で特筆すべきことは,特 に他人使

用 において,ア メ リカにみ られ る ような

VAN(ValueAddedNetwork)サ ービス等の

高度通信サービスについて,民 間企業の参入

を認めるべきであるとしている点である。

郵政省は,各 界の要望やこの提言の趣旨に

沿って,① 公衆電気通信法の改正によるデー

タ処理のための回線利用の原則 自由化,② 新

法の制定によりVANサ ービスを民間企業が

行えるようにするための制度の創設一 とい

う2本 立ての法律要綱案をとりまとめ,政 府

部内の調整に入った。



結局,デ ータ処理の部分だけの自由化が行

われ ることとな り,VANサ ービスについて

は政府内の調整が整わず継続検討ということ

になった。

そこで,本 格的なVANサ ービスが可能と

なるまでの間の暫定的措置として,中 小企業

者等に対 して民間企業がVANサ ービスを提

供することを可能 とす る,「中小企業VAN

制度」が郵政省令により創設されたわけであ

る。

1.3電 気通信改革三法の成立

わが国の電気通信は,社 会経済活動および

国民生活に深 く浸透 し,技 術の急速な進歩と

ともに,そ の利用形態 も多様なものとなって

いる。特 に,コ ンピュータの処理機能,交 換

機能,蓄 積機能を活用 し,こ れを通信媒体と

して用いる技術が進展 してきたことに伴い,

多様多彩 な通信サービスに対するニーズがで

てきている。

こうしたニーズに迅速かつ適切に対応する

ためには,電 電公社 ・国際電電がすべての通

信サービスを提供することは可能ではなく,

産業界の総力を挙げて多様なサービスへの対

応が実現 されることが必要となる。すなわち,

通信分野への民間企業の参入という形で競争

原理を導入することにより,今 後の高度化 ・

多様化するニーズに合わせた便利で効率的 ・

経済的な通信サー ビスの提供が可能 となると

考えられる。

このような社会的要請に応え,ま た,第 二

次臨時行政調査会の答申等 においても指摘さ

れた日本電信電話公社の経営のいっそうの効

率化,活 性化を図るため,電 気通信事業法案,

日本電信電話株式会社法案およびこれらに伴

2章 郵政省における政策

う関係法律の整備法案が,1984年4月,国 会

に提出され,同12月20日 可決成立 した。これ

は,電 気通信政策懇談会以来,さ まざまな場

面で論議 されてきた電気通信における新秩序

の確立についての,ひ とまずの総決算と位置

付けることができる。

特に,電 気通信事業法は,明 治2年 以来,

100年 以上 にわたるわが国の電気通信のあり

方を根本的に変革するものとして,ま た,世

界的にも類のない制度的枠組みを有するもの

として重要な意義を有 している。

電気通信事業法のポイントは次の3点 であ

る。

①VANの みな らず,電 気通信事業 のあ

らゆる分野において,競 争原理を導入 して

自由化を実現すること。つまり,誰 でもが

如何なる電気通信サービスも提供すること

ができることによ り,同 サービスの高度

化 ・多様化が期待されるようになる。なお,

端末機器の利用についても,従 来は,端 末

か ら端末まで電電公社が一括 してサービス

する形態 となっていたのを改め,こ れを自

由化 して利用者の選択によることを原則と

している。

② 電気通信事業のもつ公共性にも十分配

慮 し,事 業者に対 して事業活動の自由を浸

さない最小限度の規律 を課すことによっ

て,利 用者の保護を図ること。

通信の秘密などは,い ったん侵 されると

取 り返 しのつかない重要な法益であ り,こ

れが十分保護されないようでは,利 用者は

安心 してネットワーク ・サービスを利用す

ることができない。また,今 後の情報化の

進展 に従がって,企 業等がその活動 に当

たって同サービスへの依存度 を高めること

187



1編2部 政策

を考えると,ひ とたび,こ のネッ トワーク

が機能停止に陥った場合,社 会的な悪影響

が広範な分野 に及ぶものと思われる。こう

した事態 を未然に防止 し,ま た最低限に抑

制するためにも,電 気通信事業者として最

小限の責務を全 うすべきものとの考えか ら

である。

③ この電気通信分野 は技術的進歩の非常

に激 しい分野であるこ.とから,将 来の変動

を見越 して,サ ービスの態様,種 類にとら

われない制度とすること。

世 界 的 にISDN(IntegreatedServices

DigitalNetwork)が 提唱 されているが,こ れ

は通信の効率性を高めるために,す べての情

報をディジタル ・ネットワークによって,電

話,フ ァクシミリ,デ ータ通信等の各種サー

ビスを総合的に提供 しようとするものであ

る。そうなれば,一 事業者があらゆる種類の

通信サービスを提供することとなり,現 在,

電気通信の分野で自由化が最も進んでいる米

国のように電信,電 話,専 用線等の基本サー

ビスとVANの ような高度サービスとに分類

して規律するような政策は,い ずれ実態にそ

ぐわなくなるのではないかと考えたためであ

る。 さらにいえば,ど のような態様,種 類の

サービスを行 うかは,ま さに民間の創意,工

2-2-1衷

現行制度と新制度の対比点 現 在 の 制 度(独 占) 電気通信事業法案(競 争)

事業運営主体 電電公社 ・国際電電
民間事業体の新規参入

●長距離 ・大容量回線

●双方向C灯V

●VAN等VAN事 業 民間事業体は中小企業VANの み

料 金 主要な料金法定(そ の他は認可) 認 可

VAN事 業 自 由 自 由

サービスの種類 法 定
認 可

(民間の創意工夫を生かした多

様化に対応)

VAN事 業 禁 止
(中小企業VAN)

公社類似役務禁止
自 由

通 信の秘密 ・

重要通信の確保
法 定 法 定

サービスの確保
予算の範囲内で全国あまね く公

平

(第1種 電気通信事業の提供義

務)

最小限必要な電気通信手段の確

保

回 線 利 用
他人使用,共 同使用,相 互接続

を厳しく制限(独 占の保障)
自 由

端 末 機 器 直営原則(自 営は原則禁止)
端 末機器の自由化

(本電話機の開放競争による多機能,高 品質化)
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夫が発揮 される局面であり,政 府としては,

こうした点を勘案 し,一 切の制約を廃除 した

といういい方もできる。現行制度と新制度の

主要点を対照すると2-2-1表 のようにな

る。

2.デ ータ通信高度化の課題と施策

2.1デ ータ通信高度化 の意義

データ通信は,① 社会 ・経済活動の効率化,

国民生活の利便の向上および科学 ・文化の向

上に大きく貢献すること,② 社会 ・経済活動

における省力化 ・省エネルギー化を促進 でき

ること,③ 通信関連産業,コ ンピュータ産業,

ソフ トウェア業等の広範な関連分野をもち,

またそれ自体,付 加価値の高い知識集約産業

として大きな期待がかけられていること,④

社会 ・経済活動の基礎 をなす情報 を扱 うた

め,国 益上も重視 されていることなど,わ が

国にとってきわめて重要な役割を果たすもの

であるため,デ ータ通信の普及 ・高度化を推

進していくことは,重 要な政策課題である。

か りにデータ通信を関連分野 も含めてひと

つの産業関連構造(す なわちデータ通信の供

2-2-2図 デ ー タ通信 の供 給構 造

公衆電気通信業者

(電電公社 ・国際電電)

データ通信システム

設置者

(企業,官 公庁等)

メー カー

通 信機 器,コ ン ピ ュー タ,

端 末 等製 造 業 者

ソ 開

1フ 発ト分

ウ 担

1ア

ソ フ トウ ェア 業者

s-」.-」
ソフ トウ ェア開 発

ぐ=ニ データ通信サービスの供給

一 一 ー 八 一 ドウ ェアの 供 給

ぐ 一 ー ソフ トウ ェアの 供 給
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給構造)と みなせば,2-2-2図 のように

なる。データ通信の発展 を図る場合には,こ

れ らの各方面にわたる総合的かつ偏 りのない

配慮が必要である。

2.2デ ータ通信高度化の課題 と施策

データ通信の高度化を図るための課題 と施

策を総合的に図示すると,2-2-3図 のよ

うになる。

団 データ通信高度化プロジェク ト

郵政省においては,デ ータ通信の高度化を

推進するためのプロジェク トとして,2-2

-2表 に示す内容のプロジェク トを実行 して

いる。

2-2-3図 データ通信の高度化 を図るための課題と施策

データ通信の高度化

/＼

郵政省の施策 関係分野の協力

①データ通信高度化プロ

ジェクトの推進
/＼ ①公衆電気通信業者

②データ保護対策の策定 ②民間情報通信業者

③情報通信業の育成

④電電公社 ・国際電電の

指導監督
/ ＼

③ 通信 機器/コ ン ピュー

タ ・メー カー

④ 学 識経 験 者

⑤データ通信制度の検討 ⑤データ通信利用者

⑥電気通信の長期展望の ⑥関係省庁

策定 ⑦その他

⑦国際間データ流通問題
の検討

高度化を推進するための課題 高度化に伴う問題点に関する課題

①ネットワーク形成のための各種 ①国際データ流通問題
技術開発 ②プライバシー/デ ータ保護対策
②標準の確立 ③総合安全対策
③データ通信回線利用制度の整備

④情報通信業の育成

/＼

データ通信の高度化ニーズ
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2-2-2表 デ ータ通 信 高度 化 プ ロジ ェ ク ト予算
(単位:千 円)

年 度

項 目
1977 1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984

① 標準プロトコルの開発等 5,934 11,661 149,149 98,064 92,398 68,833 (0) (0)

② データベース利用技術の開発調査 (0) 20,040 49,316 38,009 48,656 (0) (0)

③ データ通信向き言語の開発調査 (0) 6,105 30,797 48,064 37,163 (0) (0)

④ ネットワーク化に伴う諸問題の調査

(データ保護手法の研究開発)
(0) 21,891 29,661 26,547 (0) (0) (0)

⑤ データ通信における総合安全対策シ

ステムの開発調査
(0) 4,992 106,979 86,496

(1)標 準 プロ トコルの開発等

近年の電気通信技術,電 子計算機技術,ソ

フ トウェア技術等の急速な発達に伴い,コ ン

ピュータ ・ネットワークは,従 来のホス ト集

中型か ら分散型ネッ トワークへと発展 しつつ

ある。このような分散型 ネットワークを構築

する場合には,必 然的に異機種マシンを通信

回線により結合する必要に迫られ,異 機種マ

シン間の通信を容易にするため,通 信規約(プ

ロ トコル)の 標準化が強 く要請 される。

このため,1977年 度 か ら標 準プロ トコル

(CCNP:コ ンピュータ ・コ ミュニケーショ

ン・ネットワーク ・プロ トコロル)の 開発,

総合評価等 を行い,そ の下位プロ トコルにつ

いては,1980年11月,郵 政省により推奨通信

方式として告示 された。

このCCNPの 告示 は,わ が国におけるコ

ンピュータ ・コミュニケーションのプロ トコ

ルとして広 く使用されることを意図するもの

であるが,そ のためには技術動向と,そ の利

用実態に即 した不断の見直しが必要である。

このため,CCITT勧 告X.25(1976年 版)を

もとに作成されていたCCNPを1980年 版X

.25との整合を考慮 して,改 善 ・拡充 を行 う

改善調査を1983年 度に実施 し,1984年3月 に

改訂を行った。

また,1979年 度からは,標 準プロ トコルの

普及 を図るため,ユ ーザーの作成 したプログ

ラムが標準プロ トコルに適合 しているかを検

証するシステム(プ ロ トコル検証システム)

の開発を行っており,プ ログラムの開発とシ

ステムの総合評価 を実施 し,1982年 度に本シ

ステムの開発を終了した。プロ トコル検証シ

ステムがユーザーに提供 されれば,標 準 プロ

トコルに適合 したデータ通信 システムの開発

やネットワークの構築が容易になり,標 準プ

ロ トコルの普及が図られることになる。

(2)デ ータベース利用技術の開発調査

データベースの構築が各方面で重要な課題

となっているが,デ ータベースは,デ ータ通

信 システムによりオンライン化 ・ネットワー

ク化 されることによって,そ の利用価値が飛

躍的に高められるものである。

わが国の現状は,デ ータベースの構築の緒

についたばか りであり,そ の利用形態も個別

のシステムに閉じた閉鎖的なものにとどまっ

ている。しか し,今後多くの分野でデータベー

スの構築および利用が効率的 ・経済的に行わ
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れていくためには,デ ータベースのネッ ト

ワーク化 が不可欠 であることから,複 数の

データベースをネ ットワークにより接続 し,

相互に利用可能とする技術の開発 を行ってき

た。本プロジェク トは,1979年 度か ら4カ 年

計画で実施 され,1982年 度 には,そ れまでに

開発された分散型 データベースの接続利用技

術の確認のため,デ ータベース ・システムと

して日本電信電話公社の科学技術計算 システ

ム(DEMOS-E)と 日本科学技術情報センター

のオンライン情報 システム(JOIS)を 取 り

上げ,こ れらデータベース ・システムの接続

実験 を実施 し,接 続利用技術の確認を行うと

ともに,最 終評価を行ってプロジェク トを終

了した。

(3)デ ータ通信向き言語の開発調査

現在,わ が国のデータ通信で利用 されてい

るアクセス言語(ア クセス ・コマン ド)は,

同一の方式(例 えば,TSS:タ イム ・シェア

リング ・システム)で あっても,そ の組み立

て方や入力手順が異なっている状況 にある。

今後,シ ステム相互の結合 によってネッ ト

ワーク化を促進 し,デ ータ通信の発展 を図る

ためには,ア クセス言語の共通化を進め,各

システムに容易に適用可能 としていくことが

必要である。

このような観点から,郵 政省では1979年 よ

り4カ 年計画で共通アクセス言語(デ ータ通

信向 き言語)の 開発を実施 してきた。1982年

度には,運 用実験 によりそれまでに開発 した

アクセス言語につ いて必要な見直 しを行っ

て,ア クセス言語仕様 を確定するとともにこ

の最終成果を技術上 ・運用上の諸点から評価

し,本 プロジェク トを終了 した。

(4)ネ ッ トワー ク化 に伴 う諸 問題の調査

(データ保護手法の研究開発)

データ通信のネッ トワーク化の進展 は,わ

が国経済 ・社会の効率化,国 民生活の利便の

向上に大きく寄与する反面,ひ とたび障害や

犯罪,エ ラー等が発生 した場合には,そ の影

響はきわめて重大なものとなるおそれがあ

る。このような状況から,デ ータ通信ネット

ワークにおけるデータの漏えい,改 ざん,き

損等の防止に有効なデータ保護手法につい

て,早 急な検討が必要となっている。

そこで郵政省では,1979年 から3カ 年計画

で,ネ ットワーク上のデータ保護に最も有効

な手法として暗号化手法を取 り上げ,そ の標

準的利用方法の研究開発を実施 した。その成

果として,伝 統的な暗号方式である慣用暗号

系(DES方 式)と,新 しい概念の暗号方式

である公開鍵暗号系(RSA方 式),両 者の特

長を併有 した暗号方式(MIX方 式)を 開発 し,

それを適用 した銀行 ・商社間の電子資金搬送

システム(EFTS)を 実験的に構築 ・運転 し,

技術確認を行った。技術確認後は,本 研究開

発で開発された暗号化プログラムの貸 し出し

を行うなど,開 発成果の普及を図っていると

ころである。

(5)デ ータ通信における総合安全対策 シス

テムの開発調査

データ通信は,経 済活動,国 民生活等,社

会の広い局面で,重 要な役割を担っている。

換言すれば,デ ータ通信は,社 会に深く浸透

し,い まや社会の生命線 となってきている。

このような状況下 において,デ ータ通信 シス

テムにいったん障害が発生すると,そ れが社

会のなかに深 く組み込まれているだけに,深

刻な影響を広範囲に及ぼす可能性が生 じてい

る。また,ひ とつのシステム内の設備や装置
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の障害等が,そ のシステムの機能停止をもた

らすばか りでなく,そ れにつながる他のシス

テムにも影響を与え,ネ ッ トワーク全体の障

害 ・機能停止にも及ぶという危険性 も増大 し

ている。

そこで,郵 政省においては,デ ータ通信に

おいて必要とされる基本的 ・標準的な総合安

全対策を明確 にするとともに,そ の内容 に

のっとった,共 通的 ・汎用的な総合安全対策

システムの構築技術を開発することとしてい

る。

1982年度 には,基 本的調査研究として,現

状調査,事 例研究,シ ステムの構想検討など

を実施 し,そ の検討結果を踏まえて1983年 度

よりデータ通信総合安全対策システムの開発

を実施 してきており,現 在,シ ステムの基本

設計を行っているところである。

データ通信総合安 全対策 システム(STAF)

は,2-2-4図 の よ うに,超 大型 コンピュー

タ ・シス テ ム を備 え たSTAFセ ン ター,都

市 部 において集線機 能 を果 たす サー ビス ・ス

テー ション(SS)お よ びユーザ ー ・シス テ

ム等 か ら構成 される。

STAFセ ン ター ・SS間 は超高 速通信 回線

(光 ファイバ ー,衛 星通信 回線等)で 接続 さ

れ,SS・ ユ ーザー ・セ ンター間 は既存の デー

タ通信回線,衛 星通信 回線,地 上無線通信 回

線等に より接続 される。

STAFセ ン ターの シス テム は多数 の ユー

ザーが共通的 ・汎用的 に利用可能 な ものであ

り,次 の2種 類のバ ックア ップの機能 を もつ 。

① フ ァイル保全機能

STAFセ ン ター内 にユーザー ・ファイル

と同一 内容の フ ァイル を保管 し,平 常時 に

2-2-4図 デ ー タ通 信 総 合安 全 対策 シ ステ ムの イメ ー ジ

却㌻
、

"∨

川
FEP

CPU

デー タ通信

総合安全対策センター

(STAFセ ンター)

へ

〈
濫pu
サ ー ビス ・

ステー シ ョン(SS)

硫
'り

・・り

戊

楡
晶b
ユ ー ザ ー ・セ ン タ ー

CPU:コ ン ピュー タ

FEP=フ ロ ン トエ ン ト・プ ロセ ッサ ー
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はユーザー ・システムの処理に合わせて,

内容 を常時オ ンラインで更新 しておき,

ユーザー ・ファイルの障害時に正常 ファイ

ルを即時にオンラインでユーザー ・システ

ムに提供する機能。

② 処理代行機能

ユーザー ・システムが障害 となった場合

に,STAFセ ンター内のバ ックアップ ・

ファイルを用いて,ユ ーザーの処理を代行

する機能。

これらの機能により,各 ユーザーは独自に

バ ックアップ ・センターを建設 することな

く,各 種災害に対 して有効な分散型バック

アップ対策 を実施することが可能となり,ま

たSTAFセ ンターを多数のユーザーが共同

で利用することにより,社 会全体 として経済

的 ・効率的なバ ックアップ対策が実現 される

ことになる。

回 国際間データ流通問題の検討

近年,情 報化と国際化の進展に伴い,国 境

を越えて流通する情報の量は,年 とともに大

量なものとなっているが,こ れに伴う種々の

問題が顕在化 して きており,こ れ ら国際間

データ流通問題への対応が必要となってきて

いる。このため郵政省では,(1)デ ータ通信シ

ステムの国際化に伴 う国際間データ流通に関

する調査研究,(2)デ ータベース海外流通促進

方策の検討=を 実施 してきており,国 際化

時代に即応する情報通信政策の検討に資する

こととしている。

(1)デ ータ通信システムの国際化に伴う国

際間データ流通に関する調査研究

近年の国際データ通信システムの急速な増

大に伴い,国 際間データ流通(TDF:Trans-

borderDataFlow)が 著しく伸びてきている。

国際間データ流通の成長 は,電 気通信とコン

ピュータの進歩と融合 という技術的要因およ

び国際貿易の拡大などの経済的要因によって

促進 されてきたものであるが,各 国の情報化

政策のうちには,国 際間データ流通を制約す

るものもでてきたため,こ の制約部分の国際

的調整を求める議論がさかんになってきてお

り,1970年 代後半 より,各 国 ・諸国際機関に

おいて研究 ・検討が進められている。

本研究は,こ うした状況にかんがみ,こ の

ような国際間データ流通問題に対 し,わ が国

の的確な情報通信政策を策定するために実施

しているものであり,国 際間データ流通の実

態調査を行うとともに,各 国 ・諸国際機関に

おける各種制約要因(情 報サービスに対する

課税 ・関税,プ ライバシー ・データ保護等)

の検討動向について調査研究を実施 している

ところである。

(2)デ ータベース海外流通促進方策の検討

情報通信技術の発展は,社 会経済活動の急

速な情報依存性を高めており,国 際化の進展

とともに,国 境を越えて流通する情報の量は,

増大 してきているが,こ れらの情報流通には

国際間の不均衡が生 じており,各 国間の情報

流通格差の是正といった問題について種々の

議論が巻き起 こされているところである。

この情報流通の格差問題に大きな影響を与

えているものにデータベースの海外依存があ

り,わ が国では,市 況情報,新 聞記事等の情

報がそれぞれデータベース化 され,サ ービス

提供されているものの,ま だ緒についたばか

りで,大 半はアメリカのデータベースに依存

している状況にある。

この ような,デ ー タベースの外国依存 と

いったわが国の現実の状況に対 して,わ が国
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においても独 自のデータベース ・システムの

構築が進められてお り,国 際化の進展,国 際

データ通信網の拡充とも相侯って,わ が国の

データベースに対する海外か らのニーズも次

第に増えつつある。郵政省では,こ のような

状況を踏 まえ,「 データベース海外流通促進

ワーキンググループ」 を設置 し,わ が国独自

のデータベースについて,将 来的な格差の解

消と経済資源の自立化を目指 し,デ ータベー

スの海外流通促進というテーマについて,実

務的側面を中心として種々の観点から問題点

および実現方策を検討 し,デ ータベースの海

外流通を促進 しているところである。

3.そ の他の情報通信関連施策

前節で解説 したデータ通信高度化施策のほ

か,郵 政省では,次 のような情報通信政策関

連施策が実施されている(主 要なもののみ示

す)。

3.1未 来型 コミュニケーション ・モデル

都市(テ レトピア)構 想の推進

テレトピア構想は,さ まざまなタイプのモ

デル都市の構築 を通 じ,各 種のニューメディ

アの優先的な普及を図り,そ の普及方策を明

確 にするとともに,そ のような情報通信基盤

2-2-5図 テ レ トピア構 想 の イ メー ジ

⑳闇圏
(産業 分 野)

Oオ フ ィス・オー トメ

ー シ ョン

○テ レ ビ会議

な ど こ二

通信衛星

㌻ 一

国 〔勤 〔亘〕

[CATV]⇔ 圃

セ ン タ ー

(大 都 市)

キ ャ プ テ ン

◎
デー タベ ース

全国10ヵ 所程度

未来型 コミュニケー ション ・モデル都市構想

(通称 テ レ トピア構想)

一
/ 0⊂ ⊃⊂コ
ロ ⊂⊃⊂コ
亡コロ ⊂コ

(社 会 分 野)

OCAIシ ス テム(学 校)

圏 ・医嶋 ・テ・㈱

口11

〔「Ti

r1,

O行 政情報システム(役 所)

など
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の高度化によって地域の振興 を図 り,活 力あ

る豊かな地域社会の形成 と高度情報社会の構

築を促進 しようとするもので,郵 政省が中心

となって推進 しているものである。

この構想 を実現するための具体的方策とし

て,次 のようなことが考えられている。

①CATVの 多目的利用に よる高度総合

情報通信 システムの構築促進

② キャプテンサービスの先行実施

③ ディジタル総合公衆通信網(い わゆる

地域INS)の 建設

④ 光ファイバーを用いた東京と地方間の

広帯域伝送路の設置

⑤ 衛星通信を活用 した通信ネットワーク

の建設

また,郵 政省では今年度中に10カ所程度の

モデル都市 を指定することとしており,こ の

モデル都市の指定基準,モ デル都市構築のた

めの推進方策等を明 らかにするため,学 識経

験者からなる 「テレトピア懇談会」を設置 し,

活発な議論を展開している。

テレトピア構想のイメージは,2-2-5

図に示すとおりである。

3.2高 度総合情報通信 システム

近年,技 術の進歩に伴い,光 ファイバーや

衛星通信 といった新 しい情報通信手段が登場

し,電 気通信 メディアのもつ可能性 は大きく

広が り,日 常の社会生活を取り巻く通信環境

は著 しい変化を示 している。

郵政省は,こ のような通信環境の変化に伴

い,高 度化 ・多様化する情報ニーズに対応 し

た新 しい政策を積極的に展開すべきであると

の観点か ら,CATV施 設を高度に利用 し,

各種の情報の提供が可能な新 しい地域情報通
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信 システムのモデルである高度総合情報通信

システムの開発調査を推進 している。

この開発調査は,多 摩CCIS実 験の成果 を

生かすとともに,最 新の電気通信技術 を駆使

して,セ ンターか らの情報を一方的に利用者

に送るだけでなく,利 用者側か ら情報の選択

や番組への参加を可能とする双方向通信機能

を付加 し,地 域で求められる生活情報,行 政

情報,教 育情報,都 市管理情報などを,蜘 象,

音声,文 字などさまざまな形で提供 しようと

するものである。

システムの概要は,2-2-6図 に示すと

おりである。

3.3総 合テレメーター ・システムの実用

化のための開発調査

口 総合テレメーター ・システムの開発会議

現在,電 気,ガ ス,水 道などの公益事業の

検針員が各戸訪問 して行っているメーターの

検針作業を,電 気通信手段に切 り替え,検 針

センターから電話回線 を通 じ,い つでも,ど

のメーターでも瞬間的に検針できるシステム

の標準方式を確立 しようとするものである。

この開発調査は,郵 政省が,公 益事業者,

電電公社,通 信機器メーカーおよび学識経験

者などの協力を得て,1978年 か ら4年 間実施

してきたが,そ の結果,シ ステムの基本構成

網および端末の基本機能,通 信形態とインタ

フェース,施行方法等を内容とするシステム

の標準方式の全体像がほぼ明らかになった。

回 ノーリンギング回線サービス

この開発会議の開発成果である標準方式に

よる回線サービスを電電公社は 「ノーリンギ

ング回線サービス」として,制 度化 して実施

するとともに,東 京都水道局はこれを利用 し,
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2-2-7図 ノー リン ギ ング回 線 シ ス テム構 成

ト ー 端末系'+一 一 一 一 一回線系一ー 一 一 一 斗 一 ・・ター系一1

/ ＼

C-NCU

CPU

電話機1

メー ター
一」
(加入電話加入回線)

交換機

メー タ_セ ンサー

◎ ロ

◎ ロ」一

(ノー リンギング回線)－

TNR-NCU

(端末用網制御装置)

(センター用網制御装置)

〈検 針 セ ン ター 〉

一

一

NRT

一

一

〈加入者宅〉

(㍍ ゲ ング)

〈電 話 局〉

総合テレメーター ・システム実用化第1号 と

して東京都工業用水の自動検針を開始 した。

ノー リンギング回線サー ビスの概要は次の

とおりである。

〔概 要〕

検針センターのコンピュータ等の電話局の

交換設備を接続するとともに,加 入電話の加

入回線 に加入者宅 にある水道 ・ガスなどの

メーターセンサー等を接続することにより,

検針センターから電話機のベルを鳴らすこと

な く,メ ーターの計量値 を自動的に読み取る

ことができるサービスである(2-2-7図

参照)。

(1)接 続手順

① 検針センターのコンピュータからの信

号で,着 信局のノーリンギング ・トランク

を駆動する。

② コンピュータから次の信号で,ノ ーリ

ンギング ・トランクか ら電話の呼び出し信

号と異なる周波数により,端 末用網制御装

置を駆動 させる。このとき電話機のベルは

鳴 らない。

③ 検針センターのコンピュータと端末用

網制御装置が接続 されると,コ ンピュータ

が必要なメーターセンサーを起 動 させて

メーターの計量値等を読み取る。

(2)サ ービスの特徴

① 端末用網制御装置には,複 数の接続端

子があり,ひ とつの加入回線で水道,ガ ス

等のメーターを最大7種 類まで読み取るこ

とができる。

② 通信回線として既存の加入電話回線を

利用するので新たに通信回線を設定する必

要はない。

③ 電話の呼び出 し方式と異なる呼び出 し

方式 を採るので電話機のベルを鳴 らすこと

なく検針できる。

④ 検針中に加入者が発信 しようとした場

合はただちに検針を中止 し,加 入者の通話

を優先させる。
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2 第3章

総務庁における政策

1.情 報処理関係予算の概況

1984年 度 の 国の情報処理関係予算 は,総 額

248,739百 万 円 で,前 年 度当 初予算(225,721

百 万 円)に 比 し,10.2%増 と なっている。(国

庫債 務行為 を除 く)こ の会計別 内訳 は,一 般

会計が86,298百 万 円(対 前年 度比0.4%減),

特 別 会計が162,441百 万 円(16.8%増)と なっ

て いる(2-3-1表)。

① 電子計 算機運用等経費(レ ンタル費,

通 信 回線費,備 品消耗 品費等)は,10.9%

の 伸 び率 とな って いる。 なお,1984年 度 に

おけるコンピュータの新規導入 は16台,切

り替えは58台 となっている。

② 情報 システム開発経費は,厳 しい予算

事情の中にあって,前 年度より81.3%の 増

となっている。これは,郵 政省の為替貯金

業務の総合機械化,簡 易保険郵便年金の総

合機械化,厚 生省(社 会保険庁)の 国民年

金給付等の大規模 システムの開発経費が増

えたことによる。

③ 情報処理振興等経費は,O.9%増(対

前年度比)と ほほ前 年度並みの額となって

いる。なお,経 費内訳は,情 報処理産業に

2-3-1表

1983年 度 情 報処 理 関 係予 算

(単位:百 万円)

会計
区分

経費
区分

一般会計 特別会計 合 計

対57年 度当初予算比(%)

一 般 特別会計 合 計

電子計算機

運用等経費

(4,104)
49,889

(354)

13L791

(4,458)

181,680
102.1 114.6 110.9

情報システ

ム開発経費
2,646 7,675 10,321 97.5 257.6 181.3

情報 処理

振興等経費
33,763 22,975 56,738 96.1 108.8 100.9

総 計
(4,104)

86,298

(354)

162,441

(4,458)

248,739
99:6 116.8 110.2

〈注〉()は,国 庫債務 負担行為 である

〈資料〉 行 政管理 庁調べ
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対する助成措置費:13,171百 万円,特 殊法

人,公 益法人 等 に対 す る助 成措置費:

20,816百 万円,情 報処理教育,大 学,附 属

機関の経費:22,464百 万円である。一
2.行 政情報処理の推進施策

最近におけるコンピュータ利用に関する技

術革新はめざましく,ま た,最 近の行政情報

システムを取 り巻 く社会環境は,大 きく変化

しており,行 政情報 システムは,行 政の合理

化,行 政機能の高度化に果たすべき役割がま

すます高 まっているとともに,国 民生活のか

かわりが拡大している。このため,総 務庁で

は,こ れ らの諸情勢,今 後の技術的動向等を

踏まえ,次 の施策を推進 している。

2.1行 政情報 システムの企画推進体制の

整備

政府においては,臨 時行政調査会の最終答

申(1983年3月)を 受けて,行 政情報 システ

ムに関する基本的事項の検討,お よび政府部

内における連絡調整の充実 を図るため,各 省

庁の局長 クラスをもって構成する 「行政情報

システム各省庁連絡会議」(昭 和58年6月20

日事務次官等会議申合せ)を 設置 し,「59行

革大綱」(昭 和59年1月25日 閣議決定)に お

いて,行 政情報 システムの当面の検討課題と

して,下 記事項を決定 した。

① 行政 における事務処理の一層のシステ

ム化 とシステム運営の効率化

② 行政情報のデータベース化とデータの

総合利用の促進

③ 行政情報通信網の整備 ・高度化の推進

④ 各種情報 ・通信機器の総合的計画的活

用

⑤ データ保護 データ ・プライバシー保

護対策の推進

⑥ 安全対策 要員対策,そ の他の関連事

項の推進

これ らの検討課題 については,現 在,各 省

庁の専門家(課 長補佐)を メンバーとする 「専

門部会(行 政データ総合利用,行 政情報通信

網,OA化 推進,デ ータ ・プライバシー保護,

要員対策の各専門部会)に おいて検討を進め

ており,今 後,.逐 次政府 としての方針 をとり

まとめ,そ の具体化を図ることとしている。

2.2コ ンピュータ利用の効率化 ・高度化

の推進

各省庁 におけるコンピュータ利用の拡大に

伴い,そ の効率化,高 度化の推進が強 く要請

されている。このため,総 務庁では,衆 議院

決算委員会の 「行政機関における電子計算機

利用の効率化に関する議決」(昭 和50年6月

29日)等 に基づいて,「電子計算機利用に関

する各省庁共同研究会」の開催,各 省庁個別

情報 システムの稼動分析調査等 を実施すると

ともに,「各省庁保有磁気データファイル台

帳」および 「各省庁保有プログラム台帳」を

作成 し,各 省庁相互利用の促進 を図っている。

2.3行 政情報の総合的利用体制の整備

行政機関が収集,作 成する行政情報は,大

量かつ広範多岐にわたっており,そ の有効的

利用が強 く要請されている。このため,政 府

全体として行政データの総合的利用を促進す

る観点から,「行政データ総合利用専門部会」

を開催 し,行 政情報のデータベース化とその

体系的整備,デ ータ提供体制の整備,各 種標
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準化の推進等に関する方策を検討 している。

さらに,各 省庁が所有する行政情報について,

その所在,内 容,利 用手続等 を迅速,的 確に

案内する機能,い わゆるクリアリング機能体

制を整備するため,現 在,「所在情報案内 シ

ステム」の開発を行っている。

2.40A等 事務処理近代化の推進

最近の厳 しい行財政下 にあって,行 政事務

に対するOA化 の要請化が高まっている。 こ

のため,総 務庁では,昭 和56年12月22日 閣議

了解 「行政改革の推進に関する当面の措置に

ついて」 に基づいて電子計算機等情報機器の

総合的計画的利用を促進 している。さらに,

最近の情報処理,通 信技術の著 しい進展に即

応 し,行 政事務処理の合理化,近 代化の一層

の推進を図るため,「OA化 推進専門部会」

等において,文 書管理のシステム化,各 省庁

におけ'るOA推 進体制の整備,OA化 を阻害

する各制度の見直し等に関する検討を行い,

OA化 推進に関するガイ ドラインを作成 し,

その実施を促進することとしている。

2.5デ ータ ・プライバ シー保護対策の推

進

コンピュータ利用の拡大,高 度化の進展に

伴 い,デ ータの滅失,漏 えい,き 損等に対す

る防止対策(デ ータ保護対策),お よび個人

データ処理の増大(1983年1月 現在,政 府機

関における個人データの保有状況 は,216シ

ステム,約8億 件)に より,プ ライバ シー保

護対策の推進の必要性が高まっている。

データ ・プライバ シー保護法については,

ほとんどの先進国において制定 されており,

また,OECDが,1980年9月23日 「プライバ

3章 総務庁における政策

シー保護と個人データの国際流通についての

ガイ ドラインに関する理事会勧告」を採択 し

ている。

このため,デ ータ ・プライバ シー保護対策

を推進する観点から,次 の措置 を講 じている。

① 行政監理委員会の 「行政機関における

電子計算機利用に伴 うプライバ シー保護に

関する制度の在 り方についての中間報告」

(1975年4月)を 受け,1976年1月29日 事

務次官等会議申合せとして 「電子計算機処

理データ保護管理準則」を定め,こ の準則

に基づき各省庁におけるデータ保護管理規

程の整備等の促進 を図っている。

②1981年1月 か ら,学 識経験者 をメ ン

バーとする 「プライバシー保護研究会」(座

長:加 藤一郎,東 京大学法学部教授)を 開

催 し,わ が国のプライバ シー保護対策のあ

り方について検討を進め,1971年7月 にそ

の報告を得た。

③ 臨時行政調査会の最終答申(1983年3

月)を 受 け,「新改革大綱」(1983年5月24

日閣議決定)お よび 「59行革大綱」(1984

年1月25日 閣議決定)に おいて,行 政機関

の保有する個人データの保護については,

法的措置 を含め制度的方策の具体的検討 を

行う旨決定 し,そ の推進を図っている。

2.6行 政情報 システム要員対策の推進

情報処理に関する技術革新および行政の多

様化,高 度化の進展に即応 し,行 政情報シス

テム要員の養成確保が大きな問題 となってい

る。 このため,総 務庁では,「要員対策専門

部会」等において,次 の事項の検討,推 進を

行っている。

① 研修体制の確立および研修の強化を図
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り,要 員資質の向上に努める。

② キャリアパス ・ジョブローテーション

等による処遇 を確立 し,人 材の確保を図る。

③ 各省庁間の人事交流等を促進 し,要 員

の有効的活用を図る。

④ 民間委託 派遣要員等の外務 リースを

有効に活用する体制を整備する。

2.7コ ン ピュー タ共同 利用施 設の 運営

総務庁 では,コ ンピュー タ利用の効率化 ,

高 度化 を図 るため,1978年4月,コ ン ピュー

タ共同利用施設を設置 し,そ の運営を行って

いる。その主要業務は,次 のとおりである。

① 全省庁の利用に供する法令検索システ

ムおよび国会議事録検索 システム等の運用

② コンピュータ未設置省庁の事務処理の

ためのコンピュータの共同利用およびその

業務支援

③ 各省庁の情報 システム要員に対する合

同研修の実施

④ その他,各 省庁共通 システムの開発,

その成果の提供等
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電気通信事業法(抄録)

目次

第1章 総則(第1条 一第5条)

第2章 電気通信事業

第1節 総則(第6条 一第8条)

第2節 事業の許可等

第1款 第1種 電気通信事業(第9条

一第20条)

第2款 第2種 電気通信事業(第21条

一第30条)

第3節 業務(第31条 一第40条)

第4節 電気通信設備

第1款 電気通信事業の用に供する電

気通信設備'(第41条 一第48条)

第2款 端末設備の接続等(第49条 一

第55条)

第5節 指定試験機関及び指定認定機関

第1款 指定試験機関(第56条 一第67

条)

第2款 指定認定機関(第68条 一第72

条)

第3章 土地の使用(第73条 一第88条)

第4章 雑則(第89条 一第99条)

第5章 罰則(第100条 一第114条)

附則

第1章 総則

(目的)

第1条 この法律は,電 気通信事業の公共性

にかんがみ,そ の運営を適正かつ合理的な

ものとする.ことにより,電 気通信役務の円

滑な提供を確保するとともにその利用者の

利益を保護 し,も つて電気通信の健全な発

達及び国民の利便の確保を図 り,公 共の福

祉を増進することを目的とする。

(定義)

第2条 この法律において,次 の各号に掲げ

る用語の意義は,当 該各号に定めるところ

による。

1電 気通信 有線,無 線その他の電磁的

方式により,符 号,音 響又は影像を送 り,

伝えジ又は受けることをいう。

2電 気通信設備 電気通信 を行うための

機械,器 具,線 路その他の電気的設備 を

いう。

3電 気通信役務 電気通信設備を用いて

他人の通信を媒介 し,そ の他電気通信設

備 を他人の通信の用に供することをい

う。

4電 気通信事業 電気通信役務を他人の

需要に応ずるために提供する事業(有 線
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ラジオ放送業務の運用の規正に関する法

律(昭 和26年 法律第135号)第2条 に規

定する有線ラジオ放送,有 線放送電話 に

関する法律(昭 和32年 法律第152号)第

2条 第1項 に規定 する有線放送電話役

務,有 線テ レビジョン放送法(昭 和47年

法律第114号)第2条 第1項 に規定す る

有線テレビジョン放送及び同法(第9条

の規定による有線テレビジョン放送施設

の使用め承諾に係る事業を除く。)をいう。

5電 気通信事業者 電気通信事業を営む

ことについて,第9条 第1項 の許可を受

けた者,第22条 第1項 の規定による届出

をした者及び第24条 第1項 の登録を受 け

た者をいう。

6電 気通信業務 電気通信事業者の行 う

電気通信役務の提供の業務 をいう。

(検閲の禁止)

第3条 電気通信事業者の取扱中に係 る通信

は,検 閲してはならない。

(秘密の保護)

第4条 電気通信事業者の取扱中に係る通信

の秘密は,侵 してはならない。

2電 気通信事業に従事する者は,在 職中電

気通信事業者の取扱中に係る通信に関 して

知 り得た他人の秘密を守らなければならな

い。その職を退いた後においても,同 様と

する。

(電気通信事業に関する条約)

第5条 電気通信事業 に関 し条約に別段の定

めがあるときは,そ の規定による。

第2章 電気通信事業

第1節 総則

(事業の種類)

第6条 電気通信事業の種類は,第1種 電気

1.電 気通信事業法(抄 録)

通信事業及び第2種 電気通信事業とする。

2第1種 電気通信事業は,電 気通信回線設

備(送 信の場所と受信の場所との間を接続

する伝送路設備及びこれと一体 として設置

される交換設備並びにこれらの附属設備 を

いう。以下同 じ。)を設置 して電気通信役

務を提供する事業とする。

3第2種 電気通信事業は,第1種 電気通信

事業以外の電気通信事業とする。

(利用の公平)

第7条 電気通信事業は,電 気通信役務の提

供について,不 当な差別的取扱 いをしては

ならない。

(重要通信の確保)

第8条 電気通信事業者は,天 災,事 変その

他の非常事態が発生 し,又 は発生するおそ

れがあるときは,災 害の予防若 しくは救援,

交通,通 信若 しくは電力の供給の確保又は

秩序の維持のために必要な事項を内容とす

る通信を優先的に取り扱わなければならな

い。公共の利益のため緊急に行うことを要

するその他の通信であつて郵政省令で定め

るものについても,同 様とする。

2前 項の場合において,電 気通信事業者は,

必要があるときは,郵 政省令で定める基準

に従い,電 気通信業務の一部を停止するこ

とができる。

第2節 事業の許可等

第1款 第1種 電気通信事業

(第1種 電気通信事業の許可)

第9条 第1種 電気通信事業 を営もうとする

者は,郵 政大臣の許可を受けなければなら

ない。

2前 項の許可 を受けようとする者は,郵 政

省令で定めるところにより,次 の事項 を記
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載 した申請書を郵政大臣に提出しなければ

ならない。

1氏 名又は名称及び住所並びに法人にあ

つては,そ の代表者の氏名

2郵 政省令で定める区分 による電気通信

役務の種類及びその態様

3業 務区域

4電 気通信設備の概要

3前 項の申請書には,事 業計画書その他郵

政省令で定める書類を添付 しなければな ら

ない。

(許可の基準)

第10条 郵政大臣は,前 条第1項 の許可の申

請が次の各号に適合 していると認めるとき

は,同 項の許可をしなければならない。

1そ の事業の提供に係る電気通信役務が

その業務区域における需要 に照 らし適

切なものであること。

2そ の事業の開始によつて,当 該事業 を

行 う区域又 は区間の全部又は一部 につ

いて電気通信事業 の用に供する電気通

信回線設備が著 しく過剰 とならない こ

と。

3そ の事業 を適確 に遂行するに足 りる経

理的基礎及び技術的能力があること。

4そ の事業の計画が確実かつ合理的であ

ること。

5そ の他その事業の開始が電気通信の健

全な発達のために適切であること。

(許可の欠格事由)

第11条 郵政大臣は,前 条の規定にかかわら

ず,次 の各号の1に 該当する者に対 しては,

第9条 第1項 の許可をしてはならない。

1こ の法律又 は有線電気通信法(昭 和28

年法律第96号)若 しくは電波法(昭 和25
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年法律第131号)の 規定により罰金以上

の刑に処せ られ,そ の執行を終わり,又

はその執行 を受けることがなくなつた日

から2年 を経過 しない者

2第19条 第1項 の規定により許可の取消

しを受け,そ の取消 しの日か ら2年 を経

過 しない者

3法 人又は団体であつて,そ の役員のう

ちに前2号 の1に 該当する者があるもの

4

5

6

7

る者がその代表者であるもの,

者がその役員の3分 の1以 上を占めるも

の又はこれらの者により直接占められる

議決権の割合とこれらの者により他の法

人若 しくは団体を通 じて間接に占められ

る議決権の割合として郵政省令で定める

割合とを合計 した割合が3分 の1以 上で

あるもの

(事業の開始の義務)

第12条 第9条 第1項 の許可を受けた者(以

下 「第1種 電気通信事業者」という。)は,

郵政大臣が指定する期間内に,そ の事業を

開始 しなければならない。

2郵 政大臣は,特 に必要があると認めると

きは,電 気通信役務の種類若 しくは態様又

は業務区域を区分 して前項の期間の指定を

することができる。

3郵 政大臣は,第1種 電気通信事業者から

申請があつた場合において,正 当な理由が

あると認めるときは,第1項 の期間を延長

することができる。

4第1種 電気通信事業者は,そ の事業の開

日本の国籍を有 しない人

外国政府又はその代表者

外国の法人又は団体

法人又は団体であつて,前3号 に掲げ

これらの



始前 に,第9条 第1項 の許可に係る電気通

信設備(郵 政省令で定めるものを除 く。)

が第41条 第1項 の技術基準に適合すること

について,郵 政大臣の確認を受 けなければ

ならない。

5第1種 電気通信事業者は,そ の事業(第

2項 の規定により電気通信役務の種類若 し

くは態様又は業務区域を区分 して期間の指

定があつたときは,そ の区分に係る事業)

を開始 したときは,遅 滞なく,そ の旨を郵

政大臣に届け出なければならない。

(氏名等の変更)

第13条 第1種 電気通信事業者は,第9条 第

2項 第1号 の事項 に変更があつたときは,

遅滞なく,そ の旨を郵政大臣に届け出なけ

ればならない。

(電気通信役務の種類等の変更)

第14条 第1種 電気通信事業者は,第9条 第

2項 第2号 から第4号 までの事項を変更 し

ようとするときは,郵 政大臣の許可を受け

なければならない。ただし,郵 政省令で定

める軽微 な変更については,こ の限りでな

い。

2第1種 電気通信事業者は,前 項ただし書

の郵政省令で定める軽微な変更をしたとき

は,遅 滞 なく,そ の旨を郵政大臣に届け出

なければならない。

3第10条 及 び第11条(第2号 を除く。)の

規定は,第1項 の許可について準用する。

4第12条 の規定は,第1項 の場合(業 務区

域の減少の場合 を除 く。)に 準用する。こ

の場合において,同 条第1項 及び第4項 中

「第9条 第1項 」とあるのは,「第14条 第

1項 」と読み替えるものとする。

(業務の委託)

1.電 気通信事業法(抄 録)

第15条 第1種 電気通信事業者 は,電 気通信

業務の一部を委託 しようとするときは,郵

政大臣の認可を受けなければならない。

2郵 政大臣は,前 項の認可の申請が次の各

号に適合 していると認めるときは,同 項の

認可をしなければならない。

1'そ の電気通信役務 を効率的に提供する

ために当該委託を必要とする特別の事情

があること。

2受 託者が当該業務 を行うのに適 してい

る者であること。

(事業の休止及び廃止並びに法人の解散)

第18条 第1種 電気通信事業者は,電 気通信

事業の全部又は一部を休止 し,又 は廃止 し

ようとするときは,郵 政大臣の許可を受け

なければならない。

2前 項の事業の休止の許可は,1年 を超え

る期間についてすることができない。

3第1種 電気通信事業者たる法人の解散の

決議又は総社員の同意は,郵 政大臣の認可

を受けなければ,そ の効力を生 じない。

4郵 政大臣は,第1種 電気通信事業の休止

若 しくは廃止又は法人の解散により公共の

利益が著 しく阻害されるおそれがあると認

める場合を除き,第1項 の許可又は前項の

認可をしなければならない。

(事業の許可の取消 し)

第19条 郵政大臣は,第1種 電気通信事業者

が次の各号の1に 該当するときは,第9条

第1項 の許可を取り消すことができる。

1第12条 第1項 の規定により指定 した期

間(同 条第3項 の規定による延長があつ

たときは,延 長後の期間)内 に事業 を開

始 しないとき。

2前 号に規定する場合のほか,第1種 電
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気通信事業者がこの法律又はこの法律に

基づ く命令若 しくは処分に違反 した場合

において,公 共の利益を阻害すると認め

るとき。

3第11条 各号(第2号 を除 く。)の1に

該当するに至ったとき。

2郵 政大臣は,前 項の規定により第9条 第

1項 の許可を取り消 したときは,文 書によ

りその理由を付 して通知 しなければならな

い。

(変更の許可の取消 し)

第20条 郵政大臣は,第14条 第1項 の規定に

より第9条 第2項 第2号 から第4号 までの

事項の変更の許可を受けた第1種 電気通信

事業者が,第14条 第4項 において準用する

第12条 第1項 の規定 によ り指定 した期間

(第14条第4項 において準用する第12条 第

3項 の規定による延長があつたときは,延

長後の期間)内 にその事項を変更をしない

ときは,そ の許可を取 り消すことができる。

2前 条第2項 の規定は,前 項の場合に準用

する。

第2款 第2種 電気通信事業

(第2種 電気通信事業の種類)

第21条 第2種 電気通信事業の種類は,一 般

第2種 電気通信事業及び特別第2種 電気通

信事業とする。

2一 般第2種 電気通信事業は,特 別第2種

電気通信事業以外の第2種 電気通信事業と

する。

3特 別第2種 電気通信事業は,電 気通信設

備を不特定かつ多数の者の通信の用に供す

る第2種 電気通信事業であつて当該設備の

規模が電気通信回線の収容能力を基礎とし

て政令で定める基準を超える規模であるも

の及び本邦外の場所との間の通信を行 うた

めの電気通信設備を他人の通信の用に供す

る第2種 電気通信事業 とする。

(一般第2種 電気通信事業の届出)

第22条 一般第2種 電気通信事業を営もうと

する者は,郵 政省令で定めるところにより,

次の事項を記載 した書類を添えて,そ の旨

を郵政大臣に届け出なければならない。

1氏 名又は名称及び住所並びに法人にあ

つては,そ の代表者の氏名

2郵 政省令で定める区分 による電気通信

役務の種類及びその態様

2前 項の届出をした者(以 下 「一般第2種

電気通信事業者」 という。)は,同 項第1

号の事項に変更があつたときは,遅 滞なく,

その旨を郵政大臣に届け出なければならな

い。

3一 般第2種 電気通信事業者は,第1項 第

2号 の事項を変更 しようとするときは,そ

の旨を郵政大臣に届 け出なければな らな

い。ただし,郵 政省令で定める軽微な変更

については,こ の限りでない。

(特別第2種 電気通信事業の登録)

第24条 特別第2種 電気通信事業を営 もうと

する者は,郵 政大臣の登録を受けなければ

ならない。

2前 項の登録を受けようとする者は,郵 政

省令で定めるところにより,次 の事項を記

載 した申請書を郵政大臣に提出 しなければ

ならない。

1氏 名又は名称及び住所並びに法人にあ

つては,そ の代表者の氏名

2郵 政省令で定める区分による電気通信

役務の種類及びその態様

3電 気通信設備の概要
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3前 項の申請書には,事 業計画書その他郵

政省令で定める書類を添付 しなければなら

ない。

(登録の実施)

第25条 郵政大臣は,前 条第1項 の登録の申

請があつた場合においては,次 条第1項 の

規定により登録を拒否する場合を除 き,次

の事項を特別第2種 電気通信事業者登録簿

に登録 しなければならない。

1前 条第2項 各号に掲げる事項

2登 録年月日及び登録番号

2郵 政大臣は,前 項の規定による登録 をし

たときは,遅 滞なく,そ の旨を申請者に通

知 しなければならない。

(登録の拒否)

第26条 郵政大臣は,第24条 第2項 の申請書

を提出した者が次の各号の1に 該当すると

き,又 は当該申請書若 しくはその添付書類

のうちに重要な事項について虚偽の記載が

あり,若 しくは重要な事実の記載が欠けて

いるときは,そ の登録を拒否 しなければな

らない。

1こ の法律又は有線電気通信法若 しくは

電波法の規定により罰金以上の刑に処せ

られ,そ の執行を終わり,又 はその執行

を受けることがなくなつた日から2年 を

経過 しない者

2第28条 第1項 の規定により登録の取消

しを受け,そ の取消 しの日から2年 を経

過しない者

3法 人又は団体であつて,そ の役員のう

ちに前2号 の1に 該当する者があるもの

4そ の事業を適確 に遂行するに足 りる経

理的基礎及び技術的能力を有 しない者

2郵 政大臣は,前 項の規定により登録 を拒

否したときは,文 書によりその理由を付 し

て通知 しなければならない。

(変更登録等)

第27条 第24条 第1項 の登録を受けた者(以

下 「特別第2種 電気通信事業者」 という。)

は,同 条第2項 第2号 又は第3号 の事項を

変更 しようとするときは,郵 政大臣の変更

登録を受けなければならない。ただし,郵

政省令で定める軽微な変更については,こ

の限りでない。

2前 項の変更登録を受けようとする者は,

郵政省令で定めるところにより,変 更に係

る事項を記載 した申請書を郵政大臣に提出

しなければならない。

3第24条 第3項,第25条 及び前条の規定は,

第1項 の変更登録 について準用する。この

場合において,第25条 第1項 中 「次の事項」

とあるのは 「変更 に係る事項」 と,前 条第

1項 中 「第24条第2項 の申請書を提出した

者が次の各号の1に 該当するとき,又 は当

該申請書」とあるのは 「変更登録に係る申

請書」と読み替えるものとする。

4特 別第2種 電気通信事業者は,第24条 第

2項 第1号 の事項に変更があったときは,

遅滞なく,そ の旨を郵政大臣に届け出なけ

ればならない。その届出があつた場合には,

郵政大臣は,遅 滞なく,当 該登録を変更す

るものとする。

(登録の取消 し等)

第28条 郵政大臣は,特 別第2種 電気通信事

業者が次の各号の1に 該当するときは,第

24条第1項 の登録 を取 り消すことができ

る。

1特 別第2種 電気通信事業者がこの法律

又はこの法律に基づく命令若 しくは処分
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に違反 した場合において,公 共の利益を

阻害すると認めるとき。

2不 正の手段により第24条第1項 の登録

又 は第27条 第1項 の変更登録 を受けたと

き。

3第26条 第1項 第1号 又は第3号 に該当

するに至ったとき。

2第26条 第2項 の規定は,前 項の場合に準

用する。

(登録の抹消)

第29条 郵政大臣は,次 条において準用する

第23条 第3項 若 しくは第4項 の規定による

電気通信事業の全部の廃止若 しくは解散の

届出があつたとき,又 は前条第1項 の規定

による登録の取消 しをしたときは,当 該特

別第2種 電気通信事業者の登録 を抹消しな

ければならない。

第3節 業務

(契約約款の認可等)

第31条 第1種 電気通信事業者は,電 気通信

役務に関する料金その他の提供条件(郵 政

省令で定める事項及び第49条 第1項 又は第

52条第1項 第1号 の規定により認可を受け

るべき技術的条件 に係 るものを除 く。)に

ついて契約約款を定め,郵 政大臣の認可を

受 けなければならない。これを変更 しよう

とするときも,同 様とする。

2郵 政大臣は,前 項の認可の申請が次の各

号に適合 していると認めるときは,同 項の

認可をしなければならない。

1料 金が能率的な経営の下における適正

な原価に照 らし公正妥当なものであるこ

と。

2料 金の額の算出方法が適正かつ明確に

定められていること。
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3第1種 電気通信事業者及びその利用者

(電気通信事業者との間に電気通信役務

の提供 を受 ける契約 を締結する者をい

う。以下同 じ。)の 責任 に関する事項並

びに電気通信設備の設置の工事その他の

工事に関する費用の負担の方法が適正か

つ明確に定められていること。

4電 気通信回線設備の使用の態様を不当

に制限するものでないこと。

5特 定の者 に対 し不当な差別的取扱いを

するものでないこと。

6第8条 第1項 の通信に関する事項につ

いて適切 に配慮されているものであるこ

と。

3第1種 電気通信事業者は,第1項 の規定

により契約約款で定めるべき提供条件につ

いては,同 項の認可を受けた契約約款によ

らなければ電気通信役務 を提供 してはなら

ない。ただし,次 項の規定により電気通信

役務の料金を減免する場合は,こ の限りで

ない。

4第1種 電気通信事業者は,郵 政省令で定

める基準に従い,契 約約款で定める電気通

信役務の料金を減免することができる。

5特 別第2種 電気通信事業者は,電 気通信

役務に関する科金その他の提供条件(郵 政

省令 で定 める事項に係るものを除 く。)に

ついて契約約款を定め,そ の実施前に,郵

政大臣に届け出なければならない。これを

変更 しようとするときも,同 様 とする。

6第3項 及び第4項 の規定は,特 別第2種

電気通信事業者による電気通信役務の提供

に係 る提供条件について準用する。この場

合において,第3項 中 「同項の認可を受け

た」 とあるのは,「第5項 の規定により届



け出た」 と読み替えるものとする。

(契約約款の掲示)

第32条 第1種 電気通信事業者又は特別第2

種電気通信事業者は,前 条第1項 の認可を

受けた契約約款(第49条 第1項 又は第52条

第1項 第1号 の規定により認可 を受けた技

術的条件 を含 む。第111条 第2号 において

同 じ。)又 は前条第5項 の規定により届け

出た契約約款を,営 業所その他の事業所に

おいて公衆の見やすいように掲示 しておか

なければならない。

2前 項の規定は,前 条第1項 又は第5項 の

郵政省令で定める事項 に係る提供条件につ

いて準用する。

(会計の整理)

第33条 第1種 電気通信事業者 は,電 気通信

役務に関する料金の適正な算定に資するた

め,郵 政省令で定める勘定科目の分類その

他会計に関する手続に従い,そ の会計を整

理 しなければならない。

(提供義務)

第34条 第1種 電気通信事業者 は,正 当な理

由がなければ,そ の業務区域における電気

通信役務の提供を拒んではならない。

(業務の停止等の報告)

第35条 電気通信事業者は,第8条 第2項 の

規定により電気通信業務の一部を停止 した

とき,又 は電気通信業務に関し通信の秘密

の漏えいその他郵政省令で定める重大な事

故が生 じたときは,そ の旨をその理由又は

原因とともに,遅 滞な く,郵 政大臣に報告

しなければならない。

(業務の改善命令)

第36条 郵政大臣は,電 気通信役務の料金そ

の他の提供条件が社会的経済的事情の変動
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により著 しく不適当となり,利 用者の利益

を阻害 していると認めるときは,第1種 電

気通信事業者に対 し,相 当の期限を定め,

第31条 第1項 の認可を受けた契約約款の変

更の認可を申請すべきことを命ずることが

できる。

2郵 政大臣は,第1種 電気通信事業者の業

務の方法に関 し通信の秘密の確保に支障が

あると認めるとき,事 故により電気通信役

務の提供 に支障が生 じている場合に第1種

電気通信事業者がその支障を除去するため

に必要な修理その他の措置を速やかに行わ

ないとき,そ の他第1種 電気通信事業者の

業務の方法が適切でないため利用者の利益

を阻害 していると認めるときは,当 該第1

種電気通信事業者に対 し,利 用者の利益 を

確保するために必要な限度において,そ の .

業務の方法を改善すべきことを命ずること

ができる。

第37条 郵政大臣は,一 般第2種 電気通信事

業者及び特別第2種 電気通信事業者(以 下

この条において 「第2種 電気通信事業者」

という。)の 業務の方法 に関 し通信の秘密

の確保に支障があると認めるとき,事 故に

より電気通信役務の提供に支障が生 じてい

る場合に第2種 電気通信事業者がその支障

を除去するために必要な修理その他の措置

を速やかに行わないとき,そ の他第2種 電

気通信事業者の業務の方法が適切でないた

め利用者の利益を阻害 していると認めると

き,又 は第2種 電気通信事業の経営 により

これと電気通信役務に係る需要 を共通とす

る第1種 電気通信事業の当該需要に係る電

気通信回線設備の保持が経営上困難となる

ため公共の利益が著 しく阻害 されるおそれ
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があると認めるときは,当 該第2種 電気通

信事業者に対 し,利 用者の利益又は公共の

利益 を確保するために必要 な限度におい

て,業 務の方法の改善その他の措置 をとる

べきことを命ずることができる。

(電気通信設備の接続又は共用に関する協

定)

第38条 第1種 電気通信事業者は,他 の第1

種電気通信事業者と電気通信設備の接続又

は共用に関する協定を締結 しようとすると

きは,郵 政大臣の認可 を受 けなければなら

ない。これを変更 しようとするときも,同

様とする。

2郵 政大臣は,当 該協定が公共の利益を増

進するものであるときは,前 項の認可をし

なければならない。

(電気通信設備の接続又は共用に関する命

令)

第39条 郵政大臣は,電 気通信設備の接続又

は共用に関する第1種 電気通信事業者間の

協議が調わない場合又 は協議をすることが

できない場合で,当 事者から申立てがあつ

た場合において,当 該接続又は共用が公共

の利益を増進するために特に必要であり,

かつ,適 切であると認めるときは,当 該接

続又 は共用に関し,前 条第1項 の規定によ

る協定を締結すべきことを命ずることがで

きる。

2前 項の規定 による命令があつた場合にお

いて,当 事者が取得 し,若 しくは負担すべ

き金額又は接続若 しくは共用の条件その他

協定の細目について当事者間の協議が調わ

ないとき,又 は協議をすることができない

ときは,当 事者は,郵 政大臣の裁定を申請

することができる。

3郵 政大臣は,前 項の規定による裁定の申

請 を受理 したときは,そ の旨を他の当事者

に通知 し,期 間を指定して答弁書を提出す

る機会を与えなければならない。

4郵 政大臣は,第2項 の裁定 をしたときは,

遅滞なく,そ の旨を当事者に通知 しなけれ

ばならない。

5第2項 の裁定があつたときは,そ の裁定

の定めるところに従い,当 事者間に協議が

調ったものとみなす。

6第2項 の裁定のうち当事者が取得 し,又

は負担すべ き金額 について不服のある者

は,そ の裁定があつたことを知った日から

三月以内に,訴 えをもつてその金額の増減

を請求することができる。

7前 項の訴えにおいては,他 の当事者を被

告とする。

8第2項 の裁定についての異議申立てにお

いては,当 事者が取得 し,又 は負担すべき

金額についての不服をその裁定の不服の理

由とすることができない。

(外国政府等との協定等の認可)

第40条 第1種 電気通信事業者及 び特別第2

種電気通信事業者は,外 国政府又は外国人

若 しくは外国法人との間に,電 気通信業務

に関する協定又は契約であつて郵政省令で

定める重要な事項 を内容とするものを締結

し,変 更 し,又 は廃止しようとするときは,

郵政大臣の認可を受けなければならない。

第4節 電気通信設備

第1款 電気通信事業の用に供す

る電気通信設備

(電気通信設備の維持)

第41条 第1種 電気通信事業者及び特別第2

種電気通信事業者は,そ の電気通信事業の
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用に供する電気通信設備(以 下 「事業用電

気通信設備」 という。)を 郵政省令で定め

る技術基準に適合するように維持 しなけれ

ばならない。

2前 項の技術基準は,こ れにより次の事項

(特別第2種 電気通信事業者に係るものに

あつては,第1号 から第3号 までの事項)

が確保されるものとして定められなければ

ならない。

1電 気通信設備の損壊又 は故障により,

電気通信役務の提供 に著 しい支障を及ぼ

さないようにすること。

2電 気通信役務の品質が適正であるよう

にすること。

3通 信の秘密が侵されないようにするこ

と。

4利 用者又は他の電気通信事業者の接続

する電気通信設備を損傷 し,又 はその機

能に障害を与えないようにすること。

5他 の電気通信事業者の接続する電気通

信設備との責任の分界が明確であるよう

にすること。

(技術基準適合命令)

第42条 郵政大臣は,事 業用電気通信設備が

前条第1項 の郵政省令で定める技術基準に

適合 していないと認めるときは,第1種 電

気通信事業者又は特別第2種 電気通信事業

者に対 し,そ の技術基準に適合するように

当該設備を修理し,若 しくは改造すること

を命 じ,又 はその使用を制限することがで

きる。

(管理規程)

第43条 第1種 電気通信事業者及び特別第2

種電気通信事業者は,電 気通信役務の確実

かつ安定的な提供を確保するため,郵 政省
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令で定めるところにより,事 業用電気通信

設備の管理規程を定め,事 業の開始前に,

郵政大臣に届け出なければならない。

2第1種 電気通信事業者及び特別第2種 電

気通信事業者 は,管 理規程を変更 したとき

は,遅 滞なく,変 更した事項 を郵政大臣に

届け出なければならない。

(電気通信主任技術者)

第44条 第1種 電気通信事業者及び特別第2

種電気通信事業者は,事 業用電気通信設備

の工事,維 持及び運用に関する事項を監督

させるため,郵 政省令で定めるところによ

り,電 気通信主任技術者資格者証の交付を

受けている者のうちから,電 気通信主任技

術者を選任 しなければならない。

2第1種 電気通信事業者及び特別第2種 電

気通信事業者は,前 項の規定により電気通

信主任技術者 を選任 したときは,遅 滞なく,

その旨を郵政大臣に届け出なければならな

い。これを解任 したときも,同 様とする。

(電気通信主任技術者資格者証)

第45条 電気通信主任技術者資格者証の種類

は,伝 送交換技術及び線路技術 について郵

政省令で定める。

2電 気通信主任技術者資格者証の交付を受

けている者が監督することができる電気通

信設備の工事,維 持及び運用に関する事項

の範囲は,前 項の電気通信主任技術者資格

者証の種類に応 じて郵政省令で定める。

3郵 政大臣は,次 の各号の1に 該当する者

に対 し,電 気通信主任技術者資格者証を交

付する。

1電 気通信主任技術者試験に合格 した者

2電 気通信主任技術者資格者証の交付を

受けようとする者の養成課程で,郵 政大
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臣が郵政省令で定める基準に適合するも

のであることの認定をしたものを修了 し

た者

3前2号 に掲げる者と同等以上の専門的

知識及び能力を有すると郵政大臣が認定

した者

4郵 政大臣は,前 項の規定にかかわらず,

次の各号の1に 該当する者に対 しては,電

気通信主任技術者資格者証の交付を行わな

いことができる。

1次 条の規定により電気通信主任技術者

資格者証の返納を命ぜられ,そ の日から

1年 を経過 しない者

2こ の法律の規定により罰金以上の刑に

処せ られ,そ の執行を終わ り,又 はその

執行 を受 けることがな くなつた日か ら2

年を経過 しない者

5電 気通信主任技術者資格者証の交付に関

する手続的事項は,郵 政省令で定める。

(電気通信主任技術者資格者証の返納)

第46条 郵政大臣は,電 気通信主任技術者資

格者証 を受けている者がこの法律又はこの

法律 に基づ く命令の規定に違反 したとき

は,そ の電気通信主任技術者資格者証の返

納を命ずることができる。

(電気通信主任技術者試験)

第47条 電気通信主任技術者試験は,電 気通

信設備の工事,維 持及び運用に関して必要

な専門的知識及び能力について行う。

2電 気通信主任技術者試験は,電 気通信主

任技術者資格者証の種類 ごとに,郵 政大臣

が行 う。

3電 気通信主任技術者試験の試験科目,受

験手続その他電気通信主任技術者試験の実

施細目は,郵 政省令で定める。

(電気通信主任技術者の義務)

第48条 電気通信主任技術者は,事 業用電気

通信設備の工事,維 持及び運用に関する事

項の監督の職務 を誠実に行わなければなら

ない。

第2款 端末設備の接続等

(端末設備の接続の技術基準)

第49条 第1種 電気通信事業者は,利 用者か

ら端末設備(電 気通信回線設備の1端 に接

続される電気通信設備であつて,1の 部分

の設置の場所が他の部分の設置の場所と同

一の構内(こ れに準ずる区域内 を含 む
。)

又は同一の建物内であるものをいう。以下

同 じ。)を その電気通信回線設備に接続す

べき旨の請求を受けたときは,そ の接続が

郵政省令で定める技術基準(当 該第1種 電

気通信事業者が郵政大臣の認可を受けて定

める技術的条件を含む。次項及び第51条 に

おいて同 じ。)に適合 しない場合その他郵

政省令で定める場合を除き,そ の請求を拒

むことができない。

2前 項の技術基準は,こ れにより次の事項

が確保 されるものとして定められなければ

ならない。

1電 気通信回線設備を損傷 し,又 はその

機能に障害を与えないようにすること。

2電 気通信回線設備を利用する他の利用

者に迷惑を及ぼさないようにすること。

3第1種 電気通信事業者の設置する電気

通信回線設備 と利用者の接続する端末設

備 との責任の分界が明確であるようにす

ること。

(端末機器技術基準適合認定)

第50条 郵政大臣は,申 請 により,郵 政省令

で定める種類の端末設備の機器(以 下 「端
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末機器」という。)に ついて,前 条第1項

の郵政省令で定める技術基準に適合 してい

ることの認定(以 下 「技術基準適合認定」

という。)を行う。

2郵 政大臣は,技 術基準適合認定をしたと

きは,郵 政省令で定めるところにより,そ

の端末機器に技術基準適合認定をした旨の

表示を付するものとする。

3技 術基準適合認定を受けた端末機器以外

の端末機器には,前 項(第72条 において準

用する場合 を含む。)の表示又 はこれと紛

らわしい表示 を付 してはならない。

(端末設備の接続の検査)

第51条 利用者は,技 術基準適合認定を受け

た端末機器を接続する場合その他郵政省令

で定める場合を除き,端 末設備を接続 した

ときは,第1種 電気通信事業者の検査を受

け,そ の接続が第49条 第1項 の技術基準に

適合 していると認められた後でなければ,

これを使用 してはならない。これを変更 し

たときも,同 様とする。

2第1種 電気通信事業者は,端 末設備に異

常がある場合その他電気通信役務の円滑な

提供に支障がある場合において必要と認め

るときは,利 用者に対 し,そ の端末設備の

接続が第49条 第1項 の技術基準に適合する

かどうかの検査を受けるべきことを求める

ことができる。 この場合において,当 該利

用者は,正 当な理由がある場合その他郵政

省令で定める場合を除き,そ の請求を拒ん

ではならない。

3前2項 の検査に従事する者は,そ の身分.

を示す証明書 を携帯 し,関 係人に提示 しな

ければならない。

(自営電気通信設備の接続)

第52条 第1種 電気通信事業者は,第1種 電

気通信事業者以外の者からその電気通信設

備(端 末設備以外のものに限る。以下 「自

営電気通信設備」 という。)を その電気通

信回線設備に接続すべき旨の請求を受けた

ときは,次 に掲げる場合を除き,そ の請求

を拒むことができない。

1そ の自営電気通信設備の接続が,郵 政

省令で定める技術基準(当 該第1種 電気

通信事業者が郵政大臣の認可を受けて定

める技術的条件を含む。)に 適合 しない

とき。

2そ の自営電気通信設備を接続すること

により当該第1種 電気通信事業者の電気

通信回線設備の保持が経営上困難となる

ことについて当該第1種 電気通信事業者

が郵政大臣の認定を受けたとき。

2第49条 第2項 の規定は前項第1号 の技術

基準について,前 条の規定は同項の請求に

係 る自営電気通信設備の接続の検査につい

て準用する。この場合において,同 条第1

項及び第2項 中 「第49条第1項 の技術基準」

とあるのは,「第52条 第1項 第1号 の技術

基準(同 号の技術的条件 を含む。)」と読み

替えるものとする。

(工事担任者による工事の実施及び監督)

第53条 利用者は,端 末設備又は自営電気通

信設備を接続するときは,工 事担任者資格

者証の交付を受 けている者(以 下 「工事担

任者」 という。)に,当 該工事担任者資格

者証の種類に応 じ,こ れに係る工事を行わ

せ,又 は実地に監督させなければならない。

ただし,郵 政省令で定める場合は,こ の限

りでない。

2工 事担任者は,そ の工事の実施又は監督
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の職務を誠実に行わなければならない。

(工事担任者資格者証)

第54条 工事担任者資格者証の種類及び工事

担任者が行い,又 は監督することができる

端末設備若 しくは自営電気通信設備の接続

に係る工事の範囲は,郵 政省令で定める。

2第45条 第3項 か ら第5項 まで及び第46条

の規定は,工 事担任者資格者証について準

用する。この場合において,第45条 第3項

第1号 中 「電気通信主任技術者試験」とあ

るのは 「工事担任者試験」 と,同 項第3号

中 「専門的知識及び能力」とあるのは 「知

識及び技能」 と読み替えるものとする。

(工事担任者試験)

第55条 工事担任者試験は,端 末設備及び自

営電気通信設備の接続 に関 して必要な知識

及び技能について行 う。

2第47条 第2項 及び第3項 の規定は,工 事

担任者試験について準用する。この場合に

おいて,同 条第2項 中 「電気通信主任技術

者資格者証」 とあるの は,「工事担任者資

格者証」と読み替えるものとする。

第4章 雑則

(適用除外等)

第90条 この法律の規定は,次 に掲げる電気

通信事業については,適 用 しない。

1専 ら1の 者(電 気通信業者たる1の 者

を除く。)に 電気通信役務 を提供する電

気通信事業

2そ の1の 部分の設置の場所が他の部分

の設置の場所と同一の構内(こ れに準ず

る区域内を含む。)又 は同一の建物内で

ある電気通信設備その他郵政省令で定め

る基準に満たない規模の電気通信設備に

より電気通信役務を提供する電気通信事

業

3電 気通信設備を用いて他人の通信を媒

介する電気通信役務以外の電気通信役務

を提供する第2種 電気通信事業

2前 項の規定にかかわらず,第3条 及び第

4条 の規定は,同 項各号に掲げる電気通信

事業を営む者の取扱中に係る通信について

も適用する。

(外国人等の取得 した株式の取扱い)

第91条 証券取引所に上場されている株式又

はこれに準ずるものと して郵政省令で定め

る株式を発行 している会社である第1種 電

気通信事業者は,そ の株式を取得 した第11

条第4号 か ら第6号 までに掲げる者又はこ

れらの者の占める議決権の割合が郵政省令

で定める割合以上である法人若 しくは団体

(次項において 「外国人等」という。)から,

その氏名及び住所を株主名簿に記載するこ

との請求を受けた場合において,そ の請求

に応ずることにより同条第7号 に該当する

こととなるときは,そ の氏名及び住所を株

主名簿 に記載することを拒むことができ

る。

2前 項の第1種 電気通信事業者は,郵 政省

令で定めるところにより,外 国人等がその

議決権に占める割合を公告 しなければなら

ない。ただし,そ の割合が郵政省令で定め

る割合に達 しないときは,こ の限りでない。

(報告及び検査)

第92条 郵政大臣は,こ の法律の施行に必要

な限度において,電 気通信事業者に対 し,

その事業に関 し報告をさせ,又 はその職員

に,第1種 電気通信事業者若 しくは特別第

2種 電気通信事業者の営業所,事 務所その

他の事業場に立 ち入り,電 気通信設備,帳
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簿,書 類その他の物件 を検査させることが

できる。

2郵 政大臣は,こ の法律の施行に必要な限

度において,指 定試験機関若 しくは指定認

定機関に対 し,そ の業務に関し報告をさせ,

又はその職員 に,指 定試験機関若 しくは指

定認定機関の事務所若 しくは事業所に立ち

入 り,帳 簿,書 類その他の物件を検査させ

ることができる。

3前2項 の規定により立入検査をする職員

は,そ の身分を示す証明書を携帯 し,関 係

人に提示 しなければならない。

4第1項 及び第2項 の規定による立入検査

の権限は,犯 罪捜査のために認められたも

のと解釈 してはならない。
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目本電信電話株式会社法(抄録)

(目的及び事業)

第1条 日本電信電話株式会社(以 下 「会社」

という。)は 国内電気通信事業 を経営する

ことを目的とする株式会社とする。

2会 社は,前 項の事業を営むほか,郵 政大

臣の認可を受けて,こ れに附帯する業務そ

の他同項の目的を達成するために必要な業

務を営むことができる。

(責務)

第2条 会社は,前 条の事業を営むに当たっ

ては,常 に経営が適正かつ効率的に行われ

るように配意し,国 民生活に不可欠な電話

の役務を適切な条件で公平に提供すること

により,当 該役務のあまねく日本全国にお

ける安定的な供給の確保に寄与するととも

に,今 後の社会経済の進展に果たすべき電

気通信の役割の重要性にかんがみ,電 気通

信技術に関する実用化研究及び基礎的研究

の推進並びにその成果の普及を通 じて我が

国の電気通信の創意 ある向上発展 に寄与

し,も って公共の福祉の増進に資するよう

努めなければならない。

(株式)

第4条 会社の株式は,記 名式とし,政 府,

地方公共団体,日 本国民又は日本国法人で

あつて社員,株 主若 しくは業務を執行する

役員の半数以上,資 本若 しくは出資の半額

以上若 しくは議決権の過半数が外国人若 し

くは外国法人に属 さないものに限り,所 有

することができる。

2政 府は,常 時,会 社の発行済株式の総数

の3分 の1以 上に当たる株式 を保有 してい

なければならない。

3会 社は,新 株を発行 しようとするときは,

郵政大臣の認可を受けなければならない。

転換社債又は新株引受権附社債 を発行しよ

うとするときも,同 様 とする。

(政府保有の株式の処分)

第5条 政府の保有する会社の株式の処分

は,そ の年度の予算 をもつて国会の議決を

経た限度数の範囲内でなければならない。

(取締役及び監査役の選任等の決議)

第9条 会社の取締役及び監査役の選任及び

解任の決議は,郵 政大臣の認可を受けなけ

れば,そ の効力を生 じない。

(定款の変更等)

第10条 会社の定款の変更,利 益の処分,合

併及び解散の決議は,郵 政大臣の認可を受

けなければ,そ の効力を生 じない。

2前 項の合併の決議(会 社 と第1種 電気通
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信事業(電 気通信事業法(昭 和59年 法律第

86号)第6条 第2項 に規定する第1種 電気

通信事業 をいう。)を営 まない法人 との合

併であつて会社が存続するものについての

決議を除 く。)についての郵政大臣の認可

は,同法第16条 第2項 の規定の適用 につい

ては,同 項の認可とみなす。

(事業計画)

第11条 会社は,毎 営業年度の開始前に,そ

の営業年度の事業計画を定め,郵 政大臣の

2.日 本電信電話株式会社法(抄 録)

、認可を受けなければならない。これを変更

しようとするときも,同 様 とする。

(監督)

第15条 会社は,郵 政大臣がこの法律の定め

るところに従い監督する。

2郵 政大臣は,こ の法律 を施行するため特

に必要があると認めるときは,会 社に対 し,

その業務に関 じ監督上必要 な命令をするこ

とができる。
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新世代コンピュータの動き

第1章 第5世 代コンピュータの研究開発状況

第2章 自動翻訳



n編1部 新世代 コンピュータの動き

1

第5世 代コンピュータの

研究開発状況

1.研 究開発の基本的な考え方

第1世 代 コンピュータか ら第4世 代 コン

ピュータまでの世代名は,素 子技術の発展段

階に従ってつけられたが,第5世 代は,素 子

技術の発展の延長でつけたものではな く,

1990年代に要求される新 しい機能 「知識情報

処理」 を指向した全く新 しい概念に基づ くコ

ンピュータである。

第5世 代 コンピュータは,知 識情報処理を

効率よく行 うためのもつべき機能として,次

の4点 を考えている。すなわち,問 題解決推

論機能,知 識ベース管理機能,知 的インタフ

ェース機能,お よび知的プログラミング機能

である。 これから述べる各研究課題 も,基 本

的にはこれらの機能の実現を目指 したもので

ある。

研究開発にあたっての基本的な考え方の第

1は,論 理型プログラミングによる知識情報

処理の実現であり,第2に 効率 よい論理型プ

ログラミング,大 規模な知識情報の迅速な処

理の実現である。 これらの実現のためには,

強力なコンピューティング ・パワーが必要に

なり,そ の1つ の方法として,並 列アーキテ

クチャを考えている。

したがって,並 列アーキテクチャをベース

にした論理型プログラミングにより,知 識情

報処理を実現 しようというのが,第5世 代 コ

ンピュータ開発における基本的な考え方であ

る。

これ らの並列アーキテクチャを実現するた

めには,VLSI技 術が必要であるが,第5世

代コンピュータ開発プロジェク トとしては,

国の他のプロジェク ト,な いしは各企業で行

われている ▽LSIの 研究成果 を利用 しなが

1-1-1図 第5世 代コンピュータ研究開発の基
本的考え方

知識情報処理

∩

論理型プログラミング

∩
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並 列 ア ー キテ クチ ャ
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ら,第5世 代 コンピュー タの開発 を進 めるこ

とと している。

以上 の関係 を示 したの が1-1-1図 で あ

る。

1章 第5世 代コ ンピュータの研究 開発状 況

システム的な観点からのアプローチは,中

期以降に行うため,中 期においては,従 来の

基本技術 の開発 におけるアプローチに加え

て,シ ステム的なアプローチが加わることに

なる。

2.計 画概要 と研究開発体制

2.1計 画概要

開発スケジュールは,前 期3年 間(57年 度

～59年度)で 基本技術の開発を行い,中 期4

年間(60年 度～63年度)で サブシステムの開

発を行い,後 期3年 間(64年 度一一66年度)で

トータル ・システムの開発 を行 うこととして

いる。

前期は基本技術の開発が中心であるが,別

の観点か らすれば,そ れぞれの基本技術の開

発を,そ れぞれにクローズ した枠内で実施 し

ている。

したがって,研 究を進めている課題そのも

のがすべてベ クトルを合わせているわけでは

なく,そ れぞれの研究分野のなかでの最適な

ものを求めて,比 較 ・評価等を行っている。

1-1-2図

(財)新 世代 コンピュータ技術

開 発 機構(ICOT)組 織 図

2.2研 究開発体制

第5世 代 コンピュータの研究開発 を進める

中心組織 は(財)新世代 コンピュータ技術開発機

構(ICOT)(1-1-2図 参照)で あり,知

識情報処理の中核 となる技術の研究開発 を

行ってお り,メ ーカーは,ICOTか らの委託

により,目 標範囲が明確になったテーマの具

体化等の研究開発を実施 している。さらに,

大学 ・研究機関の支援 を得 るため,ア ドバイ

ザー ・グループ(約100名)が 設置 され,プ ロ

ジェクト推進に関するア ドバイスを得ている。

また,世 界の英知を結集 し,広 い視野か ら

の研究開発を行うため,ICOT研 究員の海外

派遣,海 外研究者の招へいを通 し,幅 広 く意

見交換を行っている。'

ICOTの 研究所(所 長 ・渕一博)は,約45
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名の研究員からなり,研 究開発活動の計画 ・

調整等 を行 う研究計画部,推 論サ ブシステ

ム ・知識ベース ・サブシステムの研究を行う

第1研 究室,基 礎 ソフ トウェアの研究を行う

第2研 究室,ソ フ トウェア開発用パ イロッ

ト・モデルの開発を行 う第3研 究室に分かれ

ている。

3.前 期研究課題

前期 の研究課題 は推論 サ ブシステム,知 識

ベース ・サ ブシス テム,基 礎 ソフ トウェアそ

して ソフ トウェア開発用パ イロ ッ ト・モ デル

の4課 題 を設定 し,研 究 を進 めている。

この うち の推論 サ ブ シス テ ム,知 識 ベ ー

ス ・サ ブ シス テム はハ ー ドウェ ア,ア ーキ テ

クチ ャに関す る研 究 であ り,基 礎 ソフ トウェ

ア ・システム はソフ トウェア研究 で ある。 こ

の間 のイ ンタフェース を規定 す るものが,核

言語であ る(後 述)。

最後の ソフ トウェア開発用パ イロッ ト・モ

デル は,ソ フ トウ ェア開発 の効率化 を図るた

めの ツー ルづ くりと い う課 題 で あ ると と も

に,第5世 代 コンピュータ実現 へ向けたマ イ

ル ・ス トー ンの第 一 歩 と して の成 果 で もあ

る。

3.1推 論サブシステム

複雑で大規模な知識情報処理の実現を考え

た場合に解決 しなければならない大きな問題

は,前 述 したとお り,強 力なコンピューティ

ング ・パ ワーの実現である。

強力なコンピューティング ・パ ワーの実現

には,2つ の方法があり,1つ は,並 列処理

による解決策,も う1つ は回路素子動作の高

速化による解決策である。

この うち回路素子動作の高速化 について

は,主 として,ほ かのプロジェク ト等で行わ

れている研究の成果を利用することにして,

ICOTに おいては並列処理の実現を中心に進

めていく計画である。

この研 究開発 は,機 能 メカニズム別 モ

ジュールと動作実験用 シミュ レータに分かれ

ており,57年 度では概念設計,機 能設計,58

年度に詳細設計とモジュール試作を行った。

このモジュール試作は59年度の半ばぐらいま

でかかり,そ れから評価にはいる。

前期の目的は,第5世 代 コンピュータで採

用する並列実行方式を決定するために,各 種

の並列実行方式(リ ダクション方式,デ ータ

フロー方式等)の 評価を行うことである。58

年度は 「これらの各方式が論理型プログラム

の実行において並列性をどのぐらい引き出せ

るか」 ということを中心に,ソ フ トウェア ・

シミュレータにより評価を行った。

その結果,各 方式とも,か なりの程度で並

列性 を引き出せるということが判明し,59年

度については,そ の結果を受けて,こ れらの

方式の一部のものについては,実 験 システム

の作成,ま た一部のものは,さ らに種々のシ

ミュレーションを進めていく予定である。

具体的には,デ ータフロー方式等について

はプロセッサー ・エ レメン トが8台 ぐらいの

実験機を試作 している。

3.2知 識ベース ・サブシステム

前述の推論サブシステムが並列に高速の推

論を行 うときには,そ れに合わせて迅速に知

識を提供 しなければならない。そのための基

・本的な研究が
,知 識ベース ・サブシステム研
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究開発の 目的で ある。

前期 において は,知 識 ベース ・マ シンへの

第1ス テ ップとしての リレー シ ョナル ・デー

タ ベ ー ス ・マ シ ン(RDBM)の 構 築 と,

RDBM上 に 知識 を扱 うソフ トウェア を試 作

し,知 識 ベース ・サ ブ システム実 現 に必要 な

各種 の機能 を検討 している。

このような検討 のなかか ら,ン、一 ドウェア,

ア ー キテ クチ ャに反 映 で き る内容 をつ め,

ハ ー ドウェア化 を進 めようとい うのが基本的

な進 め方 である。

RDBMを 知 識 ベー ス ・マ シ ンの 出発点 と

して選 ん だ理由 は,前 述 した ように,第5世

代 コ ン ピュー タ は論 理 型 プロ グ ラ ミング を

ベースに してお り,論 理型 プロ グラ ミングの

基 本 になっている述語論理 に最 も親和性の よ

い デー タベース ・モ デルが関係 デー タベ ース

で あるか らである。 この開発 も,現 状の関係

データベ ー スを単 にハ ー ドウェ ア化 したもの

で はなく,知 識 情報処理 のため知識 を扱 うと

1章 第5世 代 コン ピュータの研 究開発状況

いう点か ら,探 索の融通性にポイン トを置い

た開発になっている。

また,こ のRDBMは,推 論サブシステム

の並列処理に対応できるような処理能力をも

たなければならないことか ら,関 係演算の並

列処理にも重点を置いて開発を進めている。

そのほか,知 識ベース化への移行としては

知識の獲得等の機能があり,こ れについては,

前期では主として基礎 ソフ トウェアのなかで

研究 を進めている。また,RDBMを 開発 し

たもう1つ の目的は,今 後のソフ トウェア開

発用のツールとしての利用である。逐次型推

論マ シン(SIM),とRDBMを ローカル ・エ

リア ・ネットワークでつなぎ,今 後の第5世

代コンピュータのソフ トウェア開発のための

ツールに利用する計画である。RDBMの 基

本部は58年度末に完成 してお り(1-1-3

図参照),5GB(59年 度末20GB)の 記憶階

層 システムと関係演算の並列実行が主たる特

徴になっている。

1-1-3図

関係 データベ ースマシン

(基 本 部)
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59年 度は,RDBMの 拡張と併せて制御 ソ

フ トウェアの開発を進めていくことに してい

る。

3.3基 礎ソフ トウェア

この研究課題の最終 目標は,第5世 代 コン

ピュー タの オペ レーティ ング ・シス テム

(OS)と なるべき各種機能 を研究開発する

ことである。基礎ソフ トウェアのなかで開発

される機能の一部は最終的にはハー ドウェア

として取 り込まれていくものもある。

基礎ソフ トウェアを構成する各 ソフ トウェ

ア ・モジュールの位置づけを,1-1-4図

1-1-4図

各種 基 礎 ソ フ トウ ェア の

位 置 づ け

に示す。

核 言語 はハ ー ドウェア とソフ トウェアの イ

ンタフェースを規定 してい るもの であ り,こ

の核 言語 に則 って,並 列推 論用の基本 ソフ ト

ウェア ・モ ジュール,大 規模 関係 デー タベ ー

ス管理 プログラムがあ り,さ らに,こ の機 能

の うえ に,問 題解決用 の基 本 ソフ トウェア ・

モ ジュール,知 識表現 システムが位置 づ けら

れる。

問題解 決用基本 ソフ トウェア ・モ ジュール

と並列 推論用基本 ソフ トウェア ・モ ジュール

を合 わせて,問 題 解決推論 ソフ トモジュール

といい,知 識表現 システムと大規模関係 デー

基本応用 システム

合
知 的 イ ン タフ ェー ス ・システム

意味解析システム・パイロット・モデル

辞 書システム・パイロット・モデル

(
知 的 プロ グラ ミング ・シス テム

ソフ トウェア検証管理プログラム

高 機 能 構 文 解 析

プログラム

モジュラー ・プログラ ミン グ

ソフ ト モ ジュール

倉 Y
r、

問 題 解 決 用

基本ソフ トウェア ・モジュール

問題解決推論ソフ トモジュール 知識ベース管理ソフトモジュール
(

知識表現システム

並 列 推 論 用

基本ソフトウェア・モジュール

大規模関係データベース

管理プログラム

△ △

核 言 語

▽ ＼.ノ7

ハ ー ドウ エ ア
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タベース管理 プログラムの2つ を合わせて知

識ベース管理 ソフ トモジュールと呼んでい

る。

このようなソフ トウェア ・モジュールで実

現 される機能をベースとし,さ らにそのうえ

に知的 インタフェース ・システムとしての高

機能構文解析 プログラムと意味解析 システム

が,ま た,知 的プログラミング ・システムと

してのモジュラー ・プログラミング ・ソフ ト

モジュールとソフ トウェア検証管理プログラ

ムがある。

(1)核 言語

ハー ドウェア とソ フ トウェ アの イ ンタ

フェースを規定する核言語は,0版,1版,

2版 と順次拡張 した形で開発を進めていく。

核言語第0版 は,逐 次型論理プログラミン

グ機能を備えたもので,57年 度で完成 してお

り,58年 度は,こ の核言語第0版 をベースに

して,並 列処理機能,モ ジュール化サポー ト

機能,メ タ推論サポー ト機能を付加 した核言

語第1版 の仕様原案をまとめ,59年 度には,

その処理系のインプリメン トを進め,各 種評

価を行い,仕 様 を確定する予定である。

中期は,ICOTに おける各種の研究成果の

フィー ドバ ックと知識表現機能の充実 を図

り,核 言語第2版 の言語仕様 を確立する。

(2)問 題解決推論 ソフ トモジュール

問題解決推論ソフ トモジュールでは,そ の

アルゴリズム等中核技術の研究とともに,将

棋エキスパー ト・システム,CADエ キスパー

ト・システムを対象に問題解決の戦略 ・戦術

を研究 しており,こ れらの試作の過程 を通 し

て問題解決推論 ソフ トモジュールのもつべき

機能を明確にすることとしている。 したがっ

て,将 棋エキスパー ト・システム,CADエ

1章 第5世 代 コ ンピュー タの研究開発状況

キスパー ト・システムは,実 用に供 されるも

のではない。

問題解決推論ソフ トモジュールはさらに,

並列実行制御を行 う並列推論サブモ ジュー

ル,推 論記述の拡張 を具体的に実現するメタ

推論⑰サブ ・モジュール,問 題解決のための

戦略作成を行う定理証明サブ ・モジュールの

テーマに分けて研究 している。

現在,問 題解決推論ソフ トモジュールの一

部 について,試 作にとりかかっており,一 部

は機能設計中である。将棋エキスパー ト・シ

ステムは,前 述 した意味合いで機能設計中で

ある。CADエ キスパー ト・システムは,従

来のCADシ ステムのなかにかなり推論を組

み込んだ形のものを,現 在,試 作中であり,

59年度末までには,実 験システムとして完成

する予定である。

(3)知 識ベース管理ソフ トモジュール

知識ベース管理ソフ トモジュールは,大 規

模関係データベース管理 プログラム,知識表現

システム,知 識利用実験 システムの3つ に分

けて研究を進めている。このうち,大 規模関

係データベース管理プログラムでは,2つ の

研究が行われている。その1つ は,逐 次型推

論マシンの上に論理型 プログラムで記述 した

データベースを実現する作業で,現 在,試 作

中である。もう1つ は,か なり研究的なもの

で,知 識獲得等を対象 とした研究 を進めてい

る。知識獲得というのは非常に難しいもので

あり,一 挙には到達 し得ないため,ま ず,知

識 を入れ ようとするときにすでにある知識

と,新 しく入れようとした知識 との矛盾 およ

び重複のチェックをする研究を進めている。

58年度は実験プログラムを試作 してお り,

今後,機 能追加をしていく予定である。
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知識表現システムでは,各 種の知識表現シ

ステム作成の基本部としての知識プログラミ

ング言語(Mandala)を 試作 している。59年

度は,こ れをさらに拡張,改 良 し,検 証が進

められている。

知識利用実験 システムでは,具 体的な知識

の表現方法を把握するため日本語校正支援シ

ステム,論 理設計支援 システムの2種 類の小

規模実験 システムを設計 し,知 識の利用とい

う面から研究を行っている。

(4)知 的インタフェース ・ソフ トモジュー

ル

知的 イ ンタフェース ・ソフ トモ ジュール

は,高 機能構文解析プログラム,意 味解析 シ

ステム,お よび辞書の3つ に分けて,研 究を

行っている。

高機能構文解析 プログラムは,57年 度にそ

のベースになるボ トムアップパーザ(BUP)

を完成 した。これをもとに,58年 度 は記述で

きる文法規則の増加を図 り,併 せて,文 法記

述の簡明化を図った。59年度は,こ れらのシ

ステムと,次 に述べる意味解析 システムとの

間の関連づけを行っている。

意味解析 システムについては前述の高機能

構文解析 プログラムの成果を引き継ぎ,小 学

校の低学年の国語の問題が解ける程度の形式

意味解析 ・理解プログラムをつくり上げる予

定である。辞書システムについては,研 究の

進め方,作 成条件等について現在,詳 細化を

行っている。

(5)知 的プログラミング ・ソフ トモジュー

ル

知的プログラミング ・ソフ トモジュールの

目的は,い かに効率的に知識を使ってプログ

ラムの開発を行 うかということにあり,以 下

の2つ に分けて研究を進めている。

1つ は,モ ジュラー ・プログラ ミング基本

ソフ トウェアであり,現 在,逐 次型推論マシ

ンのオペ レーティング ・システムを開発 して

いるなかで,モ ジュラー化の研究を行ってい

る。

もう1つ はソフ トウェア検証管理プログラ

ムであり,研 究内容がかなり高度なものであ

るため,3つ に分けて,概 念の確定化を進め

ている。第1は 仕様記述言語の研究で,自 然

言語で記述 した仕様をいかにプログラムに落

とすかという研究であり,人 間と会話をしな

がら,半 自動的にプログラムをつ くるシステ

ムを検討している。

第2は プログラムの再利用 システムで,す

でにあるモジュールを利用 してプログラムを

つくるためのコンサルテーションを行うもの

である。

第3は 検証 システムで,プ ログラム仕様と

できたプログラムとが合っているかどうかを

自動的に検証 しようという研究であり,ボ イ

ヤ ・ムーアの定理証明システムをベースに,

展開 していこうと考えている。

全般的な進渉状況としては,機 能設計段階

である。

3.4ソ フ トウェア開発用パ イロ ッ ト・モ

デソレ

ソフ トウェア開発用パ イロッ ト・モデル

は,知 識情報処理の機能研究のためのソフ ト

ウェア開発を効率よく行 うためのツールとし

て開発を進めており,既 存のノイマン型 アー

キテクチャの改良によって,論 理型言語マシ

ンを作成 しようとするものである。

58年12月 末に基本部の試作を完了 しており

230



1-1-5図 逐次 型 推 論 マ シ ン(SIM)

「「 ・

(1-1-5図),主 記 憶 容量が80メ ガバ イ ト,

処 理能 力 は,30KLIPSで あ る。(LIPSは

LogicalInferencePerSecondの 略 で,推 論

を1秒 間に何 回行 うか,と いう単位である。)

既 存 の 汎 用 マ シ ンへ の換 算 で は1～2

MIPS程 度 の処 理能力 をもつ推論 マ シンであ

る。

逐 次 型 推 論 マ シ ン の ソ フ ト ウェ ア

(SIMPOS)は 現 在試作 中で,59年 度 末 に完

成 の予定 である。

〈注〉 メタ推論

推論過程を制御する方法には,個 々のルー

ルに引き続き使 われるルールを直接指定する

方法や,ル ールの使われ方を一般的な規則(文

法規則)で 指定する方法などがある。これら

の制御情報を用いてうまく推論 を制御 してい

く高次の推論機能がメタ推論である。

4.関 連 プロ ジェク ト

4.1ソ フ トウェア生産性向上"シ グマ

計画"

通産省は,い わゆるソフ トウェア ・クライ

シスを解消するための施策として,シ グマ計

画を推進することを決定,昭 和60年 度から昭

1章 第5世 代 コ ンピュー タの研究開発状況

和64年 度の5年 間に総 開発費300億 円を投入

しシステム開発 を行い,昭 和65年 度か ら500

端末程度のユーザーに本格的サービスを実施

する計画である。

田 背景

近年の情報化伸展に伴い,① ソフ トウェア

コス トの増大,② ソフ トウェア需給ギャップ

の拡大,③ 高品質ソフ トウェアに対する要求,

が顕著になってきている。ソフ トウェアに関

する諸問題を解決するために,① ソフ トウェ

ア開発の生産性 ・信頼性の大幅向上,② ソフ

トウェア技術者養成の促進,③ 汎用 ソフ ト

ウェアの流通の拡大に関して強力な対応策が

期待 されている。なかでも,ソ フ トウェア開

発の生産性 ・信頼性の大幅拡大を図ることは

喫緊の課題である。そのために,ソ フ トウェ

ア開発の諸工程を,高 価で,生 産性が低 く,

かつ信頼性に問題のある 「人手による作業」

か ら解放 し,安 価かつ高性能のコンピュー

タ ・システムによって徹底的に合理化するこ

とが必要である。

以上の背景 を踏 まえ,情 報処理振興事業協

会が構築 しようとしているコンピュータ ・シ

ステムが 「ソフ トウェア生産工業化 システム

(通称シグマシステム)」である。

回 シグマシステムの概要

シグマ(SIGMA:SoftwareIndustrialized

Generator&MaintenanceAids)シ ステムは

中央の大型コンピュータとユーザー端末から

構成 され,ソ フ トウェア生産支援や,ソ フ ト

ウェア関連情報の提供 を行 う。

具体的な提供サービスとしては,① ソフ ト

ウェア開発用オペ レーティング ・システムの

提供,② ソフ トウェア開発支援ツール群の提

供,③ ソフ トウェア ・モジュールの検索提供,
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④汎用ソフ トウェア(既 製 ソフ トウェア)の

検索提供,⑤ ソフ トウェアに関する技術情報

の提供,⑥ ユーザー教育機能,⑦ 情報交換サー

ビスである。導入の期待効果 としては,①

ソフ トウェア生産の生産性を4倍 にし,か つ

ソフ トウェア信頼性の飛躍的向上,② 汎用ソ

フ トウェアの利用拡大による重複するソフ ト

ウェアの開発防止,③ 豊富な情報の迅速かつ

安価 な入手,で ある。
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2章 自動翻訳

1 第29

自動翻訳

自動翻訳とは,1つ の言語で表現 された文

章の内容を他の言語で再表現する作業を,電

子計算機を使って自動的に行うことである。

現在の自動翻訳は,文 書の内容が論理的に明

快な技術文書などを翻訳対象とする。自動翻

訳の試みは,電 子計算機が出現 した直後の

1950年 頃から始ま り多 くの研究が行われてき

た。 しか し,技 術を裏付 ける言語理論の未発

達,辞 書や文法の未構築,言 語処理のための

計算機利用技術の未成熟などにより,ご く最

近までは実用には至 らなかった。 しかし,近

年の国際化社会の展開による翻訳需要の急増

や1970年 以降のいわゆる自然言語処理技術の

蓄積による自動翻訳技術の段階的実現の見通

しなどにより,自 動翻訳への関心が再び高ま

り,1980年 代 に入 り多 くの研究 ・開発 プロ

ジェク トが重点的に推進 され るようになっ

た。自動翻訳技術には,辞 書 ・文法などの言

語知識のデータベース化,文 構造の解析 や曖

昧さ解消のための言語処理技術 および,デ ー

タベース作成 ・維持や翻訳作業実行サポー ト

のためのソフ トウェア ・システム,の3要 素

がある。

1.現 状

1.1海 外の現状

欧州共同体本部では,約2,000人 の翻訳者

が文書翻訳に従事 しているが,そ の翻訳業務

の効率化と需要増に対処するため,専 門用語

多言語データバ ンクの開発,商 用翻訳援助 シ

ステムの改良による自動翻訳サービス実験,

新 しい自動翻訳 システム開発プロジェク トの

推進を行っている。

専門用語多言語データバ ンクは,翻 訳者用

の計算機化専門用語集であり,EURODICA-

UTOMと 呼ばれる。1973年 にサービスを開

始 し,引 き続 き規模の拡大を進めている。現

在は,英 語,フ ランス語,ド イツ語,イ タリ

ア語,オ ランダ語,デ ンマーク語,ス ペイン

語,ポ ル トガル語の8つ の言語で表された約

30万 の専門用語が入っており,計 算機端末か

ら検索できるようになっている。1つ の専門

用語は平均4つ の言語で表 されており,言 語

別にみると,60%は 英語,フ ランス語 ・ドイ

ツ語 ・イタリア語を合わせて30%,残 り4つ

の言語が10%で ある。翻訳者がこのデータバ

ンクで専門用語の訳 を検索するとき,検 索 し

ようと している専門用語がデータバ ンクに

入っている確率は約30%で ある。データバ ン

ク内の情報 は,語 の定義 出典,登 録者名,
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登録年月日などが入ってお り,デ ータの信頼

性を保 ち,維 持が しやすいように配慮されて

いる。

商用翻訳援助 システムの改良による自動翻

訳サービス実験 では,米 国SYSTRAN社 製

のSYSTRANシ ステムを1976年 に購入 し,

5カ 年をかけて辞書を開発 し,1981年 から英

→仏 ,仏 →英,英 →伊の翻訳サービス実験 を

開始 し,1984年か らは,英→独,仏 →独の翻訳

サービス実験 も開始 した。翻訳文はすべて翻

訳者によって修正 されるが,文 体などにこだ

わらない技術文書や会議録などの翻訳サービ

スの効率化に威力を発揮 している。このサー

ビスでは,翻 訳文の修正にかける時間が,A

4判1ペ ージ当た り30分に制限 されている。

この シス テムは,フ ラ ンスの国立研究所

(CNRS)や 西 ドイツの原子力研究センター

でも翻訳実験を行 っている。

新 しい自動翻訳 システム開発 プロジェク ト

は,1978年 から予備検討 をはじめ,1982年11

月に正式のプロジェク トとして発足した。プ

ロジェク トは,全 体を3つ の期間に分けて,

1984年11月 までに仕様を決定 し,1986年11月

までに2,500語 いの小規模 システムを開発 し,

1988年 に中規模 システムを開発する。いずれ

もパ イロッ ト・システムであ り,こ のプロ

ジェク ト終了後に,民 間ソフ トウェア会社が

この成果に基づき商用 システムを開発する予

定である。翻訳対象言語は,英 語,フ ランス

語,ド イツ語,イ タリア語,オ ランダ語,デ

ンマーク語,ギ リシャ語の7カ 国語であり,

さらに将来は,ス ペイン語,ポ ル トガル語も

加え,合 計9カ 国語間の翻訳システムとする

予定である。開発 は,欧 州共同体加盟の各国

の大学から代表が参加 し,各 国語の文法など

を開発する。翻訳方式は典型的な変換方式で

あるが,言 語対の数が多いため,変 換部分の

処理 をできるだけ少なくする方針でいる。言

語構造として依存構造 を採用し,文 構造の表

現の レベルは言語によらず均質なものとす

る。総予算は約40億 円である。

フランスでは,1983年7月 から3年 計画で,

自動翻訳国家 プロジェク トを開始 した。これ

は,研 究産業省管轄下の情報科学公社を主管

とする官 ・学 ・民 の共同プロジェク トであ

り,グ ルノーブル大学が開発 した自動翻訳実

験 システム(ARIANE・ ・78,version5)の 技

術 を,翻 訳援助実用パ イロッ ト・システム

(TAO-ESOPE)の 開発 を通 じて民間に技

術移転することを目的とする。翻訳対象言語

は,英 語 とフランス語であり・,翻訳対象文書

は,英 →仏が航空機マニュアル,仏 →英が情

報処理関係文献 である。語いの大きさは約

3,000語であ り,総 予算は約9億円である。

カナダ政府 は,気 象通報文を英語からフラ

ンス語に完全自動翻訳するシステムを開発 し

1977年 から使用 している。1976年 には,航 空

機マニュアルを英語からフランス語に翻訳す

る自動翻訳 システムを開発するための国家プ

ロジェク トを開始 し,モ ン トリオール大学で

開発を進めてきたが,1981年 に開発途中のシ

ステムの評価 を行い,目 標が達成 される見込

みがないとの理由で,プロジェクトを中止 した。

その他,フ ランスのグルノーブル大学,英

国のマ ンチェスタ大学,西 ドイツのザーラン

デス大学,米 国テキサス大学などで研究 ・開

発が行われている。

一方,い くつかの翻訳援助システムが米国

の民間会社により販売されている。これはい

ずれも翻訳者が翻訳文を修正することを前提
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1-2-1表

海 外 の 自動 翻訳 研 究 ・開発

名 前 機 関 備 考

EUROTRA 欧州共同体本部
7カ 国語 の 自動 翻 訳 パ イ ロ ッ ト ・シス テム

を開発

TAO-ESOPE フランス政府
グルノーブル大学の研究成果を民間へ技術

移転

ARIANE
グル ノー ブ ル大 学

(フ ラ ンス)
仏,英,露 な どの 自動翻 訳 研究

SUSY
ザ ー ラ ンデ ス大 学

(西 ドイ ツ).
独,英,仏,露 な どの 自動 翻 訳研 究

BEDE
マ ンチ ェ ス ター 大 学

(英 国)
英,日 の自動翻訳研究

METAL テキサス大学(米国) 英,独 の自動翻訳研究

と したシステムである。SYSTRAN社 は大規

模 なシス テムを,ALPS,LOGOS,SMART,

WEIDNERの 各 社 は小規模 な システ ムを販

売 している。翻訳言語 は,英 語,ス ペ イ ン語,

フ ランス語,ド イツ語 が多 く,最 近 は,日 本

語 を含 むものもでてきた。

1.2日 本の現状

科学技術庁は,自 動翻訳 システム開発プロ

ジェク トを1982年 度か ら4カ 年計画で開始

し,京 都大学工学部を中心に,日 本科学技術

情報センター,通 産省工業技術院電子技術総

合研究所,の3つ の機関でパイロット・シス

テムの開発を進めている。翻訳言語は日本語

と英語であり,翻 訳対象は論文抄録である。

1984年 に日英翻訳の実験を開始 し,1985年 に

は,英 日翻訳 も加えて総合実験を行う。語い

の大きさは約10万 語 を予定 し,1,000個 のサ

ンプル文か ら文法 を作成 し,3,000個 のサ ン

プル文で評価 ・拡充を行 う。

その他,大 学,官 ・公研究所でも独自の研

究が進められている。九州大学工学部では大

規模辞書の研究を,東 京工業大学工学部では

論理表現形式 による処理方式の研究を,通 産

省工業技術院電子技術総合研究所では推論機

構による意味処理方式の研究を,新 世代 コン

ピュータ技術開発機構では辞書や推論機構の

研究を,日 本電信電話公社武蔵野電気通信研

1-2-2表

海 外の 商用 翻 訳 シ ス テム

名 前 機 関 備 考
・

SYSTRAN Systran社(米 国) 16言語対の翻訳システム

LOGOS L・g・s社(米 国) 独笑翻訳援助システム

ALPS Alps社(米 国)
6カ 国語 の会 話 型電 子辞 書 ・翻 訳援 助 シス

'

テ ム

WEIDNER Weidner社(米 国) 9言 語対の会話型翻訳援助システム

SMART Smart社(米 国) 4カ 国語の翻訳援助システム
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1-2-3表

日本 の 官 ・公 機 関等 の 自動翻

訳研 究 ・開 発

名 前 機 関 備 考

Mu 科学技術庁 抄録文の日英自動翻訳

一 通産省工業技術院電

子技術総合研究所
推論機構による意味処理

一 新世代コンピュータ

技術開発機構
辞書や推論機構

LUTE
日本電信電話公社武

蔵野電気通信研究所
知識を使った意味理解

1-2-4表

日本の 商用翻 訳 システムの例
名 前 機 関 備 考

ATLAS 富士通 日⇔英翻訳。辞書5万 語。速度8万 語/時

NEAr/ATHNE 日立製作所 英→ 日翻 訳 。 辞 書7万 語 。速 度2万 語/時

VENUS 日本電気 日→英翻訳

SYSTRAN 日本Systran 日○英翻訳。辞書3万 語。速度百万語/時

BRAVICE プ ラ ビス 日→ 英 翻 訳 。辞 書4万 語。 速 度3千 語/時

〈注.〉 新聞発表 された ものに限 る

究所では知識 を使 った意味理解方式の研究を

進めている。これらは,シ ステム開発という

よりは,将 来の高度技術確立に向けての研究

が主となっている。

計算機メーカーは,翻 訳援助の商用 システ

ムの開発 を進め,富 士通,日 立製作所,日 本

電気,日 本SYSTRAN,BRAVICE社 などで,

いくつかのシステムが販売ない しは販売予定

されている。これ ら商用 システムの翻訳能力

の評価 はまだ行われていない。これらのシス

テムが純粋に商業 ベースに乗 るまでには,

ユーザーとメーカーが協力して,辞 書や文法

の拡充や翻訳対象への調整が行われるものと

思われる。

2.技 術

2.1辞 書

語に関する言語知識をデータベース化 した

ものが辞書である。辞書は各言語用のものと

2つ の言語を結び付 けるものとがある。実際

の辞書では,そ れ らを別々のファイルとする

場合と,す べてを統合 して多言語辞書とする

場合がある。語には,一 般語と専門用語があ

り,狭 義には,前 者を辞書,後 者を専門用語

データバンクという。現在の辞書は数万語の

見出しをもち,専 門用語データバンクは数十

万語の見出しをもつものが多い。

辞書内の情報は,見 出し,表 記,品 詞,活

用,構 文 ・意味素性などからなる。素性は,

語のもつ属性や文構成上の役割などであり,

計算機処理用に独自に設定 される。他は,人

間用の辞書を参考 にするなど してつ くられ

る。現在の辞書がもつ情報は比較的単純であ

り,専 門用語データバンクの情報はさらに単

純である。

語 と語 との間の概念関係 を表す ものにシ

ソーラスがある。これは,概 念 を分類 しそれ

を使って概念の間の関係を表現するもので,

上位 ・下位の関係はその例である。概念分類
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に関連 して,同 義語や反義語などの情報も利

用される。言語処理過程では,こ れらを使っ

て推論が行われる。

2.2文 構造

文の構造に関する言語知識は,構 文に関す

るものと意味に関するものがある。構文に関

するものは文法と呼ばれる。文法の表現形式

には,規 則形式(論 理表現形式),手 続 き形

式(プ ログラム表現形式),お よび状態遷移

形式(ネ ットワーク表現形式)な どがある。

いずれも,個 々の法則の適用条件や適用順序

制御などのための記述が付加 される。これら

の記述の中には意味的な情報 も多く使われ

る。

英語の文法については,比 較的規模の大き

い文法が記述 されている。規則形式 では,

LSP(米 国ニューヨーク大学),手 続 き形式

ではSYSTRANシ ステム(米 国SYSTRAN

社),状 態 遷移 形式 では,LUNAR(米 国

BBN社)のATNG(拡 張状態遷移ネッ トワー

ク文法)が ある。日本語の文法に関 しては,

科学技術庁の自動翻訳 システム開発 プロジェ

ク トで,文 構成要素のまわりの局所的構文構

造を詳細 に記述 した部分文法がある。いずれ

も専用の記述言語を用いて記述 される。これ

らの構造記述は,処 理アルゴリズムと深 くか

かわっている。

意味に関するものは,意 味構造パターンな

どと呼ばれ,動 詞 と名詞句 との間の意味的依

存関係を表す格構造がある。意味的依存関係

を格関係 といい,名 詞が動詞に対 して,動 作

主,対 象,場 所,時 などの意味関係をもつこ

とを示す。その種類と個数は研究者が独 自に

設定するが,格 関係の個数は10--40個 位に設

2章 自動翻訳

定するのが多い。格構造には,助 動詞や副詞

で表 される,可 能,推 量,時 制,様 態,相 な

どの意味関係も取 り入れられる。日本語の処

理では格構造を利用するものが多い。

文の構造のレベルとしては,句,単 文,埋

め込み,接 続などがあり,さ らにそれぞれの

レベルでの並列,省 略の構造がある。また,

本来は複文であるが,複 文内の名詞と名詞を

結び付 ける述部を省略 したともみなせる複合

語構造もある。

2.3処 理

翻訳処理は,文 の中の語の系列を単位とし

て行う。この翻訳単位の取 り方と翻訳単位の

中で利用する情報の種類によって,い くつか

の翻訳方式に分 けられる。最小の翻訳単位は

語であるが,日 本語には助詞があり英語には

ない,英 語には前置詞があり日本語にはない,

というように,言 語によって語の種類 と語の

役割が異なるため,語 を翻訳単位 とすること

はできない。現在の翻訳方式における翻訳単

位は,句,単 文,複 合文,段 落であるが,翻

訳援助システムでは句を,自 動翻訳システム

では複合文を翻訳単位 とすることが多い。

翻訳処理に利用する情報の種類は,語 に関

するもの,構 文構造に関するもの,意 味構造

に関するもの,な どである。いずれも,よ り

精密な情報の記述を目指 して研究 ・開発が進

められている。

実際に翻訳を行うとき,相 手言語との対応

付 けをどの段階で行うかによっても,翻 訳方

式が分けられる。原文の翻訳単位の構造を求

めながら相手言語の構造も同時に求めるもの

を直接方式 という。これに対 して,原 文の翻

訳単位の構造 を求めておき,次 のステップで
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相手言語の構造を求めるものを変換方式とい

う。変換方式の中で,特 に,翻 訳単位の構造

をいずれの言語にも依存 しないで表現するも

のをピボッ ト方式という。 ピボット方式では

変換の処理ぱ不要となる。翻訳援助 システム

では直接方式が,研 究中の自動翻訳 システム

では変換方式が多い。 ピボット方式には理想

的な意味記述を想定するものと純粋工学的に

限 られた情報 を効率的に表現するものがあ

る。現在では,ピ ボッ ト方式はあまり用いら

れない。

翻訳処理技術は,解 析,変 換,生 成の処理

技術に大別できる。解析は,原 文を分析 し,

その構造を計算機内部に表現する。その処理

は,辞 書を使って文から単語を切 り出 し,語

形変化などの形態素情報を付加 して,語 の系

列として表す形態素解析と,文 法を使って文

の構文構造を求める構文解析 と,意 味情報を

使って構文構造の曖昧性 を解消する意味解析

とに分けられる。変換 は,語 の訳語 を選択す

る語い変換と,原 文の構造 を訳文の構造 に変

換する構造変換とに分 けられる。生成 は,訳

文構造の生成と,語 形変化などの形態素の生

成と,語 の挿入などに分けられる。

翻訳処理における最 も困難な問題点は,語

義の曖昧さや文構造 ・文構成要素間の依存関

係の曖昧さである。語は多義であり,さ らに

相手言語の語との語義のずれがあるため,語

だけからは適切な訳語 を選定できない。文構

造や文構成要素間の依存関係 も,文 表現の省

略や文脈情報の欠如などから一意には同定で

きない。代名詞の照応を正確に同定するため

には意味 ・文脈情報が必要である。言語構造

の違いにより,語 が句に対応 したり,句 が文

に対応 したりするため,部 分構造の変換が文
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1-2-1図 翻訳方式

原文 語直接 訳文

ピボ ッ ト

1-2-2図 翻 訳処 理 の流 れ

画

全体の構造 を大きく変えたりする。また,日

本語はいわゆる主語 を省略するのが普通であ

るが,英 語では主語を省略できないので,原

文にない情報 を補完 しなければならないこと

もある。単数 ・複数や男性 ・女性などの区別

とか,冠 詞などの補完 とかの問題もある。慣

用表現については個別的な知識がなくてはな

らない。 さらに,文 化的な相違から,比 喩的

表現の対応がつかない場合もしばしばある。

敬語表現 を適切に行うためには,文 の発話者

と文の受 け手 との関係を理解できなくてはな

らない。

2.4サ ポー トシステム

辞書 ・文法作成 ・維持システム,翻 訳処理
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実行管理システム,テ キス ト編集システムな

ど,大 量の データを効率よく扱うための高機

能サポー トシステムが重要である。これは,

いわゆるOA(オ フィス ・オー トメーション)

システムの機能をもち,か つ電子辞書や言語

構造データ操作の機能 をもつ。文法開発など

が翻訳 システムの細部 を知 らなくてもできな

ければならない。

3.課 題

翻訳は人間の知能の最も高度な機能を駆使

して行われるものであるか ら,そ の機能を代

行する自動翻訳 システムには非常に高度な推

論 ・意味理解機能が要求される。そのための

高度技術の開発には長期にわたる多 くの基礎

研究が必要である。一方,現 在までの計算機

利用技術と言語処理技術を融合 させることに

より,機 能を限った有用な翻訳援助 システム

を開発 する ことがで き,実 用 を通 じての

フィー ドバックによりその能力を段階的に高

めていくことができる。このとき,シ ステム

の機能を翻訳援助に徹底 させることが重要で

あり,フ レン ドリーな会話機能 をもつインタ

ラクティブ ・システムとして実現することが

肝要である。 この2つ の方向での努力を適切

な配分で推進することが今後の発展をもたら

す。

個別的課題 としては,共 通に使える大規模

な辞書の開発,言 語現象の細部 におよぶ精密

な記述,そ の個々に対 しての言語の対照記述,

知識 ・意味の記述枠組みと推論 ・学習方式な

どがある。

翻訳は複数の言語を処理対象とする。 した

がって,自 動翻訳 システムの研究 ・開発には,

国際協力が不可欠である。国内はもとより海

外の力をも結集 して重点的に推進することが

重要である。

239



'

11



部

光情報処理の動き

第1章

第2章

第3章

光情報処理の概要,光素子,記憶デバイスおよびシステム

光情報処理通信技術

光応用機器



n編2部 光情報処理の動き

2

光情報処理の概要,光素子,

記憶デ汽イスおよびシステム

1.は じめ に

最近,光 報情処理という文字を目にするこ

とが多 くなった。15年 ほど前にも光情報処理

がもてはやされた時代があったが,期 待され

たほどの成果が得 られぬままブームは終わっ

た。もちろんブームはブームとして,研 究そ

のものは地道に行われてきた。そしてこの15

年間に光情報処理という言葉の意味する内容

もだいぶ変わった。

そこで,本 稿では,ま ず光情報処理と呼ば

れる技術 をその内容の変遷 も含めて概観 し,

次に光情報処理の基本となる技術を復習 した

後,光 素子,記 憶 デバイスおよびシステムに

ついて述べる。

2.光 情報処理の概要

光情報処理 という言葉は,"光 情報の処理"

と"光 を用いる情報処理"の2通 りに解釈で

きるが,も ともとは"光 情報の処理"で,そ

のルーツは1890年 ごろのAbbeの 顕微鏡の分

解能に関する研究に求めることができる。

Abbeは,像 の形成は究極的 には光の回折

と干渉の結果であることを明らかにした。こ

の研 究 はやがてZemikeの 位 相差顕微鏡 の発

明(1935年)に つ なが り,透 明 なものもコ ン

トラス トの あ る像 と して観察 で き るよ うに

なった。 これ は,屈 折率変化 などの位相変化

を濃度変化 に変換 している点 で,光 情報 を処

理 していると いえる。 しか しまだ今 日の意味

での光情報処 理 を意識 してのものではなか っ

た。

1948年 ご ろ にGabor'}が 電 子顕 微鏡 の分 解

能 向上 を 目的 と してホログラフ ィを発明 し,.

1952年 に は写真感光材料 の コンピュー タ ・メ

モ リーへ の応用2)が 検 討 され,ま た1953年 に

はMar6chalら3}が 空 間 フィル タリングに より

画像 の コ ン トラス トを高 くす る ことを提案
'
し,さ らに1956年 にO'Neill4)が 空 間 フィルタ

リングの一般論 を発表 す るに及 んで,光 情報

処理研究 の下地 は次第 にで きあが ってきた。

しか し,実 験的 にはまだ十分 な成果 は得 られ

なか った。

光 情報処理の研究 に大 きな弾 みを与 えたの

が1960年 の レーザ ー の出 現5)・6)であ る。 レー

ザー光 の出現 に よ り空 間 フ ィル タ リングηお

よびホ ログ ラフ ィ8)の技 術 が進 歩 し,1964年

か ら1972年 に か けて光 学的マ ッチ トフ ィル タ

リン グに よるパ ター ン認 識9)や ホ ロ グラフィ
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を用いた記憶デバイス(ホ ログラムメモ リー)

10),")の研究が盛んに行われ,光 情報処理とい

う言葉も生まれた。このころが第一期の光情

報処理研究の隆盛の時代であるが,光 情報処

理の要素となる技術が十分発達 していなかっ

たため,光 学的マ ッチ トフィルタもホログラ

ムメモ リーも実用にまで至 らず,研 究は次第

に下火になった。

しか し,レ ーザーの出現によりレーザー ・

プリンターなどのコンピュータ端末機器が実

用になり,ま たホログラフィ技術の地道な研

究の中か らバーコー ドリーダ用 レーザー光ス

キャナ(ホ ログラムスキャナ)12)が実用になっ

た。これも光情報処理と考えられている(も っ

とも,こ れらは光をエネルギー集中手段 とし

て使っているにすぎないから,光 情報処理と

は言いがたいとする意見もある)。

これが しばらく前までの光情報処理の概要

であるが,最 近様子がだいぶ変わってきた。

光集積回路「3),光双安定素子14>,位相共範鏡5)

などの光素子の進歩が著 しく,.また光ベク ト

ルー マ トリックス乗算'6),光 剰余算法17)など

新 しい種類の光情報処理の研究が活発に行わ

れるようになってきた。これらの研究がディ

ジタル光 コンピュータを指向しているのは明

らかである。いまや光情報処理 は"光 を用い

る情報処理"の 面の方が強くなってきている。

1章 光情報処理の概要,光 素子,記 憶デバイスおよびシステム

3.光 情報処理の基本技術

光情報処理 を考えるうえで不可欠な基本技

術は,コ ヒーレン ト光の発生,空 間フィルタ

リングおよびホログラフィである。

3.1コ ヒ ー レン ト光の発 生

さざ波 ひとつ立っていない静かな水面 に小

石を2つ ほぼ同時に投げ込むと,小 石 を中心

として広がった2つ の波が重なって,も との

波とは異 なった種類の波を生 じる。この現象

を干渉,で きた模様を干渉縞という。

光 も波であるか ら,2つ の光 を重ね合わせ

ると干渉縞を生 じるはずである。 しか し,通

常2つ の光束を重ね合わせただけでは干渉縞

を観察することはできない。そのわけは,わ

れわれが日頃使用 している自然光は各種の原

子か らお互いに何の関係もなく放出されてく

る波の集合であり,あ る光束の中の波と別の

光束の中の波が干渉縞 を形成 したとしても,

その持続時間はせいぜい10'9秒で,し かもそ

のような干渉縞は無数に形成されては消えて

いくからである。1

したがって,な んらかの方法により放出さ

れる波の位相 をそろえることができれば,干

渉縞は長時間持続 し,わ れわれの目で容易に

観察することができるし,い ろいろな制御を

施すこともできる。このように位相がそろっ

ている光 をコヒー レン ト光という。原子や分

子を用い,2-1-1図 に示す構成で,誘 導

放出という現象を利用 してつ くり出 した コ

ヒーレン ト光が レーザー光である。

レーザーの特徴 は,有 限の大きさの発光源

から,無 限小の光源から得られるのと同 じコ

ヒーレン ト光が得 られることということがで

2-1-1図 レー ザ ー装 置 の基 本構 成

・一 三□(蕊繊)□ 三 一

麟 ・ 令 ・麟
エ ネルギー

(光,放 電,電 流)
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きる。無限小の光源をレンズの焦点に置くと,

非常に平行度のよい平行光束が得られる。非

常に平行度のよい平行光束は微小面積に収束

することができ,し たがって非常に高いエネ

ルギー密度が得られる。

3.2空 間 フィルタリング18)

コヒーレント光 を用 いると,コ ンピュータ

ではかなりの計算時間を要する2次 元フーリ

エ変換演算を並列的に行い,瞬 時のうちに完

了できる。その原理は次のとおりである。

いま,2-1-2図 のように,レ ンズの前

側焦点面上に置いた透過物体の中に格子間隔

dの 格子が含まれているとする。この格子を

波長 λの平行なコヒーレント光で照 らすと,

コヒーレン ト光の何割かは格子間隔によって

定まる方向に曲げられる(回 折 される)。こ

の回折光 は後側焦点面上に結像 され,そ の像

高 歩 は1mm当 た りの格子の数(空 間周波

数)が 多いほど大 きくなる。物体面上の場所

が違っていても,格 子の空間周波数が同 じな

ら稼高 飾 は同 じになる。すなわち,物 体 は

スペク トル(空 間周波数スペク トル)に 分解

される。 この物体 とスペク トルが,数 学にお

けるフー リエ変換の関係にある。したがって,

コヒーレント光と レンズを使えば,フ ーリエ

変換演算を瞬時に行 うことができる。

2-1-2図 回折 光 とその スペ ク トル

[-f+fr

⇒芦
物体面 スペ ク トル面
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2-1-3図 空間フィルタリングのための典型的

な光学配置

コヒーレ

ント光

⇒

t-`†f†frf「
ヘヘヘ コ ノ　

+一>K-一
,"1、 、 、

、 レンズ1レ ン ズ,

物 体面 スペ ク トル面 像 面

そ こで,2-1-3図 に示 す光学配置 でス

ペ ク トル の一 部,例 え ば 卵 が 大 き い部分 を

覆 うと,ス ク リー ン上 にできる物体 の像 には

高周 波成分 が欠 けている。 すなわち,電 気通

信系 にお ける フィル タ リングと同 じことが光

学系 にお いて も行 うことができる。

したが って,こ の技術 を空間 フィル タ リン

グ,ス ペ ク トルを選択 的 に覆 うマス クを空間

フィルタと呼 ぶ。空 間 フィル タには,ロ ーパ

ス ・フィル タ,バ イパス ・フィル タ,バ ン ド・

パ ス ・フ ィル タ,強 度 フィルタなどがあ り,

画像 の輪郭強調,高 コン トラス ト化,特 徴抽

出な どの画像処理 を行 うことがで きる。

3.3ホ ログラフィ19)

ホログラフィは,コ ヒーレン ト光で物体を

照明 し,物 体から出る波面を感光材料に記録

し,そ れを照明 して物体の像をつ くる光学技

術である。

物体から出る波面を記録するための光学配

置の一例 を,2-1-4図 に示す。 レーザー

装置から出てきたレーザー光は半透明鏡で2

つの光束に分 けられる。一方の光束はレンズ

により発散 されるだけで,不 規則変化は受け

ずに写真乾板などの感光材料に達する。この

光束を参照光 と呼ぶ。もう一方の光束は,レ

ンズによって発散 された後,物 体を照明 し,

物体 によって反射 されて感光材料に到達す
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2-1-4図 ホ ログ ラム の記 録

反射鏡

厨 物体光
(拡散光)

感
光
材
料

る。この光束の波面は物体によって相当に乱

されている。この光束を物体光 と呼ぶ。参照

光と物体光 を感光材料面上で重ね合わせて記

録 したものをホログラムと呼んでいる。ホロ

グラムをみても何が記録されているかはわか

らない。

このホログラムを,2-1-5図 に示すよ

うに,記 録時の参照光 と同 じ性質の光で照明

して,ホ ログラムをのぞき込むようにみると,

物体がもとあった位置 に物体の立体像がみえ

る。

このように,ホ ログラフィにおいては,物

2-1-5図 像 の再 生

レーザ ー装 置 再 生像(虚 像)

{く ＼'ト ニ～ 一～_tsタド＼i}:ii

cン翼 をL -_一)x-._

＼

_＼ 藩
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体と感光材料の間あるいはホログラムと観察

者の間に像を結ばせるための レンズは用いら

れていない。 レンズを用いなくても像が得 ら

れる理由は次のとおりである。

物体をコヒーレン ト光で照明 したとき,反

射光(物 体光)は 物体の反射率分布 に応 じた

振幅変化および物体の形状に応 じた位相変化

を完全に保存 している。位相変化はそのまま

では感光材料 に記録できないが,物 体光が参

照光と干渉すると,干 渉縞の粗密や方向に変

換され,感 光材料に記録 される。したがって,

ホログラムを顕微鏡でみると,微 細 な縞模様

が重なり合っており,各 縞はその場所に入射

した物体光の強弱(振 幅情報)に 応 じてその

濃 さが変わり,ま た物体光が参照光 となす角

の大きさや向き(位 相情報)に 応 じてその間

隔や向きが変化 している。この縞模様は,縞

の間隔と向きに対応 した方向に光を回折する

性質を有 しており,回 折 された光の強度は記

録時の縞模様の濃さに対応するので,ホ ログ

ラムを記録時の参照光と同 じ性質の光で照明

すると,ホ ログラムからは記録時の物体光 と

同じ性質の光が出てくる。

したがって,ホ ログラフィは物体からきた

光(波 面)を 感光材料に氷づけにして,必 要

に応 じてもとの波面を再生する技術であると

いうこともできる。

4.光 情報処理用光素子

光情報処理において重要 と思われる光素子

として,光 空間変調素子,超 音波光変調 ・偏

向素子,光 集積回路,光 双安定素子,位 相共

範鏡などをあげることができる。
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4.1光 空間変調素子

光空間変調素子 は,面 的に一様な光の強度

あるいは位相 を,電 気信号や光学像などの入

力情報に従って実時間的に変調 して,図 形や

データパターンのような2次 元情報を空間的

に表現する素子で,電 気信号駆動型20}21)と光

駆動型22)・23)とがある。

電気信号駆動型は,開 口がマ トリックス状

に並 び,各 開口は電極 を有 しており,電 極に

印加 される電気信号に応 じて,開 口が開いた

り,閉 じたりするもので,電 気光学効果を示

す媒体 を2つ の直交する格子状電極ではさ

み,各 電極に選択的に電圧 を印加することに

よって,光 散乱区画や複屈折性区画 を形成 し

ている。開口数(ビ ッ ト数)は8×8～128

×128,書 込速度は4m秒/64ビ ットー・600m

秒/2,000ビ ッ トである。

光駆動型は,素 子そのものは決まった開口

を有 しておらず,2-1-6図 に示すように,

波長 λ1の光で照明 された場所が散乱状態に

なったり,複 屈折性が変化 したりして,別 の

空間的に一様な光(波 長 λ,)を 変調するもの

で,解 像度は40～100TV本,応 答速度は数 μ

秒～30m秒 である。

光駆動型空間変調素子は通常ライ トバルブ

と呼ばれているが,紙 に印刷された文字など

そのままではコヒー レン ト光で照明 して光学

的フーリエ変換などの光学処理を行 うことの

できない対象物を,コ ヒー レン ト光で扱える

形に変換する素子 として用いる場合には,イ

ンコヒー レン トー コ ヒー レン ト変換素子

(1-C変 換素子)と 呼ばれる。

4.2超 音波光変調 ・偏向素子m)

超音波光変調 ・偏向素子は,音 響光学効果
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2-1-6図

イ ン コヒー レン トー コ ヒー レ

ン ト変換(透 過型)の 基本構 成
/
ノ
' ■ }

ヒー レ ン ト光 /

(λ2)
/

物体像によ
/ 変調された
/
/

物体像→ コ ヒー レ ン

半透明鏡/、

/
'
/

/

＼

■ 一 →

レ ン ズ

tW

,・・1///
物体

@

イ ン コ ヒー レ ン トー コ ヒー

レン ト変換 素 子

イ ン コ ヒ ー

レ ン ト光

(λ1)

(音波により媒体中に励起 した歪が媒体の屈

折率を変化させる効果)に より媒体中に生 じ

た屈折率変化を位相格子(回 折格子)と して

用いて,レ ーザー光を変調または偏向する素

子で,2-1-7図 に示すように,超 音波光

回折セルと トランスデューサ(圧 電変換子)

とで構成 されている。高周波正弦信号が トラ

ンスデューサ に加 え られる と,ト ランス

デューサから超音波がセルの方向に出力 され

る。超音波がセル中を伝播すると,セ ルの屈

折率が周期的に変化する。 この周期的な屈折

率変化は,光 に対 して位相格子の役目を果た

し,入 射 した光 ビームを回折するとともに,

進行格子 であるため光の周波数 をシフ トす

る。

この回折 には,音 波の波長が長く,セ ルの

2-1-7図 超音波光変鯛 ・偏向素子の基本構成

V-→

(a)

V-VO

超音 波 光 回折 セ ル

トラ ンス デ ュー サ

θ8

(b)

千㌔ ア ブ ソー バ

2θ8

、

レO

超音波光回折セル
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作用長が短い場合のラマン ・ナス領域と,そ

の反対の場合のブラッグ領域とがある。ラマ

ン・ナス領域の回折では,回 折光は高次の次

数のものまで現われ(2-1-7図(a)),

ブラッグ領域の回折では,回 折光はほぼ1次

回折光のみとなる(2-1-7図(b))。

光変調器,光 偏向器では,1次 の回折光を

利用する場合が多いので,超 音波光変調 ・偏

向素子はブラッグ領域で動作するように設計

されている。この素子を,セ ル中に励起 され

る超音波の強度すなわち トランスデューサに

印加する高周波正弦信号の振幅を変化 させ

て,回 折光の強度が変わるように動作 させた

ものが超音波光変調器であり,高 周波正弦信

号の周波数を変化 させ,回 折光の回折角度を

制御する使い方をしたものが超音波光偏向器

である。

超音波光変調器の帯域幅は,光 立上 り時間

で10n秒 程度,ベ ースバ ン ドの変調帯域幅で

30～35MHz程 度である。一方,超 音波光偏

向器の偏向点数 は2,000点 程度,偏 向角度は

数度である。

4.3光 集積回路13)・25)

光集積回路は,1枚 の基板上に多くの光素

子を集積化 し,そ れらを光導波路で連結 した

もので,現 在は光交換機など光通信主導型で

開発が進んでいるが,ス ペク トル ・アナライ

ザ,相 関器など光情報処理素子の開発も行わ

れている。

現在試作 されている光集積回路の多くは,

強誘電体結晶(LiNbO,な ど)を基板材料とし,

その表面近 くに光導波路,レ ンズ,光 変調素

子,光 偏向素子,光 スイッチなどが形成され

ている。例えば,光 導波路 は,基 板表面にチ

2-1-8図 ジ オデ シ ック ・レンズ の形 状

y

P

ト

ム
Q

ψ
」`

θ

ピ 』z・

、＼ 一

●

Z

`

《
戸膜σ

X

タンで導波路パターンを形成 し,そ れを基板

の表面近 くに熱拡散 させることによってつく

る6光 導波路の幅は5～20μm,厚 さは1μm

程度である。また,レ ンズは,基 板に球面の

一部から成るくぼみをつくって,そ の上に導

波層を形成 したり(2-1-8図),導 波路

上に屈折率の高い層 を ドーム状 に形成するこ

と(2-1-9図)に よってつくられる26)。

前者はジオデシック ・レンズ,後 者 はルネブ

ルグ ・レンズと呼ばれる。

強誘電体結晶を基板 として光集積回路をつ

くると,半 導体 レーザーやフォ トダイオー ド

を同時に形成することはできない。 したがっ

て,光 集積回路が名実ともに集積回路となる

ためには,基 板としてインジウムリン(InP)

系などの半導体材料が使われる必要があり,

今後OEIC(光 一電気集積回路)の 研究が活

発化してくると考えられる。
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2-1-9図 ル ネ ブル グ ・レ ンズの 形状

n2>n2>nl、n3

ll湯
n2

n1

4.4光 双 安 定 素 子14)・2')

光双安定素子は,非 線形光学媒質に帰還効

果を施すことによって得られる光機能素子で

ある。すなわち,こ の素子では,2-1-10

図に示すように,入 射光強度を増加 していっ

ても初めのうちは出力光強度はほとんど増加

しないが,入 射光強度がある臨界値Iuに 達

2-1-10図 光 双安 定 素子 の 光 入 出 力特性

出
力
光
強
度

!

/

!

/

!

/

/

/

/
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/

/

/
/

!

!

/

/
/

/

/
!

すると階段的に高出力状態にジャンプし,一

方この状態から入射光強度 を減少させていく

と,あ る値Ieで 段階的に低出力状態になる。こ

のように,IeとIuの 間の入射光強度に対 し,

出力光が高 レベルと低 レベルの2つ の安定状

態を取 り得ることか ら,光 双安定の名がつけ

られている。

素子の構成法として,各 種の非線形媒質と

帰還機構の組み合わせが提案されているが,

基本的には,2-1-11図 に示すような純光

学型とハイブリッド型に分けられる。

純光学型 は,入 射光強度 に応 じて吸収係数

(吸収型)ま たは屈折率(分 散型)が 変化す

る非線形媒質を2枚 の反射鏡からなる光共振

器の中に入れて,反 射鏡により光を直接非線

形媒質に帰還するもので,入 射光強度Iuで,

非線形媒質が一挙に透明化する(吸 収型)か,

または共振器 を一挙に共振状態とするような

屈折率変化が生 じること(分 散型)に より,

高出力状態になる。

2-1-11図 光 双安 定 素 子の 構成

る1
反射鏡

非線形光

学媒質

バイアス

電圧VB

(a)

電圧増幅器

}
反射鏡

⇒
出力光

/

光検出器

⇒
入射光

_》 ⇒

(b)

半透明鏡 出力光

12

入射光強度

Iu

〈注 〉(a)純 光 学 型,(b)ハ イプ リ ソ ド型
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ハ イブ リッ ド型は,電 圧などによって出力

光強度が非線形的に変化する光変調器に,出

力光強度を電気信号に変換 して帰還するもの

で,や は り入射光強度Iuで 高出力状態にな

る。

純光学型の非線形媒質には,Na蒸 気,ニ

トロベ ンゼン,GaAs,InSb(イ ンジウムア

ンチモン),CuCl(塩 化第一銅)(い ずれ も

分散型)が,ハ イブリッ ド型の光変調器には,

半導体 レーザーや発光ダイオー ドが用いられ

ている。半導体 レーザーを用いた光双安定素

子には,半 導体 レーザーの共振器内に可飽和

吸収部 を含み,光 吸収型光双安定素子とみな

せるもの鋤もある。

光双安定素子 は,入 射光の小 さな変化に

よって出力光 を大 きな レベル差のある2つ の

状態に制御できるので,光 による光の制御素

子として,光 スイッチ,光 メモ リー,光 論理

演算素子などに利用することができる。また,

液晶 ライ トバルブ(液 晶を用いた光空間変調

素子)を 用いた画像の2値 変換用の2次 元光

双安定素子⑳も提案されている。

4.5位 相共朝i鏡

ホログラフィでは,物 体か ら感光材料に向

かって進んできた光波のほかに,感 光材料か

2-1-12図

位相典範鏡と普通の鏡の違い

〈注〉(a)位 相収差のある波面の発生,(b)普 通の鏡に よる反射,(c)位 相共蛎鏡 に よる

反射
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ら物体に向かって戻っていくような光波(位

相共輻波)も 再生される。2-1-5図 にお

いて,ホ ログラムを右側から参照光 に共刺 な

光で照明すると,物 体がもとあった位置に物

体の実像が形成 される。

ホログラフィにおいて得 られる位相共範波

を,媒 質の光に対する非線形応答を利用 して,

実時間につ くり出す素子が位相共範鏡であ

る。

位相共輻鏡と普通の鏡の違いを2-1-12

図に示す15}。(a)で,+z方 向に伝播する平

面波は伝播方向に凸の厚みのある収差ガラス

板 を透過すると空間位相変調を受ける。この

波を普通の鏡で－z方 向に反射 し,(b)の

ように同 じ収差ガラスを通過 させた場合,位

相遅れは倍になる。一方,位 相変調を受けた

波を位相共範鏡で反射すると,(c)の よう

に波面が裏返っているので,同 じ収差ガラス

板を通過すると,ち ょうど補償 されて,も と

の平面波に戻る。

位相共刺鏡の例 を2-1-13図 に示す30}。

原理的には,ホ ログラムの記録 と再生と同 じ

である。光波E,(0)が 物体光,E1が 参照光,

1章 光情報処理の概要,光 素子,記 憶デバイスおよびシステム

E・が参照光 に共範 な再生用光 に相当 し,E,

(0),E,,E、 の光を非線形媒質に入れると,

戻ってくる光E,が 位相共輌波になる。

位相共範鏡 を用いると,2-1-12図 で述

べたように光学系の中の歪を補償することが

できるので,今 後,光 情報処理にも使われる

ようになると思われる。

5.光 記憶 デバ イス

光記憶 デバ イスが コン ピュータ用 の大容量

メモ リー と して考慮 され るよ うに なった の

は,1952年 以 来 の こ とであ るが2),最 初 に製

品化 されたのは,透 明 テープに塗布 した不透

明物質 を レーザ ー ビームで蒸発 させるタイプ

の もの31)で,1966年 ご ろの ことである。その後,

ホ ログラフ ィの出現 とともに,ホ ログラム ・

メモ リーの研究 が盛 ん にな り,ペ ージア ドレ

ス方 式 の考 え 方 を導入 した もの(ホ ロ グラ

ム ・ペ ー ジメモ リー)【o)や情 報検 索機能 を有

す るもの(ホ ログ ラム連想 メモ リー)11)が 提

案 された。

ホ ロ グ ラム ・ペ ー ジメ モ リー は,2-1

2-1-13図

位 相 実車厄波の 発生 の 例
TDBSBS

}

も/
/

E,

ポ ンプ波

Ep(L)
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2-1-14図

ホ ロ グラ ム ・ペ ー ジ メモ リー

の 製作 フ ー リエ 変

換 レ ン ズ

アパ ー チ ャ

デー タマ ス ク

(ペ ー ジ) 0000

2-1-15図

ホ ロ グ ラム ・ベ ージ メモ リー

か らの 情 報の 読 み 出 し

レ ン ズ ホ ロ グ ラ ム ・

X-Y光

籔 一臓 置L 這
・1

ペ ー ジ メモ リー

光 検 出

.≒
」 ::::

ペー㌧選択) ＼
●●

セ ンス

回路から

光検出器アレイ

ア ンプへ

ワー ド(語)

選 択 回 路か ら

一14図 に示 すよ うに
,透 明点 と不透明点 がマ

トリックス状 に並んだ デー タマス ク(ペ ージ)

を次 々と直径1mm程 度 の微 小なホ ログラム

と して記録 したもので,デ ータの読 み出 しは,

2-1-15図 に示 す ように,細 い レーザ ー光

で微 小 ホロ グラム を選択照射す ることによっ

て行 う。

したが って,デ ータマス クの代わ りに画像

を記 録す れば,画 像 ファイル メモ リー と して

使 える。事実,ホ ログラム ・ペー ジメモ リー

はコ ンピュー タ ・メモ リーと して よりも,画

像 フ ァイル メモ リー32や 漢 字 メモ リーss)と し

て,技 術的 には実用 レベルに達 した。

ホ ログ ラム連想 メモ リー は,光 ビームAと

光 ビームBを 干渉させてつくったホログラム

を光 ビームAで 照明すると,光 ビームBが 再

生 され,光 ビームBで 照明すると,光 ビーム

Aが 再生 されるというホログラムの情報変換

機能に着目し,さ らに情報変換作用 を確実に

するために論理的なエクスクルーシブ ・オア

に基づいた検索動作を導入 したものである。

ホログラム連想メモ リーは,従 来技術では

困難であった連想メモ リーを実現する可能性

がある点で,ホ ログラム ・メモリーのうちで

最 も興味深いものであり,各 種の方式のもの

11)蹴36)が研究 されたが
,十 分な性能 を有する

ものは実現されていない。

これ らのほかにも,音 声などの時系列信号
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2-1-16図 双 安 定 半導 体 レーザ ーの 構 造

注 入電 流

Ii、Ii・ 光 出力

光入力

をサンプリングしたものの1次 元フーリエ変

換パ ター ンを記録 した時系列信号発生 メモ

リー3η,ホログラフィの多重記録性に着目し

た多重記録ホログラム ・メモリー鋤などが提

案され,技 術的には実用 レベルに達 したが,

現在では使われていない。

ホログラム ・メモ リーに代わって登場 した

のが光ディスクメモリーであり,ま た最近で

は,光 双安定素子を用いた光メモリーが注目

を集めている。光ディスクメモリーについて

は第ll編2部3章 で述べ られるので,本 項で

は割愛 し,光 双安定素子を用いた光 メモ リー

の一例 として,双 安定半導体 レーザーのメモ

リー動作39}について以下に述べる。

双安定半導体 レーザーは,2-1-16図 に

示すように,電 流の注入 される2つ の利得領

域 と,2つ の利得領域の間の電流の注入され

ない領域とか ら構成されている。電流の注入

されない領域が可飽和吸収領域として働く。

この半導体 レーザーは注入電流,光 入力,光

出力の間に,2-1-17図 に示すようなヒス

テリシス特性 を有 しているので,例 えば次の

ように駆動 させると光メモリーとして動作す

る。

2-1-17図 に示されているように,光 入

2-1-17図 双安 定 半 導体 レ ーザ ーの 特 性 と メモ

リー動 作

出

力

光

,忘 こ
ノぐル ス

ぷ

先入カ

セ ッ トパルス

注入電流

力=0の 場合の注入電流一光出力特性のヒス

テリシスループ内の電流値Ibに 動作点 を置

き,光 入力信号 を加えると,A→B→Cの 経

路を通って光出力信号が発生 し続ける。 これ

がセ ットである。 リセ ットは注入電流を12以

下に低減させることによって行う。注入電流

が1・以下になると,光 出力信号 はC→D→A

の経路を通って0に 戻る。

双安定半導体 レーザーは256Mビ ッ ト/秒

(光入力信号 のパ ルス幅 は2n秒)の メモ

リー動作が可能なことが報告されている39}。

6.代 表的な光情報処理システム

現在実用化されている光情報処理 システム

は決 して多くない。長年の研究にもかかわら

ず,い まだに実用化まで至らないものもある。

その一方で新 しいシステムが次々と提案 され

ている。本項では,代 表的な光情報処理 シス

テムとして,合成開口レーダー,光 学的パター

ン認識システム,音 響光学信号処理 システム,

光論理演算 プロセ ッサーおよび光剰余算法を

取り上げることにする。
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6.1合 成開口 レーダー16)40)

合成開口レーダーは,小 さな開口のアンテ

ナを移動 させることにより,大 きな開口のア

ンテナを用いたのと同等の画像を得るシステ

ムで,最 終画像の作成段階でコヒーレン ト光

学処理が用いられている。1950年 代か ら開発

が行われ,1960年 代に実用化された。実用化

された最 も古い光情報処理システムというこ

とができる。

2-1-18図(a)に 示すように,航 空機に

レーダー送 ・受信機を搭載 して画像を形成 し

たい地域 の上 をまっす ぐに飛 行 し,レ ー

ダー ・パルスを航行路に垂直な方向に送信す

る。地上の各点か らの散乱波は,航 空機の移

動につれてエ コーの連 な りと して戻って く

る。受信されたエコーは受信機の高安定ロー

カル信号と混合され,写 真フィルムなどに記

録される。

異なった場所に2つ の点物体がある場合の

記録パ ターンを,2-1-18図(b)に 示す。

垂直方向にプロッ トされているのは,パ ル

ス ・エコーのタイミングから得 られる距離情

2-1-18図 合成 開 口 レー ダー に お け るデ ー タの

記録

アンテナがカ
バーする領域

方位角

＼

(a)

w

鷺↑
(b)

〈注〉(a)デ ー タの収集,(b)二 つの点物体があった

場合の記録パ ター ン。

報であり,水 平方向にプロッ トされている方

位角(ア ジマス)情 報は,航 行路からそれぞ

れの距離にある物体で反射された波の振幅を

記録 している。

航空機が1つ の点物体を通 り過ぎるときに

形成 される記録パ ターンは1次 元のフレネ

ル ・ゾーンプレー ト(一 種のホログラム)に

なっている。2-1-18図(b)に は,2つ の

1次 元フレネル ・ゾーンプレー トが記録され

てお り,こ れらのゾーンプレー トはそれぞれ

航行路か ら物体までの距離に応 じた焦点距離

をもっている。

したがって,こ の記録パターンをコヒーレ

ン ト光で照明すると,マ イクロ波を投射 した

地域の画像が得 られるが,方 位角方向の像は,

ゾーンプレー トの焦点距離が航行路から物体

までの距離に依存 しているために,フ ィルム

面か ら離れた傾いた面の上に形成 される。一

方,距 離方向の像はフィルム面上にできてい

る。この距離方向と方位角方向とで像面が分

離 している面像 を同 じ面上に形成す るため

に,2-1-19図 に示すコヒーレン ト光学処

理 システムが用いられた。アナモルフィック

光学系で距離画像 と方位角画像を一致させて

最終画像を形成 している。

このシステムで得 られた画像は,光 学像に

劣らないほどの解像度を有 している。

6.2光 学 的 パ ター ン認 識 シ ステム9)・41)

あ る特定 の信号 に独特 な応答 をする ように

設計 された電気 回路 をマ ッチ トフィル タとい

う。 すな わち,信 号s(t)の 周 波 数 スペ ク ト

ル をS(の と すると,S(の の 複素共範S'(の

が 信号s(t)を 最 大 パ ワーで検 出 するた めの

マ ッチ トフィル タであ る。マ ッチ トフィルタ
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2-1-19図

距 離像 と方位 角像 を同一面上

に形成 す るため の コ ヒー レン

ト光 学処理 シ ステム

〆 ・

アナ モ ル

フ ィ ッ ク

光 学 系

は,信 号抽出方式や通信方式において用いら

れている。

このマッチ トフィルタを,ホ ログラフィの

技術を用いて光学的に実現 したものを光学的

マ ッチ トフィル タといい,こ れを用 いたパ

ターン認識 システムの研究が始まってから20

年近くになる。

光学的マッチ トフィルタの製作を,2-1

-20図 に示す。参照光源か ら出てレンズL・

を通 り,平 行 になった参照光 と,レ ンズL・

によって形成 された物体の フー リエ変換パ

ターンとが干渉 して生 じた干渉縞を記録 した

ホログラムが,記 録 に用 いた物体の光学的

マ ッチ トフィルタである。

光学的マッチ トフィルタによるパ ターン認

識の様子を,2-1-21図 に示す。スペク ト

ル面にマ ッチ トフィルタを置き,物 体面に未

知のパターンを置いたとき,そ のパターンに

記録時の物体が含まれていると,読 み出 し面

に光源の像をつ くるので,こ の存在 をみて信

号の検出ができる。

光学的マッチ トフィルタリングこそ正に光

情報処理の中核技術と考えられ,指 紋の照合

や文字読み取 りへの応用が研究 されたが,実

用にまでは至 っていない。その原因は,光 学

的マ ッチ トフィルタがパターンの変化に対 し

て敏感すぎるためで,例 えば,被 検パターン

が少 しでも回転 していると,読 み出 し面には

光源の像が現われない。そこで,入 力パター

ンの大きさが変化 し,回 転が生 じても,認 識

を可能とするメラン変換42)が研究 されたが,

これもパターンの位置変化に対 して非常に敏

2-1-20図

光学 的マ ッチ トフィル タの製

作

コ リ メ ー ア ィ

ン グ ・レ ン ズ

物体

(文字)

'、 ●

・ ●

、 ●
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2-1-21図

光 学的 マ ッチ トフィル タに よ

るパ ター ン認識の 光学系

コ リメー テ ィ

ン グ'レ ン ズ 物 体 面

(未 知 の
パ ター ン)

1次

回折光

光源の像

》 ㌫`'T"の 光 学 的

マ ッチ トフィル タ

感 なため,や は り実用 にまで は至 っていない。

この ように光学的 マ ッチ トフィル タ リング

は物体 の回転移動 な どに敏感 す ぎて,そ の認

識性能 が十分で はない。一方,コ ンピュー タ

処理 のみでパ ター ン認識 を行 うと,大 容量 の

メモ リーを必 要 と し,処 理時 間 も長 くなる。

そこで,画 像 をあ らか じめ コンピュー タ処理

に都合 の よい形 に変 えて,処 理 は コンピュー

タで行 うハ イブ リッ ド処理が 出現 した。その

一例 と して
,工 業 製品のパ ター ン検査 につ い

て述べ る。

工 業製品パ ター ン検 査 システムの構成 を,

2-1-22図 に示 す43)。イ ンコ ヒー レン ト光

で照明された物体の像を1-C変 換素子の上に

形成すると,物 体の像は透明像 にな り,レ ン

ズL・でフー リエ変換 されてビジコンの光電

面 に入射する。このフーリエ変換像はビジコ

ンで電気信号に変換され,メ モ リーに格納さ

れる。このようにして得 られたデータをコン

ピュータによりすでに記憶,登 録 されている

正常品に対するデータと比較 して被検査物の

良否を判定する。

6.3音 響光学信号処理システム

前述 したように,光 学的フーリエ変換を使

えば,空 間周波数のスペク トルが瞬間的に得

2--1-22図

工 業製 品パ ター ン検 査 システ

ムの ブロ ック図

入力

物体

、ン く

一 一一 ≡一 レ ー ザ ー

ジ

「〒

鋸
L

`

r

イ ン コヒー レ ン トーコ←臼/
ヒ_レソト変糠 子

A

メモ リー

.

l

A打

レ」と捗 」

/

-

.L A

墓

2

'

;
ACPU

一

制御回路一

5
;

↑ ↓
・

YD
1/0イ ンタ

「 ユ〒L
システム 出力

lSTCXD

1 A/D
ビデ オ信号 ビデ オ信号,EOC
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られる。 したがって,時 系列電気信号も空間

信号に変換すれば,光 学的 フーリエ変換によ

り瞬間的に処理することができる。

音響光学信号処理システムは,時 系列電気

信号を空間信号に変換するデバイスとして,

2-1-7図(b)に 示 したブラッグ回折型超

音波光変調 ・偏向素子("ブ ラッグセル"と

呼ばれている)を 使用 した信号処理システム

である。処理すべき電気信号 をブラッグセル

の トランスデューサに印加すると,相 応する

音響信号がセルの透明媒体に屈折率分布を生

じ,そ の屈折率分布がセルを通る光を変調す

る。

音響光学信号処理システムには,空 間積分

型 プロセッサーと時間積分型プロセッサーと

2-1-23図 ブラ ッグセ ル を用 い た スペ ク トル ・

アナ ライザ の構 成

ブ ラ ッグ

4冒'須

怠 レ ンズ

i
光検出器

アレイ

1章 光情報処理の概要,光 素子,記 憶デバイスおよびシステム

がある。空間積分型プロセッサーの代表的な

例はスペク トル ・アナライザである。

ブラッグセルを用いたスペク トル ・アナラ

イザの構成 を,2-1-23図 に示す16)。時系

列信号のスペク トル解析がコヒーレン ト光学

系のフーリエ変換機能 により行われている。

このタイプのスペク トル ・アナライザで,約

1GHzの 帯域幅と約1,000の 時間 ・帯域幅積

が得 られている。

最近は,弾 性表面波(SAW)技 術を使用 し,

光集積回路化 した光集積スペク トル ・アナラ

イザが注目されている。

光集積スペク トル・アナライザの基本構成㈱

は,2-1-24図 に示すように,半 導体 レー

ザー,コ リメー ト用およびフー リエ変換用の

導波路 レンズ(ジ オデシック ・レンズ),ブ

ラッグセル,SAW素 子,受 光素子ア レイか

らなっている。受信 された電気信号(マ イク

ロ波信号)は,中 間周波数に変換され,増 幅

された後,SAWト ランスデューサに印加 さ

れる。 トランス デューサにより励振 された

SAWは,導 波光 との相互作用により光 を回

折させる。この回折光をフーリエ変換 レンズ

により受光素子アレイ上に集光すれば,各 素

子からの出力はそれぞれの周波数成分に対応
入力

2-1-24図

光集 積 スペ ク トル ・アナ ライ

ザの 基 本構 成

々 .

検出器アレイ
CCD読 出し

Ti:LiNbO3

弾性 表 面 波 トランスデュー サ

μW局 部発振器

半導体レーザー
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2-1-25図

空間積分型相関器の構成

点
光
源

ブ ラ ッ グ

セル 参照マスク

.

《≡.≡
⊥

1〕 一

1

レンズ}
入カ レンズ

v1(t)

レ ン ズV2(X)レ ン ズ

光検出器

σ

している。

光集積スペ クトル ・アナライザの開発は,

米国の空軍および海軍の要請により1977年以

来強力に行われてお り,現 在も性能の改善が

急速に進んでいる。

空間積分型プロセッサーのもうひとつの例

は,空 間積分型相関器(コ リレータ)で ある。

空間積分型相関器の代表的な構成を,2-

1-25図 に示す16}。この システムの作用は,

ブラッグセルに入力された時系列信号V,(t)

と,装 置 に蓄積 されて いる固定 の空間信号

V2(x)と の相関をとることである。ここで

の光学系の機能は,音 響格子(位 相格子)で

回折 された回折光 か ら特定 次数の光 を選択

し,格 子の像 を参照マスクの上に形成するこ

とである。ブラッグセルの中の信号は媒体内

の音速で動いていくため,参 照マスクに導か

れる光波面もその速度で移動する。そ して,

参照マスク格子を通過 し,あ る方向に回折さ

れる光 だけをレンズで集束 し,光 検出器で検

出する。光検出器より得られる信号は,V、(t)

とV、(x)の 相互相関になっている。そして

相関の遅延時間は出力の時刻そのものに対応

する。

.このような相互相関の用途は,広 帯域レー

ダー信号処理の分野で多い。

次に,時 間積分型プロセッサーの例として,

時間積分型相関器について述べる。

時間積分型相関器の一例の構成を,2-1

-26図 に示すt6}。相関をとるべき信号のひと

つは,ブ ラッグセルを介 して,も うひとつの

信号は発光 ダイオー ド(LED),半 導体 レー

ザーなどの光源の強度変調 を介してシステム

に導入される。ブラッグセルの像 を,空間フィ

ルタで回折光成分のみを選択 して蓄積型光検

出器ア レイの上に形成する。光検出器アレイ

中の各素子は2つ の信号の積分値を,各 セル

の位置に応 じた一定の相対遅延を伴って蓄積

2-1-26図

時間積分型相関器の構成 ブ ラ ッ グ

セル

光検出器
アレイ
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する。このようにして,2つ の信号の相互相

関出力が得 られる。

6.4離 散 光 プ ロセ ッサー

音響光 学信号処理 システムは,時 間的に連

続 した信 号 につ い ての 演算 シス テム であ っ

た。 これ に対 して時間的 に離散 した(サ ンプ

リング した)信 号間 の演算 を行 うシステムが

離散光 プロセ ッサ ー(discreteopticalproces・

sor)で,最 も新 しい光 情報 処理 シス テムの

ひとつ であ り,研 究 はまだ提案 と基礎 実験 の

段階 にある。離散光 プロセ ッサーの具 体的 な

例 と して,こ こでは インコヒー レン ト光 を用

いた並列 マ トリックスー ベ ク トル乗算 器 と光

学 的 シス トリック(systolic)マ トリック ス

ー ベ ク トル乗算 器 につ い て述 べ る こ とにす

る。

イ ンコヒー レン ト光 を用い た並列マ トリッ

クスーベ ク トル乗算 器の構成 を,2-1-27

図 に 示す16)A5}。入 力 ベ ク トルの 各要素 はそれ

ぞれLEDア レ イの各LEDに 並 列 に入 れ ら

れ る。左側 の光学系 は各LEDか らの光 を行

方 向(垂 直方 向)に 広 げる。す なわち,1つ

のLEDか ら縦方 向に広 がった光 は,マ トリッ

クス ・マ ス クの ひとつの列 に均一強度 で当た

る。右側の光学系 の機 能 は,マ スクを通過 し

た光束 を垂 直方 向に並ん だ光検 出器 ア レイに

1章 光情報処理の概要,光 素子,記 憶デバイスおよびシステム

入 力 させ ること,す なわちマス クの水平 方向

の それ ぞれの行 を通 る光 を,そ れぞれの光検

出素子 に集 める ことで ある。 この結果,入 力

も出力 も並列 に実現 され,全 体 のマ トリック

スー ベ ク トル積 の演 算が並列 に,し か も非常

に短時 間で行 われる。

この シス テムは,マ トリックス ・マス クの

選択 に よ り,離 散的 フー リエ変換 やスペ ク ト

ル分析 を行 うこともできる。

次 に,光 学 的 シス トリック ・マ トリックス

ー ベ ク トル乗算器 につ いて述べ る16}・46)・47)
。

シ ス トリック ・プロセ ッサ ーの概念 は電子

デ ィジタル処理 の ために考 え られた もので,

シ ス トリックは"心 臓 収縮 の"と いう意味 で

あ る。す なわち,主 メモ リーか らクロ ックに

合わせ て一定 間隔で次々 に送 り出されるデー

タが,多 くの単位素子 を一巡 してくる間 に演

算 が完 了する ことを表 している。

シス トリック ・プロセ ッサーの概 念の背後

に ある基本的 な考 え方 を,2-1-28図 に示

す。 シス トリック ・プロセ ッサー は一連 の等

しい ビル デ ィング ・ブ ロックでできてお り,

各 ブロ ックは(a)に 示 す性質 をもって いる。

すなわち,入 力ベ ク トルの1要 素 を表す"x"

が左 か らブロ ックに入 ると,上 方か ら入力マ

トリックスの1要 素 を表 す"a"が,ま た右

か ら"y"が ブ ロ ックに入 り,ブ ロックか ら

2-1-27図

イ ン コ ヒー レン ト光 を用 い た

並 列 マ トリ ック ス ・ベ ク トル

乗 算 器の 構成

LEDマ トリックス ・ 光検 出器

マス ク ア レ イア レイ

竃
＼
光学系 光学系
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2-1-28図

シ ス トリ ック ・プ ロセ ッサ ー

の基 本 的 な ビル デ ィ ング ・ブ

ロ ッ ク(a)と3つ の ブ ロッ クを

接 続 した シ ス トリ ック ・ア レ

イの 動 作

は右 の方 へ"x"が 変 化 を受 けず に出,左 の

方へ"y"+"ax"が 出 る。このようなブロ ッ

ク を,(b)に 示 す ように,直 列 に接続 し,

左 か ら入 力ベ ク トル要素,上 方か らマ トリッ

ク ス要 素 を適 当 な タイ ミングで入 力 させ る

と,下 に述 べ るよ うに して,ベ ク トル とマ ト

リックスの積 を表 すベ ク トルの成分が 出力 さ

れる。

2-1-28図(b)で 黒 丸 は,ク ロックの時

点 では,ど んな入力 であろ うと無 関係 に入 力

ゲ ー トが閉 じてい る,す なわ ちブ ランク ・ス

ペ ースである ことを意味 する。まず入 力ベ ク

トルの初 めの要素"Xl"が 入 力 される。その

次 の ク ロ ックで,"x1"は 中 央 の ブロ ックに

移 り,左 側 のブロ ックの下 か ら出 力が出るが,

この出 力は重要 で ないので無視 す る。また,

同 時 に中央 のブ ロ ックに は"alr"の 入 力が上

側の入力端 よ り入れ られ る。そ うす ると次の

クロ ックによ り中央 のブ ロックの左 下 より出

力 され るの は"al"と"x、"と の積 であ る。

この積 は左側 の ブ ロックの右 下 よ り入 力 さ

れ,そ れ と同 時 に その ブ ロ ックの左上 よ り

"
x,",上 側 よ り"a12"が 入 力 され る。そ う

す ると次の クロ ックによって左下 に出力 され

る値"Yi"は,"alXl"+"a2x,"と な る。 こ

れ と同 じように,右 側 の ブロ ックへ も"Xl",

"
x,"の 値 が転送 され,そ れ ぞれの結 果が左

の方 へ送 られ,"y,"="a21Xl"+"a22x2"が

1ク ロ ックの間をおいて出力 され る。

この シス トリック演算 を光学的 に行 うプロ

セ ッサ ーの一例 の構成 を,2-1-29図 に示

す。 この プ ロ セ ッサー は ブ ラッ グ セ ル と
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2-1-29図

光 学 的 シス トリッ ク ・マ トリ

ック ス ーベ ク トル 乗 算 器の 構

成 ・

LED

ア レイ

・a21・{)O

a22・all-{⊃ ‖

・a12・ 一{⊃O

ブラ ッグ レンズ レン ズ 光検 出器

セ ル ア レイ

q←-Xl●X2

○ ○
0

→y
l●y2

CCD

遅 延 線

CCD(電 荷 結合素子)遅 延素子 を用 いている。

入 力ベ ク トル の要素 が短 いパ ル ス と して ブ

ラッグセルに入 り,そ のなか を伝播 してい く。

マ トリックスの要素 はブ ラッグセルを照 明す

るLEDア レイの輝度変調 として入力 される。

ベ ク トル信号"x1"が セ ルの中央 部 を通過 す

る とき,真 ん中のLEDに よ り"all"で 照 明

されるので,右 側 中央 の光検出器出力 は"anXr"

に比 例 し,そ れがCCDに 電 荷量 と して蓄積

される。次 の クロックパル スでこの電荷 は上

側 の光検 出器 に転 送 され る。 次に"x2"が セ

ル に入 力 さ れ,そ の 時 に は い ち ば ん 下 の

LEDが"a12"の 変 調 輝度 で発光 し,そ の結

果 は右側 の光検 出器 ア レイの いちばん上側の

素子 で検 出 され,CCDに 転 送 され ると同時

に先 ほどの転送 され た電荷 と加え合わ され,

次 の ク ロックパ ルスで"y1"と して出力 され

る。 同様 に,"y1"の 出 力後,1ク ロ ックお

いて,"y、"が"a21x1"+"a、,x、"と して出力

される。

6.5光 剰余算法

これまで述べてきた光情報処理 システムは

すべてアナログ量を扱っており,そ のために,

演算の精度が十分でなく,演 算の自由度 もな

いという欠点をもっている。そこで,光 プロ

セッサーを数値プロセッサーにする努力が払

われている。そのひとつの試みが,剰 余算法

による数値演算を光学的な手法を用いて実行

しようとする光剰余算法で,光 情報処理の並

列処理性を生か したディジタル演算の実現を

目的としている。

剰余算法においては48},ある整数Xを 表示

するために,法(modulus)と 呼ばれる互い

に素な自然数mi(i=1,2,…,M)でXを 割っ

たときに得 られる剰余となるRm(X)=mod

(X,m)を 用 いる。例えば,M==3,m1=3,m2

=4 ,m、=5の 時,X=35に 対する剰余数表現

は,順 に2,3,0と なる。このような剰余数

システムでは,十 進法や二進法のシステムに

比べて,キ ャリー(桁 上 り)が 無いため,そ

れぞれの法に対する演算を独立に,し たがっ

て並列に実行でき,そ の結果,演 算速度向上

の可能性がある。さらに,乗 算に対する演算

時間や演算の複雑さが,加 算の場合と同程度

ですむという特徴 もある。

剰余算法の光学的実現法として,い ろいろ

な提案がなされているが,そ の一例として,

剰余数および干渉縞が周期性 をもつことを利

用 して,加 算器を構成する方法を述べること

にする49)。

2光 束による干渉縞の周期 を法に,強 度の

ピークの位置 を剰余数に対応 させる。剰余数

か ら二進数への変換は,2-1-30図 のよう

に,各 法に対応 した周期をもち,各 剰余に対

応 して片方の光束に位相 シフ トを与え変位 さ

261



n編2部 光情報処理の動き

2-1-30図 す べ ての2光 束 干 渉パ ター ンの 重 ね合

わ せ(3変 数M1,M2,M3の 場合)

変 調 器

R2
レーザー3

レーザー2

M2レ ーザー1

Ml

_驚'ん ∩∧∧

参 照 ビー ム

12345 ▲ 乙㎜

二進数を十進数に変換す

るためのマ トリックス

トダイオード・アレイ

ヨルド・スイッチ

と識 別 器

20(LSB)

21

22二 進

23出 力

2n(MSB)

せた干渉縞を,強 度 に関 して足 し合わせるこ

とによって行われる。生 じた強度分布の最大

ピーク位置が十進数 に対応 し,さ らにマ ト

リックス回路によって二進数へ変換される。

二進数か ら剰余数への変換は同様に片方の光

束に二進数に応 じた位相シフ トを与えること

によって行われる。2つ の二進数に対 してそ

れぞれの数値に応 じた位相シフ トを2段 階で

与え,図 の剰余数から二進数への変換の方法

を用いれば,出 力は2つ の二進数の和になり,

加算器が実現できる。

7.お わ りに

光情報処理の研究 は,"画 像の処理"を 目

的に始まり,そ の後内容が多様化 し,現 在で

は"光 を用いる情報処理"が 主流になってい

る。上述 したシステムのうち,音 響光学信号

処理システム,離 散光プロセッサーおよび光

剰余算法が,画 像の処理とは直接関係なく,

信号の処理あるいは信号間の演算を行 うもの

である。

さらに,離 散光プロセッサーと光剰余算法

は,光 コンピューティングというひとつの分

野を形成するようになってきた。これらの技

術を核として,最 近では,将 来の光コンピュー

タの実現に向けて,デ ィジタル光 コンピュー

ティング50)や光 インター ・コネクション(光

相互接続)51}の提案が活発になり,そ れがまた

光双安定素子などの光素子の研究開発を促進

させている。

光コンピュータの実現はまだ遠い先である

にせよ,遠 大な目標に向かって光情報処理の

研究が活発に行われ,よ り優れた光情報処理

システムが次々に実用化されることを期待 し

たい。
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2章 光情報処理通信技術

2 第2章

光情報処理通信技術

1.は じめに

LocalAreaNetwork(LAN)が 日 本,米

国 を中心 に数多 く導入 されてい る。 それ らに

は,メ イ ン ・フレー ムか らOA機 器,電 話 に

至 るまで多種多様 な機器が接続 されている。

また,LAN相 互 間 の接続 も,従 来 よ り音

声帯域の アナログ回線 と,モ デム,ゲ ー トウェ

イ装置 を用 いて,し だいに普 及 して いる。昭

和59年11月 よ り 日本 電 信 電 話 公 社 は,6.3

Mbpsま で の ディジ タル専用線 サ ー ビス を開

始 した。 このサー ビスによ り,よ り高速,大

容量 で経済性 に優 れ たLAN相 互 接続 が可 能

にな り,LANユ ー ザ ーであ る諸企 業 の活 動

の拡大 と相侯 って,LANが 多 様 な形態 で使

われるようにな って きた。

ここで は,わ が国 にお けるLANの 開発 状

況 および,そ の標 準化動向 につ いて述べ る。

2.LANの 開発 状況

これまで,ペ ア線をはじめ同軸,光 ファイ

バー等を伝送媒体 として,わ が国だけでも百

種類を超 えるLAN製 品が出されている。こ

れ らのLANを 適用領域か ら分類すると次の

4つ に整理できる。

第1のLAN(電 話系サービス中心のLAN)

は,企 業内の電話網をベースとして発展 した

もので,EPBXを 核としたスター型のLAN

であ る。 このネッ トワークは,デ ィジタル

EPBXの 交換 サー ビス を基本 にメールや

ファイルなどの付加モジュールを加えて,高

度なサービスを提供するものである。保留時

間の長い電話サービス64Kbps以 下のデータ

通信サービスに適 している。

第2のLAN(集 中処理システム用LAN)

は,ホ ス ト・コンピュータからスター状に接

続 される端末 への回線群 を,ひ とつのルー

フ ・不ットワークに置き換え回線共用を図る

ものである。汎用目的であるメイン ・フレー

ムとの整合性から,極 力 トランスペアレン ト

なネッ トワー クが望まれている。 このLAN

は70年 代末 か ら現在 まで,日 本 における

LANの 主流であ り,主 に研究部門のLA,

製造部門のFAシ ステムの幹線ネットワーク

として,数 多 く導入 されている。広い地域を

カバーする構内の幹線であ り,大 容量の伝送

能力が要求 されることから,大 半のものは光

通信が用いられている。

第3のLAN(分 散処理システム用LAN)
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は,Ethernetに 代表 されるOAを 主対象 とし

たものである。これは,OA機 器 を相互接続

し,文 書作成,検 索,そ してメーリングなど

の事務作業の合理化をねらっている。この種

のLANで は,端 末間の通信がネットワーク

の最大速度で行えるよう通信方式が工夫 され

てきた。現在,Ethemetに 端を発 し,ア クセ

スを分散制御 しようとするCSMA/CD方 式,

および,ア クセス を集中管理 して高 トラ

フィック時の媒体使用率 を上げようとする

Token-passing方 式の2方 式 が主流とな りつ

つある。

第4のLAN(各 種 リンク)は,先 の3つ

のLANを 補間するLANコ ンポーネン トで

ある。 このLANに は,光 や電波で空間伝播

を利用 して少 し離れたビル間を接続するリン

クや,室 内の端末配線 に代わるワイヤレスの

リンクなどが挙げられる。さらには,磁気テー

プやプリンターなどの高速端末を計算機から

2--3km延 長する光アダプターがある。

3.光LANの 開発状況

現状のLANは 伝送媒体 としてペア線,同

軸ケーブル,光 ケーブル,無 線 赤外線など

を用 いており,対 象とするシステムも大型 コ

ンピュータか らパ ソコンまでをカバーする汎

用的なネットワークからプロセス制御ネッ ト

ワークのような専用 目的のものまでさまさま

である。これらの中で,特 に光技術をベース

とするLANは,こ れか ら1980年代末に向け

て大きな伸びが期待 されている。

光通信技術 は,1970年 代 に入 り急速な進歩

を重ね,70年 代末には素子 レベルで:10万Fit

以上との信頼性の向上と価格の低下により民

需通信機器にも使用できるまでになった。

'光LAN開 発の当初 は
,単 に光通信のもつ

高信頼性と拡張性(特 に,伝 送容量の将来性)

に夢 を託 して メタ リックケーブルをファイ

バーケーブルに置 き換えるものが主流であっ

たように思われる。しかし,1980年 代に入 り

光通信の特長 を積極的に生かした通信機能が

それまでの技術進歩の成果として実用に供さ

れるに至った。

光LANで 用いられる基本的構成技術 は公

衆網 をはじめとする広域通信網のそれと大差

はない。 しか し,LANの 置かれる環境では

制約が比較的緩やかであること,通 信 コス ト

の基盤が異なること,並 びにさまざまなユー

ザー要求 に応える必要性が強いことか ら,

種々の先進的なアプローチが採 られている。

こうした技術の集約と しての光LANは,

その開発過程 において,

① サポー トすべき端末 インタフェース

② 要求通信機能から派生するハー ドウェ

ア,ソ フ トウェアの構成

③ 光技術の選択

④ ネットワークの運用 ・管理

⑤ 将来に備えての発展,拡 張への見通 し

などでほほ特徴づけられる。

ここでは,こ れらの特徴に焦点を当て,2

章で述べた適用領域別に光LANの 開発状況

を示す。

3.1メ イ ン ・フ レー ム用 の光LAN

DPシ ス テム,FAシ ス テムは従 来 よ りメ

イ ン ・フ レーム主 導で発展 してきた。命令実

行時 間か らみる とメイン ・フ レームの処理能

力は この10年 で10μsecか ら数nsecへ と千数

百倍 に増 え,そ れ に伴 って接続端末数が急激
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に増大 した。このため構内におけるメタリッ

ク布線が電話回線の伸びと競合 し,構 内通信

網の能力の見直 しが強 く意識 されるように

なった。

輻奏の解消,将 来 にわたる十分な回線容量

(数とスピー ド)の 確保,回 線の増 ・移設等

の運用管理の便の向上等が具体的な見直し内

容 として想定 される。光データハ イウェイは,

こうした背景のもとにメイン・フレームを用

いた集中処理 システムを対象 とした光LAN

として1970年代後半から製品開発が続けられ,

すでに多数導入 されている。

田 インタフェース

光データハイウェイは,ホ ス ト一端未聞の

回線をそのまま置き替えることが第一義的な

目的であった。このため,イ ンタフェースは

CCITT標 準あるいはEIA標 準のサポー トを

基本とし,さ らにマルチポイン ト接続,ホ ス

ト選択,集 線接続 といったホス トー端末系で

必要とされる通信モー ドが順次付加 されてき

た。

これらの通信モー ドにおいては,ホ ス トの

OSと の親和性が重視されねばならない。 し

たがって光データハイウェイ型のLANで は,

インタフェース上のビッ トを空白も含めてす

べて伝送する"ビ ッ ト・トランスペアレント"

な伝送形式を採るのが通例となっている。こ

のことは光データハイウェイが構内の幹線 と

してマルチメディアをサポー トする際,さ ら

に重要な要因となる。

田 光データハイウェイの構成

回線の置 き替えが 目的であることか ら,

ノー ドは極力単純なものとなるよう開発に工

夫が見 られる。すなわち,

① 二重化ループであること

2章 光情報処理通信技術

② 光ファイバーへのアクセスをタイムス

ロット単位で行っていること

③ 多重化部 より上 を二重化している

④ トランスペアレント伝送 を最小ハー ド

で実現すべく,時 分割多重方式(TDM)

を基本とする方法と,ト ークン ・リングを

基本 とする方法

などが現在定着 したアプローチとなってい

る。典型的な構成を2-2-1図 に示す。

光部分は,現 在主流である30Mbpsの 速度

領域で最 も有利 とされているLED/APD,

GIフ ァイバーの システムが使われている。

しか し将来にわたる回線容量の増大,イ メー

ジデータの取 り込みなどへの対応が強くいわ

れ始めており,よ り大容量伝送 を実現するた

め,LDシ ステムを用いた先進的開発が進め

られている。

回 運用管理

初期の光データハ イウェイではノー ドの増

移設,回 線の収容替えなどを各 ノー ドおよび

回線 インタフェース ・カー ドにて各々に設

定 ・制御 していたが,回 線数の増大を効率的

に処理するため,最 近の開発傾向は,汎 用

CPU上 に専用のソフ トを開発 し,ネ ットワー

ク監視 プロセッサー(NSP)と して,運 用管

理 に関する処理 を集中的に行わせるように

なってきた。現在,DP・FAシ ステムを用

いている企業も,活 動の範囲が拡大するにつ

れ,企 業内ネ ットワークは構内から広域 シス

テムへの拡大が必須 である。光 デー タハ イ

ウェイの開発方向も,現 在のアプローチに加

えてイメージ ・音声等のメディアの増強,な

らびに対公衆網,対LAN間 の網間接続技術

の展開へ進むものと思われる。
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2-2-1図 光 デ ー タハ イ ウ ェイ の構 造例
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3.2パ ソコン,ワ ープロ用の光LAN

パ ソコン等を接続対象とする分散処理シス

テム用のLANは,主 に米国において,ま ず

メタリック媒体(ペ アケーブル,同 軸ケーブ

ルなど)を 使い,OA機 器主導の下 にハー ド

ウェア,ソ フ トウェアの共用 を図ることをね

らって開発が進められてきた。

このLANに 課せられる基本的な要請は,

所要のアプ リケーション機能 を実現するた

め,OA機 器相互が任意の相手 と高速の通信

を行えることである。この目的のため,CSMA

/CD,Token-passingの2方 式がひろく採用

されるところとな り標準化作業が進められて

いる。媒体の光化 に関 しては,日 本がやや先

行 しているようである。ここでは標準化仕様

に基いて実用化が進め られているCSMA/

CD方 式の光LANに ついて開発状況を述べ

る。

ロ インタフエース

このLANで は,ア プリケーションの処理

プロセス間を結ぶ ことが基本である。 した

がってLAN側 は少なくともリンクレイヤ以
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2-2-2図CSMA/CDネ ッ トワー クの プ ロ トコル とイ ン タ フェ ース構 造
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下をサポー トする必要があり,し かも,高 速

トランズアクションが必要とされるため,物

理 レイヤにおいては,従 来のCCITTのVシ

リーズ等 で は一般 的 で なかった高 速(10

Mbps以 上)信 号の取 り扱いが必須である。

2-2-2図 にCSMA/CDを 例 としてプ

ロ トコルとインタフェース構造を示す。同図

(a),(b)に 示す ように,ワ ー クステーション

(WS)等 のOA機 器か ら媒体への接続方式

には大きく分けて二通 りある。1つ はWSか

ら直接媒体へのケーブルが出る形(a),も う一

方 は,WSか ら従来のVシ リーズ等の回線 イ

ンタフェースを出 し,回 線 インタフェースと

CSMA/CDプ ロ トコル との整 合 を行 う

LANア ダプタを介 して媒体 に接続する形(b)

である。

前者はXINS等 の専用WSに 見 られる形

で,プ ロ トコル制御ハー ドがWSに 内蔵 され

るため,見 かけ上の"LAN"が 単純化 され

る利点がある。後者は見かけ上LANア ダプ

ター部分 だけLANの ハー ドが増 したように

見 え るが,WSに は従来 の回線形 イ ンタ

フェースに通信用のソフ トを備えればよく,

WSの ハー ドが軽 くて済む利点がある。最近

は,普 及 したパソコン同士をつなぐ手段 とし

て後者の形のLANが 数多く開発されている。

現在,標 準化済みのインタフェース制御 プ

ロ トコルの制御用LSIセ ッ トが数社(日 本

1社,米 国4社)か ら出荷されているが,こ

れらの普及,低 価格化により,し だいにWS
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2-2-3図 シ ステ ム の構 成 図
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と一体化する方向へとインタフェースの開発

が進むものと思われる。

回 光ネットワークの構成

ネッ トワークは光信号を光 カプラで分岐 し

て構成される。使用するカプラによって,バ

ス構成,ス ター構成のいずれでも可能である。

すでに報告されているもののシステム構成を

2-2-3図 に示す。

團 運用管理

ワークステー ション主体のため,LANの

運用管理 もWSの アプリケ.一ション ・ソフ ト

ウェアの一部に同居する形 で行われてきた

が,LANア ダプターを分離 した形態でアダ

プター数が数百 レベルの大規模なLANが 出

現するに及んで,LANそ の ものの運用管

理を専業 とするノー ドを設ける例もみられる

ようになった。

3.3各 種光 リンク

計算機の応用分野が広がるにつれて,、より

使いやすいシステム構築のため,メ イン ・フ

レームと高速1/0や ミニコン間のいわゆる

チャネル ・インタフェースを延長するものと

して光技術の特徴 を生か したLANが 開発さ

れた。ここでは,チ ャネル ・エクステンショ

ンを主目的とする光 りンクの開発状況につい

て簡単に述べる。

田 インタフェース

CPUと1/0と はチャネルを介 して高速

の トランズアクションを行い,毎 秒1メ ガバ

イ トを超える高速のデータ転送 を行ってい

る。このチャネルの物理的距離を伸ばしたと

き,単 なるビッ ト・トランスペアレントな ト

ランズアクションの中継のみでは,1回 の ト

ランズアクション時間が距離に比例 して伸び

てしまい,1km以 上延長 しようとするとど

んなに伝送 ビッ トレイ トを上 げても章スルー

プットが上 らなくなる。

*ス ル ー プ ッ ト=NB/(2τrd+N。/R)

=1/(2τrd/NB十1/R)

Ted:伝 送 遅 延

NB:1回 の トラ ン ズ ア ク シ ョ ン で 送
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2-2-4図 チ ャネ ル ・エ クス テ ン シ ョン用 光 リン クの構 成
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イン タフェー ズ制 御 部

イ ンタフェース にお いて,

ネ ル と トラ ンズア クシ ョンを行 い,1/0に

伝 達 すべ きメ ッセー ジを代行受信 し,1/O

側 の イン タ フェー スか らの信 号 を代 行 して

CPUに 送 信 す ると いった方式 を採 らねば な

らない。か くして,1/O側 へ のデー タ転 送

はn回 の トラ ンズア クシ ョンで1回 行 われ る

ことにな る。 したがって,こ の光 りンクの イ

ンタフェースで は,チ ャネルの プロ トコルの

全層 をサポ ー トする方 向での開発 が進 め られ

ている。

回 チ ャネル ・エ ク ステ ン ション用LANの

構 成

上述 の インタフェース機能 を果 たすため,

光 りンクの ノー ドにはチ ャネル プロ トコル を

制御 するハー ド,ソ フ ト,メ ッセージを蓄積

し速 度変換 を行 うバ ッフ ァメモ リー(BM),

伝 送 路 に送 り出す ための多重化部 あるいは相

当 する通信制御 部が設 け られる。運用,管 理

機能 につ いては,上 位の アプ リケー ション ・

ソフ トウェアと一体化 されている。

この典 形的な構成 を2-2-4図 に示 す。

R,㌫∴ 、]
この ため,チ ャネル結合用 の光 りンクは,

1度CPUの チ ャ

3.4LANの 標準化動向

1/O

(MT,

プ リンタ等)

1/0

CCITTで 標 準 化 され た端末 の電 気,物 理

インタフェースに沿 って ビッ ト・トランスペ

ア レン ト型のLANが 各 種 開発 され てき た。

そ して,さ らに高度 なサー ビスを提供 すべ く

1978年 に国際標準化機構(ISO)で オ ー プン ・

システムの相互接続モ デル(OSI)を 作 成 し,

LANを 実 現 する タスク を7つ の階層 に分割

し,各 層 を個別 に標 準化で きるように した。

IEEE802で は この7つ の内,下 位2つ の レ

イヤ を対 象 と して標 準化 草案 を作 成 して い

る。IEEE802委 員 会 の構成 を2-2-5図

に示 す。'

物 理 レイヤは,CSMA/CD,ト ー クンバ ス,

LLC,ト ー ク ン リン グお よびメ トロポ リタ

ン ・エ リア ・ネ ッ トワー ク(MAN)の4つ

の方式 の小委員 会(IEEE802・3/4/5/6)

か ら成 り,そ の4つ の方式 に共通 なデータ リ

ンク制御 は802・2の 小委員会 で検討 している。

この 中で,CSMA/CD,ト ー ク ンバ スの

仕 様 につ い て は,す で にISOに ドラ フ トが

提出 され,DraftInternationalStandard(DIS)

と して審議中で ある。

現在,こ の小委員会 で は,テ ス ト用 の コマ

ン ドの使 い方 や,グ ローバル ・ネ ッ トワーク

構築 をふ まえたア ドレシングの方法 そ して,

ブ ロー ドバ ン ド化 への媒体の検討 を進 めてい

る。CSMA/CDに つ い ては,IEEE802.3の
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2-2-5図IEEE802委 員 会の 相 互 関係

上位レイヤ

レイヤ②

デ ー タ リン ク

802.3

MEDIUM

ACCESS

802.4

MEDIUM

ACCESS

802.5

MEDIUM

ACCESS

802,6

MEDIUM

ACCESS

レイヤ①

物理階層

(CSMA/CD)

2-2-1表

lEEEで の 標 準化 案

(Token-Bus) (Token-Ring) (MAN) (ISOレ イヤ)

IEEE802.3関 連

CSMA/CD

CSMA/CD

Cheapernet

Baseband

Broadband

Baseband

Broadband

1M,5M,10M,20M

6MHz帯10M

lM

2M

IEEE802.4関 連

Token_Bus Broadband 4MHz/6MHz… ・・1.5M

6MHz5M,10M

12MHz10M,20M

IEEE802.5関 連

Token-Ring Baseband シー ル ドペ ア … ・…1M,4M

同軸4M,20M,40M

標準化 に続 いて,こ の方式 の低価格 バ ージ ョ

ンと して いわゆる"Cheapemet"が 検 討 され

ている。 これ は1～2Mbpsの 低 速版で,既

存 のパ ソコ ン,WS間 の データ転送 な どに活

用 される もの と して期待 されている。

一方
,ト ーク ンリングにつ いて は,本 年中

に ドラ フ ト案 が作 成 され,1986年 に はIS'と

して規格化 される見込 みである。

IEEE802の 標 準 化案 は,同 一 ア クセス方

式で も,媒 体や 目的 に よって,多 種の ものが

検討 され ている。 これ らを2-2-1表 に示

〈注 〉*IS:InternationalStandard
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2-2-2表 光LANの 開 発 状 況

適用領域

項目
集中処理システム

(DP,FA)

分散処理システム

(OA)
各種 リンク 統合化システム(例) 今後の課題

1.イ ン タ

フ ェ ー ス

CCITTVシ リー ズ

ビ ッ ト ・ トラ ン ス ペ ア レ ン

トが 主 流

(物 理 層 ま で)

IEEE802.2-3,4,5

CCITTVシ リー ズ

デ ー タ トラ ン スペ ア レ ン ト

(ISO第 二 層)

チ ャネ ル ・イ ン タフ ェー ス

(独 自)

Vシ リー ズ

メ ッセ ー ジ ・トラ ン スペ ア

レ ン ト

ビ ッ ト ・ トラ ンス ペ ア レ ン

ト(ISO全 層)

電 話,音 声 帯 域(デ ー タ含

む)

Vシ リー ズ,Xシ リー ズ 等

帯 域/ビ ッ ト ・ トラ ンス ペ

ア レ ン ト

(一 般 に物 理 層)

① 多重 化 イ ン タ フ ェー

ス,画 像 イ ンタフェー

ス の 統 合,標 準 化

②OSア プ リ

2.ハ ー ド/ソ フ

トの 造 り

ハ ー ド:単 純 多重 化 ,ル ー

プ(DA付 き も一 部

あ り)

共 通 部 二 重 化

ソ フ ト:な し

ハ ー ド:CSMA/CDやToken制

御 八 一 ド一 重 化

(TokenR㎞gは 二 重)

ソ フ ト:ア クセ ス制 御,リ ン ク

制 御 お よび ア プ リケー

シ ョ ン

ハ ー ド:多 重 化 ,時 間 圧 縮

P-P/ル ー プ

ソ フ ト:チ ャ ネ ル 通 信 制 御

ハ ー ド:多 重 化,Token制

御,DA制 御

ソフ ト:DAHA,

SW制 御 等

3,光 技 術 ①LED-PIN

～LED-APDが 大 半

LDへ と進 む 方 向

②GIケ ー ブ ル が ほ とん ど

①LED-PINorAPD止 ま り

②HSIケ ー ブ ル

③ ス ター カ プ ラ,T分 岐,簡 易

コネ ク タ

①高速性等,特 性重視

LDも 是 とされる

②GIケ ー ブルがほとんど

ほぼDHWと 同様 ③ ハ ン ドリ ン グの 簡 易

化 ケ ー ブ ル ・コ ネ ク

タ の標 準 化

4運 用/管 理 LAN内 で集中管理

システム ・アプ リと独立

ア プ リケー シ ョン に依 存 す る 上 位LANあ る い は,

ア プ リ ・ソ フ トに依 存

ほぼDHWと 同様 ④統合LANシ ステムの

運用管理

5.公 衆網接続 トラ ン スペ ア レ ン ト接 続 ゲ ー トウ ェ イ経 由 一般になし PBX経 由

ふ

榔
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す。

上 位 レイヤ につ い てはISOで 検 討 されて

お り,す で に レイヤ3,4に つ いて は標 準化

案が作 成 されてい る。米国 では これ らの仕様

を基 に,LANと 公 衆網 のX.25イ ン タフェー

ス によるゲー トウェイを開発 し,い くつか実

用 に供 してい る。

4.お わ りに

LANの 導入 は,各 々の適用領域別 に各

LANの 特質 を生かす形で行われてきた(2

-2-2表) 。 しか し,オ フィス,研 究室,

工場等での今後の動向からみて,デ ータ用,

電話用などに別々のネッ トワークを使用する

形態は,独 立 したエ ンハンスができる利点は

あるものの,リ ソースの有効利用,経 済性,

ネッ トワークの運用管理,な らびに利用形態

の高度化等を考えると最適なアプローチとは

いいがた く,将 来的には統合化の方向に進む

に違いない。

LANの 統合化には大きく分けて2つ の方

向が考えられる。1つ は各適用領域のLAN

の媒体,な い しは通信路の統合であり,も う

1つ は各適用領域間にまたがるサービスを実

現するための機能,サ ービス形態の統合であ

る。

第一の方向の統合化例として,音 声と回線

形データの通信路統合を行ったものがすでに

各所 より発表 されている。主なものに,マ ル

チ ・トークンによるもの,多 重化を基本とす

るもの,Token-passingを 併用 したものなど,

種々の統合化技術が試みられている。
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3章 光応用機器

2 第3章

光応用機器

1.技 術 ・市場の背景

光応用機器の開発と製品化の動きについて

は,技 術的にもバックグランドがあり,そ れ

らの上に今 日の発展がみられるとともに,今

後のより一層の展開が期待できるのである。

技術面からは,何 といってもレーザーの発

明という大きなブレークスルーと,そ の応用

開発に伴う部品 ・材料に及ぶ関連技術の進歩

をあげねばならない。 レーザー装置自体の開

発に引き続き,従 来の光源では得 られなかっ

た光の特質 を活用する応用研究を経て,関 連

技術の開発が促され,そ の成果に応 じた光応

用機器の製品化が実現するという発展形態で

ある。この間,早 いものではレーザーの出現

から10年足 らずで実用域に達 した加工分野へ

の応用か ら,20年 を経てやっと実用可能 と

なった情報処理の分野まで,そ れらの用途と

開発のプロセスは多様である。

次に,市 場の要求という面か らみると,こ

れには2つ の要因があろう。その第1は,メ ー

カーのごとく機器の提供者サイ ドから,既 存

の市場あるいは製品に対 して,性 能,機 能,

コス ト等の改善という観点から,導 入動機が

比較的わか りやすいケースとして捉えられる

ものである。従来か ら光技術を用いていた計

測への応用や,新 技術の特長とニーズの要求

点とが対応 しやす く,か つ実現手段が比較的

用意 されていたエネルギー応用の特定分野で

ある。

もうひとつの重要な市場要因は,や はり情

報化社会という言葉で代表 される,広 義の情

報に対する急激なニーズと,経 済的な要素も

含めたそれを受け入れる社会的基盤 からな

る,広 大でかつ複雑な第2の 要因である。こ

れは,対 象 とする情報の質の変化と,サ ービ

ス領域の拡大等に伴う量の増大からくるもの

であり,そ れ自体が試行錯誤の段階にあるか

たわら,技 術開発に対 し常により高度な要請

を行 う要因となっている。

以上の背景のもとに,光 応用機器の開発,

製品化の動きを,民 生用および業務用の光

ディスク ・メモ リー装置関係,光 スキャナの

プリンター等への応用を中心とする光入出力

機器関係,そ して加工装置や医療機器へのエ

ネルギー応用と呼ぶ光応用機器,の3つ に大

別し述べることにしよう。

2.光 メモ リー応用機器
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この分野は,従 来技術の主として磁気記録

式に対する光記録の特長,す なわち非接触記

録再生,高 記録密度,高 操作性,そ して低コ

ス ト期待などから,近 年急速な発展 を遂 げて

いるものである。

2-3-1図 は,光 ディスク ・メモリーの

類型と用途を示 したもので,破 線で示 した書

き換え可能 タイプについては,方 式が二通 り

の方向で開発が進められていることを示 して

いる。光ディスクは,家 電業界がいわゆるポ

ス トカラーTVの 有力商品 として ビデオ ・

ディスクあるいはディジタル ・オーディオ ・

ディスクとして開発,製 品化を先行 させ,業

務用にはその技術にディスクの材料に関する

技術等が付加されて,いわゆるDRAW(Direct

ReadAfterWrite)型 のものが製品化された。

情報化の進展とともに,取 り扱われる情報

の量は急激に増大 しており,事 務所での文書

の保存量は数年で倍増 し,コ ンピュータ用の

ファイル記憶装置の累積生産額は年率20～

30%で 伸びている。また,デ ータベースの保

有量は,政 府機関で20万巻以上,民 間の銀行

あるいは保険会社で数万巻 にも及ぶ磁気テー

プをもち,そ のアクセスおよび維持管理のた

めの費用やスペースは限界にきているといわ

れる。これは,磁 気記録を中心とする既存の

2-3-1図

光 デ ィス ク ・メモ リーの種

類 と応 用

1一 違
_
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メモリー技術 に代 る新たな記録技術,す なわ

ち光技術への切実 な期待と受 け取ってよいで

あろう。

光 ディスクは,前 述の特長 によ り当面の

ファイルを中心とする課題に応えられるもの

なのか。光記録が非接触記録再生であるとい

う原理 ・方式は,高 記録密度,高 操作性ある

いは耐用性の向上などにつながってくる。こ

こでは,記 録密度,媒 体寿命,そ して速度お

よびコス トについて,光 デ ィスク ・メモリー

の現状と動向を考えてみたい。

記録密度は,原 理的な限界として光の場合

は約3×106ビ ッ ト/mm2と 計算され,実 際に

はその1桁 以内にまで迫 るところへきてい

る。他方,磁 気のケースでは,記 録波長から

くる限界の上に トラック幅の限界も加わ り,

3×]05ビ ッ ト/mm2程 度が将来的にも限界で

ある。この磁気に対する光の優位性 は,2-

3-1表 に示す,出 荷 されてい る各種 メモ

リーの性能比較のなかにも表われている。今

後も,記 録密度の差異は確実に光が磁気のそ

れを10倍強は.ヒ回るものとみられる。

媒体寿命については,光 媒体の実績値がな

く比較 しにくいが,物 質の物理 ・化学的安定

性からいえば磁気が良い。ただし,記 録再生

の原理に基づ くゴ ミやキズに対する強さは,

光方式が優れており,通 常2～3年 といわれ

ている磁気ディスクを凌ぐものと考える。

速度に関 しては,い わゆるアクセス速度と

転送速度とを問題にしなければならない。前

者はディスク形態の共通する問題で,光 記録

においてはヘッ ドの改良の余地 を残 してい

る。転送速度 は,記 録の際のレーザーパ ワー

と媒体の感度が,磁 気方式を光方式より有利

にしている。すなわち,記 録パ ワーのほとん

ど無視できる磁気記録と同様の レベルまでの

速度を向上 させるには,光 記録のための半導

体 レーザーのパ ワーアップ,あ るいはマルチ

ヘ ッド化の開発課題があることを意味する。

コス トの比較については,し ばしば意見が

分かれるが,光 方式の密度の優位性 により,

媒体の複雑 さからくるコス ト高 をどのくらい

カバーし,コ ス ト余力が生 じるかの問題であ

り,光 デ ィスクが磁気ディスクの数分の1に

なるだろうというのが,妥 当な予想であろう。

最後に,光 ディスク ・メモリーに関して最

近の活発な動きとして,書 き換え可能型の開

発,実 用化について触れなくてはならない。

2-3-1表

最近 の 各 種 メモ リーの 性 能

比 較

種 糞頁

性 能
磁気ディスク 磁 気 テ ー プ

フ ロ ッ ピ ー

デ ィ ス ク
光 デ ィス ク MSS

有 効 記 録 容 量(
バ イ ト) 65M 25M 1M 3.6G 100G

記 録 密 度(
BPI) 5ρ00 1,600 5,000 15,000 6,000

ラ ン ダム ・
ア クセ ス時 間

、

0.03s 320s 0.05s 0.5s 10s

デー タ転送速度
(バ イ ト/S) 1M/S 0.07M/S 0.06M/S 0.15M/S 0.8M/S

エ ラ ー 率 10　 12 10-lo 10-8 10ヨ2
　

媒 体 価 格
(円/ビ ッ ト)

1×1『3 3×10-5 4×10-4 3×10-6
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先の図でも示 したように,再 生専用に次いで

DRAWが 実用化され,後 者 はエラーレー ト

の向上と高速化の追求により,計 算機のバ ッ

クアップメモ リーとしての応用に入 りつつあ

る。このような動きとともに,光 記録の磁気

記録に対する唯一の劣性要因ともいえる,消

去 ・書 き換え機能を実現す る開発動向があ

る。

これは,技 術開発の歴史か らいえば決 して

新 しいものではな く,1950年 代 にさかのぼる

が,レ ーザー技術の進歩により,ま た最近の

DRAWデ ィスクの成果 を受け,新 たな局面

を迎えているものである。方式的には,光 磁

気方式と相変化方式とがあり,こ こ1～2年

の開発試作 レベルでは前者が圧倒的に多 く,

また実用一歩前まできている。 しか し,材 料

に依存する限界性能が低いことや,相 変化方

式に比べ一般に装置が複雑になるなど問題も

あり,今 しばらく開発期間 を要するというの

が妥当な見方であろう。

3.光 応用入出力機器

光応用機器のなかで,前 節で述べた光メモ

リーに次いで広義の情報処理応用に活かされ

つつあるのが,こ の入出力機器関連であろう。

すなわち,文 字やバーコー ド情報の入力手段

およびプリンター,各 種描画装置と呼ばれる

出力手段 となる応用装置である。

情報化が進展するなかで,量 と速さそして

マン ・マ シンの問題は,利 用する立場からも

技術開発の面からも,重 要な要素である。こ

れは,い わゆるコンピュー タによるコー ド

データ中心の機械化が,対 象を広げ文字や画

像などの二次元情報を採 り上げ,よ り機械と

人間とのかかわりを深めるレベルへ進んでき

たことによる。すなわち,視 覚と密接に関連

した情報を,機 械装置で入出力する局面でよ

り多くより速 く,そ してより高い精度でとい

うニーズに起因するものである。

入出力機器への光応用 は,必 ず しも レー

ザー応用 とは限 らないが,レ ーザー光の集光

性能の優れた特長を活かし,か つこれに光を

走査する技術,装 置を付加 しての,レ ーザー

光スキャナと呼ぶ基本装置あるいは部品の寄

与するところは大きい。ここでは,そ の光ス

キャナの動向をまず捉え,次 に,そ れを用い

た入力機器および出力機器を中心に,光 応用

機器の動きをみることにする。

光応用入出力機器は,一 般に多くの要素,

部品か ら成 り立っているが,光 スキャナは文

字や図形あるいは画像という情報を,時 系列

に分解または再構成 し,ま た電気等のほかの

信号形態の情報について信号を変換する役割

を担っている,キ ー ・コンポーネントである。

2-3-2表 は,光 スキャナの種類とその

主要特性 を示 したものである。回転多面鏡や

ガルバノメーターは,鏡 面による光の反射を

用いるため波長による偏向角の差がなく,ま

た解像力と偏向できる角度が大きい利点のた

め,カ ラーを含めた画像の記録や再生に適 し

ている。最近著 しい発展を示 し,今 後の有力

商品となりつつあるレーザー ・プリンターか

ら,印 刷業界におけるレーザー製版まで,広

く使用されている。技 術的には,回 転多面鏡

の面相互間の倒れ誤差や軸ぶれの補正,あ る

いは高精度,高 速走査のための動圧形空気軸

受などの採用がみられるようになった。

ガルバ ノメーターは安価,小 型,軽 量の特

長をもちなが ら,速 度が難点とされてきたが,
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2-3-2表 光 ス キ ャナ の種 類 と特性

方 式 種 類 解 像 力 アクセス時間 偏向角 特 徴 適 用 例

機 械 式

回 転 多 面 鏡 ～10
,000点 >30μsec ～30度 高 精 度

高 速

レー ザー ・プ リン ター

テ レ ビ画 像 記 録再 生

POSス キ ャナ

ガル バ ノ メー ター ～10
,000点 1批sec

～15度 小形軽量

安 価

レーザー ・プ リンター

テ レ ビ画像 記 録再 生

POSス キ ャナ

ホ ロ グ ラ ム ～50
,000点 >100μsec ～100度 安 価

量 産 向

POSス キャナ

画像入出力機

非機械式

音 響 光 学素 子 1,000点 1μsec ～5度 高 速

高信頼性
光学録音機

電気 光 学素 子 ～50点 0,'05μsec
～3度 高 速

高信頼性

〈出所〉(財)光 産 業技術振興協会発行 「光産業 技術に関す る内外動 向調査報告書」(58年3月)

レーザー ・プリンターにも使用 されるレベル

まで高速化が進んでいる。ホログラム方式は,

大量複製による低 コス ト化が最も期待できる

ものであるが,走 査の幅を拡大するときの光

学収差が技術課題である。 しかし,比 較的精

度を問わずカラー化の不要な,POS用 のバー

コー ド・リーダーにおいては,数 多 く使われ

だしている。

光応用入出力機器のなかで,情 報処理と深

く係わり,か つ数量も大きく,最 近光スキャ

ナの技術進歩とニーズの増大から注目されて

いるのが,い わゆるレーザー ・プリンターで

ある。プリンターは,高 速化,低 騒音化,高

品質化をねらって,ノ ンインパク ト式の時代

に移行 しつつあるが,サ ーマル式,イ ンク

ジェット式,静 電式,電 子写真式が実用され

ている。

2-3-3表 は,何 らかの方法により光を

利用するプリンターの光走査の類型を示 した

ものである。これらを電子写真のプリント原

理と結合させたものが,ノ ンインパク ト・プ

リンターの最近の主流である。特に,半 導体

レーザー方式は最右翼にあ り,各 社とも新機

種の開発と発売が相次いでいる状況にある。

ただ し,半 導体 レーザーあるいは感光体の改

良研究は,ま だまだ必要といわれ,今 後の課

題である。また,光 シャッター方式のなかで

は,高 速スイッチングの可能になった液晶方

式も有望視されるところである。

次に,情 報入力用として広 く普及 している

リーダーについて述べる。 レーザーを用 いた

ものではバーコー ド・リーダーが圧倒的に多

く9割 近 くを占めるといわれている。また,

そのなかではスーパーマーケッ ト等でのいわ

ゆるPOSで 使われるケ■スが8割 強である。

この場合のスキャナには,従 来の ミラー方式

に代 り,簡 易で安価なホログラム方式のもの

が主流となりつつあり,そ の傾向は一段と高

まるものと考えられる。

対象がバーコー ドではなく,文 字や図形を
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2-3-3表 プ リン ター用 光 走 査 手段

光 走 査 技 術 技 術 内 容

自

己

発

光

型

レ ー ザ ー

① ガ ス
レー ザー ビー ム をA/O変 調器 等 に よ り,ON,OFFし 高 速 回転 す る 多面体 ミ

ラー,Fθ レン ズ で感 光 体 面上 を走査 す る

②半導体
ガスレーザーに比べて光源を直接変調できるためA/O変 調器が不必要になり

小形になる

③・・T〔li㌢ 1ラ イ ンご とに 螢光 体上 に 光像 を形 成 し,フ ァイバ ー プ レー トに よ り感 光 体 に

結 ば せ る

④LED(発 光 ダイ オー ド)
LEDを ア レー状 に 形成 し♪ その 発光 をON,OFFし て,発 光像 を ロ ッ ドレ ン

ズア レイに よ り感 光体 上 に結 ばせ る

シ
ャ
ッ

タ

ー

型

⑤磁 気 光 効 果
磁気光結晶を用い、偏光の変化を利用し,光 の透過率を制御し,レ ンズにより

感光体上に結ばせる

⑥液 晶 光の透過を液晶により制御 し.そ の光をレンズにより感光体上に結ばせる。

⑦熱 光 学 効 果
誘電体の屈折率が温度により変化する性質を利用 し,薄 膜ヒータで温度を制御

し、光の通過をON、OFFす る

読 み取 る リーダーと して,ド キュメ ン ト・

リーダーおよびFAX用 リーダーがある。こ

れ らの場合は,バ ーコー ド用と比較 したとき

走査線の直線性や等速性,等 分解能特性が重

要となり,プ リンター用のスキャナと同様の

精度やスピー ドが要求されてくる。さらに,

対象物か らの反射光 を受光素子へ導 く機能も

必要となるが,こ れらの系も合わせたホログ

ラムスキャナが開発 されはじめた。今後,こ

のイメージリーダーの需要は一層増大すると

考えられるが,そ れだけにホログラム方式の

開発が進もう。

最後に,プ リンターや リーダーほどの数量

が出る製品ではないが,光 応用描画装置と呼

ばれる一連の機器があり,こ こでもレーザー

スキャナが着実に用いられつつあることを付

け加えたい。すなわち,新 聞ファクシミリ,

電送写真用スキャナといった伝送関連と,カ

ラーおよび白黒の画像を対象とする印刷製版

関連である。これ らにおいては,ま た独自の

機能や性能が求められるが,こ こでは省略す

る。

4.光 エネルギー応用機器

レーザー光のコヒーレン トな特性が,光 の

パワーのロスの少ない強力な集中効果をもた

らす点に着 目したのが,レ ーザー加工と呼ば

れる応用分野であ り,さ らに波長特性 をも利

用すると,さ まざまな新 しい作用を伴わせる

ことができる医療分野への応用である。これ

らは,レ ーザーの開発当初からいち早 く応用

が試みられ,前 述の情報処理等への応用とは

また異なった道を歩んだ分野である。

光エネルギー応用機器は,こ のように今や

完全に実用域に達 し,さ らにその分野を拡大
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2-3-4表 レー ザ ー光 の エネ ル ギ ー応 用 分野

エ ネル ギー

医 療

土木 ・建 築

付加 加 工,除 去 加 工,改 質 ・変 形,

複 合加 工

材 料試 験,結 晶合 成,反 応制 御,

加 熱,圧 縮,不 純 物 分離

レーザ ー 核融 合,エ ネル ギー伝 送

手 術,治 療,診 断

コン ク リー ト破 壊

〈出所〉(財)光 産 業技術振興協会発行 「光産業技術 に関

す る内外動 向調査報告書」(58年3月)

しようとするところへ来ているが,そ れには

通商産業省のプロジェク ト開発とそれに協力

したメーカーによる,レ ーザー自体 とその応

用開発への努力が大きな推進力となったこと

は見逃せない。CO、レーザー,YAGレ ーザー

をはじめ,加 工あるいは医療応用のための関

連機器の開発成果がそれである。

2-3-4表 は,レ ーザーの光エネルギー

の主な応用分野を示 したものであるが,こ の

なかで,特 に応用機器の開発が進んでいるの

が,加 工と医療であ り,材 料やエネルギー関

連の分野への実用化はこれか らという段階

で,研 究開発 としては着実な進歩をみせてい

る。

また,2-3-5表 および2-3-6表 は,

それぞれ加工および医療応用の内容を示 した

もので,い ずれも多様な レーザー応用がある

ことがわかる。

エネルギー応用機器に関 しては,そ のため

の中心的な技術課題,例 えばエネルギー源と

してのレーザー発振器の基本技術,ま たその

エネルギーを使 ううえで必要なレーザー光の

伝送や集束などの基礎技術などは,す でにあ

る程度解決されたと考えることができる。そ

の結果として,レ ーザー切断機,エ レク トロ

3章 光応用機器

2-3-5表 レ」ザ ー加 工 の種 類

切 断加 工,穴 あけ加 工 、ク リーニ ン

グ,成 形 加工,製 版,マ イ クロ加工

(ト リ ミン グ,マ ー キ ン グ,り ベ ア

リン グ,ス クラ イ ビン グ)

溶接 加 工,ハ ン ダ付 け,蒸 着,セ ラ

ミック コー テ ィ ン グ

焼 入れ 加工,焼 な ま し加 工,グ レー

シン グ,ア ロ イ イン グ,ボ ロナ イ ジ

ング,レ ーザ ー ア ニー リング,刷 版

露光

結 晶育 成,ガ ラス フ ァ イバー の 線 引

き

結 晶合 成,ガ ラス の割 断,コ ン ク リ

ー ト ・岩石 の 破壊

補 助 加 熱切 削,補 助 加 熱 溶接,レ ー

ザー エ ッチ ン グ

〈出所〉(財)光 産業技術振興協会発行 「光産業 技術に関す

る内外動 向調査 報告 書」(58年3月)

2-3-6表 レーザ ー の 医療 分 野 への 応 用例

種 類 応 用 事 例

治 療

レーザ ー メス,レ ーザ ー 砕石 器,レ ー

ザ ー 溶接 器,レ ー ザ ー刺 激 器,殺 菌 用

照射 器,感 覚 補 助 器

生体検査
照 明用,分 光 分 析 用,レ ー ザー 干 渉計,

ドップ ラー 流速 計,刺 激閾値 測定 器

検体検査

レ ー ザ ー フ ロ ー マ イ ク ロ フ ォ トメ モ リ

ー,レ ー ザ ー 散 乱
,レ ー ザ ー ドッ プ ラ

ー
、 レ ー ザ ー 顕 微 鏡,レ ー ザ ー 分 光

そ の 他
人工 光 合 成,レ ー ザ ー 孔 あけ,レ ー ザ

ー 溶接
,立 体 視

ニクス分野で使われる各種マイクロ加工機

医療分野ではコアギュレータ,メ スなどの機

器が実用に供されるまでに至 っている。

最後に,実 用期の時代となったこの分野に

おいては,各 種機器の効率やライフを高める

とともにコス トを下げるという課題 と,使 用

法や安全性についての検討を加えることが重

要といえよう。また,応 用分野そのものを広

げる努力を行い,機 器の標準化と量産化によ
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る効果を引きだすことも忘れてはならない。

5.お わ りに

光応用機器に関 し,主 としてレーザー応用

にポイン トをおいて,光 メモ リー,入 出力機

器,光 エネルギー応用の各分野の動きを述べ

た。各分野それぞれに,書 き換えメモ リー,

スキャナ,あ るいは機器の高性能化と当面の

中心課題に触れたが,今 後の課題 はまだまだ

多い。そのひとつは技術的な面か らは,機 器,

システムにとって重要な構成要素となる部品

あるいは材料の開発と,利 用技術としてのソ

フ トウェアの開発である。さらに第2に は,

ユーザーの立場 に立っての安全規格の確立と

標準化への努力であろう。計り知れない可能

性 をもった光応用を推進するうえで,こ れら

の課題は重要なキーといえる。
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3

わが国におけるデータベース・

サービスの現状

1.は じめ に

最近,デ ータベース ・サービスへの関心が

急激 に高まっている。特に,1984年 には,新

聞,雑 誌等が競ってデータベースの特集を組

み,ま た各地で関連セ ミナーも活発に行われ

た。

この背景には,デ ータベース ・サービスを

めぐる環境が熟してきたことがある。例えば,

82～83年 にかけてのニューメディア ・フィー

バーが落ち着き,ニ ューメディアの中身 とし

ての情報(す なわちデータベース)へ 関心が

移行 してきたことがある。特に,キ ャプテン

(ビデオテックス)が 商用化を迎え(昭 和59

年11月),ど んな情報が提供 されるのか具体

的な意味で関心をあおった。

関連団体や機関による提言や答申も,デ ー

タベースに対する興味を高めるのに一役かっ

た。昭和58年5月 には,デ ータベース ・サー

ビス業連絡懇談会が 「政府保有データ流通方

式整備への提言」 を出 した。これは政府機関

が作成 している統計データを,磁 気テープの

形で,民 間に流通する仕組みの検討を要請 し

たもの。

昭和58年12月 には,産 業構造審議会 ・情報

産業部会が 「ニューメディアのあり方」を答

申し,情 報提供サービス部門の充実がニュー

メディアの発展に不可欠の方針を示 した。

昭和59年8月 には,科 学技術会議が 「科学

技術情報の流通に関 して当面する課題への対

応について」と題する答申を出した。このな

かでは,科 学技術分野でわが国独自のデータ

ベース構築が急務であることが強調された。

さらに,10月 には,高 度情報社会に関する懇

談会が,中 曽根首相あてに高度情報社会の展

望と課題に関する答申を提出した。このなか

でも,デ ータベースの整備が緊急の課題とし

て強調 された。

こうした状況のなかで,昭 和59年4月 には,

㈱データベース振興センターが発足 し,デ ー

タベース構築助成などの業務を開始 した。ま

た,民 間のデータベース ・サービス業者の団

体であるデータベース ・サービス業連絡懇談

会(DB懇)の 加盟企業 も,59年11月 には60

社に達 した。

1985年春以降は,新 しい通信環境のなかで,

オンラインによるデータベース ・サービスが

一段と発展 してくるのではないかとの期待も

ある。

以上のように,デ ータベース ・サービスを
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め ぐる環境が熟 してい る一方,わ が国 のデー

タベース ・サー ビスは米 国に比較 し,遅 れ て

いる。本 稿で は,日 米 のデー タベ ース ・サ ー

ビスの動 向 を比較 しなが ら,わ が国の データ

ベース ・サー ビスの現状 をと りまとめた。

1章 わが国におけるデ ータベ ース ・サー ビスの現状

2.デ ー タベ ースの分類

デ ータベ ースに関 しては,国 際的な用語の

定義 とか分類 はまだない。例 えば,デ ー タベ ー

ス ・サー ビスの関連用語 に して も,各 国各様

あるい は各人各様 の使 い方 を されてい る。 こ

こでは,デ ー タベー ス ・サー ビス業連絡 懇談

会 がと りまとめ た用語 の定義 に沿 って話 を進

めたい(3-1-1表)。

さて,デ ータベースの分類 につ いて は,3

-1-1図 の よ うに3と お りが あ る。 ヨー

ロッパで はEUSIDIC(ヨ ー ロッパの情報サ・一

ビス機関 の団体)の 分類 が一般的 で,デ ー タ

ベース を① ビブ リオ グラフ ィック ・フ ァイル

と② デ ータバ ンクに大別 している。用語 の定

義(3-1-1表)で 示 したよ うに,デ ー タ

3-1-1① 表 デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス関連 用 語 の定 義 一 デ ー タベ ース ・サー ビス業 連 絡 懇談 会(昭 和57年7月)一

用 語 定 義 注

デ ー タ ベ ー ス

Database

デ ー タ を整理 統 合 し,コ ン ピュ ー タ処理 が 可 能 な形 態

に した 情報 フ ァ イル もし くは そ の集 合体

デ ー タ ベ ー ス ・フ ァ イ ル

DatabaseFile

1種 類 の デ ー タベ ーース をデ ー タベ ー ス ・フ ァイ ル とい

う こ とが あ る

デー タベ ー ス は1つ の デ ー タ

ベ ー ス フ ァ イル の みか ら成 る

場 合 と,複 数 の デ ー タベ ー ス

・フ ァイ ルで 構 成 され る場 合

が あ る

デー タバ ンク

DataBank

通 常 は,デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス を行 う組 織,機 関,

部 局 とい った意 味

デー タベ ー ス,特 に フ ァク ト

・デ ー タベ ニ ス(数 値 な ど)

を意 味す る場 合 もあ る

デ ー タベ ー ス ・サ ー ビ ス

DatabaseService

ユ ーザ ー の 利用 に 供す る こ と を 目的 と したデ ー タベ ー

ス の構 築,提 供 な どにか か わ る 活動 の総 称

プ ロデ ュー シン グ、 デ ィス ト

リビュ ー テ ィン グ,ク リア リ

ン グ ・サ ー ビス,検 索代 行 業

務,代 理 店 業務,販 売 業務 等

の総 称

オ ン ラ イ ン ・デ ー タベ ー

ス ・サ ー ビ ス

OnlineDatabase

Service

デ ー タベ ー スが 蓄 積 され て い る コン ピュー タ とユ ー ザ

ー 側 の端 末 が通 信 回線 で結 ば れ
,オ ンラ イ ンで コン ピ

ュー タに ア クセス で き るサ ー ビス

○た とえば郵 便等 で送 る場 合

は バッチサ ー ビス と称 す る

○端 末 は コ ン ピュー タの場 合

もあ る

ク リア リ ン グ 機 能

ClearillgFunction

デ ー タベ ー スの 利 用 に際 し,希 望 す るデー タベ ー スの

所 在,内 容,料 金,使 用 条 件 な どの案 内情 報 を提供 す る

機能 の こ と。 さ らに,高 度 な 機能 レベ ル と して は,デ ー

タベ ー スの 内容 の 評価,ア クセ ス方 法,あ るい は 複数 デ

ー タベ ー ス の統 合 使用 の 可 否 な ども含 ま れて くる

ク リア リ ン グ ・セ ン ター

ClearingCenter

ク リア リン グ機 能 を集 中管 理 して専 門に行 うセ ンター 。

ク リア リング機 関 あ るい はDD/D(DataDictionary

Directory)セ ン ター とも称 され る

著作 権 者

Copy・RightHolder

データベースを構成する情報(デ ータ)の 著作権の帰

属者

著作権には編集著作権も含む
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3-1一 ⑫ 表 デー タベ ー ス ・サ ー ビス 関連 用 語の 定 義 デー タベ ー ス ・サ ー ビス業 連絡 懇 談 会(昭 和57年7月)

用 語 定 義 注

デー タベ ー ス・プ ロデ ューサー デ ー タベ ー ス を構築 す る者 。単 にプ ロ デュ ーサ ー とい 欧 米 で はProviderの 語 も使 わ

DatabaseProducer うこ と もあ る れる

デ ー タ ベ ー ス ・デ ィ ス ト 自己の コ ン ピュー タを運 用 し,プ ロデ ューサ ーか らデ

リ ビ ュ ー タ ー 一 夕ベ ー ス ・フ ァイ ル を委託 され
,ま たは プ ロデ ュー

DatabaseDistributer サー の デ ー タベ ー ス ・フ ァイ ルに接 続 して,デ ー タベ

一 スの 情 報 をユ ーザ ー に提 供 す る者
。 単 に デ ィ ス トリ

、

ピュー タ ー とい っこ ともあ る

代理店 デー タ権 利者 ない しデ ー タベ ー ス ・プ ロデ ュー サ ーの 前 者 の場 合,デ ィス トリビ ュ

Agent 著 作 権事 務 を代理 す る者,ま た は デ ィ ス トリビ ュー タ 一 ター を兼 ね る とき と,兼 ね
一の営業事務を代理する者

ない ときが あ る

検索代行業者 他人のために,業 として,他 人の情報需要に対し検索 InformationBrokerの 他 に

InformationBroker の実行を目的として も表現の仕方があるようだが,

Oデ ー タベ ー スの 選 択 欧 米 と もこの 言 い まわ しが一

○ フ ァイル の 選択 般化しつつあるようである

O検 索式の作成

O検 索の実行

○検索結果の評価

○そ の他 の検 索 コ ンサ ルテ ィ ング等

の業務 を行う者

再販売 再販売とは,デ ータベースの情報の提供者と再販売業 ○販 売者 とは,デ ー タベ ー ス

Resale 者との間の販売委任契約に基づき,提 供された情報を の権 利 者,プ ロデ ューサ ー,

卸売りし,ま たは小売りする流通行為をいう デ ィ ス ト リ ビ ュ ー タ ー,代

理店等
○再販売業者は販売者との間

に 条件,地 域 な ど をあ らか

じめ決め,販 売者の権利を

保護する必要がある

複 製 o条 件 として

Reproduction 1.複 製 とは次 の もの をす べ て 含む もの とす る *複 製の手段を限定する必

手写 による複製 要がある

複写機 〃 ex.コ ン ピ ュ ー タ ・ リ

印刷方式 〃 一 ダ ブ ル な もの は一切

写真方式" 認めない

レーザ ー 方 式"(ホ ロ グ ラム) *複 製の部数の制限

磁気方式" *配 布範囲の制限

電子方式" *複 製料の徴収

その他 原 本(全 部 また は一 部 を問わ な い),複 本

(全部 または一部を問わない)を作製するすべて

の行為

2.複 製物の第三者供与は二次使用か再販売に帰着す

る もの と し,単 に 「複 製」 とい うと きは,提 供情

報の被提供者の家庭内または企業内における複製

に限定するものとする

目的外使用 提供情報について,被 提供者の使用目的 ・方式等が契 O提 供情報の被提供者以外の

UsageOutof 約 に よ り限定 され てい る とき,当 該 目的 ・方 式 等以 外 第三者に対する供与は,二

Destination の 目的 ・方 式 等 に 利用 され る こ とを い う 次使用,再 販売に帰着する

もの とし,単 に 目的 外使 用

とい うと きに は,左 記定 義

のみを指すものとする
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3-1-1③ 表 デ ータ ベ ー ス ・サ ー ビス関 連 用 語 の定 義 デー タベ ー ス ・サ ー ビス業 連 絡 懇談 会(昭 和57年7月)一

用 語 定 義 注

二次使用 デー タベ ー スの 情報 の全 部 または 一 部 を,ユ ーザ ー が 〇二次使用では,再 加工(下

SecondUse 何 らかの方法によって第三者に供与すること 記再注参照)さ れる場合と

されない場合,お よび有償

の場合と無償の場合がある

*再 注

〈再加工〉
原情 報(群)に つ いて,そ

の形 式,内 容 に 関 し,抄 録,

順 序 変 更,変 形,変 換,作

表,図 化,数 値 化,そ の他

何らかの変更を加えること

を い う。 なお,再 加 工 され

た情報は,容 易に原情報に

復元し得ないものとする

通信業者 デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス にお け る通 信機 能 を有 す る者

(キ ャ リア ー)

Carrier

〈ソ ー ス>DB懇 「デ ー タベ ー スNo.2」

バ ンクというの は現在,デ ー タベー ス ・サ ー

ビス を行 う組織の意 味で使 われる ことが多 い

が,EUSIDICの 分 類 で はデー タベ ースの種

類 と して用 い られ ている。

米国で はデータベース を① レフ ァランス ・

デー タベ ースと② ソース ・デー タベ ース(あ

るい はフ ァク ト・デー タベース)に 大別 して

いる。EUSIDICと は 言葉 は違 うが,分 類 の

内容 はほぼ一致 して いる。す なわち,レ フ ァ

ランスDBは,オ リジナル情報(一 次文献)

を参照す る情報(書 誌事項,抄 録 など)を 盛

り込 んだ もの。利 用者 はこれ によって,そ の

文献 の著者,掲 載 誌,タ イ トル,発 行年 月,

あ るいは抄録 な どを知 ることができる。ただ

し,オ リジナル文 献が必要 な場 合 は,別 途 入

手 しなけれ ばならな い。

一方
,ソ ース ・デー タベー スは,フ ァク ト

DBと も 呼ばれ るよ うに,事 実 その ものが盛

り込 まれてい るもの。統計 デー タな ど数値 の

データベ ースはその代表的 な例 とな る。また,

文献でもオリジナル情報がすべて入っている

ものは,ソ ース ・データベースに分類 される

(通常フルテキス トDBと 呼ばれる)。

日本の分類の一例として,DB懇 によるも

のを示 したが,こ こでは画像,映 像,音 声な

ど今後ニューメディアによって提供 される可

能性の高いDBを 含 めていることが特色 に

なっている。

3.デ ータベ ース ・サービスの発展経緯

日米の データベ ース ・サー ビス格 差 は一般

に10年 と いわれる。 これは通常,日 米の デー

タベ ース ・サー ビスの市場規模(後 述)を 比

較 した場 合のギ ャップと して使 われている。

しか し,歴 史的な発展経過 をみて も,日 米 の

デー タベース ・サー ビスは,ス ター ト時点 で

丁度10年 の開 きが ある。

米 国のデー タベ ース ・サ ー ビスの発展の契

機 は,1957年 の ソ連 によるス プー トニ ク打 ち
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3-1-1図

デ ー タベ ー スの 分 類 EUSIDICの 分 類(ヨ ー ロ ッパ)

Properties

FullText

(3)DB懇 等 に よる分 類(日 本)

「」一

「」一

書誌事項 お よび抄録

その他の案 内情報

数値

数値 と文章の 組み合 わせ

物理的 ・化学的性質

全文(文 献 ・論文)

デー タ

ベー ス

ドキュメン ト・ファイル

(レファランス・データベース)

ファク ト・パン ク

(ソ ース ・データベース)

(デ ー タバン ク)

上 げ成功 にある といわれる(3-1-2表)。

史上 初の人工衛星 打 ち上 げで遅れ をとったこ

とは,「 ス プー トニ ク ・シ ョック」 と して米

国に多大の イ ンパ ク トを与え た。 しか も,人

類初 の有人 宇宙飛 行(1961年,ソ 連 ガガー リ

文字情報 〔文献・記事の全文(フルテキスト)〕

画像情報 〔心電図,設計図,X線 写真など〕

ン少佐)に おいても,米国は遅れをとった。

スプー トニク ・ショックを機に,米 国は宇

宙開発/国 防の見地か ら,大 規模情報システ

ムの構築,整 備に国をあげて取り組むことを

決定 した。この成果として,1963年 に 「ワイ
'

2田



1章 わが国にお けるデータベース ・サー ビスの現状

3-1-2① 表 デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス関連 史

1957

1958

1961

1963

1965

1966

1968

1969

1970

1971

1972

1974

1975

1976

1977

1978

1979

1980

1981

1982

1983

1984

・ソ連,史 上 初 の 人工 衛 星 スプ ー トニ ク打 ち上 げ 成功
・米 国,エ ク スプ ロー ラ打 ち上 げ 成功NASA設 立

・ソ連,初 の 有 人衛 星 飛 行 に成功(4月)
・米 ケ ネ デ ィ大 統領 ,ア ポロ計 画 発表(5月)

・米 ,ワ イ ンバ ー グ報 告(「 科学 ・政 府 ・情 報 」)
・SDC
,米 空 軍 の 委託 でCIRCOL開 発

・IBM ,IMSデ ー タベ ー ス管理 シス テ ム(DBMS)を 発表

・SDC ,CIRCOLを 商 用 化
・Lockheed ,NASA/RECONサ ー ビス開 始

・米 国 防 省のARPANETサ ー ビス開 始

・Lockheed ,RECONを 商用 化

・科学 技術 会議 ,NIST構 想打 ち 出すi

・NTIS設 立

・SDC ,Orbitシ ス テ ム を レベ ルア ップ してSearchサ ー ビ ス開始

・Lockheed ,DIALOGサ ー ビス 開始

・SoftwareAG ,リ レー シ ョナ ルDBMS(ADABAS)開 発
・TelenetCommunicationsCorp .設 立

・市 況情 報 セ ンター(QUICK) ,ビ デ オ1開 始
・Telenet ,VANサ ー ビ ス開始

・BRSサ ー ビス開 始'

・日本 科 学 技 術情 報 セ ン ター(JICST)
,特 定 回線 でJOIS開 始

・TymnetInc ,VANサ ー ビス開 始

・仏,ノ ラ ・マ ン ク報 告(「 社会 の情 報 化 」)
・日本 科 学 技 術情 報 セ ン ター(JICST)

,JOIS公 衆 回線 サ ー ビ ス開始
・日本 特 許 情報 セ ン ター(JAPATIC) ,特 定 回線 で特 許 情 報 サ ー ビス 開始
・東京 商 工 リサ ー チ

,TSR・COMPASS(財 務 デ ー タ)をMarkHIで 提 供
・カナ ダ,ク ラ イ ン報 告(「 カナ ダ主 権 に 対す る電 気通 信 の あ り方 に 関 す る諮 問委 員 会勧 告 」)

・デー タ ベ ー ス ・サ ー ビス業 連絡 懇談 会(DB懇)発 足

・日本SDC ,サ ー チJサ ー ビ ス開始

・DowJones ,News/RetrievalService開 始

'ComputerServe
,CIS開 始

・英国Prestel ,本 格 商 用 化開 始

・SourceTelecomputing,TheSource開 始

・EURONETDIANE開 始

・国際 電 信電 話(KDD) ,ICASサ ー ビス開 始
・日本 特 許情 報 セ ンター(JAPATIC)

,公 衆 網 サ ー ビス開 始
・紀伊 国 屋 ・丸 善 両社 ,専 用 回線 でDIALOGサ ー ビス開 始

・産 構 審 ・情 報 産 業部 会 答 申("80年 代 ビジ ョン")

・日本 経 済新 聞 社,NEEDS・IR開 始

・日本 電子 計 算(JIP) ,BRSサ ー ビス開 始
・日本科 学 技術 情報 セ ン ター(JICST) ,JOISIIに レベ ル ア ップ

・東京 商工 リサ ー チ,TSRBIGS(企 業 情 報)をDEMOSで 提 供

・日本 ドキ ュ メ ンテー シ ョン協 会,第1回 デー タベ ー ス ・フ ェア 開催
・国際電 信 電 話(KDD) ,ICASをVENUS'Pに 統合

・通 産 省,デ ー タベ ー ス 台帳 総 覧刊 行

・DB懇 ,政 府 保 有デ ー タ流通 機構 整 備 を提 言

・帝 国 デ ー タバ ン ク,COSMOSII(企 業 情報)を オ ンラ イ ン提 供

・(財)デ ー タベ ー ス振興 セ ン ター 設立

・DB懇 メ ンバ ー企 業50社 に(6月)

・日本経 営 協 会 主催 の ビ ジネ ス ・シ ョウ にデ ー タベ ー ス ・コー ナ ー開 設

・日本IBM ,RCSサ ー ビス で帝 国 デー タバ ン クの 企業 情 報 を提 供
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・3-1-2② 表 デ ー タベ ース ・サ ー ビス関 連 史

・科学技術会議,「科学技術情報の流通に関して当面する課題への対応について」提言
・高度情報社会に関する懇談会

,首 相ヘデータベースの整備等答申

〈ソー ス〉(財)日 本情報処理開発協会

ンバーグ報告」がまとめられた。正式タイ ト

ルを 「科学 ・政府 ・情報」 と銘打つ同報告書

は,大 統領科学技術諮問委員会がまとめたも

ので,以 後の米国情報政策の基本方針を示 し

た。

同報告の趣旨に沿って,大 規模情報 システ

ム開発を目的とした国家プロジェク トや科学

財団(NSF)に よる助成が行われた。例えば,

現在,世 界的な文献データベースとして名高

いLockheedのDIALOGや,SDCの

ORBITは,NASAや 国防省のプロジェク ト

成果を民間に転用 したデータベース ・システ

ムである。また,VAN(付 加価値通信網)も ,

データベースの利用ニーズから発達 したシス

テムといってよい。代表格であるTelenetは,

国 防 省 の リ ソー ス ・ シェ ア リ ン グ網

ARPANETの 成果を民間転用 している。さ

らに,世 界最大の化学データベースCASも,

NSFの 助成 によってその基礎を築 いた。い

ずれも1960年代中頃から70年代初めにかけて

のことである。

一方,日 本のデータベース ・サービスの夜

明けは1970年 代中頃。この時期に,市 況情報

センターの株価情報サービスや日本科学技術

情報センター(JICST)の 科学文献サービス

がスター トしている。すなわち,米 国に遅れ

ること約10年 ということになる。

1980年代に入ると,国 際電信電話(KDD)

のICASさ らにはVENUS-Pと 国際公衆網の

拡充が行われ,国 際的なデータベースのオン

ライン流入に拍車がかかった。同時に,民 間

データベース ・サービス業者 による多様 な

データベース ・サービスが開花 した。そして,

冒頭 で触れ たように,最 近 では官民 あげて

データベース整備への取り組みが本格化 して

いる。

4.わ が国の データベース ・サー ビス事

情

4.1日 米欧のデータベース ・サービス売

上高比較

データベース ・サービスの売上高について

は,各 国で多様な数字が示されており,一 律

的な比較は難 しい。米国の売上高は1982年 に

オンライン・サービスのみで12億 ドルといわ

れる。ヨーロッパの場合は,各 国合計で9億

ドルとみ られる(た だしオンライン/バ ッチ

含む)。

一方 ,日 本の場合は,通 産省の 「特定サー

ビス産業実態調査」の情報サービス業のうち,

情報提供サー ビスの売上高がデータベース ・

サービスの売上高として使用されている。同

3-1-3表 わが 国 の デ ータ ベ ース ・サ ー ビス売上 げ

50年 55年 56年 57年 58年

売 上 高(百万円) 14,376 44,059 60,737 52,342 78,713

情報サービス全体
に占める比率(%)

5.2 6.6 7.5 5.7 7.2

指 数(50年=100) 100.0 306.5 422.5 364.1 547.5

〈ソー ス〉 通産省 「特定サー ビス産業実態調査 」
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3-1-2図

日 ・米 ・欧 の デ ー タベ ース ・

サ ー ビス売 上 高推 移(億 円)

4,800

1,200

〈注>1.

2,

3。

〈ソ ー ス 〉

4,080/

2,880,'

!!!2,640

,!'2,400

2,150

78798081828384(年)

1ド ル=240円 で計算

日 ・欧につ いてはオンラインとパ ッチの合計

米国は オンラインのみ

(財)日 本情報処理開発協会 日本は特 定サー ビス産業実態調査 より

調 査 によれ ば,デ ー タベ ース ・サー ビスの売

上 高推移 は3-1-3表 の ようになる。また,

日米欧のデー タベー ス ・サ ー ビスの売上高推

移 を比較す ると3-1-2図 の ようになる。

4.2わ が国で利用可能 なデータベース

通産省の 「データベース台帳総覧」(昭 和

58年度版)に よれば,わ が国で利用可能なデー

タベースの数は679(58年10月 末)。同台帳は,

通産省が昭和57年 度よりとりまとめているも

ので,利 用可 能な 内外 のデー タベースの内容

や問 い合 わせ窓口 を紹介 したもの。

同台帳 の収録 デー タベースの うち,77%は

米 国 を中心 とす る海外製 の ものであ る(3-

1-4表)。 つ ま り,デ ータベー スの海外 依

存 とい う傾 向 が指摘 で きる。 ちなみ に,米 国

の場 合,CuadraのDirectoryofOnlineData-

bases(1983年 秋 季 号)に よれ ば,,オ ン・ライ

ンのみで2000近 い デー タベ ースが流通 して い

る(3-1-5表)。 す なわち,わ が国 に入 っ
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3-1-4表

わが 国 で利 用可 能 なデ ー タ

ベ ー ス

57年 度 58年 度

収録DB数 DB実 数 収録DB数 DB実 数

海 外企 業 製
データベース

4召 (78ユ%) 334 (73.2%) 743 (81.1%) 522 (76.9%)

日 本 企 業 製

デ ー タベ ー ス
132 (2L9%) 122 (26.8%) 173 (18.9%) 157 (23.1%)

合 計 604 (100.0%) 456 (100.0%) 916 (100.0%) 679 (100.0%)

〈注〉*実 数 の意味:

同一 のプロデューサーが構築した同一名称 のデータベ ースが,複 数 のデ ィス トリビュータあ

るいは代理 店を通 じて 日本で販 売されている場合 に,当 該DBを ひ とつ と数 えた数字

〈例>1.あ る同一 のDBがDIALOGに 入ってお1),そ れを紀伊国屋 および丸善等 の複数 のディ

ス トリビュー タが本台帳 に登 録 している場合

2.あ る同一 のDBを,デ ィス トリビュー タおよび代 行検索 業者が本台帳 に登録 している

場合

3-1-5表 米国で 利用可能 なオ ンライン・データベース

1979年 秋 1983年 秋

デ ー タ ベ ー ス 数 400 1,878

プ ロ デ ュ ー サ ー 数 221 927

オンライン・ディス トリビュー タ数 59 272

〈ソー ス>DirectoryofOnlineDatabases,Fall1983

3-1-6表 ヨー ロ ッパ で利 用 で き るデ ー タベ ー ス

(オ ンライ ン/バ ッチ含む)

＼
一

レ フ ァ フ ン ス

・デ ー タベー ス

フ ァ ク ト ・

デー タベ ー ス
合 計

1975

1976

1977

錨

337

422

86.8%

693

61.2

51

149

268

13.2%

30.7

38.8

386

486

690

100.0%

100.0

100.0

1978 533 48.4 568 51.6 1,101 100.0

1979

1980

1983

565

654

762

44.1

46.4

41.3

715

755

1,083

55.9

53.6

58.7

L280

1,409

L845

100.0

100.0

100.0

〈注>1981年/1982年 は オ リジナル文献 で抜けている

〈ソース>EUSIDICDatabaseGuidebook1983

て来 ていな いデータベ ースがまだまだ多数 あ

る訳 で,国 産 デー タベ ースの構築,整 備 を急

がない と,海 外依存傾 向がますます強 くな る

懸念 がある。

ヨー ロ ッパ につ いて も同様 の ことが い え

る。EUSIDICDatabaseGuidebook(1983年

版)に は,1845の デ ータベ ースが登 録 され て

いる(オ ンライ ン/バ ッチ含 む)(3-1一

6表)。

4.3利 用可能 なデータベースの特色

わが国で流通 しているデータベースの特色

としては,以 下の点が指摘できる。

① 海外製データベースに比 し,国 産デー

タベースが少ない。

② 文献(レ ファランス)型 のデータベー

スの方がファク ト型よりも多い。

③ 自然科学分野のデータベースとビジネ

ス分野のデータベースの数が同一 レベルに

3-1-7表 情 報 の 種 類別 にみ たデ ー タベ ー ス分布

(日 本)

タ 57年度 58年度
イ 情報の種類 .

プ 内訳 小計 内訳 小計
.

文書情報のみ
339 501

書誌 92 133

レ 抄録 10 11

z 書誌/抄 録 188 286
一
フ
ン
書誌/抄 録/そ の他 4 3

ス 書誌/そ の他 7 13

抄録/そ の他 2 0

その他 36 55
]…

全 文 35 66

フ その他全文との組み合わせ 17 21

膓 数値情報のみ 130 脚
ト 画像情報のみ 2 2

文書/数値/画像の組み合わせ 81 97
1

合 計 脳 916

〈ソー ス〉 通産省 「デー タベー ス台帳総覧」(58年度版)
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ある。

④ 個 々のデー タベー スにつ いて,収 録段

数 な ど規模の点 で海外製 のデータベ ース よ

りノ」、さい。

以上の特色 の うち,内 外製デー タベ ースの

比率 につ いてはすでに述べ た。次 に,情 報の

種類 別 にみたわが国のデー タベース分布 は,

3-1-7表 の ようになる。つ ま り,58年 度

台 帳 の 分 析 で は,レ フ ァ ラ ン ス 型 が501

(54.7%)に 対 し,フ ァク ト型 が415(4513%)

で,レ フ ァランス ・タイプのデー タベースの

ほうが多 い。 これ に対 し,欧 米 では ファク ト

型 の デー タベー スの ほ うが 多 い傾 向 に ある

(3-1-6表,3-1-8表)。

3-1-8表 情 報 の種 類 ・分 野 別 にみ た デ ー タベ ー

ス分 布(米 国)

Refere㏄e Source Both 合計

1自 然科学 ・技術 270 112 23 405

、

IIピ ジ 不 ス 100 566 23 689

III社会科学 ・人文科学 74 38 1

1

113

F1学 際的分野 105 54 6

1

165

合 計 549 770 53 1372

〈ソ ー ス 〉 旭 リサ ー チセ ン ター 長 田,

DirectoryofOnlineDatabases,Spring1983

よ り分 析

また,デ ー タベースの分野別分布 を見 ると,

わ が国 は3-1-9表 の よ うに,ビ ジ ネス

369種,自 然科学 ・技 術346種 と ほぼ拮 抗 して

い る。 これ に対 し,米 国で は,3-1-8表

に 見 られ るよ うに,ビ ジネス分野 データベ ー

スの数が圧倒 的に多 くな ってい る。 さ らに,

米 国で は社会科学,人 文科学 あ るい は学際的

な分野の データベ ース も急速 に拡充 されつつ

ある。
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3-1-9表 分 野別 デ ー タ ベ ース分 布(日 本)

分 野 1982年 度. 1983年 度

一

般

全 般 9 14
行 政 13 15

法'律 8 13
政 治 8 9

新聞/雑 誌 12 14
そ の 他 4 7

小 計 54 72

自
然
科
学

技

術

全 般 22 39
化 学 47 68

生命学/医 学/薬 学/生 物 40 64

特 許 20 29
宇宙/地 球/海 洋科学 21 25

物理/電 子/コ ン ピュー タ 11 24
環境/水 資源 14 16

気 象 12 12
農 学 11 12

金 属 7 11
工学/機 械工学 6 9
エネルギー 7 11
食 品 6 6
繊 維 2 5
そ の 他 4 15
小 計 230 346

社
会
科
学

人
文
科
学

全 般 3 5
図書館学/情 報科学 11 25
教 育 14 17
歴 史 5 6
社 会 学 5 5
言語/言 語学 4 4
心 理 学 3 3
哲 学 2 2

芸 術 3 2
音 楽 1 2

人口統計 2 2
人間科学 0 2

スポー ツ/体 育学 1 1
社会奉仕 1 1
小 計 55 77

ビ

ジ

ネ

ス

全 般 15 20

経 済(世 界) 6 13
経 済(外 国) 31 72

経 済(日 本) 15 18
市場/商 品情報 62 83

金融/証 券/為 替 レー ト 33 52
財 務(外 国) 10 19

財 務(日 本) 18 20
エネルギー 10 21
企業財務/情 報 8 12
労 働 12 10
農 業 2 10
化 学 3 4

そ の 他 15 15

小 計 240 369

そ
の

他

書誌目録作成情報 3 19
人物/機 関情報 5 9

漢字/辞 書 3 6
索引 ガイ ド/補 助 ファイル 2 4

そ の 他 12 14
小 計 25 52
合 計 604 916

〈ソー ス 〉 通産省 「デー タベー ス台帳総 覧」
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5.わ が国 デー タベー ス ・サ ー ビスの展

望

5.1統 計データセンター構想

わが国のデータベースをめぐる問題点のな

かで,国 産データベースが少ないことは再三

指摘 されている。これはデータベース構築と

いう作業が,多 大の金と時間を必要とするこ

とにも一因がある。また,わ が国の政府機関

が保有 している統計データが,磁 気テープで

民間にスムーズに流通 していないことも要因

として考えられよう。

すでに,省 庁の外郭団体のなかには,統 計

3-1-3図

統 計 デ ー タセ ンタ ー・シ ステ

ム 概 念図

競争領域

回
外郭

団体

国
外郭

団体

統計 デ ー タ ・

セ ン ター

自

一ーー一一 一本提案の流通路

一従来の流通路(存 続)

最 終ユーザー

〈注〉 統計デー タ ・センターの機能:

① あ る統計か ら,必 要な部分 を検索 し,提 供す る

② 各種の統計 を,総 合的に参照す る(特 定統計の年度間の比較,あ る統計 と他の

統計の項 目間の比較,複 数統計にわた る条件検索 など。ただ し,処 理は利用者が

行 う)

③ 提供デー タのレベ ルに高度の 自由度 を与え る(デ ー タのレベ ル とは,地 域,業

種,品 目,職 業な どの範囲,あ るカテゴ リーの抽 出など,集 計単位 をい う)

④ 統計の追加(種 類 年度)に 柔軟に対 応できる

⑤ デー タの秘匿に必要 な処理 を行 う(秘 匿 もX表 示 だけで なく,ラ ンク値な ども

考慮す る)

⑥ 必要なデータが どのファイルにあるか,所 在情 報の案内を行 う

〈ソー ス〉 デー タベース ・サー ビス業 連絡懇談会 昭和59年7月
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データを磁気テープで提供 しているところも

ある。 しか し,こ れ らはあくまで統計データ

の一部にすぎないし,ま た,こ うした外郭団

体のない省庁 もある。政府の統計データは,

質量ともに注 目すべきものがあるし,こ れが

磁気テープ ・ベースで出回れば,デ ータベー

スのソースデータとして利用価値が大きい。

データベース ・サービス業連絡懇談会は,

こうした状況を打開するため,「政府保有デー

タ流通方式整備への提言」(昭 和58年5月)

を出すとともに,59年7月 にはその具体的 イ

メージとして,「統計 データセンター構想」

を打ち出した(3-1-3図)。

統計審議会をはじめ,目 下関係方面で政府

データの磁気テープ提供が検討されている。

これが実現すれば,国 産データベースの強化

はもとより,デ ータベース ・サービス産業の

活性化にも貢献すると期待 される。

5.2期 待 される新規参入

現在,わ が国で活動 しているデータベー

ス ・サービス業者が何社ほどあるのか明確な

数字はない。一応の目安としては,デ ータベー

ス台帳に登録 されているのが58社(機 関)で

ある。また,民 間のデータベース ・サービス

業連絡懇談会の加盟企業が60社(59年11月 末)

である。この両者を合わせて,重 複を外すと

90社 になる。

データベース ・サービス業の形態 として

は,① データベースのプロデューサー②ディ

ス トリビュータ③代理店④代行検索業者など

がある(3-1-1図)。

データベース ・プロデューサーは,デ ータ

ベースを自ら構築(作 成)す る企業(機 関)。

データベースは長期間にわたって,デ ータを
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収 集 ・加工 ・蓄積 しなけれ ばな らず,相 当 に

金 と時間 と人力 を必 要 とす る。 さ らに,そ の

後 のデー タベー スの メ ンテナ ンス(維 持)も

行 う必要 がある。この意味で,デ ータベ ース ・

サ ー ビスのなかで も,最 もシビアな領域で も

ある。 しか し,プ ロデューサ ーが育成 ・強 化

されなければ,デ ー タベ ース流通 の大本 に支

障 をきたす ことにもな り,最 も重要 な領域 で

もある。

ディス トリビュー タは,プ ロデューサ ーが

作 成 したデータベースを提供 ・販売す る企業

(機 関)。 デ ィス トリビュー タは通常,コ ン

ピュー タとネッ トワークを保有 してお り,複

数 のデー タベー スとオ ンラインで提供 して い

る場合 が多 い。DIALOGな ど はそ の典型 で,

ス ーパ ーあるい は百貨店型 のデー タベース ・

サ ー ビスと もいわれ る。 これに対 し,分 野 を

特化 した専 門的 なデータベースを限定提供 し

て い るケー ス もあ る。 こち らは専 門店 型 の

サー ビスといえようか。

プロ デューサ ーが 自 らデ ィス トリビュー タ

を兼 ねてい るケース もあ る。 この形態 はイン

テ グレイテ ッ ド・サ ー ビスと呼 ばれ る。何れ

にせ よ,デ ィス トリビュー タを通 じてデータ

ベ ースは利 用者 の手 に渡 る訳で,流 通機構の

要 となっている。また,プ ロデューサーにとっ

ては,大 規 模 ネ ッ トワー クをもっているデ ィ

ス トリ ビュー タに提供 を委 ね る こと によっ

て,自 らの デー タベ ー ス を一 挙 に国 際マ ー

ケ ッ トに出 してい くこと も可能 になる。逆 に,

リ モー ト ・コ ン ピュー テ ィ ング ・サー ビス

(RCS)企 業 にとって は,デ ータベースをネ ッ

トワー クに乗 せ る こと に よって,情 報処 理

サ ー ビスの付加価値 を高 めることができる。

こ うした点 で,プ ロデューサー とデ ィス トリ
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3-1-10表 デ ー タ,ベー ス事業 への進 出計画'
(回答社数:353社)

づ

データベース事業への進出計画 回答社数 回 答 数 公開可能性のあるデータベース 回 答 数

プ ロデ ューサ ー へ

34

23(67.6%)

社 内の デー タベ ー ス 13(56.5%)

企業 グルー プ 内の デ ー タベ ー ス 1(4.3%)

新たに構築するデータベース 14(60.9%)

デ ィ～ζトリビュー タ または代 理 店 へ 13(38.2%) . 一

代行検索業者へ 3(8.8%)

そ の 他 5(14.7%)

〈ソー ス 〉 (財)日 本情報処理開発協会 「デー タベ ース ・サー ビスに関す る調査」昭和59年11月

ビュータの間には,役 割 り分担あるいはリス

ク分担がうまく機能 しているといえる。

代理店 は自らコンピュータは保有 しない

が,プ ロデューサーの著作権事務を代理 した

り,あ るいはディス トリビュータの営業事務

を代理する企業。特に,海 外の多様なデータ

ベースを国内で利用 したい場合の煩損な事務

処理を行ってくれるし,また,海 外データベー

スの国内流通に重要 な役割 りを果たしてい

る。

代行検索業者は,文 字通 りデータベースの

検索を売 りものにしている。ただし,検 索に

関連 して,ど のデータベース ・サービスのな

かのどのデータベースが最善かといったノウ

ハウもサービスの主要な部分となる。データ

ベースの検索は,デ ータベースごとにコマン

ドが異なっているため,初 心者にはなかなか

やっかいな手順 を伴 う。また,機 械が相手だ

けに不十分な検索をすれば,不 十分な情報 し

か入手できない。こうしたユーザーのために,

専門的知識と技術を提供するのが代行検索業

者の役割 りである。 したがって,デ ータベー

ス ・サービスのユーザー層の拡大に重要な機

能を果たしている。

最近,こ うした多様なサービス形態のあら

ゆる領域で,新 規参入の気運が盛 りあがって

きている。日本情報処理開発協会のアンケー

ト調査でも,現 在データベース ・サービスを

利用 している353社 中,34社 がデータベース

事業への進出計画をもっている(3-1・-10

表)。

新規参入はニューメディアの発展とともに

増大 してくることが予想 され,デ ータベース

提供側の多様化に貢献する。この過程で,プ

ロデューサー,デ ィス トリビュータ,代 行検

索業,代 理店などが効果的に連携すれば,デ ー

タベースの流通機構が確立 してくると期待 さ

れる。

既述 したように,わ が国のデータベース ・

サービス業の売上高は,約800億 円にすぎな

い。 しか し,こ れまで指摘 してきたように,

データベース ・サービスをめぐる動きが活発

化 してお り,今 後VANの 構築が進むにつれ

本格的産業化へ向けて飛躍の時を迎えるもの

と思われる。

情報資源の リソース ・シェアリングという

点か らも,デ ータベースは不可欠のものであ

り,情 報化社会の中枢を占めるものである。

この意味で,わ が国のデータベース ・サービ

スの本格化が期待 されている。
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3 第2章

データベース・サービスの

育成・振興

1.は じめ に

データベースは,「デー タを整理 ・統合 し

コンピュータ処理 が可能 な形態 にした情報

ファイルまたはその集合体」 と定義 される。

データベースは,情 報資源を社会全体で共

同利用,高 度利用するものであり,情 報の価

値を飛躍的に向上させるが,具 体的には,次

のような特長をもっている。

① 情報化社会 といわれ,莫 大な量の情報

が氾濫する今日,個 人,公 的機関,企 業の

いずれにおいても必要な情報を自らの手で

収集するには限界があり,こ れを補 うため,

外部のデータファイルを使い,必 要な情報

を入手する局面が増大 しつつある。データ

ベースは,こ うした外部情報源として,最

も有効なものと考えられる。

② データベースの活用 により,今 まで個

人,公 的機関,企 業などが,単 独では収集

不可能であった情報を利用できるようにな

り,よ り高度な活動が可能となる。

③ また,デ ータベースは,共 同利用が可

能であり,社 会のもつ情報の利用価値を飛

躍的に増大させると同時に,情 報入手のた

めの重複投資を回避することができる。

このような重要性をもつデータベースは,

情報提供サービスの有力な手段として成長 し

ていくものと考えられるが,現 状では,デ ー

タベース ・サービスはまだ未熟な産業分野で

あり,政 策的な育成 ・振興の必要がある。

2.デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス の現 状

2.1デ ータベース ・サービスの動向

プロデューサー,デ ィス トリビュータ,代

行検索業者等を含めたデータベース産業 は,

わが国ではまだ未成熟であり,現 状 は次のと

おりである。

① 欧米に比べて市場規模が小さい(昭 和

58年787億 円)(3-2-1図)。

② 国内で利用可能なデータベースのうち

3/4(昭 和58年 度)が 外国製である(3-

2-1表)。

データベースは,構 築時における初期投

資が大きく,投 資回収期間も長いという性

格に加え,す でに完成 したデータベースに

は規模の利益が働 くことか ら,外 国データ

ベースが強 く,国 内データベースが育ちに

くいという問題がある。

③ わが国のデータベース ・サービス業者
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は,既 存 の自社 デー タか らデータベ ースを

内生 しサー ビスに供 している場合,各 種情

報 サ ー ビス の一 環 と して デー タベー ス ・

3-2-1図 日 ・米 ・欧のデータベース・サービス

売上高比較(特定サービス産業実態調査等に

基づく日本情報処理開発協会による推計)

(億 円)

4,800

3,600

2,400

1,200

0

4.800 ノ

ノ
'

4,080'
'
'ノ

米 国'
'

2,830' 欧 州

2・…/論 ⑩
1,9202,160

1,6801,920

1・44014401560

271r〆7ζ 本

〈注>L

2.

3.

78798081828384(年)

1ド ル=240円 で計算

日 ・欧につい ては オンラインとパ ッチの合計

米国は オンラインのみ

サー ビスも行っている場合,海 外デー タ

ベースの代理店 となって取 り次ぎのみを

行 っている場合など,他 業者からの参入が

多い。

④ フ.ロデューサー兼 ディス トリビュー

タ,デ ィス トリビュータ兼代行検索業者な

どの兼業者が多く,産 業構造が明確になっ

ていない(3-2-2表,3-2-2図)。

⑤ 分野別にみると,ビ ジネス関連と自然

科学技術関連で8割 を占める(3-2-3

図,3-1-9表)。

⑥ 自然科学 ・技術分野に,大 規模な公的

データベースが集中している。

〈例〉 日本科学技術情報センター,㈱ 日本

特許情報センター,紐 化学情報協会など。

⑦ 文献データベース数とファク トデータ

ベース数をみると,世 界全体と比べて文献

データベースの占める割合が大きい(3-

2-4図)。

3-2-1表 わが 国 でサ ー ビス され て い るデ ー タベ ー スの 外国 企 業製 ・日本企 業 製 内訳(通 商産 業 省 デー タベ ー ス台

帳 よ り)

57年 度 58年 度

収録DB数 DB実 数' 収録DB数 DB実 数 寧

外国企業製データベース 472 (78.1%) 334 (73.2%) 743 (81.1%) 522 (76.9%)

日本企 業 製 デー タベ ー ス 132 (21.9%) 122 (26.8%) 173 (18.9%) 157 (23.1%)

合 計 604 (100.0%) 456 (100.0%) 916 (100.0%) 679 (100.0%)

〈注〉*DB実 数 とは,同 一のプ ロデューサーが構築 した同一名称のデー タベー スが,複 数の ディス トリビュータあ るいは,代 理店

を通 じて 日本 で販売 されている場合 に,当 該DBを ひ とつ と数えた数字

3-2-2表 サ ー ビス 業 態別 企 業数(通 商産 業 省 デー タベ ー ス台帳58年 度版 よ})) (社)

デ ー タ ベ ー ス ・プ ロ デ ュ ー サ ー デ ー タ ベ ー ス ・デ ィ ス ト リ ビ ュ ー タ 代 行 検 索 業 者

専 業 兼 業 ⑨ 合 計 専 業 兼 業 合 計 専 業 兼 業 合 計

8 29 37 22 33 55 3 10 13

〈注〉 登録企 業実数 は58社

*例 えば,デ ータベ ー ス ・プロデ ューサー とデー タベー ス ・デ ィス トリビュー タを兼業 してい る企業は,デ ー タベ ース ・プ

ロデ ューサ ーの兼業 の欄の両方 の欄に計上 されている
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3-2-2図 デ ータベ ース ・サ ー ビス業 の分 類

情 報源 構 築 流 通 検索/コ ンサルティング 廻

ソ

ス

デ

タ

プ ロデ ュー サ ー デ ィス トリビ ュー タ

エ

ン

ド

ユ

1

ザ

「

, ,

プ ロデ ューサ ー 兼 デ ィス ト リビュー タ ●

プ ロデ ュー サー ● デ ィス トリ ビュー タ ● 代行検索業

プ ロデ ュー サ ー 兼 デ ィス トリ ビュー タ 代行検索業一

,

,

●

・.'w

プ ロデ ュー サ ー , デ ィス トリビ ュー タ 兼 代 行 検索 業

プ ロデ ュ ーサ ー 兼 デ ィス ト リビュー タ 兼 代 行 検 索業 一

3-2-3図 わが 国で サ ー ビス され てい るデ ー タベ ー

スの 分 野別 内訳

(通 商産業省デー タベー ス台帳58年 度版 よ り)

ビ ジ ネ ス

369

(43.2%)計

916

(100.0%)

自然科学 ・技術

錨

(37.8%)

2.2デ ータベース ・サービスの課題

現状のデータベース ・サービスの抱える問

題点を整理すると次のようになると考えられ

る。

① 政府データの公開,産 業界および学会

等における情報収集活動の充実などによる

新たな情報源の確保が進んでいない。

② データベースの構築には多額の初期投

資を要 し,更 新 ・保守 にも相当の運営資金

を要するが,産 業 として不安定なために,

資金の確保が難 しい。

③ 文字 ・数値情報だけでなく,ニ ューメ

ディアの発達 に伴い,音 声 ・画像 ・映像情

報への対応が必要である。

④ 高度なサービスを行 うためのディス ト

リビュータ,代 行検索業者の育成,専 業化

等を進めていく必要がある。

⑤ データベース ・サービスの高度化,利

用の促進のため,ネ ッ トワーク化が重要で

ある。

⑥ 著作権をは じめとする関連法制度の整

備が,デ ータベース育成 ・振興のネックと

なる可能性がある。

⑦ データベース ・サー ビスの高度化,

ネッ トワーク化による効率的な利用の促進

のための技術開発,イ ンターオペ ラビリ
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3-2-4図 タ イ プ別 デ ー タ ベ ー ス 数

世 界

(E…ne・DIANEN・w・1982JUI,/A・g・,・ よ ・)織)

数値

(363)

ビブ リオ

(345)

文献/数 値 全 文

(681)(134)(184)

66%

総 計:1,026

日本

(通商産業省デー タベー ス台帳58年 度版 より)

数値

(256) ビブ リオ

(501)

テ ィ(相 互運用性)の 確保が重要 である。

⑧TDF(越 境 デー タ流 通:Transborder

DataFlow)の 観 点 か ら,海 外 のデー タベー

スへの過度 の依存 は好 ま しくな く,自 由な

情報流 通 を阻害 するおそれがある。
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3.デ ー タベ ース関連施策

高度情報化社会の実現に当たり,情 報の効

率的利用を促進するデータベース ・サービス

の果たす役割はきわめて大きい。

データベースの育成 ・振興は,現 在のとこ

ろ民間活力だけでは対応できない側面をもっ

ており,民 間が力をつけるまでの間,政 府が

果たすべき役割があると考えられる。前節で

示 した課題を踏 まえ,政 府が振興策を講ずる

に当たっては次のような方向で行 うべきであ

ろう。

① データベLス の構築は,多 大な労力と

莫大な先行投資を必要 とする事業であり,

今後データベース産業の円滑な発展を図る

ため,長 期的な展望と振興方策を明らかに

する必要がある。

② また,デ ータベース利用の促進を図り,

データベース産業の振興に資するため,今

後ともわが国で利用可能な各種データベー

ス自体にかかる情報の整備が必要である。

③ さらに,わ が国において立ち遅れてい

るデータベース構築 ・利用に関する技術に

ついては,そ の開発を推進する必要がある。

現在,通 商産業省において講 じられている

データベース関連施策は次のとおりである。

3.1民 間データベースの育成 ・振興

(1)産 業別,地 域別情報拠点の育成

① 鉄鋼等10業 種のデータベース構築を検

討 ・支援(昭 和53年 ～)し てきており,さ

らに,省 内データベース研究会(昭 和59年

発足)に おいて情報拠点の拡大,具 体的支

援策等 について検討中。



② 地域独自のデータベースの構築を支援

(昭和54年 ～)し てきており,流 通情報利

用システム(九 州:勧 九州流通 システム協

会),地 域経済 レファレンス情報サービス

システム(関 東甲信越:勧 日本情報処理開

発協会)等 を開発,運 用。

(2)研 究 ・技術情報拠点の育成

① 化学,バ イオテクノロジー等の研究 ・

技術に関する民間ファク トデータベース構

築の検討を支援。

② テクノロジー等の研究 ・技術に関する

民間ファク トデータベース構築の検討を支

援。

② テクノアー ト(技 術取引市場:地 域の

技術基盤形成のためのオンライン技術情報

データベース。昭和60年 度の創設 を目標)

構想の検討。

(3)保 有データベースの民間への提供

① ㈱通商産業調査会を通 じ,昭 和49年 以

降,通 産省工業統計,産 業連関表等を提供。

② ㈱ 日本特許情報センター ・從発明協会

を通 じ,昭 和46年 以降,特 許関係データを

提供。

(4)民 間データベース ・サービスの育成

(予算)

① データベース台帳(国 内で利用可能な

データベースの所在,内 容等の総合案内)

を昭和57年 から作成。

② データベース情報提供サービスの具体

的整備 ・振興方策の検討(昭 和59年 ～)。

(財投)

① 日本開発銀行によりオンライン情報シ

ステムに係る設備投資融資(情 報処理 ・通

信 システム化促進融資制度の対象)を 行っ

ている。
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② 郵政省 においてはデータベースの振

興 ・育成のため,デ ータベース ・システム

の構築に必要な設備等(土 地,建 物を含む)

に対する日本開発銀行の融資を要求中(金

利7.1%(特 利),融 資比率50%,60年 度要

求額10億 円)。

③ ビデオテ ックスの普及促進のためビデ

オテックスを開始するに当たって必要な設

備に対する,日 本開発銀行および北海道東

北開発公庫の融資を要求中(金 利7.1%(特

利),融 資比率50%,60年 度要求額14億 円)。

(債務保証)

① 情報処理振興事業協会による情報処理

振興金融措置(60年 度要求35億 円)の 融

資制度と併用 し,債 務保証制度があり,当

制度 でデータベースの構築資金 も対象 と

なっている。

(その他)

①JOINTデ ー タベース(経 済文献研究

会が作成する経済,産 業,経 営,労 働分野

の雑誌記事索引のデータベース)の 運用支

援(昭 和56年 ～)。

② 勧データベース振興センター(民 間の

データベース構築支援,デ ータベースクリ

アリング機能の強化,デ ータベース関連技

術開発等を行う)の 設立(昭 和59年4月)・

運営の支援。

(5)技 術開発

① 工業技術院大型プロジェク ト制度によ

りインターオペラブル ・データベース ・シ

ステム(今 後のシステム化,ネ ッ トワーク

化のために不可欠な文字,図 形,画 像,音

声等のマルチメディア情報を異なる機種間

で効率的に取 り扱うことのできる技術。イ

ンターオペラビリティが確保された大規模
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なデータベース ・システムの構築を図るた

め,マ ルチメディア技術,分 散データベー

ス技術,高 信頼性技術,総 合システム技術

を国がイニシアティブをとって開発するこ

とが重要)。

② 郵政省においてはニューメディア間イ

ンタフェース技術に関する開発調査研究。

ニューメディア技術開発 の一環 として,

本研究 を行っており,既 存のデー タベー

ス ・シ ス テ ム と キャ プ テ ン,双 方 向

CATV等 のニューメディアとを接続 し,

データベースとニューメディアの普及発展

を図ることを目的としている(実 施期間59

--61年度)。

3.2通 商産業省の公的データベ ース ・シ

ステムの構築

(1)政 策情報システム(P.P.LS.)の 構築(昭

和47年 ～)

① 省内外の産業,経 済情報等各種データ

ベースを総合的に利用するわが国最初の政

策支援のための情報システム。

② 省内約300カ 所 に展開されたインテリ

ジェン ト端末により利用するほか,外 務省

にも端末機 を設置 し,さ らに,経 企庁,

JETROと は,オ ンライン ・ネットワーク

を形成。

③ 通商産業省が作成 したデータのほか,

他省庁(総 務庁,大 蔵省,労 働省,日 銀等)

との磁気テープ交換,国 際機関(OECD,

IMF,IEA,世 銀等)か らの磁気テープ入

手等によりデータを充実。

④ 本 システムの成果は,法 令検索 システ

ム(総 務庁)の 構築への協力,電 子計算機

利用に関する技術研究会(各 省参加)の 運

営等に生かされ,ま た同種システムの構築

について海外(西 独,仏,イ ン ドネシア,

シンガポール,台 湾,韓 国等)か らも協力

依頼。

(2)研 究情報データベース ・システムの構築

(昭和56年～)

① 工業技術院16試験研究機関の物性,微

生物等ファク ト情報の民間企業等への提供

を産業技術センター(仮 称)に おいて行う

べく昭和60年 度要求中。

② 工業技術院16試 験研究機関で生産 ・蓄

積されるファク トデータ,プ ログラム等の

院内共同利用を図る研究開発支援のための

情報システムを充実。

(3)そ の他

① 中小企業情報センター(中 小企業事業

団)が,中 小企業に関する経営 ・技術情報

のデータベース(SMIRS)を 構築 し(昭

和57年 ～),全 国の中小企業地域情報セン

ターから情報提供(59年 現在,中 小企業地

域情報セ ンター36カ所(う ち,20セ ンター

は中小企業情報センターとオンライン)。

②ISONETオ ンライン ・システム(国

際標準化機構(ISO)が 開発中の国際的規

格情報交換ネットワークに積極的に参加す

るために,国 内外の規格情報を提供するの

に必要なデータベースを作成)の 開発を昭

和60年度要求中。

3.3デ ータベース ・サービスの振興に関

する今後の課題の検討

(産業構造審議会における検討)

① 産業構造審議会情報産業部会の昭和58

年12月 の中間答申を受け,情 報産業部会情

報提供サービス振興小委員会(昭 和59年4
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月設置)で 検討中。

② 主な検討項 目としては,次 のものがあ

る。

1)国 のデータベースの民間への開放

2)

3)

4)

§)

2章 デー タベース ・サ ービスの育成 ・振興

データベースをめぐる制度問題

データベース産業の振興策等

データベース関連技術開発

データベース流通問題etc.
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4 第1章

VAN概 況

1.時 代 の背景 ・す う勢

最近の情報処理,電 気通信分野における技

術革新には著 しいものがある。これ らの技術

を背景にニューメディアと総称 される,高 度

な情報通信システムの構築の動きが活発であ

る。わが国において,デ ータ通信が本格化 し

はじめたのは,昭 和40年 代に入ってからであ

る。先端的企業が,当 時では大型のコンピュー

タと多数の端末機を,電 電公社の提供する通

信回線を通 じて企業の業務処理の合理化のた

めに導入を開始 した。当初は,一 企業内だけ

のオンライン ・システムでよかったものが,

その後,さ らに関連企業 との情報交換等の

ニーズも生 じてきた。

この間,オ ンラインのネッ トワークを構成

するための不可欠の通信回線については,国

内では電電公社の独占であり,そ の利用形態

についても,各 種の制約があり,民 間企業間

の創意 と工夫 を生かすための基盤 ができ上

がっていなかった。そこで,通 信回線の利用

をもっと自由化すべきであるとの声により,

昭和46年 に第1次,昭 和57年 に第2次 の通信

回線の自由化が行われた。

一方
,臨 調の一連の動きのなかで,通 信事

業を電電公社一社独占にしておくことの是非

論や通信事業自由化要請等から,戦 後すぐに

形づくられた,わ が国の電気通信法制の仕組

みに関しての大改革が行われようと している。

以上のように,技 術革新と通信事業法の改

正をベースとして,社 会の情報化がさらに発

展 していこうとしている。このなかで,通 信

と情報処理の分野の境界線が不透明になりつ

つある。否,む しろ,通 信 と情報処理の融合

が当然の帰結すべき姿となってきている。そ

こで通信と情報処理の両分野を結びつける境

界 分 野 ビ ジ ネ ス と して,"VAN"(Value

AddedNetwork)事 業が台頭することになる。

VANの 定義 は必ずしも定着化 していない。

一般的には
,狭 義のVANと 広義のVANが

あり,使 う人の立場や状況により使いわける
　

必要がある。VANサ ービスの内容は,今 後

も高度化 ・多様化の方向にあり,い まだ発展

段階である。定義を限定することは困難であ

るが,こ こでは一般的な定義を採用する。

狭義のVANと は,米 国で当初使われてい

た定義で,通 信回線を通信事業者から借用 し

て,こ れにコンピュータ等を結びつけ,多 重

化機能(⇒ パケッ ト交換サービス),蓄 積 ・

変換機能(⇒ 速度変換,メ ディア変換,プ ロ
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トコル変換)等 の種々の通信の効率化機能を

付加 したネッ トワークのことである。

また広義のVANと は,狭 義のVANに 加

えて,情 報処理機能までを付加 し,各 種業務

処理用ネットワークを構築 したものである。

この広義のVANは,今 後ますますその機能

を拡大 していくことになろう。

2.VANと は

2.1VANの 原点

VANと 呼称 される通信業者が米国で出現

し,成 長 を遂げてきた背景を知るために,米

国での原点を知る必要がある。

VAN出 現 の背景を,技 術面,政 策面,顧

客ニーズの3つ の側面か ら考えてみる。

まず,技 術的背景 としては,1969年 に運用

が開始 された,ARPANETの パ ケッ ト交換

技術の開発に代表 される。米国防総省が軍関

係の施設に散在する,メ ーカーの異なるコン

ピュータを相互に接続 し,共 通化 して利用す

るために開発 した技術がVANの 技術的基礎

となっている。このネッ トワークの実現によ

り,民 間でも同様のニーズがあり,事 業化の

ための民間の通信会社 として,テ レネットや

グラフネッ ト,タ イムネッ トなどが名乗 りを

あげ たの であ る。 ま た,政 策 面 か らも,

連邦通信委員会(FCC)が 専用回線利用の

自由化,競 争促進,規 制解放等の政策実施に

よりVANの 事業活動基盤を整備 していった

ところが,日 本の場合と異なる点である。

以上 の よ うな,技 術 面,政 策 面か らの

VAN成 立の基盤のうえに,利 用者 としての

顧客ニーズが不可欠であることはいうまでも

ない。コンピュータ利用の歴史は,バ ッチ処
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理の時代か らオンラインの時代を経てその利

用範囲は拡大の傾向にある。当初は企業内利

用 だけでよかった ものが,他 企業との コン

ピュータの相互接続や外部のデータベースへ

のア クセスニーズが生 じるようになってき

た。すなわち米国にある世界的に有名なデー

タベース で あ る ロッキー ドのDIALOG,

インフォメーション ・サービスSDCの オー

ビッ ト等 の利用のためには,遠 隔地か らの

ネットワーク回線が必要であり,1台 の端末

で各種のデータベースへのアクセスが必要と

なる。これ らの利用者ニーズを満足 させるも

のとして,VANサ ービス業が成立 し得 るの

である。米国 においては,VANサ ービスと

データベースの発展は,共 存共栄の関係であ

るということである。

2.2米 国VANの 現状

米国のVAN市 場 には,大 規模かつ有名な

ものだけでも20社以上のVAN業 者が参入 し

ている。参入業者のパ ターンとしては,① 当

初か らVANサ ービスのために事業参入 した

企業,② 通信業者がVAN事 業に進出 したも

の,③ 情報処理サービス業がVAN事 業に進

出 したもの等がある。特に1980年以降では,

情報処理やデータベース業者のVAN事 業へ

の参入が目立っている。

しか しながら,い ずれもVAN事 業そのも

のの経営状態は良好とはいえない。市場の成

長性 は期待されるものの,市 場規模の割には

競争が厳 しく,ネ ットワーク構築に多額の先

行投資が必要 なためである。そ こで,VAN

サービスも特化すると同時に,ネ ッ トワーク

相互間を接続 して,自 社のサービス地域外の

エ リアをカバーするなど共存共栄の関係が生
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まれている。また,吸 収 ・合併 ・買収も盛ん

に行われており,次 第に総合的な通信サービ

ス事業者への統合化が進行 しつつある。

2.3米 国VANの 海外進出

米国内での競争激化のなかで,有 望市場と

しての海外市場に活路を見出そうとする動き

が活発化 している。進出の方法としては,①

ネッ トワークの海外への拡張,② ネッ トワー

ク設計 ・建設の技術援助,③VAN事 業に必

要なハー ド・ソフ トの販売等である。

わが国へも米国VAN業 者の進出意欲 は盛

んであり,新 通信事業法の成立を見越 しての,

米国政府 を背景とした対日戦略も活発化 して

きて いる。AT&TのAIS/NET1000,

IBMのIN,GEISCOのMARK*NET,

GTEテ レネッ ト,マ ク ドネル ・ダグラス社

に買収 されたタイムシェア等が,日 本の企業

との提携や合弁での事業展開で具体化の段階

に入ってきている。

2.4日 本でのVANの 現状

わが国の国内通信サービスは,昭 和28年 に

制定 された公衆電気通信法により,電 電公社

の独占が定められた。そのために,通 信回線

を電電公社か ら借用 して,他 人の通信のため

に再販売することは禁止 されていた。しか し,

時代の要請から,昭 和46年 の第一次回線開放

により,コ ンピュータと接続 してデータ通信

を行う場合には,他 人に対 して通信回線 を提

供することも一部の制約付きなが ら可能 と

なった。これにより情報処理センターが電電

公社の通信回線 を借用 し,TSSな どのサー

ビスを開始することができるようになった。

しか し,よ り高度で自由な通信回線の利用

を望む声が大とな り,昭 和57年 に第2次 回線

開放が実現 した。このなかで特に中小企業に

おいては,デ ータ処理を伴わなくてもよい通

信サービスが可能となった。いわゆる中小企

業VANサ ービスが可能となったのである。

この中小企業VANは,中 小企業基本法でい

う中小企業を主な対象とするものに暫定的に

認められたものである。

早速,イ ンテック,富 士通エ フ ・アイ ・

ピー,ヤ マ トシステム開発,日 本情報サービ

スの4社 が届 け出た。その後,「 ユーザーの

半数以上が中小企業であれば,大 企業が含ま

れていてもよい」 との弾力的な郵政省の運用

方針が示され,西 濃運輸,日 本電子計算,東

洋情報システム,日 本電気情報サービスなど

が続々と名乗 りをあげ,昭 和59年10月 末現在

で,58社73シ ステムの届出が受理されている。

内訳としては,ス ーパーマーケッ トなどの受

発注データの交換を行う流通VANが 多 く,

次 いで運 輸業,倉 庫 業 を中心 と した物流

VAN,さ らに,ク レジッ ト会社を中心 とす

る金融VAN,情 報処理業の提供す る情報処

理VAN等,が 存在 している。いずれも,従

来のオンライン ・サービスにメッセージ ・ス

イッチング機能を追加 し,対 象ユーザーを拡

大 していこうとするものが多い。

2.5電 気通信事業法案 とVAN
'昭 和59年4月

,郵 政省より電気通信事業法

案が国会に提出され,日 本での本格的な大規

模VANの 展開が開始 されることになった。

同法案の最終審議は,12月 の通常国会に持

ち越されたが,昭 和60年4月1日 には施行と

なる。法案の骨子は,自 ら回線 を所有 し公衆

電気通信事業 を行 う第1種 電気通信事業者
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と,第1種 電気通信事業者の回線 を借 りて

サービスを行う第2種 電気通信事業者に区分

される。さらに第2種 事業は,国 際サービス

または不特定多数のユーザーを対象とした大

規模サービスを行う特別第2種 とそれ以外の

一般第2種 に分類される。

これにより,日 本でのVANの 展開は,第

2種 事業者により行われることになる。

大規模VANの なかには,特 別第2種 事業

者として,米 国VAN事 業者との提携や合弁

により事業が展開されるものもあり,一 方中

小企業VANや 業界VANは 一般第2種 事業

者として位置づけられることになる。

第1種 事業に関しては,い わゆる第2電 電

の動きとして,京 セラを中心とした第2電 電

企画,建 設省を中心と した日本高速通信㈱,

国鉄を中心と した日本テ レコム㈱等が設立

された。また,こ れとは別に,経 団連の情報

通信委員会が,通 信事業企業化問題調査委員

会 を設置 し,通 信事業化への指針に関する研

究調査を行 って一本化の構想 を打 ち出 してい

る。

いずれに しても,電 電公社,KDDの 独占

であった通信事業を民営化すると同時に,一

般の民間企業に参入を開放するものであり,

自由化の内容 も,米 国を含めて世界に前例の

ない画期的なものとなる。

日本で展開される,高 度情報化社会へのア

プローチは,電 電公社 の提唱するINSを 含

めて,新 しいVAN社 会への新動向として注

目に値する一大情報革新時代への突入を意味

している。

3.日 本VANの 発展形態
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3.1VANの 進化

わが国におけるVANの 進化の形態は,日

本独特の企業構造をベースにして発展 しつつ

ある。

① まず,特 定企業群か ら不特定企業群の

VANへ 進む。そして,② 特定企業群 も,親

子関係の企業群(親 子VAN)か ら同業企業

群(同 業者VAN)へ と進むことになる。親

子VANの 例として考えられるのは,中 核企

業とその商品を販売 している中小企業群,ま

た生産会社(大 ～中堅企業)と その企業に資

材を納入 している中小企業群等がある。 この

親子VANの 技術特色 としては,同 機種 コン

ピュータでのアプリケーション中心のVAN

が大勢 を占める。次の同業者VANと は,ク

レジット会社相互間のCAFISネ ッ トワーク

や銀行相互間の全銀 テ レネッ トなどのこと

で,技 術的には,異 機種間のVANで アプリ

ケーションの統一のプロ トコル統一が前提と

なってお り,親 子VANよ り高度なVANで

ある。

最後の不特定企業対象の大VANは,技 術

的には,異 業種異機種間のVANで,ア プリ

ケーションも異なったものを相互に結びつけ

ることを可能にするものである。

そ して,こ れらの各種のVANが 相互に接

続 され,相 互補完 し合いながら,全 国ネット

ワークへと拡大 されると同時に,国 際的な

ネッ トワークへと発展 していくことは間違い

ない。

3.2新 電電株式会社のVANへ の進出

通信網は従来電電公社独占のなかで制限つ

きで利用されていた。それが電気通信事業法

の成立 により,当 然のことながら,米 国の大
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資本が,VAN市 場 として有望 とされる日本

市場に進出 してくる。米国のVANの 技術は,

わが国の技術に比較 して5～10年 進んでいる

といわれる。民営化後の新電電および国産の

コンピュータ,通 信機関連メーカニとの競争

において,日 米間のVANソ フ ト格差が鮮明

化する可能性も大である。自由競争のなかで,

日本のハー ドウェアの優秀 さに関しては評価

されるようになったが,今 後はソフ ト面での

国際的競争力強化の時代に突入することにな

る。

電電公社 はすでに,ク レジッ トカー ド情報

システムのCAFIS,文 字図形情報 オンライ

ン用 のCAPTAIN,銀 行 ・証 券 ・流 通 用

ANSER,流 通業界の受発注等に利用 される

スーパーネッ ト,フ ァー ムバ ンキ ング用の

FINE等 のネッ トワークづくりに多大の努力

を払ってきている。これらの動 きは,長 期的

視点ではVANビ ジネスへ と進展する可能性

を有 している。

新電電のVAN事 業化 に際しては,電 話事

業等との経理区分の明確化など,わ が国にお

いて公正かつ健全 なVAN事 業の競争が確保

されるよう配慮 しなければならない。この点

で,新 電電の今後の動向を見守っていく必要

がある。

4.VANの 問題 点

4.1安 全対策 ・機密保護対策

VANの サービスが広 く受 け入れ られてく

ると,そ の安全対策が非常に重要となってく

る。安全対策 は,100%安 全確実 ということ

はな く,経 済性とのバ ランスで考えていかざ

るを得ない。しか し,情 報通信が社会生活に

密接に関係 してくればくるほど,一 度事故が

発生するとその影響は予想 もできない広がり

をもつものである。

昭和59年11月16日 に東京世田谷で発生 した

電電公社の通信ケーブル火災事故が市民生活

や企業活動に大きな混乱 を与えた。情報化の

進展 と同時に,情 報化の安全対策にも十二分

の配慮が必要であることを警告 した大事件で

あった。VAN事 業 を営む者が最低限守 らな

ければならない基準としては,以 下のような

ものがある。

まず,公 的基準としては,通 産省所管の 「情

報処理サービス集電子計算機 システム安全対

策実施事業所認定制度1,「 コンピュータシス

テム安全対策基準」,郵 政省所管の 「データ

通信ネッ トワーク安全 ・信頼性基準」,そ の

他 と して,「 プ ライバ シー保 護 に関す る

OECD勧 告」等 である。残念なが ら,安 全

に関 しての対策は技術革新のテンポに追従で

きず,ま た安全に関するコス トが効率化の観

点より削減 ・無視される傾向にある。情報の

集中と分散は効率化と安全性の面から見直す

必要がある。VAN事 業 を行 う者にとって,

システムの安全確保 は大命題であり,コ ン

ピュータ ・ダウンに備 えてのバ ック ・アッ

プ ・システムの準備,回 線切断に対応 した,

う回路の設定等 を確実 に準備することであ

る。

機密保護対策に関 しては,ネ ットワークの

拡大により,不 特定多数の人間がシステムに

関与 し,多 数のデータベースが相互に接続さ

れることにより,プ ライバ シーの侵害やコン

ピュー タ犯罪の危険が増大 する可能性があ

る。そこで,こ れ らを守るために,機 器管理

を厳重にすると同時に,シ ステムを運用する
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人間のモラール向上に努める必要がある。ま

たシステム面からのガー ドとして,各 種暗号

やユーザー別のアクセス範囲の限定管理等の

システムを厳重にすることや,通 信回線上を

流れるデータのスクランブル化などにより,

データ盗聴解読による事故等が発生 しないよ

うな仕組みを必要とする。安全対策 ・機密保

護対策は,VANサ ービスを行 ううえで最重

点の課題であることを認識する必要がある。

4.2損 害補償体制の整備

安全対策 ・機密保護対策をいくらやっても

事故や災害の発生による損害は必ず発生 す

る。 したがって,損 害発生 を救済する方法と

して損害保険制度が考えられる。しか し,「コ

ンピュータ総合保険」「金融機関包括補償保

険」等はあるが,物 理的損害に重点が置かれ

ており,必 ず しも現実に発生 した損害 を補償

するものではない。VAN業 者としても,ま

たVAN利 用者双方にとっても,損 害補償体

制の整備が強 く要請されるところである。

4.3VANビ ジネスの収益性

VAN業 者は単なる回線の再販のみでは採

算に乗 らないため,高 度な機能を付加 してい

かねばならない。このためのソフ ト開発費用

やノウハ ウの蓄積,人 材養成等にも相当の期

間を必要とする。さらに前述の安全対策 ・機

密保護対策のための出資 も多額に上る。 した

がって,VANビ ジネスが黒字に転 じるには

相当の年数を必要 とする。このことがわざわ

い して,VAN業 者自身が信頼性の乏しいネッ

トワークの構築 しかできなかった場合,利 用

者も安心 して使えないことになる。このため,

利用料金 と安全性信頼性の基準が明示される
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必要がある。そのうえで,利 用者はニーズに

合致 したネッ トワークを選択すればよいこと

になる。いずれに しても,VANビ ジネスで

収益を確保するためには,相 当の工夫が必要

である。

5.お わ りに

VANビ ジネスの拡大 に伴 い,わ が国の社

会は高度情報化社会の実現へ向けて進展 しつ

つある。経済や社会の活動は,ネ ッ トワーク

の拡大により,効 率化 ・活性化すると同時に,

現状の産業構造にも大きな変革を生 じること

が予想 される。すなわち,ネ ットワーク化は,

規模の利益 になり,企 業間格差を助長するこ

とになる。ネッ トワーク化を適切なタイミン

グで推進できる企業とそうでない企業との差

により,一 部企業の独占的な市場支配を招 く

ことも予想 される。他方,ネ ットワーク化は,

業務範囲の拡大 を容易化 し,業 界間の業務相

互の乗 り入れが進展 し,行 政ニーズが多様化

しつつある。通信は郵政省のみでなく,通 産

省 も総合的な情報産業政策展開のなかで重要

政策課題としてVAN振 興政策 を打ち出 して

きている。

また,物 流 を中心 とした情報化の視点や,

全国の道路網や国鉄の線路網の利用等から,

運輸省,建 設省等 も通信事業化や情報化への

政策を打 ち出してきている。

情報化社会は,従 来のありとあらゆる分野

に大きな変革を招 こうとしている。民間各企

業内の組織分担から,産 業構造の変容,そ し

て,行 政の境界線を越えて,大 きなインパク

トを与えつつ ある。その第一歩が,VANビ

ジネスといえる。VANビ ジネスがどのよう
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に展開され,発 展 していくかが,将 来の高度

情報化社会への試金石となる。VANビ ジネ

スは,高 度情報化社会実現のための入口にお

ける基盤を整備する役割を担 うものであ り,

産業界,行 政,立 法,司 法等のそれぞれの立

場か らの意見を結集すると同時に,国 民生活

へのインパク ト等についても十分な配慮を必

要とする。健全な情報化のためにVANビ ジ

ネスの健全なる発展へ英知を結集 したいもの

である。
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2章 中小企業VAN利 用例

4 第29

中小企業VAN利 用例

Iilサ ービスの纈

1.中 小企業VAN制 度の概要

昭和57年10月,公 衆電気通信法の一部改正

により,い わゆるデータ通信回線利用の自由

化が実施 されたが,こ れに併せて施行 された

「公衆電気通信法第55条 の13第2項 の場合等

を定める臨時暫定措置に関する省令」により

民間企業が主として中小企業者を対象とする

付加価値通信サービス(い わゆる中小企業

VANサ ービス)を 提供することが可能となっ

ている。 これにより今後の情報化の中核を担

う通信サービスについて民間の創意と工夫を

活か した多彩なサービス展開が期待されると

ころとなり,す でに郵政大臣に対 して多数の

業務届出書が提出されている。

この業務届出は,① 電信電話等の基本的公

衆通信サービスと実質的に同じものとな り,

公衆電気通信役務に支障を及ぼす場合や,②

通信の秘密が確保 されない等のため利用者の

利益 を著 しく阻害する場合に,少 なくとも事

後的には必要な改善措置が講 じられるように

するため,通 信サービスの提供に当たって必

要な事項を郵政大臣に届け出ることとしてい

るものである。

なお,中 小企業VAN制 度のポイントは次

の3点 に集約される。

① 中小企業を主とする特定のグループを

対象とするものであること。

② 中小企業VANを 行う場合は,郵 政大

臣への届出を要すること(届 出制)。

③ あまねく公平に提供 されるべ き基本的

公衆電気通信業務との切 り分けおよび通信

の秘密の確保等の利用者保護のため,郵 政

大臣は改善措置を行うための指示ができる

こと。

1.1中 小企業者等の範囲

上述 したとおり中小企業VANサ ービスは,

業務上その間の通信を必要とする中小企業を

主とする特定のグループを対象とするもので

ある。中小企業の定義 は中小企業基本法に

従 っており業種別におおむね4-2(1)-1

表のとおり定められている。

「中小企業を主とする」とは,中 小企業だ

313



ll編4部VAN(ValueAddedNetwork)

4-2(1)-1表 中小企業基本法による中小企業者の

定義

業 種
資本の額または

出 資 の 総 額
従業員数

小売 業,サ ー ビ ス業 1,000万 円 以下 50人 以下

卸 売 業 3,000万 円以下 100人 以下

工業,鉱 業,運 送業,

その他上記以外の業種
1億 円以下 300人 以下

けにユーザーを限定するのではなく,実 際の

需要に適合するようわが国の取 り引きの実態

等 を考慮 して,そ のユーザーに大企業や社団

法人等が含まれていても差 し支えなく,全 体

として中小企業者のために提供されるもので

あれば足 りるものである。

次に,ユ ーザーを特定のグループとする考

え方であるが,こ れは不特定多数の相手 に

VANサ ービスを提供 することは現在の公衆

電気通信法の枠内では不可能であることから

くるものである。電気通信の分野で 「不特定

多数を相手とするサービス」とは,お おむね

誰 もが均一の条件でサービスの提供が受 けら

れることといえよう。 したがって不特定多数

でないことは誰 もが入れるような汎用的なシ

ステムでないものであり,中 小企業VAN制

度においては業務上の関係があってメンバー

が限られた閉域的なグループを 「特定 グルー

フヨ としている。具体的には,

① 親会社と子会社,共 同出資会社 とその

出資者のように密接な資本関係があるも

の。

② メーカーと販売店,卸 売業者と小売業

者,運 送業者 と荷主のように継続的取 り引

き関係があるもの。

③ 共同して仕入,販 売等 を行 う場合のよ

うに継続的業務提携関係があるもの。

といった場合が想定されるところである。

1.2提 供できる通信の範囲

中小企業VANサ ービスは,中 小企業者等

の通信の内容を変更することなく媒介する業

務,す なわちメッセージ交換業務であり,他

人の通信 を媒介す る公衆電気通信業務であ

る。

これまで電電公社または国際電電の独占と

するところであった公衆電気通信業務を,か

りに全国的にあまねく公平に提供されるべき

4-2(1)-1図

中小 企 業VANの 例

巨 幕・国

/

,嚇 も黒

臨 圖
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基本的サービスとそれ以外のサービスとに分

けた場合,前 者は電電公社または国際電電が

もっぱら提供する分野とし,後 者については

電電公社または国際電電だけでは十分対応 し

きれない多種多様な通信需要を民間の創意工

夫により充足 させようとする通信政策上の判

断に基づき中小企業VANと して民間が提供

できることとなっているものである。

ここにいう基本的サービスとは,公 衆電気

通信法に定め られている役務(法 定役務),'お

よび郵政大臣が告示により定める試行役務と

実質的に同種のものであり,4-2(1)-2

図のとおりである。

中小企業VANの 提供するサービスが これ

らの基本的サービスと実質的に同種のもので

ある場合には,先 述した郵政大臣の改善指示

の対象 となる。 この結果,中 小企業VANの

提供する通信サービスとしては,例 えば速度,

コー ド,フ ォーマッ ト,プ ロ トコル等の変換,

定時配信,同 報通信,最 適ルー ト選択等の通

4-2(1)-2図 基 本 的サ ー ビスの 区分

基 本 的

サービス

一 ・・響i蜘

翻
有線放送電話接続通話

加入電信

データ通信回線サービス

公衆電気通信設備の専用サービス

試行サー・遷 籔 霊 示)

回線交換サービス

パケット交換サービス

ファクシミリ通信網サービス

48Kb/s交 換網サービス

(以上電電公社の提供するもの)

国際公衆データ伝送サービス(VEN

US・P)(国 際電電の提供するもの)
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信管理,誤 り訂正 ・制御,デ ータの蓄積等の

諸機能をもった多種多様なサービスが考えら

れ,実 態上 も現在提供 されている中小企業

VANサ ービスは,こ れ らのメニューを複数

揃えた内容となっている。

な お,国 際通信 について は,い わゆ る

CCITT勧 告において国際特定通信回線を用

いてメッセージ交換業務を第三者に提供する

ことは許容されていないと考えられ,ま た実

際面でも国際通信は相手国との協定,合 意等

が基礎となっていることか ら,当 面,臨 時暫

定省令に基づ く国際の中小企業VANは 認め

られないものである。

2.中 小企 業VANサ ー ビスの概要

昭和59年10月31日 現在,下 記に掲げるとお

り58社(73シ ステム)が 郵政大臣に業務届出

書を提出しており,こ のうち37システム(32

社)が すでに業務を開始 している。

届出のあった各システムは,い ずれも中小

企業を主とする特定グループに対する付加価

値通信サービスであり,メ ッセージをいった

ん記憶装置に蓄積 し,必 要な時に取 り出すこ

とができる方式,い わゆるメール ・ボックス

と呼ばれるものが大半である。

これらを概括的にみてみるに,ま ず届出を

している企業の本社所在地を地方別にみると

4-2(1)-2表 のとおりであり,東 京,大

4-2(1)-2表 中小企業VAN事 業者の本社所在地

別分類

地

方

北
海
道

東

北

策関
茎東

信

越

東

海

北

陸

近

畿

中

国

四

国

九

州

沖

縄
計

会
社
数
2 2
24

(20)
3 7 3 8 2 1 5 1 58
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4-2(1)-3表 中小企業VAN事 業者の業種別分類

信 を の 従 に 卸 扱 宅 そ

業

業 行 計 来
者 つ算 か
て サ ら

携 売
わ 業
つな

つ配

て 貰
い 物

の

他
い1オ て ど る な 計

種 る ピ ン

情 ス ラ

い 流
る 通

運 ど
送 を

報 な イ も 業 会 取
通 ど ン の 務 社 り

△
云

社 36 10 8 4 58
数

阪,名 古屋のいわゆる三大都市圏に圧倒的に

多いが,全 国すべての地域から届出がなされ

ていることがわかる。また,中 小企業VAN

サービスを提供 している企業を業種別にみる

と4-2(1)T3表 のとおりであり,58社 中

36社 が従来からオ ンラインの計算サービス等

を行 っている計算会社や親会社の情報処理部

門がスピンアウ トしてできたデータ通信等を

主たる業務とするいわゆる情報通信業者であ

る。なお,各 社の資本金からみた企業規模は

4-2(1)-4表 のとおりである。

4-2(1)-4表 中小企業VAN事 業者の資本金から

みた企業規模(単 位:円)

資

本

金

5
千
万
未
満

5

1千

億 万

未1

満

1

5億

億1

未

満

5

10億

億1

未

満

10

億

以

上

計

会
社
数
20 10 9 9 10 58

次に,シ ステムの対象業務によって分類し

たのが4-2(1)-5表 である。

最 も多いのが,コ ンビニエンス ・ス トアと

その継続的取引先の卸売業者,製 造業者間の

受発注データ,納 品情報等の伝送 ・交換を行

うもの,あ るいは,薬 局と医薬品卸売業者等

との間の受発注データの伝送 ・:交換を行うと

いったいわゆる流通業務に係わるもので,半

4-2(1)-5表 中 小企 業VANシ ス テム の適 用 業 務

別 分 類

交注小
、

っ な 宅 送 社 ソ 伝 と括 ク そ

適

用

業

換デ売
を1店
行 タと
うな問
もど屋

もど配
のの貨

伝物
送の
・輸

・間 フ

交 の ト

換 業 ウ

を 務 工

行 構 ア

送 の会 レ
・間社 ジ

交 の と ッ
換営業 ト
を業務 力

の

他

計

務
のの間

伝 の
交配
換送
う報開
も撃発

行構提1
う報携 ド

送受 を情 の の の も等会 の
・ 発 行報 伝会 のの社統

シ

ろ
ア 45 11 4 3 10 73ム
数

数以上の45シ ステムがこれに当たる。次に多

いのが,運 送関係企業グループにおける運送

伝票および問い合わせデータ等の運送情報の

伝送 ・交換を行 うといった運送業務のための

もので,11シ ステムが届け出られている。

また,ソ フ トウェア開発企業間の受発注

データ,プ ログラム仕様等の伝送 ・交換を行

うものが4シ ステム,ク レジット・カー ド業

務の総括会社と業務提携会社(同 一商標を使

用)と の間の資金決済情報,営 業情報等の伝

送 ・交換 を行 うものが3シ ステムある。

このほか,ユ ニークなシステムとして,証

券会社と税務会計事務所間の投資情報等の伝

送 ・交換 を行うものや,港 湾における船積作

業の効率化を図るため,運 送業者,海 貨業者,

港湾運送業者および検量 ・検定業者との間の

貨物搬入情報,検 量情報等の伝送 ・交換を行

うものといったものがあげられる。

上記のように,流 通,運 送といったいわゆ

る物流関係のシステムが8割 近くを占める状

況にあるが,こ の背景 としては企業活動には

「物の流れ」「金の流れ」「人の流れ」そして

「情報の流れ」があって,な かでも流通,運

送といった業種 は,「物」 を運んでいる以上

必然的にそれに従って 「情報」 も運ばざるを
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4-2(1)-6表 中小 企 業VANシ ス テ ムの ユ ーザ ー 数

別 分類

ユ 10 10 30 60 90 120

ー

ザ

ー

社

未

社

～

30

社
～

60

社
～

90

社

～

120

社

以
計

数 満 社 社 社 社 上

シ
ス

テ 37 22 6 5 2 1 73
ム

数

えないという点がある。さらに物流関係はさ

まざまな会社 と連携 して仕事を行っており,

これをネットワーク化することでVANが シ

ステムを構築するうえで非常に適合 した業種

であるといえよう。

最後に,各 システムを規模的に,ま ずユー

4-2(1)-7① 表 中小企 業VAN届 出状 況(58社73シ ステ ム)

ザー数でみた場合,4-2(1)r6表 のとお

りであり,大 きなもので百数十社,小 さなも

のでは1社 といったものもある。次にネッ ト

ワーク構成でみると,ひとつのVANセ ンター

にユーザーが公衆通信回線でアクセスして交

換サービスを受ける小規模なものから特定通

信回線 と複数のセンター,集 線装置等によっ

て全国的規模 で構築 されたネッ トワrク と

いったものまでさまざまなものがある。 この

うち2社 は,独 自のパケ ッ ト交換網 により

VANサ ービスを提供 している。

昭和59年10月31日 現在の中小企業VANの

届出状況等 は4-2(工)-7表 のとおりであ

る。

会 社 名 本 社 代 表 者 資本金(円) サ ー ビ ス の 内 容 届出受理 日 業務開始日

1 ㈱インテ ッ 富山県 金岡幸二 17億5百 万 o化 学製品の製造会社と卸・販売業者間の製品 57.11.12 58,2.20

ク 富山市 の製造,販 売,設 計関係の各種情報の伝送 ・

交換を行うもの

○アルミ製品製造会社とその販売会社間の販売 59,330 59,5.11

情報の伝送 ・交換 を行 うもの
1

2 ㈱富士通工 東京都 名木田兵二 4億8千 万 oソ フ トウェア開発関連企業間の業務処理デー 57.11.12 58,3.7

フ ・ア イ ・ 港区 タの伝送 ・交換を行 うもの

ピー

3 ヤマ トシス 東京都 鶴 秀敏 1億 O運 送関係企業 グルー プ内の運送伝票,問 い合 57.11.12 57,12.12

テム開発㈱ 渋谷区 わせデー タの伝 送 ・交換 を行 うもの

O量 販店と取引先問屋間の受発注データ等の伝 58.12.27 59.2.9

送 ・交換 を行 うもの

4 日本情報サ 東京都 多田芳雄 6億 oク レジッ トカー ド業務の統括会社 と,業 務提 57.1L22 58.2.1

一ビス㈱ 港区 携会社(同一商標を使用)との間の営業情報等

の伝送 ・交換 を行 うもの

O油 脂加工製品等の製造会社と販売会社間の売 58.7.12 59.3.12

上,出 入荷に関する各種データの伝送 ・交換

を行 うもの

O鉄 工会社の工場とその協力工場間の発注,検 59.3.19

収情報等の伝送・交換を行うもの

O合 繊会社と織編物加工ユーザー間の生産情報 59.8.15

等の伝送 ・交換を行 うもの

O経 営指導や従業員教育等のコンサルティング 59.9.18

サー ビスを提供 している会社 とその会員であ

る美容室との間の売上,顧 客情報等の伝送・

交換を行うもの

5 西濃運輸㈱ 岐阜県 田口利夫 61億5百 万 o運 送関係企業グループにおける運送伝票およ 58.7.7 59.4.1

大垣市 び問い合わせデータ等の運送情報の伝送・交
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4-2(1)-7② 表 中小 企 業VAN届 出状 況(58社73シ ス テム)

会 社 名 本 社 代 表 者 資本金(円) サ ー ビ ス の 内 容 届出受理 日 業務開始日

換を行うもの

6 日本電子計 東京都 永井富次郎 8億 o医 薬品販売会社と製造・卸業者間および販売 58.8.22 58.11.1

算㈱ 中央区 会社本部 と直営店 ・フランチャイズ店間の受

発注デー タ,商品情報の伝送・交換 を行 うもの

7 ㈱東洋情報 大阪府 堀 貞夫 5億9千 oペ ンキ等の製造会社と継続的取引先の卸業者, 58.9.3 58.12.1

システム 吹田市 5百万 製造業者間の受発注データ,在 庫情報等の伝

送 ・交換を行 うもの

8 日本電気情 東京都 杉崎 真 2億1千 O電 気 ・電子機器 メーカー グループにおける資 58,9.22

報サービス 港区 5百万 材発注のための購買管理データの伝送・交換

㈱ を行 うもの

Oソ フ トウェア開発関連企業間の ソフ ト開発に 58.9.22 59.5.14

関す るデータの伝送 ・交換 を行 うもの

o服 飾関連企業間の縫製委託および販売に関す 58.9.22 59.9.15

るデー タの伝送 ・交換を行 うもの

O医 薬品等販売小売店と卸売業者,製 薬会社間 59.4.9 59.10.16

の受発注デー タ等の伝送 ・交換 を行 うもの

9 ㈱西武情報 東京都 鈴木清彦 1億6千 万 oコ ンビニエンスス トアチェー ンにおける本部 58.10.26 59,6.1

セ ン ター 中野区 とフランチャイズ店間の売上デー タ,業 務連

絡情報等の伝送・交換を行うもの

10 三井情報 東京都 阿部良夫 5億 oソ フ トウェア開発関連企業間の ソフ ト開発等 58.11.1 58.12.1

開発㈱ 千代田区 に関するデー タの伝送 ・交換 を行 うもの

11 ㈱ フ アルマ 大阪府 阪 彰敏 3千6百 万 o医 薬品等販売 ボランタリー グループ内の小売 58.12.1 59.1.4

堺市 店と卸売業者,製 造会社間の発注データの伝

送 ・交換 を行 うもの

12 福山通運㈱ 広島県 渋谷 昇 101億 O運 送関係企業グループにおける運送情報等の 58,12.15

福山市 2千6百 万 データの伝送 ・交換 を行 うもの

13 ㈱北九州 福岡県 熊 弘幸 160万 o医 薬品等販売ボランタリー グルー プ内の小売 58.12.26 59.2.1

ファルマ 北九州市 店と卸売業者間の発注データの伝送・交換を

行 うもの

14 ㈱名鉄 コン 愛知県 石河正利 5千万 O運 送関係企業グループにおける運送伝票,荷 59.2.24 59.4.1

ピュー タサ 名古屋市 物異状情報等の伝送・交換を行うもの
一 ビ ス

15 野村 コンビ 東京都 松浦正輔 6億 o生 命保険会社とその代理店間の保険契約に関 59.2.28

ユ ー タシ ス 新宿区 す るデータの伝送 ・交換 を行 うもの

テム㈱

16 トー タル シ 大阪市 大橋成郎 1千5百 万 o運 送関係企業グループにおける貨物追跡デー 59.2.28 59.4.1

ステムプラ 西区 タ,荷 物異状情報の伝送 ・交換 を行 うもの

ンニ ング㈱

17 ㈱電算シス 岐阜県 廣田孝文 6千750万 Oチ ェー ンス トアとその継続的取引先の製造卸 59.2.29 59.4.3

テム 岐阜市 売業者間の受発注データ等の伝送・交換を行

うもの

18 ㈱セ イコー 北海道 西尾長光 1千 万 oコ ンビニエ ンスス トア とその継続的取引先 の 59.3.12 59,4.15

マ ー ト 札幌市 卸売業者間の受発注データ等の伝送・交換を

行 うもの

19 ㈱宮崎フア 宮崎県 中島邦宏 215万 ○医薬品等販売ボランタリー グループ内の小売 59.3.15 59.5.1

ルマ 宮崎市 店 と卸売業者間の発注デー タの伝送 ・交換 を

行 うもの

20 ダイヤモン 東京都 岡田 眞 3億8千 oク レジットカー ド業務の統括会社 と業務提携 59.3.30 59.・7.2

ドコン ピ ュ 千代田区 5百万 会社との間の資金決済情報等の伝送 ・交換を
一 ターサ ー 行 うもの

ビス㈱

318



2章 中小企業VAN利 用例

4-2(1)-7③ 表 中小 企業VAN届 出状況(58社73シ ステム)

会 社 名 本 社 代 表 者 資本金(円) サ ー ビ ス の 内 容 届出受理日 業務開始日

21 ㈱ テイケイ 栃木県 飯塚真玄 1億 o証券会社と税務会計事務所間の投資情報等の 59,331

シイ 宇都宮市 伝送 ・交換を行 うもの
'

O銀 行と税務会計事務所間の金融・経済情報等 59.7.21

の伝送 ・交換 を行 うもの

22 佐川 コンビ 京都市 佐川正明 5百 万 o運 送関係企業グループにおける貨物追跡デー 59.4.16

ユー タシ ス 下京区 タ,路 線管理情報等 の伝送 ・交換 を行 うもの

テム㈱

23 協同組合べ 岩手県 小苅米瑞代 1億8千 万 oコ ンビニエンスス トア とその継続的取 引先の 59.4.21 59.7.26

ルセ ンター 紫波郡 (出資金) 卸売業者,製 造業者間の受発注データ等の伝

送 ・交換を行 うもの

24 ㈱大山 東京都 大山俊雄 1千140万 o総 合日用品問屋と取引先製造会社間の受発注 59,423

中央区 デー タ,納 品情報の伝送 ・交換 を行 うもの

25 ㈱テス ク 愛知県 梅田 勝 3千万 oコ ンビニエンスス トア と取 引先問屋間の受 売 59,4.25 59,5.14

名古屋市 注デー タ,納 品情報の伝送 ・交換を行 うもの

26 日本通運㈱ 東京都 長岡 毅 489億2千 万 O量 販店と取引先問屋間の受発注データの伝送 59.4.25 59.9.13

千代田区 ・交換 を行 うもの

27 ハ リマ共和 兵庫県 津田二雄 3千万 ○ コンビニエンスス トアと取引先製造会社間の 59.4.27

物産㈱ 姫路市 受 発注デー タの伝送 ・交換を行 うもの

28 ,第 一 貨 物 自 山形県 菅谷桓夫 10億 円 o通 信販売業者の本部 ・営業所間および仕入先 59.5.12 59.6.15

動車㈱ 山形市 業者 との間の受 発注デー タ,入 出庫デー タの

伝送 ・交換を行 うもの

29 日立運輸㈱ 東京都 嶋井 澄 36億5千 万 o電 気 ・電子機器 メー カー と特約販売会社間の 59.5.14 59.6.21

渋谷区 受 発注デー タ,納 品情報の伝送 ・交換 を行 う

もの

30 トナ ミ運輸 富山県 南 義弘 18億9千 万 O運 送関係企業 グルー プ内の輸配送デー タ,貨 59.5.18

㈱ 高岡市 物追跡情報等の伝送 ・交換を行うもの

31 ㈱デ ンサン 宮崎県 小山俊夫 4千 万 o小 売店と取引先間の受発注データ,納 品情報 59.5.28 59.9.

宮崎市 の伝送 ・交換を行 うもの

32 ㈱ ア ー ル ・ 大阪市 阪 彰敏 3千万 Oコ ンビニエンスス トアと取引先問屋間の受発 59.6.15 59.8.1

エ ス ・エ ス 東区 注デー タの伝送 ・交換 を行 うもの

・ア カデ ミ

一

33 ㈱ 日本 ビジ 東京都 桑江和夫 12億 Oレ ンタカー会社 とその フランチャイズ会社相 59.6.15

ネスコンサ 渋谷区 互 間の予約データ等の伝送 ・交換 を行 うもの

ルタン ト

34 ㈱エスライ 岐阜県 山口軍治 7億7千 万 O運 送関係企業グループ内の到着予報,貨 物追 59.6.18 59.7.21

ンギフ 羽島郡 跡等の運送情報の伝送・交換を行うもの

35 ㈱ユニス 名古屋市 高橋常夫 9百万 ○繊維製品 のメーカー,問 屋,小 売店間の生産 59.6.18 59.8.1

中区 ・加工デー タ,発 注デー タ等の伝送 ・交換を

行 うもの

36 原田港湾 横浜市 原田龍次郎 7千5百 万 o船 積業務に関 し,運 送業者,海 貨業者,港 湾 59.6.22

作業㈱ 中区 運送業者,検 量 ・検定業者等の間 で,搬 入情

報,検 量情報,船 積作業指示情報等の伝送・
マ

交換を行うもの

37 セン トラル 名古屋市 白木裕泰 5千万 oク レジッ ト・カー ド業務の統括会社 と,業 務 59,6.22

システムズ 中区 提携会社(同一商標を使用)との間の資金決済

㈱ 情報,営 業情報等 の伝送 ・交換 を行 うもの

38 ㈱ケ ンシ ョ 高知県 町田 貴 4千8百 万 O小 売店と取引先製造業者間の受発注データ, 59.6.25 59.8.1
一 高知市 納品情報の伝送 ・交換を行うもの
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4-2(1)-7④ 蒙 中小企 業VAN届 出状 況(58社73シ ス テム)

会 社 名 本 社 代 表 者 資本金(円) サ ー ビ ス の 内 容 届出受理日 業務開始日

39 北海道ピジ 北海道' 上口國夫 7千2百 万 O量 販店と取引先卸業者等との間の受発注デー 59.7.9

ネスオー ト 札幌市 タの伝送 ・交換 を行 うもの

メー シ ョ ン

㈱

40 東京ダイセ 埼玉県 田中孝一 3千5百 万 O運 送関係企業グループ内の傭車情報等の伝送 59.7.21
一㈱ 草加市 ・交換 を行 うもの

41 ㈱サ ンキュ 東京都 澄田亮二郎 1千 万 o製 菓 メー カーの本店 ・店舗 および商品配送セ 59,7.26 59.10.1

ウ ・デ ィ リ 新宿区 ンタ一間の受発注データ,納 品情報の伝送 ・

一 ・ネ ッ ト
交換を行うもの

サー ビス

42 コーヤ ク㈱ 北九州市 吉村慶元 7億3千 万 O薬 局チェーン店と医薬品卸売業者等 との間の受 59.7.26

小倉南区 発注データ,商 品情報の伝送 ・交換 を行 うもの

43 神田運送㈱ 東京都 原島望泰 2億4千 O運 送関係企業グループにおける運送伝票およ 59.8.1 59.10.1

千代田区 840万 び問い合 わせデータ等の運送情報の伝送 ・交

換 を行 うもの

44 ㈱ フジテレ 東京都 石田達郎 22億8千 万 ○クーポ ン券等 を発行す るサー ビス業者の本店 59.8.4 59,10.10

ビ ジ ョン 新宿区 ・店舗間における各種消費者向け情報の伝送

・交換 を行 うもの

45 大和 コンビ 東京都 斯波佑蔵 5億 o農 業資材卸業者とその代理店間の受発注デー 59.8.7

ユ ー タサ ー 中央区 タ,商 品情報等の伝送 ・交換 を行 うもの

ビス㈱

46 ㈱BSN電 新潟県 戸 田一 男 1億 00A機 器の卸売会社とその販売会社間の受発 59,8.10

子計算セン 新潟市 注デー タ,商品情報等の伝送・交換 を行 うもの

ター

47 ㈱広島フア 広島市 郡司明徳 260万 o薬 局と医薬品卸売業者等との間の受発注デー 59,8.31 59,10.1

ルマ 西区 タの伝送 ・交換 を行 うもの

48 ㈱沖縄電子 沖縄県, 板井 裕 4千8百 万 O生 コン協同組合と組合加入の製造業者間の発 59.9.11

計算セ ンタ 浦添市 注デー タ,売上デー タの伝送・交換 を行 うもの

　 o量 販店 と取引先問屋間の発注デー タ,検 品 ・ 59.9.11

仕 入デー タ等の伝送 ・交換を行 うもの(4シ

ステム)

49 セ ン コー 情 大阪府 佐藤 明 6千万 ○倉庫運送業者と貨物の運送・保管契約を締結 59,9.18

報 システム 北区 している荷主との間の入出荷情報,在 庫情報

㈱ 等の伝送 ・交換を行 うもの

50 日本ユニパ 東京都 澤地照夫 36億 O電 算写植会社と印刷会社間の印刷原稿文書フ 59.9.27

ック㈱ 港区 8456.4万 アイル,受 発注伝票等の伝送 ・交換 を行 うもの

51 ㈱星電社 神戸市 後藤博雅 5億 o家 電販売会社の本部とFC店 間および問屋間 59.10.6

中央区 の受発注デー タ納 品情報,売 上デー タ等の伝

送 ・交換 を行 うもの

52 ㈱ ビジネス 福岡市 渡邊 淳 3千6百 万 Oス ーパー と取引先問屋間の受発注デー タ,お 59.10.11

・コ ンサ ル 中央区 よび請求 デー タの伝送 ・交換を行 うもの

テ ィ ン グ ・

セ ン ター
■

53 ㈱中越電子 新潟県 中山 修 3千万 o運 送会社とその関連倉庫会社等との間の輸送 59.10.12

計算センタ 新潟市 管理デー タの伝送 ・交換 を行 うもの

一

54 三谷 コン ビ 福井県 小川 悟 3千万 oガ ソ リンの卸売会社 と給油所間の受 発注デー 59.10.19

ユー タ シス 福井市 タ,販 売代行デー タ,お よび事故データの伝

テム㈱ 送 ・交換 を行 うもの

55 ㈱永井商店 川崎市 永井春松 7千 万 O仲 卸業者 とスーパー間の受発注デー タ,商 品 59.10.25

多摩区 情報,納 品デー タ,お よび請求デー タの伝送
・交換 を行 うもの
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4-2(1)-7⑤ 表 中小企 業VAN届 出状 況(58社73シ ステム)

会 社 名 本 社 代 表 者 資本 金(円) サ ー ビ ス の 内 容 届出受理日 業務開始日

56 ㈱ ジャコス 東京都 栗山民設 8千3百 万 ○スーパー と取引先問屋間の受 発注デー タ,納 59,10.26

港区 品情報の伝送 ・交換 を行 うもの(2シ ステム)

57 アネックス 長野県 若林萬良 8千 万 Oソ フ トウェア開発企業間の受発注デー タ,プ 59.10.26

イ ン フ オ メ 上田市 ログラム仕様等の伝送 ・交換 を行 うもの

一 シ ョン㈱

58 ジー シー 開 東京都 山田 収 5千 万 O信 販会社 とその加盟店開の売上デー タ,顧 客 59.10.26

発㈱ 新宿区 別売上分析デー タの伝 送 ・交換 を行 うもの

〈注〉 これ らのサー ビスは,い ずれ も中小企業 を主 とす る特定 グルー プに対す るメッセー ジ交換 サー ビスであ る

く出所〉 昭和59年10月31日 現在(郵 政省資料)

lIIlヤマトシスラム開発 のVANサ ー ビス「ネ コネット」

1.は じめ に

予定どおり進めば,昭 和60年4月1日 に「電

気通信事業法」が施行 され,VANの 提供者,

利用者は,そ れぞれの思惑と期待をもって,

「通信新時代」を迎えることになる。

新 時代 をに らんで,日 本的VAN,汎 用

VAN,業 界VAN,地 域VAN,グ ループ内

VAN等 々の分類,定 義がなされているが,

わが国におけるVAN市 場は,情 報処理を伴

う通信サービスが主体となることは,お おむ

ねコンセンサスができているものと考える。

そこで本稿は,当社の約2年 間にわたる「中

小企業VAN」 の運用経験に基づく利用例の

紹介 と,当 社が考えるVAN,も う少 し正確

には,VANを 含む物流サービスについて述

べてみたい。

2.ネ コネ ッ ト構 築の経緯

サービスの内容 を述べる前に,ネ コネッ ト

と称する当社のVANが どのような過程で構

築されてきたかということと,現 在の設備に

ついて触れたいと思 う。

話は昭和48年 に遡るが,す でに社内決定さ

れていたヤマ ト運輸の社内オンライン・シス

テム(NEKOシ ステム)の 開発,運 用 を,

とりあえずの業務としてヤマ トシステム開発

が独立 した。

NEKOシ ステムのネッ トワークは,予 定

どおり48年10月 に構築 されたが,ホ ス ト・コ

ンピュータを中心と して放射状に約50台 の端

末機 を配置 したもので,回 線速度 も200bps

を主とした紙テープベースのシステムであっ

た。

次のエポックは,56年2月 である。

ここではじめて「宅急便」の情報処理用ネ ッ

トワークに改造された。

このネッ トワークは,ホ ス ト・コンピュー

タを中心に全国約20カ 所に中継処理用のコン

ピュータを配置 し,さ らに営業店の端末機と

接続する分散ネットワークであるb

宅急便 という輸送商品は,一 般家庭から出

る小口荷物を対象としているので,営 業店は,
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4-2(II)-1表 ネ コネ ッ ト構 築の 歴 史

昭和48年1月
ヤマ トシステム開発株式会社設立

(ヤマ ト運輸の情報処理部門が分離,独 立)

昭和48年10月
ヤマ ト運 輸 の 定期 トラ ック便(路 線 業務)を 中 心 と した オ ン ライ ン ・シス テム

(NEKOシ ステ ム)稼 動

昭和50年10月 情報化週間にて運輸大臣賞受賞

昭和53年9月 ホ ス ト ・コ ン ピュー タ を 日立(HITAC-8350)よ り富士 通(FACOMM-180)へ 切 り替 え

昭和55年10月 宅 急 便 を中心 と した オ ンラ イ ン ・シ ステ ム(新NEKOシ ス テム)稼 動

昭和56年2月 ホ ス ト ・コ ン ピュー タ,中 継 コン ピ ュー タ,端 末機 とい う分 散 ネ ッ トワー クの 完成

昭和57年1月 路線オンラインと宅急便オンラインとの統合

昭和57年11月 中小企業VANの 届出

昭和57年12月 ヤマ ト運輸 グル ー プ に対 してVANサ ー ビス開 始
'

昭和58年3月 通産省安全対策実施事業所に認定

昭和58年12月 量販店と問屋の受発注データ交換VANの 届出

昭和59年2月 量販店と問屋の受発注データ交換VANサ ー ビス開始

昭和59年9月 新 セ ン ター(東 京 セ ンター)完 成

昭和59年9月 主 要7拠 点 にDDX(パ ケ ッ ト交 換)加 入

昭和59年10月 情報化月間にて通産大臣賞受賞

できる限 り消費者の近 くにある必要があり,

さらにスピーディな輸送に対応するため,各

営業店か ら迅速 に情報 を収集する必要があ

る。

したがって多数の営業店 に例外なく端末機

を設置 し,効 率 よく迅速に情報収集するため

に,各 営業所から公衆回線(2,400bps)で 中

継 コンピュータをアクセス し,そ こで高速

(9,600bps)の 特定回線に中継 してホス ト・

コンピュータに接続するというかたちにした

のである。

また,こ のネッ トワークは,中継 コンピュー

タとして,交 換機ではなく,汎 用機を設置 し
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たため,デ ータ通信途上で一部の情報処理が

でき,ホ ス ト・コンピュータ,あ るいは特定

回線の障害時は,中 継コンピュータでデータ

の蓄積ができることにより;端 末機(営 業店)

の業務運用にはいっさい支障をきたさないと

いうメリットも見逃せない点である。

すなわち,VANに 進出するための設備的

条件 は,56年2月 に整 っていたのである。

その後,57年10月23日 のいわゆる第2次 回

線開放で制度的にVANの サービスが可能と

なったため,後 述するヤマ ト運輸のニーズを

満足させるべ く,中 小企業VANの 届出を行

い,57年12月12日,全 国初の民間VANサ ー
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ビスが開始されたのである。

ここで特筆 したいことは,VANは,付 加

価値を伴 う通信サービスであると同時に他人

の通信を媒介する事業ということである。

宅急便 という業務の性格上,障 害に対する

配慮は,相 当厳 しく行っていたが,ヤ マ ト運

輸以外の企業からもネットワークに対 してア

クセスがなされることか ら,当 然のことなが

ら,シ ステムの新 たな設計要件として機密保

護の要素を加える必要があった。

これに対 しては,ユ ーザーの識別コー ドと

端末機個有の識別 コー ドによる二重のパス

ワー ドでチェックされている。

現在の設備は,ホ ス ト・コンピュータとし

て,FACOMM-380Rと,バ ックアップ用

と してFACOMM-360APを 備 え,DASD

その他のデバイスを共用 させている。

通信設備 として,そ れぞれのCCP(通 信

制御処理装置)は,両 方のCPUと 接続 され

ており,回 線は回線切替装置を経由して両方

のCCPに 接続されている。

その他の安全対策として,電 源 は2系 統か

ら受電 し,CVCF(無 停電装置)を 設置 し,

さらに自家発電装置を備えている。

中継処理用コンピュータとしては,処 理の

ボ リュームに応 じてFACOMM-320を6台,

FACOMV-850を9台,FACOMV-830を

13台,全 国24カ所に分散配置 している。

回線系は,D-1(9,600bps)を 使用 し,バ ッ

クアップ用として主要7拠 点がDDX(パ ケッ

ト交換)に 加入 している。

新法施行後の各種サービスに対応するため

さらに増設,拡 充の計画があるが,そ のこと

については後述する。

4-2(II)-2図 ネ コネ ッ トの ネ ッ トワー ク概要 図 【一 部 計画 中)
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3.ヤ マ ト運輸 グル ープでの使 い方

さて,い よいよ利用者側の観点で,VAN

をどのように利用しているかをみてみよう。

まずは,当 社VANの 第1号 ユーザーであ

るヤマ ト運輸の事例である。

したがって,物 流専業者におけるVANの

使い方である。

中小企業VANが 制度化されて約2年 間に

届出業者は50を超えたが,そ のうち物流業,

あるいは物流業系列の届出が多いことに気づ

かれた方もあろうかと思うが,大 手の物流業,

特に路線 トラック事業者は,ほ とんど届出を

済ませている。

各社が今後,ど のような戦略でVAN事 業

を展開 していくかは,少 なくとも,路線 トラッ.

ク事業 の性格から,VANの 届出をした理 由

として,次 のことはいえるのではないだろう

か。

① 事業所が広域 に分散 しており,社 内事

務の合理化,標 準化を推 し進めるために自

社内オンライン網が必要であ り,大 手業者

は,VANを 構築するに足るネッ トワーク

設備をすでにもっている。

② 運輸業は免許事業であり,自 社路線網

のない地域に対する輸送需要に備えて,各

地で連絡輸送業者と契約 しており,同 業者

間での事務連絡が多い。

③ 運輸業は,本 来的に異業種間の物流を

担 うケースが多く,物 流機能に加えて,情

報交換の役割 をすることにより,新 たなシ

ステム展開の可能性がある。

④ 荷主のコンピュータとネッ トワーク接

続することにより,お 互いの業務合理化の

可能性があり,さ らに荷主の固定化が図れ

る。

⑤ 特に宅配業者 は,荷 動きに繁閑の差が

激 しく,繁 忙期用の設備を平時に他人の用

に供することにより,資 源の有効活用がで

きる。

当社にとっても,ヤ マ ト運輸の情報処理を

開発,運 用する立場から,VANの 構築を図っ

たわけであるが,そ れは,特 に宅急便の情報

処理 システムとして,次 のように生かされて

いる。

宅急便 は,主 として一般家庭から出る小口

荷物を取 り扱 う輸送商品である。

また,平 易な運賃体系,配 達日の明示,簡

易梱包,電 話での集荷など,荷主の立場に立っ

て開発 されたシステムである。

取 り扱う物流業者側では,企 業から委託さ

れる荷物 も家庭から委託される荷物も差別す

ることはないが,荷 主が不特定多数であるこ

とからくる公共事業であることに対する一層

の管理が要求される。

配達 日に届かないために,輸 送そのものの

意味がなくなるケースに加え,家 庭から出る

荷物 は,代 替品では間に合わず,金 銭価値で

は換算できない生活の重みの染みた荷物が多

いことも特徴である。

業者側で1個1個 の荷物の動きを荷受けか

ら配達完 了まで手に取 るように完壁 に追跡

し,荷 主からの問い合わせに明確に回答でき

るシステムをつくることは,い わば必然であ

る。

このような背景のもとに,ヤ マ ト運輸がい

くつかの地域で提携している連絡輸送業者の

営業所ともネットワーク接続し,全 国どこで

も取り扱 い荷物の所在を把握できるように,

326



器
∨

4-2(II)-3図 宅急便の荷物追跡管理システム概要図
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VANを 利用 し,連 絡会社とヤマ ト運輸とが

同一ネッ トワークのなかで自由に輸送情報の

交換 を可能とするシステムを構築 したのであ

る。

使用 されている端末機は,「NECO-POS」

と呼ばれる専用機で,こ れは,宅 急便を取 り

扱う全事業所で,事 務員,作 業員,運 転手の

誰でもが容易に操作できる点と,大 量の伝票

をよりスピーディに入力できる点を重視 して

開発 されたものである。

構成 は,各 業務処理 に対応 したファンク

ションキーとテ ンキーとか ら成 るキーボー

ド,バ ーコー ド入力用のライ トペン,40桁 の

ミニプリンター,入 力確認用の表示管などが

オール ・イン ・ワンの機器に納 まったもので

ある。

各操作者は,宅 急便の伝票入力,問 い合わ

せ,帳 票出力をすべて1台 の端末で操作でき,

効果をあげている。

ところが最近,ゴ ルフ,ス キー等,宅 急便

のサービス内容も多様化 し,新 規業務処理 も

増えてきており,専 用機では,シ ステムの変

化による対応にも限界があることか ら,59年

10月 より,汎 用パソコンに同一仕様を組み込

み使用を開始 した。

これにより,新 規業務の追加,変 更等 に容

易に対応することができ,将 来の発展に道を

開いたものである。

また,ネ ッ トワークに加入 している業者間

は,電 子メールと同様のメッセージ交換 シス

テムも利用でき,特 定営業所間,営 業所から

一定地域の全営業所,全 国の営業所 に対する

同報通信など,日 常あるいは特別の事情によ

り発生する他店に対する通知,連 絡など,顧

客サービスを維持,強 化するためのコミュニ

ケーション手段として活用されており,電 話

料の削減にも寄与 している。

4.荷 主向 けサー ビスの内容

これまで,物 流業者側の利用方法を述べて

きたが,荷 主 としてのVANの 利用方法につ

いて述べたい。

通信回線の利用制度上の制約か ら,他 企業

間通信は,需 要を阻害 されてきたが,57年 の

第2次 回線開放により中小企業向けに開放さ

れ,60年4月 か らは,そ の制約も取 り除かれ,

さらに自由な接続,デ ータ交換力河 能となる。

前項の事例 は,広 くみれば企業内VANの

域を出ないが,VANの 発展性を考えれば荷

主との接続が本命である。

一例を紹介する。

あるメーカーがある。

全国数カ所にス トックポイン トをもってい

る。

各ス トックポイン トの在庫情報は,VAN

のなかにもたせておく。

メーカーの全国営業所か らの受注データ

は,メ ーカーの本社に集約 され,VANに 送

信される。

VAN側 では,受 注の内容,納 期,納 入先

などにより出荷すべきス トックポイン トを判

断 し,在 庫を更新 し,ス トックポイン トに対

して出庫伝票,納 品書を伝送する。

同時にス トックポイン トの最寄 りのヤマ ト

運輸営業所に集荷指示 を出力する。

これにより適時に配車がなされ,納 品が行

われる。

もちろん,メ ーカーからVANに 対する在

庫照合や,VANか らメーカーに対 して入出
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4-2(II)-4図 荷 主 の 利用 例1(メ ー カー)

メー カー営 業 所

○

○/

生産
指示

管理資料

在庫 照会

etc.

工場

口通口

在 庫

ファイル

庫,在 庫報告その他必要な情報 はフィー ド

バ ックされる。

もうひとつの例 を紹介する。

通信販売の企業がある。

ス トックポイン トにVANの 端末機 を設置

しておく。

顧客名簿をVANの なかにもたせておく。

受注に応 じて出荷指示書をVANに 送信す

る。

4-2(II)-5図 荷 主の 利 用例2(通 信 販売)

「

金融機関

納入先

臨 一〇
納品

VAN側 では,顧 客名簿 と照合 し,ス トッ

クポイン トの端末機に宅急便伝票を出力す

る。

伝票と商品とをヤマ ト運輸にわたすことに

より配送がなされる。

代金 の振込通知を一定 の金融機関か ら受

け,荷 主に伝送する。

2つ の例 を紹介 したが,い ずれも情報処理

を含んだVANと 物流 をセットしたシステム

囲
納品

ストックポイント

宅急便伝票

翻

_」 持ち込み

ヤマ ト運輸
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である。

これだけのシステムであっても,荷 主側は,

従来 自社で行っていた在庫管理,配 車手配,

配送管理から解放され,未 着などの クレーム

処理 もずっと楽になっている。

荷主側のコンピュータで行うことを考えれ

ば,機 器設備 も小規模で済むことも期待でき

る。

VANを 利用することによる利用者側の最

大のメリットは,コ ス ト削減と同時に営業拡

大,販 売促進に寄与されなければならない。

物流と組み合わせたVANは,労 働集約的

な業務か ら解放されることにより,営 業活動

によ り多くの資源 を投入できる効果 を見計

らって選択されるべきであろう。

当社の目指すVANサ ービスでは,ま さに

その方向性で考えられており,前 述の例をさ

らに進め,受 注代行,保 管代行,梱 包出荷代

行,ま た環境が整えば集金代行も行うことに

なろう。

5.サ ー ビス ・ネ ッ トワ ー クの 拡 充

前述のサービスを推 し進めるために59年9

月,東 京都世田谷区にオンラインセンターを

建設 した。

東京センター と呼 ばれ るこのセ ンターは

1,525m2の 敷地に地上5階,地 下2階 から成 り,

地上5階 をオンライン情報処理センターと倉

庫,地 下2階 が宅急便配送センターとで構成

され,通 信サービス,情 報処理 と物流を一体

化させた複合機能をもつ建物で,当 社の構想

を実践するための拠点である。

エ ン ド・ユーザーに対するきめの細かい

サービスをVANと 同時に行 うためには,こ

うした施設と,全 国多数のサービス拠点が必

要である。

各県最低1カ 所の当社拠点を出店すべく計

画を進めている。

設備的には,近 くサービス開始となる高速

ディジタル専用線 に幹線部分を置き換 え,,

データ以外 に音声,イ メージ等のマルチメ

ディアの伝送が可能となる通信網にする計画

である。

また,国 際的には,本 年10月 に開設 した米

国ロスアンゼルスの事務所を拠点に,通 信網

の拡充を推進 してゆく。

6.お わ りに

以上,当 社のサービスと計画を述べてきた

が,政 令,省 令で決められてゆく新法の細部

により若干の見直 しはあるものの,来 年4月

には,全 く新 しい通信環境下での各社の事業

展開が行われるはずである。

社会生活,企 業活動に急激な変化 はないだ

ろうが,確 実に変革は行われる。

2年 間の実践での経験から,借 越 ながら利

用を検討 している企業にア ドバイスするなら

ば,VANは,通 信の相手先と利害が一致 し,

お互いのメリットに対するコンセンサスがな

いと容易に話はまとまらないものである。

それに,VAN業 者に対する信頼感という

問題 もある。

それだけに,は じめから理想型を描いて関

連各社にシステムの変更を施 してというより

も,利 害が一致する,ご く簡単,容 易な業務

か ら利用 してみるという手順 をおすすめす

る。

使いなが ら,VAN業 者の信頼を見極め,
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次の展開に向けて高度化 させてゆくという方

法である。

わが国のVAN事 業の歴史は,ま だ2年 で

ある。

マスコミやメーカーの喧伝に踊 らされるこ

となく,各 企業にとっての高度化というテー

マは,ま ず各企業で考えていかなければなら

ない。

1mlJAIs-NETの 利用事例

1.は じめ に

日本情報サービス株式会社(略 称 ・JAIS)

は,昭 和44年2月 に設立 された,わ が国の代

表的な情報処理サービス業者で,本 年創立15

周年 を迎えた。

現在,東 京と大阪に本社 を置き,札 幌,名

古屋,福 岡に支社 を設置,従 業員1,200名,

売上高は,昭 和58年 度が196億 円,59年 度260

億円の見込みである。業務内容は経営事務計

算,科 学技術計算,TSSサ ービスの受託計

算をベースに,ソ フ トウェア開発,機 器サー

ビスか らOCRや 漢 字 プ リ ンター,漢 字

COMを 含む入出力サービスまで,総 合的な

情報処理機能の提供 を特色としている。 この

ような総合サービスの提供のために,超 大型

コンピュータをはじめ通信制御コンピュータ

や各種の最新鋭機器 を擁iしたコンピュータ ・

センターを東京と大阪に配置 している。

現在,当 社の業務の中でも大きなウエイ ト

を占めるに至ったデータ通信サービス(リ ア

ルタイム処理,TSS,リ モー トバ ッチ)の 歴

史は古 く,昭 和46年 に公衆電気通信法の改正

により,第1次 通信回線自由化が実施された
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個別に内在する問題の解決なくしては,高

度化 も上すべ りになって しま う危険性があ

る。

当社がVANを 注目しているのは,単 に情

報処理を伴った企業間通信という側面ではな

く,VANを 含 む総合的な作業受託という方

向のなかに,おそらく,各利用者が最 も期待す

るサービスの姿があると考えるからである。

が,こ れに伴い当時新設された特定通信回線

の他人使用の認可第一号として開始 したオン

ライン業務の受託サービスまで遡る。

その後,オ ンライン業務 は発展の一途をた

どり,多 種多様のアプリケーション・システ

ムの開発 ・運用に携ってきた。このような歴

史と実績が,昭 和57年 の第二次通信回線 自由

化後いち早 くVANサ ー ビスに進出 した大き

な礎となっている。

今後VANサ ービスは,コ ンピュータとネ ッ

トワークの融合による高度情報社会の進展に

おいて大 きな役割を果たすものと期待 されて

おり,当 社はその一翼を担うべ く一層のサー

ビスの充実を図っていく。

2.JAIS-NETの 特 長 と機 能

当社は前述のように,長 年にわたって数多

くのオンライン情報処理システムを開発 し,

当社の全国オンライン ・ネッ トワークを介 し

てサービスを提供 してきている。VANサ ー

ビスにおいてもその実績 と技術が如何なく生

かされており,単 なる通信処理のみならず,

通信処理 と情報処理 を組み合わせた高度 な
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サービスを提供している。

JAIS-NETの 主 な特長 と しては,利 用者

が次のような種々のメリッ トを得 られること

にある。

① 通信 コス トの大幅 な削減が可能 にな

る。

② 情報量に応 じた適正なコス トで利用で

きるのでデータ量の増加に対 しても柔軟な

対応が可能であり,通 信回線や設備に対す

る先行投資が必要なくなる。

③ 通信の信頼性の向上が図れる。

④ 万全の機密保持体制の下で運用されて

いるので安心 して利用できる。

⑤ 年中無休,24時 間体制でサービスを受

けられるので,夜 間,日 曜祭日のシステム

運営が容易になる。

⑥ 豊富なインタフェース ・プロ トコルが

用意されているので,数 多 くの異機種との

接続が可能となる。

インタフェース ・プロ トコルの種類

・無手順

・JISベ ー シック(非 同期 ・同期)

・HDLC

・X .25

・DDX(回 線 交換 ・パ ケ ッ ト交換)

・NECレ ベ ル2A/2B

・IBM3270

・IBM3780

・IBMHASP/RJE

・IBMSDLC/SNA

●JCA手 順

・全銀手順 ,等

また,JAIS-NETで はVANサ ー ビスに欠

かせ ない各種 の変換サ ー ビスを含 む以下 の よ

うな付加価値通信 サー ビス を提供 してい る。

① プロ トコル変換

② コー ド変換

③ 伝送速度の変換

④ フォーマ ット変換

⑤ 回線 タイプの変換

⑥ メール ・ボックス

⑦ 同報通信

⑧ 定時配信

3.JAIS-NETの 構 成

JAIS-NETは 従 来 札 幌 か ら福 岡 に至 る主

要7都 市 に アクセス ・ポ イン トを置 き,東 京

と大 阪の2カ 所 のコ ンピュータ ・セ ンターに

よる処理体 制 をとっているが,60年 度 におい

て全国20都 市 に新 た にアクセス ・ポイン トを

開設 し,4-2(皿)-1図 に 示す ようにネ ッ

トワー クの大幅な拡張 を行 う。

また,ネ ッ トワー クの拡充 に併 せて,59年

秋 か らスター トした高速 ディジタル伝送サ ー

ビスを利用 し,高 速 かつ大量の データを送 る

伝 送網 を構築 す る計画 で,60年 度 において順

次切 り換 えて いく予定 である。

4.JAIS-NETの 利 用 事例

わが国では周知のとおり,第 二次回線自由

化によって昭和57年10月 より中小企業VAN

業務が可能 となったが,当 社ではそれまで蓄

積 してきたデータ通信技術とシステム技術を

ベースに,さ らに優れたサービス機能を提供

すべく,い ち早 くVAN業 務に進出 した。現

在(59年11月 現在),次 の ような実績をあげ

ており,そ の概要を以下に紹介する。

①VISAジ ャパンの電子 メール ・システ
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4-2(III)-1図JAIS-NETの 構 成

長崎

グ

乏
古里こP
浜松

o

長野 高

鯛ζ遜 ノ
)

ヲ

ム(58年4月 稼動)

② 花王石鹸株式会社の流通情報 ネッ ト

ワーク ・システム(59年3月 稼動)

③ 久保田鉄工株式会社の生産情報VAN

(59年12月稼動予定)

④ 鐘紡株式会社の物流VAN(60年3月

稼動予定)

⑤ 株式会社展久インフォメーション ・セ

ンターの情報ネットワーク ・システム(60

年1月 稼動予定)

4.1VISAジ ャパ ン株式会社 の電子 メー

ル ・システム

世界一のスケールをもつVISAカ ー ドの日

本における業務活動は,ビ ザ ・ジャパ ン株式

会社 を統轄会社と して,株 式会社住友 ク レ

ジッ ト・サービス等10社 のカー ド会社によっ

て行われている。当社ではこのカー ド業務に

関する情報システムの開発 ・運用を10数年来

委託されてきた。

この情報 シス テムは巨大なデータベース
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4-2(nI)-2図 ク レジ ッ ト総合 オ ン ライ ン ・シス テ ム

CAT端 末

キ ャ ッ シ ュ ・

デ ィ ス ペ ン サ ー

デ ー タテ レホ ン

プ ッ シ ュ ホ ン

ダ イ ヤ ル ホ ン

テンスプレイ端末

J
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T

JAISコ ン ピュー タ ・シ ステ ム

TANDEM

ノンス トップ
コンピュー タ

員

デー タ
ベー ス

超大 型

コン ピュ ー タ

フロン トエン ド

プロセ ッサー

貝

加 盟 店
デー タ
ベ ー ス

分 散 処理 用

ミニ コン

TSS専 用
コンピュー タ

(CommanderII)

数十拠点

と,数 十拠点か ら成 るネッ トワークを中心に

あらゆるカー ド業務 を処理する総合オンライ

ン ・システムとなっている(4-2(皿)-2

図)。

58年4月 から運用開始 したVISA電 子 メー

ル ・システムは,VISAグ ループ各社 間の

メッセージ通信であり,総 合オンライン ・シ

ステムの中にビル トインされた独持のもので

ある。操作は電文入力以外はすべてメニュー

選択方式になっており,誰 にでも簡単に利用

できるよう配慮されている。主な伝文内容は,

① 国内会員が海外で利用 した場合の海外

決済状況の通知。

② 各社間での相互乗り入れの決済金額の

通知。

③ ギフ ト券の売上報告,等

となっている。

これにより,従 来3～4日 かかっていた海

外決済状況の通知が即日になったというよう

に,通 信時間が大幅に短縮されたほか,文 書

管理の合理化,通 信費の低減などの効果が認

められている。

4.2花 王石鹸株式会社の流通情報ネ ッ ト

ワーク ・システム

家庭用石鹸,洗 剤などの大手 メーカーであ

る花王石鹸株式会社は,コ ンピュータ化や

OA化 に積極的で情報化先進企業 としても知

られている。同社の家庭用品は,同 社製品を

専門に販売する全国の販売会社と,流 通セン
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4-2(III)-3図

花 王石 鹸 流通 情 報 ネ ッ ト

ワー ク ・シ ス テ ム

ターを通 じて小売店 に供給 されているが,

VANの 対象 となる流通情報ネットワーク ・

システムは,こ れらの活動の結果生 じる花王

石鹸本社,販 売会社,流 通センター間の物流,

商流を制御管理するためのシステムである。

同社では,以 前 は本社と全国の各販売会社,

流通セ ンター間は公衆通信回線 またはDDX

回線交換網 を使った自社ネットワークで運営

していたが,こ のネットワークを含む情報通

信部分を全面的に当社のVANに 切 り換えた。

59年3月 か ら運用が開始され,わ が国におけ

る稼動中のVANシ ステムとしては最大級規

模のものであると同時に,典 型的なVAN機

能を利用 したものとして,大 きな注目を集め

ている。

システムの概要は4-2(皿)-3図 に示す

とおりで,本 社のホス ト・コンピュータは1

本 の特定 通 信 回線(9,600bps)でJAIS-

NETと 接続 される。一方,全 国の販売会社

と流通センターに設置 された端末 は千差万別

で,各 種の ミニコン,オ フコン,パ ソコン等

が使用 されているが,こ れらは公衆通信回線

またはDDX回 線交換網を介 して,最 寄 りの

JAIS-NETの アクセス ・ポ イン トに接続 さ

れる。情報の流れと主な情報の内容は4-2

公 衆 回線(2,400bps)

DDX回 線 交 換(4,800bps)

4-2(III)-1表 情 報 の流 れ

メー ル ・ボ ッ クス

フ ォーマ ッ ト変 換

プ ロ トコル 変換

速 度変 換

発信側 受 信 側 内 容

花王本社 販 社
積 送 案 内,仕 切 デー タ,

請 求 デ ー タ,等

販 社 花 王 本 社
売上情報,入 荷報告,

販売予定,等

販 社 流通 セ ンター 出荷指示,等

(皿)-1表 に示すとおりである。

このように,自 社ネッ トからJAIS-NETに

切 り換えたのは,同社の業務量の増加により,

① 回線費用を含む運用 コス トが増大す

る。

② 異機種接続や夜間 ・休 日運用などの技

術面,運 用面の対応が増大 し,自 社対応の

デメリッ トが増加する。

③ コンピュータや通信関連設備の能力面

から柔軟な対応が困難である。

などの問題が出つつあり,JAIS-NETの 利

用によってこれらの問題解決が図れると判断

したためである。実際に59年3月 に稼動を開始

して以来,十分にその効果が認められている。

4.3久 保 田鉄工株式会社の生産情報

VAN

大手機械メーカーの久保田鉄工株式会社
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は,建 設中の最新鋭生産技術結集のエンジン

専用工場である堺臨海工場が完成するのを契

機に,最 新鋭工場 にふさわ しい生産管理情報

システムの構築 と,協 力工場群との間で生産

情報を交換するオンライン・ネットワーク化

を進めていた。同社では当初,ネ ットワーク

化を自社運営で検討 していたが,協 力工場群

の もつコンピュー タが千差万別 なところか

ら,接 続機器に限界があり,オ ンライン接続

できる協力工場の対象数 も限られたものにな

らざるを得なかった。

ところが,JAIS-NETを 利用 することに

よって,プ ロ トコル変換に代表 される諸変換

機能により異機種 コンピュータとのデータ伝

送が容易になるところか ら,当 社への委託に

切 り換えることになった。4-2(皿)-4図

は,同 社の生産情報VANの 概要を示 したも

ので,同社のホス ト・コンピュータとは9,600

bpsの 特定通信回線で結び,各 協力工場との

間 は2,400bpsの 公 衆 通 信 回線 でJAIS-

NETに 接続 される。接続対象の協力工場は,

スター ト時は数十社が予定されている。

JAIS-NETで は,同 社からの発注情報(内

示,発 注,納 入指示)や 訂正情報,受 入検収

情報などを一括 して受け,各 協力工場別に分

4-2(m)-4図

久 保 田鉄 工 生産 情 報VAN

類,仕 分けして伝える。 さらに,各 種データ

を蓄積するメール ・ボックスのほか,協 力工

場群各社独自に導入済みの異なるコンピュー

タ,オ フコン,パ ソコンなどを円滑に接続す

るためのプロ トコル変換,速 度変換 などを行

う。

JAIS-NETを 利用することによる効果 と

して,

① 従来人手を介 して行 っていた発注,納

入指示情報の伝達時間が大幅に短縮される

ため,発 注リー ドタイムを短縮できるほか,

発注サイクルも細かくできるため必要な部

品を必要なときに入手す るジャス ト・イ

ン ・タイム体制が一層進展する。

② 協力工場 においても受注管理か ら製

造 ・出荷指示に至る社内情報への展開処理

時間が大幅に改善される。

③ コンピュータ設備投資やソフ トウェア

開発におけるコス ト節減が可能となる。

④ 夜間,休 日に関係なく,任 意の時間に

情報のやりとりが可能となる。

⑤ コンピュータ未導入の協力工場では,

これを契機にシステム化が図れ,経 営管理

の質的 レベルアップを行 うことができる。

などが期待されている。

メー ル ・ボ ッ クス

プ ロ トコル 変換

速 度変 換
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4.4鐘 紡株式会社の物流VAN

繊維メーカー業界で初めてVANの 導入を

決めた鐘紡株式会社は,従 来合繊加工会社と

の間は,磁 気テープまたは伝票によるやりと

りで情報交換 を行 っていたが,こ れ をVAN

に置き換えることによって一気に取引先との

オンライン化 を図ることに した。

さらに,同 社がVANを 採用することにし

たもう一つの理由として①取引先を各種端末

機の展示場 にするわけにいかない。②かと

いって,同 社がすべての機種のインタフェー

スを用意するのも大変である。といったこと

から,既 存の端末機をそのまま生かして双方

が接続 されるにはVANの 利用が最善である

と考えるに至った。

同社がVANに 期待 したのは,異 機種接続

のためのプロ トコル変換のほかに,回 線速度

変換,メ ール ・ボックス機能,コ ー ド変換,

フォーマ ット変換,等 である。

4-2(皿)-5図 は合繊物流VANの 概要

を示 した もので,鐘 紡株 式会社 の本社 と

JAIS-NET間 は4,800bpsの 特定通信回線で

結び,一 方各加工会社 とJAIS-NET間 は公

衆通信回線を使 う。接続対象の加工会社とし

ては,60年3月 の稼動開始時に数社,以 降2

年間で数十社に拡大する計画である。

JAIS-NETで は鐘紡株式会社 から加工会

社宛の加工指図,出 荷指図を受けて加工会社

別に分類 ・仕分けして伝える。逆 に,原 料の

入庫,加 工工程への投入製品の出来高,出 荷

などのデー タは,加 工会社から随時JAIS-

NETが 受け,鐘 紡株式会社に伝える。

鐘紡株式会社ではVAN利 用の効果として,

① システム開発投資,回 線費用,設 備投

資等のコス ト節減

② オンライン・データベースの利用によ

る情報交換の迅速化とデータ精度の向上

③ データ入力工数の低減

④ 物流在庫管理の精度向上

等を期待 している。

4.5株 式会社展久 インフォメーション ・

センターの情報 ネッ トワーク ・システ

ム

株式会社展久経営研究所は全国に数百店の

サロンを会員 にもち,美 容経営指導,従 業員

教育指導,等 美容室経営に関する各種のコン

サルティングを主業務として過去23年 間の豊

富な実績をもっているが,同 社は会員サロン

はもとより全国一般美容室を対象 とした情報

4-2(m)-5図

鐘 紡 物 流VAN

メー ル ・ボ ッ クス

フ ォー マ ッ ト変 換

プ ロ トコル変 換

速 度 変 換
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4-2(m)-6図

展 久 情 報 ネ ッ トワー ク ・

シス テ ム
展 久

公 衆 回線(2,400b

JAIS-NET

公衆回線

美容サロン

公衆 回 線(1,200bPS)

{

メール ・ボ ッ クス

フ ォー マ ッ ト変換

プ ロ トコル変 換

速 度変 換

処理 およびその指導のために,新 たに株式会

社展久インフォメーション ・センターを設立

した。同社では以降情報化の推進について研

究を進めていたが,全 国各地の会員,サ ロン

等 にきめ細かくサー ビスを提供 するために

は,VANを 利用するのが最 も効果的と判断

した。

JAIS-NETを 利用 する同社の情報ネッ ト

ワーク ・システムでは,各 サロンにPOSレ

ジを設置 し,1,200bpsの 公衆通信 回線 で

JAIS-NETの 最寄 りのアクセス ・ポイン ト

に接続 される。JAIS-NETで は主要機能 で

ある諸変換機能(プ ロ トコル,フ ォーマ ット,

回線速度)を 行 うとともに,蓄 積機能のメー

ル ・ボックス ・サービスを行 う。株式会社展

久 イ ンフォメー ション・セ ンターとJAIS-

NET間 は2,400bpsのJCA手 順 で接続 され

る。取り扱う対象のデータは各サロンの売 り

上げデータが中心だが,そ の他に顧客情報,

経費情報,人 事情報等も対象になっている(4

-2(皿)-6図 参照)。

同システムの利用によって以下のようなメ

リッ トが期待されている。

(1)株 式会社展久経営研究所および株式会

社展久 イ ンフォメー ション ・セ ンターの メ

リット

① 各サロンに関する販売情報,そ の他情

報が即座 に把握可能となり,客 観的データ

に基づ き,各 サロンに対する経営指導の強

化を図るごとができる。

② 併せて,各 サロン別特性を生かしだ,

きめ細かな指導が可能となる。

(2)各 サロンのメリット

① 個人別,チ ーム別業績 を含む自店の業

績が速やかに把握できる。

② 他店との比較情報が把握できるので,

個人,自 席の目標設定が明確になるととも

に,従 業員1人1人 に売上げに対する意欲

づけができるようになり,将 来の繁栄に結

び付けていける。

③ 販売管理,顧 客管理,利 益管理等の管

理面の事務合理化力可 能となる。
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fifi5部 コ ンピュー タリゼー シ ョンの波と中小企業

5 第1章

中小企業のコンピュータ利用の

現状と課題

1.は じめ に

わが国では,1960年 代か ら大企業 を中心に

コンピュータの導入が進み,第1次 情報化革

命ともいうべきものを経験 したが,最 近にお

けるマイクロエ レク トロニクス技術や情報処

理技術の進歩はめざましいものがあり,そ の

高性能化と低価格化の実現により底辺の急速

5-1-1図 コン ピ ュー タの導 入 ・利用 の 状 況

な広が りをみせ,中 小企業においても急速な

普及をみている。

こうした中小企業のコンピュータ普及の実

状について中小企業庁が58年12月 に行った

「経営戦略実態調査」等でみると,中 小企業

でもコンピュータを何 らかの形で利用 してい

る企業は,全 産業で28%(製 造業38%,卸 売

業32%,小 売業8%,サ ービス業25%)に なっ

(単位:%)

中 小 企 業 大 企 業

72.3

27」＼ ＼
、

＼ 霞1:・ ・1
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1.7外 部機 関 の コン ピュー タの み利用 社内 に導入 と同
一 社 内に 導入 と同時 に外部機 関の コンピュー タも利 用 時に 外部機 関 の

社 内に コン ピュー タを導 入 コンピュー タ も利用

利用 してい な い

43.4

外部 機関 の コン ピ
ュー タのみ利 用
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5-1-2図

初 め て コン ピ ュー タ を導 入

した時 期

(単位:%)

昭和56年 以降

41.gZ

ている(5-1-1図)。

さらにコンピュータ導入の時期 をみると,

中小企業の場合50年 代に入ってから導入 した

企業が,導 入企業の77%を 占め,特 に56年以

降 の導入 が42%を 占めるなど,コ ンピュー

タ ・ブームが,こ こ数年のことであることが

わかる(5-1-2図)。

また,未 利用の企業についても,6%が 「現

在準備中」であるとしており,さ らに 「条件

がそろえば利用 したい」(37%),「 まず効果

を検討 したい」(24%)と する企業もみられ,

中小企業 にお けるコンピュータ化の今後の

いっそうの進展が予想される。

このように コンピュー タは,中 小企業 に

とってもポピュラーなものとなりつつあるの

だが,こ うしたコンピュータの普及 をもたら

したものは何か。

第1に,中 小企業においても事務処理の機

械化等,コ ンピュータを利用する誘因が大き

くなりつつあるということである。これは以

下の3点 に帰因する。

① 経営環境や社内体制が多様化,複 雑化

するに伴 い中小企業においても事務が量的

に増加 しており,こ れを従来の人員で処理

することが困難になりつつある。すなわち,

中小企業でも経営の各分野で事務が急増 し

つつあるが,従 来,中 小企業では事務処理

は生産 ・販売活動の付随的なものとして見

過ごされがちであっただけに,経 営管理上

深刻な問題であり,一 方,安 易に人手を増

やせないため,事 務処理関係の省力化が急

務になっている。

コンピュータはこうした事務処理の効率

化に非常に有効である。

例えば販売関係の事務 についてこれをみ

ていこう。まず,欲 しいと思う資料を得る

ためのプログラムをあらか じめ組み込んで

おく。次に,得 意先名,販 売数量,価 格,

日時等の情報を入力する。そうすると自動

的に納品明細書,請 求明細書が作成 され,

同時に顧客元帳への記帳が行われる。また,

代金請求日には書類が打ち出され,入 金確

認後には債権の消滅が元帳に記載 されるよ

うになる(5-1-3図)。

② 生産,販 売等の各部門の仕事の内容が

いっそう多様化,複 雑化するなかで,も は

や従来のような 「ドンブリ勘定」的なや り

方では,経 営の合理化,効 率化が困難になっ

てきていることである。すなわち,従 来 「カ

ン」や俗人的経験に頼 りがちであったが,

厳 しい事業環境に対処 していくためには,

業務のや り方を計数管理に基づき組織的に

合理化や標準化 を図っていく必要が強まっ

ている。

③ 中小企業においても計数管理を基礎と

した計画的経営が要請されてきているなか
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5-1-3図

南晶受注時の事務処理方法の

変化 〈従来の事務機械の利用〉
受注伝票の作成 〈コン ピュー タの利 用〉

得意先名,販 売数量,

価格等必要項目の入力
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〔

で,事 務処理部門が企業経営の展開に必要

な情報を整理 し提供するものとして見直さ

れつつあることである。そしてこれは,事

務処理の合理化,高 度化と相侯って,可 能

となるものである。

このような事務処理の合理化,機 械化の要

請に応えるように,近 年 コンピュータの性能

の向上,価 格の低下も著 しい。

性能面 をみると,事 務処理用のいわゆるオ

フィス ・コンピュータの登場が特筆すべき事

項である。オフィス ・コンピュータは,

① 直接手でボタンをたたくことにより入

力が可能で,比 較的短期間(1週 間以内)

の訓練でだれでも容易に操作できる。

② 作業 を指示 するプログラムも,パ ッ

ケージ ・プログラムといわれる既製のプロ

グラムが,多 種多様な中小企業でも使える

ように充実 されてきている。

など技術的にみて中小企業 も利用できるよ

うになってきている。

価格面 をみると,汎 用コンピュータの平均

単価は,42年 度には8,490万 円であったもの

が,57年 度には4,120万 円へと大幅に低下 し

ている。さらにパーソナル ・コンピュータの

平均単価 も,53年 度の60万 円から57年度には

30万円へと急速 に低下 している(5-1-4

図)。

さてこうして需給両面か ら中小企業のコン

ピュータ利用の土壌は醸成 しつつある。

次に,コ ンピュー タ利用中小企業のコン

ピュータ利用状況をみよう。

まず,コ ンピュータの適用業務 についてで

あるが,現在,中 小企業がコンピュータ化 して

.いる業務は,請 求書や売上伝票の整理等の販'

売管理(70%),給 与計算(56%),在 庫管理

(53%)等 であ り,定 型的かつ省力化効果の

342



1章 中小企業のコンピュータ利用の現状と課題

5-1-4図 わが国のコンピュータの普及および平均単価の推移

(1)わ が 国の コン ピュ ー タ の普 及状 況(2)平 均 単価 の 推移
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大きい分野に適用 している企業が多い(5-

1-5図)。

中小企業の特徴のひとつである多品種少量

生産は,顧 客の増加,必 要部品の増加 を伴 う

傾向をもつものであり,そ の意味で販売管理,

在庫管理へのコンピュータ利用は,事 務効率

化に大きく資すると考えられ,今 後もこうし

た分野での コンピュータ利用が期待されるの

である。

2.販 売管理 に コンピュー タを利 用 する

例

業務用パ ン製造 ・販売を営むA社(従 業者
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n編5部 コン ピュー タリゼ ーシ ョンの波と中小企業

36人)は,毎 朝,得 意先に製品 を配送するた

めに,前 日までに伝票 を処理 し,当 日生産量

を決定 しなければならなかった。ところが得

意先増加により,伝 票が1,400枚 におよび,

経理担当者は夜半までかかり伝票処理を行わ

ねばならなかった。

そこで コンピュータを導入 し,伝 票処理に

利用 したところ,受 注伝票の内容を入力すれ

ば,納 品書,請 求書が作成 されるとともに,

翌日の生産数量の計算 も迅速に行えるように

なった。そのため従業員の残業 は大幅に減少

し,集 計 ミスもほとんどなくなり受注量とほ

ほL致 した生産が可能になった。

〈在庫管理にコンピュータを利用する例>

B社(電 子機器部品製造業,従 業者149人)

は,取 り扱 い製 品約500種 類,部 品点数約

3,000点 に示 されるように多品種生産を行っ

ていたが,売 上増加に伴い必要部品数量の迅

速な計算および在庫把握が困難となり,生 産

が遅滞していた。

そこで在庫管理にコンピュータを利用 した

ところ,受 注製品ごとの必要部品一覧表(種

類,数 量,規 格)が 即座に打ち出され,部 品

在庫の状況も絶えず把握できているため,従

来7～10日 要 した部品調達の即 日処理が可能

となった。

しかしながら,コ ンピュータ化の可能性は

これらの分野 にとどまらない。多くの企業で

は,導 入当初に比べコンピュータ適用業務は

拡大 したとしており,今 後については,財 務

管理(64%),企 画 ・経営計画(15%)な ど

企画 関連 の事務 部門の業務 と,生 産管理

(53%),技 術計算 ・設計管理(18%)な ど

生産に関連する専門技術的業務において活用

を図ろうとする企業が多くなっている。

次にコンピュータ導入の効果をみると,「事

務処理能力の向上」 をあげる企業が79%を 占

めるなど,満 足すべき効果があがっていると

する企業が多い(5-1-6図)。

そのほかに 「資金管理の容易化」,「販売 ・

在庫等の物流データの管理」など事務管理部

門の合理化,省 力化効果をあげる企業が多い

が,こ れに加え,「予測 ・分析業務の容易化」

「計画の立案の容易化」等の経営企画面での

効果を指摘する企業も1割 程度みられる。

これは,コ ンピュータの導入 を契機に,企

5-1-6図

コ ン ピュー タ導 入 の 効果

(中 小 企 業)
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業内の事務の流れや作業の組織的マニュアル

化が進められること,増 大する事務の正確 か

つ迅速な処理が可能であり,日 常の経営活動

のなかか ら有益な情報が生み出され,中 小企

業の計数的把握に基づ く計画的経営が推進 さ

れることといったコンピュータ導入の副次的

効果を示すものであろう。

3.コ ンピュータ導入が予測業務の容易

化につながった例

和洋菓子の製造 とともに直営店やフラン

チャイズ店など82店舗を通 じて県内一円に販

売 を行っているC社(従 業者171人)は,商

品 ごとに多くのソフ トウェアを自社開発 し,

季節商品や催事 により変動の激 しい商品の的

確な生産 ・販売,不 良在庫防止に大きな効果

をあげている。例えばクリスマスケーキにつ

5-1-7図 コンピュータ利用上の問題点(中 小企業)

1章 中小企業のコンピュータ利用の現状と課題

いては,各 店舗の過去の販売実績等から生産

計画を立てたうえで,当 日は1時 間ごとに販

売状況と在庫 を本社へ連絡 し,本 社ではコン

ピュータに入力 したうえで,商 品の効率的な

店舗間の移動を指令するシステムをとってい

るが,そ の結果,58年 には36,000個 の出荷に

対 し,残 品は50個という成績をあげた。

次にコンピュータの利用上の問題点をみる

と,導 入当初は,「コンピュータ要員の確保,

育成が困難」(48%),「 入力データの不備 ミ

スが多い」(41%)等 が多く指摘 されている(5

-1-7図) 。 しか しなが ら操作に慣れると

ともにこうした問題は克服 され,か わって,

「プログラムの変更が困難」(35%),「 コン

ピュータ打 ち出 し結 果 の活用が不 十分」

(38%)等 が問題となっている。

このような現状からみて,中 小企業がコン

ピュータを有効活用 していくためには,以 下
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ll編5部 コ ンピュータ リゼー ションの波 と中小企業

5-1-8図

適用業務の選び方と満足度の

関係

(単位:%)

満 足

経営 の安 定,向 上 を図 って い く

うえで整備.改 善 の必要 な業務 を
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793
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メー カーや デ ィー ラーの指導 の

下に,そ の すすめ る業務 を選 定

した

321 366 313

の諸点に留意することが必要であろう。

(1)主 体的検討の重要性

コンピュータ導入に際 し,社 内の事務処理

改善 を十分行ったとする企業が多いが,ど の

業務 に活用するか,ま た,ど のような内容の

プログラムを調達,使 用するかは,中 小企業

自らが主体的に検討することが要請 される。

やや古い数字だが 『コンピュータの利用に

関す る実態調査』(中 小企業庁,55年12月)

をみると,コ ンピュータ利用の現状に 「満足」

している企業は,主 体的検討を行った企業で

79%と,メ ーカーやディーラーの指導に従う

まま業務 を選定 した企業 よりはるかに多 く

なっている(5-1-8図)。

プログラムの採用,調 達にあたっては,コ

ンピュータに行わせる具体的な作業内容を決

めることがまず必要であるが,そ の際,関 係

各部門の事務の状況を十分把握 したうえで,

資料の形式,計 算単位等にいたるまで全社的

な観点か ら詳細 に検討 することが重要 であ

る。 ディー ラー等 か ら提供 されるパ ッケー

ジ ・プログラムの採用にあたっても,自 社の

適用業務の特徴などについて相手によく説明

し,所 要の修正 を行うなどして納得のいくプ

ログラムを調達することが不可欠であろう。

(2)要 員の確保 ・育成の重要性

最近のオフィス ・コンピュータは操作が単

純であることをひとつの特徴としており,入

出力の操作を行うオペ レーターも比較的簡単

な教育 ・訓練によって養成することができる

ため,オ ペレーターはメーカーやディーラー

の講習会や実地指導のみによって育成 したと

する企業が約8割 存在する。

一方
,コ ンピュータの操作要員以外にプロ

グラマーなどを確保 している企業は少なく,

導入時のプログラムを独自で作成したとする

企業は約2割 にすぎず,外 部に依存する企業

が多い(5-1-9図)。

5-1-9図 プログラムの取得・変更の方法
(中小企業)
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企業に適 したプログラムを作成するために

は,社 内の各業務に精通 した人材をもつこと

が望ましい。導入後のプログラム変更に際し

て社内の要員が独 自に作成 したとした企業 も

みられるが,か なりの企業がプログラム変更

の困難さを利用上の問題点としており,今 後

はプログラマーなど,よ り高次の要員 の確

保 ・育成が課題であろう。ただし企業規模か

らみて,プ ログラマー等の内製化が必ず しも

効率的でない場合もあるので,外 部のサービ

ス会社の利用 についても柔軟な姿勢が大切で

あろう。

(3)有 効活用と社内体制の製備

コンピュータの活用の成果を最大限に経営

管理に反映させていくには,経 営者はもちろ

ん従業員全体の意識改革が必要である。すな

わち,コ ンピュータの処理内容を的確に把握

し,打 ち出された情報をひとりひとりが自ら

の仕事に活か していくという心構えをもつこ

とが重要である。このためには,コ ンピュー

タ導入にあたって従業員全体の理解と協力を

求めることが重要である。中小企業としても

5-1-10図 コン ピ ュー タの導 入 にあ た っ て社 内体

制 を確 立 す るため に とられ た 措 置
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従来,こ う した社 内体制 の充実 に努めて きた

が,今 後 も,こ う した努 力を さらに続 けるこ

とが必要である(5-1-10図)。

(4)パ ッケージ ・プログラムの利用

先述 したように,中 小企業 のプ ログラム開

発力 は,プ ログラマ ー不足 を背景 に低 い水準

に とどまっている。 そこで,パ ッケー ジ ・プ

ログラムといわれる業務処理用 の汎用 プログ

ラム を利用す ること も中小企業 に とって,ソ

フ トウェア充実の一方策で あろう。

パ ッケー ジ ・プロ グラムは廉価性,適 用業

務 の広 さ等 の長所 を有 してお り,現 在 で もコ

ンピュー タ導 入 中 小企 業 の45%,大 企 業 の

38%が 利 用 して いる。 しか しなが ら,「 コス

トは安 いが使 いづ らい」 とす る企業 も依然多

く(パ ッケー ジ ・プロ グラム利用企業中42%)

今 後 「パ ッケー ジの種 類 につ い ての情 報 整

備」,「ア フターケアの充実」等 が望 まれ る(5

-1-11図)
。

5-1-11図 パ ッケージプログラムへの要望

(中小企業)
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ll編5部 コンピュー タ リゼー ションの波と中小企業

(5)外 部機関 ・公的機関の活用と共同利用

資金的な理由か らコンピュータを自社に導

5-1-12図 利 用 して い る外 部の コン ピュー タ(製 造 業)
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人できない場合,ま たは導入するほどの事務

処理量がない場合は,① 税務会計事務所 ・計

算センター等の外部機関の利用,② 商工会議

所 ・商工会等の公的機関の利用,③ 協同組合

や共同出資会社による共同利用等を図ってい

くことも有効な方法である(5-1-12図)。

外部機関 ・公的機関のコンピュータを利用

する場合あるいはコンピュータを共同利用す

る場合,同 一の機械やプログラムを複数の企

業で利用するところか ら相対的に価格が安

く,社 内での人材の確保等 も不要である。反

面,企 業内の事務処理方法 を共通のプログラ

ムに合わせなければならず,ま た,毎 日の動

向を把握する必要のある業務や即時的な情報

の入手には不向きであるなどのデメリッ トも

ある。外部機関 ・公的機関のコンピュータ利

用や,コ ンピュータの共同利用については,

それらの点を十分に認識 してお くことが重要

である。
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2章 コ ンピュータ化か らネ ッ トワーク化 へ

5 第2章

コンピュータ化から

ネットワーク化へ

1.は じめ に

いままでみて きたように,中 小企業 におい

て も さ ま ざ ま な 問 題 は あ る もの の,コ ン

ピュー タリゼ ーシ ョンは着実 に進んでお り,

事 務 の合理化 ・省力化 や経営 の高度化 に大 き

な効果 をあげている。

こう した コンピュー タリゼ ーシ ョンは,通

信 技術 と結合 す ることによ り,ネ ッ トワーク

という新 しい情報伝達処理システムを生み出

した。そこで次に,中 小企業をめぐるネット

ワーク化の現状についてみてみよう。

まずネッ トワーク化の主たる形態であるオ

ンライン化の普及状況についてみると,中 小

企業において,コ ンピュータ導入企業におけ

るオ ンライ ン化率 は8%で あ り,大 企業

(51%)に 比べかなり低いものとなっている

が,「オ ンライン化を検討中」 とする企業が

5-2-1図 コ ン ピュ ー タ導入 企 業 に お け るオ ンラ イ ン化 の状 況 (単位:%)
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n編5部 コンピュータリゼーシ ョンの波 と中小企業

22%あ りJ1今後の増加が予想される(5-2

-1図) 。業種別には,小 売業でコンピュー

タの導入企業割合は低いものの,導 入企業に

おけるオンライン化率は高 くなっている。こ

れは多店舗展開を図っている中小スーパーや

ボ ラ ンタ リー ・チェー ン等 を中心 に コ ン

ピュータの導入が進んでいるためである。

次にオンラインで結んでいる先をみると,

中小企業においては,企 業内オンライン化が

最も多く,次 いで企業外オンライン化,企 業

内外オンライン化となっている。それに対 し

大企業では,企 業内オ ンライン化が最 も多い

ことは中小企業と同じだが,次 は企業内外オ

ンライン化であり,企 業外オンライン化は最

も少ない(5-2-2図)。

これは,自 社内のオンライン化に先行 して,

取引先等の大企業の要請でオンライン化 して

いる中小企業が多いためと考えられる。

5-2-2図 オ ン ライ ンで 結 んで い る先

企業内オンライン化 についてみると,大 企

業が 「支店 ・営業所」「工場」 と結んでいる

企業が多いのに対 し,中 小企業では 「本社の

構内のみ」 とする企業が多い。

企業間オンライン化についてみると,中 小

企業 は大企業と同様 に 「販売先」「仕入先」

と結んでいる企業が多いが,「各種データベー

ス」 と結んでいる企業は少なくなっている。

オ ンライン化の目的についてみると,「事

務処理能力の向上」「受注業務の合理化」 「在

庫管理の合理化」等が多 く,大 企業とほぼ同

様の傾向を示 している(5-2-3図)。

オンライン化の効果についてみると,中 小

企業においては64%の 企業が 「満足」として

おり,「不満足」とする企業は15%に すぎず,

オンライン化は事務管理部門の合理化 ・省力

化を中心にかなりの効果をあげていることが

うかがえる。

(単位:%)

(1)企 業 内 ・企 業 外別 オ ンラ イ ン化 の状 況
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2章 コンピュータ化 か らネ ッ トワー ク化へ

5-2-3図 オ ンラ イ ン化 の 目的
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一
2.高 度 な企 業間,企 業内 ネッ トワー ク

の例

化粧品,洗 剤など住宅関連製品の卸売 を営

むD社(資 本金1,920万 円)は,構 内オ ンラ

イン ・システムにより受注,ピ ッキング,加工,

検品,配 送までの物流 をコンピュータで管理

している。また受注 に関 しては,取 引先300

社のうち大手スーパーを中心に22社 とオンラ

イン化 し,取 引件数の8割 を自動化 している

(5-2-4図)。80%を 夜間に無人受注で

行うため,合 理化効果が大きい。その結果,

事務および作業従事者の削減が進み,営 業関

係への転換が可能となり,営 業力が強化 され

るとともに,配 送車輌の積載効率の30%の 向

上,顧 客管理の充実など経営の合理化,高 度

化に大きな効果をもたらしている。

以上,中 小企業 とコンピュータリゼーショ

ンの関係について,利 用,問 題点,さ らにオ

ンライン化の動き等を中心にみてきた。

今後コンピュータリゼーションは,従 来あ

るいはそれ以上の速度で社会全体に浸透 し,

個別企業の経営のみならず,広 くわが国企業

社会にも大きな影響を与える。

例えば,コ ンピュータによるオンライン化

は,新 たな企業関係を生み出したり,従 来の

業種の枠 を超 えた業種横断的動きを活発化 さ

せるに違いない。またコンピュータ導入がさ

らに進んだ場合,導 入部門の余剰労働力を円

滑に他部門に吸収する方法等も検討が必要と

なってくる。

中小企業 としては,コ ンピュータリゼー

ションという避け難い流れに対 し,業 種,業

態,規 模,取 引先の地域的広が り等の企業特

性 を念頭におき,主 体的に対応 していくこと
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5-2-4図 中小 企 業 に お け る高 度 な ネ ッ トワー クの 例(D社:卸 売 業,資 本 金1,920万 円)

闇屋風

㍗

オ ン ライ ン

流

コ ン ピ ュ ー タ

セ ン タ ー

(大型コンピュータ)

皿

匡さ][三][亟]

が望まれ る。「コンピュータリゼーション」

の活字の波に踊 らされ,自 らの企業特性を考

慮せずにコンピュータを導入 し,埃 のかぶっ

たままにしておくという例も少なくない。活

字やテレビに踊 らされることなく,主 体性の

ある経営努力を行 うこと,そ こに中小企業が

コンピュータリゼーションを乗 り切る途があ

るのである。

とはいえ,新 しい時代 に向 けたニュービジ

ネスの チャ ンスに対 して乗 り遅 れることな く

前 向きに対処 すべ きであろう。 それができな

ければ,必 ずや ビジネス ・ピンチ を招 くこと

になる。
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n編6部 コン ピュー タ利用の最前線

6

クレジット・ネットワーク

(CAFIS,CATNET)

lItCAFIS(寵 公社クレジ洲 報シスfA)

日本電信電話公社のクレジット情報 システ

ムCAFISは,わ が国で最初の共同利用型 ク

レジッ ト・オンライン ・ネットワーク ・シス

テムとして,昭 和59年2月1日 にサービスを

開始 した。

計画当初は銀行系カー ド会社7社 が主体で

あったが,そ の後,信 販系各社をはじめ多数

企業の加入を得て,文 字 どおり業界ぐるみの

全国ネットワークとして利用 されつつあり,

一大社会システムの様相を呈 してきた。

ク レジッ ト・カー ド発行枚数 は優 に6,000

、万枚 を超えるといわれ,い まや,ク レジット・

カー ドは"プ ラスチック ・マネー"と も呼ば

れるとおり現金,小 切手 に次ぐ第3の 通貨と

・ して定着 した感が深い。

一方,ク レジット・カー ドの普及に伴い,

カー ドの不正使用や回収不能事故が多発する

ようになり,販 売時点におけるオーソリゼー

ション(信 用照会)が 社会的にも重要な課題

となってきた。従来,加 盟店ではクレジット・

カー ド会社か らあらか じめ送付 され た事故

カー ド・リス トをチェックしたうえで,一 定

金額以上の場合 は電話 で オー ソリゼー ション

を行 う等の事故 防止策 を講 じていたが,こ れ

では加盟店 での作業が煩損 なため,す べての

カー ドをもれな くオー ソリゼー シ ョンする こ

とは,現 実的には不可能 であった。

今後,ク レジ ッ ト・カー ドの健全 な普及,

発 展 を図 るには,カ ー ドの事故率 を低 くす る

ことが必要 であ り,そ の ためには売 り場 にお

けるオーソ リゼー ション作業 の効率化 と強化

が 課題 で あった。 ク レジ ッ ト情 報 システ ム

(CAFIS)は,こ の よ うな社 会 的 ニーズ を

背景 に開発 され たク レジッ ト・オ ンライン ・

ネ ッ トワー ク ・シス テム であ る。以 下 に,

CAFISの 概 要 について述べる。

1.CAFISの 概 要

ク レジ ッ ト情報 シス テ ム(CAFIS:Cred・

itAndFinanceInformationSyste皿)は,加

盟店 に設置 した標準的 なク レジッ ト専用端 末

(CAT:CreditAuthorizationTerminal)と

各 ク レジ ッ ト会社の セ ンターをオンラインで
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結び,全 国どこからでも低廉な料金でオーソ

リゼーションや売上処理 を行うことを基本機

能として提供するシステムであり,そ の詳細

は以下のとおりである。

1.1CAFISの 目的

CAFISは,カ ー ドの安全性強化,会 員サー

ビスの向上,加 盟店売上処理の迅速化と効率

化,新 サービスへの柔軟な対応 を目的とした

もので,機 能的には①プロ トコル(通 信規約)

の整合,② 多数の相手を識別してデータの送

受信 を行 うためのメッセージ ・スイッチ ン

グ,③ 大量データの発生に伴う各社センター

の負荷軽減等 を図るための集配信機能,等 を

提供することにより,業 界の総合的なシステ

ム化に資することを主な目的としている。

1.2CAFISの 特 徴

(1)カ ー ドの安 全性 向上(不 正 ・不払事 故

の防止)。

(2)加 盟 店 に各 ク レジッ ト会社 ごとの専用

端末機 を複数台設置 す るとい う無駄 の排除 。

6-1(1)-1図CAFISシ ステム概要図

1章 ク レジ ッ ト・ネッ トワーク(CAFIS ,CATNET)

(3)ク レジット会社および大型加盟店のコ

ンピュータ接続経費の大幅削減。

(4)加 盟店 におけるレジ作業の迅速化 ・効

率化および後方処理(カ ー ド会社 ごとにクレ

ジッ ト伝票 を仕分 けるいわゆる 「カルタ配

り」)か らの解放。

(5)加 盟店端末の通信料の低廉化。

(6)キ ャッシュディスペ ンサー(CD)の

相互利用,ホ ームショッピング,ホ ームバ ン

キング等,新 サービスへの柔軟な対応。

(7)カ ー ド会社独 自のテーブル情報をオン

ラインでCAT内 に登録することができる。

1.3シ ステムの概要

田 システム構成の概要

CAFISは,セ ンター(CAFISセ ンター:

東京),サ ブセ ンター(全 国主要都市)お よ

びこれらの間の通信回線から構成され,こ れ

にカー ド会社や百貨店等大型加盟店の自社セ

ンターおよび加盟店端末(CAT)を 接続す

る全国的な共同ネットワーク ・システムであ

る。システム構成の概要を6-1(1>-1図 に
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示 す。

回 インタフェース

(1)イ ン タフェースの種 類

CAFISセ ン ター には,カ ー ド発行 会社 や

加盟店 セ ンターおよびCATが 接続 され るが,

そ れ ら はCAFISイ ン タ フェー ス お よ び

CATイ ン タフェース に よって接続 され てい

る。6-1(1>-2図 に イ ンタ フェースの種類

を示 す。

(2)CAFISイ ン タフェース

6-1(1)-2図 イ ンタ フ ェー スの種 類

加 盟 店CAFISセ ンター カー ド

端末
コ

発行会社
セ ンター

加 盟 店}←CAT-→

センター インタフェース
トCAFIS→
インタフェース

ト<AFIS-一 同
インタフェース

6-1(1)-1表CAFISイ ン タフ ェー ス伝送 制 御 手

順 の仕 様

順番 項 目 規 格

1 適 用 回 線
符 号 品 目2,400bps.,

4,800bps

2 データ通信速度 2,400bps,4β00bps

3 通 信 方 式 半2重 通信

4 同 期 方 式
SYNキ ャ ラ ク タに よる

同 期

5
デー タ リン クの

確 立 方 式
コン テ ン シ ョン方 式

6 応答監視方式 交互監視方式

7 伝 送 符 号 JIS7ビ ッ トコー ド+パ リ
テ ィビ ッ ト

8 伝 送 ブ ロ ッ ク

先 頭 ・中間 ブ ロ ック固定

長,最 終 ブ ロ ッ ク可 変長

max(256バ イ ト×4)

6-1(1)-2表CATイ ン タフェー ス伝 送制御 手順の

仕 様

順番 項 目 規 格

1 適 用 回 線 交換回線

2 データ通信速度 1,200bps

3 同 期 方 式 調歩同期式

4 リンク確立方式 コ ンテ ン シ ョン方 式

5 応答監視方式 交互監視方式

6 伝 送 符 号 JIS7ビ ッ トコー ド+パ リ
テ ィビ ッ ト

7 伝 送 方 式 半固定ブロック伝送

8 誤 り検 出方式
水 平 ・垂 直パ リテ ィチ ェ

ッ ク方 式

9 誤 り訂正方 式 自動再送訂正方式

伝送制御手順は,JISベ ーシック手順(SYN

同期)で あり,6-1(1ト1表 にその仕様を

示す。

(3)CATイ ンタフェース

伝送制御手順はJISベ ーシック半二重会話

形手順(調 歩同期式)で あり,6-1(1ト2

表に本手順の仕様を示す。

1.4適 用業務 とサービス機能

CAFISの 適用業務 と対応するサービス機

能は6-1(1ト3表 のとおりである。

2.ク レジッ ト専用端末(CAT)

CATは,カ ー ド会社 の 加盟店 に設置 し,

電 話 回線 を利 用 し て各 カー ド会 社 の コ ン

ピュー タ ・セ ン ター と接 続 し,無 効 カー ド

チ ェック,与 信 限度 チ ェック,売 上処理等の
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1章 クレジ ッ ト・ネッ トワーク(CAFIS ,CATNET)

6-1(1)-3表 適 用 業務 とサ ー ビス機 能

適 用 業 務

業 務 名

加 盟 店端 末 オ

ン イン ・シ

ョ ッ ピン グ業

務

加盟店端末テ
ーブル情報設

定業務

加盟 店 セ ン タ
ー ・オ ンラ イ

ン ・シ ョ ッピ

ン グ業 務

カー ド発行 会

社 提 携 オ ン ラ

イ ン ・シ ョ ッ

ピ ン グ業務

事故カー ドデ
ータ中継業務

CD提 携 キャ

ッシング業務

業 務 内 容

加盟店端末とカード

発行会社センターを接

続し,売 上,与 信,取

消等の即時処理を行う

加盟店端末のテーブ

ル情報の設定をオンラ

インで行う

加 盟店 セ ン ター とカ
ー ド発行 会社 セ ンター

を接 続 し,売 上,与 信,

取消 等の即 時処理 を行

う

提携しているカー ド

発行会社センター相互

間を接続し,売 上,与

信,取 消等の即時処理

を行う

事故 カ ー ドデー タ を

カー ド発行 会社 セン タ
ー か ら加 盟 店セ ンター

へ 配信 す る

カー ド発行会社相互

間およびカー ド発行会

社と銀行相互間のCD

の相互利用による現金

の代払い処理を行う

(CD:キ ャッシュディスペ ンサー)

サ ー ビ ス 機 能

機 能

① スイ ッチ ン グ

加 盟店 端 末 と カー ド発 行会 社

セ ン ター 間で 送受 信 され る シ ョ

ッピン グデ ー タの ス イ ッチ ン グ

を行 う

② プ ロ トコル 変 換

加 盟店端 末 とカー ド発行 会社 セ

ン ター間の プ ロ トコル変換 を行 う

① 加盟店端末テーブル情報の設

定

加盟店端末ヘテーブル情報を

送信し設定する

② 加盟店端末テーブル情報の登録

上記テーブル情報をカー ド発

行会社から受領 しファイルに登

録する(バッチ)

加 盟 店 セ ンター と カー ド発 行 会

社 セ ン ター 間 で送 受 信 され る シ ョ

ッ ピン グデ ー タの スイ ッチ ン グを

行 う

カー ド発行 会 社 セ ン ター 相互 間

で送 受 信 され る シ ョ ッピ ン グデー

タの ス イ ッチ ン グを行 う

カー ド発 行 会社 セ ンター の 要求

に よ り,事 故 カー ドデ ー タ を加盟

店 セ ン ター へ 中継 す る

カー ド発行 会 社 セ ン ター 相草 間

お よ び カー ド発 行 会社 セ ン ター と

銀行 セ ンター 間 で送 受 信 され る キ

ャ ッシ ングデ ー タ の ス イ ッチ ン グ

を行 う

形 態

加盟店端末

CAFIS
セ ンター カー ド発行会社

センター

【「/「. ■

1

CAFIS
センター カー ド発行会社

加盟店端末

〔=コ←

'セ ンター

<-c巨 一

加盟店
CAFIS
センター カー ド発行会社

センター センター

l
J

.

、

Aカ ー ド発行CAFIS

会社センター センター
Bカ ー ド発行
会社センター

加盟店端末等 加盟店端末等.

加盟店
センター

CAFIS
セ ンター カー ド発行会社

センター

CAFIS

センター

Aカ ー ド発行

会社センター

Bカ ー ド発行

会社センター

銀行
センター

CD

CD
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クレジット業務に使用する専用端末装置であ

る。

2.1CATの 特徴

(1)端 末操作の簡便性

CATは 小売業等の販売担当者が,大 切 な

販売活動のかたわら使用するものであること

か ら,特 別な修練な しに誰にでも使えるもの

でなければならない。その ため,次 のような

機能を具備 している。

① ガイダンス表示

各業務 ごとに16文字以内のガイダンス ・

メッセージがディスプレイに表示されるた

め,そ の操作手順 に従ってキーを押 してい

けば,誰 もが容易に操作できる。

② オー トダイヤル機能

内蔵 メモ リーに30の メインテーブルを

もっており,顧 客が提示 した会員カー ドの

磁気 ス トライプ部 をCATの カー ドリーダ

部 に滑 らせるだけで,カ ー ド会社のセ ン

ター番号等を一切意識することなく,所 定

のカー ド会社センターと回線接続すること

ができる。

③ ファンクション ・キーの具備

データ入力のためのテンキーのほかに,

18個 の ファンクション ・キーをもってお

り,キ ーの押下数の低減を図っている。

④ 磁気ス トライプの両面読み力可 能

カー ドの国際化に伴い表裏両面(そ れぞ

れJISll,JISI)に 磁気ス トライプを貼付

しているものが増加 しているが,端 末操作

者は,表 裏を意識することなく1回 の操作

で入力することが可能である。

⑤ ユーザー独自のテーブル登録

各カー ド会社独自の業務処理,運 用方法

等の指定 を自由にテーブルに登録すること

ができるため,柔 軟なクレジット・サービ

スの提供力可 能となる。

(2)経 済性

CATは 大量に普及することにより初めて

オ ンライン化 のメリッ トが生 じるものであ

る。そのため,製 造原価を安 くする工夫のほ

か,経 常経費を抑える工夫がされている。

① 電話回線の共用

CATの ために専用線相当の回線を新設

しても,コ ス トに見合 うほどの経済的効果

は,百 貨店等大型店舗を除いては期待でき

ないため,使 用する回線は電話交換回線を

共用することを原則としている。一般電話,

ボタン電話,構 内交換電話(PBX)等 ほ

とんどすべての電話と回線の共用が可能で

ある。ただし,キ ャッチホン(通 話中でも

さらに着信がある旨を信号音で知 らせる電

話機能),大 型 ピンク電話等は接続不可で

ある。

② タンギング機能による通信料の節減

CATに カー ドを読 ませると,す ぐに回

線が接続 されるのではなく,入 力データは

いったんCAT内 のバ ッファ ・メモ リーに

タンギング(格納)さ れ,入 力終了後に送信

される。したがって回線の課金対象保留時

間はおおむね20秒 以下であり,半 径60km

以内にCAFISセ ンター(サ ブセンターを

含む)が あれば,通 信料は10円で済む。

また,一定の金額以下の取 り引きは,オ ー

ソリゼーションをせずに加盟店で売り上げ

てよいと取 り決めてある場合には,電 話回

線 に接続することなくローカル処理として

CATか ぎりで売上処理 をし,売 上データ

はCAT内 のメモ リーにタンギングされる。
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この タ ンギ ング ・デー タは,メ モ リーが

いっぱいにな ったとき(約40電 文 の タ ンギ

ングが可能),ま た は後 で同一 カー ド会社

へのオ ンライン接続 が発生 した機会 に一緒

に送信 され ることとなっている。 こうする

ユ章 クレジ ッ ト ・ネッ トワーク(CAFIS,CATNET)

ことにより,オ ーソリゼーションの不要な

小口売上げ等は,複 数電文が10円 で送信 さ

れることになり,通 信料が節減できる。

これ らの一連 の処理 は,あ らか じめ

CATに 設定 された情報 に基づき自動的に

6-1(1)-4表CATの 性 能 ・規格

項 目 内 容

総 合

適用回線 電話交換回線(DP/PB・ 外線/内 線)

データ伝送速度 1,200bps

同期方式 調歩式

伝送 コー ド JIS7+パ リテ ィ

伝送制御手順 JISベ ー シ ッ ク 半二 重 会話 形

電話機能
通話機能 なし

ダイヤル送出機能 オー トダ イヤ ル(30対 地),短 縮 ダ イヤ ル(30対 地),カ ー ドダ イヤ ル

プ リン ター部

印字速度 2行/秒

1行 印字数 23字

複写枚数 オ リジナ ル込 み3枚(ス プ ロケ ッ トタイ プ)

文字種 英 字,数 字,仮 名文 字,記 号(129種)

デ ィス プ レイ部

表示文字数 16字

文字種 英 字,数 字,仮 名文 字,記 号(129種)

キー ボー ド部 キー数
業務 区 分 キー:5個,支 払 区分 キー:5個

デ ー タ キー:11個,フ ァ ン クシ ョンキー:8個

磁 気 カー ドリー ダ部

読取方式 手動式

読 取 カ ー ド JISI型(第2ト ラ ッ ク),JISII型

キーパ ッ ド(オ プシ ョン) キー数 11個

その他

外形寸法 横21cm× 縦33cm× 高 さ17cm

重量 約7kg

電源電圧 AC100±10V(単 相)

o
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行われるので,加 盟店がいろいろ面倒な意

識をする必要は全くない。

(3)信 頼性 ・安全性

①DLL方 式によるテーブル情報の設定

各クレジット会社セ ンターの電話番号等

は,テ ー ブ ル情 報 と してDLL(Down

LineLoad)方 式 によ りCAFISセ ンター

か ら正確にオンライン登録 されるため,1

台の端末を多数の会社で共同利用 しても誤

接続 される心配はない。

② メモ リー ・バ ックアップ機能

CATに は,ロ ーカル伝票発行処理で発

生 した売上データや各種テーブル情報を記

憶するメモ リーが内蔵 されている。このメ

モリーは,電 源スイッチがOFFに なって

いた り停電等が生 じた場合でも記憶 した

6-1(1)-3図 キ ー配列

口
事前承認

日
取消返品

口
凹
田
リ ボ ル

ビ ン グ

国 ボーナス

併 用

訂 正

口

「]

口

集 計 紙 送 り

「]

口

口

「=]

巨]

口

[]

口

一括送信

口
囲
終了実行

設 定

6-1(1)-5表 業 務概 要

項 目 内 容

売上処理

ガイ ダ ン ス表 示 に従 い,オ ペ レー ター に より入 力 され る クレ ジ ッ ト ・カー ドデー タ,金 額,支 払 区 分

等 の デ ー タをセ ン ター に送 信 しオ ン ライ ン での売 上 伝 票作 成 を行 う(ロ アー リミッ ト以下 の 売上 一 括 払

いは ロー カル で行 う)

与信処理

ガイ ダ ン ス表 示 に従 い,オ ペ レー ター によ り入 力 され る クレ ジ ッ ト ・カー ドデー タ,金 額 等の デ ー タ

をセ ンター に 送信 しオ ン ラ イン での オ ー ソ リ予 約 処 理 を行 う

また無 効 カー ドチ ェ ック もオ ン ライ ン で行 うこ とが で き る

照会処理
オペ レー ターが 入力 した照 会 区分 コー ドの 指定 に よ り,日 計 ・月計 の 照会,紛 失 ・盗難 の 照会,与 信

(残 高)照 会 等 を オ ンラ イ ンで行 う

取消処理
ガイ ダ ンス表 示 に 従 い,オ ペ レー ターに よ り入 力 され る クレ ジ ッ ト ・カー ドデ ー タ,取 消 区分(返 品/

取 消)コ ー ド等 をセ ンター に送 信 しオ ン ライ ン での 取消 処 理 を行 う

集計処理
各クレジット・カー ド発行会社ごとの売上件数,売 上金額および加盟店としての売上合計件数,売

上合計金額の集計伝票作成をローカルで行う

o
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データが消えてしまわないように長寿命の

リチウム電池によるバ ックアップ機能が備

わっている。

③ 暗証キーパ ッド

オプションとして用意 された暗証キー

6-1(1)-4図 伝 票 フ ォーマ ッ ト例

クレジヅトカード売上票
CREDITCARDSALESDRAFT

r、

署 名

ノ

SIGNATURENAMEINF「RINT、

様
、

纏 驚 芹一'

く

L、

会 員番号

ACC.NO、

く
eoo白 白ie◎35◎95ε36
人/⊥

く

お取 扱B

DATE(>M{))

〉 く

r

J
Lノ

r、

有効期限
EXRRYDATE
sノ

く

四 一1巨
sく

伝票番号

SLIPNO.
〉 Lノ

'、

取 引内容

CONＴENTS
ノ
⑰ イアケ"

s<

商品区分

COMCODE
>く

1星34
Lノ

〉

金 額

AMOUNT

百万 千 円

i¥顕 四
L`r

取扱区分

CLASSCODE

>く
L'

〉 く く
百万 平 円

、ii1融
く

分 割回数

lNSTALMENTS

)

**
＼ ノ

〉 く

合 計 額

TOTALYEN

く

百万 干 円

i¥5i1躯
L"く

処 理通番

TRANSNO.
sノ
遜 翰31
sノ

〉

承認番号
APPROVAL

CODεLノ

く

*:*
、_ノ

ご案内NOTICE

(イツフ〕ツハ"ラ イ)

マ イ ト、、 ア リフ]、、 トウ コ ¶、¶↑唱¶イz「ミヲシ タ

(クレジット会社用)

〈注>1.3パ ーツ(ク レジ ット会社用,加 盟店控用,

お書様控用)で 構成

2.カ ー ド発行会社欄 はカー ド会社名 および会社

コー ドが印字 され る

3.加 盟店棚は加盟店 コー ドの加盟店情報が印字

され る

4.ロ ー カルで作成す る売上伝票では,「 分割回

数 」「処理通番」 「承認番号」が印刷 されず,「カ
ー ド発行会社の右欄 に 「オフ」 と印字される
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パ ッ ドを利用することにより,本 人確認が

容易にできるほかカー ド利用者も他人に知

られることなく暗証番号の入力ができる。

2.2性 能および規格

CATの 性能と規格 を6-1(1ト4表 に示

す。

2.3キ ー の種類

CATの キ ー配列 を6-1(1>-3図 に 示す。

2.4業 務概要

CATを 利用 して実現 できる業務 は6-1

(1ト5表 のとおりである。

2.5出 力 伝票 フ ォーマ ッ ト

CATで 出 力 され る伝 票 フォーマ ッ トの一

例 を6-1(1>-4図 に 示す。

3.今 後 の展望

昭和59年2月 か らサー ビス を開始 した

CAFISは,そ の後多数のカー ド会社および

大型加盟店等の加入を得て順調な発展を遂げ

てお り,CATも 急速 に普及 しつつあるが,

利用の拡大につれてさまざまな要望が寄せら

れている。

今後ニーズ動向に合わせて逐次機能を拡充

していくこととしているが,,当 面 きわめて

ニーズの強い次の事項について早期実現を図

る計画である。,

3.1サ ービス地域の拡大

現在,東 京地域 をは じめ,大 阪,名 古屋,

札幌 福岡の5地 域にサブセンターが設置 さ
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れているが,全 国的にサブセンターの設置要

求が高まってきたので全国的なバ ランスを考

慮のうえ,当 面,60年 春頃までに仙台,広島,熊

本地区にサブセ ンターを設置する計画である。

なお,そのほかの地域についても,今後は需

要動向見合いで順次拡大 していく予定である。

3.2代 行売上処理

夜間,休 日等,カ ー ド会社のセンターが休

止する場合,事 故カー ド等の簡単なチェック

のみで,CAFISが 代行 して売上処理を行っ

ておき,別 途カー ド会社センターが運転再開

後,カ ー ド会社センターからの要求により,

その売上データを送信する機能であ り,60年

春ごろに機能追加する計画である。

3.3ネ ッ トワーク結合

銀行CD機 の相互利用 を目的 と したCD

ネッ ト(SCS等)ま たはANSERシ ステム

等の異なるネットワークと接続することによ

り新機能,新 サービスを提供することが可能

となる。

(1)CDネ ットとの接続

CDセ ンターとCAFISセ ンターを接続す

ることにより,カ ー ド会社と銀行間の効率的

なCDキ ャッシング業務が可能となる。

(2)ANSERと の接続

加盟店に設置 した電話機による与信の自動

化や,カー ド会社 ・銀行間の口座引落 し時に発

生する未収金に対する入金督促が可能となる。

当面の拡大 ・拡充計画は以上のとおりであ

るが,も とよりこれで事足りるというわけで

はない。

ニューメディア時代を迎え,ニ ュービジネ

スを展開するうえで,ク レジッ ト・カー ドが

強力な戦略的な武器となることが想定される

ため,CAFISに どう対応するか,多 くの企

業では熱いまなざしを寄せている。

将 来,数 万 も しくは数十万 に もの ぼる

CAT系 端末のほか,カ ー ド会社,大 型加盟店,

旅行,金 融,保 険および運輸,交 通等の広範

囲なオンライン ・センターとも接続がなさ

れ,単 にクレジッ ト業界にとどまらず,き わ

めて社会性の強い一大総合ネッ トワークに成

長する可能性を内在 している。

したがって,今 後の世の中の動向に合わせ

て,広 くユーザー ・ニーズに対応 し,来 たる

べき高度情報化社会の先駆的ネッ トワーク ・

システムとして,常 に柔軟な対応が必要と考

えられる。

1・ ・1ク レジットオンライy・シス5r`b,CATNET

1.カ ー ド・ビジネスの現状

(1)ク レジ ッ ト・カー ドの普及

昭和54年 約2,400万 枚

昭和58年3月 末 約5,700万 枚

(日 本割賦協 会調査)

の ように4年 間で2.5倍 と なってい る。

(2)ク レジット会社の動向

1)提 携カー ドの増大

クレジット会社 対 石油会社

クレジット会社 対 証券会社

クレジット会社 対 生命保険

などのように種々の企業との提携がますま

す拡大傾向にある。
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2)地 銀バ ンクカー ドの出現

・キャッシュカー ドとクレジットカー

ドの一体化

・地銀63行 が発行元

といった特色あるカー ドが出現 した。

3)郵 貯ジョイン トカー ドの出現

・郵貯カー ドのキャッシュカー ド機能

と,日 本信販 を第1号 とするクレジッ

トカー ド機能が一体化 したカー ドが出

現 した。

以上のように顧客(カ ー ドホルダー)に 対

しますます利便性 を高 め,カ ー ド発行元 に

とっては顧客の固定化 といったマーケティン

グ戦略か らカー ド発行 は増加傾 向を強 め,

カー ド・ビジネスは急速に成長 している。

(3)事 故の増加

しかし,一方では紛失カー ドの不正使用や,

回収不能 といった事故が多発 し問題視され,

クレジッ ト業界と して早急な対応が迫られて

いる。

2.共 同ネ ッ トワークの検討

クレジット会社の活発な動きと,1つ の販

売店が複数のクレジッ ト会社の加盟店となっ

ていることから,前 述の問題を解決するには

関係する企業が業種をこえて共同 して取 り組

むことが必要となってきた。

昭和57年12月 に通商産業省産業政策局長の

私的諮問機関である消費者信用産業懇談会 ・

システム化推進連絡会 ・技術部会において

「販売オーソリゼーションのための加盟店共

同端末およびそのシステムを開発 ・構築する

に当たっての考慮点」 として次のとおり指摘

している。
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すなわち,

① 加盟店端末の便益性,平 等性

1)端 末の複数設置を避けること。

2)端 末 の操作 ・保守 が容易であるこ

と。

3)加 盟店間の地域格差(特 に料金負担

の面で)が ないこと。

② 与信企業間の平等性

1)す でに類似の端末 を設置 している企

業と未設置の企業の双方が利用可能なこ

と。

2)単 独では自社ホス ト・システムをも

てないような規模の企業にも対応でき利

用可能なこと。

③ システム全体の拡張 ・発展の連続性

1)取 扱量の増加に伴 うシステムの拡張

が容易なこと。

2)将 来的に他業界や海外の諸 システム

との交流がより容易なこと。

④ 業界全体のコス トの最小化

1)各 社単独 システムと業界共同システ

ムの比較

以上の点からネッ トワークについて共同化

が打 ち出された。

3.CATNET★ の 概 要

CATNETと は,CreditApplicationTemi-

nalNetworkの 略 で,ク レジ ッ ト業務 の全 国

オ ン ラ イ ン ・ネ ッ トワー ク ・サー ビスで あ

る。

加 盟 店 に設置 さ れ る端末 とCATNETと

は,公 衆 通信回線 で結 び,ク レジ ッ ト会社ホ

ス ト・システム とCATNETと は,特 定通信

〈注〉 ℃ATNETはIBM社 の商標です
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6-1(II)-1図

単 独 シ ステ ム と共 同 ネ ッ ト

ワ ー ク

旨

▽

A社

ホス ト ・シス テム

B社

ホス ト ・シス テム

C社

ホ ス ト ・システ ム

同

不 ッ ト

ワー ク

A社

ホ ス ト ・シ ステ ム

B社

ホ ス ト ・シ ステ ム

C社

ホ ス ト ・シ ステ ム

回線で結んで各種のクレジッ ト業務を提供す

る。

3.1CATNETの 設計 目標

CATNETは 次の点を考慮 して設計されて

いる。

① 多数の共同端末の効率的な運営管理が

できること。

1)共 同端末は各加盟店に設置 され,将

来的にはクレジット会社のステッカーが

貼 られている全店に共同端末が設置 され

る可能性がある。 したがって,そ れ らの

端末が効率的に運営管理されないと加盟

店,顧 客(カ ー ドホルダー)に 対するサー

ビスの低下をきたすことになる。

② 全国同一の低料金であること。

1)顧 客(カ ー ドホルダー)は 全国的に

広が りかつ移動する。加盟店 も全国に存

在するので,利 用料金 は全国同一で低料

金でないと共同ネッ トワークの利用が促
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6-1(II)-2図CATNETの 利 用 形態

「 一 一加盟 店 ・一 －

ll

公 衆 通信 回線

L______ _」

「 一 一加 盟 店 一 ー 一1

1

「 一 一ク レ ジ ッ ト会 社 一 一 「

1

L_______ __」

「 一 一 ク レ ジ ッ ト会 社 一一 「
1

L_________」

L______」

進されない。

③ コス ト低減の実現が図れること。

1)現 在のクレジット会社のシステム ・

ネッ トワークは各社単独の展開をしてお

り,共 同利用することにより,シ ステム

資源および開発費の面で業界全体として

コス トの低減を実現することができる。

④ 地域格差,規 模格差の是正ができるこ

と。

1)ネ ットワークの拡張性について

顧客(カ ー ドホルダー)の 年々の増加

によりデータ量が増大 し,そ れに応 じた

柔軟性が要求されるだけでなく,加 盟店

の地域的な広がりとほかのネットワーク

との接続に対する拡張性が要求される。

また,ク レジット会社のホス ト・シス

テムについても地域的な広がりをもつの

でそれにも対応することが必要となる。

2)ク レジッ ト会社の規模によっては

・ホス ト・・システムを所有 していない

企業'

・ホス ト・システムを所有 していても

オンライン化が図られていない企業

・オンライン化が図られていてもバ ッ

クアップ機能を有 していない企業

等が考えられる。

これらの企業に対 してクレジッ ト・オンラ

イン ・システムを構築できる共同センター機

能を提供 し,あ るいは,障 害時,停 止時に稼

働するバ ックアップセンター機能を提供する

ことが要求される。

3.2機 能構成

(1)中 央処理センター

クレジット会社と加盟店端末をネッ トワー

クで結んだ際の両者間を管理制御する機能を

もつと同時に,下 記の処理機能をもつ。

① カー ドの有効性確認処理(無 効カー ド,

暗証番号,カ ー ド有効期限のチェック等)

② 売上内容妥当性確認処理(支 払方法,

割賦の有無,回 数,ボ ーナス併用の有無等

のチェック)

③ 売上内容更新処理

④ クレジット会社向け固有情報作成処理

⑤CAT出 力情報作成処理

⑥CAT別 売上日計処理
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6-1(II)-3図 機 能 構 成

クレ ジ ッ ト

会'杜
ホ ス ト ・シス テム 会 員

マスター

ホ スト ・システム 会 員

マスター

ホス ト ・シス テム
会 員

マスター

CATNET
　　コ 　 　

1

1

1

1
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l

l

l

l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l
l

中 継

セ ン ター

中央処理

センター

無 効

カー ド

ブアイル

ー ー ー ー ー ー ー 一1

1

共 同

セ ン ター 会 員

マスター

/

バ ックア ップ

セ ン タ ー

r、
)
事 故
カード
ブアイル)

地 区

セ ン ター

中 継

セ ン ター

地 区

セ ン ター

中 継

セ ン ター

L_________

加盟店 端 末 端 末 端 末 端 末

⑦ 加盟店別統計ファイル作成処理

⑧CAT初 期値設定処理

(2)バ ックアップセンター

クレジット会社のセンターシステム障害時

および休 日 ・夜間の代行処理の機能をもつ。
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① クレジット会社別仮信用度照会

1)企 業別与信限度額確認処理

2)カ ー ド会員別事故カー ド確認処理

② カー ド会員別売上処理

③ クレジッ ト会社の売上ファイル転送処



理(一 括処理)

(3)共 同センター

自社 システムをもたないクレジット会社に

代わってカー ド会員別信用度照会処理を含む

各種業務処理を行う。

① 即時処理

1)企 業別 ・カー ド会員別信用度照会処

理

・与信限度額確認処理

・支払状況確認処理

・事故カー ド確認処理

・売上処理

② 一括処理

1)企 業別

1章 ク レジッ ト・ネ ッ トワーク(CAFIS ,CATNET)

・請求業務処理

・入金 ,決 済業務処理

・各種帳票作成処理

3.3中 央 処 理 セ ン ター,バ ック ア ップセ

'ン ター
,共 同セ ン ターの関連

通常,加 盟店端末 と ク レジッ ト会 社 も しく

は共同 セ ンターがCATNETの 中央処理 セ ン

ター を介 して結 ばれ て い る。 しか し6-1

(ll)-4図,6-1(H)-5図 に示 す よ

うに中央処理セ ンターとク レジ ッ ト会社 ホス

ト・シス テム も しくは共 同セ ンター間の連絡

が不可 能 にな った場合,中 央処 理セ ンターは

ク レジッ ト会社 ホ ス ト・システム も しくは共

6-1(II)-4図CATNETと ク レジ ッ ト会 社

加盟店端末 CATNET ク レジ ッ ト会 社

(a) 端 末 中央処理センター ホ ス ト ・シス テム

(b) 一 －x-一 ー ホス ト・システム

6-1(II)-5図CATNETと 共 同 セ ン タ ー

(a) 端 末 中央処理センター 共 同セ ン ター

(b) 端 末 中央処理センタ一 一 ー一 〉← 一 一 共 同 セ ン ター

バ ッ クア ップセ ン ター
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同センターとの接続をバ ックアップセンター

との接続 に切 り替え,加 盟店 でのオンライ

ン・クレジッ ト・オペ レーションへの影響を

最小限度 におさえてクレジット業務が円滑に

続行できるよう配慮 している。

なお,中 央処理センターとクレジット会社

ホス ト・システムもしくは共同センター間の

接続をバックアップセンターとの接続に切 り

替える方法には2種 類ある。

(1)'手 動での切 り替え

クレジット会社もしくは共同センターから

の連絡指示によってCATNETセ ンターのオ

ペ レーターが手動でバックアップセンターと

接続する。

(2)中 央処理センターの判断による自動切

り替え

クレジッ ト会社もしくは共同センターとの

連絡に何等かの障害が発生したと中央処理セ

ンターが判断できた場合には,自 動的にバッ

クアップ毛ンターに切 り替えることも可能と

なっている。この自動切 り替えのなかにはク

レジ ッ ト会社 ホス ト・システムまたは共同 セ

ンター ・システムか ら中央処 理セ ンターへの

コマ ン ドに よる切 り替 え指令 も含 まれ る。

3.4サ ービス概要

田 サービス時間

中央処理センター,バックアップセンター:

24時間/365日 稼働

共 同 セ ンター:RCS(リ モー ト・コン

ピューティング ・サービス)の サービス時間

に従う。

回 運営管理体制

CATNETの 運営管理 は,ヘ ルプ ・デスク

が実施 しており,ク レジッ ト会社,加 盟店,

端末メーカーといった関連企業に対 し窓口の

一元化を図っている。

ヘルプデスクの実施内容は次のとおりであ

る。

① 障害発生時の問題解決

1)問 題の分析

2)ク レジッ ト会社,加 盟店との連絡体

6-1(II)-6図 ヘル プ ・ デ ス クに よ る運 営 管 理

「一一ご:二:フこ二ここ 一ーー一「t-一一㌫ 元そ;二・三夏元三ーー一－T－一ーーi二二一二:∴:一 一一]
L___,__________⊥_______________L_____________」

ク レジ ッ ト会 社 加 盟 店 電 電 公 社 端 末 メ ー カ ー
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制

3)端 末メーカーへの連絡

② システム資源の管理 ・監視

1)シ ステム資源の利用度合とパフォー

マンス

③ ネ ットワークの変更管理

1)中 継センター拠点の増加

2)加 盟店端末の増加

に対応 した変更管理の実施

④CAT端 末の初期値設定作業

1)ク レジッ ト会社情報のCAT端 末へ

の送信

2)CAT端 末か らCATNETへ の折 り

返 しテス ト

団 接続形態

ACAT端 末の接続

(1)接 続仕様

1)回 線:公 衆通信回線

6-1(II)-7図 接 続 形態
加 盟 店 CATNET(中 継 セ ン ター)

ρ
/

1!o-
!

端 末 女 、
、
、
、 、
>

〉を
!、
!
/
1

、ノ
、 て)_

o一

端 末

6-1(II)-1表 ク レジ ッ ト会社 ホ ス ト ・シス テム との接 続

イ ンタ フ ェー ス1 イ ン タフ ェー スII イ ン タ フ ェ ー スIII

クレ ジ ッ ト会 社 IBMシ ステ ム NON-IBMシ ステ ム NON-IBMシ ステ ム

ホ ス ト ・シ ステ ム

回 線 特定通信回線2回 線 特定通信回線2回 線 特定通信回線2回 線

(A/B系 列 各1回 線) (A/B系 列 各1回 線) (A/B系 列 各1回 線)

通信速度 9,600bps 9,600bps 9,600bps

4,800bps 4,800bps 4,800bps

プ ロ トコル SNA/SDLC BSC BSC

ISCイ ン タフ ェー ス 全銀NCS-B NCS-B改

LU6.1 イ ン タフ ェー ス イ ン タフ ェー ス

クレ ジ ッ ト会 社 ISCイ ン タフ ェ ース をサ 全 銀NCS-Bを サ ポー ト NCS-Bを サ ポー トす る

システム条件 ポー トして い る八 一 ドウ するものであれば特に規 ものであれば特に規定な
エア,ソ フ トウ ェアが必要 定なし し

、

〈注>NON-IBMシ ステムで もイ ンタフ ェース1を サ ポー トす る ものであれば可,ま た逆 にIBMシ ステムで も

インタフェー スIIお よびインタフェースmを 採 用 して も可
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2)通 信 速度:i,200bps

3)プ ロ トコル:CAT手 順(JISC6362

に準 拠)

(2)接 続 形 態

(3)ダ イア リング機 能

CAT端 末 は内部 に ダイ アル先 を複数 もっ

てお りCATNETの 中継 セ ンターヘオ ー ト・

ダイアル機能 で 自動接続す る。 したが って1

つ の ダイアル先が話 し中であ った り障害等 に

よ り使用不能 となった場合には次の ダイアル

先に オー ト・ダイアル される。

3.5特 徴

以上のCATNETの 説明を要約すると次の

ような特徴となる。

(1)ヘ ルプ ・デスクによる運営管理窓口の

一元化

1)対 クレジット会社

2)対 加盟店

3)対 端末メーカー

等に対する窓口がヘルプ ・デスクと一緒に

一元化されている。

(2)サ ービス時間

1)24時 間/全 日稼働

(3)バ ックアップセンターの早期実現

1)ク レジッ ト会社ホス ト・システムの

障害時,夜 間休 日の代行処理が可能と

なっている。

(4)共 同センターの設置

1)規 模格差の是正の面からクレジッ ト

会社の体力に応 じたクレジッ ト・システ

ムの構築が可能。

(5)全 国オンライン ・ネットワークの実現

1)地 域格差の是正

・中継 センターの全国展開

・地区センターの全国展開

が実施 されている。
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6 第2章

音声/データ総合通信システム

1.シ ステム開発の背景

経済,産 業活動がますます国際化するなか

でいま多くの日本企業は世界各地に支店 ・事

務所および現地法人をもち,日 夜,世 界各地

で発生する生産,流 通,金 融あるいは技術に

関する情報を本社に収集 しまた本社からの指

示,連 絡 を配信 している。特に金融機関は為

替相場 という刻々と変わる情報をもとに国際

業務を手がけているだけに,情 報通信の重要

性は大 きく,ま たその量は年々増加 し膨大な

もの とな り,通 信回線の確保 は至上命題 と

なっている。国際通信には,国 際公衆網を利

用する方法と国際専用回線を借用 して自前の

通信網 をもつ場合とがある。いずれにしても

通信費用の確保とともに重点課題である。専

用回線を増やすことなく,急 増する国際情報

を処理するための通信回線の能力アップと,

それを可能とする新 しい技術とシステムの開

発が必要であった。

これらの課題 を解決するために,「音声/

データ総合通信 システム(SWORD:Sumi'

tomo'sWorldOn-lineRealtimeDataCom-

munication)」 を開発 し,56年10月 から稼動,

運転 を開始 した。これは 「新国際情報処理 シ

ステム」ともいうべき画期的なシステムで通

信能力は一挙に8倍 以上となり,経 費の節減

にも大きく寄与したものである。

2.シ ステムの概要

2.1内 容

本 システム は,ビ ジネスの主要拠点,東 京,

ニ ュー ヨー ク,ロ ン ドンお よび香港 にNEC

製 パ ケ ッ ト交 換 機 を設置 し,専 用 回線 でパ

ケッ ト交換機の間 を結 び,企 業 内パ ケ ッ ト交

換網 を形成 し,電 話,テ レタイプ端末,テ レッ

クス端末,フ ァク シミリ端末,コ ンピュー タ

デー タの ネッ トワーク ・サ ービス機能 を もつ

複合 ネ ッ トワーク ・システムである。

2.2シ ステムの特徴

このシステムには,新 しい技術が導入され

ている。

田 回線のあき時間を有効に使 う 「パケッ ト

交換方式」

パケッ ト交換機は,一 種の記憶 コンピュー

タを内蔵 した交換機で情報 を一定の容量単位

で蓄積,交 換する。

例えば,情 報をファクシミリで送 る場合,
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ファクシミリの情報を細かい単位に分割 し,

分割 した情報を封筒に入れ,ア ドレスを付与

し,一 度棚 におさめ回線の使用状況に応 じて

A宛 のものはAに,B宛 のものはBに 向け送

り出すようなものである。このため,情 報の

入力がとぎれているときには回線をほかの通

信 に利用 したり,同 一情報を繰 り返す場合に

は,一 度交換機に蓄積すれば,自 動的に繰 り

返 し送 り出してくれる。

つまり,情 報を細かく切ってどんどん積め

込めるので,通 信回線の使用効率がよくなり,

ムダがなくなる。そして,そ れぞれの情報 に

はア ドレス信号 をつけて整理 してあるので,

情報が紛失することはない。

また,こ のパケッ ト交換方式は,回 線が空

いていない場合でも,フ ァクシミリやテレタ

イプの情報を途中のパケット交換機に蓄積さ

せ,回 線が空いたとき,自 動的に送って くれ

るので,回 線が空くまで,フ ァクシミリやテ

レタイプの前で長い時間待つ必要はない。

しかも,ま ちがった符号が送 られると,ζ

れをチェックして自動的 に再送信 されるの

で,テ レタイプが化 けたり,受 信ファクシミ

リが読めなくなることはない。

従来の システムでは,例 えば東京一 ロンド

ン間の通信は,時 差の関係で共通の業務時間

が日本の午後5時 から8時 までの,わ ずか3

時間であるため,こ の時間帯に電話とファク

シミリの使用時間が重なって しまい,大 変な

混雑 をきたしていた。電話はリアルタイムで

なければならないが,フ ァクシミリやテ レタ

イプは,必 ずしもその必要はない。回線の空

いているときにまとめて送ってもいいもので'

ある。よってファクシミリやテレタイプをパ

ケッ ト交換機に入力しておき,夜 間等の電話

を使わないときに,ど んどん情報を送ること

が可能である。その結果,ロ ン ドンでは朝に

は必要な情報が届いていることになる。

これは時差を有効に活用 した通信であり,

ロン ドンー東京間だけでなく,ニ ューヨーク

ー ロン ドンー東京
,東 京一香港 と各国の時差

を有効に利用 した効率のよいシステムとなっ

ている。

回 通信能力をアップ した 「ディジタル電話」

本 システムではパケット交換とともに,も

う1つ 画期的な技術を導入 している。

音声のディジタル化,つ まり 「ディジタル

電話」である。

「ディジタル電話」は,人 間の音声を0/

1の ディジタル信号 に変えて送 り,相 手先で

また音声に再生して伝える。帯域圧縮 し多重

利用をするため肉声とはやや異なる音質とな

るが,話 の内容は十分理解できるし,慣 れて

くれば,話 し相手が誰だか判別可能となる。

このように,音 声を帯域圧縮 してディジタル

化すると,通 信能力は5倍 から6倍 アップす

る。つまり通常の音声回線1本 で,デ ィジタ

ル電話が5本 から6本 使える。

さらに,パ ケッ ト交換 によってファクシミ

リなどの情報 も同時に送れるようになるの

で,ト ータルでは,従 来の通信 システムにく

らべて,お よそ8倍 以上の通信能力が可能と

なる。

団 音声のディジタル化による,通 信能力増

加のメカニズム

ふつう人間の声は64キ ロビット/秒 にディ

ジタル化される。

現在の電話回線にディジタル信号を流すと

きには,14.4キ ロビット/秒 までしか流せな

い。したがって64キ ロビット/秒 にディジタ
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ル化された音声信号を,現 在の電話回線に流

すことは不可能である。

ボ コー ダ(NEC製NEOCODER-1000)

の高度な音声処理技術により,音 声信号 を

2.4キ ロビッ ト/秒のディジタル信号に変え,

電話1回 線に6通 話の電話通信を可能にして

いる。

実際には,パ ケット交換のために,ア ドレ

スが付加されるので5倍 ほどとなる。

また,電 話による会話では,音 と して相手

に伝送する必要な時間は全体の40%で,あ と

の60%は 無音状態となっている。

パケッ ト化によって無音の時間帯に,フ ァ

クシミリなどの情報を有効に送ることが可能

となった。

2.3サ ービス機能

ロ ディジタル電話交換

電話機の音声信号 をボ コーダで帯域圧縮

し,2.4キ ロビッ ト/秒 のディジタル信号 に

変換する。そのディジタル音声信号 をリアル

タイム会話型で交換することにより,電 話の

交換を行う。

回 会話型テレタイプ交換

発信端末の指示により着信端末を選択 し通

信路 を確立する。その後は互いにリアルタイ

ム会話型で電文の交換ができる。いわゆる通

常のテレックス交換機能である。

回 コンピュータ会話型交換

リアルタイム会話型でコンピュータ情報の

交換を行う機能。

この機能はデータベース ・アクセス等を含

むオンライン ・コンピュータ ・サービス用,

コンピュータ分散処理用に使用 している。

回 テレタイプ ・メッセージ交換

発信端末 よ り受信 したテ レタイプ ・メッ

セージを,い ったん磁気ディスクに蓄積 し,

リソース(回 線,交 換機等)の 空き時間を利

用 し,着 信端末に送信する機能である。

固 ファクシミリ交換

発信ファクシミリ端末か ら受信 したファク

シミリデータを,い ったん磁気ディスクに蓄

積 し,リ ソース(回 線,交 換機等)の 空き時

間を利用 し着信ファクシミリに送信する機能

である。

囹 コンピュータ ・ファイル伝送

6-2-1表 収 容 端 末種 別

端 末 名 イ ン タ フ ェ ー ス 通 信 速 度 手 順

ディジタル電話 V.28 2,400bps

会話型テレタイプ端末 電 流 イ ンタ フ ェー ス 50bps/75bps/200bps

テ レタイプ端末 電 流 イ ン タフ ェー ス 50bps/75bps/200bps

フ ァク シ ミリ端 末 v.28 2,400bps/4.800bps/9.600bps NCA(X21)

コン ピ ュー タ(会 話 型 機 能) V.28 2.400bps/4,800bps

コン ピュ ー タ(フ ァイル伝 送) V.28 4,800bps/9,600bps BSC

パ ケ ッ ト端 末 V.10/11/28 9.600bps以 下 X.25
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メガバイ ト単位のデータを発信 コンピュー

タより受信 し,い ったん磁気ディスクに蓄積

する。その後 リソース(回 線,交 換機)の 空

き時間を利用 し着信交換機に送信 し,着 信交

換機の磁気ディスクに蓄積させる。蓄積され

たデータは着信 コンピュータの要求により着

信 コンピュータに送信 される。

回 付加サービス

① リ トリーブ ・サービス(再 送処理)

② 同報通信

③ 代行受信

④ 通番管理等

2.4シ ステム能力

パ ケ ッ ト交 換機(NEC製NEDIX-510F)

の 能 力 を6-2-2表 に示 す。

2.5シ ス テ ム構 成

田 ネ ッ トワーク構成

SWORDシ ス テムの ネ ッ トワークは6-2

-1図 に示 す構成 である
。

ネッ トワー クは,東 京,ニ ュー ヨーク,ロ

ン ドン,香 港 に設置 したNEDIX-510Fパ ケ ッ

ト交換機 で構成 され ている。

パ ケ ッ ト交 換 機(NEDIX-510F)は,X .

25イ ン タ フェース ・パ ケ ッ ト端 末 の み な ら

ず,電 話機 テ レタイプ端末,コ ン ピュータ

などの リアル タイム会話型の非パ ケ ッ ト端末

6-2-2衷

パケ ッ ト交換 機 能 力 項 目 性 能

デ ー タ ・パ ケ ッ ト交 換 能 力 300パ ケ ッ ト/秒

音 声 パ ケ ッ ト交 換 能 力 1,500パ ケ ッ ト/秒

音 声 トラピッ ク処理能 力 135ア ー ラ ン

中 継 回 線 78回 線

電 話 回 線 156回 線

テ レ ッ ク ス 端 末 624回 線

、

テ レ タ イ プ 端 末 80回 線

フ ァ ク シ ミ リ 端 末 80回 線

コ ン ピ ュ ー タ(EDP) 80回 線

フ ァ クシ ミ リデ ー タ蓄 積機 能 2,500～6,000A4紙(35KB/A4)

テ レ タイプ ・メ ッセ ー ジ蓄積 機 能
10,000～20,000メ ッセ ー ジ

(660文 字/メ ッセー ジ)

コ ン ピ ュ ー タ

(フ ァ イ ル 伝 送 機 能)

'

20～50メ ガバ イ ト

音 声 デ ー タ 蓄 積 機 能
3,000～6,000メ ッセ ー ジ

(30秒/メ ッ セ ー ジ)
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も収容 している。

メ ッ セー ジ交 換 機(NEC製NEDIX-510

FM)は,X25イ ン タフェース ・パ ケ ッ ト端

末 と してNEDIX-510Fに 収 容 され,SWORD

シ ス テ ムの蓄積 機 能 を分担 して いる。

NEDIX-510FMは フ ァク シ ミリ端 末,テ

レタイプ ・メッセー ジ端末,コ ンピュー タな

どを収容 している。

回NEDIX-510Fシ ステ ム構成

NEDIX-510Fシ ス テ ムは,24時 間,無 人

運転 を可 能 とす るため,6-2-2図 に 示す

ように二重化構成 で並列同期運転 を行 ってい

る。

回NEDIX-510FMシ ステム構成

NEDIX-510FMは 全 構 成 が二 重 構 成 の全

　

デュ フ レクス ・システム構成 となってい る。

片系 はアクティブ系としてオンライン業務を

行い,他 系はホットスタン ドバ イ系としてウ

エイ ト状態となっている:

しかし,メ ッセージ蓄積に関 しては障害に

よるデータ消滅防止のため,ア クティブ,ス

タンドバイ両系のディスクに蓄積する。

6-2-3図 は,NEDIX-510FMの ハー

ドウェア構成である。

回 りモー ト・ステーション構成

リモー ト・ステーションはモデムおよび時

分割多重化装置を介 してノー ドに接続 してい

る。

回線速度は端末数および端末の種類によっ

て決定 している。

伝送回線のビッ ト誤 り率は,音 声,FAX

に対 しては受信者にメッセージの内容の理解

6-2-2図

NEDIX-510F

ハ ー ドウ エア 構成

MM

CPU

CIU

CCU

LA

チャネルインタフェース装置

マルチプレックス通信制御装置

ラインアダプタ

:磁 気 デ ィス ク

コ ン トロー ラ

CGTC;カ ー トリッ ジテー プ

コ ン トロー ラ

タ イプ ラ イ タ

コン トロー ラ

メ ンテナ ンス

コン トロー ラ

:シ ス テム 監視 装 置
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6-2-3図

NEDIX-510FM

ハ ー ドウ エア構 成
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コン トローラ

FAXTTY

TYPC:シ ステムコンソール

コントローラ

㏄U:マ ルチプレックス通信制御装置

LSW:通 信回路 スイッチ(ア クティブ系)

が不 可能 とな る ほどの大 きな影響 は与 え な

い。 したが って,リ モー ト・ステー シ ョンの

電話 お よびFAX端 末 は,ト ランスペア レン

トなTDM,お よびモ デ ムを介 して ノー ドに

接続 されてい る。 しか しテ レタイプは,伝 送

回線 の ビッ ト誤 り率 に大 きな影響 を受 けるの

で,HDLCプ ロ トコル の使用 に よ り誤 り訂

正機能 を もつ インテ リジェ ン トTDMを 介 し

てネ ッ トワークに接続 されている。

2.6シ ス テ ム制 御

田 交換制御

(1)バ ー チ ャル コール(VC;VirtualCall)

SWORDシ ス テム は,バ ーチ ャル コールが

ベ ースとなってい る。端末 が発 呼す ると,論

理的 な リンクをネ ッ トワーク内に設定す る。

(2)論 理 チ ャネル

同時に複数のバ ーチ ャル コール を設定す る

ために,論 理チャネルを使用 している。

論理チャネルは各呼毎 に設けられている。

NEDIX-510Fが 収容する端末 は一つずつ,

そ してNEDIX-510FMお よびコンピュータ

端末には,2つ 以上の論理チャネルを割 り当

て,同時に複数個を得ることができる。

6-2-4図 におのおのの通信路におい

て,バ ーチャルコールのために設定する論理

チャネルを示す.

(3)蓄 積制御

発信交換機 は発信端末 が送信 したデータ

を,い ったん蓄積 してパケッ ト交換 ネッ ト

ワークを通 じて,着 信交換機に送る。着信交

換機は再びデータを蓄積 し,受 信端末がアイ

ドル状態のときに,デ ータを受信端末に伝送

する。

回 パケット・リンク制御

(1)制 御手順(プ ロ トコル)
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6-2-4図 交換制御概念
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ノー ド間の プロ トコル は,将 来,ほ かの ネッ

トワー ク と の接 続 を可 能 と す る た め に,

CCITT勧 告 のX.75プ ロ トコル を採用 してい

る。

(2)音 声/デ ー タ ・パ ケ ッ ト多重化

中継 回線 の有効利 用のため,デ ィジタル電

話 の音声 データを含 めた全端末 か らのデー タ

をパケ ッ ト化 し,パ ケ ッ ト・データの多重 化

を行 ってい る。 したが って,同 種 の端末同士

を接続 す る特別 な回線 の設定,お よび回線 の

時分割 多重化の必要 はない。

(3)音 声 パ ケ ッ ト制御

(a)音 声 パ ケ ッ ト・フロー

6-2-5図 に,SWORDシ ス テムにおけ

る発信者 か ら,受 信者への音声の伝送方法 を

示 す。

① ボ コー ダは,ア ナ ロ グ信 号 を22.5ms

ご と に,54ビ ッ トの デ ィジ タル ・フ レームに

変換 し,伝 送速 度2.4キ ロ ビッ ト/秒 の信

号 にする。54ビ ッ トの内容 は,音 声 スペ ク

トル情報 に39ビ ッ ト,音 声 ピ ッチに7ビ ッ

ト,音 声 の振 幅に6ビ ッ ト,有 音/無 音 の

区別 に1ビ ッ ト,同 期 信号 に1ビ ッ トを割

り当 てて いる。

②CCUは,前 段か ら受 けた4フ レーム と,

磁気ディスク装置

制御 ビットとで1音 声パケットをつくる。

音声パケットは③CPU,④CCUを 通っ

て⑤中継回線に送出される。⑥CCUは 受

信 ノー ドに接続 した中継回線か ら音声パ

ケットを受信 し,⑦CPUを 経由 して,⑧

CCUに 送出される。⑧CCUは 音声パケッ

トを,54ビ ットの フレーム群に直し,⑨ ボ

コー ダに渡 す。⑨ ボ コーダは54ビ ッ トフ

レーム群 を,音 声アナログ信号に変換する。

(b)音 声データの優先的処理

ディジタル電話の導入により,同 時に1音

声級伝送回線(14.4キ ロビット/秒)に 最大

5チ ャネルを設定できる。

電話の発呼要求は,5チ ャネルすべてが音

声データで占有されていない限り,受 け付け

られる。例えば4チ ャネルが電話に占有 され,

残 りがファクシミリに使用 されている状態

で,新 たに電話の発呼要求があった場合,フ ァ

クシミリデータの伝送量をしぼり,新 たに発

呼要求を出 した電話のために5番 目のチャネ

ルを設定する。

(c)"無 音 タイムスロッ ト"の 利用

無音によるコミュニケーションでは,無 音

の時間が必ず存在する。中継回線 を有効利用

するために,こ の瞬間を利用 して,音声パケッ
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6-2-5図
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*他 の電話によ り発生 した音声パケ ット

ト以外のパケットデータを伝送する。

(d)音 声パケッ トにおける伝送誤 り制御

音声の遅延時間を最小限にするために,パ

ケッ ト交換における再送機能 は行 っていな

い。

(4)迂 回路制御

ネットワークの有効利用の実現のために,

迂回路制御 を行っている。 この機能は,ネ ッ

トワーク上の各ノー ドには,時 差があるため,

特に有効となる。またネットワーク構成の立

場からみても,ネ ットワークの信頼性を高め

認

ることになる。

Tlo

3.お わ りに

SWORDシ ス テムの開発 によ り,国 際 ネ ッ

トワー クに お いて コ ン ピュー タ と コ ミュニ

ケー ションが本格的 に結合 したと言え る。か

つ音 声 とデー タの結合 を実 現 した本 システム

,は 将 来 のISDN(lntegratedServiceDigital

Network)に 対 す るア プローチ となるで あろ

う。
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6 第3章

航海情報システム(CANSY)

1.開 発の背景

近年,船 舶の省エネ対策として,例 えば,

船体抵抗の減少あるいは自航要素の改善をね

らった新船型の開発,推 進効率の向上を図っ

た大直径 プロペラ,フ ィン,ダ ク ト等の装備,

さらに省エネ型推進 プラン ト等の採用等,主

に船舶のハー ド面に対する省エネ対策が積極

的に行われてきた。 しか し,こ れらは経済的

な枠内にある程度限られているため,今 後は

このようなハー ド面ばかりでなくソフ ト面,

すなわち船舶の運航面を援助するための新し

いソフ トウェアの開発が必要である。

この開発のためには,ま ず精度のよい運航

データ(馬 力,対 水船速,燃 料消費量,シ ー

マージン,船 体運動等)自 動集録および解析

システムを開発する必要がある。さらに省エ

ネ運航,安 全運航を行 うための予測計算プロ

グラムも同時に開発する必要がある。

これらの各 システムから提供される運航情

報をもとに運航することにより,従 来にも増

した省エネ効果が期待できる。

このような背景から,日 本鋼管㈱では,最

近のエ レク トロ技術 を駆使 して,乗 組員の的

確な運航判断を援助 し,さ らに陸上での運航

管理 の効 率化 および省 力化 を図る システムと

して,航 海情報 システム(CANSY=Compu・

terAidedNavigationSystem)を 開 発 した。

以 下に この システムの概要 を紹介す る。一
2.シ ステムの概要

本システムは,船 舶が経済的および安全に

運航を行うための操船情報を乗組員に提供す

る運航援助システムと,陸 上での運航管理者

が,運 航管理,運 航計画および運航採算等を

行 うための基礎データを提供する,陸 上解析

システムとか ら構成されている.

6-3-1図 に,本 システムの全体構成図

を示す。

船舶に装備するCANSY本 体のソフ トウェ

アとして,① 航海データ自動集録システム,

②省エネ運航 システム,③ 荒天時運航システ

ム,の3つ の システムを用意 している。

各 システムは,そ れぞれ一枚のデ ィスケッ

トに収められてお り,必 要なディスケッ トを

セットすることでシステムが起動する。ソフ

トはフォー トラン言語で書かれている。計算

部分 は大型計算機 でデバ ックを行った後,

ディスケッ トへ移 しそのままマイクロ ・コン
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6-3-1図 CANSY全 体構成図
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ピュ一夕で使用する方法とした。

プログラムサイズは,大 きいもので800キ

ロバ イ ト以上となっている。

次に各 システムの概要を示す。

2.1航 海データ自動集録 システム

本 システムは,運 航時の状況 を的確に把握

し,各 種の運航データをサンプリング,解 析,

結果の画面表示,お よび解析結果をディス

ケッ トに自動記録するシステムである。

サンプリングデータとして約20種類のデー

タを自動集録 している。例えば,機 関データ

として約12種,そ のほかに,方 位,風 向,風

速,舵 角,位 置,船 体運動データ等である。

また乗組員が直接入力するデータとして,年

月日,時 刻,波 浪目視データがある。

サ ンプリング時間は通常20分 間で,乗 組員

の当直ごと,す なわち4時 間ごとに,一 日6

回サンプリングを行 っている。異常データは

チェックのうえ取 り除かれた後,各 データの

平均値,標 準偏差値,変 動周期,最 大最小値

の算出,4種 の馬力推定,シ ーマージン,船

体運動の算定等すべて自動的に行い,解 析結

果はすべてディスケットに記録される。

ディスケッ トの記録容量は,片 面単密度で,

北米航路の往復分のデータが十分に記録でき

る50日分の容量がある。

ファイル フォーマッ トは,肥M仕 様を採

用 しているので,陸 上の大型計算機およびマ

イクロ ・コンピュータで容易に読み取ること

ができ,必 要に応 じたデータの再現,解 析を

迅速に行える。

本システムはこのほかに,常 時画面上に,

最新の運航データを表示するコンディション

・デ ィスプレイ機能,ま た船上で過去の航海

データを編集,作 画を行 うテーブルメイク機

能等が用意 されている。

各機能の操作は簡単で,カ ラーグラフィッ

ク ・ディスプレイを使った対話式なので,乗

組員が特別に訓練することなく容易に取り扱

える仕様となっている。

6-3-2図 に,運 航データ解析結果の一

例を示す。

2.2省 エネ運航 システム

本 システムは,乗 組員が航海計画を行う際

に,目 的地までの燃料消費量を最小で運航す

るためのデータを提供するシステムである。

入力データとして,航 路の始点,複 数の中

継点,終 点の位置およびそれらを結ぶ航法(例

えば大圏航法,メ ルカ トール航法等),さ ら

に海象データとして風速,風 向,波 高,波 周

期,波 方向を,潮 流データとしてその大きさ

と方向をそれぞれ緯度,経 度の10度 間隔のマ

ス日ごとに入力する。また運航条件データと

して,航 海日数,機 関出力の上下限値等を入

力する。各入力データは,画 面上に地図とと

もに表示され入力を容易にしている(6-3

-3図 参照)。また,そ れ らのデータはそれ

ぞれ15ケ ースまでディスケットに保存でき,

いつでも入力データとして再利用できる。

予測計算は入力された条件下で,指 定航路

の総燃料消費量が最小となるように,各 海象

に応 じた速力を算出する。

すなわち,航 路が通るマス目の総数をN,

i番 目のマス目での航路長,対 地速力,単 位

時間当たりの燃料消費量 をそれぞれ,～,(マ

イル),V(KTS),fo,(㎏/h)と すれば,
凡 ム

総燃料消費量=三(fOi×7)

を最小とする 防を求める。允,は 船速,海 象,
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6-3-2図 運 航 デ ー タ解析 結果 の 出 力例
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潮流,排 水量等の関数である。また比較のた

めに馬カー定航法 も算出される。

計算結果は,各 マス日ごとの航路長,船 速,

馬力,燃 料消費量等が出力される。また同時

に複数の航路 について計算されるので,航 路

差による省エネ効果の比較検討が容易 とな

り,最 適な運航計画が可能となる。

2.3荒 天時運航 システム

本 システムは,船 舶が航海中荒天に遭遇し

たときの船舶の応答(動 揺,応 力等)を 監視

し,あ る設定 レベルの応答値に達すると警報

を出す。また減速や,変 針 したときの応答を

予測 し,安 全な航海を確保するための最適な

操船をサポー トする。
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機能として,加 速度,応 力,船 体運動等の

応答を監視するモニタリング機能がある。画

面表示項 目と して最大6点 まで選択でき,応

答の大 きさは画面上 に棒 グラフ表示 される

(6-3-4図 参照)。 またモニタリング機

能で危険を察知 したときに,乗 組員がどのよ

うに操船すれば安全であるかを示す機能が,

応答予測機能である。画面上に,船 速変化(最

大3点)お よび針路変化に対する応答予測結

果が表示 される(6-3-5図 参照)。 この

6-3-3図

省 エ ネ運 航 シ ステ ム
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6-3-5図
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画面 よ り安全 に運航す るための操船情報 を知

ることがで きる。

6-3-6図CANSY信 号系統図
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lA叫 、

'

一 〇

CRT

シンクロ信号 直流電圧信号

∠
舵角指示器

‖

圃 、

'

一◎ 1

KEYBOARd
`

加速度
センサー

プ リツジ信号1

1増幅器

≡

直流電圧信号
、

'

一◎

→
応 力

センサー

プ リツジ信号

遍 器
直流電圧信号

、

擬似信号

発生器
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は割 り込み処理を使い解析と併行 して行 うソ

フ トウェアとしている。

2.4陸 上解析 システム

2.1の システムでディスケッ トに記録 され

た航海データをもとに,陸 上の大型計算機 ま

たはマイクロ ・コンピュータで,航 海データ

を詳細に解析するシステムである。

膨大な運航データを,グ ラフィックディス

プレイを使用 して効率 よくチェック し,生

データファイルへ記録する。

詳細の解析 は,例 えば,船 舶の運航性能に

大きな影響を与えている,波 浪影響,季 節影

響,航 路影響,お よび経年変化等が精度よく

解析 される。

これらの解析データをもとに,運 航管理,

運航計画および運航採算等が,迅 速に精度よ

く作成実行できる。

6-3-1表CANSYリ ー ド仕様

3.リ ー ド構 成

SPECIFICATIONSOFHARDWARE

ヒ
己
z
司Σ

CPU 8086+8087十8089

ROM 16KB

RAM 1MB

FLOPPYDISK 8inch×2=2.3MB

OS CPM/86(Digi匂lReserch)

SIZE 440(W)×280(H)×520(D)

包
o

PANELSIZE 14inchcolor

GRAPHIC 640x400dots

KEYBOARD JISsp㏄.and10-keyl泡d

SIZE 420(W)×415(H)×510(D)

出国

←
Z
日
工

PRINTINGMETHOD Serialcharacter,dotmatrix

LETTERTYPE 8xlldotmatrix

PRINTINGSPEED 1201etters/sec.

PAPER Rolledpaper5'-15'Width

SIZE 530(W)×180(H)×375(D)

9

A/D 12bit(-10v二+10V)×16CH

PIO 16bit×3CH

SIO 4CH

POWER AC100V50/60Hz560W

船 上 のCANSYシ ス テムの信号系統 図 を,

6-3-6図 に示 す。

シス テムは,マ イクロ ・コンピュー タ,デ ィ

ス プ レイ,キ ーボー ド,プ リンター,ジ ャン

クシ ョンボ ックス,各 種信号 変換器,加 速 度

セ ンサ ー,ア ンプ等 より構成 されて いる。

マ イコ ン等CANSY本 体 は,操 舵室内の海

図机等 の,乗 組 員が利用 しやすいと ころに設

置 されてい る。 また加速度 セ ンサ ーは,船 穂

に よって設置場所 を決めている。

マ イ クロ ・コンピュー タは,ア イ電 子測器

製 の16ビ ッ トマ シンを使 用 してい る。OSと

してCPM/86を 使 用 してお り,市 販の各種

言語,ソ フ トウェアが利用 できる。

ジャンク ションボ ックス内には,擬 似信号

発 生装置 をもってい るの で,イ ンタフェース

カー ドのチェ ックを行 うことがで きる。

CANSYリ ー ド仕様を,6-3-1表 に示す。

な お,陸 上 の 解析 シス テ ム に は,現 在

IBM-3081を 使 用 して いる。

4.今 後の課題

CANSYは,現 在のエ レク トロ技術 レベル

に対応 したシステム構成およびソフ トウェア

を用意 しているが,今 後の周辺技術の発展に

伴い,よ りいっそうの機能向上を図る必要が

ある。
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今後の課題 として,現 在考えられることは,

①大容量のプログラム記憶媒体,② 通信衛星

を利用 した運航データの送信,③ 波浪データ

の自動化,④ 気象,海 象予測データの精度向

上 と自動入力方法,⑤ 船内の各システムを有

機的に結 びつけた総合 システム化,等 が課題

といえる。

5.お わ りに

CANSYは,現 在6隻 の省エネ船に装備 さ

れている。

第1船 はすでに稼動後2カ 年を経ている。

各船の運航データを解析 した結果,経 年変化,

航路影響および省エネ効果の把握等,従 来に

比べ精度のよい貴重な運航データが得 られて

いる。

今後 も,船 舶の省人化,省 エネ化は進み,

従来に比べたいへん厳 しい環境条件において

運航する必要性がある。このため乗組員への

負担は年々大きくなっている。当社で開発 し

たCANSYは,乗 組員の負担を少 しでも軽減

するための運航援助 システムと して開発 し

た。

今後 もよりいっそうの充実を図り,乗 組員

に役立つシステムと したい。
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6 第4章

社員一斉呼び出しシステム

1.は じめ に

東京ガスは関東一円(東 京,神 奈川,埼 玉,

千葉,茨 城,栃 木,群 馬,山 梨,長 野)の 各

主要都市 を営業エ リアとし,約640万 件のお

客 さまに都市ガスを供給 している。都市ガス

の用途 は,家 庭用をは じめ,レ ス トランなど

で使用 される業務用,工 場などで使用される

産業用,そ してビルの空調用など幅広い分野

にわ たって い る。当社 の規模 は,資 本 金

1,298億 円,昭 和58年度の総売上高7,420億 円,

従業員数は12,700名 である。

東京ガスではお客 さまに安心 して都市ガス

をご使用いただけるように供給の安定,ガ ス

設備の高品質化および保安の確保を大目標に

常に技術力の向上に努めており,ま た緊急時

に備えて24時 間の出動体制を整えており,各

事業所 にサ イレン付緊急車や無線車を配置

し,休 日や夜間にも係員が常時待機,万 が一

緊急事態が発生 した場合には消防署や警察署

との緊密な連携の もとに係員がただちに,迅

速かつ万全の措置がとれるように体制を整え

ている(6-4-1図)。

今回開発 した 「社員一斉呼び出しシステム

(ONECALLSYSTEM)」 は,「まえがき」

で述べたような緊急時体制のよりいっそうの

充実 ・強化 を図るために夜間や休 日などに保

安要員 だけでは対処が困難と思われる緊急事

態が発生 した場合,必 要な人員を迅速かつ確

実に動員できるようにしたものである。現在,

当システムには緊急時に直接業務に携わる社

員約7,000人 を登録 しており,首 都圏の12支

社ならびに甲府,長 野などの6広 域支社に設

置している端末機からの指示によって,い つ

で も必要人員 を動員できるようになってい

る。

本システムは,昭 和56年6月 か ら検討を開

始 し,昭 和57年6月 に基本設計を終了し,そ

の後約7カ 月で完成 し,1カ 月間のテス トを

行って,昭 和58年3月 から稼動 している。

3.シ ステムの概要

2.開 発 の 目的

3.1概 要

本システムの特殊な要素技術としては,不

特定話者にも十分対応できる音声認識応答装

置(NEC-SR2000)を 使用 していることに

ある。そして,こ れを核にシステム制御装置
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6-4-1図 主要 な事 業所

東京都

多摩支社
●

埼玉支社
●
北部導管管理事業所

/千 住輯

● … 支 社

△ … 導管管理事業所

ロ … 工 場

◎ … そ の 他

宇都宮支社 ●

● ● 日立支社
長野支社 群馬支社

●

●
熊谷支社

●
甲府支社

と して ミニ コ ン ピュー タ(NEC-MS120)

と大 型 コン ピュー タ(IBM3081)を 有 機的 に

結合 して使用 している ことである。本 システ

ムの概念 図 を6-4-2図 に,主 要装置の諸

元 を6-4-1表 に示 してあるが,大 型 コ ン

ピュータ システムにつ いては,従 前か ら使用

しているオ ンライン ・ネッ トワーク ・システ

ムのホス ト・コンピュー タを利用 し,こ れ と

接続 した。 この ように,オ ンライン端末機

ホス ト・コンピュー タ,ミ ニ コンピュータ,

音 声認識応答装置,網 制 御装置,交 換機,電

話機 をオ ンライン接続 して,本 シス テムを構
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・+・ 図 。NECALLSYSTEM概 念図 紗

電話機 電電公社
16回 線

網制御装置 音声認識
応答装置

ミニ コン ピュー タ

NEC

MS120

NEC

SR・2000

.,ヤ ρ

ぷo▽

・

ヤ1や

ら卵 ピ ∫

～ミ
、 ・-

s'
、

童

子ぴ出し対象者

(社員宅)

( 一

『

一

←

コ ホ
ン ス

ピ ト

「 ◆
タ

IBM

3081

端末磯

廻
…

…
1

:

…

－

N

C

u

}

9,600

ピット/秒
十

～
2,400ピ ッ ト

/秒)

〉`電§舌局 ㎜
(各事業所

リモー ト監視装 置

N6300モ デル20A

6-4-1表 装 置 諸 元
(1)ミ ニ コン ピュー タ(MS120)

① 語 長32ピ ット

② 最 大記 憶 容量2Mバ イ ト

③ メモIJ－サイクルタイム510ns/4・ ミイ ト(書 込 時)

550ns/4バ イ ト(読 出 時)

④ 記 憶素 子LSI(N-MOS)

⑤ 誤 り検 出訂正ECC方 式

(2)音 声 認 識応 答装 置(SR--2000)

a.音 声 応 答部

ADPCM方 式 を採 用 してい る ため 、高 品 質音 声 に よ る電 話連 絡 が可 能 です

① 音声符号化

② 復号化方式

③ 標本化周波数

④ 音声メモリー

⑤ 語 長

⑥ 出力回線数

⑦ 出力レベル

⑧ 特性インピーダンス

⑨ 音声の作成

b.音 声認識部

① 話 者

② 認識方法

③ 認識語数

④ 認識回線数

ADPCM方 式

(適 応 差 分PCM)

8KHz

2Mバ イ ト(512秒 語)

0.128秒 以 上0.128秒 単 位 で制 御 可

16回 線 増 設単 位4回 線

(-4.5+L)VU以 下 でか つOVUを 越 えな い。

調 整 可能 です

600Ω 平 衡

選 定 アナ ウ ンサ ー に よ り,メ ー カー に て作 成

不 特 定話 者

離 散 発生 単 語 認識

最 大14語(0～9、 ハ イ,イ イエ,ド ウソ',ト リケ シ)

16回 線

築 している。

したがって,各 事業所では 「動員指示」に

必要なメニュー画面を呼び出して,呼 び出 し

対象者 と出動方法等を端末機からワンタッチ

で入力することにより,本 システムが自動的

に起動され,出 動対象者を自動編集 し電話で

呼び出し対象社員への連絡が行われる。また,

呼び出 し対象者からの音声応答に基づいて,

コンピュータは出動可否の結果を端末機の画

面およびプリンターに打ち出す。

3.2基 本機能

(1)通 知機能

端末機からの動員指示によって,動 員対象
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者ファイルから呼び出 し対象者を抽出し通知

する。

① 緊急(動 員)通 知機能

動員通知の指示を受けると,呼 び出 し対

象者に対 して緊急通知を行う。

② 動員訓練通知機能

動員訓練通知の指示を受けると,動 員訓

練対象者に対 して動員訓練通知を行う。

③ 受信訓練通知機能

受信訓練通知の指示を受けると,受 信訓

練対象者に対 して受信訓練通知を行う。

④ 再通知機能

呼び出 し対象者の電話が話 し中または不

在のとき,一 定時間後再度通知を行 う。

⑤ 通知処理中の通知指示の扱い

通知処理中に他支社か ら通知指示を受け

たときは6-4-2表 のように優先処理する。

6-4-2表 通知処理中の通知指示

処理中の

後から 指示
の指示

緊急(動

員)通 知

動 員 訓

練 通 知
受信訓練

緊急(動員)通知 × ○ ○

動 員訓練通知 × × ×

受 信 訓 練 × × ×

〈注〉 ×印:後からの指示を不可とする

○印1処理中の通知処理を中止し、後からの呼び出
し指示を実行する

(2)強 制打ち切 り機能

通知指示後 に通知を打 ち切りたい場合,オ

ンライン端末機か らの強制打 ち切 り指示 に

よって,通 知処理の強制終了を行うこともで

きる。

(3)本 人確認機能

通知を行 う際に,呼 び出 し対象者が東京ガ

スの社員であることの確認を不特定話者用音

声認識応答装置を使って行 う。東京ガスの社
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員は電話を受け,東 京ガスか らの緊急連絡 と

判断(す でに全員に対 し周知徹底 してある)

した場合,電 話の受話機から暗証を音声で話

す。

(4)結 果報告機能

呼び出し対象者全員に対 して通知処理を完

了すると,そ の結果を

① ミニコンピュータのプリンター

② ホス ト・コンピュータで編集処理 を

行った後,端 末機(表 示装置ならびにプリ

ンター)

に出力する。

(5)動 員対象者ファイルの管理

動員対象者の情報は転勤や電話番号等の変

更が発生 した都度,常 に最新の状態に維持管

理 してある。

3.3各 装置の機能

(1)端 末機

① 動員指示入力

② 呼び出 し処理中の経過表示

③ 結果状況の表示およびプリン ト

(2)ホ ス ト・コンピュータ

① 動員指示入力データの分析

② ミニコンピュータへの動員指示データ

の送信

③ ミニコンピュータの状態監視

④ 受付状況のファイル管理

⑤ 結果状況の統計処理,端 末機出力のた

めの編集

⑥ 動員←対象者 ファイル管理(バ ック

アップ用)

(3)ミ ニコンピュータ

① ホス ト・コンピュータとの通信

② 呼び出 し対象者の抽出
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③ 呼び出し対象者ごとに 「通知文」の制

御(送 信 ・組立 ・受信)

④ 呼び出し対象者ごとの動員指示内容を

音声認識応答装置へ伝達する。

⑤ 動員対象者 ファイルと各種 インデック

ス,コ ー ド・テーブル等の管理

(4)音 声認識応答装置

① 呼び出 し先への発信

② 連絡内容の通知文の自動作成と音声出

力

③ 電話機からの音声内容の音声確認と認

識

④ ミニコンピュータとの通信制御

(5)網 制御装置

① 電話交換網への発信ならびに回線断動

作

4.業 務処理 フロー

4.1業 務処理概要

業務処理概要を6-4-3図 に示 し,以 下

に業務処理手順について記述する。

① 事故等の緊急事態の発生 または訓練時

6-4-3図 業務処理概要

(端末機)

。[〕.

膏
(プ リン ター)

§ 、 酬 ・・高
・

①一
　
②

〉

に,各 支社の端末機 より呼び出 し(動員)指

示を入力する。

② 呼び出し処理の状況(呼 び出 し準備中,

電話呼び出し中,呼 び出し中間結果,呼 び

出 し完了)を それぞれの状況が変わるたび

に端末機に表示する。

③ 端末機から入力 された指示内容に従っ

て,動 員対象者ファイルから呼び出し対象

者を抽出する。

④ 呼び出 し対象者に対 して順次電話をか

けて,通 知指示内容別(動 員通知,動 員訓

練通知,受 信訓練通知)の 通知を行う。

⑤ 確認の暗証を受けとる。

⑥ 呼び出 し対象者全員 に電話をかけ終っ

た時点で,呼 び出し対象者別の応答状況を

ホス トの呼び出 し結果ファイルに送る。

⑦ 端末機か らの照会あるいはプリンター

への リスティングを行 う。

⑧ 呼び出 し結果ファイルのデータを編集

処理 し統計 ファイルに蓄積する。

4.2端 末機か らの動員指示の方法

各支社の端末機は通常オンライン ・リアル

e轍(嵩
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タイム用になっているので,こ れをTSSに

切 り換える。 その後,次 の3種 類のコマン ド

か ら一つを選択 し入力する。

① 受信訓練

② 出動訓練

③ 出動

例えば,「受信訓練」 を入力す ると6-4

-4図 のメニュー画面が端末機のディスプレ

イに表示される。

処理選択 コー ドは,呼 び出し指示のときは

`1'を
,呼 び出し結果状況表示のときは`2'

を入力する。

呼び出 しを指定(処 理選択 コー ド=1)す

ると6-4-5図 の動員指示画面がディスプ

レイに表示 される。 この画面に動員数の規模

に応 じて動員 レベル,集 合場所などを指定す

る。ここまでの操作で動員指示が完了する。

4.3呼 び出 し処理

端末機からの動員指示内容 をホス ト・コン

ピュータが解析 し,ミ ニコンピュータに対し

て呼び出し処理の起動をかける。

ミニコンピュータはホス ト・コンピュータ

から受けとった動員指示データから呼び出し

条件に該当する人を動員対象者ファイルから

検索 ・抽出 ・編集する。全員の編集が終ると

音声認識応答装置を起動 し,社 員宅に電話を

かける。

音声認識応答装置の現在は16回線同時に電

話をかけることができるようになっているの

で,ミ ニコンピュータ上では,同 時に16のオ

ンライン ・リアルタイムのプログラムが起動

し,通 知文の組立,送 信,受 信の制御を行う。

本 システムの中で中心的処理フローを6-

4-6図 に示す。「通知1」 の電話の内容は,

東京ガスの社員かどうかを確認するものであ

り,定 められた暗証の応答がない場合は,お

詫びをし電話を切る。暗証の応答があった場

合は社員宅に接続されたものと判断 し 「通知

ll」で出動内容の伝達 を行う。そして,通 知

6-4-4図 画 面 表示 例

ONECRLLメ ニュ一 方"メ ン(≡ プ'ユシン リンレン

,,リ,ン,,、.,、 ・===〉 〈口 、 、ヒ,ヨ,、 ウ,,ヲ 、一 イン 、テ1蒜 ㌘916/2467

1..,,シPイ ン イっセイ ヨヒA9.シ シシ肩

シ シ⇔ 一ド ・=〉 〈口=口 〉

ヨヒ鯵タ"シ 巾ウホウ===〉 〈[コ>0;)サ ギ'1:カ メ

2....ヨ ヒ"9"シ ケッカ シ村:ウlaウ ヒョウシ"

シ シ?コ ード===〉 〈 〉

ヒョウシ・ ホウボウ===〉 〈 〉

フOリ ント スjbトキ===〉<

1

2

3

4

5

6

卜ータル ケンスウ

シュツト帖ウOK

シiッ ト"ウ フカノウ

シュット"ウ フメイ

ゴ セツソ"う

RLL

>(フOリ ンター リンマツ 」、"ンコ`'ウ)

)一 一 一 一 一 一

×....オ つ リ

工う一....( )
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6-4-5図 動 員指 示 画 面例

・ ●■

ONECRLL ド ウイン シシ"オ メン 一 一 一 一 一 一(
ン ユシン うンレン)

・ ●

ツツP (ト ウキョウ ヒガ シ シシP)ヨ ヒ' ダ シ ホウボウ(カ メ ) 82/11/29 16/28/13

く ヨヒ・9・シ ド ウイン シシ'〉

アナうンス レへ・ル ===〉 〈 〉 (0,1.2,3,4,9 ヲ シテイ)

シ入ウ丁 ウ ハ'シ コ ,.,シ ョゾ リ===〉 く 〉 モヨリ===〉 < 〉 (1カ ショ ニ YESマQハ Y ヲ キーイン)

シシP・ エイギ コウショ メイ1 3ピ'ダ シ レペ ル :シ ■ウゴ ウ ハ"シ ョ :.

◆
●

u) トウ‡ヨう ヒオ シ シシP

◆

=

(2) フカガ ワ エイ宇 ヨウショ

(3) カン勺" エイ宇"ヨ ウショ

(4) アリクリ エイキ"ヨ ウショ

(5) ホンコ"ウ エイギ ョウシコ

(6) アラカワ エイキ"ヨ ウショ : :

(7) : :

(8) : :

(9) : :

(10) : :

ド ウイン シシ' カリニン===〉 く 〉(CK-NO)

うめケ プ ヨウキョウ.,...( )

〈注 〉 受信訓練 ジュシン クンレン

出動訓練 シュツ ドウ クンレン

本 番 ホンパ ン

llの質問形式で出動の可否について問われた

とき,社 員は暗証で応答 し,こ れを音声認識

応答装置が確認する。

ミニコンピュータは抽出 した呼び出し対象

者全員 に電話 をか け終 ると,ホ ス ト・コン

ピュータに呼び出 し対象者名,結 果(出 動の

可否,不 明,不 在等)の リス トを送る。また,

一定時間ごとに呼び出し途中経過を端末機に

表示する。ホス ト・コンピュータはこのデー

タを呼び出 し結果 ファイルに書き,"呼 び出

し完了"メ ッセージを端末機のディスプレイ

に送信 し,メ ニュー画面に戻す。

4.4必 要人員確保のための自動処理対応

について

ホス ト・システムでは,事 故規模によって,

基準テーブル,実 績情報(統 計ファイル)等

を参照し,動 員数,呼 び出し対象者 を自動設

定することもできるようになっている。

4.5呼 び出 し結果状況

メニュー画面の処理選択 コー ドに`2'を 入

力し,表 示方法を選択 し入力するとホス ト・

コンピュータは呼 び出 し結果ファイルか ら

データを読んで,端 末機から入力された表示

方法に従って編集処理を行い,6-4-7図

のようにディスプレイに表示,ま たは6-4

-8図 のようにプリンターに打ち出す。

4.6呼 び出 し処理の所要時間

動員指示を入力してから呼び出 し完了する

までの標準時間は,呼 び出 しする人数によっ

て異なり,こ れは6-4-9図 のとおりであ

る。
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6-4-6図 処 理 フ ロー

不 在 か

話し中か

N回 目の

実行か.

4.7動 員対象者 ファイルの更新

本 システ ムには,現 場第一線 の社員約

7,000人 が登録 されている。社員情報 は常に

最新の状態に維持するために

① 電話番号等の重要な情報を事業所の端

末機から常時オンラインで更新する。

② また,従 前から稼動 している人事管理

システム(当 社では処遇情報システムと呼

んでいる)が,毎 月1回 総合的なデータ更

新を行っているので,こ れの異動情報に

よって本 システムに必要なデータの更新を

行 うようにしている。

5.本 システムの特長

① 音声応答機能を使用 しているが,端 末

機からの出動内容指示に応 じて通知文を文

節合成によって自動組立 しているので通常

の会話文と違和感もない。また電話の音声

もきわめて明瞭でかつ自然である。
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6-4-7図 呼び 出 し状 況 トー タル 件 数画 面

ヨピダ シ シ●ヨウ‡ヨウ ト●9ル ケンスう カ・メン ーー工ー一(シ ・ユシン うンレン)
「シシPメ イ」.◆.... トウ宇5う ヒカ・シ シシP82!11!1θ17/49!47

「ヨヒ・勺■シ ホウ約 」.,.,.,カ メ(1)カ イメ

「アナウンス レへ・ル」
,,....1

「シュうコ・う ハロシコ」...,..シ ョソロリ カシ3

シシp・ エイ‡4ヨ ゥショ メイ;ヨ ヒ・¶旨・シ レへ・ル:CK;フ カノウ:フ メイ:コ ・セツ:ト ー9ル

◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆

1 トう宇コウ ヒカ・シ シシP: 123 14 :2 Ot 0: 16

2 フ角力・ワ エイ宇 ヨウショ: 1 6 ;1 0: 0: 7

3 ト●タル 言 0 0 23

4 8 ひ27 1

5 :

6

7

t

8

9: : ;1 :: :

10: ;: : :: :

11: : ‡; : ::

6-4-8図 呼び出し状況件数 リス ト出力結果

ヨ ヒF ,"シ シ ・ ヨ ウ 千 ヨ ウ ワ ニ' ヌ ウ リ ス ト(プ'1シ ニ'》

トウ⇔oヒ が シ シシ, 11炉 ツ18二 弓 17.49.47 1‡ ⊃℃'メ

ヨヒ・,"シ 紡 糸ウ... カメ ア丁ウ=ノ文 し∧"ル ・ ◆. `シ ユリコ"ウ '、"ン ヨ... ショソ"ワ カ 三'9

l

lヨ ピ`,飼:'

l
l ヨ 七1.

ll

,"シ|ヨ ヒ`',"…' ヨ ヒ",`・ ツ

1
|

ll

ヨヒ"ヲ"シ1コ ヒ"穿'
.シ1

i

ヨヒ・ク■ツ1 コた ・'ヲ"シ

1(0) 1 《9 1(2) (3か 1 (4)1(5,1 《ω1 ト':'丸

`o苧 ヨリ ヒn'シ 三'シ,

フnオ ワ エ・臼"3ウ 三已

,イ …'三)ウ

OK

フ.1'

,・ボ三'ヨウ

Olく

フ メ ・、

l
l

|
|
l
l
l
|

1
|
1
|

0

0

0

1

1

0

1
l
l
l

l
l
l
l
l

I
I
l

1
513
11
5131
1
010
|

2111

1111

110

2

2
l
lO
l
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l
ll
l
lO

1|
2131
11

2111
11

0121
1

11111

{111
1010

1

11
1
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1

011

0!|

Ol!

Ol

16

14

2

7

6

1
1 1 1 1 ll i

トーう膓 ヲイヨコウ l
l
1 1
)
716 13

| 1213 1i| 23

Oiく l

l
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1
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② 不特定話者用の音声認識機能を使用

し,認 識 しやすい暗証にしているため,指

令者は出動可能者数などを確実かつ迅速に

把握できる。

③ 不在や話 し中,夜 間の場合など電話が

かか りにくいときは,再 度一定時間経過後

自動的に呼び出す機能を有 している。

④ 連絡内容の印象を強くするためにさま

さまな工夫をしている。例えば,放 送の頭

に チャ イ ム の音 を入 れ る な ど 「ONE

CALLSYSTEM」 であることを強調 して

いる。
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6-4-9図

呼び出し人数に対する呼び出し完了

までの標準時間(分)

19

18

17

16

15

14

13

標12

準11

10

時9

iLfi8

7

(分)6

5

4

3

2

1

揚
修へ

z
修膨

修 修
z

一一…

%修
%

z∴
修

102030

⑤ 通知の種類によって,「女性」,「男性」

の声を使い分 けている。また通知文の中で

出動方法をはっきりさせるために「うさぎ」

「かめ」 といった表現方法をとっている。

具体的には以下 のような内容になってい

る。

1)通 知が女性の声

受信訓練なので内容を聞いて応答する

だけで,出 動は不要である。

2)通 知が男性の声

男性の声の場合は,通 知で指定 した場

所に出動する。もし通知の頭で 「ドラム」

の音が鳴ったときは本出動。 ドラムの音

が鳴 らないときは出動訓練を意味する。

3)「 うさぎ」の方法で……の場合,い

ちばん早い方法で出動することを指示 し

ている。また 「かめ」の方法で……の場

合は通勤ルー トで出動することを指示 し

ている。

405060708090100人

(呼 び 出 し人 数)

⑥ 各 事 業 所 の 端 末 機 ホ ス ト・コ ン

ピュータ,ミ ニ コンピュー タ,音 声認識応

答装置,電 話機 はすべて オンライ ンで接続

して いるため人間が介在 しないでオペ レー

シ ョンで きる。

⑦ 本 シス テムはホス ト・コンピュー タと

連動 して いるが,ホ ス ト・コン ピュー タが

止 ま って いるときは,切 り離 して呼 び出 し

指示 ができる ようにな っている。

6.導 入効果

① 緊急時という時間との勝負のなかでの

呼び出 し時間の節約と伝達内容の正確化

連絡時間をハ ン ドによる方法より大幅に

短縮できるとともに,伝 達内容 を1人 のオ

ペ レーターがワンタッチで正確 に伝えるこ

とができる。

② 出動可能な人員の早期把握と追加動員
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の早期指示が可能

出動可能な人員 を端末機の画面および出

力 リス トですばやく把握できるので,必 要

技術者の確保や処理班の編成など緊急時体

制の強化が図られた。

③ 出動訓練の効率化

出動訓練 を各事業所ごとに実施 している

が呼び出 し時間の短縮により,早 朝時など

には遅滞なく多人数の訓練を一斉にかつ整

然と実施でき,訓 練の効果があがる。

④ 連絡する要員の省力化

各事業所の端末機から1人 のオペ レータ

ーが簡単な画面入力操作で指示できるので
,

大幅に省力化が図られる。特に緊急時の省

力化であるため,そ の効果はきわめて大き

い。

⑤ 電話連絡網の作成 ・維持管理とその徹

底がいらなくて済む。

7.今 後の課題

7.1社 員およびその家族への受信応答の

徹底

昭和58年 か ら稼動 を開始 した本 システム

は,現 在各事業所において,順 調にかつ確実

に定着 しているが,社 員の家族が受話機 を

とった場合でもより確実に応答できるように

徹底 していくこと。

7.2他 分野への応用

本 システムのように音声認識とコンピュー

タとを組み合わせることによる応用技術は,

今後多くの可能性 をもっているものと考えら

れ他分野への応用範囲も拡がると思う。

本システムは,緊 急時の呼び出 しシステム

として完成 しているが,東 京ガスでは音声認

識応答装置の機能をフルに活か した他分野の

アプリケーションの開発を行い,幅 広 く活用

していく予定である。また,本 システムは緊

急時に多数の方々の動員あるいは連絡を必要

とする企業,官 庁などにも応用できる有効な

システムと考えている。

7.3音 声 メモ リーへの音声登録の追加 に

ついて

事業所等の追加時に音声メモ リーへの音声

登録の追加を行っているが,シ ステム ・メン

テ期間短縮 を図るためにもシステム設置カ所

で簡単にできるような技術開発が望まれる。
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1

6 第5章

マイコン用ビジネスグラフ

作成プログラム(BG/M)

1.BG/M開 発 の背景

昭和56年 ご ろ,㈱ ステ ラシステムがBG/

Mの 商 品化 計 画 を始 め た当時,ビ ジネス ・

グ ラフ ィック ・パ ッケー ジを提供 してい る企

業 は,IBM,Tektronix,Magtek,BellNor-

thernReseach,Issco,DEC等 の米 国企業 だ け

で,し か もすべ て大型 ま たは ミニ コン用の ソ

フ トウェアだけであった。

また,当 時米 国のIDC社 の 調査報告 は,「今

後 の ビジネ ス ・グラ フィックスの市場 は年率

35～50%成 長 す る」 と予測 し,ま た,Com-

puterSystemNews紙 は 「年 々40%成 長 し,

市 場 規模 は1981年 の4億 ドル(900億 円)が,

1985年 に は16億 ドル(3,800億 円)に 達す る」

と してい た。

㈱ ステラ システムでは,

① 業種 を問 わず,そ の利用 分野が広範囲

である こと

② オ フィス(ホ ワイ ト・カ ラー)労 働力

の多 くを占 める管理者層 の生産性 向上 に大

き く寄与す ること

③ ハ ー ドウェアの発展(性 能 ア ップ,コ

ス トダウ ン)に よ り,ま す ます利用 しやす

くな った こと

④OA改 革 に不可欠 なツールである こと

の理 由に より,市 場性 あ りと判断 し,利 用形

態 と して は,

1)自 社 内大型 ホス ト利用

2)TSS等 の セ ンター利用

3)ミ ニ ・コンピュータ利用

の従来の利用形態 よ りも,

4)ス モ ール ・ビジネス ・コン ピュータ

(パ ソコン)

に よる利用 が,今 後 は最 も有望視 され ると判

断 した。特 に今後 ハー ドウェアの進歩 は著 し

く,低 価格16ビ ッ ト・マイ コンの出現,高 分

解能 カ ラーCRTデ ィスプ レイお よび高性 能

プ リンター等 の開発 に より,ビ ジネス ・グラ

フィックス利用 に関 するハ ー ドウェアの制約

は ほぼ解消 され,価 格 的に も年 々2～3割 ず

つ低 減す るとの見地 に立 って ,16ビ ッ ト ・パ

ソ コン用 ビジネス ・グラフ ィックスの開発 を

開始 した。

また一方,ビ ジネス ・グラフィ ックスの世

界 では,ソ フ トウェアの比重が きわ めて高 く,

多 くの ソフ トウェ ア技術 要素 が必 要 とされ

る。特 に,デ ー タベー ス技 術 や漢 字処 理 技

術 と も深 い関連 を もたせ なけれ ば な らない

し,ま た,エ ン ド・ユ ーザ ーが 自由に使 える
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「フレン ドリー ・システム」でなければなら

ない。したがって,グ ラフィック用ソフ トに

は,奥深 さとともに幅広い技術が要求 される。

当時市場 にはマイコン用ビジネス ・グラフ

・パ ッケージが出回 り始めていたが,いずれも

先に述べた条件を満たし得ないのみならず,

① 扱えるグラフの種類がきわめて少ない

② 機能がきわめて貧弱である

③ 漢字 を扱えるものがほとんどない

④ 素人には使えない

等の欠点が多く,ビ ジネスマンが実際の業

務に利用できる状態にはほど遠い実情であっ

た。

16ビ ット用マイコンを対象に,プ ログラム

もコマ ン ドも不要な 「誰にでも簡単 に使え

て」,し かも 「機能的に上述の欠点を完全 に

カバー した」 「低価格」 な本格的 ビジネス ・

グラフィック ・システムを提供することによ

り,市 場の拡大を目指 した。

2.シ ステムの説 明

BG/Mは,メ ニュー画面をとお してグラ

フ作成者 と 「対話する機能」と,グ ラフ化の

条件を理解 して「作図する機能」が一体となっ

たシステムである。当初 より,ユ ーザー ・イ

ンタフェースを最重要視 して開発 され,対 話

の容易性 を実現 している。メニュー方式にあ

りがちな冗長性を避けながら,柔 軟性のある

使いやすい日本語によるメニュー方式となっ

6-5-1図BG/Mの マ ス タ ー ・メ ニ ュー 画面

ビ ジ ネ ス ・グ ラ フィッ ク ス(BG/M)マ スター ・メニ ューV3.0

1.棒 ゲ ラフ

7..AOIt-F図

2.折 れ線

8.絵 ゲ ラフ

騨

簸

13.フアンチャート14.勧 〉ラフ

!'!

●■

3.円 ゲ ラワ

捲織轡

9.地 図

ノ
15.面 ゲ ラワ

4.レ ータ"一チTト5.ボo一 トフオリオ6.ヒ ストケ"ラム

10.散 布図

㌔:♂」'

♪〔

16.絵 登 録

国
11.ス テレオゲ'ラム12.カ"ン トチrト

国
17.万 イル切替18.終 了

回
ゲラフ番号:Ω1

1)～タ唖2)盲 唖3){士 」二tデ4)綱5)緬6)僻7)鵬8)熟R吾9)10)ヘ ルウ。
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ている。以下,BG/Mの 機能 と特徴を説明

する。

2.1BG/Mの 機 能 概要

(1)ま ず6-5-1図 に示す よ うな17種 類

の基本 グ ラフが作 図 できる。 また,そ れぞれ

のグ ラフが もつ選 択機能 によ り,実 に52種 類

もの グラフが作成 できる。

(2)次 に,グ ラフ別 に,図 の形,色,柄,

方 向,重 ね合 わせ,線 の種 類,幅,デ ータ ・

マー クを指定 ・選択 で きる。平 均,百 分率,

度 数累積 計算 を行 った り,ま た,脚 注,説 明

文,作 成年月 日などの表示がで きる。

(3)さ らに,グ ラフを表示す る位 置や大 き

さ,作 図の原点 やエ リアを 自由に変更す るこ

とも可能 である。

2.2BG/Mの 特徴

一般的に
,思 いどおりのグラフを描くため

には,そ れだけ複雑な操作が必要 となるが,

BG/Mで は簡単な操作で細かい指定が行え

るよう,次 のような機能を用意 している。

(1)必 要最低限の入力でメニュー画面の各

項目の指定が行えるよう,多 くの 「デフォル

ト値」(シ ステムが 自動的に決める値)が 設

定されている。例えば,デ ータ名称 と,デ ー

タ入力だけで,あ とはシステムに任せて作図

させることが可能である。作図結果が気 に入

らなければ,デ フォル ト値を好きな値に変更

することにより,納 得のいく図を描 くことが

できる。

(2)操 作の途中で意味のわか らない項 目に

出会ったら,「ヘル プ機能」を用いて,そ の

項目の説明文を表示 させることができる。ヘ

ル プ ・メッセー ジはすべ ての グ ラフの メ

5章 マ イコン用 ビジネス グラフ作成 プログラム(BG/M)

ニュー画 面(約30個)の す べて の項 目(約

350個)に 対 して用意 されて お り,ユ ーザ ー

が操作 の途中 で,そ のつ ど,マ ニ ュアルを見

た りせずにす むよう工夫 されている。

(3)入 力 の間違 い を検出す るとブザ ーが鳴

りカー ソルがその場所 を明示 して その理 由を

表示 するエ ラー ・チェ ック機能 がある。「デー

タ入 力時」「作 図処理依頼時(警 告 と致 命的)」

「作 図処理 時」 に分 けてエ ラー表示 を行 うの

で,的 確 かつ迅速 に対処 することが できる。

(4)作 図 の結 果 をみ て,「 ここ をこ う直 し

たい」 とい った,新 たな要求が出 てくるのが

普通 で ある。BG/Mで は,作 図処 理後,メ

ニュー画 面 に戻 って先 の指定 を一 部変更 した

り,新 しく追加 した りして,再 び作図 を行 う

ことがで きる。何回 で も試行錯誤 を繰 り返 し

納得 のい くグ ラフを描 くことが できる。

(5)デ ー タは直接 キーボー ドか ら入 力す る

以外 に,フ ァイルか ら読 む こともで きる。 ま

たMultiplan,d-BASEllと の インタフェー

ス も用 意 され てい るの で,こ れ らの ソフ ト

ウェアのユーザーは,よ り便利 にBG/Mが

使 用 できる。

BG/Mの 機 能 お よび特徴 を説明 して きた

が,こ こでBG/Mの 稼 動環境 を6-5-2

図 に 示 す。16ビ ッ トの パ ー ソナ ル ・コ ン

ピュー タ で,cPuはi8088ま た はi8086,

MS-DOSま た はCP/M-86を 搭 載 し,640

×400ド ッ ト以上 の解 像 度 のCPT,フ ロ ッ

ピーデ ィスク2台,JIS第1水 準以上 の漢字,

漢 字 フォ ン トは16×16ド ッ ト以上の ものであ

れ ばほぼ全機 種に適応 で きる。

2.3シ ステム概要

システムは,大 きく2つ の機能に分割 され
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6-5-2図

BG/Mに 必 要 な ハ ー ドウ ェ ア

と ソ フ トウ ェア CPU

i8088ま たは

i8086

ユーザー用

RAM

128KB

カラー

CRT

CP/M・86

または

MS・DOS

OS用RAM,VRAM。 漢字 用ROM

または漢字用RAMは 別に必要。

漢字はJIS第1水 準+α

解 像 度640×400ド ッ ト以 上,

8色 カ ラー

フ ロ ッピ ー ・5%ま た は8イ ンチ

デ ィ ス ク ×2台,両 面 倍 密 度

漢字プ リン ター カ ラー ・プ リン ター,

(オ プ シ ョン)カ ラー ・ハ ー ド・コピー装 置

オペレーテ ィング ・システムにカナ漢字変換入力など

日本語処理機能が組み込まれていれば.さ らに便利

てい る。 ひとつ はユーザーが実際 にシス テム

と対 話 し,シ ステム を操作 する部分 であ り,

ユ ーザー インタフェース ・モ ジュール(UIM)

と呼 ばれ る。 もうひとつ は,グ ラフ作図処理

の部 分で あ り,ラ ンタイム ・プロセ ッサ ー ・

モ ジュー ル(RPM)と 呼 ばれ る。UIMの 基

本 と な るの は,メ ニュー画 面定 義 プ ロセ ッ

サー(GEN)で あ る。GENは,例 え ば,①

シス テ ムか らの表示 とユ ーザーが入 力 した

デー タの表示 とを色分 けする,② ユーザーが

入 力 す る項 目数 を最 少 限 に抑 え る,③ エ

ラー ・チ ェックを強化 すると同時 にエ ラー時

に対処 す る,④ ヘル プ ・メ ッセー ジを出 して,

で きる限 り対話 を中断 させない ようにする,

⑤ 画面 の切 り替 えや カー ソルの動 きを自由に

して試行錯誤 を容易 に行 える ようにする一

などの機能 をもつ。

メニ ュー定 義 プ ロ セ ッサー(GEN)は,

定 義 され た デー タを,次 に示 す メニュー ・

パ ーサー(MPS:MenuParserSubmodule)
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6-5-3図BG/Mの 内 部構 造

面 グ ラフ ・

ルー チ ン

折れ線グラ
フ・ルーチン 捧 グラ フ・

ルー チ ン

GESR

グラフ別専用
ルーチン群

RPM

グラフ作図処理

プロセッサー

BG/M

シ ステム ・

コン トロー ラー

口
GCSR

グラフ聞共用

ルーチン群

↑

DSR

OS・ デバイス

依存ルーチン群

7

7

下

元

GGSR

基本図形処理
ルーチン群

GFAR

ファ イル 』・ア ク

セ ス・ルーチ ン群

UIM

コン トロー ラー

HLP:ERR

ヘ ルプ とエ ラー

出 力 ルー チ ン

MPS

ノニ ユー ・

パ ーサ ー

MF

ヘ ル プ と エラ ー ・ノ

ッセ ー ジ ・フ ァ イル

GBTフ ァイル・

グラフ仕様

内部テーブル

GEN

ノニュー画面定

義プロセッサー

MBF

メニュー定義

内部テーブル

GF

グラ フ ・

ファ イル

MDT
メニュー定義

テーブル

が効率 よく動作 でき るようにBG/M用 内 部

テー ブ ル に変 換 す る。 この テー ブ ル を メ

ニ ュー定 義 内 部 テー ブ ル(MBT:Menu

BinaryTable)と 呼 ぶ。 メニュー画 面 を通 し

て の 対 話 は,メ ニ ュー 定 義 内 部 テー ブ ル

(MBT)か ら の 間 接 指 示 に基 づ い て メ

ニュー ・パーサー(MPS)が 実 行する。ユ ー

ザ ーが入力 したデー タは受 け付 け可 能か否か

解析 され,正 しいと判断 され ると作 図処 理の

ため のBG/M用 内 部 テー ブル に格 納 され

る。 この テーブルを グラフ仕様内部テーブル

(GBT:GraphBinaryTable)と 呼 ぶ。 グラ

フ作成 の仕様 は,対 話 を通 して,グ ラフ仕様

内部 テーブル(GBT)に セ ッ トされ てい く。

ユ ーザ ーはいつで も作 図の指示 を出す ことが

で きる。 またいつで もその ときの状態 をフ ァ

イルに保存す ることがで きる。BG/Mで は,

こ のフ ァイルを グラフ ・ファイル と呼ぶ。作

図 はラ ンタイム ・プロセ ッサ ー ・モ ジュール

(RPM)に よ ってGBTを 参 照 しなが ら行

われ る。

以上,簡 単 に システムの 内容 を説明 したが,

各 モ ジュール の関 係 を6-5-3図 に示 す

(出 力例 はカバー折 り返 し参照)。
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n編7部 世界の コンピュー タ産業の動 き

7 第1章

lBMとAT&T

1.独 禁法の足かせから逃れた2大 巨人

1982年1月8日 は,コ ンピュー タ産業 に

とって永く記憶に留められる日となった。こ

の日,米 国司法省は長期にわたって続けられ

た,IBMとAT&Tに 対する反 トラス ト法

(米国の独占禁止法)訴 訟を結着させる旨の

発表 を行ったのである。

IBMとAT&Tは,と もに米国の代表的

なビッグ ・ビジネスで あ り,IBMは コン

ピュータ市場において,AT&Tは,電 話網

をはじめとする通信サービス市場において,

ガリバー型と呼ばれる寡占的な市場支配 を続

けてきた。

そのため,米 国の独占禁止法当局である司

法省は,こ れまでにも両社 に対 し何度か独禁

法訴訟 を提起 し,そ のつど,両 社は,様 々な

制約 を政府か ら受 けることになった。とりわ

け,IBMは,1960年 代末か ら,80年 代に到

るまで,司 法省のみな らず民間の競合企業か

らも独禁法違反のかどで多 くの訴訟を提起 さ

れてきたものである。その結果,法 廷外での

和解などの条件 として,企 業分割に応 じざる

をえないことにもなったのである。(例 えば,

1973年 のCDC,ControlDataCorp.と の法

廷外和解の条件と して,情 報処理サービス事

業部門から撤退せざるをえなくなり,子 会社

のServiceBureauCorp.をCDCに 売却 し

た。)

しか し,こ れまでIBMとAT&Tに とっ

て,企 業行動を制約する最大のものは,1956

年に両社が司法省とそれぞれ合意 した 「1956

年同意審決」であった。この同意審決は,当

時,や はり司法省から両社に提訴されていた

独禁法訴訟 を終結 させるための和解条件 と

なったものである。

ここで,IBMは,特 許を今後 とも一般 に

公開すること,機 器 を購入するユーザーに対

し賃貸の場合より不利な価格その他の条件を

つけてはならない,情 報処理サービス業につ

いては別会社でこれを実施すること等に同意

したのである。

一方,AT&Tは,1956年 同意審決で,公

衆通信業務(連 邦通信法に基づ く料金規制の

対象となる役務および施設の提供)以 外の業

務を行わないことが定められた。つまり,連

邦通信法に基づいて連邦通信委員会(FCC)

により規制されるサービス以外の事業,例 え

ば,コ ンピュータ ・サービス事業には進出 し

えないわけである。
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1章IBMとAT&T

しかし,近 年,コ ンピュータ分野と通信分

野の融合は次第に顕著となり,デ ータ通信分

野においても単なるデータ伝送に留まらない

データ処理類似のニーズが増大 している。

そのため,AT&Tは,1970年 代末にコン

ピュータと同様の機能をもつ通信端末装置を

売 りだ したのをはじめ,高 度通信サー ビス

(AdvancedComm皿icationsService)を 発

表 し,コ ンピュータ寄 りの分野に積極的な攻

勢をかけてきた。FCCは,一 度はACSを 認

可 しない態度にでたが,1980年4月,「 第2

次 コンピュータ調査」の結論 として,AT&

Tは 完全分離子会社を通 じてならば,高 度通

信サービスを提供 してよいとしたのである。

しか し,こ のFCCの 決定においても,通

常の通信サービスと高度通信サービスの境界

が明確でなく,そ の後も論議の的となってい

た。1982年1月 の同意審決は,従 来のAT&

Tの 懸案に解答 を与えたものだ。この審決は

同年8月,裁 判所手続 をすべて終え,ほ ぼ原

案 どお り成立。その結果,AT&Tは1984年

1月1日 を期 して分割 されることとなった

が,同 時 に1956年 同意審決は失効とな り,

AT&Tは 新分野進出にフリーハン ドをもつ

ことになったわけである。

このように,AT&Tは,コ ンピュータ分

野への進出の代償として,企 業分割を受 け入

れることとなったが,一 方のIBMは,完 全

に訴訟に勝利 したといえる。1982年1月8日,

司法省は,対IBM訴 訟を取 り下げたためで

ある。

司法省の対IBM訴 訟 は1969年 に提起 され

たものだが,以 来,IBMは,こ の訴訟 を考

慮 し,さ まざまな自己規制を加えてきたとさ

れる。例 えば,CDCと の和解により撤退 し

た情報処理サービス分野については,6年 間

の拘束期間が経過 した後,1980年 代に入って

も再進出 しなかったことなどである。

はたしてIBMは,独 禁法訴訟の決着直後,

1982年2月 に,全 米主要都市 を結ぶ情報処理

サー ビス,IBMイ ンフォメーション ・ネッ

トワーク(IN)を 開始 しているのだ。

このように,IBMとAT&Tが ともに独

禁法訴訟の制約を逃れ,こ れまでとは比較 に

ならない自由な立場で企業戦略を展開するよ

うになったわけである。

2.新 分野に積極参入するlBM

1982年 以後,IBMは 積極的に他の企業 と

の提携に乗 り出すとともに,通 信分野をはじ

めとする新たな事業分野への積極的な参入が

目立 っている。

そのひとつが1982年7月 のグリーンウィッ

チ ・リバティ一社の設立である。 これは,全

米屈指の証券会社メリル ・リンチと合併で設

立 したリース会社で,前 年 に設立 したIBM

クレジッ ト社(IBMC.C.)に よる割賦販売

に加え,従 来の自社 レンタル/リ ースにはな

い新 しいリース方式を提供するとともに値引

き策など柔軟な販売方式を打 ち出したもので

ある。

さらに,米 国のコンピュータ業界に衝撃を

与えたものとして,1982年12月 に発表 された

インテルへの資本参加があげられる。インテ

ルは,半導体の代表的企業であり,マ イクロ ・

プロセッサー ・ユニ ット(MPU)の 分野で,

32ビ ッ トMPUを 最初に発表するなど高性能

のMPUを 次々と開発 している企業と して知

られている。
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IBMは,当 初 インテル株式の12%を 握 り,

その後,持 株比率 を30%に 拡大 し,支 配力を

強化 した。

IBMの インテルへの接近の理由として,

ひとつには,IBMが1980年 代に入って開始

した半導体部品の外部調達を安定的に行える

ようにすることがあげられる。次に,イ ンテ

ルの イノベーティブな技術開発力 は,IBM

にとってもきわめて魅力的だということであ

る。

IBMの オペル会長 は,1990年 のデータ処

理産業の規模 を1兆 ドルと予測 し,IBMは

その2割 程度を確保すると宣言 している。そ

のため,IBMは,80年 代に年率17%以 上 で

売上高を拡大する目標を掲げている。

しか し,IBMが この売上高伸率 を持続す

るには,従 来の市場に依存するだけでは難 し

いとの見方が有力である。

すなわち,今 後のデータ処理 ビジネスで急

成長が予測 されるのは,コ ンピュータと通信

の融合した分野だとみられるためだ。それは,

ロー カル ・エ リア ・ネッ トワーク(LAN)

や付加価値通信サービス(VAN),ビ デオテッ

クス ・サービス等である。

近年,IBMは,こ うした急成長の予想 さ

れる分野に積極的に参入する姿勢をみせてい

る。

1984年 には,2つ の合併事業 を開始すると

発表 して注目を集めた。ひとつは,巨 大なテ

レビ網をもつCBSと 流通業界大手のシアー

ズ ・ローバック社と業務提携 したビデオテッ

クス ・サービスである。これは,月 額30ド ル

の料金で,ビ デオゲームやカタログ販売,ホ ー

ムバンキ ング,広 告 といった内容を契約先に

提供するものである。

も うひとつ は,米 国の証券業界大手の メ リ

ル ・リンチ社 と合 併会 社 を設立 して行 うデー

タ ・サ ー ビスであ る。 これ は,メ リル ・リン

チ社 の株式情報 や金融サー ビス ・プログ ラム

をIBMの コ ン ピュー タ(プ ロ トタ イプ ・シ

ステムで は,パ ソコンPC3270)に よ り金融

サー ビス業界 に提供 するものである。

3.SBSの 支配権強化 とロルム買収

IBMは,衛 星通信サービス会社のSBS(サ

テライ ト・ビジネス ・システム社)を 通 じて

1981年1月 か らサービスに乗 り出す一方,通

信装置メーカーのマイテル社と技術協力関係

を確立するなど,か ねてか ら通信分野に意欲

的であった。マイテル社 との間では,大 型コ

ンピュータ用のスイッチング ・システムを共

同で開発 してきたものである。

しか し,IBMは,1983年 に米 国の交換機

の代表的メーカー,ロ ルム社の株式の15%を

取得 し,提 携関係に入ったため,マ イテル社

との技術協力を解除したのである。

その後,IBMは ロルム社の持株比率を23%

にまで高めたが,1983年6月 の提携開始の際,

IBMの 持株比率 は30%を 越 えないとされて

いたものである。

しかし,IBMは,1984年9月 末,ロ ルム

株の全面買収に乗り出すと発表 した。

ロルム社は,1969年 の設立で,比 較的歴史

が新 しいものの,米 国PBX市 場では,AT&

Tお よびノーザン ・テレコム社に次いで第3

位のシェアを誇る企業である。

しかしながら,上 位2社 が豊富な資金力を

背景 にした技術 開発力に自信 をもつのに対

し,最 近のロルム社は業績 にやや伸 び悩みが
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みえ,研 究開発投資額に限界があり,一 方,

IBMは ロルムのもつPBXを はじめとする通

信機器のキャリアが浅く,こ こで両者の利害

が一致 したと推定 される。

こうして,IBMは,オ フィス ・システム

の通信分野については,ロ ルム社 を買収する

ことで戦略展開を図っていくと目されるが,

オフィスを離れた通信分野においても積極的

な姿勢が目立っている。そのひとつが,先 に

述べたSBSの 支配強化である。

SBSは,1972年,コ ムサ ット・ゼネラル,

MCI,ロ ッキー ド・エアクラフ トの3社 の合

弁で設立された。衛星通信 システムに基づい

て,全 世界をカバーする電気通信ネッ トワー

クを確立するとい うのが同社の設立趣 旨で

あった。設立当初は,親 会社3社 の頭文字を

とってCML・ サ テライ ト・コーポ レーショ

ンという社名であったが,設 立後まもない

1973年,ロ ッキー ド社 とMCI両 社 は,こ の

衛星通信会社から撤退 し,持 株 をIBMに 売

却したため,IBMが 一躍,過 半数の持株シェ

アを握る大株主になったわけである。

しか し,IBMの 通信分野への道 は平坦で

はなかった。通信分野 は,連 邦通信委員会

の規制を受けるが,そ の規制を待つまでもな

く,独 占禁止の観点か ら,連 邦取 引委員会

(FTC),司 法省 がIBMの 参入 に強 く反対

し,さ らに通信業界やコンピュータ業界も反

対の姿勢を示 したのである。

こうしたなかで,FCCは,1975年 に,一

度はIBMのSBSへ の参加を却下 した経緯

がある。その後,FCCは,1975年 末 に 「第

3の パー トナー」 を加えて,IBMの 支配権

を弱めるという付帯条件をつけて,国 内通信

業者として認可したのである。
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こう して,SBSは,エ トナ生命保険,コ

ムサ ッ ト・ゼネラル,IBMの3社 の合弁会

社 として事業開始にむけ準備を整え,1981年

1月 にサービス開始の運びとなった。

なお,SBSは,1982年9月 に,FCCか ら

国際通信業者としても認可され,英 国のブリ

ティッシュ ・テ レコム(BT)と 相互接続が

可能となるなど,世 界的通信ネッ トワークの

構築に向け動き出 している。

SBSが,現 在実施 しているサー ビスと,

今後予定 しているサービスは以下のとおりで

ある。

①CNS(カ ス トマーズ ・ネットワーク ・

サー ビス)-A大 口ユーザーが対象。ユー

ザー構内の専用地球局 により,デ ータ伝送,

高速 の文書伝送,テ レビ電話会議などの

サービスを提供。

②CNS-B共 用の地球局と専用地球局

を結んで低価格のサービス(音 声,デ ータ)

を提供。

③ メッセージ ・サー ビス 小規模 ユー

ザーを対象に,WATS(定 額割引料金によ

る自動発信通話や自動着信通話)を 対象と

する広域電話サービスの提供。

ただ し,SBSの 業績は,必 ず しもよくない。

1983年 度の売上高は1億4,180万 ドルにとど

まり,1億2,310万 ドルの赤字 を計上する状

態である。そのため,IBMは,1984年1月,

現職 の副社 長 であ るシュバル ツ副社長 を

SBS社 長と して送 り込み,人 員の15%削 減

などテコ入れに乗 り出 している。IBM経 営

陣が他社の社長を兼務するのは異例のことで

ある。

一方,FCCは,こ うしたSBSの 現状 を踏

まえ,AT&Tに みられるディレギュレーショ
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ン(規 制 緩和)の 方 針 に沿 って,SBSに 対

して1977年 以 来課 していた営 業面 での制約 を

撤廃 してい る。す なわち,1984年5月 をもっ

て,SBSとIBMが 共 同マー ケテ ィングして

も よい と した わけ で ある。す な わ ち,IBM

の セ ールス部隊がIBMの 顧 客 にSBSのCN

サ ー ビスや スカイライ ン等 のサー ビス をコン

ピュー タ ・システム とセ ッ トで販売 しうるよ

うになったのである。

その うえ,1984年7月,SBSの 赤 字 に音

を上 げた コムサ ッ ト社 がSBSか ら撤退 した

ため,IBMが そ の持 株 を引 き取 り,持 株 比

率 を60%に 高 め た。 この ようにIBMとSBS

の 関係 はきわめて緊密 なもの となっている。

4.2年 後 にLANを 提供

米国 では,企 業 内の情報処 理機器 を相互接

続 し た ロー カ ル ・エ リ ア ・ネ ッ トワー ク

(LAN)の 需 要 が急 速 に高 ま って い る。 こ

の分野 において は,イ ーサ ネ ッ トを擁 するゼ

ロ ックスな ど早 くか ら参入 したメーカーがす

でに多数存 在す るが,通 信分野 に比較 的遅 れ

をとったIBMは,LAN製 品 の提 供が遅れて

いた。

しか し,IBMは,1984年5月,よ うや く

LANの 一 部 シス テム を発表 し,引 き続 き8

月 には,PCネ ッ トワークを発表 すると同時

に,5月 に発表済 の インダス トリアル ・ネ ッ

トワー ク(工 場 向けLAN)とPCネ ッ トワー

クを,ト ー クン ・リングLANに 相 互 接続 さ

せ る計画 を明 らかに した。

ただ し,ト ーク ン ・リン グLANは,早 く

ても1986年 頃(発 表 か ら2--3年 後)に な ら

ないと提供 され ないことになっている。一方,

IBMが1984年8月 に発表 したPCネ ッ トワー

クは,サ イテ ック社の 開発 によるもの で,基

本 価格 は695ド ル,1984年 秋 か ら発表 され て

いる。

この ネ ッ トワー クは,PC-XENIXを 併 用

す ることに より,72台 までのPCシ リーズ や

各種端末 を接続 可能 である。 また,シ ステム

/370へ の ア クセス につ いて も,SNA3270エ

ミュ レー ション ・プ ログラムを介 してアクセ

ス可能 になるもので ある。

この よ う に,IBMは,注 目 され て い た

LAN分 野 に関 し,ま ずパ ソ コンを前 面 に押

し出 して き て い る。 ち な み に,IBMは,

1981年,パ ソコンに初め て進 出 したが,2年

後 には出荷台数 でア ップル を抜 き去 り,パ ソ

コンの トップ ・メーカーに躍 り出 た。

そのため,イ ーグル ・コ ンピュー タや コロ

ナ ・デー タといったIBMのPCと の 互換性

を売 りものにする メー カー も多数登場す る一

方,な か には過 当競 争 の あお りで倒 産 す る

メーカーも出ている。

IBMは,1981年 に 発表 したPCに 続 いて

下位機種のPCジ ュ ニ アを擁 して,パ ソコン

業界の王座 を奪 ったわ けだが,1984年8月 に

はPCの 上位 機種 と して,IBM・PC-AT2

機 種 を送 り出 してい る。 このPC-ATは,マ

ルチユ ーザー ・シス テムを志 向 した ものであ

る。 ただ し,マ ルチユーザ ー向 けのOSは,

1985年 以後 の発 売 とな っている。 そのため,

当面 のOSは,マ イクロソフ ト社 の開発 に よ

るPC-DOS3.0(PC-DOSの 新 バー ジ ョン)

で あ る。PC-DOS3.0は シ ングル ・ユーザー

向 けOSで,マ ル チユ ーザー向 けと しては,

AT&Tの 開 発 したUNIX系 のPC-XENIX

が予 定 されている。
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7-1-|図 新生AT&T組 織 図

AT&T

AT&Tコ ミュニ ケ ー シ ョンズ

(政府により規制を受ける通信事業)

AT&Tテ クノ ロ ジー

(非規制事業)

AT&Tベ ル研究所

AT&Tネ ッ トワー ク ・シス テム ズ

AT&Tテ ク ノロジー ・システム ズ

AT&Tイ ンター ナ シ ョナ ル

AT&Tコ ン シューマ ー ・プロ ダク ツ

AT&Tイ ン フォ メー シ ョン ・シス テム ズ

このUNIX系 の 採 用 は,IBMか らAT&

Tに 接 近 したもの と して注 目を集め た。

ただ しマルチユ ーザ ー ・システムのパ ソコ

ンと して は,IBMの 場 合,最 大3ユ ーザー

まで しか サ ポー トで き ない ため,競 合 メー

カーは安堵 してい ると されてい る。他の メー

カーの もの は,12ユ ー ザ ー以上 を リポー トす

るものが一般的 だか らである。

5.生 まれ変 わったAT&T

1984年1月1日,AT&Tは,新 たな組織

体制のもとに生まれ変わった。

司法省との独禁法訴訟の和解条項に基づい

て,"地 上最大の企業"AT&Tは,全 米22

社の電話サービス子会社を分離 し,新 たな出

発点に立ったのである。分離した部門は,採

算性の悪いものが多く,そ のうえ残 された通

信機製造部門(旧 ウェスタン・エレク トリッ

ク社)や ベル電話研究所は高度な技術力と研

究開発力をもつ。そのため分割によって逆に

AT&Tは 強化されたとみる人が多い。

新生AT&Tの 体制 は,概 略,7-1-

1図 のとおりである。

AT&Tコ ミュニケーションズは,旧 来の

AT&Tの 主たる事業である電話サービスの

うち,長 距離回線のサービスを提供 し,政 府

のFCCに よる規制を受けるものである。

AT&Tテ クノロジーは,こ れまでAT&

Tが 参入できなかった情報処理分野など,非

規制事業 を統括する子会社である。

このAT&Tテ クノロジーが統括する子

会社群としては,研 究機関であるベル研究所

のほか,高 度情報サービス会社のAT&T

インフォメーション ・システムズや国際販売

部門であるAT&Tイ ンターナショナル等

がある。注 目される高度情報サー ビスは,

AIS(AdvancedlnformationSystems)と 呼
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ばれ る もの で,い わ ゆるVAN(付 加 価 値通

信網 サー ビス)の ジャンル に入れ られる もの

であ る。AISの 商 品名 は,NET/1000と 名

づ け られて お り,1983年 秋 か ら米 国内 での商

用サ ービスを開始 した ものである。

AT&Tが,高 度情報通信サ ー ビス分野 へ

の参 入 を 目指 して,独 自の ネ ッ トワー ク ・

アー キ テ ク チャ,ACS(AdvancedCom-

municationsSystems)の 開発 を開始 したのは

1978年 に 遡 る。 その後,1982年 に はACSに

基 づ く高 度 情報 通 信 サー ビス,AIS/NET

1000の 商 用化 を決定 したわけであ る。

AIS/NET1000に よ る1984年 の 売 上 高 は

500万 ドル と推 定 され,ユ ーザ ー数 は,す で

に数十社 にの ぼってい る。

しか し,端 末接続 の ための ソフ トウェアな

どが未整備 でユーザー は膨大な費用負担 が必

要 である ことか ら,ユ ーザーの負担 が大 きい

との批判 もあ り,今 の ところ大成功 を収 めて

いるとはいい難い。

だが,AT&Tは,1990年 の 高度情報通信

サー ビスの市 場規 模が750億 ドル に も達 す る

とみてお り,こ の分野 に全力 を投入 する構 え

であ る。その ため,AT&Tは,1984年 夏,

管 理 職 クラス11万 人余 りの賃金凍結策 を打 ち

出すなど,社 内の合理化 に努めてい る。

6.ミ ニ コン6機 種 でコン ピュータに進

出

Bフ ァ ミリは,い ずれ も32ビ ッ ト・アーキテ

クチ ャを採用 した もの で,OSに は ベル研 究

所が開発 したUnixが 採 用 されている。

プロセ ッサ ーは,AT&Tの 電 子 交換機 で

使われ たもの であ り,そ の うえ上位機種 の3

B20に つ いて は,す でに社 内で1,000台 以 上

使用 され ていたマ シンである。3Bフ ァ ミリ

の6機 種(3B20A,3B20S,3B20D,

3B5/200,3B5/100,3B2/300)は,

スー パー ミニ コ ンか ら高性 能パ ソコンまでの

領域 をカバ ーす るものである。3B20Sは,

DECの ス ーパ ー ・ミニ コ ン,VAX-11/780

の 対抗機 で約1MIPSの 性 能 をもつ。

また,最 下位 の3B2/300用 と して,IBM

PC(も し くは互 換 機)と 接 続 で き る よ う

AT&TPCイ ン タフ ェー ス ・ユ ニ ッ トも同

時 に発表 された。IBMPCユ ー ザーへの売 り

込み をね らった もので ある。 これ らミニ コン

の発 表 と同時 に,各 装 置 を接続 す る高速 の

LANシ ス テ ム も発表 され てい る。 さらに,

1984年6月 に は,PC6300と 名 づ けたパ ソコ

ン2機 種 を発表,激 戦 のパ ソコン市場 にも進

出 した。

AT&Tの オ ル ソ ン副 会長 に よれ ば,「 今

後,で きるだ け早 くユ ーザ ーの あ らゆる要求

に応 じられる体制 を整 える」方針 で,さ らに

次々と製品 ラインが拡大 される とみ られる。

7.オ リベ ッテ ィと提携 関係成 立

AT&Tは,3Bフ ァ ミリと銘打 った ミニ

コン ・シ リーズ を1984年3月 に発表 し,コ ン

ピュータ市場 に初 参入 した。 コ ンピュー タ市

場へ の進 出 は,AT&Tが 企 業分割 に同意 し

た時 か ら予想 され ていた ものであ る。 この3

AT&Tは,1983年12月,イ タ リアに本拠

を置 く情報処 理機 器 メーカー,オ リベ ッテ ィ

との間で提携交渉 に入 った と発表 した。

その後,AT&Tは,オ リベ ッテ ィ株式 の

25%を 取 得,1984年10月 に は両 社の提携交渉
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も合意 に達 した。

提携 の内容 は,詳 細 につ いては不 明であ る

が,主 と して ワー クス テーシ ョンとパ ソコン

の企画 ・生 産 ・販 売 に関 し,広 汎 な提 携 を

行 ってい くことと され る。

当面,AT&Tが オ リベ ッテ ィ製品 を米 国

で販 売 し,オ リベ ッテ ィもAT&Tが1984年

に発表 した ミニ コ ン3Bシ リーズやパ ソコ ン

PC6300を ヨー ロッパ で販売 して い くこと に

なるとみ られ る。

また,今 後,両 社 が提供 してい く製品は,

AT&TのUnixをOSと して使用 す ること

で合意が な されているが,PC6300がIBMの

OSで あ るMS-DOSも と もに使用 で きるも

のになると発表 されている。

1984年 後 半 か ら,オ リベ ッテ ィはAT&T

に対 し,製 品供給 を実施 す るが,こ の金額 は

2億5,000万 ドル以 内と されている。

また,AT&Tは 今 後5年 間において,現

在 の オ リベ ッテ ィに対 す る持 株 比率25%を

40%に ま で高 めるオプ ションをもつ ことでも

合意が成立 している。

8.AT&TlSの 組織改革

このように,AT&Tは 再生以来,情 報処

理関連部門を中心にアグレッシブな事業展開
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を行 っているが,ま だ所 期の成果 をあげてい

ないとの見方 が有力である。

AT&Tの 各 子会 社の うち,情 報処 理関連

を担当す るの は,AT&Tイ ン フォメー シ ョ

ン ・シス テ ムズ(AT&TIS)で あ るが そ

の製 品 群(PBX,電 話,コ ン ピュー タ等)

の売 れ行 きは芳 しいもので はない。

例 え ば,PBX市 場 の シェアは低 下 して お

り,ミ ニ コ ン3Bシ リーズ も さほど売 れて い

ないとされ る。

そのため,同 社 では,大 がか りな組織改革

を計画 してお り,そ の陣容 は1984年 中 にか た

まるとされてい る。

組 織改革 によって,同 社 は,大 企 業担 当部

門,一 般企業 と消 費者担 当部門,コ ンピュー

タ製造部門の3部 門に大別 され,各 部 門と も

に,研 究開発,製 造,販 売,サ ー ビスのすべ

てを一貫 して行 うようにな る。

コンピュー タ製 造部門 につ いては,AT&

Tの コ ンピュー タ,ソ フ トウェア,デ ータ関

係機器 の開発,製 造,販 売 を行 うことになる

が,販 売 はOEM業 者 向 けと再販業者(ソ フ

トを付 けて売 る業 者)向 けに限定 され る。 ま

た,こ れ までAT&Tテ ク ノロジーズ,AT

&Tベ ル 研,AT&Tテ レ タ イプに属 して

きたコン ピュータ部門 につ いて も,今 後,こ

の部門に移行 すると している。
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7 第29

ヨーロッパの動向

1.メ ーカー相互の協 力関係強化へ

ヨーロッパのコンピュータ ・メーカーは,

1970年 代まで各国政府のバ ックアップを受け

健闘してきたが,各 国の財政難 を理由とした

支援の縮小や打ち切 りと軌 を一 にして,次 第

に不振が目立ちは じめた。そのため,最 近で

は,米 国や日本のメーカーとの協力関係のも

とで,活路を見出そうとする動きが続いている。

例えば,英 国のICLの 場合,1981年12月,

富士通との間で,技 術および販売に関する提

携が正式に成立 し,1983年 から富士通の超大

型コンピュータのOEM供 給が開始 されてい

る。また,西 ドイツのジーメンスは,1982年

1月 に,米 国のゼロックスとの間でOA機 器

の共同開発 ・販売について合意。また,1978

年以来,富 士通との提携関係も確立 し,大 型

機のOEM供 給を受けていると伝えられる。

さらに,従 来からハネウエルと資本,技 術生

産等で深い関係にあったフランスのCIIー ハ

ネウエル ・ブル(現 在のブル)も,1984年 に

は,日 本電気から超大型機のOEM供 給を受

けることで合意が成立 したとされる。

このように,ヨ ーロッパ ・メーカーは,日

米企業 との協力関係 を強化する一方,ヨ ー

ロッパ勢同士の相互協 力に も意欲的である。

1つ は,ECに よ るESPRITと 呼 ばれ る共

同研究 開発計画 への参加 である。

ESPRITは,コ ン ピュー タ をは じめ とす

る情報技術分野 での ヨーロ ッパ勢の技術力強

化 を目指 す もので,1982年5月 に発表 された

もの。1984年 に は,10カ 年 の本 プロジェク ト

がス ター トし,英 国 のICLや プ レッシー,

フ ランスの ブルやCGE,ド イ ツの ジー メ ン

ス,ニ ックス ドル フ,オ ランダの フィリップ

ス,イ タ リアのオ リベ ッテ ィなど有力企業 は,

ほぼすべ て参加 しているものである。

もう1つ は,1984年1月 に設立 された,ヨ ー

ロッパ ・コンピュータ産業研究 セ ンターへの

参加 である。 この セ ンターは,ICL,ブ ル,

ジ ーメ ンスの3社 が共同で西 ドイツの ミュ ン

ヘ ンに設置 した もの である。 ここで は,長 期

的視 野に立 った次世代 コ ンピュータ等の開発

が行われ ることになっている。費用 は3社 が

分担 し,研 究成果 は参加各社の共有 となる。

2.EC委 対IBMの 反 トラ ス ト問題 結

着

これまでIBMは,ヨ ー ロ ッパ にお いて も
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巨大 な シェアを誇 って きたが,EC委 員 会 は

他 の メーカーか らの苦情 を契 機 に,1980年 以

来,IBMが ロー マ条 約86条(ヨ ー ロ ッパ に

お ける私 的独 占を禁 じたもの)に 違反 してい

るとの疑 いで審判 を続 けてきた。

この問題 の主 た る争 点 は,IBMが ブ ラコ

ン ・メーカー対策 と して不当 に インタフェー

ス情 報の公開を拒 んでいるとの疑惑であ る。

この点 を中心 に4年 間 にわたって続 いてき

たEC委 とIBMの 論 争 は,ユ984年8月,

IBMが 誓 約書 を自発 的 に提 出 する ことで一

応の結着 をみ た。

IBMの 誓 約書の 内容 は,IBM370ア ー キテ

クチ ャを採 用 したす べ ての新 製品 の イン タ

フェース情 報 を発表 後120日 以 内 に公表 す る

ことが骨子 となっている。370ア ー キテクチ ャ

の製品 には,308X,303X,43XXシ リーズが

含 ま れ て い る と され る。EC委 と して は,

1990年 ま で に今 回 の誓 約 に違 反 す る ことが

あった場 合 には,再 びアク ションを起 こす姿

勢 といわれ ている。

今 回 の 誓 約 に よっ て,IBMは,イ ン タ

フェース 情報 を公 開 す るこ とで,ヨ ー ロ ッ

パ ・メー カーがIBMコ ンパ チブル路線 を強

化 す ることを妨 げ られな くな るとの見方が あ

るが,一 方 で,EC委 は全面的 に屈服 した と

の見方 も有力 である。

そ もそ も,こ のECとIBMと の 係争 は,

1974年 に ヨーロ ッパ ・メー カー(ジ ー メ ンス

等)や 米 国メーカー(ア イテル(そ の後NAS),

ア ム ダール,メ モ レック ス等)8社 か ら,

IBMが 独 占的 地位 を利 用(CPUと ソ フ ト

ウェアの抱 き合わせ販売,端 末等 のスペ ック

の公 開拒否,互 換 機,ユ ーザ ーに対 するサー

ビス拒否)し てい ると して苦情 申 し立 てが行
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われた ことに端 を発 している。

その後,EC委 は調査 に乗 り出 し,1980年

12月,IBMに 対 して審判 開始 決定書 を送付,

両 者 は係 争関係 に入 った。当初,8社 か ら寄

せ られ た苦情 には,IBMか ら ア ドオ ン ・メ

モ リ ・メー カー対策 と して 出 され た もの も

あ ったが,ア ドオ ン ・メモ リ ・メーカーの消

滅 さらにIBMとNASな ど ブ ラコ ン ・メー

カー との間の合意 な どを経て,解 決 をみ た問

題 もあ り,焦 点 は,イ ンタフェース情報の公

開 に絞 られ てきた。

IBMは 係 争 の 途 中,1981年3月,欧 州裁

判所 に審判 の不 当性 を訴 えたが却下 される一

幕 もあったが,よ うや く8月 の結着 にこぎつ

けた ものである。

IBMは,ECと の 合意結着 につ いて,「EC

委 と合 意に達 したことは喜 ば しい。今回の合

意 は,EC委 の要 望 を満 たすと ともに,IBM

の ビジネス を大 きく変 えることな く,こ の問

題 を解 決する もので ある」 との オペル会長の

談話 を発表 したのみで,沈 黙 を守 っている。

確 か に,今 回 の結着 に よって,IBMが 従

来 に比 べて ビジネス上の制約 を受 けることは

ないとの見方 が一 般的で ある。一方,当 事者

の一 員 であ る プ ラ グ ・コ ンパ チ ブル ・メー

カー にとって,メ リッ トは少ない との見 方が

有 力 で あ る。 プラ グ ・コ ンパ チ ブ ル ・メー

カー は,こ れ まで よ り早 い時期 に,製 品の イ

ンタフェース を入手 できるため,対 抗製 品の

開発 が早 まる ことは確 かだが,そ れ は 「若干」

早 ま る程度 とみ られているか らである。それ

よりも,今 回の結着 に よって,IBMがSNA

ネ ッ トワーキ ングの ソフ トウェア ・イ ン タ

フェースの公 開 を約束 したことのほうが,ラ

イバ ル ・メー カー にとって大 きな意 味をもつ



n編7部 世 界の コンピュータ産業 の動 き

といわれている。

だが,こ れ も,ヨ ーロ ッパ ・メーカーが自

社 の ター ミナ ル ・システムやア プリケー ショ

ン ・ソフ トウェアのSNAネ ッ トワー クへの

接 続が容易 になれば,ヨ ー ロッパ勢 の推進 す

る ネ ッ トワー ク ・プ ロ トコ ル で あ るOSI

(オ ー プ ン ・シ ステ ム ズ ・イ ン ター コ ネ ク

ト)よ りSNA勢 力 を拡 大す る効 果 を生 むた

め,む しろIBMに 有 利 とみ られ る。

結局,EC委 は,IBMが ヨーロ ッパ で10万

人 もの現地従業員 を雇用 し,雇 用拡 大 に貢献

してい る事実 を重視 し,一 方的 なIBMの 断

罪 を避 けなが ら,多 数の メーカーか らの訴え

を考 慮 して妥協 案 を出 した とい えそ うで あ

る。 なお,両 者の合意 は,1990年1月1日 ま

で破 棄 で き な い と さ れ て お り,そ の 後 は

IBMか ら1年 間 の予告 期間 を置 いて破棄 で

きる ことにな っている。

3.米 国ITTの 系列下に入 ったICL

た株式を民間に売却 したため,以 来,完 全な

民間企業 となっていたもの。その後,1980年

代の初頭には,急 速な経営の悪化にみまわれ,

政府 は,債 務保証をするなどの支援に乗 り出

さざるを得なかった。

ICLは,こ うした事態を改善すべく,人 員

の削減,在 庫の圧縮,不 採算部門の切 り捨て

に努め,比 較的短期間で黒字経営に復したも

のである。

しか し,こ うした荒療治のあおりで,研 究

開発の遅れが次第に顕在化 したため,日 本

メーカーとの技術提携により,研 究開発の遅

れを取 り戻そうと していたところである。

STCがICLを 買収 して発足する新会社は,

ITTが25%弱 の資本をもつことになる。しか

も,ITTと しては,今 後,株 式 シェアを29.9%

まで高める意向である。

なお,新 会社は,年 間売上高規模18億 ポン

ド(約9,800億 円),従 業員数は5万 人を超す

巨大企業になる。

英 国で唯一 のメイ ンフ レーム,コ ン ピュー

タ ・メー カーで あ るICLは,1984年8月,

英 国の大手通信機 器 メーカー,STC(Standard

Telephone&CableLtd.)に 買 収 され ること

が決 定 した。STCは,世 界第2位 の通信機

器 メーカーであ り,米 国 に本拠 を置 く多国籍

通 信会 社,ITT(InternationalTelephone&

TelegraphCorp.)が 株 式 の35%を 握 って い

る。 したが って,英 国が国策の もとに設立 し

たICLは,遂 に米 国 系企 業の仲 間入 りを し

たともいえる。

ICLは,1979年 に誕生 したサ ッチ ャー政権

に よる民業 化政策 によ り,1979年12月,政 府

がNEB(英 国企 業庁)を 通 じて保 有 してい

4.BTとlBMのVAN提 携不成立

英国のブリティッシュ ・テレコムは,1984

年8月,電 気通信法の改正発効により,民 間

企業に移行することが決定 した。

ブリティッシュ ・テレコム(BT)は,英

国の電話 ・電信 ・通信を一手に引き受けてき

た政府機関(公 社)で あるが,サ ッチャー政

権の推進する民業化政策の中心を担うものと

して,先 のICL等 の民業化に続 く,第2次

民業化の目玉として,着 々と準備が進められ

てきたものである。

こうして,BTは,企 業形態を公社か ら100%

政府出資の株式会社に変更 し(新 社名Brit－
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ishTelecommunicationPLC),そ の後,逐

次株式を民間に放出することによって,純 然

たる民間企業に移行されることになった。一

方,こ う した動きと並行 して,BTは,英 国

通商産業 省に対 し,IBMと の提携 によ り

VAN事 業 に進出する旨の認可申請 を行った

ため,英 国内は騒然 となった。 と りわけ,

ICLは,先 にAT&Tと の提携によるVAN

への進出計画 を決定した直後だけに,た だち

に反対の声を上 げたものである。

BTとIBMのVAN計 画に反対する論拠と

しては2つ の点があげられた。ひとつは,一

般通信業者であるBTがVANに も進出する

ことにより,通 信の独占状態が成立するとい

うものである。つまり,BTが 一民間企業に

移行することによって通信分野に競争状態を

もたらすことが,通 信法改正のひとつの眼目

であるにもかかわ らず,VAN進 出を許せば

他の特殊通信業者が育たない懸念が強いとい

うわけである。

第2の 論拠は,BT/IBMのVANがIBM

の通信ネットワーク ・アーキテクチャである

SNAに 基づいて構築 される計画だというこ

とにある。BTは,従 来,異 機種間のコンピ

ュータの相互接続の重要な鍵 となるネッ ト

ワーク ・プロ トコルについては,IBMに 対

抗 したOSI(オ ープン ・システムズ ・イン

ター コネク ト)を 支持 してきた。例 えば,

BTの パケット交換網 は,こ のOSIに 準拠 し

たもので,1975年 以来サービスを行ってきた

のである。

確かに,BTは,パ ケッ ト交換 については

今後ともOSIの 採用 を続行すると発表 した

が,VANにSNAを 採用す ることで,IBM

ユーザーか らは大歓迎 される一方,他 のメー
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カー,と りわけICLユ ーザーは決定的に不

利になる恐れがでてきたのである。

つ まり,英 国のユーザーに対するIBMの

支配力が,通 信まわりから強化 されることに

つながるとして,今 回の計画に強い異論がだ

されたわけだ。

一方 ,BTとIBMと いうすでに技術力が

確立 されている2大 巨人がVANサ ービスに

進出することは,自 前でオンライン ・ネット

ワークを組めない中小ユーザーにとって福音

となるとの賛成論もあり,申 請を受けた通産

省の決定に注目が集まった。

結局,通 産省は,1984年10月,BTとIBM

のVAN計 画の申請 を却下 し,ひ とまずこの

問題 は結着をみた。 しか し,IBMは,西 ド

イツにおいても郵電公社の間でテレテキス ト

の共同開発を推進 しているほか,イ タリアの

通信分野 でも提携交渉を進めてお り,IBM

のヨーロッパの通信分野に対する強い進出意

欲をみせつけた一幕だったといえる。

5.IBM互 換機 路線 で急成長す るジーメ

ンス

西 ドイツの ジー メンスは,1970年 代 まで,

独 自開発のIBM非 コ ンパチ ブル ・マ シ ンを

販売 して きたが,1978年,富 士通 との提携 に

より,IBM互 換 機 をも販売 しは じめたb'

現 在,非 互換機 であ る7500シ リーズ と,互

換機の7800シ リーズが主 力機種 である。

ジー メンスでは,欧 州市場 の65%の シ ェア

を握 るIBMか ら 自社 にユーザ ー を誘導 す る

にあた り,7800シ リーズの果 たす役割 を高 く

評価 している。 ちなみ に,1984年 に は,コ ン

ピュー タ部門の売上高 のうち8%程 度 が互換
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機で占められるまでになっている。

1984年 には,従 来の通信事業部門とコン

ピュータ事業部門を 「K&D事 業部」 と し

て統合 し,通 信とコンピュータの一体化製品

の開発に乗 り出すことをねらっている。また,

半導体分野についても,ミ ュンヘン近郊に新

鋭工場を建設 して一段と強化を図る計画であ

る。 この工場は,4億 マルク(約350億 円)

を投 じて建設されるもので,将 来,1Mビ ッ

トおよび4Mビ ッ トのチ ップの生産を担っ

ていく予定である。

6.ジ ーメンス とフィリップスの半導体

提携

世界のIC市 場は,米 国が過半 を押 さえ,

次いで日本が37%,残 りをほぼヨーロッパ勢

が占めている。しかし,日 米が年々生産量を

飛躍的に伸ばしている一方で,ヨ ーロッパの

各メーカーは,研 究開発の面でやや立 ち遅れ

が目立ってきた。そのため,1984年 の世界市

場のシェアは,ヨ ーロッパ勢が10%を 切るの

ではないかと推定されている。そのなかでオ

ランダに本拠 を置 くフィリップスは,ヨ ー

ロッパ ・メーカー のなかで最大のICメ ー

カーである。同社 は,1982年 以来,西 ドイツ

のジーメンスとの間で,基 礎研究部門におけ

る協力関係を結んできた。

1984年夏,両 社 は,こ の協力関係を発展 さ

せ,サ ブ ミクロン ・レベルの超LSIの 開発

に向け,共 同研究センターを設立する計画を

発表 した。両社は,こ の共同開発センターに

よって,サ ブミクロン加工上の材質の限界を

突破 し,日 米に対抗 していく計画である。

共同研究開発センターの候補地としては,

オランダ南西部にあるアイン トホーベンが検

討 されており,ま たオランダ政府も,こ のセ

ンターの設立に対する予算上の措置を検討 し

ている。'
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財団法人 日本情報処理開発協会 事業概要

設立の目的(財)日 本1青報処理開発協会はコンピュータを用いた各種の情報処理方式

の開発および1青報処理産業の振興を通 じて情報処理,情 報産業の発展を

図 り,わ が国の鐙斉,社 会の発展に寄与することを目的 として設立され

ました。

事業

行事 ・催物

出版物

①情報システム,情 報処理方式の高度化,適 用分野の拡大に関する調査,

研究 ②1青報処理方式およびソフトウェアに関する研究開発 ③情報処

理産業の振興に関する調査 ・研究 ④ マイクロコンピュータに関する調

査・研究開発 ⑤上級1青報処理技術者の養成 ⑥情報処理技術者試験の

代行 ⑦情報処理に関する技術の指導 ⑧情報処理に関する知識の普及

⑨情報処理に関するli瑠際交流の推進 ⑩情報処理の開発,振 興に関する

意見の表明等

情報処理シンポジウム(年3回),上 級1青報処理技術者の養成講座,マ イク

ロ・コンピュータ利用研究会,海 外石刑多団の派遣

コンピュータ白書(和文,英文年1回),JIPDECジ ャーナル(和文,年4回),

JIPDECREPORT(英 文,年4回),JAPANCOMPUTERQUART・

ERLY(英 文,年4回),各 種報告書(年約20種),情 報処理関係スライドお

よび映画
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禁無断転載
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情報化社会を支える躍進する企業
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マッパー・ワールドでは⇔ンヒ辻一タ知 らずでも)

みんなスゴ腕の仕事 師さんです
ひとつのエンドユーザ言 語で誰もがコンピュータ自由自在。想像できま

すか。あなたもふ くめて、オフィスに働 くすべての人が、コンピュータを

自在 に使 いこなせるというニュース。まさかと思われる方もいるでしょ

うが、MAPPERWORLDで は現実です。ひとつのエンドユーザ 言語を

駆使するだけで、誰 もが自らの業務 を自らの手で、コンピュータ処理

で きます。個 人レベルはもちろん、部 門、全社 レベルにいたる業務処

理や意思 決定。また、定型、非 定型 といった制 約もありません。ビジ

ネスを熟知 した人が使 ってこそ最 高の ツール ユニバックは

コンピュータ利用の理想のひとつを、いまMAPPERWORLDと いう力

タチで提供 いたします。

M

土レヘルの事務処理

〉「●

↓

O
マッパー・ワールド。それ は1000%イ ノベーションの 世界。MAPPER

WORLDは 、システム開発 のエリアにも、かつてない進 歩をもた らしま

す。それはシステム開発 問題の権威ジェームズ・マーチンが、「システ

ム開発 を、専門家に頼 らずエンドユーザ 自身がやれば、情 報処理の

生産性 は1000%ま で高 めることが できる」と可 能 性 を指 摘 した、

1000%イ ノベーションの世 界。ここでは、開発待ち業務の山積といっ

た、いま多くの企業がかかえているバックログ問題の悩みも、一気に

解消できます。情 報とのつきあい方が、ビジネスの成否に大きく関わる現

在、MAPPERWORLDは 、まさに時代 が求めた進 歩です

WelcometoMAPPERWORLD。

ORLD

　

個人レヘルの事務処理

●・"

1000%イ ノベーショゾ 袈
システムの開発を、専門家に頼らずエンドユーザ自身がやれば、

情報処理の生産性は1000%まで高められる

オフィスはいま、新しい情報空間に、

芭思}ヨ…定支

◎

日 東 ユ ニA'tvO需 難 語'-17-SI〒|。'

日 靖国二L='Y'・ ・1」7・精 華fiYズ 子 ム
東 京 都,琶区 赤 坂2-`7-22赤 坂 ツ イ ン タ ワ ー 本 館 〒 田7丑(03)5e7-8111
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人 間 ・情報 ・ビジネス

●

丸善コンピュータ
ネットワークシステム

いまや、コンピュータは"機械が作業をこなす"ものから、"人間が仕事をクリエイドするためのものへ、そして

情報ネットワークの中核を形成するものへと進化を遂げました。丸善は、わが国でのコンピュータ利用の草

創期からテンーラーとして、メーカーでないがゆえに可能な「使う人の視点」を大切にしたソフトウェアを積み

重ね、流通・文教・医療をはじめさまざまな分野に、最も的確なシステムをコーガ ネートし提供してきました。

この「使う人の視点」から出発する、丸善のシステムコーデソネートのコンセプトは、コンピュータが鍵をにぎる

本格的ネットワーク時代のいまこそ、活かされると考えます。

⑭丸善糠霧黙簾1製織離離 …買嘉
※営業所のOAシ ョールームをお気 軽に二'利用ください。



Eシステムの一元化」と「処理の分散化」。

このジレンマを融合
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あらゆるホ ストコンピュータとの接 続 と、広範 な応lllを 可 能にしたMELCOMDPシ リーズ。これ は、システム

全体の 一 元性 を保ちながら、部 門や地 域 でのテ」 タ処 理とデータベ ース管 理 を実 現 する、新 しい分散 処

理 コンピュータシステムで魂 ホストの 負荷を分散 する「第2の ホストコンピュータ」として、または独立 した高'1ピli

能 ホストコンピュー タとしても、高 いコストパフォーマンスを誇 りま曳 ニーズに応 じてお選 びいただけるよう、モ

デル50、モデル60、モ テウレ70の3シ ステムをそろえていま丸

●高 度 な通 信機 能 により、あらゆるコンピュータとの接 続 が 可能 で尤 オフ,ス
ターミナル●MELCOM

-COSMOシ リーズと完 全な互 換性 をもち、高級 言語 、簡 易言語 、

ソフトウェア生産 支援 ツール がそのまま使 用 で きま℃MEL幅
ロヘカル

●自動 運 転機 能 を搭 載。無 人運 転や、 ホ ストか らのリモー ト電源 オン/オフも可 能で 丸DB

●分散 処 理 コン巳 一タとしてだ けで なく、汎 用 自立 コン巳 一タ、

OAコ ンピュータ、科学 技 術川コンビュー久 専 用コンピュータとしても最 適 。Mgts9,2M

多彩 な利 用 形態 にお応 えしま七

三蓑1分 筒賀処 葺里コ7ピ ュ

MELCOM'COSMO

MELCOM
DP-50

ノ、一 ソナ ノレ

端 末

ワ

1バケ・'

㌫画.
オフ

センター
DB

MELCOMロ ーカル

: …

/、一 ソナ ノレ

端 末

MELCOMDP… ㈱/7◎

Ai護 鷲i雛蟻 灘 灘 購
十算 機 官 公 部(03)?18-3204■ 本 社 電 子1† 算 機 第 一 部 〔03)2トS-1239

653● 新 潟 〔0252)4ト7220● 富 山(076a)d2-2328● ± 浦(0298)51叫388

41-2432● 姫 路(0792)88-0561● 岡 山(OSS2)25-5|11■ 広 島(OS2)248-5268

)5}`一 ～556● 長 崎(0958)27-569`● 鹿 児 島(0992)51-]99'

カタoクn求 券

分散処 理コンピュータ

コンピュー タ自書

84`2

あ なr=の 電 話 番号

をこ「記入 くださ い今
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夢 中'多'・ ∫ 冶

今 日を生 きる人々のために、

今 日を、より豊 か にする技 術 を。

明 日を目指 す ビジネスのために、

明 日にふ さわしい発 想 を。

カシオは、いつも

時 代 と人間に敏 感で℃

カシオは、いつ も

正 確 さ、という信 頼 に応えます、

誰 よりも深 く、今 を見つめ

誰よりも新 しい、未 来 をつれてくる。

暮 らしの場 で ビジネスの場 で1

人 々をときめかせ、

人 々をつつ みこむ、

カシオで土

頭 脳 は点 からエリアへ。あらゆる人の、あらゆる

明 日の イメー ジに対 応 し、発展 ・拡大 する。

AREA・5

●スタンドアローンから多様なネットワークまで システムを自在 に拡張

可 能●日本語 入出 力から文書作 成まで、高 度な日本 語処理機 能を

装 備●表 処理機 能やグラフィック機能 を一段 と強化 ●多様なタイプ

のパ ソコンを容易 に接 続可 能 ●デー タベース指向 のMISAM〈 多

重 索引処理 〉●操 作手順 がわかる便 利なジョブメニュー方式 ●種々

の伝送 手順の提供 で、通 信機 能を強 化。

CAS■0.
〒160東 京都 新宿区西新 宿2-6-1カ シオ計算機株 式会社 奮03(347)4811㈹



G(=)RE高 度・情報書絵 壱力強く躍進する
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ー プ
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三識

蝉メ
(マイ・ンの 導 入 、応 用 に最

良 の システムを コンサ ルタン

トします。)

蹴鞠畷
CAD/CAM,CG

夕

●
コ

ア
グ
ル
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プ
●

〈シス テム ハ ウ ス〉

コア デ ジ タル㈱

大 阪 コ ア㈱

㈱ 生 産技 術 研 究所
〈ソ フ トハ ウ ス 〉

㈱ シ ス テム コア

㈱デンケイ

㈱応用システム研究所

東 京都世 田谷 区大 原2-23-15〒156TEL

大阪 市 東 区淡 路 町3-37富 山化 学 ビル 〒541

東 京都 港 区 海岸1-6-1-1007イ トー ピア浜 離 宮

(03)323-6661㈹

TEL(06)222-6581㈹

〒105TEL(03)434-]871㈹

㈱ ソ フ ト流 通 セ ンタ ー

㈱ レデ ィス コア

AmehcanCoreInformationCorp.

コアネットインタナショナル㈱ 東 京都 渋 谷 区渋 谷3-26-20ミ ツ ウ ロコ ビル

台 湾 コア

北 京 コア ソ フ トウェ ア
〈シ ン ク タ ン ク 〉

西 日本 シ ンク タ ンク㈱ 広 島県大 竹 市 南栄3-4-13〒739-06TEL(08275)3-3315㈹

穀 東京文化コンピュータ専門学校 東 京都 江 戸 川 区南 小 岩6-31-25〒133TEL(03)673-5500

東京 都新 宿 区 南 元町19信 濃 町 外苑 ビル 〒160TEL(03)359-0461㈹

九州 営業 所TEL(092)712-5652㈹ 立Jll営 業所TEL(0425)28-2455

東京 都 渋 谷区 南 平 台1-11星 和 南平 台 ビル 〒150TEL(03)496-8941㈹

大 みか営 業 所TEL(0294)53-0221㈹

東 京 都 渋 谷区 渋 谷3-26-20ミ ツウ ロコビル 〒150TEL(03)407-6581㈹

沼 津営 業 所TEL(0559)63-6291㈹

東 京都 千 代1:日区 外 神 田須 田町1-5-12村 山 ビル 〒101TEL(03)255-5271㈹

東 京都 渋 谷 区渋 谷1-8-6宮 益 坂STピ ル 〒150TEL(03)407-5988

3250WilshireBlvd,LosAngels,CA.90010

〒150TEL(03)407-6581㈹
台北 市 民 生東 路340號2楼 之BTEL(02)521-2255

中国 北京 市 鼓楼 東 大 街71号TEL442273



CACは 「ソフトウェア危機」を解決しまV。

ソフトウェア対 ハ ー ドウェアの コスト比 は、 この25年 間 で

20対80か ら80対20に 変 化 した。

ハ ー ドウェアの コスト パ フォーマンスは10年 ご とに100倍

も改 善 され て い るの に、プログラマの 生 産 性 向上 は 年 率

3%に す ぎない 。

ソフトウェアの生産性は、担当者の能力により20倍 もの

差が生じる。そこで最も役に立たないアドバイス、「よくで

きる人だけを雇いなさい」。

ア プ リケー ション システ ムの 平 均 的 な シ ステム ライフ

は7年 。そ の 間 の トータル コス トのJ3が 開 発 、2/3が 保 守

で ある。

SE/プ ログラマの60%～80%は 、現 行 の シ ステム の 保

守 に専 念 せ ざるを得 な い。したが って、新 規 の 開 発 にま

わ せ る戦 力 はたか だ か10%一 ・-20%に す ぎな い。

ユーザーのバック ログは今まで平均して2年 。これが最

近のOAブ ームで倍増し、さらに見えないバック ログを

加えると5～7年 にもなっている。

米国のソフトウェア産業の今後5年 間の売上げ伸び率

は平均24%、 プ ロフェッショナル サービス(受 託開発)

は18%、 プロダクツは38%と 予 測されている。

今、世界には40兆 円から60兆 円ものソフトウェア資産が

現存している。これはハードウェア設置金額の2倍 強、し

かもその最大の保有者はユーザーである。

－
CACに 開発から保守まで一括じτお任せください。

●豊富な実績と経験を活用し、あらゆるニーズにお応え

します,

●調査・分析から設計・制作・調整・保守まで一括受託

開発し、成果物に責任をおいま竜

●対象業務について研鎖を積んでいるスペシャリストと

問題解決志向のシステム エンジニアが開発チーム

を編成しま案

CACが 厳選L(提 供 するプロダクツをご利用ください。

●CACは 、多様化するニーズを先取りし、それに応える

プロダクツをラインナップしていま坑

●システム環境の変化とユーザー 二≒ズに対応できる

よう、プロダクツを成長させつづけま坑

●優れたプロダクツとともに最大の効果を引き出すため

のノウハウをお届けしま竜

CACの アプリケーション ソフトウェア流通にご参加くだ

さい。

●貴社のシステムをCACに 販 売させてみませんか。

●他社のシステムを購入口 開発 ・保守の手間をはぶ

けませんか。

●そのための情報交換の場とじてCACの 「ユーザー会」

があります、

●ニーズに合わせたモディフィケーションおよび保守は

CACが お引き受けします,

圏 CACは 解決に向って、

貴社とともにチャレンジします。

システム
プロダクッ アプリケーション

ソフトウェア

ソフトウェア関 連は多様化 する

師 竃熟熟蕊顯礁㌫熟≧
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総合ソフ トウエア企業シーイーシーは昭和43

年の創立以来常に一歩先を見つめ、他社に先

駆けてさまざまな先行投資を行ってまい りま

した。例えば、多様な開発 ツールの導入、海

外における独自な情報センサー機能と しての

北米駐在員事務所設置、基礎か ら最先端技術

に至る幅広い研究開発のためのシステムラボ

ラ トリ建設などです。そ して、今日私 ども は、

ソフ トウエアの開発だけでなく自社 メカトロ

ニクス工場での 製造、販売 、海外の優れた ソ1

フトウエア製品の輸入販売、さらにはパソコ 陸

ンソフト市場に本格的に参入するなど積極的

な事業展開を図っています。シーイーシーは
コン ピュータの ソフトウエアを通 し、よ り一

層 ヒューマンに高度情報化社会を リー ドして

まい ります。

システムラボラトリ

昭和60年4月 完成予定

五1竺鷲㌘鳶影=
〒150東 京 都 渋 谷 区 渋 谷3-15--6並 木 橋 ビルTELO3(407)8561

事 業 所/仙 台 ・名古 屋 ・大 阪 ・福 岡 ・川 崎 ・千 葉 ・ボ ストン
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日本 シー ディー シーは、世 界有数 の

コンピュータ企業 とじC躍 進する米 国

コントロー ル ・データ社 のlil本法 人

で七

コントロー ル・データ社 は、 コンピュ

ータ専業 メーカーの先駆として誕 生
。

以来 、スーパー コンピュー タやその

周辺機 器の開 発と提供 を通 じて、顧

客 とともに先 進技 術 の開 発と社 会ニ

ー ズの 充 足に努 力 しています
。この

蓄積 した先進 技 術 と問 題 解決 の ノ

ウハウを活かして、コンヒrユー タや周

辺機 器 にとどまらず、情報 処理 、教

育、コンサルティングなど、各種 コン

ピュー タ・サ ービス、さらには金 融や

保 険 サ ー ビスなど、幅 広 いビジネス

を展 開していま丸 日本 シー ディー シ

ー は、このうちの各種 コンピュータ事

業 を、わが国 で提 供 していま丸

●コントロール・データ社 の概 要

本社/米 国ミネソタ州ミネアポリス

売上高/約1兆1,230億 円(ig83年 度)

従業員/約5万6千 人

事業内容/コ ンピュータ・システム、コン

ピュータ周辺機器、記録媒体、科学技

術 情報処理サービスCYBERNET、 ビ

ジネス情報処理サービスCALL、 教育1

サービスPLATO、 国際銀行業務処理

システムARBAT、 金融・保険サービス

営業地域/世 界47ヵ国

●世界34ヵ国の事業所がサポートしま克

●AUSTRAUA

●AUS丁RIA

●BELGIUM

●BRAZIL

●CANADA

●CHINA

●DENMARK

●FINLAND

●FRANCE

●GERMANY

●GREECE

●HONGKONG

●ISRAEL

●ITALY

●」APAN

●KOREA

●KWAJALEIN

●MEXICO

●NETHERLANDS

●NEWZEALAND

●NORWAY

●PORTUGAL

●ROMANiA

●SINGAPORE

●SOUTHAFRICA

●SPAIN

●SWEDEN

●SWITZERLAND

●TAIWAN

●THAILAND

●UN|TEDKINGDOM

●USA

●USSR

●YUGOSLAVIA

日」眠…アテマー…ナ」旅K合 社
東京都豊島区東池袋3丁 目[番1号 サンシャ・イン60
電話(03)982-62H(代 表)〒i70私 書箱 第ll15号
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知将の参画

、

光.響 ⇔

マ ジャスネット株 式 会 社 …㌶望藍埜瓢蒜鑑欝摺懲器㌫5灘㌫璽識語蒜諜=談蹴

秒進分歩の時代を

リードする複合技術集団

ジャスネット登場.〃

● 間 違 会 社/真 受計 算 セ ン タ ー衝 ・㈱ マ リテ ッ ク ・朝 日コ ン ピ ュ ー タ ー ス ク ー ル ・輪 イ ン プ ッ ト研究 所 ・・痴 シ ーピ ー シ ・樹

間 西 丸栄 計 算 セ ン ター'和 歌 山 丸 栄 計 算 セ ン タ ー
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東 芝から、△の思想をもった

新世代コンピュータ登場。

1

●

DP9080"『 ・.

資料諦求券

白書

コンピュー タの世 界に"集 中処 理から分散処 理へ"という新 しい流 れを導 入した東芝DPシ リーズ

が、いま、さらに発展 ・成 熟しました。これまでのDPシ リーズの実績 と高い評価 の上 に構 築 された

DP/9080の 登 場 です。このDP新Wtコ ンピュータが、先 進的 にもつ3つ の機能 とは、0ユ ーザ

フレンドリーなOA機 能の充実。②使 いやすさを基 本としたデータ処理機 能 の大幅 な拡充 。③柔

軟 な通 信/ネ ットワーク機 能の整 備。△の思想は、これらの機能 をひとつに融 合する新 しい考 え方

です。いま、DP/9080が オフィスでの創 造性を限 りなく活 かし、OAの 最適 な姿であるトータルOA

システムをあざやかに実現 します。

00A機 能。 ●イメージデー タとコー ドデータとの融合化を実現 。●高機 能 ワー クステー ション、

光 ディスク装置 、イメージステーション イメージOCRな ど各種 イメージ処理 用装 置を用 。Aentte㌧

意。●ワークステーションは、1台で端末機 能+OA融 合機能を実現するマルチパー

② データ処理機 能。●32ビ ットアーキテクチャと256Kビットメモリ素子を採 用

来のDPシ リーズとの完全互 換性を保 持。●高度なRAS機 能。●ソフトウェア開

援 システム、MYSTAR。 ●CODASYL型 に加 え、リレー ショカ レ型 データベ ースの提 供

③通信/ネ ットワー ク機 能。●WAN(広 域 ネットワーク網)やLANへ の対応

●各社主要ホストとの通信手順の整備。●各社パソコンと接続、ワークステー

ション化。●DPNET(水 平/垂 直分散 ネット)による分散 処理 の効 率化。
データ処理機能 通信/ネットワーク機能

DP新 世代コンピコ一夕

D)PA⑨◎8◎
●"'rtilい●せは:本社 〒105東 京都港区芝浦1.1.1株 式会社 東芝 電算機・OAシステム事ヌ…部(03}457-2725(ダ イヤルイン1● 資料をご希望の方は、請求券をハガキに貼り、本社までどう己

エネルギーとエレクトロニクス

先端技術をオフfスに…E&Eの 東芝





コンピュータシステム システ ムの 原点 にか え り、 ハー ド・ソフ トの両 面か ら・

ク1竺 監 ξ蕊198・ 年代C・
.将 来システムの

価値あるシステムを。 対応できるシステムを。 ビジョンも提供 します・

明日のコンピュータのあるべき姿を見つめ

情熱 を燃やす集団

それがNTISで 玄

●

》

i

●

●

NT■s
ComputerSystemCreator

日電東芝情報システム株式会社
本 社/〒108東 京 都 港 区 芝 五 丁 目37番8号(住 友 三 田 ビル)fi東 京(03)454・3521(大 代)

ft札 幌(Oll)222-1668ft仙 台(0222)21-1241ft新 潟(0252)41-1705ft松 本(0263)36-5080ft・R訪(02265)3-5350

ft名 古 屋(052)264-0921宕 金 沢(0276)23-1621tt大 阪(06)220-4981tt広 島(0822)47-3962ft松 山(0899)45-0830

tt福 岡(092)714-6261



大型コンピュータを超える大規模な性能の誕生。

ずべての大規模アプリケーションのために。'

新 湯

VAX8600。 それ は レDEC最 新 鋭 の32ビ ット・スー パ ー ・ミニコ

ンピュー タ 〉 全世 界 で30,000台 以 上 が 稼 動 するVAXフ ァ

ミリー の・最上 位 システム レVAXフ ァミリー 用の 膨 大 なソフト

ウェアを業 界 標 準 機VAX-ll/780の4.2倍 のスピー ドで 実

行 し レ人 工 知 能 やCAD/CAM/CAE、 各種 シミュレー

ションOA、LA、FAな どの大 規 模 アプ リケー ションも高 速

実行 レ大 規模 アプリケーション・イコール・大 型 コンピュー

タ レこの常識 が、いま'過去"に なる レ誕 生 、VAX8600。

WEARE
NO,2COMPUTERMAKER

INTH[M)RLD

●CPUサ イクルタイムを80ナノ秒まで短縮 ●4命令を同時実行するパイプライン方式の新設計CPU● 》AXファミリーと完全互換 ●ビデオテックスなど多彩なビジネス・ニューメディア

が利用可能 ●マルチプロセッサ・システムVAXciusterで 最高のCPU性 能を発揮 ●Ethernet、X.25バケット交換、SNA/Gatewayを 包含するDECnetに より大規模ネットワークを構築

日 本 ラ:tジ タル イク イ ップ メ ン ト株 式 会 社igltt〒170軸 ∬駆 ウ島[X東 池 袋3-L.1サ ンシttン60・35FttO3《W89〕Tlt]大 取 芝店 ノ〒530大 阪 府 大 阪ili北1竺'|]之島2-2-2ニ チ メンピ ル2FttC6C206}2701●tsrlt・ 叡 」せ・資llM,k:tS社 広田 官伝 ぷへ
.誉 某 所

=札1"ttOllC271)6681/筑 波 廿0298{52):311/大 富 冒01艶 《45)2655/ll比 谷 呑03《595120U/横 浜tt仏15(・14D8666/厚 木 呑0462(24,74 ・17/X,lik{ttO52(586)2811/広 島 力082(2・16)3275/九 州 呑092{472[61SS



パワフルな《EC]PSEMVシ リーズ》が、パッ

ケージ・システムMV/4000SCの 登場により、さ

らに拡充。

比類なきコスト・パフォーマンスを誇る《ECLIPSE

MVシ リーズ》。パ ワフルな32ビ ット・スーパー・ミニ

としての高い評価は、確かな実績として次々に証

明されています三そしていま新たに、パッケージ・シ

ステムMV/4000SCが 登場。スーパー・ミニとして

のパワーを保持しながら、コンパクトなデスクサ

イド・タイプ を実現。分散処理におけるクラスタ

としても最適で七 この新MVf400eSCの 登場に

より、《ECLIPSEMVシ リーズ》は、2.95MIPS

の仮想記憶方式のスーパー・ミニとして最高峰

MV/10000。 中・大規模アプ リケーションに最

適 のMV/800011。 そのOEMバ ージョンMVI

8000C。 コンパクトなエントリー・マシンMV/4000。

の5機 種 がラインナップ:さらに、最新のネットワー

クシステム、データベース、人工 知能 言語など、最

先端 のソフトウェアの充実とあいまって、名実とも

に、いま最も強力なスーパ ー・ミニコンといっても

過 言ではありません。

■匠CUPSEMVシ リーズの主なソフ トウェア

●OS:バ ークレイ41BSOにATTSYSTEMVの 機能を

付加したUNIX恒システムDG/UX。仮想記憶方式のAOS/

泣ピット・エクリフス・コンビ=一合タ ーMVIIOOOO・MV1800011・MV/8000C・MV!4000・MV/4000SC

ECLIPSEMVシ リーズ

VS。実記憶方式のAOS/RT32。 ●言語:次 世代言語と

評されるAda"を は じめ、人工知能言語LISP、Prolog

やAPLFORTRAN77、COBOL、MUMRJSな ど極め

て豊富。● ネットワーク:しANか らパケット交換網 まで

サポートするXODIAC。IEEE8023〔 イサーネット)イン

タフェース。業界標準のLAN用 プロトコルTCP/ip。SNA

と接続 できるDG/蜘 。●データベース:本格 的リレー

ショナルD8MSのDG/SOL。ODDASYL型 のDG/DBMS。

●ISV:AWし ・4000L、しトGRAPH、A卜5YSな と'第三者

による豊富 なソフ}ウ ェア。

阜Adaは米国国防邸雀の登llms標、UN`X[t米国にお{,るヘル研

究所の商標です9

日限4.デ 引 回ネヨlb
醐 東 京腿 谷 区 神宮 前6-12-20〒1出 合(03)406-6451《 代)

× 阪(06}311-aT91・ 名 δ■ 〔鯉)加 一5Yl・thts〔a122)23-Sl2e

脳 《位 鵯)24-lseg・ 広島 《媛)245-lalOP顧(092)472一 臼17

1



コンピュータの安全

設計の霞階から大 "古

コンピュータ・オンライン・ネットワー

クが 日常生 活に溶 け込んでいる今日。

システム ・ダウンは、多大 なダメージと

じて即影 響 します三

中で も電 源 の 故 障 による障 害 は

16.8%に 達 じているとある調査 では報

告 してい ま竃 地 震 はまだ発 生が 少な

いため、数字 が でてきませんが 、おそ

らく震 度7ク ラスの エネルギーでほとん

どのコンピュータが 転 倒しかねません。

ニッセツは、コンピュー タの トータル

な安 全 を、専 門 家 として提 供 いたし

ます6

易 、

』勤.幽 が

'ぞ 治

設備株式会社
本 社/〒103東 京都中央 区日本橋蛎殻 町2-8-5興 洋ピルtrO3(666)555T

大阪支店/〒661尼 崎市戸 ノ内町5-12-10ZrO6(499)5500

営 業 所/札 幌、名古屋、福岡 、四国、沖縄 、大阪工場、パ ンチセ ンター、
関連 会社/(株)ニ ッセツサ プライ、(株)ニ ッセツサー ビス、(株)ニ ッセ ツ空調設備 、

(株)ニ ッセツ北電気通信 、(株)ニ ッセツ製作所、(株)ニ ッセツ興業

コンピュー タのハーモニゼーション

日本電算∋

図 提 供 エイ・アール ・シー・ヤマギワ㈱



ソフトの時代 をリードする

信頼と期待に応える主要プロジェ外

回 宇 宙開発 プ ロジ ェク ト

回 研 究開発 プ ロジ ェク ト

圃 ア プ リケ ーシ ョン・プ ロジ ェク ト

④ ソ フ トウェア・プ ロジェク ト

固海外プロジェク ト

固 出版プロジェク ト

回情報処理技術者教育プロジェク ト

囲 日r驚醗 璽 会社
本社 東京 都新宿区西新 宿7-7-30小 田急柏木 ビルfrO3(367)-5021(代)
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世界最高速 スーパーコンピュータSX-2
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コンピュータとコミュニケ ーションの 融合 《C&C》 にもとづ き、最 新 の アーキテクチャを駆使 し、
数々の 先進 技 術 を採 用 して時 代 の 多様 なニーズ に応 えています6

NECが 世 界 に誇 る通 信 技 術 や 電 子 デ

バ イス技 術 に、最 新 の アー キ テ クチ ャを

駆 使 した世 界最 高 速 の スー パ ー コンピュ

ー タ《SX-2》 。ここで 実 証 した 先 進 技 術

の もと、多彩 な機 能 と柔 軟 性 の あ るソフト

ウェアを備 えたNECコ ンピュー タは 、それ

ぞ れ 優 れ た性 能 が 高 く評 価 され 、さまざ

まな分 野 で今li|も重 要 な働 きをしています。

●世界 最 高速 の くスーパーコンピュータ>

SX-1、SX-2

●最 先端 技術 を駆 使 した〈汎 用 コンピュータ〉

●先 進 の16ピ ント<パ ーソナ ル コンピュー タ>

PC-100、PC-9801E、PC-9801F、

PC-9801M2、N5200モ デル05

●洗 練 の8ビ 外 くパ ーソナ ル コンピュー タ>

PC-2001、PC-6001mkll、PC-600|mklISR、

PC-6601、PC-6601SR、PC-8001mklI、

PC-8201、PC-8801mklI

●〈分 散 処 理 専 用 コンピュー タ〉 の エ ース

N4700分 散 処 理 システム

●32ピ ットの 〈スー パ ー ミニコンピュー タ>

NECMS135、175、190

●低 価 格 の 〈高 性 能 ミニ コン>

NECMS8モ デ ル3

●OA複 合 機 能 の くオ フィスター ミナル>

N6300モ デル55

ACOSシ ステム250、410、350、430、450、550、 ●OAの 先 端 で 活 躍 す る〈ター ミナ ル 〉

650、750、850、950、IOOO(中 ・小 型 ～超 大 型)

●多 彩 な複 合 機 能 の 〈OAオ フィス コンピュー タ>

NECシ ステム8、50/ス ー パ ー8、50/38、

100/48、100/58、150/68、150/78

インテリジェントター ミナル

デ 一夕エントリターミナル

業 種 別専 用 ター ミナル

業 務 別専 用 ター ミナル

●世 界 初 、

〈音 声 日本 語 ワー ドプロセ ッサ 〉
"文 豪"VWP -|03Nモ デル2

●OAの 日用 品 、

〈日本 語 ワー ドプ ロセ ッサ 〉
"文 豪"NWP -5N

、8N、13Nモ デ ル2、

20Nシ リーズ 、N6308-10

●新 入 力 方 式 の

くパ ー ソナル ワー ドプ ロセ ッサ>

PWP-|00

●効 率 的 、経 済 的 、高 速 な

〈ローカ ル エ リアネ ットワー ク>

C&C-NETLOOP6770/6525他

C&C-NETBRANCH4670/4680他

C&C-NETSTAR2400/2800他

●OAシ ス テム を包 含 した

く分 散 処 理 ネットワー ク体 系"DINA">

C&C光 ネットワー クシステム

C&Cネ ットワー ク構 成 機 器

C&Cネ ットワー クソフ トウェア

ZVECコ ンピュータ
日本電気株式会社
お問 合せは:情 報処 理・宣伝

TEL(03)454一 日目(大 代表)
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いつも、みずみず しい 吉報 を。

高速通信回線が日本全国を走る。通信と情報処理の融合時代を先取りした、わが国

有数のコンピュータ・ネットワークNBCNET。 お客さまは、コンピュータを導入する

ことなく、リアルタイムで全国オンライン処理 が実現できま七 情報処理産業のパイ

オニアとして、つねに新時代を切り拓いてきたNBCは 、その豊富な経験と、若々しい

チャレンジ精神で、情報化社会のめざましい発展 をしっかりと支えてゆきます。

NBCは 、コンピュータ・マネジメントの すべ てをサ ポートしま硫

● オンラインネットワー クサー ビス●受 託 計 算 サ ービス●ソフトウェア開発 ●デー タエントリ●ファシ

リティマネジメントサー ビス●コンピュー タ関 連 用 品 ・備 品 販 売 ●オフィスコンピュータ・OA機 器 販 売

若 さと英 知の

～B口
無 日本ビジネスコンサルタント
本社/東 京都渋谷区道玄坂1-16-5tto3(476)2801

札幌〆秋田/仙 台/日 立/水戸/大 宮/横 浜/静 岡'金 沢

名古屋/京 都/大 阪/神 戸〆岡山/福 山/松 江ノ浜田/

広 島/山 口1下 関!高 松!松 山/北 九州ノ福岡/博 多!

佐賀/鹿 児島
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目に見えるプログラミン"可 能 一
o

6

ます/
■STAMPSHは 、ソースプログラム を日本語 で表示 します。

■STAMPSIIの ソースプログラムは、何 をやってい るか一 目で読 み取れ ます。

■STAMPSllを 使 えば、見 やすい 日本語帳票 を出力 できます。

■STAMPSIIを 使 えば、ディスプレイ を見 なが ら対話形式 でプログラミングできます。

■STAMPSllは 、プログラムが異 常終了 した時、不良箇所 だけをズームアップ します。

■STAMPSI工 では、ファイルやテーブルな どの共用資源 を一元 管理 できます。

■STAMPSllの ソースプログラムは、構造化 され.簡 単に読み下せます。

効果

プログラム設計の工数は従来に比べて半分になります。

●フローチ ャー ト不要 ●プログ ラム構 造 固定

コーディング量は、1/4～1/2になります。(対COBOL比)

●パ ター ンライブラ リ ●プロ グラム手順 固定

●構 造化 プロ グラミング ●個 別 処理

嘔 霊Vi・ualP・ ・g・ammi・gSy・t・m

StMPSH
デバッグや保守の工数は1/3に なります。

●日本語 ソース リス ト ●ダンプ リス ト

■適 用 オペ レーテ ィングシステム

HITACMシ リーズVqS2/3VOS1/ES

日丘ソフトウェアエンジニアリ⊃グ株 式會冠
本 社 〒231横 浜市中区尾上町6丁目81番地tt(〔M5)681-2111(大 代)

東 京 事 務 所 〒143※ 京都大田区大森北4-8-1(ユ アサ大森 ビル)fi(03)764-1211㈹

大 阪 営 業 所 〒541大 阪市東区北浜4-6(H生 日立 ビル)a(06)222-1021㈹

名古屋営業所 〒460名 古屋市中区栄4-6-15(名 古屋 日産生命ビル)tt(052)264-9191㈹
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スーパ ーコンピュータHITACS・810

自

日立 が 生 んだ スー パ ー コンピュータHITAC

S-810。 最 大集 積 度1,500ゲ ー トの超高 速論 理

LSIを はじめとす る半導体 技 術、ソフトウェア技 術

など最 先 端 を行 く独 創技 術 が凝 縮 されています』

このスー パ ー コンピュータ開発 に注 が れた技 術

こそ、超 大形 ～小形 コンビュー 久 オフィスコンビ

ュー久 分散 処理コンピュータ、端末 システムなどの

HITACフ ァミリーを支 える基 盤 となっているのです,
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スーパ ーコンピュータ Sシ リーズ

超 大 形 ・大 形 ・中 形 コンピュータ Mシ リーズ

小 形 コンピュー タ・オフィスコンピュータ Lシ リーズ

分散 処理用コンピュータ Dシ リーズ

ミニコンピュータ Eシ リーズ

グラフィックスシステム Gシ リーズ

端 末システム Tシ リーズ
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末
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●お問い合bせ は=情 報システム営業本部 電話(03)763-2411ま たはカeiesりの支店へ・…・・

株 式節 日it製tEMi鵠;!1}ll;1;!{;鞘ll;猫lliiil癖 ‖!講 拙{;北iteMIO'"261-3131剰UO222)23'012"

☆詳しい資料をご希望の方は、お手数ですが資料請求券をはがきに貼り、貴社名、所在地、電話番号、ご氏名を明記して下記へお送りください。

〒140東 京都品川区南大井6-27-18(日立大森第二別館)(搬日立製作所 情報事案本部 コンピュータ事業部 技術本部

資料請求券

コンピュータ白書
'84-'85号

HITAC



信頼と創造の富士通

21世紀への
「統合情報システム」

。

いま富士通から。
ワークステーション～ ネットワーク～ ホストコンピュータ

この三大要素をいかに有効に融合するカ、
エヲこエフコエ　

富士通は独自のネットワークアーキテクチャー「FNA4」 、統合ソフトウiア 「OSlVIF4MSP1

によって構築される「高度情 報システ勾で明確にお答えしま協

企業経営、そして新たな企業戦略を展開するうえで重要

な資源となる"情報二この情報をより高度に清川するため

の「情報通信システム」とは。富士通は、使いやすいワー

クステーション、.企業内・企'業間はもとより広く社会、国際

間までつなぐネットワーク、そしてデータベースと高速・大

量処理 を受けもつホスト・コンピュータの総合的な融合

だと考えます、富士通はこの「統合情報通信システム」を

実現するため、そのシステム全体を支えるネットワークアー

キテクチt・一「FNA4」 と高度情報時代 に対応 した統

合 ソフトウェア「OS[V/F4MSP」 を強化。さらに、新 機

種FACOMM-380Q大 形コンピュータの登場 で 一・

層充実したFACOMMシ リーズをはじめ、FNA4の 統一

思想のもと開発されたネットワーク製品・ワークステー ショ

ンなど情報 システムに必要な製品をトータルに提供。21世

紀へ広がる最適な統合情報 システムとしてお届けしま丸

(FNA:FujitsuNetworkArehitecture)

A
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コンピュータ情 報 処 理l

VANを 融 合 し、一 だん と便 利1な った
SSFIP -NET。 情 報 通 信 サ ー ビス

これからの高度情.報化社会 へ のけん引車 となると思 われるVAN

サ ー ビスカミいよいよ実 用の段 階 に入ろうとしています。

富 士 通エ フ ・アイ・ピーで は、このVANサ ー ビスを中核 とする

〈FIP-NET>を さらに充 実 、より一・層 便 利 にご利 用 いただ ける

ことになりました。

FIP--NETの4大 特 長

●信 頼 性 の高 いネットワークシステム

地 震 や 火災 や盗難 などに各種 の安 全 対策 が施 されたコンピ

ュー タシステムとバックアップ 回線 により高 信 頼性 のネットワー ク

システムが利 用 で きます』

● 全国 どこか らでも使 用 が 可能

日本 全国 どの都 市 からでもコンピュータや端 末 装置 を接 続 する

ことがで きます』

● システム管理 が容 易

FIP-NETを ご利用 いただくことで さまざまなネットワー ク管 理

や情 報 処 理 システム管 理 の問 題か ら開 放され ます』

的なFIPNETの 料 金で 全国 ネットワークが 利 用で きま七

FIP-NET

●AP=ア クセスポイント

◎SC=サ テライト・コンピュータセンター

最寄りのAP及 びSCよ り、手軽 に中央 の超大型

コンピュータが ご利用できま充

(APは 各部 道府県1～ 数個所 設置を推 進 中)

惣 繊 ・,r

κ.

主 要業務1ネ ットワークサー ビス、事務 ・技術 受託計算 、システム開発、ア
プリケーションプログラムの開発 、ユーザ ーシステムサ ポート、OA機 器販売

富士通 工7・アイ ビー株式会社
■ 本 社 〒105東 京 都 港 区 新 橋6-1-11TELO3(433)2251

営業所=北 海道・東北・仙南・郡山・多摩・長野'名古屋・大阪・京都・広島・九州・北九州・鹿児島





研究開発をサポー トする

⑭ εL秘 徒 然(lns、.。f、USE)

問題解決のご相談は本社

技 術 営 業 部 へ(03)352-2231(大 代表)

業務内容の一部ご紹介

パソコン用ソフトウエア・パッケージ

●品質管理支援システム

(JUSE・QCAS四)

●構造化 プログラミングによるプログラム

作成用ツール(PADET四)

●アラビア語ワー ドプロセッサ

(WORD-LAB)

データベース

ソフトウエア ・パッケージ

● 蒸留 塔 シ ミュ レー シ ョン プ ログ ラム(N|DISTl-rv)

●COBOL開 発 支 援ツ ー ル(DF-COBOL)

● 多変 電解 析 プ ログ ラム パ ッケ ー ジ(MAP)

● ダ イナ ミック ・プロ セス ・シ ミュ レー シ ョン(DPS・V2)

な ど、 多数 あ り。

●データーシステムの鯛査、設8十、開発、運用

●化学物質データベース

●生化学物質データベース

●ガスクロマ トグラフィー ・質量スペク トルデータベース

●飼料成分データベース

・●食品品質成分データベース

/㌻ 、

システムセンター r本 社' r筑 波情報セジター 、

lBM3081,HITAC,M260H

サ テ ラ イ ト ・コ ン ピ ュー タ
＼ ノ

HITACM-260H8MB

ACOSシ ス テ ム6504MB
ノ

HITACM260H

サ テ ラ イ ト ・コ ン ピ ュ 一 夕
ノ

東 京都 渋 谷 区千 駄 ヶ谷4-23-1

松 栄 ビル 〒151

TEL.(03)479-6971(イ 」t)

東京 都 渋 谷 区千駄 ヶ谷5-10-11

日科 技 連 ビル 〒151

TEL(03)352-2231(t」 ℃)

茨 城 県新 治郡桜 村 梅 園2-1-16

丸文 筑 波 ピル2階 〒305

TEL.(0298)51-3082(tＬt)

効率化の追求
NIDは 創設以来、培った高度 な技術力に

よってユーザ ー ・オリエンティッドなソ

フトウェア・サービスを提供 しています。

さまざまな分野 におけるどの ようなニー

ズにも対応 できるよう、対象業務の内容

や規模 ・難易度 に応 じたプロジェクトチ
ームを各専 門分野からの選抜により編成

いたします。

◇ ソ フ トウ ェア 開 発

◇FMサ ー ビス

◇ デ ー タ エ ン トリーサ ー ビス

◇ 受託 計 算 業 務

ヒュー マ ン コ ン ピュー タ ・サ ー ビス を 提 供 す る

o切 懸鷹懐熟熟
本 社 〒160東 京 都 新宿 区 西新 宿8-19-3

TELO3-365-2621(代)

セ ン ター 東 京 、千 葉 、仙 台



市販工ンジ=ア リングDソフト

利用状況/評価総覧
(財)エ ンジニアリング振興協会 ソフトウェア委員会評価研究会編 定価39,000円[限 定出版]

国内で利用 されている市販エンジニアリング
'ソ フ ト163本 について主要企業62社 か ら利 第1章

聖繁㌫ ‡謁 悪 書霞議 第・章
術 分 野126本 、 プ ロ ジ ェク ト管理 分 野|7本 の

ソ フ トウ ェア ・デ ィ レク トリ付 き。

●本書の内容

はじめに

現在清川されている市販 ソフ トウェアパッケー

ジ

第3章 市販 ソフ トウェアパッケージの評価のあ り方

第4章 市販 ソフ トウェアパッケージの利用状況 と評価

第5章 代表的な市販 ソフ トウェアパッケージの紹介 と

第6章 市販 ソフ トウェアパッケージ育成への提言

第7章[参 考資料]市 販ソフ トウェアパッケージディレ

ク トリ
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KOO籔 開発計算センター
〒/00東 京 都千 代∈B区丸の 内1-8-2(第 一鉄 鋼ピル)呑03-213-0921㈹

■TSS・RJEサ ー ビス ■経営事務 ・科学技術計算 ■日本語情報処理 ■モニターオープン

■システム設計 ・ソフトウエア開発 ■社会環境問題の解析 ■図形総合処理 ■情報処理コンサルタント
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マイコン用ビジネスグラフ(本 文399ペ ー ジ参照)

②棒 グラフと折れ線グラフ

③ レー ダー ・チャー ト

④ポ ー トフォリオ ・チャート
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